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調査の背景及び進め方 背景および目的

類似目的を有する複数の研究開発事業を整理することで、今後の研究開発企画立案等を支え
るロジックモデルおよびロジックツリーを作成することが本調査事業の大目的。

背景 目的

•経済産業省では、経済産業省自ら実施する又は支援する
研究開発について、その成果や実績等を厳正に評価し、
それを後の研究開発の企画立案等に反映させる政策サイ
クルの一環として、技術評価を実施している

•現在中心となっている“事業レベル”での技術評価ではな
く、同様の目的を有する複数の個別事業をまとめて評価
する“施策レベル”での評価を実施することで、事業レベル
の評価では見ることのできなかった施策の全体像、多面
的な評価を実現することを目指している

•施策レベルの評価により、これまで個別事業毎に開催し
ていた評価検討会をより効率的に運営していくことを目指
している

•左記のような“施策レベル”での技術評価を行うためには

–同一又は類似の目的を有する複数の事業の相関関
係・ポジショニングなどを明らかにした「ロジックツリー」

–個別事業が当該個別事業の目的、技術に関する施策
の目的との関係で実現の見通しが立っていることを明
らかにした「ロジックモデル」

を作成することが必要となる

•本調査では、技術に関する施策毎にロジックモデルおよ
びロジックツリーを作成することを目的とする

なお、本調査事業は公開情報に基づいてアーサー・Ｄ・リトル (ジャパン)にて作成したものである。
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調査の背景及び進め方 調査における基本的考え方＇１（

ロジックモデル・ツリーを根拠あるものとするため、また、今後の検討内容に即したものとするた
めには、各事業について、各々が想定している市場・課題・開発技術の連関関係を整理すること
＇MFTツリー（が有効。

技術視点の

“実現機能＇技術課題（”

Function
＇提供機能（

Market
＇市場（

Technology
＇技術（

顧客視点の

“効用＇嬉しさ（”

機能を求める

市場・顧客

機能を実現する

技術打ち手

各事業はどのような課題を解決するか？

施策に掲げた市場では何を求めているか？

情報通信機器

自動車

ロボット

航空機

：

快適性向上

燃費特性向上

安全性向上

低コスト化

：

低燃費化

軽量化

非石油化

走行距離削減

：

炭素繊維強化樹脂開発事業

マグネシウム合金開発事業

高張力鋼開発事業

高強度アルミ合金開発事業

：

各事業のMFTツリーを構築した上で、ロジックモデル・ロジックツリーを構築した
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調査の背景及び進め方 調査における基本的考え方＇２（

各事業が想定している市場・課題・開発技術の連関関係をMFTで整理をすることで、ロジックモ
デルの根拠強化やロジックツリーに基づく今後の分析検討の拡大といった効用が期待できる。

MFT MFTの特徴

各レイヤにおける

選択肢の幅が見える

技術の潜在的な

応用可能空間が見える

各市場＇施策（における

重要課題が見える

市場 / 課題 / 技術の関係が

一気通貫して見える

各市場における

技術打ち手の体系が見える

調査における効用

各事業が想定している選択肢と、選ばなかった選択肢が明
確になるため、各事業の目論見の正しさ＇十分条件性（を評価
する土台となる
＇一般的な事業計画では選んだ結果しか表現されないため、必要条件しか確認できない（

各事業が潜在的に解決できる課題や、それによって広がる応
用先を漏れなく発見できる

従い、施策 / 事業の関係性の見逃しが防止できる
＇複数の市場に貢献できる事業が明確になる（

施策として掲げられている市場における主要課題が見える

従い、施策 / 事業の関係性の見逃しの防止や、未着手の課
題の発見ができる

各事業が当該施策において、果たしている役割＇どの課題を
解決するか（が見える

また、施策の粒度や事業の括り方を検討する参考材料となる

各事業間の関係性＇相乗・独立・競合など（が見える

また、民間や他省庁、諸外国プロジェクトの技術開発事例も
同じ土台に当てはめられるため、今後の施策・事業企画の際
に、民間との役割分担や国際競争力の観点から検討できる

Mg合金

CFRP

ミリ波レーダ

自動車

軽量化

安心安全化
車車間通信

AND

OR

Mg合金

CFRP

ミリ波レーダ

自動車

軽量化

安心安全化
車車間通信

自動車

低燃費化

半導体

ディスプレイ
高伝導性

情報通信機器

自動車

産業機械

：

低燃費化

安心安全化

軽量化

：

Mg合金

CFRP

高強度鋼

：

化学センサ
化学修飾性

DDS

軽量化

安心安全化

ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉﾁｭｰﾌﾞ
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調査の背景及び進め方 アプローチ概要

まずは個々の事業の市場・課題・技術の関係性をMFTツリーを用いて整理した上で、ロジックモ
デルを構築。その後類似事業ごとにロジックツリーを構築し、事業間の関係性を詳らかにした。

検討ステップ

個別事業における

市場・課題・技術の整理
＇MFTツリー作成（

STEP1

“施策 / 事業”間の

関係性整理
＇ロジックツリー作成（

STEP3

“複数事業”間の

関係性の整理

STEP4

個別事業の

目論見・進捗の整理
＇ロジックモデル作成（

STEP2

今後に向けての

初期分析

STEP5

タスクの概要検討論点

今後の施策・事業を
どうしていくべきか？

これまでの事業は
どう評価されるべきか？

個別事業として見て
どうか？

目論見の
進捗状況は？

目論見の
正しさは？

施策と事業の
関係性は？

各施策にどの事業が
紐付くのか？

各施策にて各事業は
どう貢献するか？

複数事業として見て
どうか？

複数事業間の
関係性は？

相乗的な事業は
どれか？

相殺的な事業は
どれか？

• 各事業について、その目論見＇市
場 / 課題 / 技術（を整理したMFT

ツリーを構築する

• 各事業について、MFTツリー記載
内容に加えて、予算・期間・主体な
どの情報を合わせて、その目論見
・進捗を整理したロジックモデルを
構築する

• また、ロードマップをもとに、アウト
カムの想定実現時期を整理する

• 施策で掲げられた市場について、
市場を起点に課題 / 打ち手体系ツ
リーを構築し、指定された事業を当
てはめる形で、ロジックツリーを構
築する

• 各ロジックツリーにおいてプロットさ
れている複数の事業で開発中の
技術テーマ間の関係性＇相乗 / 独
立 / 競合等（を整理する

• MFTをベースとしたロジックツリー
だからこそ検討できる内容＇未着手
領域の特定 / 民間・他省庁・海外
との比較 / 施策の括り方の再検討
余地（について、初期分析を実施
する

今後我が国として
何をすべきか？

現状施策・事業を
どう整理すべきか？

類似事業を
どう整理すべきか？

施策をどう
括っていくべきか？

今後の施策・事業を
どうすべきか？

未着手領域にて
企画すべき事業は？

他省庁との関係上
企画すべき事業は？

国 / 民間の関係上
企画すべき事業は？

国際競争力のために
企画すべき事業は？
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調査の背景及び進め方 アプローチ概要 検討ステップ間の連関性

各検討ステップにおけるタスク概要およびそれらのアウトプット間の連関性は下記の通り。

タスク概要検討ステップ 調査イメージ 主要情報ソース

• 各事業について、その目論見＇市場 / 

課題 / 技術（を整理したMFTツリーを構
築する

• 各事業について、MFTツリー記載内容

に加えて、予算・期間・主体などの情報
を合わせて、その目論見・進捗を整理し
たロジックモデルを構築する

• また、ロードマップをもとに、アウトカム
の想定実現時期を整理する

• まずは施策で掲げられた市場について
、市場を起点にして課題 / 打ち手を体
系化する

• その後、各施策下にある事業を当ては
める形で、ロジックツリーを構築する

• 各ロジックツリーにおいてプロットされて
いる複数の事業で開発中の技術テーマ
間の関係性＇相乗 / 独立 / 競合等（を整
理する

• MFTをベースとしたロジックツリーだか

らこそ検討できる内容＇未着手領域の特
定 / 民間・他省庁・海外との比較 / 施策

の括り方の再検討余地（について初期
分析を実施する

• 同上

• 各種技術文献＇「経済産業省政策評価
書」 「NEDO技術戦略マップ」

• ADLに蓄積されている各業界における
主要技術課題に関する情報

• 必要に応じて、＇貴省と相談の上（担当
原課に対するヒアリング調査

• 各事業に関する評価書や技術論文・特
許など＇特に各事業が前提としているア
ーキテクチャ、システム構成に関する記
述（

• 必要に応じて業界識者へのヒアリング
調査

• 各業界における国内主要プレイヤの技
術報告書

• 海外主要機関＇米DARPAや欧FPなど（
のプロジェクト紹介資料

MFTツリー

ロジックモデル

ロジックツリー

関係性分析

・未着手領域の明確化

・民間の動向の比較

・他省庁の動向との比較

・諸外国の動向の比較

・施策の括り方検討

技術
課題

課題

市場

市場

市場

インプット アクション アウトカム

施策 課題

課題

課題

技術

技術

技術

技術

事業

事業

事業

実施者

実施者

実施者

事業

事業

事業

事業

相乗
相補
独立
競合
相反

• 公開されている「NEDO技術戦略ﾏｯﾌﾟ」

「ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ基本計画」「事業・ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ紹介」、各事業の「事前評価書」「
中間評価書」「成果報告書」など

• 必要に応じて、担当原課に対するヒアリ
ング調査

個別事業における

市場・課題・技術の整理
＇MFTツリー作成（

STEP1

“施策 / 事業”間の

関係性整理
＇ロジックツリー作成（

STEP3

“複数事業”間の

関係性の整理

STEP4

個別事業の

目論見・進捗の整理
＇ロジックモデル作成（

STEP2

今後に向けての

初期分析

STEP5
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調査の背景及び進め方 アプローチ詳細 STEP1：個別事業における市場・課題・技術の整理

まず各事業ごとにMFTツリーを作成し、当該事業に求められる市場ニーズと、技術課題とその
解決手段を連関させることで、事業の目論見を整理した。

• 各事業について、その目論見＇市場 / 課題 / 技術（を整理したMFTツリーを構築
詳細タスク

• 研究開発事業にて、それぞれが想定し
ている市場と解決しようとしている課題、
開発している技術の関係性を整理する

主要情報ソース

• 公開されている「NEDO技術戦略ﾏｯﾌﾟ」「

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ基本計画」「事業・ﾌﾟﾛｼ
ﾞｪｸﾄ紹介」、研究開発事業の「事前評価
書」「中間評価書」「成果報告書」など

• 必要に応じて、担当原課に対するヒアリ
ング調査

タスク概要およびアウトプットイメージ アプローチ詳細

遠心法ウラン濃縮技術開発事業

国際的に比肩しうる経済性と
性能を有する新型遠心分離機

の開発

遠心分離機の
機械的強度の確

保

①試験片による物性試験
とモデル機での設計妥
当性試験

機器性能を高めたシス
テム設計

新型遠心分離機に必要
な材料、機器設計

分離性能の確保
④単機による分離性能試
験

遠心分離機の
UF6

耐候性の確保

②試験片による物性試験
＇加速度試験（

設計妥当性の確
保

③実機流通試験

⑤カスケード試験による
分離性能試験

施策＇Market（施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

材料開発

材料開発

国際的競争力
のある経済性

確保

ランニングコ
スト

イニシャルコ
スト

設備コスト低減

性能向上 分離能力向上

低消費電力化

長寿命化
機械的強度
向上

材料耐久性
向上

軽
水
炉
・軽
水
炉
核
燃
料
サ
イ
ク
ル

濃
縮

新
型
遠
心
分
離
機
の
開
発

当該事業に関連する市場ニー
ズ

を個別課題に展開

各事業における

期待成果

技術課題の

解決手段

各事業で実施する

プロジェクトテーマ

• 事前評価書などで背景として言及されて
いる内容を参照。言及が無ければ技術ロ
ードマップを参照して記載。

• さらにADL知見で肉付け

• 中間報告書、NEDO等公開資料の「事業の概要」
を参照。

• これらの公開が無い場合は事前評価書の記載を
参照して可能な範囲で記載。

• 事前評価書等の「事業
の概要」の記載を参照
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調査の背景及び進め方 アプローチ詳細 STEP2：個別事業の目論見・進捗の整理

MFT記載内容をベースに、各事業の施策としての目標との関係、進捗を整理。また、中期的な
アウトカムにおける各事業間の関連を整理した。

詳細タスク

• 研究開発事業について、その目論見・進
捗等＇インプット、アクション、アウトカム（
を整理し、左図の形式にて可視化する

主要情報ソース

• STEP1にて作成したMFTツリー

＇公開されている「NEDO技術戦略ﾏｯﾌﾟ」

「ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ基本計画」「事業・ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ紹介」、研究開発事業の「事前評
価書」「中間評価書」「成果報告書」等の
記載内容を織込み済み（

• 必要に応じて、担当原課に対するヒアリ
ング調査

• 中期アウトカムについて、時間軸の記述
が不明瞭な事業については、NEDO技
術戦略マップにおける時間軸を参照する

• 各事業について、MFTツリーと予算・期間などの情報を合わせて、その目論見・進捗を整理したロジックモデルを構築

アプローチ詳細タスク概要およびアウトプットイメージ

インプットインプット アクションアクション カスタマー 直接アウトカム直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

国

日本原燃

１／２補助

遠心法ウラン
濃縮技術開発事業

軽
水
炉
核
燃
料
サ
イ
ク
ル

の
実
現

国
際
的
に
自
立
し
た

安
定
的
な
燃
料
の
調
達

国産新型遠心分離機
による燃料製造

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

日本原燃
①試験片による物性試験
とモデル機での設計妥
当性試験

④単機による分離性能試
験

②試験片による物性試験
＇加速度試験（

③実機流通試験

⑤カスケード試験による
分離性能試験

回収ウラン利用技術
開発事業

燃
料
資
源
の
有
効

利
用

民間企業

民間企業

• 事業期間H14～21

• H16~H19執行総
額59.8億円

• H20~H21予算総
額19億円

経
済
的
な
燃
料
の
調
達

軽
水
炉
の
長
期
的

燃
料
確
保

国

民間

団体等

委託

• 事業期間H20~25

• H20~H25予算総
額10.8億円

機器性能を高めたシステ
ム設計

新型遠心分離機に必要
な材料、機器設計

回収ウランの
再濃縮プロセス確立

劣化ウランの
酸化固形化プロセス確立

回収ウラン利用の
前提条件の把握

①回収ウランを利用する上で
の前提条件把握

②採用可能な技術の調査お
よび既存施設への影響把
握

③転換プロセス概念の検討お
よび不純物核種の挙動把
握および除染程度の評価

④新型遠心分離機における
内面への不純物の付着お
よび放射線劣化等の評価

劣化ウランの酸化
固形化による有効利用

回収ウランの再濃縮
による有効利用

MFTツリーの

「研究テーマ」と同じ

•MFTツリーの技術
体系より

• 事前評価書に記
述があれば記載

• 無ければアウトプ
ットの利用者を想
定してADLが記載

• 事前評価書等にて「アウトカム」が語られていれば記
載。記載無ければ技術ロードマップなど参考にADLが
作成

• 時間軸表現があるものはそれを記述

事前評価書の

記載

各事業で実施する

プロジェクトテーマ

各事業の

アウトプット

アウトプットの

直接利用者

アウトプット
がもたらす
成果

中長期の期待成果と

事業間の連関
事業の外部と
のかかわり
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調査の背景及び進め方 アプローチ詳細 STEP3：“施策 / 事業”間の関係性整理

施策で掲げられた市場について、市場を起点に課題ツリーを構築し、各事業の技術体系を当て
はめる形でロジックツリーを構築した。

詳細タスク

• ＇STEP3-1：トップダウンアプローチ（

–各施策にて掲げられている市場に
おける主要課題を抽出し、各課題
に対する技術打ち手の体系を構築
する

• ＇STEP3-2：ボトムアップアプローチ（

–各事業のMFTツリーを参考にして、

各市場における課題にアドレスでき
る事業をプロットする

主要情報ソース

• ＇STEP3-1：トップダウンアプローチ（

–貴省指定文献＇「経済産業省政策
評価書」 「NEDO技術戦略マップ」

等（にておける市場課題に関する
記述や、特許動向調査報告書＇特
許庁発行（などの公的な技術文献
における市場課題に関する記述

– ADLに蓄積されている各業界にお
ける主要技術課題に関する情報

–必要に応じて、＇貴省と相談の上（
担当原課に対するヒアリング調査

• ＇STEP3-2：ボトムアップアプローチ（

– STEP1で作成した各MFTツリー集

• 施策で掲げられた市場について、指定された事業を当てはめる形で、ロジックツリーを構築する

アプローチ詳細タスク概要およびアウトプットイメージ

トップダウン

軽
水
炉
・軽
水
炉
核
燃
料
サ
イ
ク
ル

新型遠心分離機
の開発

必要とされる施策

＇Market（

市場ニー
ズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

国内使用
済燃料の
有効利用
直接処分
によらず
再処理に
よる有用
資源の回
収利用

ウラン資
源の逼迫
中国など
の原子力
発電活動
の進展に
よる需要
増大

核燃料の
安定供給
2050年ご
ろ実現を
目指す高
速炉サイ
クルまで
の軽水炉
の最大利
用

濃
縮

再
転
換

回
収
ウ
ラ
ン

再
処
理

国内ウラ
ン濃縮技
術の確立

回収ウラ
ンの有効
活用

回収プルト
ニウムの

有効活用

軽
水
炉
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
の
実
現

プ
ル
サ
ー
マ
ル

高
速
炉
増
殖
炉

サ
イ
ク
ル
の
実
現

軽水炉サ
イクルから
高速炉サ
イクルへ
の合理的
な移行

国内再転換施設
の拡充

再処理施設の
確実な操業

国内MOX加工
工場の技術確証

高速炉サイクル

回収ウランの

有効活用

回収ウランの

有効利用

ボトムアップ

事業＇PRJ（事業目標 概要施策 目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

遠心法ウラン濃縮技術
開発事業

世界最高水準
の性能を有す
る新型遠心分
離機を開発

溶融炉の運
転安定性の
向上

白金族元素
の堆積による
能力低下の
改善と処理
能力向上

機器性能を
高めたシステ
ム設計

新型遠心分
離機に必要
な材料、機器

設計

高線量回収
ウランの既存
軽水炉への
活用に必要
な除染技術
選定

使用済燃料再処理事
業

高度化事業

高速炉再処理回収ウラ
ン等除染開発事業

回収ウラン利用技術
開発事業

より高品質な
ガラス固化体
を製造可能な
ガラス固化技
術の開発

高速炉サイク
ルの回収ウラ
ンを既存軽水
炉燃料に利用
可能とする除
染技術の開発

再処理工場で
の回収ウラン
の再濃縮

MOX燃料加工事業推
進補助金プロジェクト

MOX加工工
場で採用する
各種技術の適
合性確証、運
転条件確立

燃料粉末の
適合性＇燃料
品質の担保（
燃料ペレット

製造
プロセスの確

立
燃料集合体
の製造プロセ
スの確立

燃料集合体
の検査プロセ
スの確立

経済性確保

ランニングコスト

イニシャルコスト 設備コスト低減

性能向上 分離能力向上

低消費電力化

長寿命化 機械的強度向上

材料耐久性向上

遠隔ペレット加工技術安全性確保
製造時の
被曝安全性

品質確保 ペレットの品質確保ペレット

遠隔操作による製
造

プロセス確立
遠隔燃料集合体製造

技術

遠隔燃料検査技術

燃料集合体の品質確
保

燃料集合体

経済性確保

加工プロセスコスト
削減

加工収率の向上

設備設計の最適化

ランニングコスト

イニシャルコスト
加工設備のコスト

削減

加工速度の向上

操業安定性

環境性向上

設備の処理能力向
上

低廃棄物性

省エネルギー性
エネルギー使用量低

減

設備の信頼性向上

処理容量増大

処理効率増大

設備の稼働率向上

廃棄物の減量

回収ウランの
再濃縮プロセ
ス確立

劣化ウランの
酸化固形化
プロセス確立

回収ウランを
効率的に利用

濃縮における回収ウ
ラン取扱い

回収ウランの
濃縮技術

転換における回収ウ
ラン取り扱い

回収ウランの
転換技術技術的

成立性確保

経済的
成立性確保

回収利用
コスト評価

回収ウラン利
用の前提条
件の把握

酸化固形化技術確立
劣化ウランを
効率的に利用

UF6ガスの
固体化

回収ウランの必要処
理量

＇ニーズ把握（
再転換容量
の拡充検討 劣化ウランの

必要処理量＇ニーズ
把握（

高速炉再処
理回収ウラン
活用の前提
条件確証

技術的成立性確保 回収ウランの除染

サイクルの成立性
確保

マスフローバランス
の

成立性
経済的成立性

マスフローの
整合・妥当性

経済性の評価

劣化ウランの
必要処理量＇ニーズ

把握（

•事前評価書などで背景として言及されている内
容を参照。言及が無ければ技術ロードマップを
参照して記載。

•さらにADL知見で肉付け

当該市場における課題
各事業の概要および

プロジェクト成果

•施策の目的と目標について
技術ロードマップ、各種委員
会資料などを参照して記載
。

市場ニーズ
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• 各ロジックツリーにおいてプロットされている複数の事業にて開発されている技術テーマ間の関係性＇相乗 / 独立 / 競合
等（を整理する

調査の背景及び進め方 アプローチ詳細 STEP4：“複数事業”間の関係性の整理

各ロジックツリーにおいてプロットされている複数の事業にて開発されている技術テーマ間の関
係性＇相乗 / 独立 / 競合等（を整理する。

詳細タスク

• STEP3にて作成したロジックツリーにプ

ロットされている各事業について、事業
間の関係性＇相乗 / 独立 / 競合等（を可
視化する

主要情報ソース

• STEP3にて作成したロジックツリー

• 各事業に関する評価書や技術論文・特
許など＇特に各事業が前提としているア
ーキテクチャ、システム構成に関する記
述（

固体高分子形燃料電池
実用化戦略的技術開発

ITSの規格化事業

＇第2フェーズ（

省エネ用炭素繊維
複合材技術開発

省エネ用炭素繊維
複合材技術開発＇再掲（

・・

セキュアプラットフォーム
プロジェクト

鉄鋼材料の革新的高強度
・高機能化基盤研究開発

マグネシウム鍛造部材
技術開発プロジェクト

マグネシウム鍛造部材
技術開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ＇再掲（

エネルギーITS

・・・

自動車 省エネ化

燃料電池の
実用化技術

低コスト化

安全性
の向上

快適性
の向上

困りごと解消

“－”を “0” に

嬉しさ増強

“0” を “+” に

・・・

エネルギー
消費量削減

ITS共通基盤の
規格構築技術

炭素繊維複合材
成形技術

低コストCRFP技術

高強度マグネシウム

部材技術

高強度化鉄鋼材料技術

燃料電池
搭載

・・・

情報ﾈｯﾄﾜｰｸ
の整備

イニシャル
コスト

ランイング
コスト

センシング
の向上

セキュリティ
の向上

情報システムの
セキュリティ向上技術

環境性
の向上

リサイクル
高リサイクル性

マグネシウム部材技術

リデュース

ﾘｻｲｸﾙ
資源の活用

公害の削減

高度交通流制御、

自動運転・隊列走行技術

情報ﾈｯﾄﾜｰｸ
整備

走行エネルギ
の削減

車重
軽量化

脱石油

エネルギー
消費量削減へ

要素技術、システム化技術及
び次世代技術等の開発

ＩＴＳの国際規格化等を実施

先進的な炭素繊維複合材成
形技術や、耐雷対策の低コス
ト化技術等の研究開発・実証

先進的な炭素繊維複合材成
形技術や、耐雷対策の低コス
ト化技術等の研究開発・実証

・・

鉄鋼材料及び鋼構造体を超
高機能化する基盤的研究開
発

鍛造技術の開発、リサイクル
材の鍛造用ビレット化に係る
課題抽出

省エネルギーに資するＩＴＳ技
術の開発

・・・

ｶﾞｿﾘﾝの
代替

通信量
の削減

部材の
低コスト

ｾﾝｻの
高性能化

情報ｱｸｾｽ
ｾｷｭﾘﾃｨの強化

部材のﾘｻｲｸﾙ

有害物質
の削減

通信量の
削減

走行ｴﾈﾙｷﾞｰ
ﾛｽの削減

部材の
軽量化

ITSの規格化事業

＇第2フェーズ（＇再掲（

ITS共通基盤の
規格構築技術

ＩＴＳの国際規格化等を実施

部材の
長寿命化

高耐食性マグネシウム

部材技術

鍛造技術の開発、リサイクル
材の鍛造用ビレット化に係る
課題抽出

マグネシウム鍛造部材
技術開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ＇再掲（

鍛造技術の開発、リサイクル
材の鍛造用ビレット化に係る
課題抽出

集中管理する機構を導入した
革新的な仮想化技術＇セュア・
プラットフォーム（の開発

アプローチ詳細タスク概要およびアウトプットイメージ

事業＇PRJ（
課題

＇Function（

技術＇Technology（

事業概要
市場

＇Market（ 技術体系 具体的技術 関係性

<関係性凡例>

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに全体とし
ての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち手を採
用した場合の派生課題を解決するなど（

• お互いに関係なし

• 同課題に対し、複数の打ち手が競い合う関
係であり、且つ、同時採用されることがない

• 片方の打ち手を採用するともう一方の打ち
手が使えなくなる

関係性を可視化
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調査の背景及び進め方 アプローチ詳細 STEP5：今後に向けての初期分析

MFTをベースとしたロジックツリーだからこそ検討できる内容＇未着手領域の明確化、民間や他
省庁、海外との比較、施策の括り方見直し（について、初期分析を実施した。

詳細タスク

• STEP3にて作成したロジックツリーにおいて、事業
がプロットされていない課題を特定する

主要情報ソース

• STEP3にて作成したロジックツリー

未着手

領域の

明確化

詳細タスク

• STEP3にて作成したロジックツリーにおいて、各市
場における国内有力プレイヤや、主要諸外国国家
プロジェクトの研究開発動向をプロットする

主要情報ソース

• 国内有力プレイヤが公開している技術報告書

• 特許動向調査報告書におけるプレイヤ動向

• 他省庁のプロジェクト紹介資料

• 主要諸外国の国家プロジェクト＇米国DARPA、欧
州FPなど（紹介資料＇各所web siteやNEDO海外
レポートを活用して調査（

民間や

他省庁、

諸外国との

比較

詳細タスク

• STEP3にて作成したロジックツリーそれぞれにお
いて、各ツリーに含まれる事業数の把握

• STEP3にて作成したロジックツリーそれぞれにお
いて、課題および技術体系の特に上位層における
場合分けの有無の明確化＇例えば、自動車⇒EVと
HEVの場合分けの必然性など（

• STEP3にて作成した全ロジックツリーをもとに、各
事業がどの施策に関連しているかを可視化

主要情報ソース

• STEP3にて作成したロジックツリー

施策の

括り方の

見直し

アプローチ詳細タスク概要およびアウトプットイメージ

• ロジックツリーにて技術打ち手＇
事業（が取られていない課題を
明確化し、今後の新規事業企画
検討の土台とする

• 国内有力プレイヤや他省庁の取
組みをプロットし、対民間 / 対他

省庁として今後やるべき事業を
企画検討する際の土台とする

• 諸外国の国家プロジェクトにおけ
る取組みをツリー上にプロットし、
国際競争力向上の観点から今後
国がやるべき事業を企画検討す
る際の土台とする

• 各ロジックツリーにおける該当事
業数や課題体系を把握し、今後
施策として括るべき粒度を検討
する際の土台とする

• 各施策と各事業の紐付き関係を
把握し、今後各事業をどの施策
に紐付けるかを検討する際の土
台とする

自動車 軽量化

低燃費化

認識精度向上

市場 課題および技術体系

自動車 軽量化

低燃費化

認識精度向上

市場 課題および技術体系

エネルギーITS

マグネシウム開発PJ

未着手

既存の事業

エネルギーITS＇METI（

既存の事業

新規に事業を

企画すべきでは？

省エネ

安全安心

省エネ

安全安心

分析からの示唆

分析からの示唆

市場 課題および技術体系 既存の事業

自動車 低燃費化

軽量化

走行距離向上

Mg開発PJ

エネルギーITS

ガソリン車

電気自動車

分析からの示唆

分散型発電 系統を監視

各所で蓄積

新素子開発

次世代蓄電システムPJ

次世代送電網PJ

新エネ技術研究開発PJ

系統安定化

発電効率向上

施策の粒度は

このままでよいか？

各事業の施策への

紐付きは

このままでよいか？

Mg開発PJ＇METI（

炭素繊維強化樹脂＇日産（
高張力鋼開発PJ＇トヨタ（

自動走行開発＇米DARPA（
欧州ITS PJ＇欧州FP（

：

民間に

任せるべきか？

国際競争力上

無視してよいか？

OR

○○ITS＇総務省（
他省庁に

任せるべきか？
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調査の背景及び進め方 調査対象事業一覧①

本調査にて調査対象に設定した事業は下記の通り。

No. 分野名 プロジェクト名

1 自動車分野

車載ＩＴシステムを活用した緊急医療体制の構築

ITSの規格化事業

エネルギーITS推進事業

革新的次世代低公害車総合技術開発

2 情報処理分野

ＩＴ投資効率向上のための共通基盤開発プロジェクト

情報大航海プロジェクト

産学連携ソフトウェア工学の実践

オープンソフトウェア利用促進事業

中小企業経営革新ベンチャー支援事業

中小企業システム基盤開発環境整備事業

次世代高信頼・省エネ型ＩＴ基盤技術開発・実証事業

3 情報政策分野 ITとサービスの融合による新市場創出促進事業

4 情報ｾｷｭﾘﾃｨ分野

コンピュータセキュリティ早期警戒体制の整備事業

情報セキュリティ対策基盤整備事業

企業・個人の情報セキュリティ対策促進事業
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調査の背景及び進め方 調査対象事業一覧②

本調査にて調査対象に設定した事業は下記の通り。

5 情報通信機器分野

次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業

次世代半導体材料・プロセス基盤プロジェクト＇MIRAI（

次世代低消費電力半導体基盤技術開発＇MIRAI（

立体構造新機能集積回路＇ドリームチップ（技術開発

次世代プロセスフレンドリー設計技術開発

半導体アプリケーションチッププロジェクト

次世代回路アーキテクチャ技術開発事業

グリーンＩＴプロジェクト

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発

次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発

セキュア・プラットフォームプロジェクト

パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発

情報家電センサー・ヒューマンインターフェイスデバイス活用技術の開発

高速不揮発メモリ機能技術開発

ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発

スピントロニクス不揮発性機能材料技術開発

低損失オプティカル新機能部材技術開発

有機発光機構を用いた高効率照明の開発

6 産業施設分野
革新的膜分離技術の開発

無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の開発
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調査の背景及び進め方 調査対象事業一覧③

本調査にて調査対象に設定した事業は下記の通り。

7 製鉄分野

鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発

資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発

環境調和型製鉄プロセス技術開発

革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発

8 非鉄金属分野

高温超電導ケーブル実証プロジェクト

発電プラント用超高純度金属材料の開発

希尐金属代替材料開発プロジェクト

高機能チタン合金創製プロセス技術開発プロジェクト

9
ナノテクノロジー・材料

分野

異分野異業種融合ナノテクチャレンジ

ナノエレクトロニクス半導体新材料・ナノデバイス新構造基盤技術開発

ナノテク・先進部材実用化研究開発＇21世紀ナノテクチャレンジ（

10 化学物質管理分野１ ナノ粒子の特性評価手法開発

11 化学分野

グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発

半導体機能性材料の高度評価基盤開発

超フレキシブルディスプレイ部材技術開発

循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト

革新的マイクロ反応場利用部材技術開発

超ハイブリッド材料技術開発

先端機能発現型新構造繊維部材基盤技術の開発

次世代高度部材開発評価基盤の開発

次世代蓄電池材料評価基盤技術開発

省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業

高効率酸化触媒を用いた環境調和型化学プロセス技術開発プロジェクト

高効率重金属処理剤研究開発
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調査の背景及び進め方 調査対象事業一覧④

本調査にて調査対象に設定した事業は下記の通り。

12 住宅産業窯業建材分野

三次元光デバイス高効率製造技術

革新的ガラス溶融プロセス技術開発

次世代光波制御材料・素子化技術

革新的セメント製造プロセス基盤技術開発

13 ファインセラミックス分野

革新的省エネセラミックス製造技術開発

マルチセラミックス膜新断熱材料の開発

カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト

セラミックリアクター開発

高感度環境センサ部材開発

14 素形材分野
高機能複合化金属ガラスを用いた革新的部材技術開発

マグネシウム鍛造部材技術開発プロジェクト

15 繊維分野
サステナブルハイパーコンポジット技術の開発

エネルギー使用合理化繊維関連次世代技術開発

16 ガス安全分野 次世代高信頼性ガスセンサー技術開発事業

17 産業機械分野

生活支援ロボット実用化プロジェクト

基盤ロボット技術活用型オープンイノベーション促進プロジェクト

次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト

戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト

異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト

高集積・複合ＭＥＭＳ製造技術開発プロジェクト

高度分析機器開発実用化プロジェクト

高出力多波長複合レーザー加工基盤技術開発プロジェクト

18 地域技術分野 地域イノベーション創出エネルギー研究開発
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調査の背景及び進め方 調査対象事業一覧⑤

本調査にて調査対象に設定した事業は下記の通り。

19 研究開発推進分野

エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業

非化石エネルギー産業技術研究助成事業

産業技術研究助成事業

低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト

低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト

低炭素社会を実現する超軽量・高強度な融合材料プロジェクト

20
新エネルギー対策分野

セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業

洋上風力発電実証研究

革新型蓄電池先端科学基礎研究事業

新エネルギー技術研究開発

新エネルギー技術フィールドテスト事業

次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発＇次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発（

次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発＇系統連系円滑化蓄電システム技術開発（

Ｅ３地域流通スタンダードモデル創成事業

バイオマス等未活用エネルギー実証試験費補助金

バイオマス等未活用エネルギー実証試験事業

バイオマスエネルギー地域システム化実験事業

大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証研究

風力発電電力系統安定化等技術開発

蓄電複合システム化技術開発

戦略的次世代バイオマスエネルギー利用開発事業

21 省エネルギー対策分野
省エネルギー革新技術開発事業

次世代型ヒートポンプシステム研究開発事業
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調査の背景及び進め方 調査対象事業一覧⑥

本調査にて調査対象に設定した事業は下記の通り。

22 石油・天然ガス分野

石油・天然ガス開発・利用促進型特別研究

石油・天然ガス開発・利用促進型大型研究

天然ガスの液体燃料化＇GTL)技術実証研究

メタンハイドレート開発促進委託費

23 石油精製備蓄分野

石油燃料次世代環境対策技術開発

石油精製高度機能融合技術開発費補助金

将来型燃料高度利用技術開発

ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ連携石油安定供給対策事業費補助金＇補助（

次世代大気環境改善効果分析委託費＇委託（

超低硫黄軽油導入促進事業費補助金＇補助（

石油環境対策基等整備事業＇補助（

精製機能集約強化事業＇補助（

革新的次世代石油精製等技術開発

組成制御型高度石油精製技術開発事業

24 石炭分野

石炭生産技術開発振興費補助金

石炭生産・利用技術振興

石炭利用国際共同実証事業

石炭利用技術振興費補助金
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調査の背景及び進め方 調査対象事業一覧⑦

本調査にて調査対象に設定した事業は下記の通り。

25 鉱物資源分野

低品位鉱石・難処理鉱石に対応した革新的製錬プロセス技術の研究開発

希土類金属等回収技術研究開発事業費補助金

希尐金属等高効率回収システム開発

26 電力基盤分野

高効率ガスタービン実用化技術開発

イットリウム系超電導電力機器技術開発

噴流床石炭ガス化発電プラント開発費補助金

先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発費補助金

次世代送配電系最適制御技術実証事業費補助金

27 原子力政策分野

次世代軽水炉等技術開発費補助金

全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発費補助金

革新的実用原子力技術開発費補助金

発電用新型炉等技術開発委託費

戦略的原子力技術利用高度化推進費補助金

28
原子力立地・核燃料サ

イクル分野

使用済燃料再処理事業高度化補助金

高速炉再処理回収ウラン等除染開発委託費

遠心法ウラン濃縮事業推進費補助金

回収ウラン利用技術開発委託費

MOX燃料加工事業推進補助金プロジェクト

プルサーマル燃料再処理確証技術開発委託費

29
放射性廃棄物等対策分

野

地層処分技術調査等委託費事業

地下空洞型処分施設性能確証試験事業

ウラン廃棄物共通技術調査等委託費事業

放射性廃棄物共通技術調査等委託費事業
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調査の背景及び進め方 調査対象事業一覧⑧

本調査にて調査対象に設定した事業は下記の通り。

30 技術振興分野

エコイノベーション推進のための技術開発・実証事業

新エネルギー技術実用化補助金

産業技術研究開発委託費

産業技術研究開発委託事業

中小企業等の研究開発力向上及び実用化推進のための支援事業

イノベーション実用化助成事業

31 環境指導等分野

有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発

環境調和型水循環プラント実証事業

環境調和型水循環技術開発

土壌汚染対策のための技術開発

32 化学物質管理分野２

化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発

構造活性相関手法による有害性評価手法開発

石油精製物質等簡易有害性評価手法開発

石油精製物質代替等技術開発

有害化学物質代替技術開発

33 オゾン分野
革新的ノンフロン系断熱材技術開発プロジェクト

ノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発

34 アスベスト対策分野 アスベスト含有建材等安全回収・処理等技術開発事業
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調査の背景及び進め方 調査対象事業一覧⑨

本調査にて調査対象に設定した事業は下記の通り。

35 バイオ分野

植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発(植物利用エネルギー使用合理化工業原料生産技術開発)

植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発＇植物利用高付加価値物質製造基盤技術開発（

微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発

生物多様性条約に基づく遺伝資源へのアクセス促進事業

遺伝子組み換え生物等の使用等の規制による生物多様化の確保に関する法律施行対策

幹細胞産業応用促進基盤技術開発

糖鎖機能活用技術開発

機能性ＲＮＡプロジェクト

ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発

新機能抗体創製基盤技術開発

基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発

個別化医療の実現のための技術融合バイオ診断技術開発

化合物等を活用した生物システム制御基盤技術開発

統合データベースプロジェクト

バイオインダストリー安全対策調査

バイオ事業化に伴う生命倫理問題等に関する研究

創薬加速に向けたタンパク質構造解析基盤技術開発

後天的ゲノム修飾のメカニズムを活用した創薬基盤技術開発
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調査の背景及び進め方 調査対象事業一覧⑩

本調査にて調査対象に設定した事業は下記の通り。

36 医療・福祉機器分野

分子イメージング機器研究開発プロジェクト

次世代ＤＤＳ型悪性腫瘍治療システムの研究開発事業

インテリジェント手術機器研究開発プロジェクト

再生医療評価研究開発事業

福祉用具実用化開発推進事業

医療機器開発ガイドライン策定事業

福祉機器情報収集・分析・提供事業

次世代機能代替技術研究開発事業

がん超早期診断・治療機器総合研究開発推進プロジェクト

37 航空機武器宇宙分野

炭素繊維複合材成形技術開発

炭素繊維複合材耐雷技術開発

次世代航空機用構造部材創製・加工技術開発

航空機用先進システム基盤技術開発

先進空力設計等研究開発

環境適応型小型航空機用エンジン研究開発

小型民間輸送機等開発調査

超高速輸送機実用化開発調査

先進操縦システム等研究開発
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車載ITを活用した緊急医療体制の構築

No.01 自動車分野 MFTツリー 車載ITを活用した緊急医療体制の構築

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

自
動
車
分
野

出所：平成22年度事前評価書

IT

の
利
活
用
に
よ
る
知
の
創
造

利
活
用
推
進

基盤となる
要素技術の
開発

データマッチングのベース
となる医療機関のスタッフ
情報のデータベース化

患者情報と医療機関情報
との最適なマッチングを行

うシステム開発

必要なデータを入出力す
る

車載端末機器の開発

必要なデータを安全・正確
に届けるための通信シス

テムの開発
通信システムの開発

実証実験

医療機関における医療ス
タッフに関する情報を収
集するシステムの開発

センターシステム＇エージ
ェントシステム（の開発

救急車両に搭載する車
載システムの開発

データ
蓄積

データ
演算・照会

データ
収集・配信

実システムの
構築

ITの積極的活用

IT活用のトレードオ
フ解消

情報爆発への
対応

SaaSへの
対応

新ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの
実現

各用途への
展開

緊急医療体制
の高度化

渋滞の緩和

環境情報計測

ITSの活用
＇車載IT（

基盤の整備
通信技術の
開発

規格策定

インフラの整備

省エネ対策
＇協調走行（
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ITSの規格化事業

No.01 自動車分野 MFTツリー ITSの規格化事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

出所：平成20年度事前評価書

規格化に
向けた調査

ITSの規格策定に向けた
海外動向の調査

国際的な標準化に向けた
前例の調査

活用基盤の規格化・
システム社会導入条件の

整備

自動車電子システムの
海外動向調査

国際標準化作成の
ための調査研究

自動車電子システムの
国際標準活動支援

ITSの
海外動向

国際標準化
動向

活用基盤の
構築

IT

の
利
活
用
に
よ
る
知
の
創
造

利
活
用
推
進

ITの積極的活用

IT活用のトレードオ
フ解消

情報爆発への
対応

SaaSへの
対応

新ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの
実現

各用途への
展開

緊急医療体制
の高度化

渋滞の緩和

環境情報計測

ITSの活用
＇車載IT（

基盤の整備
通信技術の
開発

規格策定

インフラ設備の
整備

省エネ対策
＇協調走行（

自
動
車
分
野
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エネルギーITS推進事業

No.01 自動車分野 MFTツリー エネルギーITS推進事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

出所：NEDO基本計画

自動運転・隊列
走行技術の要
素技術開発

自律走行技術

国際的に信頼されるCO2 
削減効果評価方法の確立

協調走行＇自動運転（に
向けた研究開発

国際的に信頼される効果
評価方法の確立

要素技術
開発

効果測定技術
の開発

IT

の
利
活
用
に
よ
る
知
の
創
造

利
活
用
推
進

ITの積極的活用

IT活用のトレードオ
フ解消

情報爆発への
対応

SaaSへの
対応

新ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの
実現

各用途への
展開

緊急医療体制
の高度化

渋滞の緩和

環境情報計測

ITSの活用
＇車載IT（

基盤の整備

走行環境認識技術

位置認識技術

車車間通信技術

自動運転・隊列走行技術

省エネ運転制御技術

実証・評価
自動運転システム

隊列走行システム

自動輸送
システム

＇省エネ対策（

運
輸
部
門
に
お
け
る
環
境
対
策

環
境
制
約
の
克
服

大気汚染の防止

CO2の削減・
エネルギーの
効率化

ITの活用

燃費向上
自動車の改良

次世代駆動機
構の変更

軽量化

渋滞の削減

経路最適化

副次的な課題

燃料電池車

EV/HEV利用

自
動
車
分
野
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革新的次世代低公害車総合技術開発

No.01 自動車分野 MFTツリー 革新的次世代低公害車総合技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

技術体系

出所：NEDO基本計画

燃費の
改善

混合圧縮着火燃焼方式＇HCCI（
などの新燃焼方式の開発

新燃焼方式の
開発

NOx・PM
の削減

新燃焼方式に対応した
燃料噴射の最適化

燃焼方式に対応した
燃料品質の最適化

尿素SCR システム

ＮＯｘ吸蔵還元システム
高性能後処理シ
ステムの開発

DPF システム

電気化学的な方法での
排出ガス処理技術

運
輸
部
門
に
お
け
る
環
境
対
策

環
境
制
約
の
克
服

大気汚染の防止

CO2の削減・
エネルギーの
効率化

ITの活用

燃費向上

自動車の改良

次世代駆動機
構の利用

燃料電池車

EV/HEV利用

軽量化

副次的な課題

研究テーマ

①新燃焼方式の研究開
発及び燃料の最適化

⑤バイオマス燃料利用
に関する動向及び技術

課題の調査

②ＧＴＬを用いたエンジン
技術の開発

③革新的後処理システ
ムの研究開発

④次世代自動車の総合
評価技術開発

新燃料利用に向
けたエンジン開発

ディーゼルエン
ジンの高効率化
と環境性の両立

ガソリンエンジ
ンの燃費向上

ディーゼルエン
ジンの燃費向上

汚染物質の
発生抑制

汚染物質の
除去

NOx・PMの
削減

個別要素
技術の確立

全体システム
の確立

性能評価

PM計測・評価

排出ガス中の未規制物質評価

次世代低公害車導入による大気
改善効果の予測

評価

予測

GLT（Gas to Liquid）を経由
に混合する低濃度混和燃料利

用

バイオ燃料利用に向けた開発

資源制約
への対応

自
動
車
分
野
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No.01 自動車分野 ロジックモデル 車載ITシステムを活用した緊急医療体制の構築

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

コンソーシアム

＇民間団体、
NPO等（

委託

車載ITシステムを活用した
緊急医療体制の構築

IT
S

の
利
用
促
進

高度な緊急医療体制の
構築

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間H21

IT

革
新
に
よ
る

競
争
力
強
化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

医療機関における医療
スタッフに関する情報を
収集するシステムの開発

センターシステム＇エージ
ェントシステム（の開発

救急車両に搭載する車載
システムの開発

通信システムの開発

要素技術の確立

要素技術・全体システムの
実証実証実験

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

出所：平成22年度事前評価書

適
切
か
つ
迅
速
な

緊
急
搬
送
の
実
現
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No.01 自動車分野 ロジックモデル ITSの規格化事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

業界団体

委託

ITSの規格化事業

ITSの国際的な動向の
調査・分析

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者
• 事業期間

H18~H21

IT

革
新
に
よ
る

競
争
力
強
化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

自動車電子システムの
海外動向調査

国際標準化作成の
ための調査研究

自動車電子システムの
国際標準活動支援

規格化動向把握

活用基盤の規格化・
システム社会導入条件

の整備

IT
S

産
業
の
振
興

出所：平成20年度事前評価書

IT
S

の
国
際
規
格
化
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No.01 自動車分野 ロジックモデル エネルギーITS推進事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

NEDO

交付

エネルギーITS推進事業

自動輸送システム
＇省エネ対策（

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間
H20~H24

• H22年度予算案

9.0億円

IT

革
新
に
よ
る

競
争
力
強
化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

協調走行＇自動運転（に向
けた研究開発

国際的に信頼される効果
評価方法の確立

自動運転・隊列走行技
術の要素技術開発

効果測定技術の開発

IT
S

産
業
の
振
興

出所：NEDO基本計画。なお、時間軸についてはNEDOロードマップを参照

渋滞の緩和

運
輸
部
門
で
のC

O
2

（エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
）の

削
減

社
会
問
題
の
解
決

環
境
制
約
の
克
服

(

運
輸
部
門
の
石
油
依
存
度
を
‘30

年

度
ま
で
に8

0

％
程
度
に)

業界団体、

民間企業

委託

„30年
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No.01 自動車分野 ロジックモデル 革新的次世代低公害車総合技術開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

革新的次世代低公害車
総合技術開発

ディーゼルエンジンの高効
率化と環境性の両立

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①新燃焼方式の研究開
発

及び燃料の最適化

②ＧＴＬを用いたエンジン
技術の開発

燃費改善に繋がる
新燃焼方式の開発

資源制約を克服する
新燃料利用の効率化

運
輸
部
門
に
お
け
る

大
気
汚
染
の
防
止

出所：NEDO基本計画。なお、時間軸についてはNEDOロードマップを参照

運
輸
部
門
で
のC

O
2

（エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
）の

削
減

社
会
問
題
の
解
決

環
境
制
約
の
克
服

(

運
輸
部
門
の
石
油
依
存
度
を
‘30

年

度
ま
で
に8

0

％
程
度
に)

⑤バイオマス燃料利用に
関する動向及び技術課題

の調査

③革新的後処理システ
ム

の研究開発

④次世代自動車の総合
評価技術開発

大気汚染を防ぐ
NOx・PM削減技術の

開発

上記を満たす全体シス
テムの構築・評価

国

NEDO

交付

• 事業期間

H16~H20

• H16~H20総予算額

47億円

業界団体、

民間企業

委託

„30年
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No.01 自動車分野 ロジックツリー

トップダウン ボトムアップ
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

事業＇PRJ（ 概要目標

IT

の
利
活
用
の
深
化
・拡
大

施策

IT

の
利
活
用
に
よ
る
知
の
創
造

IT

の
利
活
用
推
進

救急患者等の搬送先選定の
効率化・円滑化に資する連絡
支援システムを改善するため
、情報通信技術等を活用する
ことにより、救急現場、消防
機関、情報センター、医療機
関等の関係者間での情報共
有や相互連携、広域連携を
効果的に支援するためのネッ
トワークを構築する

ITの積極的
活用

新アプリケーションの
実現

＇社会問題への対応（

車載ITを活用した
緊急医療体制の構築

H21-H24

医療機関における医療スタッフに関す
る情報を収集するシステムの開発

センターシステム＇エージェントシステ
ム（の開発

救急車両に搭載する車載システムの
開発

通信システムの開発

IT活用のトレー
ドオフ解消

SaaSへの対応

IT革新による競
争力強化

ＩＴ革新を支える
産業・基盤の強
化に必要な研究
開発の推進

ITによる低炭素
革命の進展と経
済活性化

ITによる低炭素
型経済・産業・社
会モデルの構築
、グリーンITの推

進

２１世紀ＩＴ国家
の先導モデル

電子政府の構築
、アジア知識経
済圏の構築、安
心社会実現のた
めのIT基盤構築

実証実験

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

安心・安全な経
済社会の構築

経済社会の基本
である安全・安
心に資する技術
開発の支援

運輸部門のエネルギー消費
効率を改善するため、自動
運転・隊列走行技術、高度
交通流制御技術等の省エネ
ルギーに資するＩＴＳ技術
の開発を行う

エネルギーITS
推進事業

H20-H24

協調走行＇自動運転（に向けた
研究開発

国際的に信頼される効果評価方法の
確立

自動車の分野において、次世
代低公害車＇ディーゼル（の
実用化に向けて、燃料面も含
め、包括的な技術開発を行う

革新的次世代
低公害車総合技術

開発

H16-H20

①新燃焼方式の研究開発及び燃料の
最適化

②ＧＴＬを用いたエンジン技術の開発

⑤バイオマス燃料利用に関する動向
及び技術課題の調査

③革新的後処理システムの研究開発

④次世代自動車の総合評価技術開発

情報爆発への対応

ITSの活用
＇車載IT（

各用途への
展開

緊急医療体制の
高度化

渋滞の緩和

環境情報計測

自動輸送システム

我が国ITS 産業の振興と国
際競争力強化に貢献するた
め､これまでの個別ｼｽﾃﾑ等
の規格化から共通基盤の構
築のための規格化に重点を
移し､ITS 情報通信基盤の規
格化､情報収集･活用基盤の
規格化､ｼｽﾃﾑ社会導入条件
の整備等ISO/TC204 に対応
したITS の国際規格化を実施

ITSの規格化事業

H18-H22

自動車システムの海外動向調査

国際標準案作成のための調査研究

自動車電子システムの
国際標準活動支援

通信技術の
開発

基盤の整備

規格策定

インフラ設備の整備

規格化に向けた調査

活用基盤の
構築

運
輸
部
門
に
お
け
る
環
境
対
策

環
境
制
約
の
克
服

CO2の削減・
エネルギーの
効率化

大気汚染の
防止

自動車の改良
次世代駆動機
構の利用

従来型エンジン
の燃費向上

車体の軽量化

EV/HEV利用

燃料電池車

ガソリンエンジ
ンの燃費向上

ディーゼルｴﾝｼﾞ
ﾝの燃費向上

ITの活用 渋滞の削減

経路最適化

汚染物質の
発生抑制

汚染物質の
除去

NOx・PMの
削減

ディーゼルエンジンの
高効率化と環境性の

両立

個別要素の
技術開発

全体システムの確立

自動運転・隊列走行技
術の要素技術開発

効果測定技術の開発

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

本原課で着手している課題副次的な課題出所：イノベーションプログラム基本計画、技術戦略マップ2009、事前評価書・NEDO基本計画

相乗

相補

相補

総務省にて「ユビキタスITSの研究開発」などITS関連の研究開発施策を複数実施

国土交通省では、ITSを用いた渋滞評価など、ITS関連の実証開発を複数実施

実システムの
構築

基盤となる要素技術の
開発

新エネルギー対策課にて、蓄電池の高性能化に関する施策を実施中

燃料電池室にて、燃料電池の高性能化に関する施策を実施中

化学課・繊維課にて、CFRPやマグネシウム合金の高性能化に関する施策を実施中

情報経済課・情報処理振興課・情報政策課で、情報通信の基盤技術開発、アプリケーション
開発に関する施策を実施中

自
動
車
分
野
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No.01 自動車分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

ITSの導入・普及に必要となる技術・仕組
みの両方からのアプローチが見られる

• 社会的ニーズの高い用途に向けたITS

の技術開発と、拡張あるいは他用途との
親和性を高めるための基盤整備の両方
に対してアプローチしている

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

基盤の整備 ITSの規格化事業

ITSの活用

車載ITを活用した
緊急医療体制の構築

用途展開

運輸部門での環境制約克服へのアプロー
チが複数存在し、相乗効果が見込める

• CO2削減・エネルギー効率化と大気汚

染の防止は、関係性の高い課題である
ため、両施策を実施することによる相乗
効果が見込める

CO2の削減、
エネルギーの
効率化

エネルギーITS
推進事業

運輸部門での
環境制約の克服

革新的次世代
低公害車総合技術

開発

大気汚染の
防止

相乗

エネルギーITS
推進事業

相補
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No.01 自動車分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、諸外国との比較、他原課・他省庁・民間と
の比較の観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

未着手領域の

明確化

民間との比較

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

民間企業との役割分担の
観点から施策への反映

はないか？

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ

他原課との

比較

省内の他原課との役割分
担の観点から施策への
反映はないか？

ロジックツリーの分析結果および示唆

• 情報処理関連の知見が多く蓄積されていると推察される情報経済課・情報処理振興課など
との連携＇あるいはITS関連の施策の移管（が必要

– 情報処理関連の施策については、情報処理をメインで扱う課が省内に複数存在

– 情報処理振興課では、「情報大航海プロジェクト」などでアプリケーション開発も視野にいれた研究
開発支援も行っているため、移管による効率化が図ることができる可能性がある＇基盤技術からア
プリケーションへの展開に対する知見が存在すると理解（

他省庁

との比較

自
動
車
の
改
良

次世代
駆動機構の利用

既存エンジンの
燃費改善

新エネルギー
対策課

N/A

燃料電池室

自動車課

化学課・繊維課車体の軽量化

ガソリンエンジンの
燃費向上

ディーゼルエンジン
の燃費向上

燃料電池車

EV/HEV

IT

の
利
活
用
促
進

新アプリの実現
＇社会問題への対応（

ITの積極的活用 情報爆発への対応

SaaSへの対応

IT活用のトレー
ドオフ解消

情報経済課・
情報処理振興課

自動車課

情報政策課

• ITSは基盤整備や実証開発など、国交省や総務省でも積極的に取り組まれているが、省庁
間での役割分担が明確に機能しているかの確認は必要

– 総務省ではH17から開始した「ユビキタスITSの研究開発」を始め、ITSに関する複数の研究開発
施策を実施してきている。また、通信規格の策定には総務省との調整が必要となる

– また国土交通省でもITSの実証開発事業などを数多く実施しており、また、海外のITS動向情報な
ども蓄積されている模様

– ITS-Japanを始め、各省や民間での役割分担がうまく機能しているかの確認は必要

他省庁の取組みとの整合
性の観点から施策への
反映はないか？ IT

S

の
活
用

基盤整備
経済産業省
国土交通省
総務省

各用途への
展開

切実系
＇医療・省エネ（

便利・娯楽系

経済産業省
国土交通省

民間企業

通信技術開発

通信規格

インフラ整備
・・・

• 省内に次世代自動車のコア技術の研究開発を実施する部署が複数存在する中、自動車課
としてはそれらの“取り纏め”という立ち位置か？

– 研究開発領域では、新エネルギー対策課や政策課＇燃料電池室（において次世代自動車のコアと
なる蓄電池・燃料電池の研究開発投資を行っているが、自動車課との位置づけは明確か

– なお、経済産業省を始め、国土交通省や環境省、地方自治体では、EVやHEVなどの次世代自動
車の導入＇購入補助、インフラ整備など（に向けた施策を数多く実施している

• 米国・欧州では環境対応車の研究開発に対する投資を強化している。日本メーカの競争力
維持に、現状の施策＇新エネルギー対策室など（のみでの対応で十分か

– 米国の「グリーンニューディール」政策では、燃費経済性効率の継続的な向上、プラグイン/混合燃
料対応車の高性能化、などに関する研究開発支援を行っている。またオバマ米大統領は、電気自
動車の製造・開発を支援するため、 米自動車会社や部品メーカーなどに総額24億ドル＇約2,300
億円（の 補助金の交付を発表している

– 欧州でも、ＥＵ域内の官民が一体となって電気自動車を開発する計画を表明しており、電気自動車
の開発で中国や日本に対抗する狙いを示している

– なお、ITSについても、米国・欧州ともに積極的に開発投資を行っている諸外国との比較
諸外国との国際競争力上
の観点から施策への反

映はないか？

予
算

300億円
＇蓄電池開発のみ
プロジェクト総額（

24億米ドル
＇プロジェクト総額（

5億ユーロ
＇プロジェクト総額（

＇3ヵ年（
＇ドイツ（

100億元
＇プロジェクト総額（

＇3ヵ年（

米国 欧州 中国 日本
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ITSについては、産学官が連携した体制の下に実施されていると推察。その中で、経済産業省と
、総務省・国交省との役割分担も明確になっているか。

出所：DIGITAL GOVERNMENT＇国内有識者インタビュー 2007年12月号 （

参考（No.01 自動車分野 調査結果の分析 日本におけるITS取組体制

研究開発

実証実験

経済産業省 総務省 国土交通省

• 通信技術関連
の研究開発が
主体

• 情報処理・シス
テム構築関連
の研究開発が
主体

• 通信技術・協調
走行技術関連
の研究開発項
目もあり

• AHS＇路車協調：
Advanced 
Cruise-Assist 
Highway 
Systems（に関す
る研究開発を実
施

• 大規模な実証
実験を実施
【例】
• ETC
• 走行支援サービス

• 研究開発成果
の実証実験を
実施

• 研究開発成果
の実証実験を
実施

ITSに関する取組体制

標準化推進

• ITSの規格化事
業で国際規格
化ISO/TC204
を狙う

• ITU＇国際電気
通信連合（に対
して日本のITS
技術を提案。こ
れまでにVICS、
DSRC、ミリ波
車載レーダーな
どの技術が国
際勧告化。引き
続き、ミリ波を用
いた次世代ITS
情報通信技術
などを積極的に
標準化

各省の主な取組と確認事項

• 通信技術
や協調走
行技術など
で重複はな
いか？

• 実証実験
における役
割分担は
明確か？
＇研究開発
成果の実証
はその省で
実施など（

• 標準化・規
格化にお
いて、経産
省と総務省
で取り組む
項目が違う
のか？

確認事項
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参考（NEDOロードマップ エネルギー分野

NEDOロードマップでは’30年までに運輸部門の石油依存度を80%程度にすることが目標
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No.02 情報処理分野 MFTツリー 情報大航海プロジェクト

情報大航海プロジェクト

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

情
報
処
理
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業評価書＇H20（

IT

の
利
活
用
に
よ
る
知
の
創
造

利
活
用
推
進

必要な情報の簡便且つ適切
な検索・解析

次世代検索・解析技術の基盤構
築

新たな市場創出に向けたサービ
ス実証

開発した技術の国際標準化提案
の検討

制度改正の手法検討

新しい検索・解析技術の実
証

個人情報への配慮

知的財産への配慮

新しい検索・解析技術の標
準化

ITの積極的活用

IT活用のトレード
オフ解消

情報爆発への
対応

個人情報の悪
用防止

知的財産の悪
用防止

新しい検索・解
析手法の確立

個人情報の悪
用防止

知的財産の悪
用防止

新しい検索・解
析手法の実用
化促進

著作権法への対応

個人情報保護法への対応

次世代検索・解析技術の
開発

＇計50件（

先進的サービス実証

国際標準化を踏まえた
共通インターフェイス策定
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中小企業経営革新ベンチャー支援事業

No.02 情報処理分野 MFTツリー 中小企業経営革新ベンチャー支援事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

情
報
処
理
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

IT

の
利
活
用
に
よ
る
知
の
創
造

利
活
用
推
進

SaaS時代の技術・ビジネス
モデルの創出促進

ITの積極的活用 SaaSへの対応
SaaS活用の促

進

SaaS基盤の構
築

出所：中小企業経営革新ベンチャー支援事業 2008年度 事業概要、採択結果＇IPA web site（、経済成長戦略大綱

SaaS型の新しいﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙや、技
術を活用した事業創出の支援

OpenPNE Office ASPの
開発

アルバイト勤務管理シス
テムの開発

情報ダッシュボードによる
エンタープライズマッシュ
アップサービスの提供

RCMSの多言語化および
海外展開
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ＩＴ投資効率向上のための共通基盤開発プロジェクト

No.02 情報処理分野 MFTツリー ＩＴ投資効率向上のための共通基盤開発プロジェクト

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

情
報
処
理
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

情
報
シ
ス
テ
ム
・ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
生
産
性
の
向
上

生
産
性
の
向
上

開発効率の向上

各過程の開発簡略
化

新規設計対象の削
減

過去資産の有効活
用

非競争領域における企
業横断的な共有資産の

確立

競争領域における企業
横断的な共有資産の確

立

情報家電分野にお
ける組込みソフトウ
ェアの共通基盤開

発

非効率な工程の迅
速化

共通基盤の開発

組込みソフトウェアをハー
ドに依存する部分と依存
しない部分へ分離

その他分野での協調領域
の抽出

企業のＩＴ投資効率向上を
推進するための取り組み

共通基盤の構築

投資効率の向上

出所：個別事業評価書＇H20（
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産学連携ソフトウェア工学の実践

No.02 情報処理分野 MFTツリー 産学連携ソフトウェア工学の実践

情報システ
ム・ソフトウ
ェアの信頼
性の向上

信
頼
性
の
向
上

自動車用組込みソフト
開発での実証

工学的手法の
導入で信頼性

向上

ソフトウェアエンジニアリ
ング手法の体系化・普及

標準化のための準備・
支援

ソフトエンジニアリング
手法の評価・検証

高信頼な組込みソフト＇
車載制御（の開発環境
及びアーキテクチャの

確立

先端的ソフトエンジニア
リング手法の開発

ソフトエンジニアリング
手法の産業分野、企業
規模等によらない普遍

化

普及及び実例データの
収集・解析・公表

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

情
報
処
理
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの
出所：個別事業評価書＇H21（

ソフトエンジニアリング
手法の普及・広報

自動車用組込みソフトの共
有基盤の構築

ソフトエンジニアリング
手法の開発

ソフトエンジニアリング
手法の有効性の実証
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中小企業システム基盤開発環境整備事業

No.02 情報処理分野 MFTツリー 中小企業システム基盤開発環境整備事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

情
報
処
理
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの
出所：個別事業評価書＇H21（

高信頼な組込みシステム＇車載
制御（の開発環境及びアーキ

テクチャの確立

高信頼な情報家電用組込みソ
フトウェアの開発環境及びフレ

ームワークの確立

中小企業向けのシステム開発
手法の開発

制御システムの開発
を支援するソフトウェ

アの開発

共通基盤の研究

システムと信頼性水
準の「見える化・測る

化」

各種標準の普及導
入実証

機能安全に着目した
開発プロセスの確立

車載制御システムの
アーキテクチャ開発

情
報
シ
ス
テ
ム
・ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
信
頼
性
の

向
上

信
頼
性
の
向
上

工学的手法の導入
で信頼性向上

連携協調型システ
ムの信頼性向上

単体システムの信
頼性向上

新しい手法の確立

新しい手法の実証

システムの相互影響性
を評価した上でシステ

ム設計

情報家電用組込みソ
フト開発における実

証

自動車用組込みソフ
ト開発における実証

工学的手法の導入
で信頼性向上

システムエンジニアリング手法
の評価・検証
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オープンソフトウェア利用促進事業

No.02 情報処理分野 MFTツリー オープンソフトウェア利用促進事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

情
報
処
理
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

オ
ー
プ
ン
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
普
及
推
進

オ
ー
プ
ン
化
の
推
進

ユーザサイドの
オープンソース
利用促進

ユーザニーズに
応える開発側の
環境整備

オープンソース
の技術的問題点

の解決

導入・活用の促
進

導入事例の整理・提
供

人材の育成人の育成

開発環境の整備

信頼性向上

互換性向上

開発技術のモジュー
ル公開

標準の確立

オープンスタンダード導入の
ための関連開発

OSSサポートに
係る人材育成

普及啓蒙

オープンな標準の普及

政府調達に不可欠な信頼性
向上、互換性確保技術の開

発

ｻﾎﾟｰﾄ側、調達側双方向けの
人材育成ｶﾘｷｭﾗﾑ作成

導入事例収集・提供、法的課
題に関する調査、ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ
等作成、ｾﾐﾅｰ等開催

技術参照ﾓﾃﾞﾙ＇TRM（の策定
等

高度OSS開発人材育成のた
め、我が国発のOSSﾌﾟﾗｯﾄﾌｫ

ｰﾑ支援
OSSコミュニティの活性化

互換性確保技術の開発

信頼性向上技術の開発

調達側の人材育成

サポート側の人材育成

出所：総合科学技術会議 基本政策推進専門調査会 分野別推進戦略総合ＰＴ
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次世代高信頼・省エネ型ＩＴ基盤技術開発・実証事業

No.02 情報処理分野 MFTツリー 次世代高信頼・省エネ型ＩＴ基盤技術開発・実証事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

情
報
処
理
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの
出所：個別事業評価書＇H21（

新形態のIT資源の障害を防
止する技術

新形態のIT資源のセキュリテ
ィを強化する技術

新形態のIT資源のデータ処
理の高速化を実現する技

術

利用者が求めるサービスレ
ベルに対し柔軟且つ迅速

に対応する技術

複数のIT資源でデータを管理し、
障害に備える分散ファイルシステ

ム

障害が生じた資源を瞬時に検出
する技術

データ処理を行うIT資源を無停止
で移動させる技術

他者と共有するIT資源における
データの暗号化技術

他者と共有するIT資源における
データへのアクセス制御技術

サービス提供者側もデータ内容
が特定できないようにして処理す

る技術

ログ管理技術

異なるIT資源に保存されているデ
ータを高速に統合して処理する技

術

IT資源の負荷分散のためのデー
タの複製を高速化する技術

データの利用頻度に応じて保存
を階層化する技術

IT資源の挙動のモニター技術

要求されるサービスレベルに応じ
、IT資源の配置を最適化する技

術

省エネ化のための電源制御技術

データの所在を常時管理する技
術

ITの利活用

による知の創
造

利
活
用
推
進

情報システ
ム・ソフトウェ
アの安全性
の向上

安
全
性
の
向
上

情報システ
ム・ソフトウェ
アの信頼性
の向上

信
頼
性
の
向
上

SaaS時代の技術・ビジネスモ
デルの創出促進

競争力ある
SaaS基盤の構築

障害の早期発見

暗号化・アクセス制御など

プライバシ保護技術

複製の高速化

負荷の監視

保存・読み出しの高速化

ITの積極的活用

IT活用のトレードオ
フ解消

SaaSへの対応

外的要因に対する
安全性

SaaS活用の促進

SaaS基盤の構築

システムがダウンし
ても影響を最小限に

抑える

システムがダウンし
ないように処置する

漏洩・侵入など

プライバシ保護

各処理ステップの高
速化

負荷の分散

運用を工夫する

省エネ機器を作る

動的に制御する

情報システ
ム・ソフトウェ
アの省エネ
性能向上

省
エ
ネ
化

情報システ
ム・ソフトウェ
アの処理速
度の向上

高
速
化

分散処理する
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No.02 情報処理分野 ロジックモデル 情報大航海プロジェクト

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

委託

情報大航海プロジェクト

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
イ
ヤ
た
り
得
る

新
産
業
の
創
出

ITの利活用による
知の創造

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間
H19~H21

• H21年予算＇政府
案（

25.9億円

IT

革
新
に
よ
る
競
争
力
強
化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

次世代検索・解析技術の
オープン化

要素技術の確立

情
報
通
信
機
器
・デ
バ
イ
ス
産
業
や

情
報
サ
ー
ビ
ス
・ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
産
業
の

市
場
規
模
の
拡
大
・付
加
価
値
増
加
や

産
業
全
体
の
生
産
性
向
上

新たな市場創出に向けた
サービス実証

開発した技術の国際標準
化提案の検討

制度改正の手法検討

出所：個別事業評価書＇H20（、経済成長戦略大綱。H21年度 情報政策の概要＇政府案版（＇平成21年4月（

要素技術の実証

個人情報保護・著作権等の
制度環境の構築
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No.02 情報処理分野 ロジックモデル 中小企業経営革新ベンチャー支援事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

交付

中小企業経営革新
ベンチャー支援事業

国
際
競
争
に
打
ち
勝
つ

新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
創
出
、

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
分
野
の
活
性
化

サービスイノベーションの
促進

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間

H15-H21

• H21年予算＇政府
案（

19.6億円

IT

革
新
に
よ
る
競
争
力
強
化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

SaaS型の新しいﾋﾞｼﾞﾈｽﾓ
ﾃﾞﾙや、技術を活用した事
業創出の支援

SaaS型の新しいビジネス
モデルや、技術を活用した

事業の創出

OpenPNE Office 
ASPの開発

アルバイト勤務管理
システムの開発

情報ダッシュボードに
よるエンタープライ
ズマッシュアップサ
ービスの提供

RCMSの多言語化お
よび海外展開

出所：中小企業経営革新ベンチャー支援事業 2008年度 事業概要、採択結果＇IPA web site（、経済成長戦略大綱。H21年度 情報政策の概要＇政府案版（＇平成21年4月（
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No.02 情報処理分野 ロジックモデル ＩＴ投資効率向上のための共通基盤開発プロジェクト

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

委託

ＩＴ投資効率向上のための
共通基盤開発プロジェクト

我
が
国
の
生
産
性
と
競
争
力
の
向
上

非競争領域のＩＴ資産の
有効活用

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間
H20~H21

• H21年予算＇政府
案（

5.0億円

IT

革
新
に
よ
る
競
争
力
強
化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

共通基盤の開発

情報家電分野における
組込みソフトウェアの共

通基盤開発

信
頼
性
の
高
い
製
品
の
流
通
に
よ
る

産
業
全
体
で
の
Ｉ
Ｔ
投
資
の
効
率
化

出所：個別事業評価書＇H20（、経済成長戦略大綱。H21年度 情報政策の概要＇政府案版（＇平成21年4月（

組込みソフトウェアをハー
ドに依存する部分と依
存しない部分へ分離

その他分野での協調領域
の抽出

企業のＩＴ投資効率向上を
推進するための取り組
み
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No.02 情報処理分野 ロジックモデル 産学連携ソフトウェア工学の実践

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

委託

民
間
全
般
に
広
く
活
用
さ
れ
る
こ
と
で

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
信
頼
性
及
び

開
発
効
率
の
向
上

ソフトウェアの信頼性及び
開発効率の向上

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間
H16~H21

• H21年予算＇政府
案（

23.7億円

IT

革
新
に
よ
る
競
争
力
強
化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

ソフトエンジニアリング手
法の産業分野、企業規模
等によらない普遍化

ソフトエンジニアリング
手法の普及・広報

我
が
国
経
済
社
会
全
体
の

信
頼
性
の
向
上

普及及び実例データの収
集・解析・公表

標準化のための準備・支
援

出所：平成２０年度予算概算要求等に係る事前評価書。H21年度 情報政策の概要＇政府案版（＇平成21年4月（

高信頼な組込みソフト＇車
載制御（の開発環境及び
アーキテクチャの確立

ソフトエンジニアリング手
法の評価・検証

先端的ソフトエンジニアリ
ング手法の開発

自動車用組込みソフトの共
有基盤の構築

ソフトエンジニアリング
手法の開発

ソフトエンジニアリング
手法の有効性の実証

自動車用組込みソフトの
国際標準化

我
が
国
自
動
車
産
業
の
競
争
力
の
強
化
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中小企業システム基盤開発
環境整備事業

No.02 情報処理分野 ロジックモデル 中小企業システム基盤開発環境整備事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

委託

プロジェクトの
アウトプット

• 事業期間
H22~H24

• H22年度予算

7.3億円

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

出所：個別事業評価書＇H21（。H22年度 情報政策の概要＇政府案版（＇平成21年12月25日（

高信頼な組込みシステム
＇車載制御（の開発環境
及びアーキテクチャの確
立

高信頼な情報家電用組込
みソフトウェアの開発環境
及びフレームワークの確
立

中小企業向けのシステム
開発手法の開発

民
間
全
般
に
広
く
活
用
さ
れ
る
こ
と
で

シ
ス
テ
ム
の
信
頼
性
お
よ
び
ぜ
の

開
発
効
率
の
向
上

システムの信頼性および
開発効率の向上

民間事業者

IT

革
新
に
よ
る
競
争
力
強
化

我
が
国
経
済
社
会
全
体
の

信
頼
性
の
向
上

情報家電用組込みシステ
ムの共通基盤の研究

中小企業向けのシステム
開発手法の確立

自動車用組込みシステム
の共通基盤の開発

システムエンジニアリング
手法の実証

システムエンジニアリング
手法の評価・検証 自動車用組込みシステム

の国際標準化

情報家電用組込みシステ
ムの国際標準化

我
が
国
自
動
車
産
業
の

競
争
力
強
化

我
が
国
情
報
家
電
産
業

の
競
争
力
強
化
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No.02 情報処理分野 ロジックモデル オープンソフトウェア利用促進事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

委託

オープンソフトウェア
利用促進事業

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
調
達
コ
ス
ト
の
削
減

ＯＳＳの普及促進

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間

H15~H24

• H22年度予算案

5.4億円

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

政府調達に不可欠な信頼
性向上、互換性確保技術
の開発

オープンスタンダード導
入のための技術開発

技術参照ﾓﾃﾞﾙ＇TRM（の
策定等

ｻﾎﾟｰﾄ側、調達側双方向
けの人材育成ｶﾘｷｭﾗﾑ作
成

導入事例収集・提供、法
的課題に関する調査、ｶﾞｲ
ﾄﾞﾌﾞｯｸ等作成、ｾﾐﾅｰ等開
催

出所：総合科学技術会議 基本政策推進専門調査会 分野別推進戦略総合ＰＴ

オープンな標準の普及

OSSサポートに係る人
材育成

ＯＳＳに関する普及啓蒙

我が国発のOSSﾌﾟﾗｯﾄﾌｫ
ｰﾑ支援

OSSコミュニティの活性
化

IT

革
新
に
よ
る
競
争
力
強
化

ソ
フ
ト
開
発
に
関
す
る
技
術
競
争
力
の
拡
大
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次世代高信頼・省エネ型
ＩＴ基盤技術開発・実証事業

No.02 情報処理分野 ロジックモデル 次世代高信頼・省エネ型ＩＴ基盤技術開発・実証事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

委託

プロジェクトの
アウトプット

• 事業期間
H22~H24

• H22年度予算

8.6億円

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

出所：個別事業評価書＇H21（、H22年度 情報政策の概要＇政府案版（＇平成21年12月25日（

新形態のIT資源の障害を
防止する技術開発・実証

新形態の次世代IT基盤の
信頼性向上

新形態のIT資源のセキュ
リティを強化する技術開
発・実証

新形態のIT資源のデータ
処理の高速化を実現する
技術開発・実証

利用者が求めるサービス
レベルに対し柔軟且つ迅
速に対応する技術開発・
実証

民間事業者
新形態の次世代IT基盤の

整備

IT

革
新
に
よ
る
競
争
力
強
化

新
形
態
の
次
世
代IT

基
盤
の
普
及

新形態の次世代IT基盤の
省エネ性向上

グ
リ
ー
ン
Ｉ
Ｔ
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システムの信頼性向上

すでに仮想化などの技術あり

No.02 情報処理分野 ロジックツリー

トップダウン ボトムアップ

副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

情
報
処
理
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

ITの利活用の
推進

IT

の
利
活
用
の
深
化
・拡
大

施策

ITの利活用による
知の創造

利
活
用
推
進

ITの積極的活用 情報爆発への対応 必要な情報の簡便且つ適切
な検索・解析

ITを支える情
報システム・ソ
フトウェアの高

度化

情報システム・ソフ
トウェアの安全性

の向上

安
全
性
の
向
上

情報システム・ソフ
トウェアの信頼性

の向上

信
頼
性
の
向
上

情報システム・ソフ
トウェアの生産性

の向上

生
産
性
の
向
上

IT活用のトレードオフ解
消

個人情報の悪用防止

工学的手法の導入で信
頼性向上

開発効率の向上

新しい検索・解析技術の実証

個人情報への配慮

知的財産への配慮知的財産の悪用防止

新しい検索・解析手法
の確立

個人情報の悪用防止

知的財産の悪用防止

新しい検索・解析手法
の実用化促進

新しい検索・解析技術の標準
化

連携協調型システムを
想定しての信頼性向上

システムの相互影響性を評価
した上でシステム設計

自動車用組込みソフト
開発での実証

情報家電用組込みソフト開発
における実証

新規設計対象の削減 過去資産の有効活用 非競争領域における企業横
断的な共有資産の確立

競争領域における企業横断
的な共有資産の確立

工学的手法の導入で信
頼性向上

ソフトウェアエンジニアリング
手法の体系化・普及

SaaSへの対応
SaaS時代の技術・ビジネスモ

デルの創出促進

外的要因に対する安全
性

オープンソフトウェ
アの普及推進

オ
ー
プ
ン
化
の
推
進

ユーザサイドのオープン
ソース利用促進

ユーザニーズに応える
開発側の環境整備

オープンソースの技術
的問題点の解決

導入・活用の促進

導入事例の整理・提供

人材の育成人の育成

開発環境の整備

信頼性向上

互換性向上

開発技術のモジュール公開

標準の確立

IT革新による競
争力強化

ＩＴ革新を支える
産業・基盤の強
化に必要な研究
開発の推進

ITによる我が国
産業の底力発揮
と経済活性化

半導体産業の競
争力強化、ITを
通じた我が国製
造業等の競争力
強化、IT人材等
の育成、地域経
済イノベーション

の実現

ITによる低炭素
革命の進展と経
済活性化

ITによる低炭素
型経済・産業・社
会モデルの構築
、グリーンITの推

進

２１世紀ＩＴ国家
の先導モデル

電子政府の構築
、アジア知識経
済圏の構築、安
心社会実現のた
めのIT基盤構築

SaaS活用の促進

競争力ある
SaaS基盤の構築

SaaS基盤の構築

ＩＴ投資効率向上のた
めの共通基盤開発プ

ロジェクト

H20-H21

インターネットに限らず存在する多種
多様な大量の情報の中から、必要な
情報を簡便かつ的確に検索・解析す
るための次世代情報検索・解析技術
を開発。それら技術を公開するため
の社会基盤を構築。また、先導的な
分野において、開発された技術を用
いたモデルサービスを実証

情報大航海プロジェ
クト

H19-H21

IT投資の効率性を高めるため、情報
家電、携帯電話、カーナビ等に搭載
する共通的な制御ソフトウェアの技
術開発を行うとともに、生産管理等に
関する共通基盤的な情報システム開
発に向けた取組を進める。

産学連携ソフトウェア
工学の実践

H16-H21

システムの信頼性及び開発効率を向
上させる実践的なシステムエンジニ
アリング手法を開発するとともに、そ
の手法を適用して、複数の事業者に
よる高信頼な車載制御システム組込
みソフトウェアの開発環境を確立する
。

中小企業経営革新ベ
ンチャー支援事業

H15-H21

優れた技術ｼｰｽﾞをもとに、経済産業
省が構築するSaaS 活用基盤と連携
し、SaaS 型の新しいﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙや
技術を活用して事業化を目指す中小
ITﾍﾞﾝﾁｬｰ企業を発掘し、そのﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾓﾃﾞﾙを実現するための、開発・事業
化を支援する＇IPA資料より引用（

次世代検索・解析技術のオープン化

新たな市場創出に向けたサービス実証

開発した技術の国際標準化提案の検討

制度改正の手法検討

情報家電分野における組込みソフトウェ
アの共通基盤開発

個別企業または民間グループでの開発
対象と位置付け

SaaS型の新しいﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙや、技術を活
用した事業創出の支援

OpenPNE Office ASPの開発

アルバイト勤務管理システムの開発
情報ダッシュボードによるエンタープラ
イズマッシュアップサービスの提供
RCMSの多言語化および海外展開

オープンソフトウェア
利用促進事業

H20-H24

誰もが利用できる標準化されたソフト
ウェアの利用を促進するため、技術
的なガイドライン＇技術参照モデル＇Ｔ
ＲＭ（（の普及・改良や相互運用性を
評価・認定するための体制の整備等
を進める。

オープンスタンダード導入のための関連
開発

OSSサポートに
係る人材育成

普及啓蒙・OSSコミュニティの活性化

オープンな標準の普及

情報セキュリティ政策室＇多数事業あり（や情報通信機器課＇セキュアPF（など（

SaaS基盤＇SaaS事業者向け基盤提供サービス（では、Amazonやグーグル、セールスフ
ォースなどの海外勢が先行気味だが、国内では民間＇NTTなど（の取組みあり

次世代高信頼・省エ
ネ型ＩＴ基盤技術開発

・実証事業

H22-H24

ITのために資本・人材を確保すること
が困難な中小企業にとっても利便性
の高い、高信頼・高い互換性かつ省
エネ型のビジネス向け次世代IT基盤
を構築するための技術開発・実証を
行う。

新形態のIT資源の障害を防止する技術

新形態のIT資源のデータ処理の高速化
を実現する技術

利用者が求めるサービスレベルに対し
柔軟且つ迅速に対応する技術

新形態のIT資源のセキュリティを強化す
る技術

中小企業システム基
盤開発環境整備事

H22-H24

システムの信頼性を向上させるととも
に、我が国製造業及びソフトウェア産
業の国際競争力を強化するため、中
小企業でも信頼性・生産性の高いシ
ステム開発を行えるような開発手法
を標準化するとともに、中小ソフトウ
ェア企業等による高信頼な組込みシ
ステムの技術開発・実証等を行う。

高信頼な組込みシステム＇車載制御（の
開発環境及びアーキテクチャの確立

高信頼な情報家電用組込みソフトウェア
の開発環境及びフレームワークの確立

中小企業向けのシステム開発手法の開
発

システムがダウンしても
影響を最小限に抑える

システムがダウンしない
ように処置する

障害の早期発見

リソース等の分散

漏洩・侵入など

プライバシ保護

暗号化・アクセス制御など

プライバシ保護技術

分散処理する

各処理ステップの高速
化

負荷の分散

複製の高速化

負荷の監視

保存・読み出しの高速化

運用を工夫する

省エネ機器を作る

動的に制御する

別の課の課題

情報システム・ソフ
トウェアの処理速

度向上

高
速
化

情報システム・ソフ
トウェアの省エネ

性能向上

省
エ
ネ
化 システムエンジニアリング手法の評価・

検証

標準化のための準備・支援

ソフトエンジニアリング手法の評価・検証

高信頼な組込みソフト＇車載制御（の開
発環境及びアーキテクチャの確立

先端的ソフトエンジニアリング手法の開
発

ソフトエンジニアリング手法の産業分野
、企業規模等によらない普遍化

普及及び実例データの収集・解析・公表

自動車用組込みソフト開発に
おける実証

新しい手法の確立

新しい手法の実証

システムダウンへの対
策で信頼性向上
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No.02 情報処理分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

前掲のロジックツリーで示したように、

各事業はそれぞれ異なる技術課題にアドレスしているため、

明確な住み分けがなされている
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No.02 情報処理分野 参考（未来開拓のためのIT戦略展開

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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環境指導等分野

14 素形材分野 34

化学物質管理分野２

15 繊維分野 35

オゾン分野

16 ガス安全分野 36

アスベスト対策分野

17 産業機械分野 37

バイオ分野

18 地域技術分野

医療・福祉機器分野

19 研究開発推進分野

航空機武器宇宙分野

20 新エネルギー対策分野
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81

131
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ITとサービスの融合による新市場創出促進事業

No.03 情報政策分野 MFTツリー ITとサービスの融合による新市場創出促進事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

情
報
政
策

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業評価書＇H21年10月（

必要となる
技術の確
立

要素技術の確
立

情報分析技術等

①サービス工学研究

②社会的な分野におけ
る実証＇地域・商業空
間分野（

②社会的な分野におけ
る実証＇バリューチェー
ン管理分野（

②社会的な分野におけ
る実証＇地理情報活用
分野（

②社会的な分野におけ
る実証＇デジタル市民
生活分野（

②社会的な分野におけ
る実証＇ライフコンテン
ツ分野（

実証を踏
まえた課
題抽出・検

討

要素技術の組
合せ方の確立

組合せ方の検
討

共通基盤化

主要領域にお
ける実証

実証からの課
題の抽出

技術面の課題

制度面の課題

知的財産処理技術の扱いに
関連する制度

個人情報関連
情報に関連す
る制度

著作権関連

情報分析技術など

市場用途視点
での主要領域

技術視点での
主要領域

Inputする情報の
視点から見た主要

領域
提供される情報の
視点から見た主要

領域

公的

商業空間

産業空間

サービス工学手法

プラットフォーム化

インターフェイス等
の共通化

人間の行動を適切に捉え
られる技術の開発

サービス基盤技術と小型
・可搬性デバイス技術・
光技術などの組合せ

３次元地理空間情報デー
タベースの構築

地理空間情報の利用に
関する基盤技術の開発

IDマネジメント等

官民連携のサービスモデ
ルの構築

ライフコンテンツ技術
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No.03 情報政策分野 ロジックモデル ITとサービスの融合による新市場創出促進事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

委託

ITとサービスの融合による
新市場創出促進事業

ITとサービスの融合による
新市場の創出

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間
H21~H24

• H22予算案

7.98億円

IT

に
よ
る
新
た
な
成
長
戦
略
等
対
策
・中
小

企
業
対
策

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①サービス工学研究
人間の行動を適切に捉
えることのできる技術の

開発
IT

を
通
じ
た
我
が
国
製
造
業
等
の
競
争
力

強
化

②社会的な分野における
実証＇地域・商業空間分
野（

②社会的な分野における
実証＇バリューチェーン
管理分野（

②社会的な分野における
実証＇地理情報活用分
野（

出所：個別事業評価書＇H21年10月（など

先進的な事業の実証

②社会的な分野における
実証＇デジタル市民生活
分野（

②社会的な分野における
実証＇ライフコンテンツ
分野（
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•文部科学省「情報爆発時代に向けた新しいIT基盤技術の研究」
•経済産業省＇情報処理振興課（「情報大航海プロジェクト」
•欧州の国家プロジェクト＇FP7などが実施（
•他、民間企業

No.03 情報政策分野 ロジックツリー

トップダウン ボトムアップ

副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

情
報
政
策

事業＇PRJ（ 概要目標

IT

と
サ
ー
ビ
ス
の
融
合
に
よ
る
新
市
場
の
創
出

施策

サービスの生産性向上
や新しいサービスを創出
するため、サービス工学
の手法を活用して、情報
蓄積・解析技術等のサ
ービス実現に必要な情
報技術を特定し、それら
を組み合わせることによ
って、業種横断的に活用
可能な共通する基盤技
術の技術開発に取り組
むとともに、それらを用
いた先進的な事業につ
いて公的な分野で実証
し、共通化・汎用化を行
ってオープンにし、情報
蓄積・解析技術等を活用
した新サービスを生み出
す。

ITとサービスの
融合による新
市場創出促進

事業

H21~H24

必要となる技術の確立

要素技術の確立 情報分析技術等

地域における安全・安
心で豊かな暮らしの
実現のための支援

地理空間情報を活用
した新産業・新サービ
スの創出に向けた検
討、児童・独居老人の
見守り等、地域に密
着した部におけるＩＴを
利活用した取組モデ

ルの構築

地理空間情報の活用
の推進

「地理空間情報高度
活用社会」の実現

国際競争力の強化
産学官連携による世
界をリードする新産業

群の創出

生産性の向上＇ＩＴとサ
ービス産業の革新（
ＩＴの創造的活用とコ
ンテンツ市場の拡大、
サービス産業のイノベ
ーションと生産性改革
のための体制整備

電子政府・電子自治
体分野

５（国民や企業が望め
ば、安心して金融や
医療、教育等の各分
野をはじめ、民間サー
ビスと行政サービスが
シームレスにつながる

ようにする。
等

①サービス工学研究

②社会的な分野にお
ける実証＇地域・商
業空間分野（

②社会的な分野にお
ける実証＇バリュー
チェーン管理分野（

②社会的な分野にお
ける実証＇地理情報
活用分野（

②社会的な分野にお
ける実証＇デジタル
市民生活分野（

②社会的な分野にお
ける実証＇ライフコン
テンツ分野（

実証を踏まえた課題抽
出・検討

要素技術の組合
せ方の確立

組合せ方の検討

共通基盤化

主要領域におけ
る実証

実証からの課題
の抽出

技術面の課題

制度面の課題

知的財産処理技術の扱いに関
連する制度

個人情報関連

情報に関連する
制度

著作権関連

情報分析技術など

市場用途視点で
の主要領域

技術視点での主
要領域

Inputする情報の視点
から見た主要領域

提供される情報の視
点から見た主要領域

公的

商業空間

産業空間

サービス工学手法

プラットフォーム化

インターフェイス等の
共通化

事前評価書では明記されていない関係

•経済産業省＇情報処理振興課（「情報大航海プロジェクト」
制度改正の手法検討や知的財産処理ｽｷｰﾑの確立を目指す



58

No.03 情報政策分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

単独事業であるため、

検討せず
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No.03 情報政策分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 事業名 ロジックツリーの分析結果および示唆

• ともに、制度面での課題抽出・解決を図ろうとしている「情報大航海プロジェクト」＇経済産
業省情報処理振興課（との連携体制は図れているか＇要確認（

– 別の課が推進している情報大航海プロジェクトにおいても、個人情報保護・著作権などの法制
度検討が行なわれている

– 課を跨ぐ形になるが、両者で連携が図れているか、また、両者の取組みを総合して法制度を検
討するような仕組みは設けられているか

• 民間各社や他プロジェクトは要素技術を、本プロジェクトはその組合せについて開発して
いるという関係性か＇要確認（

– 情報分析のための要素技術＇マイニングエンジンの開発など（は民間をはじめ、他プロジェクト
でも取組みが散見

– 本プロジェクトは要素技術ではなく、その使い方・組み合わせ方にフォーカスをすることで、うま
く住み分けを図っているということか

要素技術
の確立

情報分析技
術等

①サービス
工学研究

要素技術
の組合せ
方の確立

組合せ方
の検討

共通基盤
化

サービス工
学手法

プラットフォ
ーム化

インターフェ
イス等の共
通化

民間や文部
科学省・経済
産業省＇情報
処理振興課（

制度面の
課題

知的財産処
理

技術の扱
いに関連
する制度

個人情報関
連

情報に関
連する制
度

著作権関連

②社会的な
分野にお
ける実証

経済産業省＇
情報処理振
興課（：情報
大航海PJT
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No.03 情報政策分野 参考（未来開拓のためのIT戦略展開

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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No.03 情報政策分野 参考（ロジックモデル

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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No.03 情報政策分野 参考（事業概要

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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コンピュータセキュリティ早期警戒体制の整備事業

No.04 情報セキュリティ分野 MFTツリー コンピュータセキュリティ早期警戒体制の整備事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業要求説明書＇H21（、中間評価書＇H20（

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
早
期
警
戒
体
制
の
整
備

脅威による被害の
未然防止・抑制の
ための体制整備

早期警戒体制の
整備

一般利用者の情
報セキュリティリテ
ラシーの向上

普及広報活動

脆弱性に対する警
戒

ボットに対する警
戒

不正ｱｸｾｽに対す
る警戒 ①不正アクセス行為等対策業務

②ｳｪﾌﾞｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝのｾｷｭﾘﾃｨｶﾞｲﾄﾞﾗ
ｲﾝ策定に関する調査研究

③脆弱性関連情報共有に関する実
証実験

④ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ安全教室

⑤CHECKPC！キャンペーン

⑥フィッシング対策協議会

脆弱性情報を流通共有する

ボット対策情報の共有

不正アクセス対策情報の共有

脆弱性のない仕様を共有する

脆弱性のない仕様を共有する

セキュリティリテラシーの向上

フィッシング対策情報の共有

不正アクセス対策支援・未然
防止促進

脆弱性情報流通の枞組み構
築

ボット対策推進

正しい設計・実装のための技
術情報の公表

ガイドラインの作成・提案

脆弱性情報共有に関する電子
掲示板の実証

セミナーや普及広報活動

情報セキュリティ人材育成

セルフチェックサイトの構築

TVCMなどでの対策喚起

フィッシング情報の収集・分析

情報提供・共有のための機関
の運営・保守
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No.04 情報セキュリティ分野 MFTツリー 企業・個人の情報セキュリティ対策促進事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

企業・個人の情報セキュリティ対策促進事業

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業要求説明書＇H21（、中間評価書＇H20（

企
業
・個
人
の
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
促
進

セキュリティ手法の
高度化

セキュリティ手法の
評価手法の確立

評価手法の確立

評価手法の運営 第三者機関による評価・認証
運営

デバイス・モジュールレイヤに
おける評価

システムレイヤにおける評価

認証基盤の普及・高度化

セキュリティ基盤の高度化＇長
期視点からの根本問題解決（

セキュリティの運用＇組織対策
（の高度化

セキュリティ政策の高度化

企業の取組みの高度化

求められる技術の把握

求められる
技術の開発

ﾈｯﾄﾜｰｸ全体
のｾｷｭﾘﾃｨ向

上

ｱｸｾｽの
安全性向上

ﾃﾞｰﾀの正当
性向上

電子認証の高度化

電子認証の普及促進

⑪内部統制評価に有効な証跡管理の研究

⑫電子認証ﾌﾚｰﾑﾜｰｸとIPｱﾄﾞﾚｽ認証の展開に関する調査

⑬高信頼性端末の電子認証基盤の調査研究

⑭次世代型電子認証基盤の整備事業

⑮電子署名・認証制度利用促進事業

⑯重要ﾃﾞｰﾀのｾｷｭﾘﾃｨな交換と共有を可能とする電子署名・認証技術
の普及啓発ﾌｫｰﾗﾑの開催

⑰ｾｷｭﾘﾃｨ評価技術等に関する調査研究

⑱暗号ﾓｼﾞｭｰﾙの実装攻撃の評価に関する調査研究

⑲ｾｷｭﾘﾃｨ評価技術等の確立

⑳ITｾｷｭﾘﾃｨ評価機関認定事業

①情報ｾｷｭﾘﾃｨｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの確立促進事業

②情報ｾｷｭﾘﾃｨ政策の動向に関する調査

③情報ｾｷｭﾘﾃｨに係るﾘｽｸ定量化ﾓﾃﾞﾙの構築に関する調査

④情報ｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定及び普及啓発

⑤情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査制度の利用促進

⑥情報ｾｷｭﾘﾃｨ研究開発に係る包括的調査

⑦ｱｸｾｽｸﾞﾗﾌに基づくﾎﾞｯﾄﾈｯﾄ検出技術の研究開発

評価・認証機関の認定

運用システムの評価手法確立

LSIや暗号モジュールの評価手法確立

国際的なセキュリティ政策動向の把握

ガバナンスの確立

セキュリティ投資評価手法の構築

監査制度の普及

マネジメント＇ISMS（の定着

セキュリティに対する調査研究

ボットネットの検出

デジタルフォレンジックの高度化

⑩ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ向けｾｷｭｱｱｾｯﾄｺﾝﾄﾛｰﾙ技術の研究開発、及び情報
漏えいに堅牢な認証・ﾃﾞｰﾀ管理方式とそのｿﾌﾄｳｪｱによる安全な実装・

検証手法に関する研究開発
ユビキタスネットワークの信頼性向上

⑨TCG用構成証明TTP及び仮想ﾄﾞﾒｲﾝの技術的実現可能性検証

⑧組込系OSによるｱｸｾｽ制御ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの研究開発
プライバシーを保護した

アクセス制御
接続先の正当性証明

＇構成証明（

導入の支援

認定制度の円滑化

電子認証の普及啓蒙

端末の自由度の適切管理

認証連携やサービス連携

IPアドレスの認証

ｾｷｭﾘﾃｨｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの確立のための課題検討

主要各国の関連予算・政策等の調査

日本型情報セキュリティ投資評価モデルの
構築

評価実施ガイドラインの策定

国内外動向調査

保証型情報セキュリティ監査の推進

情報セキュリティ監査主体の質の向上

監査制度に係わる調査研究の実施

普及啓発の実施

情報セキュリティ監査企業台帳の登録/更
新

利用促進活動

調査および運営支援

ボットネット検出技術の開発

ボットネット共有技術の開発

アクセス制御インフラ技術の開発

構成証明のインフラ整備

ボットネット共有技術の開発

セキュアアセットコントロール技術の開発

堅牢な認証・データ管理方式の開発

エンタープライズ・フォレンジックの研究

認証ﾌﾚｰﾑﾜｰｸの動向調査

IRｱﾄﾞﾚｽ認証の動向調査

TPM搭載PCへの適切なミドルウェア実装

TPM搭載PCの普及促進

複数サービスで共有可能な電子認証基盤
の開発

法制度等の調査

フォーラム等の開催

暗号ﾓｼﾞｭｰﾙ試験

CC評価

暗号FPGA装置の開発

暗号FPGAのASIC化

ﾏﾙﾁﾍﾞﾝﾀﾞｰ製品集合体の検証方法確立

人の振る舞いに対する検証方法確立

ISO/IEC17025に基づく評価機関の認定

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
分
野
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No.04 情報セキュリティ分野 MFTツリー 企業・個人の情報セキュリティ対策促進事業 詳細①

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

企業・個人の情報セキュリティ対策促進事業

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業要求説明書＇H21（、中間評価書＇H20（

企
業
・個
人
の
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
促
進

セキュリティ手法の
高度化

セキュリティ手法の
評価手法の確立 評価手法の確立

評価手法の運営

認証基盤の普及・高
度化

セキュリティ基盤の
高度化

セキュリティの運用＇
組織対策（の高度化 セキュリティ政策

の高度化

企業の取組みの
高度化

①情報ｾｷｭﾘﾃｨｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの確立促進事業

②情報ｾｷｭﾘﾃｨ政策の動向に関する調査

③情報ｾｷｭﾘﾃｨに係るﾘｽｸ定量化ﾓﾃﾞﾙの構
築に関する調査

④情報ｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの
策定及び普及啓発

⑤情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査制度の利用促進

国際的なセキュリティ政策動向
の把握

ガバナンスの確立

セキュリティ投資評価手法の構
築

監査制度の普及

マネジメント＇ISMS（の定着

ｾｷｭﾘﾃｨｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの確立の
ための課題検討

主要各国の関連予算・政
策等の調査

日本型情報セキュリティ投
資評価モデルの構築

評価実施ガイドラインの策
定

国内外動向調査

保証型情報セキュリティ監
査の推進

情報セキュリティ監査主体
の質の向上

監査制度に係わる調査研
究の実施

普及啓発の実施

情報セキュリティ監査企業
台帳の登録/更新

利用促進活動

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
分
野
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No.04 情報セキュリティ分野 MFTツリー 企業・個人の情報セキュリティ対策促進事業 詳細②

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

企業・個人の情報セキュリティ対策促進事業

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業要求説明書＇H21（、中間評価書＇H20（

企
業
・個
人
の
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
促
進

セキュリティ手法の
高度化

セキュリティ手法の
評価手法の確立 評価手法の確立

評価手法の運営

認証基盤の普及・高
度化

セキュリティ基盤の
高度化＇長期視点か
らの根本問題解決（

セキュリティの運用＇
組織対策（の高度化

求められる技術の
把握

求めら
れる技
術の開
発

ﾈｯﾄﾜｰｸ
全体の
ｾｷｭﾘﾃｨ
向上

ｱｸｾｽの
安全性向上

ﾃﾞｰﾀの
正当性
向上

⑪内部統制評価に有効な証跡管理の研究

⑥情報ｾｷｭﾘﾃｨ研究開発に係る包括的調査

⑦ｱｸｾｽｸﾞﾗﾌに基づくﾎﾞｯﾄﾈｯﾄ検出技術の研
究開発

セキュリティに対する調査研究

ボットネットの検出

デジタルフォレンジックの高度
化

⑩ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ向けｾｷｭｱｱｾｯﾄｺﾝﾄﾛｰﾙ
技術の研究開発、及び情報漏えいに堅牢な
認証・ﾃﾞｰﾀ管理方式とそのｿﾌﾄｳｪｱによる安
全な実装・検証手法に関する研究開発

ユビキタスネットワークの信頼
性向上

⑨TCG用構成証明TTP及び仮想ﾄﾞﾒｲﾝの技
術的実現可能性検証

⑧組込系OSによるｱｸｾｽ制御ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの
研究開発

プライバシーを保護した
アクセス制御

接続先の正当性証明
＇構成証明（

調査および運営支援

ボットネット検出技術の開
発

ボットネット共有技術の開
発

アクセス制御インフラ技術
の開発

構成証明のインフラ整備

ボットネット共有技術の開
発

セキュアアセットコントロー
ル技術の開発

堅牢な認証・データ管理方
式の開発

エンタープライズ・フォレン
ジックの研究

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
分
野
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No.04 情報セキュリティ分野 MFTツリー 企業・個人の情報セキュリティ対策促進事業 詳細③

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

企業・個人の情報セキュリティ対策促進事業

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業要求説明書＇H21（、中間評価書＇H20（

企
業
・個
人
の
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
促
進

セキュリティ手法
の評価手法の確

立

セキュリティ手法の
高度化

認証基盤の普及・高
度化

セキュリティ基盤の
高度化

セキュリティの運用＇
組織対策（の高度化

評価手法の確立

評価手法の運営 第三者機関による
評価・認証運営

デバイス・モジュー
ルレイヤにおける

評価

システムレイヤに
おける評価

⑰ｾｷｭﾘﾃｨ評価技術等に関する調査研究

⑱暗号ﾓｼﾞｭｰﾙの実装攻撃の評価に関する
調査研究

⑲ｾｷｭﾘﾃｨ評価技術等の確立

⑳ITｾｷｭﾘﾃｨ評価機関認定事業評価・認証機関の認定

運用システムの評価手法確立

LSIや暗号モジュールの評価
手法確立

暗号ﾓｼﾞｭｰﾙ試験

CC評価

暗号FPGA装置の開発

暗号FPGAのASIC化

ﾏﾙﾁﾍﾞﾝﾀﾞｰ製品集合体の
検証方法確立

人の振る舞いに対する検
証方法確立

ISO/IEC17025に基づく評
価機関の認定

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
分
野
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情報セキュリティ対策基盤整備事業

No.04 情報セキュリティ分野 MFTツリー 情報セキュリティ対策基盤整備事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業要求説明書＇H21（

①ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｳｲﾙｽ・不正アクセス届出事業
のうちコンピュータウイルスに関する調査

分析・研究開発

②脆弱性関連情報流通の枞組み構築事
業のうち脆弱性情報等の受付、収集及び

分析事業

③情報セキュリティ総合研究

④ITセキュリティ評価及び認証制度運用

⑤暗号技術評価・調査等

⑥先端的情報セキュリティ研究開発・調査
等

脅威による被害の
未然防止・抑制の
ための体制整備

ミクロ視点からの対
策

＇早期警戒体制の
整備（

脆弱性情報を流通共有
する

一般利用者の情報
セキュリティリテラ
シーの向上

普及広報活動

脆弱性に対する警
戒

ボット対策情報の共有ボットに対する警戒

不正アクセス対策情報
の共有

不正ｱｸｾｽに対す
る警戒

脆弱性のない仕様を共
有する

脆弱性のない仕様を共
有する

セキュリティ手法の
高度化

セキュリティ手法の
評価手法の確立

評価手法の確立

評価手法の運営 評価・認証機関の認定第三者機関による
評価・認証運営

デバイス・モジュー
ルレイヤにおける

評価

システムレイヤに
おける評価

運用システムの評価手
法確立

LSIや暗号モジュールの
評価手法確立

ボット駆除

ウイルス対策情報の共
有

ウイルスに対する
警戒

マクロ視点からの
対策

＇ｾｷｭﾘﾃｨの在り方
検討（

経済社会システムの構
造変化の分析

セキュリティに関する最
新動向の調査

企
業
・個
人
の
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
促
進

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
早
期
警
戒
体
制
の
整
備

ウイルスの性質・特徴につ
いての分析等

ボットの感染防止策の検討
及びボット駆除技術の開

発

脆弱性情報受付機関の体
制整備・運用

脆弱性パターンの整理・類
型化

マクロ視点からの経済社
会システムの構造変化

の分析

認証機関の運営

セキュリティ技術の評価基
準の策定

情報セキュリティに係る様
々な最新動向や海外動

向の調査

調査に基づく、必要な基準
等の策定、技術開発

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
分
野
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No.04 情報セキュリティ分野 ロジックモデル 企業・個人の情報セキュリティ対策促進事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

委託

プロジェクトの
アウトプット

【委託費】

• 事業期間
H17~H22

• H22年度予算案：
7.01億円

企業・個人の情報セキュリテ
ィ対策促進事業

情報セキュリティ対策の
促進

民間事業者等

「IT

を
安
心
し
て
利
用
可
能
な
環
境
」の

実
現

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

組織対策の高度化

出所：個別事業要求説明書＇H21（、中間評価書＇H20（。予算については平成22年度経済産業省予算案の概要＇平成22年度経済産業省関連予算案のPR資料＇一般会計＇製造産業局、商務情報政策局、商務流通Ｇ（（（より

⑪内部統制評価に有効な証跡管理の
研究

⑫電子認証ﾌﾚｰﾑﾜｰｸとIPｱﾄﾞﾚｽ認証
の展開に関する調査

⑬高信頼性端末の電子認証基盤の
調査研究

⑭次世代型電子認証基盤の整備事
業

⑮電子署名・認証制度利用促進事業

⑯重要ﾃﾞｰﾀのｾｷｭﾘﾃｨな交換と共有
を可能とする電子署名・認証技術の
普及啓発ﾌｫｰﾗﾑの開催

⑰ｾｷｭﾘﾃｨ評価技術等に関する調査
研究

⑱暗号ﾓｼﾞｭｰﾙの実装攻撃の評価に
関する調査研究

⑲ｾｷｭﾘﾃｨ評価技術等の確立

⑳ITｾｷｭﾘﾃｨ評価機関認定事業

①情報ｾｷｭﾘﾃｨｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの確立促進
事業

②情報ｾｷｭﾘﾃｨ政策の動向に関する
調査

③情報ｾｷｭﾘﾃｨに係るﾘｽｸ定量化ﾓﾃﾞ
ﾙの構築に関する調査

④情報ｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関するｶﾞｲﾄ
ﾞﾗｲﾝの策定及び普及啓発

⑤情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査制度の利用促進

⑥情報ｾｷｭﾘﾃｨ研究開発に係る包括
的調査

⑦ｱｸｾｽｸﾞﾗﾌに基づくﾎﾞｯﾄﾈｯﾄ検出技
術の研究開発

⑩ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ向けｾｷｭｱｱｾｯﾄｺﾝ
ﾄﾛｰﾙ技術の研究開発、及び情報漏
えいに堅牢な認証・ﾃﾞｰﾀ管理方式と
そのｿﾌﾄｳｪｱによる安全な実装・検証
手法に関する研究開発

⑨TCG用構成証明TTP及び仮想ﾄﾞﾒｲ
ﾝの技術的実現可能性検証

⑧組込系OSによるｱｸｾｽ制御ﾌﾟﾗｯﾄﾌ
ｫｰﾑの研究開発

新世代情報ｾｷｭﾘﾃｨ技術の
確立

情報ｾｷｭﾘﾃｨ評価基準等の
確立

電子認証基盤の構築

政府機関
• 政府機関における情報セキュリティガバ
ナンスの確立に向けた組織・体制の強化

• 政府機関における事後対応力の強化

重要インフラ
• 政府機関や重要インフラ事業者等の主体
的な取組み及び連携の確立

• ＩＴ障害に関する情報共有の価値の普遍
化

• 環境変化への機敏な対応体制の常備化

企業
• 情報セキュリティガバナンスの経営の一
環としての認識の定着と、それに応えら
れるツールの存在

• 「事故前提社会」への対応力強化に向け
た緊急対応体制・事業継続性確保等の
進展

• 大企業から中小企業にわたった、各企業
における適切な対策の進展

個人
• セキュリティ意識の向上を伴う個人のＩＴ
利用の拡大

• サービス提供側と利用側である個人の互
いにバランスのとれたセキュリティ意識の
向上

• リスクを理解しても対策を行わない個人
等に関する対応の開始

2012年頃

2012年頃

2012年頃

2012年頃
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No.04 情報セキュリティ分野 ロジックモデル コンピュータセキュリティ早期警戒体制の整備事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体・

JPCERT/CC等

委託

プロジェクトの
アウトプット

【委託費】

• 事業期間
H17~H22

• H22年度予算案：
9.7億円

コンピュータセキュリティ早
期警戒体制の整備事業

民間事業者等

①不正アクセス行為等
対策業務

早期警戒体制の整
備

②ｳｪﾌﾞｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝのｾ
ｷｭﾘﾃｨｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定
に関する調査研究

③脆弱性関連情報共
有に関する実証実験

出所：個別事業要求説明書＇H21（、中間評価書＇H20（、予算については平成22年度経済産業省予算案の概要＇平成22年度経済産業省関連予算案のPR資料＇一般会計＇製造産業局、商務情報政策局、商務流通Ｇ（（（より

④ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ安全教室

⑤CHECKPC！キャン
ペーン

⑥フィッシング対策協
議会

情報ｾｷｭﾘﾃｨの普及
啓蒙

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

情報セキュリティ対策の
促進

「IT

を
安
心
し
て
利
用
可
能
な
環
境
」の

実
現

政府機関
• 政府機関における情報セキュリティガバ
ナンスの確立に向けた組織・体制の強化

• 政府機関における事後対応力の強化

重要インフラ
• 政府機関や重要インフラ事業者等の主体
的な取組み及び連携の確立

• ＩＴ障害に関する情報共有の価値の普遍
化

• 環境変化への機敏な対応体制の常備化

企業
• 情報セキュリティガバナンスの経営の一
環としての認識の定着と、それに応えら
れるツールの存在

• 「事故前提社会」への対応力強化に向け
た緊急対応体制・事業継続性確保等の
進展

• 大企業から中小企業にわたった、各企業
における適切な対策の進展

個人
• セキュリティ意識の向上を伴う個人のＩＴ
利用の拡大

• サービス提供側と利用側である個人の互
いにバランスのとれたセキュリティ意識の
向上

• リスクを理解しても対策を行わない個人
等に関する対応の開始

2012年頃

2012年頃

2012年頃

2012年頃
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No.04 情報セキュリティ分野 ロジックモデル 情報セキュリティ対策基盤整備事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

交付

情報セキュリティ対策基盤
整備事業

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者等

【交付金】

• 事業期間
H17~H22

• H22年度予算案：
11.6億円

①ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｳｲﾙｽ・不正
アクセス届出事業の
うちコンピュータウイ
ルスに関する調査分
析・研究開発

早期警戒体制の整
備

出所：個別事業要求説明書＇H21（、中間評価書＇H20（。予算については平成22年度経済産業省予算案の概要＇平成22年度経済産業省関連予算案のPR資料＇一般会計＇製造産業局、商務情報政策局、商務流通Ｇ（（（より

情報ｾｷｭﾘﾃｨ評価基
準等の確立

委託

国

＇独（情報処
理推進機構

民間団体等 ②脆弱性関連情報流
通の枞組み構築事
業のうち脆弱性情報
等の受付、収集及び
分析事業

③情報セキュリティ総
合研究

④ITセキュリティ評価
及び認証制度運用

⑤暗号技術評価・調査
等

⑥先端的情報セキュリ
ティ研究開発・調査
等

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

情報セキュリティ対策の
促進

「IT

を
安
心
し
て
利
用
可
能
な
環
境
」の

実
現

政府機関
• 政府機関における情報セキュリティガバ
ナンスの確立に向けた組織・体制の強化

• 政府機関における事後対応力の強化

重要インフラ
• 政府機関や重要インフラ事業者等の主体
的な取組み及び連携の確立

• ＩＴ障害に関する情報共有の価値の普遍
化

• 環境変化への機敏な対応体制の常備化

企業
• 情報セキュリティガバナンスの経営の一
環としての認識の定着と、それに応えら
れるツールの存在

• 「事故前提社会」への対応力強化に向け
た緊急対応体制・事業継続性確保等の
進展

• 大企業から中小企業にわたった、各企業
における適切な対策の進展

個人
• セキュリティ意識の向上を伴う個人のＩＴ
利用の拡大

• サービス提供側と利用側である個人の互
いにバランスのとれたセキュリティ意識の
向上

• リスクを理解しても対策を行わない個人
等に関する対応の開始

2012年頃

2012年頃

2012年頃

2012年頃
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No.04 情報セキュリティ分野 ロジックツリー 簡略版

トップダウン ボトムアップ

将来的な課題 副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

「セキュリティ立
国」の思想に基
づく「情報セキュ
リティ先進国」の

実現

「セキュリティ立
国」の思想に基
づく我が国の強
みと特長を活か
し、世界最高の
高度情報通信ネ
ットワーク社会に
見合った取組み
を実施し、真に「
情報セキュリティ
先進国」になるこ

と

施策

安心してITを使
える環境の整備

ﾈｯﾄﾜｰｸの不適
正な利用による
被害等の最小化
のために、官民
が協力し、我が
国全体として対
策を強化する

「IT

を
安
心
し
て
利
用
可
能
な
環
境
」の
構
築

情報セキュ
リティ対策
の促進

コンピュータセキュリ
ティ早期警戒体制の

整備事業

H17-H22

コンピュータウイルス、不正ア
クセス、脆弱性等による被害
を抑制するため、脆弱性関連
情報流通の枞組み構築、イン
ターネット定点観測、コンピュ
ータウイルス・不正アクセスに
関する届出制度の運用に加
え、フィッシング・ボットといっ
た新たな脅威への対応や一
般利用者等への普及啓発活
動を行う等、早期警戒体制を

整備する。

企業・個人の情報セ
キュリティ対策促進

事業

H17-H22

企業における情報セキュリテ
ィガバナンスの確立等の組織
的対策を実施するとともに、
研究開発、情報セキュリティ
評価制度に係る技術的対策
の検討等を通じて、企業・個
人の情報セキュリティ対策を

推進する。

①不正アクセス行為等対策業務

②ｳｪﾌﾞｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝのｾｷｭﾘﾃｨｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定
に関する調査研究

③脆弱性関連情報共有に関する実証実験

④ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ安全教室

⑤CHECKPC！キャンペーン

⑥フィッシング対策協議会

⑪内部統制評価に有効な証跡管理の研究

⑫電子認証ﾌﾚｰﾑﾜｰｸとIPｱﾄﾞﾚｽ認証の展開
に関する調査

⑬高信頼性端末の電子認証基盤の調査研
究

⑭次世代型電子認証基盤の整備事業

⑮電子署名・認証制度利用促進事業

⑯重要ﾃﾞｰﾀのｾｷｭﾘﾃｨな交換と共有を可能
とする電子署名・認証技術の普及啓発ﾌｫｰﾗ

ﾑの開催

⑰ｾｷｭﾘﾃｨ評価技術等に関する調査研究

⑱暗号ﾓｼﾞｭｰﾙの実装攻撃の評価に関する
調査研究

⑲ｾｷｭﾘﾃｨ評価技術等の確立

⑳ITｾｷｭﾘﾃｨ評価機関認定事業

①情報ｾｷｭﾘﾃｨｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの確立促進事業

②情報ｾｷｭﾘﾃｨ政策の動向に関する調査

③情報ｾｷｭﾘﾃｨに係るﾘｽｸ定量化ﾓﾃﾞﾙの構
築に関する調査

④情報ｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
の策定及び普及啓発

⑤情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査制度の利用促進

⑥情報ｾｷｭﾘﾃｨ研究開発に係る包括的調査

⑦ｱｸｾｽｸﾞﾗﾌに基づくﾎﾞｯﾄﾈｯﾄ検出技術の研
究開発

⑩ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ向けｾｷｭｱｱｾｯﾄｺﾝﾄﾛｰﾙ
技術の研究開発、及び情報漏えいに堅牢な
認証・ﾃﾞｰﾀ管理方式とそのｿﾌﾄｳｪｱによる安
全な実装・検証手法に関する研究開発

⑨TCG用構成証明TTP及び仮想ﾄﾞﾒｲﾝの技
術的実現可能性検証

⑧組込系OSによるｱｸｾｽ制御ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの
研究開発

情報セキュリティに関
する脅威による被害
の抑制・未然防止

国民及び企業等によ
る安全・安心な経済社
会活動を支える強固
なIT基盤の構築

①ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｳｲﾙｽ・不正アクセス届出事業の
うちコンピュータウイルスに関する調査分析

・研究開発

②脆弱性関連情報流通の枞組み構築事業
のうち脆弱性情報等の受付、収集及び分析

事業

③情報セキュリティ総合研究

④ITセキュリティ評価及び認証制度運用

⑤暗号技術評価・調査等

情報セキュリティ対策
基盤整備事業

H17-H22

情報セキュリティ対策に関し
て必要な情報を提供するとと
もに、対策実施に関する普及
・啓蒙を行なうことにより、情
報セキュリティ問題による被
害の抑制･未然防止を目指す

⑥先端的情報ｾｷｭﾘﾃｨ研究開発・調査等

成長戦略の推進

セキュアジャパ
ン2009の施策を
着実に実施し、
情報セキュリティ
の向上を図る

情報セキュリティ
対策の確立

政府の定める情
報セキュリティ基
本計画に基づい
た施策を着実に
実施する

脅威による被害の未然防止
・抑制のための体制整備

ミクロ視点からの対策
＇早期警戒体制の整備（

一般利用者の情報セキュリ
ティリテラシーの向上

普及広報活動

脆弱性に対する警戒

ボットに対する警戒

不正ｱｸｾｽに対する警戒

セキュリティリテラシーの向
上

フィッシング対策情報の共
有

セキュリティ手法の
高度化

セキュリティ手法の
評価手法の確立

評価手法の確立

評価手法の運営 第三者機関による評価・認
証運営

デバイス・モジュールレイヤ
における評価

システムレイヤにおける評
価

認証基盤の普及・高度化

セキュリティ基盤の高度化
＇長期視点からの根本問題

解決（

セキュリティの運用＇組織対
策（の高度化

セキュリティ政策の高度化

企業の取組みの高度化

求められる技術の把握

求められ
る技術の
開発

ﾈｯﾄﾜｰｸ全体の
ｾｷｭﾘﾃｨ向上

ｱｸｾｽの
安全性向上

ﾃﾞｰﾀの正当性
向上

電子認証の高度化

電子認証の普及促進

ウイルスに対する警戒

マクロ視点からの対策
＇ｾｷｭﾘﾃｨの在り方検討（

経済社会システムの構造変
化の分析

セキュリティに関する最新
動向の調査

漏洩対策

総務省がH16年より実施＇高度ネットワーク認証基盤技術の研究開発（

総務省がH19年より実施＇情報漏えい対策技術の研究開発（。また、情報経済課も実施
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No.04 情報セキュリティ分野 ロジックツリー 詳細版

トップダウン ボトムアップ

将来的な課題 副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

「セキュリティ立
国」の思想に基
づく「情報セキュ
リティ先進国」の

実現

「セキュリティ立
国」の思想に基
づく我が国の強
みと特長を活か
し、世界最高の
高度情報通信ネ
ットワーク社会に
見合った取組み
を実施し、真に「
情報セキュリティ
先進国」になるこ

と

施策

安心してITを使
える環境の整備

ﾈｯﾄﾜｰｸの不適
正な利用による
被害等の最小化
のために、官民
が協力し、我が
国全体として対
策を強化する

「IT

を
安
心
し
て
利
用
可
能
な
環
境
」の
構
築

情報セキュリ
ティ対策の促

進

コンピュータセキュリ
ティ早期警戒体制の

整備事業

H17-H22

コンピュータウイルス、不正ア
クセス、脆弱性等による被害
を抑制するため、脆弱性関連
情報流通の枞組み構築、イン
ターネット定点観測、コンピュ
ータウイルス・不正アクセスに
関する届出制度の運用に加
え、フィッシング・ボットといっ
た新たな脅威への対応や一
般利用者等への普及啓発活
動を行う等、早期警戒体制を

整備する。

企業・個人の情報セ
キュリティ対策促進

事業

H17-H22

企業における情報セキュリテ
ィガバナンスの確立等の組織
的対策を実施するとともに、
研究開発、情報セキュリティ
評価制度に係る技術的対策
の検討等を通じて、企業・個
人の情報セキュリティ対策を

推進する。

①不正アクセス行為等対策業務

②ｳｪﾌﾞｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝのｾｷｭﾘﾃｨｶﾞｲﾄﾞﾗ
ｲﾝ策定に関する調査研究

③脆弱性関連情報共有に関する
実証実験

④ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ安全教室

⑤CHECKPC！キャンペーン

⑥フィッシング対策協議会

⑪内部統制評価に有効な証跡管
理の研究

⑫電子認証ﾌﾚｰﾑﾜｰｸとIPｱﾄﾞﾚｽ認
証の展開に関する調査

⑬高信頼性端末の電子認証基盤
の調査研究

⑭次世代型電子認証基盤の整備
事業

⑮電子署名・認証制度利用促進事
業

⑯重要ﾃﾞｰﾀのｾｷｭﾘﾃｨな交換と共
有を可能とする電子署名・認証技
術の普及啓発ﾌｫｰﾗﾑの開催

⑰ｾｷｭﾘﾃｨ評価技術等に関する調
査研究

⑱暗号ﾓｼﾞｭｰﾙの実装攻撃の評価
に関する調査研究

⑲ｾｷｭﾘﾃｨ評価技術等の確立

⑳ITｾｷｭﾘﾃｨ評価機関認定事業

①情報ｾｷｭﾘﾃｨｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの確立促
進事業

②情報ｾｷｭﾘﾃｨ政策の動向に関す
る調査

③情報ｾｷｭﾘﾃｨに係るﾘｽｸ定量化ﾓ
ﾃﾞﾙの構築に関する調査

④情報ｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関するｶﾞ
ｲﾄﾞﾗｲﾝの策定及び普及啓発

⑤情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査制度の利用促
進

⑥情報ｾｷｭﾘﾃｨ研究開発に係る包
括的調査

⑦ｱｸｾｽｸﾞﾗﾌに基づくﾎﾞｯﾄﾈｯﾄ検出
技術の研究開発

脅威による被害の未然
防止・抑制のための体

制整備

ミクロ視点からの対策
＇早期警戒体制の整備（

脆弱性情報を流通共有する

一般利用者の情報セキ
ュリティリテラシーの向

上
普及広報活動

脆弱性に対する警戒

ボット対策情報の共有ボットに対する警戒

不正アクセス対策情報の共有不正ｱｸｾｽに対する警
戒

脆弱性のない仕様を共有する

脆弱性のない仕様を共有する

セキュリティリテラシーの向上

フィッシング対策情報の共有

セキュリティ手法の
高度化

セキュリティ手法の
評価手法の確立

評価手法の確立

評価手法の運営 評価・認証機関の認定第三者機関による評価・
認証運営

デバイス・モジュールレ
イヤにおける評価

システムレイヤにおける
評価

運用システムの評価手法確立

LSIや暗号モジュールの評価
手法確立

認証基盤の普及・高度
化

セキュリティ基盤の高度
化＇長期視点からの根

本問題解決（

セキュリティの運用＇組
織対策（の高度化

セキュリティ政策の高度
化

企業の取組みの高度化

国際的なセキュリティ政策動
向の把握

ガバナンスの確立

セキュリティ投資評価手法の
構築

監査制度の普及

マネジメント＇ISMS（の定着

求められる技術の把握
求められ
る技術の
開発

セキュリティに対する調査研
究

ボットネットの検出

デジタルフォレンジックの高度
化

⑩ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ向けｾｷｭｱｱｾｯﾄ
ｺﾝﾄﾛｰﾙ技術の研究開発、及び情
報漏えいに堅牢な認証・ﾃﾞｰﾀ管理
方式とそのｿﾌﾄｳｪｱによる安全な実
装・検証手法に関する研究開発

ユビキタスネットワークの信頼
性向上

⑨TCG用構成証明TTP及び仮想ﾄﾞ
ﾒｲﾝの技術的実現可能性検証

⑧組込系OSによるｱｸｾｽ制御ﾌﾟﾗｯ
ﾄﾌｫｰﾑの研究開発

プライバシーを保護した
アクセス制御

接続先の正当性証明
＇構成証明（

ﾈｯﾄﾜｰｸ全
体のｾｷｭﾘ
ﾃｨ向上

ｱｸｾｽの
安全性向上

ﾃﾞｰﾀの正
当性向上

電子認証の高度化

電子認証の普及促進 導入の支援

認定制度の円滑化

電子認証の普及啓蒙

端末の自由度の適切管理

認証連携やサービス連携

IPアドレスの認証

情報セキュリティに関する
脅威による被害の抑制・

未然防止

国民及び企業等による安
全・安心な経済社会活動
を支える強固なIT基盤の

構築

①ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｳｲﾙｽ・不正アクセス届
出事業のうちコンピュータウイルス
に関する調査分析・研究開発

②脆弱性関連情報流通の枞組み
構築事業のうち脆弱性情報等の受

付、収集及び分析事業

③情報セキュリティ総合研究

④ITセキュリティ評価及び認証制
度運用

⑤暗号技術評価・調査等

情報セキュリティ対策
基盤整備事業

H17-H22

情報セキュリティ対策に関し
て必要な情報を提供するとと
もに、対策実施に関する普及
・啓蒙を行なうことにより、情
報セキュリティ問題による被
害の抑制･未然防止を目指す

⑥先端的情報セキュリティ研究開
発・調査等

ボット駆除

ウイルス対策情報の共有ウイルスに対する警戒

マクロ視点からの対策
＇ｾｷｭﾘﾃｨの在り方検討（

経済社会システムの構造変化
の分析

セキュリティに関する最新動
向の調査

成長戦略の推進

セキュアジャパ
ン2009の施策を
着実に実施し、
情報セキュリティ
の向上を図る

情報セキュリティ
対策の確立

政府の定める情
報セキュリティ基
本計画に基づい
た施策を着実に
実施する

情報漏洩の検知・防止漏洩対策

総務省がH16年より実施＇高度ネットワーク認証基盤技術の研究開発（

総務省がH19年より実施＇情報漏えい対策技術の研究開発（。また、情報経済課も実施

プラットフォーム化
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連携が図れる体制

すでに明確に連携済み

No.04 情報セキュリティ分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

確認・検討すべき事項説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性

ｾｷｭﾘﾃｨ
評価手法
の確立

企業･個人の情報ｾｷ
ｭﾘﾃｨ対策促進事業

情報セキュリティ対策
基盤整備事業

評価手法
の確立

デバイス

システム

評価･認証機
関の運営

評価手法
の運営

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｾｷｭﾘﾃｨ早期
警戒体制の整備事業

情報セキュリティ対策
基盤整備事業

脆弱性に
対する警戒

脆弱性情報の流通共有

脆弱性のない仕様の共有

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｾｷｭﾘﾃｨ早期
警戒体制の整備事業

情報セキュリティ対策
基盤整備事業

ボットに対
する警戒

ボット対策情報の共有

ボット駆除

マクロ視点
からのセキ
ュリティの
在り方検討

情報セキュリティ対策
基盤整備事業

その他の課題

経済社会システムの構造
変化の分析

セキュリティに関する最新
動向の調査

企業･個人の情報ｾｷｭ
ﾘﾃｨ対策促進事業

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｾｷｭﾘﾃｨ早期
警戒体制の整備事業

• セキュリティ向上のために多数の研究開
発事業を推進しているが、互いに連携が
図れる状況にあるものと理解

– 連携することでのシナジーが期待できる「ボ
ット警戒」領域においてはすでに“ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｾ
ｷｭﾘﾃｨ早期警戒体制の整備事業”と“情報セ
キュリティ対策基盤整備事業”の間にて明確
な連携体制が敷かれている

– ボット警戒以外には「脆弱性警戒」「セキュリ
ティ評価手法」「マクロ視点からのセキュリテ
ィの在り方検討」においても、必要があれば
同様に連携が図れるものと理解
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No.04 情報セキュリティ分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

分析・考察の視点 事業名 ロジックツリーの分析結果および示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

• 大きな未着主領域は見受けられない

–顕在化している主要な情報セキュリティリスクに対しては手が打たれている
と認識

–また、今後の社会システム構造変化などを見据えて、「情報セキュリティ対
策基盤整備事業」にてマクロ視点からの検討が実施されている

• 特になし

• 情報セキュリティという分野的特性上、一部領域においては総務省との役割分担
が必要となるが、必要な領域においてはすでに互いの連携が行われている

–ボット対策分野では経済産業省と総務省が連携して、「ボット対策プロジェク
ト」のポータルサイト「サイバークリーンセンター」を開設している

–但し、電子認証分野では過去に総務省が研究開発事業を行っているため、
その資産＇知見・技術など（の有効活用を検討する余地がある可能性もあり

脅威

情報セキュリ
ティ対策基盤
整備事業

顕在化している
脅威

潜在的な脅威・
今後の脅威

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｾｷｭﾘ
ﾃｨ早期警戒体
制の整備事業

企業･個人の
情報ｾｷｭﾘﾃｨ
対策促進事業

認証基
盤の普
及・高
度化

企業･個人の
情報ｾｷｭﾘﾃｨ
対策促進事業

電子認証の高度
化

電子認証の普及
促進

企業･個人の
情報ｾｷｭﾘﾃｨ
対策促進事業
高度ネットワー
ク認証基盤技
術＇総務省（

ボット対策

総務省・経済
産業省連携
ボット対策プ
ロジェクト
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参考（ No.4 情報セキュリティ分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析 総務省

総務省は認証基盤や情報漏洩対策などの技術開発によって、情報セキュリティの向上を目指し
ている。

総務省

サービスレイヤ
＇含む、要素
ソフトウェア（

事業の位置付け 研究開発事業 事業の概要

次世代ＧＩＳの実用化に向けた情報通信技術の研究開発 • ３次元ＧＩＳデータの圧縮技術、各種モバイル端末に適用できる空間データ適応管理技術及びモバイル端末向けの空
間データ伝送技術の研究開発

準天頂衛星システムの研究開発 • 衛星搭載原子時計と地上の原子時計群を正確に同期させる機構 等の開発

タイムスタンプ・プラットフォーム技術の研究開発 • 本標準時を利用して正確かつセキュリティの高いタイムスタンプを付与することができる「タイムスタンプ・プラットフォ
ーム技術」を確立

高度ネットワーク認証基盤技術の研究開発
• 電子証明書を活用して、ネットワークを通じたやりとりの安全性・信頼性を確保するとともに、高度な本人確認機能を
ネットワーク側に具備

認証機能を具備するサービスプラットフォーム技術 • －

オンデマンドＶＰＮ技術 • －

電子タグ高度利活用技術の研究開発 • 相互変換ゲートウェイ技術、セキュリティ適応制御技術、シームレス・タグ情報管理技術

モバイルフィルタリング技術の研究開発 • パソコン向けに実現している有害コンテンツのフィルタリング＇選択的遮断（機能を、モバイル＇携帯電話等（向けにも
実現すべく、研究開発を行う

次世代型映像コンテンツ制作・流通支援技術の研究開発 • ネットワークを活用してセキュアかつ効率的・効果的に編集・配信等を行う技術の研究開発を推進

情報家電の高度利活用技術の研究開発 • 自動認証型マルチデバイス連携・最適化技術、スケーラブル対応型ソフトウェア制御技術

経路ハイジャックの検知・回復・予防に関する研究開発 • 経路ハイジャックを検知・回復・予防するための研究開発

情報漏えい対策技術の研究開発 • 情報漏えいの対策のための被害の最小化、抑止・再発防止

ネットワークを通じた情報流出の検知及び
漏出情報の自動流通停止のための技術開発

• 漏出情報の無制限な拡散を防止できるよう、情報漏出の発生を迅速に検知すると共に、当該情報に係る通信をネット
ワーク内で遮断するための技術開発

情報の来歴管理等の高度化・容易化に関する研究開発 • 情報の取扱いに関する一連の記録＇来歴（を紙／電子といった媒体の区別なく統一的に管理することにより漏えい元
の追跡・特定を正確かつ容易に可能とするための技術開発

ユビキタス・プラットフォーム技術の研究開発
• いつでもどこでも誰でも、その場の状況に応じた必要な情報通信サービスを簡単に利用可能とするための端末技術、
ネットワーク技術の研究開発等

ユビキタスサービスプラットフォーム技術 • 携帯電話等と電子タグリーダー機能の融合を図るための小型・低消費電力型電子タグリーダーモジュール技術等の
研究開発

ユビキタス端末技術 • 状況に応じて必要なサービスを自動的に提供するための共通基盤技術等の研究開発

ユビキタス空間情報基盤技術 • いつでもどこでも詳細な場所を容易に特定するためのユビキタス空間情報基盤技術の研究開発

高齢者・障害者のためのユビキタスネットワークロボット技術の研究開発 • 特に高齢者や障害者を対象としたロボットサービスに必要な機能を実現

大規模仮想化サーバ環境における情報セキュリティ対策技術の研究開発 • 「プライバシー保護型処理技術」、「サーバ群の再構成高速化技術」及び「セキュリティレベル可視化技術」の開発

地域ICT安全・安心利活用推進交付金 • 地域の医療、介護、福祉、防犯、防災などの分野におけるＩＣＴの集中的な利活用を支援

電子行政ポータル等構築支援 • 地域情報プラットフォームを活用した住民向けポータルや複数の地方公共団体のバックオフィス連携に必要な連携基
盤等のモデルとなるものの開発・実証等

H15-

H16-

H17-

H18-

H19-

H20-

H21-

H23-

出所：総務省 研究開発事業一覧＇H16-H20（、平成21年度 情報通信技術の研究開発に係る提案の公募、平成22年度概算要求に係る事業等の事前評価実施など
＇但し、技術階層については弊社にて分類した＇デバイス、システム・ネットワーク、サービス＇含むソフトウェア（（（

経産省と連携

経済産業省の事業と類似性がある事業
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参考（平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書 08 情報セキュリティ対策の推進
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参考（平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書 第2次情報セキュリティ基本計画

第2次情報セキュリティ基本計画では「2012年の姿」として下記のような目標が掲げられている。

政府機関・
地方公共団体

【政府機関】
• 国内外の様々な組織にとって模範となるような情報セキュリティ対策を実施し、国民からの信頼に応えることができる安全かつ安心で効率的な行政運営、行政
サービスの提供を行うことが可能な情報セキュリティ水準を確保していくことを目指して最大限の努力を行う

• このような将来像を目指すためのマイルストーンとして、第２次基本計画の下で、政府機関においては２０１２年時点で以下のような「姿」を実現することを目標
として、関係者は今後の取組みを進めていく。第一は、『政府機関における情報セキュリティガバナンスの確立に向けた組織・体制の強化』である。＇中略（第二
には、『政府機関における事後対応力の強化』である。

【地方公共団体】
• 政府は各々の地方公共団体において、また幅広い行政分野全体において、望ましい情報セキュリティ対策が実施されることを目指して最大限の努力を行う。
• ２０１２年のこのような社会において、地方公共団体の情報セキュリティの取組みが以下のような「姿」となっていることを目指し、関係者は今後の取組みを進め
ていく。第一に、『地方公共団体の規模によらず、また幅広い行政事務全般にわたっての情報セキュリティ対策の進展』である。＇中略（第二に、『情報セキュリ
ティの観点から地域で行われる活動の活発化』である。

重要インフラ

企業

個人

• 重要インフラにおけるＩＴ障害の発生を限りなくゼロにすることを目指し、重要インフラにおけるＩＴ障害が国民生活や社会経済活動に重大な影響を及ぼさないよ
う重要インフラを防護するとともに、重要インフラ事業者等のサービスの維持及びＩＴ障害発生時の迅速な復旧等の確保を図る。

• ＇2012年の姿としては（第一に、『政府機関や重要インフラ事業者等の主体的な取組み及び連携の確立』である。＇中略（第二に、『ＩＴ障害に関する情報共有の
価値の普遍化』である。＇中略（第三に、『環境変化への機敏な対応体制の常備化』である。

• 政府は企業における情報セキュリティ対策の実施状況を世界トップクラスの水準にすることを目指して引き続き最大限の努力を行う。
• ２０１２年のこのような社会において、企業の情報セキュリティの取組みが以下のような「姿」となっていることを目指し、関係者は今後の取組みを進めていく。第
一に、『情報セキュリティガバナンスの経営の一環としての認識の定着と、それに応えられるツールの存在』である。＇中略（第二に、『「事故前提社会」への対応
力強化に向けた緊急対応体制・事業継続性確保等の進展』である。 ＇中略（第三に、『大企業から中小企業にわたった、各企業における適切な対策の進展』で
ある。＇中略（第四に、『国を問わず、日系企業の進出先における情報セキュリティ対策の進展』である。

• 第２次基本計画の下で、政府は「ＩＴ利用に不安を感じる」とする個人を限りなくゼロにすることを目指して引き続き最大限の努力を行う。
• ２０１２年のこのような社会において、個人が以下のような「姿」となっていることを目指し、関係者は今後の取組みを進めていく。第一に、『セキュリティ意識の向
上を伴う個人のＩＴ利用の拡大』である。＇中略（第二に、『サービス提供側と利用側である個人の互いにバランスのとれたセキュリティ意識の向上』である。＇中
略（第三に、『リスクを理解しても対策を行わない個人等に関する対応の開始』である。

出所：第２次情報セキュリティ基本計画＇２００９年２月３日情報セキュリティ政策会議（
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次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー 次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

交流・低電圧直流
システムによる省エ
ネルギー可能性

検討

①住宅内交流・直流併用シス
テムの実証

住宅における省エネルギー
効果が10%以上であること

を実証

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

②住宅内直流配線・情報ネッ
トワーク融合可能性

直流 / 交流配線等
ネットワークの融合

の検討

直流配線と情報ネットワー
クの融合による将来価値の

提示

出所：基本計画、実施計画、個別事業要求説明書＇H21年10月（

低電圧(48V以下)
直流配線の実住宅

での設置

③有識者委員会等による将
来の直流システムの検討

将来直流システムが約２０
％以上の省エネルギー効
果を発揮する可能性を

提示

直流接続機器の統
括制御の可能性の

検討

住宅導入時の安全性基準
の提案

安全等実運用に関
る技術課題の抽出

と検討

有識者による住宅
内配線の将来ある
べき姿検討

使
用
に
お
け
る
省
エ
ネ
の
実
現

非IT機器の
省エネの実

現

家電の改良

直流系システム
の実現

照明の改良

IT機器の省
エネの実現

＇従来の（交流系
システムの改良

処理系の省
エネ化

インタフェー
ス系の省エ
ネ化

要素デバイ
スで改良

全体設計で
改良

通信系の省
エネ化

表示系の省
エネ化

要素デバイ
スで改良

全体設計で
改良

チップの改良

ネットワーク効率
化

光路の改良

光源の改良

有機発光機構導
入による改良

変換ロスの
低減

熱の低減

直流給電の採用

＇交流での（変換
効率の向上

熱発生の抑制

放熱効率の向上

処理効率の
向上

並列・集積処理

最適デバイスを
分散活用
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次世代半導体材料・プロセス基盤プロジェクト(MIRAI)

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー 次世代半導体材料・プロセス基盤プロジェクト(MIRAI)

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①新構造極限CMOSトランジ
スタ関連技術開発

hp32nm~hp22nmCMOSト
ランジスタに対する技術選

択肢の提示と確立

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

hp32nm～hp22nm高駆
動力・低リークCMOSト
ランジスタ基盤技術開発

②新探究配線技術開発

④次世代マスク基盤技術開
発

極限薄膜化高誘電率ゲ
ート絶縁膜およびメタル
ゲートからなるゲートス
タック技術の開発

③特性ばらつきに対し耐性の
高いデバイス・プロセス技
術開発

高性能CMOS基盤
技術の開発

新材料ビアのhp32nm技術
領域における特性の実証

光やRF等新コンセプトグロ
ーバル配線技術の指針提

示

カーボンナノチューブ
(CNT)等の新材料を使
った極限低抵抗配線技

術の開発

光等を媒体にした信号
伝達・クロック伝達技術
を、システム・アーキテク
チャー面から検討

特性ばらつき評価に有効な
標準TEGの設計手法を確

立

特性ばらつきに対して耐性
の高いデバイス構造を提案

特性ばらつきの物理的
理解とモデリング技術の

開発

特性ばらつきに対して耐
性の高いデバイス基盤

技術の開発

EUVLマスクの製作工程か
ら露光工程に至る基盤技

術の確立

特性ばらつきに対して耐
性の高いデバイス基盤

技術の開発

特性ばらつきに対して耐
性の高いデバイス基盤

技術の開発

特性ばらつきに対して耐
性の高いデバイス基盤

技術の開発

出所：基本計画、実施計画、個別事業要求説明書＇H21年10月（

高
速
化
の
達
成

大
容
量
化
の
達
成
（小
型

化
）

使
用
に
お
け
る

省
エ
ネ
の
実
現

内
部
要
因
に
対
す
る
信
頼

性
向
上

非IT機器の省
エネの実現

IT機器の省エ
ネの実現

ﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝでの微細
化＇リソ（

ﾎﾞﾄﾑｱｯﾌﾟでの微細
化

処理系の省エ
ネ化

インタフェース
系の省エネ化

要素デバイス
で改良

全体設計で改
良

微細化による
省エネ

面積の減尐

高さの低減

個別チップの
小型化

微細化

チップの集積
度の向上

新原理の活用(光
など)

チップへの記
録手法の変更

新手法の改良

チップ配置の
工夫

デバプロで実
現

配線方法の工
夫

材料・構造の
工夫

新材料の開発

受送信手段の工
夫＇光、無線など（

半導体による
実現

不良頻度の減
尐

不良自体への
対応

製造での歩留
まり向上

材料・構造・製造
工程の改善

誤作動要因を
排除する

規則化・共有する設計での歩留
まり向上

欠陥・ミスをな
くす

事後対応の工
夫

フィードバック機構
の活用

冗長性を持たせる

動作制御によ
る省エネ

損失の低減
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次世代低消費電力半導体基盤技術開発＇MIRAI（

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー 次世代低消費電力半導体基盤技術開発＇MIRAI（

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①EUVマスクの開発

中間集光点で180Wの光源
を1年間動作後、マスクの
最大反射率低下が10%以
下となる汚染量を明示

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業要求説明書＇H21年10月（

②EUV光源高信頼化技術の
開発

高精度なEUV露光技術の
実現

従来マスク全面で
の位相欠陥検査技

術の開発

マスク構造の最適
化

パターン欠陥検査･
修正技術開発

マスクハンドリング
技術の開発

光源起因マスク、ミ
ラーの汚染評価

光源清浄化手法の
開発

大
容
量
化
の
達
成
（小
型
化
）

内
部
要
因
に
対
す
る
信
頼
性
向
上

事前対応の
工夫

不良頻度の
減尐

不良自体へ
の対応

事後対応の
工夫

監視手法の工夫

面積の減尐

高さの低減

個別チップの
小型化

チップ・パッケージ
厚の低減

微細化

チップの集積
度の向上

チップへの記
録手法の変

更

チップ配置の
工夫

使
用
に
お
け
る

省
エ
ネ
の
実
現

非IT機器の省
エネの実現

IT機器の省エ
ネの実現

トップダウンでの
微細化

＇リソグラフィ等（

ボトムアップでの
微細化

＇自己組織化等（

処理系の省エ
ネ化

インタフェース
系の省エネ化

要素デバイス
で改良

全体設計で改
良

微細化による
省エネ

動作制御によ
る省エネ

損失の低減
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立体構造新機能集積回路＇ドリームチップ（技術開発

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー 立体構造新機能集積回路＇ドリームチップ（技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（

研究テーマ技術体系

①多機能高密度三次元集積
化技術開発

多機能高密度三次元集積
化技術として開発した設計
技術と評価解析技術の有

効性を実証

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

②複数周波数対応通信三次
元デバイス技術開発

③三次元回路再構成可能デ
バイス技術開発

周波数特性可変のMCM 
による小型化可能性実証

三次元回路再構成可能デ
バイスのアーキテクチャ・プ

ロセスフローを実証

次世代三次元集積化設計
技術の研究開発

次世代三次元集積化のた
めの評価解析技術の研究

開発

次世代三次元集積化設計
技術および次世代三次元
集積化のための評価解析
技術の有効性実証

複数周波数対応可変RF 
MEMS デバイスの研究開

発

複数周波数対応通信フロ
ントエンド回路の研究開発

三次元回路再構成可能デ
バイスに関する三次元集
積化技術の研究開発

三次元回路再構成可能デ
バイスに関するアーキテク
チャおよび設計技術の研

究開発

三次元回路再構成可能デ
バイスに関する素子技術

の研究開発

出所：基本計画、実施計画、個別事業要求説明書＇H21年10月（

大
容
量
化
の
達
成
（小
型
化
）

機
能
性
・拡
張
性
の
向
上

面積の減尐

高さの低減

個別チップの
小型化

空間利用効
率の向上

基板上の空間利
用率向上

チップ・パッケー
ジ厚の低減

微細化

チップの集積
度の向上

計算処理機
能の拡張性
向上

新原理の活用(光
など)

駆動部・センサ等
の追加(MEMS等

)

ﾘｺﾝﾌｨｷﾞｭﾗﾌﾞﾙﾃﾞ
ﾊﾞｲｽの利用

チップへの記
録手法の変

更

新手法の改
良

ﾁｯﾌﾟに計算以
外の機能付

加

チップ配置の
工夫

機能＇Function（
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次世代プロセスフレンドリー設計技術開発

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー 次世代プロセスフレンドリー設計技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：基本計画、実施計画、個別事業要求説明書＇H21年10月（

冗長化技術および製造
後調整を考慮した新基
本回路技術の開発

①製造性考慮設計の基盤技
術開発

hp45nm領域に対し従来手
法から2倍の生産性を実現

・実証

②製造性考慮設計の標準化
技術

③新技術事象に対する製造
性考慮設計技術開発

hp65nm技術領域のシステ
ムLSIに対応した製造性考
慮設計手法を標準化

製造ばらつきを考慮した
LSI設計手法の開発

製造歩留まりを考慮した
LSI設計手法の開発

設計意図を活用するリソ
グラフィフレンドリな設計

手法の開発

製造性考慮設計の効果
予測技術の開発

製造と設計に係わる
DFMデータベース整備
と標準インターフェイス

の開発

製造工程のモデル化に
基づき移植性が確保さ
れたEDAライブラリ標準
化開発手法の構築

統計的な解析・検証・判
定手法の開発

低消費電力化設計手法
の開発と低消費電力指
向新基本回路技術の開

発

hp45nm技術領域のシステ
ムLSIに対し、製造性考慮
設計技術を組み込んだ標
準設計手法を開発コ

ス
ト
へ
の
間
接
的

ア
プ
ロ
ー
チ

コ
ス
ト
へ
の
直
接
的

ア
プ
ロ
ー
チ

設計コストの
削減

生産性向上

製造コストの
削減

材料の利用効率
を上げる

設計工数を下げ
る

基本設計の
改良

突発事象へ
の対応力向

上

スループットを
上げる

不良率を下げる

材料コストの
削減

プロセスコスト
の削減

設備・工場コ
ストの削減

製造工数の効率
化

使
用
に
お
け
る

省
エ
ネ
の
実
現

非IT機器の省
エネの実現

IT機器の省エ
ネの実現

ﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝでの微細
化＇リソ（

ﾎﾞﾄﾑｱｯﾌﾟでの微細
化

処理系の省エ
ネ化

インタフェース
系の省エネ化

要素デバイス
で改良

全体設計で改
良

微細化による
省エネ

動作制御によ
る省エネ

損失の低減
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半導体アプリケーションチッププロジェクト

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー 半導体アプリケーションチッププロジェクト

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①機器の高度化を実現する
半導体チップ技術の開発

情報家電の高度化に資す
る半導体チップの開発

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

②ネットワークインフラ、ある
いはセキュリティ方式等の
標準化を目的とした基盤的
技術の開発

半導体チップの高度化
技術の開発

ネットワークインフラを高
度化する半導体チップ

の開発

センサと信号処理の統
合など機器の高度化を
実現する半導体チップ

の開発

出所：基本計画、実施計画

大
容
量
化
の
達
成
（小
型
化
）

面積の減尐

高さの低減

個別チップの小
型化

微細化

チップの集積度
の向上

チップ配置の工
夫
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次世代回路アーキテクチャ技術開発事業

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー 次世代回路アーキテクチャ技術開発事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①微細化に適した回路デザイ
ンの発掘

高機能なシステムLSIの開
発および製品製造の実現

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業要求説明書＇H21年10月（ ※、但し、技術詳細が見つからなかったためアーキテクチャ＇回路デザイン（開発で想定されうる機能と結節を行なった

②学界公募研究テーマによる
民間企業の65nm以細半導
体プロセス開発

民間企業により、大
学等の革新的なア
イディアを公募

実際のICチップで
試作・検証

＇最先端LSI生産ラ
インで相乗り試作（

使
用
に
お
け
る

省
エ
ネ
の
実
現

IT機器の省エネ
の実現

処理系の省エネ
化

インタフェース系
の省エネ化

要素デバイスで
改良

全体設計で改良

変換ロスの低減

熱の低減

処理効率の向
上

並列・集積処理

最適デバイスを分散
活用

高
速
化
の
達
成

ｱｰｷﾃｸﾁｬで実
現

デバプロで実
現

並列化＇ﾏﾙﾁｺｱ/ﾒﾆｺ
ｱ（

システムによる
実現

半導体による
実現

内
部
要
因
に
対
す
る
信
頼
性
向
上

不良頻度の減
尐

不良自体への
対応

製造での歩留
まり向上

誤作動要因を
排除する

設計での歩留
まり向上

欠陥・ミスをな
くす

事後対応の工
夫

フィードバック機構の
活用

冗長性を持たせる
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グリーンＩＴプロジェクト

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー グリーンＩＴプロジェクト

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業要求説明書＇H21年10月（

使
用
に
お
け
る

省
エ
ネ
の
実
現

非IT機器の省エ
ネの実現

IT機器の省エネ
の実現

ﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝでの微細化
＇リソ（

ﾎﾞﾄﾑｱｯﾌﾟでの微細化

処理系の省エネ
化

インタフェース系
の省エネ化

要素デバイスで
改良

全体設計で改良

通信系の省エネ
化

表示系の省エネ
化

要素デバイスで
改良

全体設計で改良
ネットワーク効率化(
アーキテクチャ等)

光路の改良

光源の改良

微細化による省
エネ

動作制御による
省エネ

データのやりとりが大きい箇所の光配線化

低損失・高耐電圧シリコンカーバイドの開発

超高密度・小型・低消費電力HDDの開発

大型有機ELディスプレイの高生産製造実現

サーバ筐体内の半導体からの集熱技術

省エネ型のネットワークの開発

ヘテロジニアス・メニーコア・プロセッサの実用化

従来型ディスプ
レイの改良
＇LCD・PDP（

新型ディスプレ
イの採用

有機ELディスプレイ
の活用

変換ロスの低減

熱の低減

直流給電の採用

熱発生の抑制

放熱効率の向上

処理効率の向
上

並列・集積処理

新材料を使う損失の低減

光化する

最適デバイスを分散
活用

必要時のみ電力消
費

直流給電の採用

チップの改良

①ｸﾞﾘｰﾝｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ技術開発

②次世代パワーデバイス開発

③超高密度ナノビット磁気記録技術

④次世代大型有機ELﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ
基盤技術開発

⑥ｻｰﾊﾞ抜熱および
ｽﾄﾚｰｼﾞｼｽﾃﾑ技術開発

⑤省エネ型ネットワーク技術

⑦革新的省エネデバイス開発

データセンターの構造全体の最適化＇熱効率（ 熱解析シミュレーション

直流給電システムの検討

データアクセス頻度によって磁気テープに保存 分散格納技術

記録部分媒体の開発

データ読み取りヘッドの開発

記録方法＇アドレッシング（の開発

低損傷電極形成技術の開発

透明封止技術の開発

有機製膜技術の開発

ダイナミックフロー測定・分析ツールの開発

省エネルギー処理型のルーティング技術開発

サーバからの最適放熱技術および
ストレージシステムの省電力化

極低電圧化動作可能な半導体の
極低電力回路・システム技術開発
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次世代高効率ネットワークデバイス技術開発

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー 次世代高効率ネットワークデバイス技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①次世代高効率ネットワーク
デバイス共通基盤技術の
開発

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

②次世代高効率ネットワーク・
システム化技術の開発

光通信システムに必要な個
別デバイスの集積化対応
のための特性実現

省電力・高性能光I/O開
発

超高速LDの技術開発

小型・集積化技術開発

超電導回路技術開発
省エネルギーSFQ(単一磁
束量子)ネットワーク技術の

実現

大規模エッジルータシス
テム化技術

超高速光LAN-SANシス
テム化技術

機器内光通信サブシステム
との組み合わせによるシス

テム化実証

超高速光LAN-SANシステ
ム用光NICに関して、従来
比60%の省電力効果を実

証

出所：基本計画、実施計画、個別事業要求説明書＇H21年10月（

使
用
に
お
け
る

省
エ
ネ
の
実
現

非IT機器の
省エネの実

現

IT機器の省エ
ネの実現

処理系の省
エネ化

インタフェー
ス系の省エネ

化

通信系の省
エネ化

表示系の省
エネ化

要素デバイス
で改良

全体設計で
改良

チップの改良

ネットワーク効率
化(アーキテクチ

ャ等)

高
速
化
の
達
成

ｱｰｷﾃｸﾁｬで
実現

デバプロで実
現

配線方法の
工夫

材料・構造の
工夫

配線自体の工夫(
太い・短い・多い)

受送信手段の工
夫＇光、無線など

（

システムによ
る実現

半導体による
実現

要素デバイス
で改良

全体設計で
改良

微細化による
省エネ

動作制御によ
る省エネ

新材料を使う

損失の低減

光化する
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次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー 次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①装置技術およびプロセス技
術の開発

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

②画像表示技術の開発

③高効率部材の開発

高精細・高画質な従来比１/
２以下の低消費電力型液
晶ディスプレイの実現

高効率なLEDバックライ
トシステムの構築を行う
ことによるバックライトの

低消電力化

高速・広視野角・高コン
トラストを兼ね備えた新
規表示モードの開発

液晶パネルおよびバック
ライトシステムの最適駆

動技術開発

液晶パネルのTFT特性
の向上

出所：基本計画、実施計画、個別事業要求説明書＇H21年10月（

使
用
に
お
け
る
省
エ
ネ
の
実
現

内
部
要
因
に
対
す
る
信
頼
性
向
上

非IT機器の省
エネの実現

照明の改良

IT機器の省エ
ネの実現

処理系の省エ
ネ化

インタフェース
系の省エネ化

要素デバイス
で改良

全体設計で改
良

通信系の省エ
ネ化

表示系の省エ
ネ化

光路の改良

不良頻度の減
尐

不良自体への
対応

製造での歩留
まり向上

材料・構造・製造工
程そのものの改善

誤作動要因を
排除する

規則化・共有する設計での歩留
まり向上

欠陥・ミスをなく
す

光源の改良

④保護膜材料の開発

⑤保護膜に適したパネル設
計･駆動技術の開発

⑥清算プロセス技術＇真空一
環装置（の開発

50型フルHDパネルでの年
間電力消費量が現在の2/3

以下のPDPの実現

低電圧電子放出技術の
実現
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セキュア・プラットフォームプロジェクト

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー セキュア・プラットフォームプロジェクト

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①企業のセキュリティポリシ
ーを遵守徹底する統合アク
セス制御の開発

セキュリティポリシー遵守の
徹底と視覚化の実現

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：セキュア・プラットフォーム推進コンソーシアム発表資料 2009年10月6日

②必要なアクセス機構を備え
た仮想化機能の開発

ハード故障と資源アク
セス占有の被害拡大を
防止する“隔壁”の開発

安心・安全を実現する強固
な隔壁を持つ仮想サーバ

の構築

システム全体として必
要以上のアクセス権が
与えられていないか、

視覚化

ルール遵守状況を統合
的に分析し見える化

システム全体に、役割
ベースのアクセス権を

設定
高
速
化
の
達
成

外
的
要
因
に
対
す
る
信
頼
性
向
上

仮想化

情報セキュリテ
ィ向上

機密性の向上＇情報
を漏らさない（

物理セキュリテ
ィ向上

各種ノイズ耐性向上

半導体による実
現

システムによる
実現
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パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①高効率・高密度インバータ
ユニット技術開発

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

②高効率・高密度インバータ
革新的高度化基盤技術開
発

同一定格のSiインバータユ
ニットと比較して変換損失
を大幅に低減することを実

証

インバータ用スイッチン
グ素子の高性能化技術

開発

インバータ大容量化基
盤技術の開発

インバータ信頼性向
上基盤技術の開発

インバータ高パワー密
度化基盤技術の開発

高効率・高密度インバータ
革新的高度化基盤技術の

確立

出所：基本計画、実施計画

内
部
要
因
に
対
す
る
信
頼
性
向
上

使
用
に
お
け
る
省
エ
ネ
の
実
現

非IT機器の省
エネの実現

IT機器の省エ
ネの実現

処理系の省エ
ネ化

インタフェース
系の省エネ化

要素デバイス
で改良

全体設計で改
良

システム全体の効
率化

セット内システムの
効率化

事前対応の工
夫

不良頻度の減
尐

不良自体への
対応

事後対応の工
夫

フィードバック機構
の活用

監視手法の工夫

冗長性を持たせる

安定に作動する材
料・素子の開発

製造での歩留
まり向上

材料・構造・製造工
程そのものの改善

誤作動要因を
排除する

規則化・共有する設計での歩留
まり向上

欠陥・ミスをなく
す
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情報家電センサー・ヒューマンインターフェイスデバイス活用技術の開発

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー 情報家電センサー・ヒューマンインターフェイスデバイス活用技術の開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

意図を伝えるセン
サネットワークの構

築

①機器やメーカーの違いを超
えて相互連携できるための
基盤技術の開発

利用者の実生活をより充実
させる環境を提供

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

②メーカーや機器の壁を越え
た共通プラットフォームの開
発

汎用情報共通化エ
ンジンの開発

情報家電産業の国際競争
力の向上への貢献

汎用インターフェー
スアプリケーション

の開発

出所：総合科学技術会議資料＇戦略重点科学技術＇６（ 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術（

利用者の意図をデ
ータに変換するイン
ターフェースの開発

情報伝達のための
信号変換システム

の開発

ヒ
ト‐

モ
ノ
間ｲ

ﾝ
ﾀ
ｰ
ﾌ
ｪｲ
ｽ

の

円
滑
化

出力手段の多
様化

入力手段の多
様化

感覚での入力
導入

思考の伝達

音声入力の導入

触覚の多様化

ファジー機能の開
発

脳波測定と感情の
関係性解明
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高速不揮発メモリ機能技術開発

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー 高速不揮発メモリ機能技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業要求説明書＇H21年10月（

①材料開発
電源オフの状態を基本とし
て、情報処理が必要な時の

み電力を消費

使
用
に
お
け
る
省
エ
ネ
の
実
現

非IT機器の省
エネの実現

IT機器の省エ
ネの実現

ﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝでの微
細化＇リソ（

ﾎﾞﾄﾑｱｯﾌﾟでの微
細化

インタフェース
系の省エネ化

要素デバイス
で改良

全体設計で
改良

通信系の省
エネ化

表示系の省
エネ化

要素デバイス
で改良

全体設計で改
良

システム全体の
効率化

セット内システム
の効率化

チップの改良

ネットワーク効率
化(アーキテクチ

ャ等)

微細化による
省エネ

処理系の省
エネ化

動作制御によ
る省エネ

必要時のみ電力
消費

②プロセス開発

③仕様検討・評価
損失の低減
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ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

高
速
化
の
達
成

大
容
量
化
の
達
成
（小
型
化
）

出所：基本計画、実施計画、省エネルギー技術開発プログラム・ナノテクノロジープログラム、個別事業要求説明書＇H21年10月（

ｱｰｷﾃｸﾁｬで実
現

デバプロで実
現

配線方法の工
夫

材料・構造の
工夫

配線自体の工夫(
太い・短い・多い)

新材料の開発

仮想化

受送信手段の工夫
＇光、無線など（

並列化＇ﾏﾙﾁｺｱ/ﾒﾆ
ｺｱ（

システムによ
る実現

半導体による
実現

面積の減尐

高さの低減

個別チップの
小型化

微細化

チップの集積
度の向上

チップへの記
録手法の変更

チップ配置の
工夫

使
用
に
お
け
る

省
エ
ネ
の
実
現

非IT機器の省
エネの実現

IT機器の省エ
ネの実現

ﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝでの微細
化＇リソ（

ﾎﾞﾄﾑｱｯﾌﾟでの微
細化

処理系の省エ
ネ化

インタフェース
系の省エネ化

要素デバイス
で改良

全体設計で改
良

微細化による
省エネ

①高品質大口径単結晶基板
の開発

②高品質大口径エピタキシャ
ル成長技術の開発

③窒化物半導体単結晶基板
上電子デバイスの評価

低欠陥高品質GaN、及び
混晶エピ層の実現

有極性単結晶基板上FET 
と無極性単結晶基板上

FET の特性の差違、及び
その利害得失の明確化

要求スペックを満たした４イ
ンチ有極性単結晶基板、及
び３～４インチ無極性単結

晶基板の実現

窒化物単結晶
成長における
基礎技術の検

討

大口径種結晶
の開発

高導電性窒化
物単結晶基板
の開発

高抵抗化窒化
物単結晶基板
の開発

大口径基板上
の高品質エピ
タキシャル結
晶成長技術

高In 組成窒化
物層成長技術

高Al 組成窒化
物層成長技術

結晶成長その
場観察評価技

術

横型電子デバイスの評
価

縦型電子デバイスの評
価

窒化物単結晶基板上デ
バイスの優位性確認

有極性、及び無極性デ
バイス構造の比較

④ナノワイヤFETやシリコンナ
ノワイヤの物性探求

ナノワイヤの平坦化

⑤シリコンプラットフォーム上
のⅢーⅤ族半導体チャネル
トランジスタ等新材料探索

Ⅲ－Ⅴ MOS界面特性の
改善

動作制御によ
る省エネ

損失の低減
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スピントロニクス不揮発性機能材料技術開発

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー スピントロニクス不揮発性機能材料技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①スピンRAM 基盤技術
低電力磁化反転TMR 素子
技術によるスピンRAM動作

の実証

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

②スピン新機能素子設計技
術

新ストレージ・メモリデバイ
ス設計技術の実証

高TMR 比発生機構の解明
による高TMR 比と最適素
子抵抗値を併せ持つ素子

の設計技術実現

スピン注入磁化反転機
構の解明による高速低電
力スピン注入磁化反転技

術実現

薄膜構成・材料および素子
形状の最適化による安定

動作技術実現

新ストレージ・メモリデバイ
ス設計技術の開発

不揮発性スピン光機能素
子設計技術の開発

スピン能動素子設計技術
の開発

1 0 ｐｓ幅の単一光パルス
の読み書きが可能な不揮
発性光メモリ機能を実

証

不揮発性情報記憶機能と
増幅・スイッチング機能を併

せ持つスピン能動
素子の実用可能性を実証

出所：基本計画、実施計画、個別事業要求説明書＇H21年10月（

高
速
化
の
達
成

大
容
量
化
の
達
成
（

小
型
化
）

内
部
要
因
に
対
す
る

信
頼
性
向
上

ｱｰｷﾃｸﾁｬで
実現

デバプロで実
現

配線方法の工
夫

材料・構造の
工夫

新材料の開発

不良頻度の減
尐

不良自体への
対応

安定に作動する
材料・素子の開発

誤作動要因を
排除する

欠陥・ミスをな
くす

システムによ
る実現

半導体による
実現

チップの集積
度の向上

新原理の活用(光
など)

チップへの記
録手法の変更

新手法の改良

使
用
に
お
け
る

省
エ
ネ
の
実
現

非IT機器の省
エネの実現

IT機器の省エ
ネの実現

ﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝでの微細
化＇リソ（

ﾎﾞﾄﾑｱｯﾌﾟでの微細
化

処理系の省エ
ネ化

インタフェース
系の省エネ化

要素デバイス
で改良

全体設計で改
良

微細化による
省エネ

動作制御によ
る省エネ

新材料を使う損失の低減

光化する

必要時のみ電力
消費
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低損失オプティカル新機能部材技術開発

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー 低損失オプティカル新機能部材技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①低損失オプティカル新機能
部材に関する基盤技術研
究開発

100nm以下の分解能を持
つ二次元プラズモン評価技

術を実現

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

②ナノ構造を用いた偏光制御
部材研究開発

ナノ構造部材
数値解析シミュ
レーション技術

開発

ナノ構造部材
作製技術開発

ナノ構造部材
評価技術開発

ナノ構造部材
オプティカル新
機能応用技術

開発

近接場光を信号キャリアと
するナノ構造新機能部材へ

の応用・機能確認

ナノ構造を用い
た偏光制御部
材設計技術開

発

ナノ構造を用い
た偏光制御部
材作製技術開

発

透過率75%、消光比1：
2000(33dB)が得られる偏
光制御部材を試作し、機能

を実証

コ
ス
ト
へ
の
直
接
的

ア
プ
ロ
ー
チ

使
用
に
お
け
る

省
エ
ネ
の
実
現

内
部
要
因
に
対
す
る

信
頼
性
向
上

出所：基本計画、実施計画、個別事業要求説明書＇H21年10月（

非IT機器の省
エネの実現

IT機器の省エ
ネの実現

処理系の省エ
ネ化

インタフェース
系の省エネ化

通信系の省エ
ネ化

表示系の省エ
ネ化

光路の改良

不良頻度の減
尐

不良自体への
対応

製造での歩留
まり向上

材料・構造・製造
工程の改善

誤作動要因を
排除する

規則化・共有する設計での歩留
まり向上欠陥・ミスをな

くす

光源の改良

設計コストの
削減

設計変更発生時
のコストを下げる

設計ミス発生時の
コストを下げる

基本設計の改
良

突発事象への
対応力向上
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有機発光機構を用いた高効率照明の開発

No.5 情報通信機器分野 MFTツリー 有機発光機構を用いた高効率照明の開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①生活用照明を代替する高
性能照明光源の開発

高効率な有機EL照明光源
の高演色性化技術の実現

情
報
通
信
機
器
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

②高演色性光源デバイスの
省資源型製造プロセス技術
の開発

高演色性マルチユニット
素子構造の技術開発

有機EL高原に対する種
々の分析

有機ELの寿命支配要因の
解明

大気圧下での
薄膜層形成技
術の開発

低コスト化が促進される製
造プロセス技術の確立

省資源型の高
速蒸着プロセ
ス技術の開発

封止プロセス
技術の開発

出所：基本計画、実施計画

使
用
に
お
け
る

省
エ
ネ
の
実
現

コ
ス
ト
へ
の
直
接
的

ア
プ
ロ
ー
チ

コ
ス
ト
へ
の
直
接
的

ア
プ
ロ
ー
チ

非IT機器の省
エネの実現

照明の改良

IT機器の省エ
ネの実現

処理系の省エ
ネ化

インタフェース
系の省エネ化

通信系の省エ
ネ化

表示系の省エ
ネ化

光路の改良

光源の改良

有機発光機構導
入による改良

設計コストの
削減 設計変更発生時

のコストを下げる

生産性向上

製造コストの
削減

材料コストの削減

不良によるロスの
減尐

設計ミス発生時の
コストを下げる

材料の利用効率
を上げる

設計工数を下げる基本設計の改
良

突発事象への
対応力向上

スループットを
上げる

不良率を下げる

材料コストの
削減

プロセスコスト
の削減

設備・工場コ
ストの削減

製造工数の効率
化
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル 次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

次世代高効率エネルギー
利用型住宅システム
技術開発・実証事業

次
世
代
高
効
率

エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
型
住
宅
シ

ス
テ
ム
の
実
現

住宅内交流・直流併用シ
ステムの省エネルギー効

果を実証

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間H21~23

• H22年度予算案

63百万円

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
の

急
激
な
増
加
へ
の
対
応

出所：NEDO基本計画、実施方針、個別事業要求説明書＇H21年10月（など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

住宅内直流配線・情報ネ
ットワークの融合・統括制

御の可能性提示

民間事業者

①住宅内交流・直流併用シス
テムの実証

②住宅内直流配線・情報ネッ
トワーク融合可能性

③有識者委員会等による将
来の直流システムの検討

住宅における省エネルギー
効果が10%以上であること

を実証

直流配線と情報ネットワー
クの融合による将来価値の

提示

将来直流システムが約２０
％以上の省エネルギー効
果を発揮する可能性を

提示

住宅導入時の安全性基準
の提案

民間事業者

民間事業者
将来の直流システムに対
する必要な施策提言

NEDO

企業等

補助

＇1/2（

経済産業省

運営費

交付金
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル 次世代半導体材料・プロセス基盤プロジェクト(MIRAI)

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

次世代半導体材料・
プロセス基盤

プロジェクト(MIRAI)

超
低
消
費
電
力

シ
ス
テ
ムL

S
I

の
実
現

高駆動・低リークCMOSト
ランジスタの実用化

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間H13~22

• H22予算案

10億円

継
続
的
な
産
業
競
争
力
の

確
保

出所：NEDO基本計画、実施方針、個別事業要求説明書＇H21年10月（など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

特性ばらつき対応技術の
確立と活用

民間事業者

民間事業者

民間事業者
EUVLマスク関連技術の

活用

①新構造極限CMOSトランジ
スタ関連技術開発

②新探究配線技術開発

④次世代マスク基盤技術開
発

③特性ばらつきに対し耐性の
高いデバイス・プロセス技
術開発

hp32nm~hp22nmCMOSト
ランジスタに対する技術選

択肢の提示と確立

新材料ビアのhp32nm技術
領域における特性の実証

光やRF等新コンセプトグロ
ーバル配線技術の指針提

示

特性ばらつき評価に有効な
標準TEGの設計手法を確

立

特性ばらつきに対して耐性
の高いデバイス構造を提案

EUVLマスクの製作工程か
ら露光工程に至る基盤技

術の確立

民間事業者

新材料ビアのhp32nm領
域での実用化

光やRFを媒体にした信号
伝達・クロック伝達技術の

実用化
NEDO

民間団体等

委託

経済産業省

運営費

交付金
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル 次世代低消費電力半導体基盤技術開発＇MIRAI（

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

経済産業省

NEDO

交付金

次世代低消費電力半導体
基盤技術開発＇MIRAI（

h
p
3
2
n
m

以
細
の
微
細
加

工
の
実
現

国内デバイスメーカでの
EUV露光プロセス開発

容易化

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間H13~22

• H22年度予算案

18.5億円

継
続
的
な
産
業
競
争
力
の

確
保

出所：個別事業要求説明書＇H21年10月（など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間企業等

委託

民間事業者
光源起因マスク、ミラーの
汚染清浄化手法の実用化

①EUVマスクの開発

②EUV光源高信頼化技術の
開発

中間集光点で180Wの光源
を1年間動作後、マスクの
最大反射率低下が10%以
下となる汚染量を明示

高精度なEUV露光技術の
実現

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
の

急
激
な
増
加
へ
の
対
応
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル 立体構造新機能集積回路＇ドリームチップ（技術開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

立体構造新機能集積回路
＇ドリームチップ（
技術開発

三
次
元
回
路
再
構
成
可
能

デ
バ
イ
ス
の
実
用
化

次世代三次元積層SiPの
実用性の提示

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間H20~24

• H22年度予算額

9億円

継
続
的
な
産
業
競
争
力
の

確
保

出所：NEDO基本計画、実施方針、個別事業要求説明書＇H21年10月（など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

複数周波数対応通信三次
元デバイスをSiP形態で実

現
民間事業者

民間事業者
機能ブロックを柔軟に組み
合わせたハイブリッドアー

キテクチャの開発

①多機能高密度三次元集積
化技術開発

②複数周波数対応通信三次
元デバイス技術開発

③三次元回路再構成可能デ
バイス技術開発

多機能高密度三次元集積
化技術として開発した設計
技術と評価解析技術の有

効性を実証

周波数特性可変のMCM 
による小型化可能性実証

三次元回路再構成可能デ
バイスのアーキテクチャ・プ

ロセスフローを実証

NEDO

民間団体等

委託

経済産業省

運営費

交付金
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル 次世代プロセスフレンドリー設計技術開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

次世代プロセスフレンドリー
設計技術開発

微
細
化
を
進
め
る
上
で
の

設
計
効
率
向
上
お
よ
び
歩

留
ま
り
向
上
に
よ
る
製
品

コ
ス
ト
競
争
力
の
強
化

設計と製造工程を一体的
に捉えた全体最適プロセ

スの実現

プロジェクトの
アウトプット

• 事業期間H18~22

• H22予算案
5.78億円

継
続
的
な
産
業
競
争
力
の

確
保

出所：NEDO基本計画、実施方針、個別事業要求説明書＇H21年10月（など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間事業者

①製造性考慮設計の基盤技
術開発

hp45nm領域に対し従来手
法から2倍の生産性を実現

・実証

②製造性考慮設計の標準化
技術

③新技術事象に対する製造
性考慮設計技術開発

経済産業省

NEDO

運営費

交付金

民間企業等

補助

＇1/2（ 省
エ
ネ
効
果
の
高
い
半
導
体

の
い
ち
早
い
普
及



104

No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル 半導体アプリケーションチッププロジェクト

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

次半導体アプリケーション
チッププロジェクト

情
報
家
電
の
高
度
化
向
け

チ
ッ
プ
の
世
界
に
先
駆
け
た

普
及
促
進

情報家電の高度情報通信
機器化を実現する半導体

チップの実用化

プロジェクトの
アウトプット

• 事業期間H17~21

• H18予算額
1,975百万円

継
続
的
な
産
業
競
争
力
の

確
保

出所：NEDO基本計画、実施方針など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間事業者

①機器の高度化を実現する
半導体チップ技術の開発

情報家電の高度化に資す
る半導体チップの開発

②ネットワークインフラ、ある
いはセキュリティ方式等の
標準化を目的とした基盤的
技術の開発

経済産業省

NEDO

運営費

交付金

研究機関
(企業、大学等)

補助委託



105

No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル 次世代回路アーキテクチャ技術開発事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

経済産業省

次世代回路アーキテクチャ
技術開発事業

革
新
的
ア
イ
デ
ィ
ア
開
発

成
果
の
社
会
へ
の
早
期
普
及

・導
入

革新的アイディアによる回
路デザインの実用化

プロジェクトの
アウトプット

• 事業期間H20~24

• H22年度予算案

4.1億円

継
続
的
な
産
業
競
争
力
の

確
保

出所：個別事業要求説明書＇H21年10月（など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間団体等

委託
民間事業者

①微細化に適した回路デザイ
ンの発掘

高機能な情報通信機器の
開発および製品製造を実

現

②学界公募研究テーマによる
民間企業の65nm以細半導
体プロセス開発
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル グリーンＩＴプロジェクト

出所：個別事業要求説明書＇H21年10月（など

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

NEDO

グリーンＩＴプロジェクト

情
報
化
社
会
の
進
展
に
伴

うIT

機
器
の
消
費
電
力
増

大
へ
の
対
応

次世代社会基盤であるク
ラウドコンピューティングの

グリーン化

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間H20~24

• H22年度予算案
40億円

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
の

急
激
な
増
加
へ
の
対
応

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間団体等

委託

①ｸﾞﾘｰﾝｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ技
術開発

データセンターの省エネの
実現

②次世代パワーデバイス開
発

③超高密度ナノビット磁気記
録技術

④次世代大型有機ELﾃﾞｨｽﾌﾟﾚ
ｲ基盤技術開発

⑤省エネ型ネットワーク技術

⑥ｻｰﾊﾞ抜熱およびｽﾄﾚｰｼﾞｼｽ
ﾃﾑ技術開発

⑦革新的省エネデバイス開発

SiCを用いたパワーデバイ
スの実現

超高密度・小型・低消費電
力ハードディスクドライブの

実現

究極の省エネ性能を有する
大型有機ELディスプレイの

実現

省エネルギーなネットワー
クの実現

データセンターの省エネの
実現

ヘテロジニアス・メニーコア
・プロセッサの実用化

経済産業省

運営費

交付金

我
が
国
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
産
業

及
び
グ
リ
ー
ン
・ク
ラ
ウ

ド
利
用
企
業
の
競
争
力

強
化
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル 次世代高効率ネットワークデバイス技術開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

次世代高効率
ネットワークデバイス

技術開発

次
世
代
高
効
率

省
エ
ネ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス

テ
ム
の
構
築

次世代高効率ネットワーク
デバイスの実用化

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間H19~23

• H22年度予算案

3.85億円

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
の

急
激
な
増
加
へ
の
対
応

出所：NEDO基本計画、実施方針、個別事業要求説明書＇H21年10月（など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間事業者
超高速ネットワークの構築

と実用化

①次世代高効率ネットワーク
デバイス共通基盤技術の
開発

②次世代高効率ネットワーク・
システム化技術の開発

光通信システムに必要な個
別デバイスの集積化対応
のための特性実現

省エネルギーSFQ(単一磁
束量子)ネットワーク技術の

実現

機器内光通信サブシステム
との組み合わせによるシス

テム化実証

超高速光LAN-SANシステ
ム用光NICに関して、従来
比60%の省電力効果を実

証

NEDO

民間団体等

委託

経済産業省

運営費

交付金

放
送
通
信
融
合
サ
ー
ビ
ス

や
情
報
家
電
な
ど
の
新

市
場
創
出
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル 次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

次世代大型低消費電力
ディスプレイ
基盤技術開発

次
世
代
大
型
低
消
費
電
力

デ
ィ
ス
プ
レ
イ
の
実
現

大画面かつ高精細・高画
質でありながら電力消費
の尐ない次世代液晶ディ
スプレイの要素技術確立

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間H19~23

• H22年度予算案

5.2億円

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
の

急
激
な
増
加
へ
の
対
応

出所：NEDO基本計画、実施方針、個別事業要求説明書＇H21年10月（など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①装置技術およびプロセス技
術の開発

②画像表示技術の開発

③高効率部材の開発

高精細・高画質な従来比１/
２以下の低消費電力型液
晶ディスプレイの実現

NEDO

民間団体等

助成

＇1/2（

経済産業省

運営費

交付金

④保護膜材料の開発

⑤保護膜に適したパネル設
計･駆動技術の開発

⑥清算プロセス技術＇真空一
環装置（の開発

50型フルHDパネルでの年
間電力消費量が現在の2/3

以下のPDPの実現

大画面かつ高精細・高画
質でありながら電力消費
の尐ない次世代プラズマ
ディスプレイの要素技術確

立

民間事業者
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル セキュア・プラットフォームプロジェクト

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

経済産業
省

セキュア・プラットフォーム
プロジェクト

IT

リ
ソ
ー
ス
の
効
率
よ
い
活

用
手
法
の
確
立

システム全体への適切な
権限付与の実現

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間H19~21

• 予算総額
2,595百万円

継
続
的
な
産
業
競
争
力
の

確
保

出所：戦略重点科学技術(6) 紹介資料、CEATEC発表資料2009年10月など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

• ASET
(技術研究
組合超先
端電子技
術開発機
構)
• セキュア
プラットフォ
ーム推進コ
ンソーシア
ム

委託

民間事業者
物理サーバ並みに安心・
安全な仮想サーバの実現

①企業のセキュリティポリシ
ーを遵守徹底する統合アク
セス制御の開発

②必要なアクセス機構を備え
た仮想化機能の開発

セキュリティポリシー遵守の
徹底と視覚化の実現

安心・安全を実現する強固
な隔壁を持つ仮想サーバ

の構築

リ
ソ
ー
ス
の
有
効
活
用
に

よ
る
競
合
と
の
差
別
化
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

パワーエレクトロニクス
インバータ

基盤技術開発

S
iC

ス
イ
ッ
チ
ン
グ
素
子

イ
ン
バ
ー
タ
の
各
種
ア
プ
リ

ケ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
活
用

SiCスイッチング素子を用
いたインバータユニットの

実用化

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間H18~20

• H18予算額
1,247百万円

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
の

急
激
な
増
加
へ
の
対
応

出所：NEDO基本計画、実施方針など。但し、年次についてはNEDOロードマップを参考に作成

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間事業者
SiCスイッチング素子利用
インバータの汎用化

①高効率・高密度インバータ
ユニット技術開発

②高効率・高密度インバータ
革新的高度化基盤技術開
発

同一定格のSiインバータユ
ニットと比較して変換損失
を大幅に低減することを実

証

高効率・高密度インバータ
革新的高度化基盤技術の

確立

2015年頃

2015年頃

NEDO

民間団体等

委託

経済産業省

運営費

交付金
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル 情報家電センサー・ヒューマンインターフェイスデバイス活用技術の開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

経済産業
省

情報家電センサー・
ヒューマンインターフェイス
デバイス活用技術の開発

情
報
家
電
を
イ
ン
タ
ー
フ
ェ

ー
ス
に
よ
ら
ず
管
理
す
る

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
実
現

音声認識によるホームネ
ットワーク管理の実現

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間H18~20

• 予算総額
1,520百万円

家
電
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
の

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン

化
に
よ
る
社
会
の
改
革

出所：戦略重点科学技術(6) 紹介資料、科学技術白書H20版、など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

法人
(企業、大
学等)

委託

民間事業者
メーカーに依存しない情報
家電管理プラットフォーム

の実現

利用者の実生活をより充実
させる環境を提供

情報家電産業の国際競争
力の向上への貢献

①機器やメーカーの違いを超
えて相互連携できるための
基盤技術の開発

②メーカーや機器の壁を越え
た共通プラットフォームの開
発
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル 高速不揮発メモリ機能技術開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

高速不揮発メモリ機能技術
開発

プロジェクトの
アウトプット

• 事業期間H22~24

• H22年度予算案

3.2億円

出所：個別事業要求説明書＇H21年10月（など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

革新的な省エネ不揮発メ
モリの実現

民間事業者

①材料開発

②プロセス開発

③仕様検討・評価

電源オフの状態を基本とし
て、情報処理が必要な時の
み電力を消費する不揮発メ

モリ

革
新
的
な
省
エ
ネ
携
帯
情

報
通
信
機
器
の
実
現

継
続
的
な
産
業
競
争
力
の

確
保

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
の

急
激
な
増
加
へ
の
対
応NEDO

民間団体等

委託

経済産業省

運営費

交付金
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

ナノエレクトロニクス半導体
新材料・新構造技術開発

ハ
イ
パ
ワ
ー
・超
高
効
率
の

電
力
素
子
の
広
範
な
製
品

へ
の
応
用

プロジェクトの
アウトプット

• 事業期間H19~23

• H22年度予算案

2.3億円

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
の

急
激
な
増
加
へ
の
対
応

出所：NEDO基本計画、実施方針、個別事業要求説明書＇H21年10月（など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

窒化物半導体による
高性能電子デバイスの

実現
民間事業者

①高品質大口径単結晶基板
の開発

②高品質大口径エピタキシャ
ル成長技術の開発

③窒化物半導体単結晶基板
上電子デバイスの評価

低欠陥高品質GaN、及び
混晶エピ層の実現

有極性単結晶基板上FET 
と無極性単結晶基板上

FET の特性の差違、及び
その利害得失の明確化

要求スペックを満たした４イ
ンチ有極性単結晶基板、及
び３～４インチ無極性単結

晶基板の実現

NEDO

民間団体等

委託

経済産業省

運営費

交付金

④ナノワイヤFETやシリコンナ
ノワイヤの物性探求

⑤シリコンプラットフォーム上
のⅢーⅤ族半導体チャネル
トランジスタ等新材料探索

次世代集積回路の実現民間事業者次世代集積回路の可能性
検証

半
導
体
デ
バ
イ
ス
の
省
エ
ネ

化
・高
性
能
化
の
実
現

継
続
的
な
産
業
競
争
力
の

確
保



114

No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル スピントロニクス不揮発性機能材料技術開発

スピントロニクス
不揮発性機能材料

技術開発

多
種
多
様
な

ス
ピ
ン
不
揮
発
性
デ
バ
イ
ス

の
実
現
・応
用

TMR素子の高性能化実
現によるスピンRAMの不

揮発性メモリ活用

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間H18~22

• H22年度予算案

3.2億円

継
続
的
な
産
業
競
争
力
の

確
保

出所：NEDO基本計画、中間評価報告書、個別事業要求説明書＇H21年10月（など。但し、年次についてはNEDOロードマップを参考

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

不揮発性スピン光機能素
子の活用

民間事業者

民間事業者

民間事業者 スピン能動素子の活用

①スピンRAM 基盤技術
低電力磁化反転TMR 素子
技術によるスピンRAM動作

の実証

②スピン新機能素子設計技
術

新ストレージ・メモリデバイ
ス設計技術の実証

1 0 ｐｓ幅の単一光パルス
の読み書きが可能な不揮
発性光メモリ機能を実

証

不揮発性情報記憶機能と
増幅・スイッチング機能を併

せ持つスピン能動
素子の実用可能性を実証

ストレージ・メモリデバイス
の活用

NEDO

民間団体等

委託

経済産業省

運営費

交付金

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
の

急
激
な
増
加
へ
の
対
応

2018年頃

„17年頃に8Gb
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル 低損失オプティカル新機能部材技術開発

幅
広
い
産
業
分
野
で
活
用

さ
れ
る
低
損
失
光
学
部
材

の
創
出

• 事業期間H18~22

• H22年度予算案

3億円

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
の

急
激
な
増
加
へ
の
対
応

出所：NEDO基本計画、実施方針、事前評価書、個別事業要求説明書＇H21年10月（など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

低損失オプティカル
新機能部材技術開発

低損失オプティカル新機
能部材に必要とされる基

盤技術の確立
民間事業者

民間事業者

民間事業者
技術応用部材としての
ﾅﾉ構造偏向制御部材

試作実証

①低損失オプティカル新機能
部材に関する基盤技術研
究開発

②ナノ構造を用いた偏光制御
部材研究開発

100nm以下の分解能を持
つ二次元プラズモン評価技

術を実現

近接場光を信号キャリアと
するナノ構造新機能部材へ

の応用・機能確認

透過率75%、消光比1：
2000(33dB)が得られる偏
光制御部材を試作し、機能

を実証

NEDO

民間団体等

委託

経済産業省

運営費

交付金

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット
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No.5 情報通信機器分野 ロジックモデル 有機発光機構を用いた高効率照明の開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

有機発光機構を用いた
高効率照明の開発

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
有
機E

L

照

明(

生
活
照
明)

の
実
用
化

高演色・長寿命
生活用照明新光源の

実現

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間H19~21

• H19実施額
360百万円

• H20実施額
771百万円

• H21予算額
506百万円

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
の

急
激
な
増
加
へ
の
対
応

出所：NEDO基本計画、実施方針など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間事業者

民間事業者
生活照明用有機EL光源
の低コスト製造の実現

①生活用照明を代替する高
性能照明光源の開発

②高演色性光源デバイスの
省資源型製造プロセス技術
の開発

高効率な有機EL照明光源
の高演色性化技術の実現

有機ELの寿命支配要因の
解明

低コスト化が促進される製
造プロセス技術の確立

NEDO

民間団体等

委託

経済産業省

運営費

交付金
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次世代高効率エネルギー利用型
住宅システム技術開発・実証事業

(H21～H22)

No.5 情報通信機器分野 ロジックツリー 簡略版

ボトムアップ

事業＇PRJ（事業目標 概要

技術＇国の事業（

＇Technology （

明記されていないが関係があると考えられるもの本施策の事業として着手されていない課題

トップダウン
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ
＇背景（

実現上の課題

＇Function（

施策 目標

人
と
環
境
の
豊
か
さ
に
貢
献
す
る
先
進
的
情
報
通
信
技
術
の
開
発
・普
及

人
の
豊
か
さ
に
貢
献
す
る

(

人
に
優
し
い)

低コスト化

高性能化

非IT機器の省エネの実現
家電の改良

直流系システムの実現

照明の改良

IT機器の省エネの実現

＇従来の（交流系システムの改良

処理系の省エネ化

インタフェース系の省エネ化

要素デバイスで改良

全体設計で改良

通信系の省エネ化

表示系の省エネ化

事前対応の工夫

不良頻度の減尐

不良自体への対応
事後対応の工夫

フィードバック機構の活用

監視手法の工夫

安定に作動する材料の開発

製造での歩留まり向上

誤作動要因を排除する

設計での歩留まり向上

高信頼化

省エネの達成

欠陥・ミスをなくす

環
境
の
豊
か
さ
に
貢
献
す
る

(

環
境
負
荷
が
小
さ
い/ 

省
エ
ネ)

先
進
性
を
向
上
し
競
争
力
を
確
保
す
る

有機発光機構導入による改良

高速化の達成

大容量化の達成
＇小型化（

機能性・拡張性
の向上

送電における

省エネの実現

＇別の課の担当領域（

使用における

省エネの実現

内部要因に対する
信頼性向上

外的要因に対する
信頼性向上

連携の

高度化

住宅での省エネ効果10%以上を実証
直流配線と情報NW融合の価値の提示
直流システムの20%省エネ効果の提示

住宅導入時の安全性基準の提案

直流システムの技術開発と、省エネ
ルギー効果の実証を実施

低損失オプティカル
新機能部材技術開発

(H18～H22)

高分解能二次元プラズモン評価技術実現
近接場光信号ｷｬﾘｱﾅﾉ構造新機能部材へ

応用・機能確認
透過率~75%偏光制御部材の試作・実証

動作原理に近接場光を用いる新機
能部材の基盤技術、材料･加工技
術、光学特性評価技術開発

有機発光機構を用いた
高効率照明の開発

(H19～H21)

有機EL照明光源の高演色性化技術実現
有機ELの寿命支配要因の解明

低コスト化促進製造プロセス技術の確立

高効率・低コスト化を踏まえた有機
EL照明光源の高演色化技術を確
立

次世代高効率
ネットワークデバイス技術開発

(H19～H23)

光通信個別ﾃﾞﾊﾞｲｽ集積化対応特性実現

省エネ単一磁束量子ﾈｯﾄﾜｰｸ技術の実現

機器内光通信ｻﾌﾞｼｽﾃﾑとのｼｽﾃﾑ化実証

超高速光LAN-SANシステム用光NICに関
し省電力効果を実証

次世代高効率ネットワーク実現に向
けたデバイス基盤技術の確立およ
びシステム化の検証

スピントロニクス
不揮発性機能材料技術開発

(H18～H22)

スピンRAM動作実証
新ｽﾄﾚｰｼﾞ・ﾒﾓﾘﾃﾞﾊﾞｲｽ設計技術の実証
(1 0 ｐs幅)不揮発性光ﾒﾓﾘ機能実証
スピン能動素子の実用可能性を実証

情報通信分野での革新的諸機能を
実現するための基盤技術の確立、
スピン不揮発性デバイス技術の研
究開発

次世代大型低消費電力
ディスプレイ基盤技術開発

(H19～H23)

高精細・高画質な従来比１/２以下の低消
費電力型液晶ディスプレイの実現

高効率部材等の開発を行うことによ
り、大画面かつ高精細・高画質であ
りながら電力消費の尐ない次世代
液晶ディスプレイとしての基盤技術
を確立

グリーンＩＴプロジェクト
(H20～H24)

将来のネットワークシステムに使わ
れるＬＳＩの低消費電力化に貢献す
る極低電力回路・システム技術を開
発

次世代半導体材料・
プロセス基盤プロジェクト＇MIRAI（

(H13～H22)

hp32nm~hp22nmCMOSトランジスタの
技術選択肢提示と確立

新材料ビア特性実証(hp32nm技術領域

(光等)新配線技術の指針提示

標準TEGの設計手法確立

特性ばらつき高耐性ﾃﾞﾊﾞｲｽ構造の提案

EUVLﾏｽｸ製作～露光工程基盤技術確立

高機能ＬＳＩの実現に不可欠な半導
体構造の微細化に対応できる半導
体デバイス・プロセス基盤技術の確
立

半導体アプリケーションチップ
プロジェクト

(H17～H21)
情報家電の高度化に資する半導体チップ

の開発

情報家電＇車載を含む（の高度化＇
多機能化、高性能化、セキュリティ
向上等（を実現できる半導体チップ
技術の開発

次世代プロセスフレンドリー
設計技術開発

(H18～H22)
hp45nm領域高生産性の実現・実証

高機能システムLSIの実現に不可
欠な製造性を考慮したLSI設計技術
を開発し、我が国の半導体関連産
業の国際競争力強化

周波数特性可変のMCM 小型化実証

三次元回路再構成可能ﾃﾞﾊﾞｲｽのｱｰｷﾃｸﾁ
ｬ・ﾌﾟﾛｾｽﾌﾛｰの実証

ナノエレクトロニクス半導体新材料・
新構造技術開発

(H19～H23)
低欠陥高品質GaN、混晶エピ層実現

有/無極性単結晶基板上FETの差違提示

３～４インチ無極性単結晶基板の実現

ハイパワー・超高効率の電力素子
などの作製に必要な窒化物半導体
結晶成長技術の確立

情報家電センサー・
ヒューマンインターフェイスデバイス

活用技術の開発
(H18～H20)

情報家電の使い勝手を向上させる
インターフェースデバイスの開発

利用者の実生活を充実させる環境を提供

情報家電産業の国際競争力向上貢献

次世代回路アーキテクチャ技術
開発事業

(H20～H24)

産学連携による回路アーキテクチャ
の開発

高機能システムLSIの開発

パワーエレクトロニクスインバータ
基盤技術開発

(H18～H20)

SiCスイッチング素子を用いたﾊﾟﾜｰ
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽｲﾝﾊﾞｰﾀ基盤技術を確立

インバータ比で変換損失低減の実証

インバータ革新的高度化基盤技術の確立

セキュア・プラットフォーム
プロジェクト

(H19～H21)

情報アクセス権限を統合し集中管
理する機構を導入した仮想化技術
の開発

ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰ遵守と視覚化の実現

強固な隔壁を持つ仮想サーバの構築

次世代低消費電力
半導体基盤技術開発＇MIRAI（

(H16～H22)

EUV露光における環境クリーン化
技術の開発

高精度なEUV露光技術の実現

最大反射率低下が10%以下汚染量明示

ｱｰｷﾃｸﾁｬで実現

デパプロで実現
配線方法の工夫

材料・構造の工夫

仮想化

冗長性を持たせる

情報セキュリティ向上 機密性の向上＇情報を漏らさない（

物理セキュリティ向上 各種ノイズ耐性向上

並列化＇ﾏﾙﾁｺｱ/ﾒﾆｺｱ（

システムによる実現

半導体による実現

設計・製造コストの削減

生産性向上 スループットを上げる
コストへの間接的

アプローチ

コストへの直接的

アプローチ

ヒト‐ モノ間

インターフェース
の円滑化

ヒト - ヒト間

インターフェース
の円滑化

入力手段の多様化 感覚での入力導入

思考の伝達

音声入力の導入

触覚の多様化

ファジー機能の開発

脳波測定と感情の関係性解明

出力手段の多様化

面積の減尐(微細化)

高さの低減
個別チップの小型化

空間利用効率の向上

計算処理機能の拡張性向上

新原理の活用(光など)

駆動部・センサ等の追加(MEMS等)

ﾘｺﾝﾌｨｷﾞｭﾗﾌﾞﾙﾃﾞﾊﾞｲｽの利用

チップへの記録手法の変更

チップの集積度の向上

新手法の改良

ﾁｯﾌﾟに計算以外の機能付加

チップ配置の工夫

出所：イノベーションプログラム基本計画、実施計画、技術戦略マップ2009、IT新改革戦略H18

高速不揮発メモリ機能技術開発
(H22～H24)

革新的な省エネ携帯情報通信機器
の実現

電源オフの状態を基本として、情報処理が
必要な時のみ電力を消費

ｸﾞﾘｰﾝｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ技術開発

次世代パワーデバイス開発

超高密度ナノビット磁気記録技術

次世代大型有機ELﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ基盤技術開発

ｻｰﾊﾞ抜熱およびｽﾄﾚｰｼﾞｼｽﾃﾑ技術開発

省エネ型ネットワーク技術

革新的省エネデバイス開発

50型フルHDパネルでの年間電力消費量
が現在の2/3以下のPDPの実現

立体構造新機能集積回路
＇ドリームチップ（技術開発

(H20～H24)
多機能高密度3D集積化設計技術と評価

解析技術の有効性実証

周波数特性可変のMCM 小型化実証

三次元回路再構成可能ﾃﾞﾊﾞｲｽのｱｰｷﾃｸﾁ
ｬ・ﾌﾟﾛｾｽﾌﾛｰの実証

積層技術等を利用した新三次元化
技術により、新たな機能の発揮と飛
躍的な性能向上を実現する立体構
造新機能集積回路技術を確立

ﾅﾉﾜｲﾔFETやｼﾘｺﾝﾅﾉﾜｲﾔの物性探求
ｼﾘｺﾝﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ上のⅢーⅤ族半導体ﾁｬﾈ

ﾙﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ等新材料探索

情
報
通
信
機
器
分
野

エネルギー使
用量の急激な

増加
ライススタイルの
変化に伴い増加
したエネルギー
消費は今後も継

続傾向

エネルギー資
源の不足

エネルギー資源
に乏しい日本は
、利用面におい
ても革新的な変
革で難局を乗り
切る必要がある

2030年まで
に最終エネル
ギー消費効
率を30％以
上改善

継続的な産業
競争力の強
化・確保

ＩＴの利活用の深
化・拡大を図り、
より豊かな国民
生活を実現する
とともに、我が国
の経済活力の向

上を図る

次世代半導
体の国際競
争を勝ち抜く
超微細化・低
消費電力及
び設計・製造

技術

ユニバーサル
デザイン化に
よる社会の改

革
高齢化、国際化
の進展等により
、年齢、性別、障
害の有無、国籍
等にかかわらず
多様な人々の安
心な生活を目指

す

相
乗

相
補

相
乗
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No.5 情報通信機器分野 ロジックツリー 詳細版

ボトムアップ

事業＇PRJ（事業目標 概要

技術＇国の事業（

＇Technology （

明記されていないが関係があると考えられるもの

本施策の事業として着手されていない課題

トップダウン
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ
＇背景（

実現上の課題

＇Function（

情
報
通
信
機
器
分
野

施策 目標

エネルギー使
用量の急激な

増加
ライススタイルの
変化に伴い増加
したエネルギー
消費は今後も継

続傾向

人
と
環
境
の
豊
か
さ
に
貢
献
す
る
先
進
的
情
報
通
信
技
術
の
開
発
・普
及

人
の
豊
か
さ
に
貢
献
す
る

(

人
に
優
し
い)

低コスト化

高性能化

ｱｰｷﾃｸﾁｬで実現

デバプロで実現

配線方法の工夫

材料・構造の工夫

配線自体の工夫(太い・短い・多い)

新材料の開発

仮想化

受送信手段の工夫＇光、無線など（

情報セキュリティ向上 機密性の向上＇情報を漏らさない（

物理セキュリティ向上 各種ノイズ耐性向上

高信頼化

省エネの達成

環
境
の
豊
か
さ
に
貢
献
す
る

(

環
境
負
荷
が
小
さ
い/ 

省
エ
ネ)

先
進
性
を
向
上
し
競
争
力
を
確
保
す
る

コストへの間接的

アプローチ

コストへの直接的

アプローチ

高速化の達成

大容量化の達成
＇小型化（

機能性・拡張性
の向上

送電における

省エネの実現

＇別の課の担当領域（

使用における

省エネの実現

内部要因に対する
信頼性向上

外的要因に対する
信頼性向上

ヒト‐ モノ間

ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽの

円滑化

ヒト - ヒト間

ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽの

円滑化

連携の

高度化

hp32nm~hp22nmCMOSトランジスタの技
術選択肢提示と確立

新材料ビア特性実証(hp32nm技術領域

(光等)新配線技術の指針提示

標準TEGの設計手法確立

特性ばらつき高耐性ﾃﾞﾊﾞｲｽ構造の提案

EUVLﾏｽｸ製作～露光工程基盤技術確立

並列化＇ﾏﾙﾁｺｱ/ﾒﾆｺｱ（

非IT機器の省エネの実現 家電の改良
直流系システムの実現

照明の改良

IT機器の省エネの実現

ﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝでの微細化＇リソグラフィ等（

＇従来の（交流系システムの改良

ﾎﾞﾄﾑｱｯﾌﾟでの微細化＇自己組織化等（

処理系の省エネ化

インタフェース系の省エネ化

要素デバイスで改良

全体設計で改良

通信系の省エネ化

表示系の省エネ化

要素デバイスで改良

全体設計で改良

チップの改良＇⇒処理系の省エネ化（

ネットワーク効率化(アーキテクチャ等)

光路の改良

事前対応の工夫

不良頻度の減尐

不良自体への対応

事後対応の工夫
フィードバック機構の活用

監視手法の工夫

冗長性を持たせる

安定に作動する材料・素子の開発

製造での歩留まり向上 材料・構造・製造工程そのものの改善

誤作動要因を排除する

規則化・共有する設計での歩留まり向上
欠陥・ミスをなくす

光源の改良

有機発光機構導入による改良

微細化による省エネ

システムによる実現

半導体による実現

面積の減尐

高さの低減
個別チップの小型化

空間利用効率の向上 基板上の空間利用率向上

チップ・パッケージ厚の低減

微細化

チップの集積度の向上

計算処理機能の拡張性向上

新原理の活用(光など)

駆動部・センサ等の追加(MEMS等)

ﾘｺﾝﾌｨｷﾞｭﾗﾌﾞﾙﾃﾞﾊﾞｲｽの利用

チップへの記録手法の変更 新手法の改良

出力手段の多様化

設計コストの削減
設計変更発生時のコストを下げる

生産性向上

製造コストの削減

材料コストの削減

不良によるロスの減尐

設計ミス発生時のコストを下げる

材料の利用効率を上げる

設計工数を下げる

入力手段の多様化 感覚での入力導入

思考の伝達

音声入力の導入

触覚の多様化

ファジー機能の開発

脳波測定と感情の関係性解明

基本設計の改良

突発事象への対応力向上

チップ配置の工夫

スループットを上げる
不良率を下げる

材料コストの削減

プロセスコストの削減

設備・工場コストの削減

製造工数の効率化

高機能ＬＳＩの実現に不可欠な半導
体構造の微細化に対応できる半導
体デバイス・プロセス基盤技術の
確立

高分解能二次元プラズモン評価技術実現

近接場光信号ｷｬﾘｱﾅﾉ構造新機能部材へ
応用・機能確認

透過率~75%偏光制御部材の試作・実証

有機EL照明光源の高演色性化技術実現

有機ELの寿命支配要因の解明

低コスト化促進製造プロセス技術の確立

光通信個別ﾃﾞﾊﾞｲｽ集積化対応特性実現

省エネ単一磁束量子ﾈｯﾄﾜｰｸ技術の実現

機器内光通信ｻﾌﾞｼｽﾃﾑとのｼｽﾃﾑ化実証

超高速光LAN-SANシステム用光NICに関
し省電力効果を実証

動作原理に近接場光を用いる新
機能部材の基盤技術、材料･加工
技術、光学特性評価技術開発

高効率・低コスト化を踏まえた有機
EL照明光源の高演色化技術を確
立

次世代高効率ネットワーク実現に
向けたデバイス基盤技術の確立お
よびシステム化の検証

低損失オプティカル
新機能部材技術開発

(H18～H22)

有機発光機構を用いた
高効率照明の開発

(H19～H21)

次世代高効率
ネットワークデバイス技術開発

(H19～H23)

住宅での省エネ効果10%以上を実証

直流配線と情報NW融合の価値の提示

直流システムの20%省エネ効果の提示

住宅導入時の安全性基準の提案

高精細・高画質な従来比１/２以下の低消
費電力型液晶ディスプレイの実現

ｸﾞﾘｰﾝｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ技術開発

次世代パワーデバイス開発

超高密度ナノビット磁気記録技術

次世代大型有機ELﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ基盤技術開発

ｻｰﾊﾞ抜熱およびｽﾄﾚｰｼﾞｼｽﾃﾑ技術開発

省エネ型ネットワーク技術

直流システムの技術開発と、省エ
ネルギー効果の実証を実施

高効率部材等の開発を行うことに
より、大画面かつ高精細・高画質
でありながら電力消費の尐ない次
世代液晶ディスプレイとしての基盤
技術を確立

将来のネットワークシステムに使
われるＬＳＩの低消費電力化に貢献
する極低電力回路・システム技術
を開発

次世代高効率エネルギー利用型
住宅システム技術開発・実証事業

(H21～H22)

次世代大型低消費電力
ディスプレイ基盤技術開発

(H19～H23)

グリーンＩＴプロジェクト
(H20～H24)

次世代半導体材料・
プロセス基盤プロジェクト

(H13～H22)

スピンRAM動作実証

新ｽﾄﾚｰｼﾞ・ﾒﾓﾘﾃﾞﾊﾞｲｽ設計技術の実証

(1 0 ｐs幅)不揮発性光ﾒﾓﾘ機能実証

スピン能動素子の実用可能性を実証

インバータ比で変換損失低減の実証

インバータ革新的高度化基盤技術の確立

ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰ遵守と視覚化の実現

強固な隔壁を持つ仮想サーバの構築

高精度なEUV露光技術の実現

最大反射率低下が10%以下汚染量明示

情報通信分野での革新的諸機能
を実現するための基盤技術の確
立、スピン不揮発性デバイス技術
の研究開発

SiCスイッチング素子を用いたﾊﾟﾜ
ｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽｲﾝﾊﾞｰﾀ基盤技術を確
立

情報アクセス権限を統合し集中管
理する機構を導入した仮想化技術
の開発

EUV露光における環境クリーン化
技術の開発

スピントロニクス
不揮発性機能材料技術開発

(H18～H22)

情報家電の高度化に資する半導体チップ
の開発

多機能高密度3D集積化設計技術と評価
解析技術の有効性実証

周波数特性可変のMCM 小型化実証

三次元回路再構成可能ﾃﾞﾊﾞｲｽのｱｰｷﾃｸﾁ
ｬ・ﾌﾟﾛｾｽﾌﾛｰの実証

hp45nm領域高生産性の実現・実証

低欠陥高品質GaN、混晶エピ層実現

有/無極性単結晶基板上FETの差違提示

３～４インチ無極性単結晶基板の実現

利用者の実生活を充実させる環境を提供

情報家電産業の国際競争力向上貢献

高機能システムLSIの開発

情報家電＇車載を含む（の高度化＇
多機能化、高性能化、セキュリティ
向上等（を実現できる半導体チップ
技術の開発

積層技術等を利用した新三次元化
技術により、新たな機能の発揮と
飛躍的な性能向上を実現する立
体構造新機能集積回路技術を確
立

高機能システムLSIの実現に不可
欠な製造性を考慮したLSI設計技
術を開発し、我が国の半導体関連
産業の国際競争力強化

ハイパワー・超高効率の電力素子
などの作製に必要な窒化物半導
体結晶成長技術の確立

情報家電の使い勝手を向上させる
インターフェースデバイスの開発

産学連携による回路アーキテクチ
ャの開発

半導体アプリケーションチップ
プロジェクト

(H17～H21)

次世代プロセスフレンドリー
設計技術開発

(H18～H22)

立体構造新機能集積回路
＇ドリームチップ（技術開発

(H20～H24)

ナノエレクトロニクス半導体新材料・
新構造技術開発

(H19～H23)

情報家電センサー・
ヒューマンインターフェイスデバイス

活用技術の開発(H18～H20)

次世代回路アーキテクチャ技術
開発事業

(H20～H24)

パワーエレクトロニクスインバータ
基盤技術開発

(H18～H20)

セキュア・プラットフォーム
プロジェクト

(H19～H21)

次世代低消費電力
半導体基盤技術開発＇MIRAI（

(H16～H22)

出所：イノベーションプログラム基本計画、実施計画、技術戦略マップ2009、IT新改革戦略H18

ﾁｯﾌﾟに計算以外の機能付加
•日立・ルネサステクノロジによる「オンチップ温度･消費電力モニター技術」の開発

•民間がすでに取り組み中

•民間がすでに取り組み中

動作制御による省エネ 必要時のみ電力消費
革新的な省エネ携帯情報通信機
器の実現

高速不揮発メモリ機能技術開発
(H22～H24)

電源オフの状態を基本として、情報処理が
必要な時のみ電力を消費

革新的省エネデバイス開発

従来型ディスプレイの改良
＇LCD・PDP（

新型ディスプレイの採用 有機ELディスプレイの活用

変換ロスの低減

熱の低減

直流給電の採用

＇交流での（変換効率の向上

熱発生の抑制

放熱効率の向上

処理効率の向上 並列・集積処理

新材料を使う損失の低減

光化する

最適デバイスを分散活用

50型フルHDパネルでの年間電力消費量
が現在の2/3以下のPDPの実現

ﾅﾉﾜｲﾔFETやｼﾘｺﾝﾅﾉﾜｲﾔの物性探求
ｼﾘｺﾝﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ上のⅢーⅤ族半導体ﾁｬﾈ

ﾙﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ等新材料探索

エネルギー資
源の不足

エネルギー資源
に乏しい日本は
、利用面におい
ても革新的な変
革で難局を乗り
切る必要がある

2030年まで
に最終エネル
ギー消費効
率を30％以
上改善

継続的な産業
競争力の強
化・確保

ＩＴの利活用の深
化・拡大を図り、
より豊かな国民
生活を実現する
とともに、我が国
の経済活力の向

上を図る

次世代半導
体の国際競
争を勝ち抜く
超微細化・低
消費電力及
び設計・製造

技術

ユニバーサル
デザイン化に
よる社会の改

革
高齢化、国際化
の進展等により
、年齢、性別、障
害の有無、国籍
等にかかわらず
多様な人々の安
心な生活を目指

す

相
乗

相
補

相
乗
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• アウトプットを一つのシステムに集約できれば、よ
り良いシステムが実現できる可能性あり。

– 対象となる複数事業は、同じ用途で同じ技
術課題に、それぞれ別の技術階層の打ち手
でアドレス

– 従い、それぞれのアウトプットを集約できれ
ば、より省エネなデータセンタを実現できる
可能性あり

多数
＇上述の通信LSI
開発など（

微細化など

データ
センタの
省エネ

グリーンITプロジ
ェクト

＇H20-H24（

省エネ型ネットワ
ーク＇ルーティン

グ（など

ﾈｯﾄﾜｰｸ
階層での
技術開発

ﾃﾞﾊﾞｲｽ
階層での
技術開発

次世代高効率ネ
ットワークデバイ
ス技術開発
＇H19-H23（

機器内光伝送な
ど

ｼｽﾃﾑ
階層での
技術開発

• アウトプットを一つのシステムに集約できれば、よ
り良いシステムが実現できる可能性あり。

– 対象となる複数事業は、同じ用途で同じ技
術課題に、別の技術打ち手でアドレス

– 従い、それぞれのアウトプットを集約できれ
ば、より省エネなディスプレイを実現できる
可能性あり

– 後者の事業はLCD以外にPDPも対象として
いるため、現在は連携は図っていないが、
アウトプットレベルではその可能性もある

ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ

低損失オプティカ
ル新機能材料技

術開発
＇H18-H22（

次世代大型低消
費電力ディスプレ
イ基盤技術開発
＇H19-H23（

画像表示技術な
ど

偏光板技術

LCDの
省エネ化

次頁

• すでに終了したプロジェクトの成果を転用すること
で、技術的な連携を確立済み

– すでに終了している「パワーエレクトロニクス
インバータ基盤技術開発」ではSiCを用いた
高効率インバータ開発を実施

– 「グリーンITプロジェクト」ではSiCを用いた
高効率パワーデバイスを開発予定

– 後者の事業では前者の開発成果をうまく活
用しており、技術的な連携を図っている

パワー
デバイス

パワーエレクトロ
ニクスインバータ
基盤技術開発
＇H18-H20（

シリコンカーバイドなどを用い
た高効率なインバータ開発

グリーンITプロジ
ェクト

＇H20-H24（
※左記技術はH21-

H22で開発

シリコンカーバイドを用いた低
損失且つ高耐圧なパワーデバ

イス開発

No.5 情報通信機器分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性＇１（

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

Market Function Technology
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• 複数の不揮発メモリ方式に取り組んでいるが、そ
れぞれの位置付けは明確化されている

– 不揮発性メモリに関して、2事業が異なる方
式の開発を推進

– DRAM代替は短期的、スピンRAMは長期的
な成果を目標としている

不揮発性
メモリ

スピントロニクス
不揮発性機能材
料技術開発
＇H18-H22（

スピンRAM

高速不揮発メモリ
機能技術開発
＇H22-H24（

DRAM代替

Market Function Technology

No.5 情報通信機器分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性＇２（

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

前頁

• 複数のディスプレイ方式に取り組んでいるが、それ
ぞれの位置付けは明確化されている。

– 省エネ型ディスプレイに関して、2事業がそ
れぞれLCD・PDP、有機ELと、異なる方式
の開発を推進しているが、LCD・PDPはTV

用途を想定し、有機ELはﾓﾆﾀｰ用途を想定

＇なお、LCDとPDPの双方に取り組んでいる
のは、PDPは一定の市場規模があり産業と
して重要であるが、まだ十分な省エネ性能
が確立されていないため（

– また、LCD・PDPは短期的、有機ELは中長
期的という位置付け

グリーンITプロジ
ェクト

有機EL

次世代大型低消
費電力ディスプ
レイ基盤技術開

発

省エネ化
TV向け
ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ

PDP

LCD

省エネ化
ﾓﾆﾀｰ向け
ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ
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No.5 情報通信機器分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

未着手領域の

明確化

施策の括り方の

見直し

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

• 市場ニーズがある未着手領域も散見されたが、すでに民間が取り組み中。今後市場ニーズと技
術スペックに乖離が起こることがないか、継続的にwatchしていくことが有効

– 信頼性は、今後自動車や医療におけるエレクトロニクス化の進展とともに、ますます高い市
場要求が想定される

– すでに民間も取り組んでいる領域であるが、ﾄﾞﾘｰﾑﾁｯﾌﾟプロジェクトの成果＇リコンフィギュラ
ブル（が活かせる可能性もあり

– 現状の技術スペックと将来的な市場要求に乖離が大きい場合や、自動車・医療のエレクト
ロニクス市場の新市場創出などの効果が期待できるならば、国家関与の必要性もありうる

対象の市場課題 ロジックツリーの分析結果および示唆

• 各省庁の管轄領域を意識しつつも、境界領域は積極的に連携していくことが必要

– 文部科学省では次世代デバイスに加え、システム系の研究開発も推進

– 総務省では「ナノ技術を活用した超高機能ネットワーク技術の研究開発」にて超高効率・省
電力インターフェース技術等の研究開発等、ネットワーク技術と“デバイス技術”の連携を
見据えた研究開発を行っており、METIが関与しているデバイス層に深く関係してきている

⇒次頁以降にて他省庁の事例をもとに深掘検討

新原理の活用
(光など)

大容量化の達成

＇小型化（

ネットワーク効率化
(アーキテクチャ等)

使用における

省エネの実現

• 今後も国家間の半導体開発競争は激しいことが予測されるため、その半導体開発競争状況を把
握・明確化した上で、国としての中長期的なアクションを検討していくことが有効

– 半導体開発ロードマップITRSが国際的な研究開発指針として存在しているように、海外で
も精力的に研究開発が実施されており、特にIMECは欧州半導体業界の地位低下を受け、
今後より一層の資金投入を計画している

– また、intelなどの個別プレイヤも、企業主体で先進的な研究開発を実施している

新材料の開発
高速化の
達成

大容量化の達成

＇小型化（

面積の減尐
(微細化)

・・・
・・・

他省庁との比較

諸外国との比較

既存の事業でカバーされて
いない課題について、新たに

事業を企画

すべきか？

民間との比較

• 多くの領域において民間による研究開発事例も散見されるため、国家プロジェクトとして取り組む
意義については今後も引き続き検討していくことが重要

– 現在は「すでに企業が取り組んでいる事業の後押し」や「大学などの研究機関と企業が組
んでの技術実用化の支援」などの視点から、取組み意義を検討している

– なお、大手エレクトロニクスメーカにヒアリングしたところ、「日本として活かすべき資産や守
るべき資産など、“国としての適合性”を改めて再考し、それを起点とした戦略を描くことを
期待している」とのコメントが寄せられた

大容量化の達成

＇小型化（

面積の減尐
(微細化)

駆動部・センサなど
の追加(MEMS)

機能性・拡張性の
向上

・・・
・・・

国と民間の役割分担の観点
から施策への反映はないか

？

市場ニーズを踏まえると施策
の粒度、各事業の紐づきは
現状のままでよいか？

分析・考察の視点

他省庁の取組みとの整合性
の観点から施策への反映は

ないか？

諸外国との国際競争力上の
観点から施策への反映はな

いか？

• システム全体設計が問われる時代の到来を見越し、省内他課・他省庁との連携を図っていくこと
が重要

– チップでの個別最適から、システム・ネットワークとしての全体最適が問われる時代が到来

– 上述のように、従来ネットワークレイヤを担当していた総務省は、 「ナノ技術を活用した超
高機能ネットワーク技術の研究開発」ではデバイスレイヤの研究にも着手

– また、民間では従来デバイスを事業ドメインとしていたintelやクアルコムが、ネットワークレ
イヤやシステムレイヤの研究にも着手

文部

科学省

総務省

Intel

など

IMEC

など

東芝

など

日立

など

内部要因に
対する信頼
性向上

冗長性を持たせる

外的要因に
対する信頼
性向上

各種ノイズ耐性
向上

信
頼
性
向
上

NECエレ

など

ルネサス

など

次世代の
情報通信

ネットワーク階層

デバイス階層

システム階層

総務省

経産省

文科省

ﾄﾞﾘｰﾑ

ﾁｯﾌﾟ
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No.5 情報通信機器分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析＇他省庁比較の詳細（

他省庁との関係性に注視すると、文部科学省との間では“基礎⇒応用”における連携体制、総
務省との間では“技術領域間”における連携体制を確認する必要があるか＇要確認（。

他省庁との比較

他省庁の動向 分析結果および示唆他省庁の具体的事業＇主要例（ 経済産業省事業との関連性 経済産業省 他省庁

文
部
科
学
省

デバイス

• 主にはポストシリコンを
見据えた基礎的な研究
開発を積極展開

• 基礎⇒応用における連携を図っている

– 技術領域は近いが、文部科学省は基礎寄りを、経
済産業省は応用寄りを担当

– 委員会などで、互いの連携を図っている

– 過去には、文部科学省で開発されたEUVを経済産
業省側の事業で活かしたような連携もあり

システム

• 情報システムの省エネ化
のための研究開発に着
手

• スピントロニクスでは開発領域の住み分けを行なうととも
に、緩やかな連携体制を構築している

– 文部科学省・経済産業省ともにスピントロニクスの
研究開発を実施しているが、領域は住み分け

– 委員会などで、互いの連携を図っている

総
務
省

• 非シリコンデバイス系材料を基盤とし
た演算デバイスの開発

• 超高密度情報メモリの開発
• ナノ計測・加工技術の実用化開発
• 極端紫外＇EUV（光源開発等の先進半
導体製造技術の実用化

など多数

• 高機能・超低消費電力コンピューティン
グのためのデバイス・システム基盤技
術の開発
⇒速度・消費電力の限界を打破するス
ピンデバイスの基盤技術を開発 高速不揮発メモリ機能技

術開発

スピントロニクス不揮発
性機能材料技術開発

文部科学省
＇デバイス・システム基盤

技術の開発（
省エネ化ストレージ

スピンデ
バイスに
よる省エ
ネ化

DRAM代替ベースで
の省エネ化

MIRAIプロジェクトなど

文部科学省
＇EUV光源開発（

微細化半導体

文部科学省
＇非Siデバイス系など（

ﾅﾉｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ半導体新材
料・新構造開発

トップダウンでの
微細化

＇リソグラフィーなど（

ボトムアップでの
微細化

＇自己組織化など（

システム・ネットワーク

• 注力領域であり、様々な
技術開発を推進

• システム・ネットワークレイヤでは互いに類似した領域に
取り組んでいるが、重複がないように調整している

– 経済産業省はシステムレイヤの研究開発に着手

– 総務省も一部ではデバイス技術の開発も実施

– 予算要求時などに互いに議論をすることで、重複
が起こらないように調整している

• ナノ技術を活用した超高機能ネットワ
ーク技術の研究開発

• 消費エネルギー抑制ホームネットワー
ク技術の研究開発

• ｾｷｭｱｸﾗｳﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ技術の研究開発
• 低消費電力型通信技術等の研究開発

など多数

デバイス

• 注力領域ではないが、一
部近しい分野の研究開
発を実施

• 高速・高品質な無線通信実現のため
のICチップレベルの低ノイズ化技術の
研究開発

• 総務省とは無線・有線といった領域の違いがある

– ともに通信向けLSIの研究開発を実施

– 現状は経済産業省は光通信＇有線（を、総務省は
無線通信を実施するという形の住み分けになって
いる＇電波を管轄するため（

次世代高効率ネットワー
クデバイス技術開発

など
通信向け
半導体

総務省
＇ICチップ低ノイズ化（

光通信向け

無線通信向け

省エネ化ネットワーク
やクラウド

総務省＇低消費電力型（

総務省＇ナノ技術（

グリーンITプロジェクト

次世代高効率ネットワー
クデバイス技術開発

：

ルーティング

インターフェイス

サービス＇含むｿﾌﾄｳｪｱ（

• 注力領域であり、様々な
技術開発を推進

• 大規模仮想化サーバ環境下における
情報セキュリティ対策技術の研究開発

など

• セキュリティ関連では複数の省庁・課が関係するが、情
報通信機器課としては基本的にはHWを担当するという
スタンスを明確に持っている

– 総務省は以前よりセキュリティの研究開発を推進

– 経済産業省もセキュリティの研究開発に着手。但
し、アクセス制御などは基本的には情報処理振興
課が担当している＇情報通信機器課はHW（

セキュア・プラットフォー
ムプロジェクト

データセンタ
など

総務省
＇大規模仮想化サーバ（
※H22からのため詳細不明

セキュリティ
向上

ポリシーの視覚化

セキュリティレベル可
視化

メモリ

ロジック
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参考（ No.5 情報通信機器分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析 文部科学省＇ナノテク（

文部科学省はナノテク領域において、ポストシリコン等を見据えた基礎研究に注力。経済産業省
が主眼を置く応用開発との間のスムーズな連携が必要となるか。

文部科学省

ナノテク領域
＇主にデバイス（

ナノテクノロジー・材料を
中心とした

融合新興分野研究開発

元素戦略

非シリコンデバイス系材料を基盤とした演算デバイスの開発

超高密度情報メモリの開発

バイオナノテクノロジー研究拠点の形成

ナノ環境機能触媒の開発

組織制御構造体の開発

ナノテクノロジーを活用した新しい原理のデバイス開発

ナノテクノロジーを活用した人工臓器の開発

超高感度NMR＇核磁気共鳴装置（の開発

ナノ計測・加工技術の実用化開発

極端紫外＇EUV（光源開発等の先進半導体製造技術の実用化

次世代型燃料電池プロジェクト

次世代の電子顕微鏡要素技術の開発

先端研究施設共用イノベーション創出事業

ナノテクノロジー共通基盤技術の開発

ナノスケール新物質創製・組織制御

ナノテクノロジーを活用する情報通信材料の開発

ナノテクノロジーを活用するバイオ材料の開発

環境・エネルギー材料の高度化のための研究開発

高信頼性・高安全性を確保する材料の研究開発

次世代ナノサイエンス・テクノロジー研究、電子複雑系科学研究

エキゾティック量子ビーム研究、物質の創成研究

先端技術研究＇物理科学研究（、物質科学研究＇量子材料研究（

時空間機能材料研究、単量子操作研究

エクストリームフォトニクス研究

分子アンサンブル研究

医療に向けた化学・生物系分子を利用したバイオ素子・システムの創製

経済活性化のための
研究開発プロジェクト

＇リーディング・プロジェクト（

物質・材料研究機構

理化学研究所

科学技術振興機構

出所：平成20年版 科学技術白書「ナノテクノロジー・材料分野の主な研究課題＇平成19年度（ 」など

• 資源問題解決の決定打となる希尐資源・不足資源代替材料革新技術」の研究開発

• 世界に先駆けて、Siの限界を打ち破る、超高性能の次世代の論理演算デバイスの研究開発

• 10～100テラビット平方インチ級の超高密度情報メモリ開発

• ライフ・環境・情報通信分野に役立つバイオナノテクノロジーの研究開発を行う

• ナノスケールで構造設計・制御された革新的な触媒の研究開発

• 材料の設計、加工、製造技術を駆使した、組織制御に基づく高機能な高比強度構造体

• タンパク質の自己組織化を利用し、超小型のデバイス作製手法の確立

• 生体適合性材料・五感センサー等を開発

• 新たな方式のNMRシステムとそのアプリケーション技術

• 先端産業を先導するナノ計測・加工技術＇近接場光リソグラフィーなど（

• EUV光源の物理機構の解明とEUV光源の実用化に必要な基盤技術の開発

• 高温運転型次世代固体高分子形燃料電池の実現

• 次世代の電子顕微鏡開発に対応するための要素技術を開発

• 大学、独立行政法人等の研究機関が有する先端的な施設・機器の共用化

• ナノ機能組織化技術開発の研究など

• ナノチューブ・ナノシートの創製と機能発現に関する研究等

• 22nm以細の半導体関連材料・デバイス開発を阻む物理の解明など

• 新規医療デバイス・システムや次世代再生医療技術等

• 低環境負荷、省資源、省エネルギー負荷、環境浄化等に対応する材料を開発

• 材料利用に資する基盤技術の構築

• 電子複雑系の高度機能と新規物性を探索

• 高感度高分解能の表面磁性計. 測技術の確立

• N / A

• ナノレベルの物性・機能計測、制御等

• 生体イメージングなど

• 分子システムの統一的原理を構築

• 生体分子の動作原理等を活用した各種の機能性材料、生体適合性材料等の開発

研究開発事業 事業の概要事業の位置付け

経産省と連携

経済産業省の事業と類似性がある事業
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参考（ No.5 情報通信機器分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析 文部科学省＇情報通信（

文部科学省は情報通信領域において、システム開発を推進。両者ともにスピンデバイスの研究
開発を行なっているが、経済産業省は応用寄りの研究開発を担当しているという位置付けか。

文部科学省

出所：文部科学省「情報通信分野の研究開発の推進＇平成22年度要求（」

情報通信領域
＇主にシステム（

次世代スーパーコンピュータの開発･利用

次世代スーパーコンピュータ戦略プログラム準備研究

次世代スーパーコンピュータの運用等に係る経費

イノベーション創出の基盤となるシミュレーションソフトウェアの研究開発

情報基盤戦略活用プログラム

e-サイエンス実現のためのシステム統合・連携ソフトウェアの
研究開発

革新的実行原理に基づく
超高性能データベース基盤ソフトウェアの開発

Web社会分析基盤ソフトウェアの研究開発

高信頼ソフトウェアの技術開発プログラム

デジタル・ミュージアムの実現に向けた研究開発の推進

計算科学技術の
飛躍的発展による
研究開発の革新

世界トップレベルの
基礎研究シーズの
実用化への橋渡し

情報科学技術を用いた
科学技術・学術研究の

基盤構築

高機能・超低消費電力コンピューティングのための
デバイス・システム基盤技術の研究開発

研究開発事業 事業の概要事業の位置付け

• 世界最先端・最高性能の「次世代スーパーコンピュータ」の開発・整備及びこれを最大限利活
用するためのソフトウェアの開発・普及等を総合的に推

• 次世代スパコンでブレークスルーが期待できる分野(戦略分野)における研究開発を戦略的・重
点的に実施する「戦略プログラム」の準備研究

• 次世代スーパーコンピュータ施設の維持管理・運営等を行う。平成22年５月の建屋完工後に
発生する、建屋の維持管理費用及び電気・ガス等のユーティリティ費用等

• 産業界のニーズに的確に対応した複雑・大規模シミュレーションソフトウェアの研究開発

• 大規模・複雑化しているシステムの信頼性を高めるため、革新的な基盤ソフトウェア開発を行う

• 文化等を五感でインタラクティブに鑑賞･体験するシステムを構築するための技術の研究開発

• 速度・消費電力の限界を打破する、超高速で低消費電力のスピンデバイス・回路＇ロジックイン
メモリ等（の基盤技術

• ストレージの高速化と大容量化の壁を打破する高速大容量ストレージシステムの基盤技術

• 数多くの研究機関に分散する計算資源やWeb上に分散する情報を融合させ、研究等に効率
的に利用することを可能とするための基盤技術開発

• 国に分散する様々なコンピュータを、ユーザがそのニーズに応じてシームレスに利活用するこ
とを可能とするためのソフトウェアを開発

• データベース実行原理の革新により、飛躍的な性能向上を達成する超高性能データベース基
盤ソフトウェアの研究開発

• Web上の情報を効率よく収集、蓄積し、高度な分析を行う技術の開発

経済産業省の事業と類似性がある事業
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参考（ No.5 情報通信機器分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析 総務省＇サービス（

総務省はサービスレイヤにおける研究開発を積極展開。経済産業省情報通信機器課としては
同レイヤはさほど手掛けていないが、一部セキュリティ領域では類似事業を実施。

総務省

サービスレイヤ
＇含む、要素
ソフトウェア（

事業の位置付け 研究開発事業 事業の概要

次世代ＧＩＳの実用化に向けた情報通信技術の研究開発 • ３次元ＧＩＳデータの圧縮技術、各種モバイル端末に適用できる空間データ適応管理技術及びモバイル端末向けの空
間データ伝送技術の研究開発

準天頂衛星システムの研究開発 • 衛星搭載原子時計と地上の原子時計群を正確に同期させる機構 等の開発

タイムスタンプ・プラットフォーム技術の研究開発 • 本標準時を利用して正確かつセキュリティの高いタイムスタンプを付与することができる「タイムスタンプ・プラットフォ
ーム技術」を確立

高度ネットワーク認証基盤技術の研究開発
• 電子証明書を活用して、ネットワークを通じたやりとりの安全性・信頼性を確保するとともに、高度な本人確認機能を
ネットワーク側に具備

認証機能を具備するサービスプラットフォーム技術 • －

オンデマンドＶＰＮ技術 • －

電子タグ高度利活用技術の研究開発 • 相互変換ゲートウェイ技術、セキュリティ適応制御技術、シームレス・タグ情報管理技術

モバイルフィルタリング技術の研究開発 • パソコン向けに実現している有害コンテンツのフィルタリング＇選択的遮断（機能を、モバイル＇携帯電話等（向けにも
実現すべく、研究開発を行う

次世代型映像コンテンツ制作・流通支援技術の研究開発 • ネットワークを活用してセキュアかつ効率的・効果的に編集・配信等を行う技術の研究開発を推進

情報家電の高度利活用技術の研究開発 • 自動認証型マルチデバイス連携・最適化技術、スケーラブル対応型ソフトウェア制御技術

経路ハイジャックの検知・回復・予防に関する研究開発 • 経路ハイジャックを検知・回復・予防するための研究開発

情報漏えい対策技術の研究開発 • 情報漏えいの対策のための被害の最小化、抑止・再発防止

ネットワークを通じた情報流出の検知及び
漏出情報の自動流通停止のための技術開発

• 漏出情報の無制限な拡散を防止できるよう、情報漏出の発生を迅速に検知すると共に、当該情報に係る通信をネット
ワーク内で遮断するための技術開発

情報の来歴管理等の高度化・容易化に関する研究開発 • 情報の取扱いに関する一連の記録＇来歴（を紙／電子といった媒体の区別なく統一的に管理することにより漏えい元
の追跡・特定を正確かつ容易に可能とするための技術開発

ユビキタス・プラットフォーム技術の研究開発
• いつでもどこでも誰でも、その場の状況に応じた必要な情報通信サービスを簡単に利用可能とするための端末技術、
ネットワーク技術の研究開発等

ユビキタスサービスプラットフォーム技術 • 携帯電話等と電子タグリーダー機能の融合を図るための小型・低消費電力型電子タグリーダーモジュール技術等の
研究開発

ユビキタス端末技術 • 状況に応じて必要なサービスを自動的に提供するための共通基盤技術等の研究開発

ユビキタス空間情報基盤技術 • いつでもどこでも詳細な場所を容易に特定するためのユビキタス空間情報基盤技術の研究開発

高齢者・障害者のためのユビキタスネットワークロボット技術の研究開発 • 特に高齢者や障害者を対象としたロボットサービスに必要な機能を実現

大規模仮想化サーバ環境における情報セキュリティ対策技術の研究開発 • 「プライバシー保護型処理技術」、「サーバ群の再構成高速化技術」及び「セキュリティレベル可視化技術」の開発

地域ICT安全・安心利活用推進交付金 • 地域の医療、介護、福祉、防犯、防災などの分野におけるＩＣＴの集中的な利活用を支援

電子行政ポータル等構築支援 • 地域情報プラットフォームを活用した住民向けポータルや複数の地方公共団体のバックオフィス連携に必要な連携基
盤等のモデルとなるものの開発・実証等

H15-

H16-

H17-

H18-

H19-

H20-

H21-

H22-

出所：総務省 研究開発事業一覧＇H16-H20（、平成21年度 情報通信技術の研究開発に係る提案の公募、平成22年度概算要求に係る事業等の事前評価実施など
＇但し、技術階層については弊社にて分類した＇デバイス、システム・ネットワーク、サービス＇含むソフトウェア（（（

経産省と連携

経済産業省の事業と類似性がある事業
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参考（ No.5 情報通信機器分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析 総務省＇システム（

総務省は＇特にネットワークに関連した（システムの研究開発を積極展開。しかしながら、同レイ
ヤについては経済産業省も研究開発事業を展開しているため、両者の連携は不可欠。

総務省

システム・
ネットワーク
レイヤ

事業の位置付け 研究開発事業 事業の概要

• 全ての機器が端末化する遍在的なネットワークを構築し、ネットワークがすみずみまで行き渡った社会の実現

• 100億個の端末を協調・制御するネットワークの実現に向けた研究開発

• 従来の１万分の１以下のリアルタイムな応筓・認証が可能なネットワークの実現に向けた研究開発

• ユーザの状況に応じて最適な通信サービス環境を自在に提供するネットワークの実現に向けた研究開発

• 空間的な多重化等も利用した超大容量伝送・中継技術、並列処理等による超高速・多機能ルーティング技術、ワイヤレスを含む種々の
ネットワークを統合するための超高効率・省電力インターフェース技術等の研究開発

• センサー同士の自律的な情報の流通を実現し、状況へのリアルタイムな対応を可能とするユビキタスセンサーネットワーク技術に関する
研究開発

• 通信量＇トラヒック（の急増やトラヒック交換の東京一極集中等に対応するための技術開発

• ユビキタスネット社会に適した国際的に高度な利便性及び安全性を有する通信プラットフォームを実現

• 新しい家庭向けサービスを実現するための共通制御プラットフォームの研究開発等

• ホームネットワークにより接続された多種多様なセンサーからの膨大な情報を効率的に管理し・分析し、端末や住宅設備の制御をするた
めの制御システムのミドルウェアの研究開発

• 各家庭のホームネットワークに対して、省エネ、快適、安心、安全など様々なサービスを提供できるようにするために必要な共通のプラッ
トフォームを実現

• サービス提供プラットフォームの実現に向けてテストベッドを構築し、サービス提供事業者、ユーザや産学の幅広い参加のもとで実証実
験

• 高速・高品質な信号伝送を実現するための光通信技術および、ネットワークの省電力化を可能とする技術の開発

• 100Gbpsを超える信号伝送を可能とする超高速光伝送技術の早期確立を目指し、キーとなる要素技術の研究開発

• 次世代の100GbイーサネットLANの低消費電力化を実現するための、省電力イーサネット方式の研究開発

• 安全性・信頼性等の課題の解決につながる「セキュアクラウドネットワーキング技術」の研究開発等を実施

• 高品質・高信頼なクラウドサービスを低コストで実現する「クラウド同期型ＩＰネットワーク基盤技術」を確立

• 逐次変化するクラウドシステムのリソース構成を追従・監視し、ネットワークも含めた最適なクラウドシステム環境を構築・運用する技術な
どに関する研究開発を実施

• センサ等から生じる膨大な情報の伝達・蓄積を多重化・最適化し、クラウドサービスの高信頼化、エネルギー効率向上を実現

• ルータ等のネットワークノード内の制御部の構成を抜本的に見直し、高速処理、消費電力低減を実現

• 必要な技術＇「ホームネットワーク技術制御技術」及び「ホームネットワーク共通制御プロトコル技術」（の研究開発

• 「高速イーサネット等のクライアント信号を効率的にノードに収容する技術」などの研究開発

• 数１０ギガビット級の通信速度によるデータ伝送を実現

• 「高信頼クラウドサービス制御基盤技術」及び「環境対応型ネットワーク構成シグナリング技術」の研究開発

• 「非線形高性能マルチユーザＭＩＭＯ多重化伝送技術」等の研究開発

• 「モバイル機器等に搭載可能なミリ波システム技術」等の超高速近距離無線伝送技術の研究開発

ユビキタスネットワーク技術の研究開発

超小型チップネットワーキング技術

ユビキタスネットワーク認証・エージェント技術

ユビキタスネットワーク制御・管理技術

ナノ技術を活用した超高機能ネットワーク技術の研究開発

ユビキタスセンサーネットワーク技術に関する研究開発

次世代バックボーンに関する研究開発

アジア・ユビキタスプラットフォーム技術に関する研究開発

消費エネルギー抑制ホームネットワーク技術の研究開発

ホームネットワーク高度電力制御技術

ホームネットワーク共通制御プロトコル技術

ホームネットワーク実証実験環境の開発

超高速光伝送システム技術の研究開発

デジタルコヒーレント光送受信技術

イーサネット向け超高速低電力光伝送技術

セキュアクラウドネットワーキング技術の研究開発

クラウド同期型次世代IPネットワーク基盤技術

クラウドサービス連携技術

インテリジェント分散処理技術

高速処理・省電力化を実現するネットワークノード構成技術の研究開発

次世代ホームネットワーク技術の研究開発

超高速光エッジノード技術の研究開発

光空間通信技術の研究開発

クラウド時代の高信頼・省電力ネットワーク技術の研究開発

次世代移動通信システムにおけるスマート基地局に関する研究開発

超高速近距離無線伝送技術等の研究開発

近距離無線伝送システムの高度利用に向けた周波数共用技術の調査検討 • 周波数共用技術等に関する調査検討を行い、必要となる技術的条件を明らかにする

H15-

H16-

H17-

H21-

H22-

出所：総務省 研究開発事業一覧＇H16-H20（、平成21年度 情報通信技術の研究開発に係る提案の公募、平成22年度概算要求に係る事業等の事前評価実施など
＇但し、技術階層については弊社にて分類した＇デバイス、システム・ネットワーク、サービス＇含むソフトウェア（（（

• ルータやスイッチなどインターネット等を構成するネットワーク機器の制御手法の簡素化及び省電力ルーティングプロトコルの導入等の研
究開発を実施低消費電力型通信技術等の研究開発＇エコインターネットの実現（

経済産業省の事業と類似性がある事業
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参考（ No.5 情報通信機器分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析 総務省＇デバイス（

総務省としてはデバイスレイヤはさほど注力していないように見受けられるが、一部類似近しい
分野の研究開発を実施。

総務省

デバイス・
セットレイヤ

事業の位置付け 研究開発事業 事業の概要

• 利用者が複雑な操作やストレスを感じることなく､誰もが安心して安全に情報通信を利用できる環境を実

• 対訳コーパスの高度化
• 翻訳精度の向上
• 音声認識精度の向上
• ネットワーク対応

など

• 様々な映像メディアに対して、子供から高齢者まで安全かつ安心して映像を視聴可能とするため、「脳の定量的評価
・解析技術」、「自律神経系の影響を同時に計測する技術」、また、「生体に影響のある映像を安全で快適な映像に変
換・軽減・防止する技術」、及び「ホーム端末画面で誰もが3次元映像を安心・安全に楽しめる3次元映像表示」を開発

• 人々の誘導や案内・情報提供が可能なネットワークロボットを実現するために必要となる基盤技術を確立

• 次世代の３次元映像＇裸眼大画面（及び究極の３次元映像＇ホログラフィ方式（を実現するための技術の研究開発を
緊急に実施するとともに、民間による３次元映像技術の研究開発を促進する支援技術の開発を行う

• 眼鏡なし、大画面、高画質、多視差の次世代３次元映像表示技術の確立

• 多くの３次元映像技術方式で利用可能な３次元映像コンテンツを自在に生成可能とする「高画質多視点３次元映像コ
ンテンツ制作技術など

ネットワーク・ヒューマン・インターフェースの総合的な研究開発

携帯電話等を用いた多言語の自動翻訳システム

映像が生体に与える悪影響を防止する技術

ネットワークロボット技術

眼鏡の要らない3次元映像技術の研究開発

次世代・究極3次元映像技術

3次元映像支援技術

高速・高品質な無線通信実現のためのICチップレベルの低ノイズ化技術の
研究開発

• 周波数の有効利用に資するため、ＩＣチップレベルのノイズ抑制技術を確立し、移動端末等における高速無線伝送を
実現

• 具体的には、ノイズ源から近接するＲＦ処理部及びアンテナ等への干渉低減、通信用半導体素子における高速信号
処理の品質向上、低消費電力化、正常動作の確保に貢献できる技術などを開発

H15-

H21-

H22-

出所：総務省 研究開発事業一覧＇H16-H20（、平成21年度 情報通信技術の研究開発に係る提案の公募、平成22年度概算要求に係る事業等の事前評価実施など
＇但し、技術階層については弊社にて分類した＇デバイス、システム・ネットワーク、サービス＇含むソフトウェア（（（

経済産業省の事業と類似性がある事業
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参考（NEDOロードマップ2009 半導体分野

SiCパワーデバイスの実用時期は2015年頃が目標。
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参考（NEDOロードマップ2009 半導体分野

スピントランジスタの実用時期は2018年頃、スピンメモリは’17年頃に8Gb達成が目標。
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エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

エネルギー
送電時
の効率化

新エネルギ
ー創出
＇利用（

エネルギー
発電時の
効率化

エネルギー
利用
効率化

使用時に
おける
効率化

分離膜を
利用しない

分離膜を利用

産業用水・浄
水処理

廃水・下水
処理

特
定
産
業
領
域

分離膜を
利用しない

窯業領域

金属領域

繊維領域

化学品・医薬品領
域

水処理領域

革新的膜分離技術の開発

無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の開発

技術＇Technology（

複数の処理方式
の組み合わせ

後段工程の
効率化

全体最適化

前段工程の
効率化

無曝気で放流レベルの水質
まで処理できる好気性廃水
処理技術の開発＇産業排水（

無加温で高効率に処理

できる嫌気性廃水処理

技術の開発＇生活廃水等（

前段と後段を組み合わせた

システム全体として安定的

かつ省エネな処理技術を開発

各工程での
システム
高度化

技術体系

技術体系

研究テーマ

①前段嫌気性処

理技術の開発

②後段好気性

処理技術の開発

③処理システムの

開発

研究テーマ

①RO膜の開発

②NF膜の開発

③分離膜の細孔計
測技術の開発お
よび標準化に向
けた性能評価手
法の開発

市場導入と

実用化の

円滑化

分離膜の
高性能化

有機無機ハイブリッド化の
メカニズム調査、構造解析

、モジュール設計

有機無機ハイブリッド膜、
ナノ多孔粒子/高分子複合

分離膜などで、性能評価が
可能な膜を形成し、課題の
明確化と基本技術を開発

細孔計測技術開発に向け
た陽電子寿命データの取
得、分離性能測定を実施

材料自体の
性能向上

高性能分離膜の
開発

＇膜透過加圧エネ
ルギーの削減（

分開幕の性能試験方法に
関する標準化に向けた
文献調査・ヒアリング

品質仕様の
策定

施策＇Market（ 機能＇Function（

産
業
施
設
分
野

領域横断的

副次的な課題出所：NEDO「省水型・環境調和型水循環プロジェクト」、「無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の開発」基本計画

環
境
制
約
の
克
服

CO2の
削減

No.06 産業施設分野 MFTツリー 革新的膜分離技術の開発・無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の開発

材料改良

システム
改良

分離膜を利用

材料改良

システム
改良
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国
際
競
争
力
の
強
化

水
処
理
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

副次的な課題

No.06 産業施設分野 ロジックモデル

廃水処理での

消費電力削減
水処理施設メーカ

無曝気・省エネルギー型
次世代水資源循環技術の開発

省エネルギーな
廃水処理システムの確立

③処理システムの開発事業期間H17~20

H17~H12総予算額

5.4億円

国

NEDO

民間団体等

交付

1/2補助

社
会
問
題
の
解
決

①前段嫌気性処理技術の開発

②後段好気性処理技術の開発

膜の低コスト化

省スペース化

膜メーカ
水処理システムの革新

＇低消費電力化以外（

事業期間H20

H20総予算額

2億円

国

民間団体等

委託

浄水処理での

消費電力削減
膜メーカ

革新的膜分離技術の開発

高性能分離膜の開発

性能評価手法の確立

①RO膜の開発

②NF膜の開発

③分離膜の細孔計測技術の

開発および標準化に向けた

性能評価手法の開発

 国が水処理分野の研究開発を後押しする理由
として、国内の膜メーカの国際競争力強化や水
処理システムの海外展開支援の意味合いがあ
る

 欧州などの土地の尐ない地域ではスペース制
約が存在し、活性汚泥法などの従来型水処理
システムの導入は難しい。そこに、国内メーカが
強みを持つMBR法の導入促進に向けた開発を
後押しできないか

 国が水処理分野の研究開発を後押しする理由
として、国内の膜メーカの国際競争力強化や水
処理システムの海外展開支援の意味合いがあ
る

 膜利用は従来の活性汚泥法などと比べ非常に
高価となっており、今後ニーズが増えると予想さ
れる新興国には現状のコストでは導入が困難な
状況

2020年頃

2020年頃

出所：事前評価書、NEDO基本計画。但し時間軸についてはNEDOロードマップをもとに作成



133

トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

事業目標 事業＇PRJ（ 概要目標

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

施策

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

河川水等の浄水工程におけ
る微量の有害物質、微生物
等の除去に係る水処理技術
のうち、分離膜による大幅な
省エネを実現する分離技術を
開発する

革新的膜分離
技術の開発

H20-H24

①RO膜の開発

②NF膜の開発

③分離膜の細孔計測技術の開発
および標準化に向けた性能評価手

法の開発

環境指導室にて、エネルギーイノベーションプログラムの「環境調和型水循環技術開発
」における、「省エネ型膜分離活性汚泥法＇MBR（技術の開発」、「有用金属・有害物
質の分離・回収技術の開発」、「高効率難分解性物質分解技術の開発」を実施中

所用動力が尐なく、汚泥発生
も尐ない嫌気性処理の利点と
、良好な処理水質が得られる
好気性処理の利点の双方の
特長を有し、かつ双方の欠点
を克服し、省エネルギー性に
優れた廃水処理技術の開発
を行う

無曝気・省エネルギー
型次世代水資源
循環技術の開発

H18-H20

①前段嫌気性処理技術の開発

②後段好気性処理技術の開発

③処理システムの開発

エネルギー送電時
の効率化新エネルギー創出

＇利用（

エネルギー発電時の
効率化

エネルギー利用
効率化

使用時における
効率化

利用・焼却段階

製
造
段
階

水処理領域
高性能分離膜の開発

＇膜透過加圧エネルギーの
削減（

窯業領域

分離膜を利用しない

分離膜を利用
産業用水・浄水

処理

廃水・下水処理

複数の処理方式の
組み合わせ

特
定
産
業
領
域

MBR技術の開発、有用金
属・有害物質の回収等

分離膜を利用しない

金属領域

繊維領域

領域横断的

化
学
品
・医
薬
品

領
域

ナフサ分解
工程

副生ガスの
低減

高性能ナノ多孔体分離膜
の開発

分離・精錬
ﾌﾟﾛｾｽ

工
程

特
化

工
程

横
断
的

高効率タンパク質膜の開
発

大気汚染の防止

水質汚染の防止

CO2の削減

土壌汚染の防止

水処理システムの
革新

低コスト化

高性能化
不純物除去機能向上
＇処理工程簡略化（

水処理フィルター
の高度化

超超純水用フィルター
の開発

高分子材料や無機材料を
用いた超極細繊維開発

化学課にてH21より、蒸留操作による分離・精錬プロセスの省エネルギー化に向けた
「規則性ナノ多孔体精密分離膜部材の開発」を実施中

化学課にてH18まで、「省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業」で
水処理用の無機有機材料による高強度複合中空糸膜が開発済み

化学課にてH18より、水処理システムや食品・医薬品製造に向けた超超純水用フィルタ
ー＇電界紡糸法を用いた超極細繊維（の開発が「先端機能発現型新構造繊維部材

基盤技術の開発」で実施中

環境指導室にて、「環境調和型水循環プラント実証事業」を実施中プラント構築による実証

プラント構築による実証

国土交通省では、分離活性汚泥法＇MBR（の本格的な普及促進に向け、H21より
「既設下水処理施設の改築における膜分離活性汚泥法適用化実証事業」及び「膜分離

活性汚泥法を用いたサテライト処理適用化実証事業」を開始

競
合

相
補

No.06 産業施設分野 ロジックツリー

相
補

相
乗
？

分離膜を利用 高性能分離膜の開発

プラント構築による実証

MBR技術の開発、有用金
属・有害物質の回収等

化学反応の
効率化

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

出所：イノベーションプログラム基本計画、技術戦略マップ2009、事前評価書・NEDO基本計画

省スペース化

膜の低コスト化

MBR技術の促進

産
業
施
設
分
野
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No.06 産業施設分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

2事業は対象とする水の濁度が異なるた

め、分離膜利用の有無に齟齬はないと
理解

• 浄水処理では、処理前の水がある程度
のきれいさであるため膜処理が有用

• 一方で廃水処理では、分離膜未利用の
方法で曝気エネルギーを使用する活性
汚泥法が中心であるが、曝気エネルギ
ーを必要としない分離膜未利用の方法
の効率化を図ることも有用。

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

分離膜を
利用

革新的膜分離技術の
開発

無曝気・省エネルギ
ー型次世代水資源循
環技術の開発

産業用水・浄水
処理

下水・廃水処理

高性能
分離膜の
開発

分離膜を
利用しない

分離膜を
利用

分離膜を
利用しない

複数の処
理システ
ムの組み
合わせ

独立
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No.06 産業施設分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、他原課との比較の観点で、今後の施策・事
業のあり方に関する有用な示唆を整理。

未着手領域の

明確化

民間や他省庁との比較/

施策の括り方の見直し

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

次頁

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ

他原課との

比較

省内の他原課との役割分
担の観点から施策への
反映はないか？

ロジックツリーの分析結果および示唆

• 化学課で開発済み、あるいは現在開発中の分離膜が想定用途において利用可能
かどうかの見極めが必要

– 化学課ではH18年までに「省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業」にて、水
処理用の無機有機材料による高強度複合中空糸膜が開発済みであり、この技術・製
品が本領域で利用可能かどうか＇の検討がなされているか（の確認が必要

– 同様に化学課においてH18より取り組み中の「先端機能発現型新構造繊維部材基盤
技術の開発」事業における水処理システム等に向けた超超純水用フィルター＇電界紡
糸法を用いた超極細繊維利用（や、H21より取り組み中の「グリーン・サステイナブル
ケミカルプロセス基盤技術開発」事業における規則性ナノ多孔体精密分離膜が、本領
域で利用可能となる分離膜であるかどうか＇の検討がなされているか（の確認が必要

• 下水・産業廃水処理では、MBR法で最大の課題となる省エネ性能を達成するため
の分離膜開発を行っている

– 「環境調和型水循環プロジェクト」の一環として実施

• 「環境調和型水循環プロジェクト」において、本原課と環境指導室が連携を図りな
がら技術開発を進めている

– 環境調和型水循環プロジェクトでは、産業施設課では「省エネ型膜分離活性汚泥法＇
MBR（技術の開発」及び「革新的膜分離技術の開発」を担当しており、環境指導室との
棲み分けが図られている

廃水処理

分離膜を利用

分離膜を
利用しない

無曝気・省エネ
ルギー型次世
代水資源循環
技術の開発

実施原課確認

水処理
ｼｽﾃﾑの
高性能化

高性能
分離膜開発

化学品製
造の省ｴﾈ

水処理ｼｽ
ﾃﾑの省ｴﾈ

高性能
分離膜開発

高性能
分離膜開発

化学課

産業施設課

水処理の
高度化

低消費電力化
• 低消費電力化以外の水処理システムにおける課題へのアプローチから、国内の
膜・水処理システムメーカの海外展開支援を行う必要はないか

– 膜利用は従来の活性汚泥法などと比べ非常に高価となっており、今後ニーズが増え
ると予想される新興国には現状のコストでは導入が困難な状況

– 欧州などの土地の尐ない地域ではスペース制約が存在し、活性汚泥法などの従来型
水処理システムの導入は難しい。そこに、国内メーカが強みを持つMBR法の導入促
進に向けた開発を後押しできないか

産業施設課

低コスト化 N/A

省スペース化 N/A
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No.06 産業施設分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、民間や他省庁との比較、施策の括り方の見直しからの観点で、今
後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

未着手領域の

明確化/

他原課との

比較

民間や他省庁

との比較

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

前頁

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ ロジックツリーの分析結果および示唆

• 国土交通省では下水道施設に導入するための実証、本原課ではMBR法の要素
技術開発という役割分担が明確になされている

– 国土交通省では、H21より「季節下水処理施設の改築における膜分離活性汚泥法適
用化実証事業」及び「膜分離活性汚泥法を用いたサテライト処理適用化実証事業」を
進めている。これらの事業は施設へ導入するための実証という位置づけ

– 本原課で進める、廃水処理システムに向けた分離膜を利用しない「無曝気・省エネル
ギー型次世代水資源循環技術の開発」は要素技術開発であり、国交省の施策との棲
み分けは明確

下水処理
の高度化

実証

要素技術開発

国土交通省

経済産業省

施策の括り方の

見直し

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

諸外国との比較
諸外国との国際競争力上
の観点から施策への反

映はないか？

• 国内メーカの海外進出支援に向けては、海外での水処理政策動向を見極めた上
で研究開発の目標・方向性を決定していく必要がある

– 浄水処理や下水処理に対しては、クリプト規制やリン・窒素の規制の厳格化が欧州や
北米で進みつつあり、膜ニーズが大きくなっている。また、中国を始めとするアジア市
場でも、水質悪化等により分離膜の需要はより高まってきている

• また、海外プレーヤの戦い方を念頭においた施策の策定が重要となってくると理
解

– 水処理関連市場では、国内プレーヤと海外プレーヤで戦い方＇レイヤー（が異なってい
る。国内プレーヤの海外進出支援を念頭においた施策では、この点を念頭においた検
討が必要

北米

欧州

アジア

○：強化・ニーズ大

N/A

浄水 下水

○ ○

○ ○

× ×

水質悪化へ
の対応

×

×

○

規制
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膜を利用するMBR法は、処理性能が高く省スペースである一方で、コスト高い。そのため、新興
国などの今後成長が期待されるマーケットへの導入が難しいのが現状。

MBR

＇膜利用（

活性汚泥
+砂ろ過・A2/O法

活性汚泥

◎

○

△

高
度
処
理

通
常
処
理

処理水質 イニシャルコスト

処
理
方
式

パフォーマンス比較

◎

○

△

BOD/COD/P/N SS/細菌類 大樹施設 小規模施設

△

○

◎

○

△

◎

但し、両者共規制はクリア可能
ただし処理後の水質はMBRがよい
＇特に、リン、SS、菌類（

大樹施設 小規模施設

△

○

◎

△

○

◎

○

△

△

スペース

○

○

安心感

○

ランニングコスト
＇エネルギーコスト（

MBRで
1/2程度

小規模中心に
入っていたMBR

の安心感が高く
なってきている

・・・パフォーマンス
関連の項目

・・・コスト関連の項目

凡例

膜では大規模
施設でのコス
トメリットが出
にくい

MBR30円/t、
CAS+砂ろ過で15円/t

地代、人件費
が高い地域で
はMBR有利

参考（No.06 産業施設分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析
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参考（NEDOロードマップ2009 グリーン・サステイナブルケミストリー分野

低環境負荷型＇省エネ・省資源（の廃水処理や次世代NF、RO膜の実用は2020年頃が目標。
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エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

エネルギー
送電時
の効率化

新エネルギ
ー創出
＇利用（

エネルギー
発電時の
効率化

エネルギー
利用
効率化

使用時に
おける
効率化

鉄鋼材の
消費用削減

高炉還元材比
の低減

鉄製造

チタン製造

特
定
産
業
領
域

窯業領域

金属領域

繊維領域

化学品・医薬品領
域

水処理領域

領域横断的

環
境
制
約
の
克
服

CO2の
削減

資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発

技術＇Technology（

研究テーマ

①革新的塊成物の組成・
構造条件の探索

②革新的塊成物の
製造プロセスの開発

③革新的塊成物による高炉
操業プロセスの開発

最適製造条件の確立デバイス開発

プロセス開発

実用化技術
開発

最適製造操業条件の

確立・処理能力の検証

高炉内装入物分布

技術の開発

シミュレーションモデルに
よる革新的塊成物仕様に
よる高炉操業評価

資源対応力の強化

基盤技術開発

技術体系

最適高炉操業
技術の開発

熱保存帯温度
の低下

低品位安価原
料の使用比率

向上資
源
制
約
の
克
服

石油資源

水資源

鉱物資源

探鉱開発の
推進

リサイクル
の推進

代替材料の
開発・使用
量低減

備蓄

材料構成の改良

モノの長寿命化

鉄

非鉄

施策＇Market（ 機能＇Function（

製
鉄
分
野

出所：NEDO「資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発」基本計画 副次的な課題

No.07 製鉄分野 MFTツリー 資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発

鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発

技術＇Technology（

No.07 製鉄分野 MFTツリー 鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発 革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発

鉄鋼材料の
高強度化

研究テーマ

①高級鋼材の革新的溶接
接合技術の基礎開発

②先端的制御鍛造技術の
基礎開発

③高級鋼材の革新的溶接
接合技術の開発

950MPa以上の高級鋼の溶

接を可能とする溶接技術と
材料技術の基盤確立

溶接技術開発

鍛造技術開発

実用化技術
開発

降伏強度1000MPa以上

を有する傾斜機能部材
の鍛造技術の基盤確立

950MPa以上の高級鋼

の溶接を可能とする溶接
技術と材料技術開発

降伏強度1000MPa以上

を有する傾斜機能部材
の鍛造技術の基盤確立

基盤技術開発

出所：事前評価書 副次的な課題

溶接技術開発

実用途への

応用

＇建造物（

鍛造技術開発
④先端的制御鍛造技術の

開発

研究テーマ

技術体系

技術体系

①新構造システム建築物の

開発・実証実験

鉄鋼部材の軽量化、高
強度化、省エネ等を実現
する構造システム建築

物の開発

構造物開発

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

エネルギー
送電時
の効率化

新エネルギ
ー創出
＇利用（

エネルギー
発電時の
効率化

エネルギー
利用
効率化

使用時に
おける
効率化

鉄鋼材の
消費用削減

高炉還元材比
の低減

鉄製造

チタン製造

特
定
産
業
領
域

窯業領域

金属領域

繊維領域

化学品・医薬品領
域

水処理領域

領域横断的

環
境
制
約
の
克
服

CO2の
削減

安
心
・安
全
の
担
保

精神的な害
を低減
＇安心（

肉体的な害
を低減
＇安全（

化学的な害
を抑制

物理的な害
を抑制

他から害を受ける際の防
御の高度化

害を加える際＇手術時（の
低侵襲化

モノの強度の
向上

施策＇Market（ 機能＇Function（

製
鉄
分
野

構造物の強度
向上

移動体の強度
向上

要
素
技
術
開
発

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発

環境調和型製鉄プロセス技術開発

技術＇Technology（

No.07 製鉄分野 MFTツリー 環境調和型製鉄プロセス技術開発

研究テーマ

①高炉からのCO2排出
削減技術開発

廃熱の最大限活用
化学吸着法

石炭ベースの
溶解プロセス

天然ガスの
適用

高炉ガスからの
分離

技術体系

副次的な課題

石炭ベースの
DR元プロセス

②高炉ガス＇BFG（からの
CO2分離回収技術開発

出所：NEDO「環境調和型製鉄プロセス技術開発」基本計画、日本鉄鋼連盟COURSE50委員会

CO2の分離・
固定

還元材に水素
を活用

その他の還元
プロセスからの

分離

吸収液抜本開発による

廃熱適用拡大

外部エネルギー活用の試算

物理吸着法

副生ガスの
所内活用

廃熱活用でのCOG改質効率
の改善

改質COGの活用に

ついて最適案を検証

電力の
間接適用

原子力

太陽光発電
風力

湿式電解法

バイオマス

環
境
制
約
の
克
服

CO2の
削減

施策＇Market（ 機能＇Function（

製
鉄
分
野

水質汚染の
防止

土壌汚染の
防止

大気汚染の
防止

製造プロセ
スでの

CO2削減

運搬プロセ
スでの

CO2削減

化学プロセスでの
CO2削減

燃焼プロセスでの
CO2削減

リサイクルプロセス
でのCO2削減

炭素による
還元

炭素以外によ
る還元

電力の直接利用

C-Neutralの活用層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

• 事業期間H21~23

• H22年度予算案

4.2億円

国

NEDO

民間団体等

交付

1/2助成

国
際
競
争
力
の
強
化

製
造
段
階
で
の

消
費
電
力
削
減

鉄生産時の

消費電力削減

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

副次的な課題出所：事前評価書、評価用資料、NEDO基本計画など

No.07 製鉄分野 ロジックモデル

製鉄メーカ

資源対応力強化のための
革新的製銑プロセス技術開発

最適製造条件の確立

最適高炉操業技術の開発

①革新的塊成物の組成・
構造条件の探索

②革新的塊成物の
製造プロセスの開発

③革新的塊成物による高炉
操業プロセスの開発

モノの長寿命化

加工メーカ＇鉄（

鉄鋼材料の革新的高強度・

高機能化基盤研究開発

溶接・鍛造の
基礎技術確立

③高級鋼材の革新的溶接
接合技術の開発

• 事業期間H19~23

• H22年度予算案

3.5億円

国

NEDO

民間団体等

交付

委託助成

社
会
問
題
の
解
決

①高級鋼材の革新的溶接
接合技術の基礎開発

②先端的制御鍛造技術の
基礎開発

最適製造操業条件の

確立・処理能力の検証

利
用
段
階
で
の

消
費
電
力
削
減

強
度
面
で
の

安
全
性
の
向
上

②先端的制御鍛造技術の
開発

溶接・鍛造の
実用化技術確立

革新的構造材料を用いた新
構造システム建築物研究開発

①新構造システム建築物の

開発・実証実験
高強度鋼の

建築物への応用技術確立
建設メーカ
鉄加工メーカ

耐障害物性の向上

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

建築物への

高強度鋼の利用

国

民間団体等

2/3補助

• 事業期間H17~20

• H17~H20総予算額

8.0億円
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

• 事業期間H20~29

• H22年度予算案

19.6億円

国

NEDO

民間団体等

交付

補助

国
際
競
争
力
の
強
化環

境
制
約
の
克
服

製鉄プロセスでの

CO2排出量削減

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

副次的な課題出所：平成21年度産業技術関連予算案の概要、NEDO基本計画など

No.07 製鉄分野 ロジックモデル

製鉄メーカ
プラントメーカ

環境調和型製鉄

プロセス技術開発

CO2の分離・固定

技術の確立

①高炉からのCO2排出
削減技術開発

②高炉ガス＇BFG（からの
CO2分離回収技術開発

社
会
問
題
の
解
決

還元剤への水素利用

技術の確立

電力の直接利用

C-Neutralの活用

 産業部門の中でもCO2排出量の多い製鉄プロ
セスの改善は、国として取り組む重要テーマ

 CO2排出量削減へのアプローチ方法として、炭

素以外の還元剤を利用する場合の、「電力の直
接利用」や「C-Neutralの活用」などの打ち手の

存在は意識しつつも、重要度・実現度の観点か
ら現在の2つの取組に絞って研究開発投資を
行っていると拝察される
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トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

事業目標

製
鉄
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

施策

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

肉体的な害を
低減＇安全（

エネルギー送電時
の効率化

新エネルギー創出
＇利用（

エネルギー発電時の
効率化

エネルギー利用
効率化

使用時におけ
る効率化

利用・焼却段
階

製
造
段
階

チタン製造

水処理領域

窯業領域
特
定
産
業
領
域

鉄製造 熱保存帯温度の低下

金属領域

繊維領域

領域横断的

化学品・医
薬品領域

高炉還元材比の低
減＇直接的（

鉄鋼材料の高強度化鉄鋼材の消費量削
減＇間接的（

大気汚染の防止

水質汚染の防止

CO2の削減

土壌汚染の防止

製造プロセスでの
CO2削減

製鉄プロセスでの
CO2削減

運搬プロセスでの
CO2削減

CO2の分離・固定炭素による還元

炭素以外による還
元

水素の活用

電力の直接利用
C-Neutralの活用

リサイクルプロセス
でのCO2削減

化学プロセスでの
CO2削減

探鉱開発の推進

リサイクルの推進

代替材料の開発・

使用量低減

レアメタルの備蓄

材料構成の改良

モノの長寿命化

鉄

非鉄

低品位安価原料の利用
水資源

鉱物資源

石油資源

構造物の強度向
上

移動体の強度向
上

他から害を受ける際
の防御の高度化

モノの強度向上

害を加える際＇手術時
（の低侵襲化

鉄鋼材料の高強度化物理的な害を抑制

化学的な害を抑制

精神的な害を
低減＇安心（

革新的塊成物＇低品位炭・
低品位鉱を近接配置（を
高炉に装入することにより
炉内反応を高速化・低温
化し、省エネルギーに資
する革新的製銑プロセス
技術の開発を行う

資源対応力強化の
ための革新的製銑
プロセス技術開発

H21-H23

①革新的塊成物の組成・
構造条件の探索

②革新的塊成物の
製造プロセスの開発

③革新的塊成物による高炉
操業プロセスの開発

プラント、構造物、自動車
等の高稼働率化、省エネ
ルギー化、長寿命化、安
心・安全を図るために、次
に挙げる鉄鋼材料の高強
度・高機能化の基盤技術
の研究を行う

鉄鋼材料の革新的
高強度・高機能化
基盤研究開発

H19-H23

①高級鋼材の革新的溶接
接合技術の基礎開発

②先端的制御鍛造技術の
基礎開発

③高級鋼材の革新的溶接
接合技術の開発

④先端的制御鍛造技術の

開発

建築物のメインフレー
ムに高強度鋼を用いる
ことで、鉄鋼部材の軽
量化、高強度化、非溶
接化に伴う部材のリユ
ース促進、製造・施工
の省エネ・省力化等を
狙い、震度７にも耐え
られる新構造システム
建築物を開発する

革新的構造材料を
用いた新構造

システム建築物
研究開発

H18-H20

①新構造システム建築物の開
発・実証実験

高炉ガスからの効率的な
二酸化炭素分離と炭素の
有効活用及び水素をコー
クスの一部代替として鉄
鉱石を還元する革新的製
鉄プロセスの開発を行う

環境調和型製鉄
プロセス技術開発

H20-H29

①高炉からのCO2排出
削減技術開発

②高炉ガス＇BFG（からの
CO2分離回収技術開発

H18~H20にかけてNEDOで行われた「エネルギー使用合理化技術戦略開発」に
おいて、「革新的省エネルギー型高炉プロセスの先導的研究開発事業」を実

施

相
乗

独
立

相
補

鉄鋼材の軽量化燃費の向上
輸送用機器
分野

車体の軽量化

マグネシウム合金の
高強度化

炭素繊維強化熱可塑性
プラスチックの開発

素形材産業室、繊維課にて、自動車の筐体・部品の軽量化をマグネシウム合
金

の利用やプラスチックの利用により実現を目指す、「マグネシウム鍛造部材技
術

開発プロジェクト」、「サステイナブルハイパーコンポジット技術の開発」事業が
進められている

相
乗

No.07 製鉄分野 ロジックツリー

H17~H20にかけて国土交通省において、「高強度鋼等の革新的構造材料を用
い

た新構造建築物の性能評価手法の開発」を実施

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

出所：イノベーションプログラム基本計画、技術戦略マップ2009、事前評価書・NEDO基本計画
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No.07 製鉄分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

製鉄プロセスで発生するエネルギー量・
CO2量の双方の削減により環境貢献を
目指している

• 製鉄プロセスで必要となるエネルギー量
を削減するアプローチにおいても、相乗
効果が期待できる事業を進めている

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

鉄製造
プロセス

資源対応力強化のた
めの革新的製銑プロ
セス技術開発

環境調和型製鉄プロ
セス技術開発

エネルギー使用
効率化

CO2の削減

直接的

鉄製造
プロセス

鉄鋼材料の革新的高
強度・高機能化基盤

研究開発
間接的

相乗 相乗

相補的な課題にアプローチする2事業で
あるが、独立で進められていると拝察

• 鉄鋼材料の高強度化に向け、要素技術
の開発と実用途への応用はともに必要
なアプローチ

• 但し2事業は独立に進められている施策
である模様

鉄鋼材料の
高強度化

鉄鋼材料の革新的高
強度・高機能化基盤

研究開発
H19-H23

革新的構造材料を用
いた新構造システム
建築物研究開発

H18-H20

要素技術
開発

実用途への
応用

独立

H20に終了した施策の成果を利用した施
策が組まれている

資源制約の
克服

資源対応力強化のた
めの革新的製銑プロ
セス技術開発

低品位安価
原料の使用
比率向上

革新的省エネルギー
型高炉プロセスの先
導的研究開発事業

（~H20）
相補



147

No.07 製鉄分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、他原課、民間との比較の観点で、今後の施
策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

未着手領域の

明確化

民間との比較

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

民間企業との役割分担の
観点から施策への反映

はないか？

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ

他原課との

比較

省内の他原課との役割分
担の観点から施策への
反映はないか？

ロジックツリーの分析結果および示唆

• 車体の軽量化に繋がる鉄鋼材料の軽量化を検討する際には、他原課の別アプロ
ーチとの位置づけを明確化する必要がある

– 現在、製鉄企画室において車体の軽量化に繋がる鉄鋼材料の軽量化に関する施策
は実施されていない

– 素形材産業室、繊維課では車体の軽量化に繋がるマグネシウム合金やプラスチック
の開発を進めているため、製鉄企画室として鉄鋼材料の軽量化に関する施策を実施
する際は、それら原課との位置づけを明確化する必要がある

• 国家プロジェクトとして取り組む意義は明確であるが、技術領域として民間企業と
の連携・棲み分けをうまくとる必要あり

– CO2排出量の非常に多い製鉄分野において、民間企業の個別の取り組みでは抜本
的な改革は不可能との認識から国家プロジェクトとしてエネルギー消費・CO2排出削
減への取り組みが行われている

– 一方で、民間企業でもCO2排出量の尐ない製鉄法や低品質材料を利用可能な製鉄
法の開発も進んでおり＇例：神戸製鉄所（、国家プロジェクトとして取り組むべき技術領
域を明確化する必要がある

• 複数アプローチの中で、最適なものを事業として進めていると理解

– 製鉄プロセスにおいてCO2の排出を削減する様々なアプローチの中から、環境調和
型製鉄プロセス技術開発事業にて最適なアプローチ＇あるいは取り組み易いアプロー
チ（が選定されているものと理解

鉄鋼材料の
軽量化

車体の
軽量化

マグネシウム合金の
高強度化

炭素繊維強化熱可塑性
プラスチックの開発

素形材
産業室

繊維課

製鉄プロセスでのCO2削減

環境調和型製鉄
プロセス技術開

発

神戸製鉄所

製
鉄
プ
ロ
セ
ス
で
の

C
O

2

削
減

CO2の分離・固
定

還元材に水素を
活用

環境調和型製鉄
ﾌﾟﾛｾｽ技術開発

高炉ガスからの
分離

副生ガスの所内
活用

天然ガスの

適用
N/A

その他の還元ﾌﾟﾛ
ｾｽからの分離

電力の直接利用

C-Neutralの活用

N/A

環境調和型製鉄
ﾌﾟﾛｾｽ技術開発

製鉄企画室
＇取り組みなし（

低品位安価原料の利用
＇高品質鉄鋼材料不足への

対応（

資源対応力強化
のための革新的
製銑プロセス技

術開発

神戸製鉄所

他省庁、諸外国

との比較

N/A

次頁
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No.07 製鉄分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、他省庁、諸外国との比較の観点で、今後の施策・事業のあり方に
関する有用な示唆を整理。

他省庁との比較

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

他省庁の取組みとの整合
性の観点から施策への
反映はないか？

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ ロジックツリーの分析結果および示唆

• 「革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発」事業は、国土交通省
他と連携した「府省連携プロジェクト」という位置づけで実施

– 革新的構造材料の建築物などへの応用は、経済産業省、国土交通省、文部科学省等
が連携した「府省連携プロジェクト」として実施されている

– なお、国土交通省では「高強度鋼等の革新的構造材料を用いた新構造建築物の性能
評価手法の開発」事業として実施されている

• 現在進めている要素技術開発である「鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤
研究開発」事業も、実用化フェーズでは他省庁との連携が重要になる

鉄
鋼
材
料
の

高
強
度
化

経済産業省

経済産業省

国土交通省
文部科学省

諸外国との比較

• 諸外国の取り組みも考慮した上で、取り組み領域が選定されているものと理解

– 国際的な場＇IISI（で世界規模での製鉄プロセスにおけるCO2削減の取り組みが検討
されており、経済産業省としても諸外国の取り組み動向を反映した上での領域設定が
なされているものと理解

諸外国との国際競争力上
の観点から施策への反

映はないか？

未着手領域の

明確化

他原課との

比較

民間との比較

要素技術開発

実用途＇構造物（へ
の応用

府省連携プロジェクト

前頁
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エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

エネルギー
送電時
の効率化

新エネルギ
ー創出
＇利用（

エネルギー
発電時の
効率化

エネルギー
利用
効率化

使用時に
おける
効率化

環
境
制
約
の
克
服

CO2の
削減

施策＇Market（ 機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

送電損失
の低減

高温超電導ケーブルの
利用

材
料
改
良

（
低
抵
抗
線
化
）

システム改良
＇直流化・系統安定化等（

高温超電導ケーブル実証プロジェクト

技術＇Technology（

研究テーマ

高温超電導ケーブルの
重要要素技術の検証

トータルシステム
等の開発

送電システム運転
技術の開発

実系統における
総合的な信頼性の実証

②超電導ケーブルの
適用技術標準化の研究

①
高
温
超
電
導
ケ
ー
ブ
ル
の
総
合
的
な
信
頼
性
研
究

ケーブル、中間接続部、

冷却システム等の

性能・機能検証

デバイス・モジュール
レイヤーでの
信頼性確保

システム

レイヤーでの

信頼性確保

総合的な
信頼性確立

線路建設、運転監視、

運用・保守方法など

技術確立

平常時/事故時および障害

復旧時等の高温超電導送電

システムの運転技術確立

１２ヶ月以上の
長期試験による総合的な

信頼性の検証

既存電力ネットワークとの

整合を取るための

適用技術の標準化

サービス

レイヤーでの

信頼性確保

各レイヤーでの
信頼性確立

実用化に
向けた

信頼性の確立

市場導入と
実用化の円滑化

技術体系

出所：NEDO「高温超電導ケーブル実証プロジェクト」基本計画 副次的な課題

低コスト化

No.08 非鉄金属分野 MFTツリー 高温超電導ケーブル実証プロジェクト

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

エネルギー
送電時
の効率化

新エネルギ
ー創出
＇利用（

エネルギー
発電時の
効率化

エネルギー
利用
効率化

使用時に
おける
効率化

環
境
制
約
の
克
服

CO2の
削減

施策＇Market（ 機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

技術＇Technology（

発電プラントの
効率向上

材
料
改
良

（耐
環
境
性
等
）

システム改良
＇廃熱回収など（

超高純度材料の利用

発電プラント用超高純度金属材料の開発

研究テーマ技術体系

①
超
高
純
度
金
属
材
料
の

低
コ
ス
ト
・
量
産
化
製
造
技
術
の
開
発

高耐久ルツボ・
耐火材の開発

低コスト原料の
利用

優位性確立

②
開
発
材
料
に
よ
る
部
品
製
造
技
術
の

開
発
及
び
実
用
性
評
価

新規精錬技術開発

高真空誘導溶解炉の
開発

超高純度金属材料の
開発

部材製造技術開発

材料自体の
耐環境性向上

実プラントによる
実用性評価試験

システムメリットの試算

低コスト原料を利用
した精錬技術の確立

不純物の溶出が尐なく、かつ

耐久性に優れる新規な

高純度ルツボ・耐火材の開発

低コスト化と不純物総量の

低減が可能な溶製技術の

確立

低コスト化

製造プロセスの
低コスト化

③を用いた超高純度Fe-Cr

系合金などの溶解特性
＇不純物濃度（評価

溶解技術の評価

接合、塑性加工、機械加工

等の部材製造技術の開発

周辺部材製造
技術の創出

実プラントでの試験運用・

データ収集

材料との
適合性評価

開発部材を用いた機器単体に

ついてのLCA 評価

システム全体の
LCA評価

材料自体の
性能向上

周辺部材の
対応

副次的な課題出所：NEDO「発電プラント用超高純度金属材料の開発」基本計画

No.08 非鉄金属分野 MFTツリー 発電プラント用超高純度金属材料の開発

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

エネルギー
送電時
の効率化

新エネルギ
ー創出
＇利用（

エネルギー
発電時の
効率化

エネルギー
利用
効率化

使用時に
おける
効率化

鉄製造

チタン製造

特
定
産
業
領
域

窯業領域

金属領域

繊維領域

化学品・医薬品領
域

水処理領域

領域横断的

環
境
制
約
の
克
服

CO2の
削減

高加工性チタン
の開発

施策＇Market（ 機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

歩留まりの
向上

技術＇Technology（

高機能チタン合金創製プロセス技術開発プロジェクト

研究テーマ技術体系

①高機能チタン合金開発

②革新的成形
プロセス開発作製したチタン合金の成形プロセス技術

高い強度と優れた成形・加工性を併せ持つ

チタン合金の設計及び、組織制御技術の開発

新デバイス
開発

プロセス
対応

副次的な課題出所：平成19年度エネルギー・環境政策事前評価書

No.08 非鉄金属分野 MFTツリー 高機能チタン合金創製プロセス技術開発プロジェクト

製
造
段
階

利用段階

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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No.08 非鉄金属分野 MFTツリー 希尐金属代替材料開発プロジェクト

希尐金属代替材料開発プロジェクト

①透明電極向けインジウム
使用量低減技術開発

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

出所：NEDO「発電プラント用超高純度金属材料の開発」基本計画 副次的な課題

②透明電極向けインジウム
代替材料開発

③希土類磁石向け
ディスプロシウム

使用量低減技術開発

④超硬工具向け
タングステン使用量
低減技術開発

⑥排ガス浄化向け
白金族使用量低減技術
開発及び代替材料開発

透明電極向け
インジウム
＇薄型テレビ（

⑦精密研磨向けセリウム
使用量低減技術開発
及び代替材料開発

⑤超硬工具向け
タングステン
代替材料開発

海外資源
確保

リサイクル
の推進

代替材料の
開発

備蓄

蛍光体向け
テルビウム・
ユーロピウム

⑧蛍光体向けテルビウム・
ユーロピウム使用量低減技術
開発及び代替材料開発

新規ターゲット組成の
スパッタプロセスでの支援技術開発

新規ターゲット組成開発
スパッタリング法

利用

新規組成ターゲットの
工業化技術開発

ITO中のIn量低減

ITO組成の薄膜化

新規ターゲットの
利用

既存ターゲット
のみの利用

ITO中のIn量低減

ITO組成の薄膜化
薄膜化スパッタ
技術開発

非スパッタリング法
利用

Ｉｎ使用量低減
技術開発

新規ターゲット
利用

既存ターゲット
利用

ナノインク塗布法の確立
静電塗布用
ナノインク開発

インクジェット法塗布用
ナノインク開発

Ｉｎ代替材料開発
酸化亜鉛系混晶材料の

利用
酸化亜鉛系混晶材料による
高性能透明電極用材料の開発

製膜技術の高度化 酸化抑制型マグネトロンスパッタ
製膜技術の開発

希土類磁石向け
ジスプロシウム

＇ハイブリッド自動車（

超硬工具向け
タングステン

排ガス浄化用触媒
向け白金族

＇重機・化学プラント（

精密研磨向け
セリウム

＇液晶ディスプレイ（

資
源
制
約
の
克
服

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

Dy使用量低減技術開発
永久磁石の
保持力向上 結晶粒の微細化

界面ナノ構造制御の実現

保持力発生機構の解明

磁石粒子の小型化

Nd2Fe14B 相と粒界相
との界面の状態制御Dy代替材料開発

タングステン
使用量低減技術開発

基材部分の材料代替

複合構造硬質材料化

ハイブリッド切削工具の開発

複合構造硬質切削工具の開発

サーメット及びコーティングの
基盤研究

切削工具用サーメット及び
コーティング技術の開発

耐摩耗工具用サーメット及び
コーティング技術の開発

タングステン
代替材料開発

新規サーキット基材及び
コーティング技術開発

実用途への応用

白金族使用量低減技術
開発及び代替材料開発

個別材料改良

全体システム最適化

白金族触媒の高度化・
代替技術の開発

触媒の部材化技術の開発

白金族触媒の製造工程等
システム全体の最適化

酸化Ce 砥粒の研磨メカニズムに関する
理論的解明及び理想的砥粒・スラリーの開発

砥粒・スラリー利用効率を高める
研磨プロセス技術の開発

デバイス技術

プロセス技術

セリウム使用量低減技術
開発及び代替材料開発

デバイス技術

プロセス技術

蛍光材料の高度化・
代替技術の開発

デバイス最適化および蛍光体使用量
低減製造プロセスの開発

テルビウム・ユーロピウム
使用量低減技術

開発及び代替材料開発

水資源

鉱物資源

石油資源

材料構成の
改良

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

H22年度より着手鉄

レアメタル
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

事業期間H19~23

H22年度予算案

4.2億円

国

NEDO

民間団体等

交付

委託

国
際
競
争
力
の
強
化

送
電
損
失
の
低
減

低抵抗線の利用

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

副次的な課題

No.08 非鉄金属分野 ロジックモデル

ケーブルメーカ
電気設備メーカ
電力会社

高温超電導ケーブル
実証プロジェクト

超電導ケーブルの導入に
向けた信頼性確立

高温超電導ケーブルの
重要要素技術の検証

トータルシステム
等の開発

送電システム運転
技術の開発

実系統における
総合的な信頼性の実証

②超電導ケーブルの
適用技術標準化の研究

①
高
温
超
電
導
ケ
ー
ブ
ル
の

総
合
的
な
信
頼
性
研
究

既存ケーブルの改良

発電プラントへの

超高純度金属材料の利用

発
電
時
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
化

鉄鋼メーカ

発電プラント用
超高純度金属材料の開発

新材料の低コスト化

新材料への周辺部材の対応

高耐久ルツボ・

耐火材の開発

新規精錬技術開発

高真空誘導

溶解炉の開発

超高純度金属

材料の開発

システムメリットの
試算

①
超
高
純
度
金
属
材
料

の
低
コ
ス
ト
・量
産
化

製
造
技
術
の
開
発

プラントメーカ

既存材料からの優位性確保

部材製造技術
開発

実プラントによる

実用性評価試験

②
開
発
材
料
に
よ
る

部
品
製
造
技
術
の

開
発
及
び
実
用
性
評
価

高機能チタン合金創製
プロセス技術開発プロジェクト

高機能チタン合金開発

革新的成形プロセス開発

歩留まりの向上
鉄鋼メーカ
成形メーカ 新チタン合金の普及

利
用
時
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
化

事業期間H17~22

H22年度予算案

0.7億円

国

NEDO

民間団体等

交付

委託

国

民間団体等

1/2補助

事業期間H17~20

予算不明

社
会
問
題
の
解
決

 電力会社各社では送電損失低減に向け、損失
の尐ない電線＇例：ヒレ付低ロス電線－東北電
力（の採用加速や開発を進めている。また、高
電圧化や直流化など、システムの改良による送
電損失低減に向けた取り組みも進めている

 一方で、超電導ケーブルは、送電損失低減に確
実に繋がるが実現時期が先になる技術＇性能・
評価試験段階（であるため、国家プロジェクトと
して民間企業の研究開発を後押しする意義が
存在する

‟25～‟30年頃
＇超伝導利用の場合（

出所：中間評価報告書、NEDO基本計画など。但し、時間軸はNEDOロードマップをもとに記述
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

事業期間H19~25

H22年度予算案：12.4億円

国

NEDO

民間団体等

交付

委託

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書、NEDO基本計画

No.08 非鉄金属分野 ロジックモデル

希尐金属代替材料
開発プロジェクト

民間業者

①透明電極向けインジウム
使用量低減技術開発

②透明電極向けインジウム
代替材料開発

③希土類磁石向け
ディスプロシウム

使用量低減技術開発

④超硬工具向け
タングステン使用量
低減技術開発

⑥排ガス浄化向け
白金族使用量低減技術
開発及び代替材料開発

⑦精密研磨向けセリウム
使用量低減技術開発
及び代替材料開発

⑤超硬工具向け
タングステン
代替材料開発

⑧蛍光体向けテルビウム・
ユーロピウム使用量低減技術
開発及び代替材料開発

＇ITO中の（In量低減

＇ITO（組成の薄膜化

新製法＇ナノインク塗布法（の
確立

酸化亜鉛系混晶材料利用
の実現

新材料利用製造
プロセスの開発

磁石粒子の小型化

界面の状態制御の確率

基材部分の
材料代替

複合構造硬質
材料化

新サーメットの開発

実用途への応用

個別材料改良

全体システム
最適化

デバイスの高度化・代替

プロセスの高度化

代替材料の実現

透明電極向け

インジウム

＇薄型テレビ（

希土類磁石向け

ディスプロシウム

＇ハイブリッド自動車（

超硬工具向け

タングステン

排ガス浄化触媒向け

白金族

＇重機・化学プラント（

精密研磨向け

セリウム

＇液晶ディスプレイ（

蛍光体向けテルビ

ウム・ユーロピウム

国
際
競
争
力
の
強
化

資
源
制
約
の

克
服

社
会
問
題
の
解
決
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希尐金属代替材料
開発プロジェクト

H19-H25

実用化に向けた開発

トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

事業目標

ナ
ノ
テ
ク
・部
材
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

施策

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

①透明電極向けインジウム
使用量低減技術開発

②透明電極向けインジウム
代替材料開発

③希土類磁石向けジスプロ
シウム使用量低減技術開発

④超硬工具向けタングステン
使用量低減技術開発

⑥排ガス浄化向け白金族
使用量低減技術開発及び代替材料開発

⑦精密研磨向けセリウム使用量
低減技術開発及び代替材料開発

⑤超硬工具向けタングステン
代替材料開発

⑧蛍光体向けテルビウム・ユーロピウム
使用量低減技術開発及び代替材料開発

ハイテク製品の製造に
不可欠で、世界的に需
給逼迫が懸念されるレア
メタルの省使用・代替材
料開発を行う

エネルギー送電時
の効率化

新エネルギー創出
＇利用（

送電損失の低減

エネルギー発電時の
効率化

発電プラントの
効率向上

超高純度材料の利用
＇耐環境性を高める（

材料改良
＇低抵抗線化（

システム改良

システム改良

材料改良

高温超電導ケーブルの利
用

エネルギー利用
効率化

燃焼効率の向上

直流化・分散電源化・
系統安定化等

燃焼効率の向上
廃熱回収等

使用時におけ
る効率化

大気汚染の防止

水質汚染の防止

CO2の削減

土壌汚染の防止

利用・焼却段階

製
造
段
階

チタン製造

特
定
産
業
領
域

鉄製造

歩留まりの向上 高加工性のチタン利用

金属領域

領域横断的

水処理領域

窯業領域

繊維領域

化学品・医薬
品領域

代替材料の開発

海外資源確保

リサイクルの推進

備蓄

水資源

鉱物資源 材料構成の改良鉄

レアメタル

石油資源

インジウム
＇薄型テレビ（

テルビウム・
ユーロピウム
＇蛍光体（

ジスプロシウム
＇ハイブリッド自動車（

タングステン
＇超硬工具（

白金族
＇排ガス浄化触媒（

セリウム
＇液晶ディスプレイ（

安価で高い加工性を有するチ
タンを実現するため、連続鋳
造等のプロセス技術の開発、
成形プロセス技術の開発を行
う

高機能チタン合金
創製プロセス技術開発

プロジェクト

H17-H20

①高機能チタン合金開発

②革新的成形プロセス開発

火力発電プラント等の信頼性
向上を図る観点から、蒸気配
管、圧力容器等の重要構造
部材への適用を目指し、耐久
性に優れた超高純度金属材
料の実用化技術を開発する

発電プラント用
超高純度金属材料の

開発

H17-H22

①超高純度金属材料の
低コスト・量産化製造技術の開発

②開発材料による部品
製造技術の開発及び実用性評価

高温超電導ケーブルや冷却
技術などを統合する高温超電
導ケーブルシステムを構築し
、超電導ケーブル単体だけで
はなく、線路建設、運転、保
守を含めたトータルシステム
の信頼性を実証するために、
実系統に連系した実証すると
ともに、革新的な高効率送電
技術の開発・検証を行う

高温超電導ケーブル
実証プロジェクト

H19-H23

高温超電導ケーブルの

重要要素技術の検証

トータルシステム等の開発

送電システム運転技術の

開発

実系統における

総合的な信頼性の実証

超電導ケーブルの

適用技術標準化の研究

文部科学省では元素戦略にて、「長期的な視野での希尐金属使用量削減に向けた取り
組み」を実施中

No.08 非鉄金属分野 ロジックツリー

早急な対応が必要な

鉱種を選定

経済産業省＇資源エネルギー庁（では、希尐金属の安定確保のために、「代替材料開
発プロジェクト」のみではなく、探鉱開発の推進＇JOGMEC：石油天然ガス・金属鉱物
資源機構（、リサイクルの推進＇鉱物資源課「希土類等高効率回収システム開発」（、

レ
アメタルの備蓄を、「非鉄金属の安定供給確保のための戦略」の中で進めている

電力基盤整備課において、大容量・高効率送電に向けたイットリウム系超電導電力機
器技術の開発＇超電導電力ケーブルや超電導変圧器を含む（を実施中

電力基盤整備課において、高効率ガスタービン実用化技術開発事業、噴流床石炭ガス
化発電プラント開発事業、先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発事業で発

電効率の向上に向けた取り組みが実施中

H12~H16の期間でNEDOにより進められた「交流超電導電力機器基盤技術研究開発
」

事業にて、高温超電導ケーブルが開発済み

相
乗

相
乗

相
補

電力基盤整備課において、系統安定化に向けた次世代送配電系最適制御技術の
開発を実施中

基盤技術創製

超電導ケーブルの
利用

既存ケーブルの
改良

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

出所：イノベーションプログラム基本計画、技術戦略マップ2009、事前評価書・NEDO基本計画

希土類磁石向けジスプロ
シウム代替材料開発

大きな技術課題はなく、国としての技術開発余地なし
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高温超電導ケーブル
実証プロジェクト

発電プラント用超高純
度金属材料の開発

高機能チタン合金創
製プロセス技術開発

プロジェクト

No.08 非鉄金属分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

「希尐金属代替材料開発プロジェクト」は、
本原課の他の施策とは目的が独立した
ものであると理解

• 希尐金属代替材料開発プロジェクトは、
エネルギー制約の克服ではなく資源制
約の克服に向けた施策であるという点で
他施策とは独立している

環境に貢献
する

希尐金属代替材料開
発プロジェクト

エネルギー
制約の克服

資源制約の
克服

独立

H16に終了した施策の成果を利用した施
策となっている

• H16に終了した「交流超電導電力機器基

盤技術研究開発」事業で開発した高温
超電導ケーブルの実用化に向けた信頼
性確立を現行事業にて進めている

送電損失の
低減

高温超電導ケーブル
実証プロジェクト

高温超電導ケ
ーブルの
開発

交流超電導電力機器
基盤技術研究開発

（～H16）

相補
高温超電導ケ
ーブルの
信頼性確立
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No.08 非鉄金属分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、他原課・民間との比較、施策の括り方見直
しの観点から、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間との比較

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

民間企業との役割分担の
観点から施策への反映

はないか？

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ

他原課との

比較

省内の他原課との役割分
担の観点から施策への
反映はないか？

ロジックツリーの分析結果および示唆

• 超電導ケーブルに関しては、本原課で進めるビスマス系での実証と、電力基盤整
備課で進めるイットリウム系の電力機器技術開発との間で相乗効果が期待可能

– 本原課で進めている「＇ビスマス系（高温超電導ケーブル実証プロジェクト」と、電力基
盤整備課で進められている「イットリウム系超電導電力機器技術開発」事業では、超
電導ケーブル材料が異なるが、開発フェーズが異なっている

– 効率の良いイットリウム系はまだ開発段階であるため、まずはビスマス系で実証を行
い、将来的にイットリウム系を導入する際の基盤づくりと先行して行っているという位置
づけ。そのため、両施策間での相乗効果が期待可能

• 電力会社各社も送電損失低減に向けた取り組みを実施するが、より長期的な視点
に立った超電導ケーブルの開発には、国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして取り組む意義が存在

– 電力会社各社では送電損失低減に向け、損失の尐ない電線＇例：ヒレ付低ロス電線－
東北電力（の採用加速や開発を進めている。また、高電圧化や直流化など、システム
の改良による送電損失低減に向けた取り組みも進めている

– 一方で、超電導ケーブルは、送電損失低減に確実に繋がるが実現時期が先になる技
術＇性能・評価試験段階（であるため、国家プロジェクトとして民間企業の研究開発を
後押しする意義が存在する

他省庁、諸外国

との比較

送
電
損
失
の
低
減

材料の改良

超電導ケー
ブルの利用

既存ケーブ
ルの改良

東北電力他

システムの改良

＇高圧化（

高温超電導ケ
ーブル実証プ
ロジェクト

関西電力
九州電力他

短
期
的

長
期
的

時間軸

超
電
導
ケ
ー
ブ
ル
の

利
用

高温超電導
ケーブルの
利用

次世代イット
リウム系超電
導線材の利

用

交流超電導電力機器基盤技
術研究開発
H12~H16

＇研究開発課（

超電導応用
基盤技術研
究開発プロ
ジェクト

H15~H19
＇非鉄金属（

イットリウム系
超電導電力
機器技術開発

H20~
＇電力基盤整備（

高温超電導
ケーブル実
証ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
H19~H23
＇非鉄金属（

基礎研究 周辺機器開発 実用化

N/A

凡例：＇原課（

施策の括り方の

見直し

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

• 超電導ケーブルの利用促進に向けた施策を、原課横断のプロジェクトとして括りな
おす必要はないか

– 超電導ケーブルの利用促進に向けた施策は、過去の施策を含め、複数の原課により
実施されているが、各施策の位置づけ明確化のためにも、原課横断のプロジェクトとし
て括りなおす必要はないか

次頁
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No.08 非鉄金属分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、他省庁・諸外国との比較の観点から、今後の施策・事業のあり方
に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ ロジックツリーの分析結果および示唆

他省庁

との比較

他省庁の取組みとの整合
性の観点から施策への
反映はないか？

• 文部科学省ナノ材料室で進める「元素戦略」と連携を取りながら、希尐金属におけ
る資源制約の克服に向けた施策を進めている

– 経済産業省と文部科学省では、①企画段階からの府省連携、②選定・運営の一体化
、③協調ファンディングによる基礎から実用化までのシームレスな連携を念頭におき、
希尐金属の使用量低減に向けた施策を実施中

– 具体的には、本原課での「希尐金属代替材料開発プロジェクト」では、具体的な鉱種を
対象に実用化に向けた開発を、文部科学省ナノ材料室で進める「元素戦略」では、“応
用研究に繋がることを目的とした基盤技術”の開発を進めている

資源製薬
の克服

実用化に向けた
開発

基盤技術創製

経済産業省
＇非鉄金属課（

文部科学省
＇ナノ材料室（

未着手領域の

明確化

民間、他原課

との比較

施策の括り方の

見直し

前頁

諸外国との比較

• 高温超電導ケーブルの実証事業は米国でも同様の試みが存在

– 米国エネルギー省でも、高温超電導ケーブルの実証事業「オルバニープロジェクト」が
進められており、国際的に見ても高温超電導ケーブルの活用には期待が大きいものと
推察される

諸外国との国際競争力上
の観点から施策への反

映はないか？

高温超電
導ケーブ
ルの利用

日本
＇経済産業省/NEDO（

米国
＇エネルギー省（

住友電工

管轄 ケーブルメーカ
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参考（NEDOロードマップ2009 部材分野

超伝導による送電ケーブル実用化は’25～’30年頃が目標とされている。
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新産業分野での
ナノ技術とキーデバイス

技術との融合

ナノテク・先進部材実用化研究開発＇21世紀ナノテクチャレンジ（

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

成
長
基
盤
の
整
備

川上・川下の垂直連携

研究テーマ

①ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙ・ﾅﾉﾌﾟﾛｾｽ技術を

実現する革新的基盤技術の

確立

②新素材・先端部材の

機能向上、生産技術の向上、

加工・計測技術等の精度向上

③融合的な研究開発に

よる新たな技術革新の創出

ナノ領域に特異な機能を発
現するﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙ・ﾅﾉﾌﾟﾛｾｽ技
術を実現する革新的基板技

術の確立

反応設計、
合成技術

界面設計技術、

配列制御技術

実用化研究

先導的研究

技術体系

出所：事前評価書、経済産業省HP 副次的な課題

各段階での物質
変換を行う

プロセス技術や
評価解析技術

No.09 ナノテクノロジー・材料分野 MFTツリー 異分野異業種融合ナノテクチャレンジ

機能設計技術、

物性設計技術

異種素材間の

融合技術

異分野・異業種連携

ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙ、ﾅﾉﾌﾟﾛｾｽ技術を
用いて創製される新素材･先
端部材の機能向上、生産性
向上、ナノ加工・計測技術等

の精度向上

ナノ領域の特長である融合
的な研究開発＇ナノバイオ、
環境ナノ等（による新たな技

術革新の創出

異分野異業種融合ナノテクチャレンジ

研究テーマ技術体系

①異分野・異業種融合の

強化
異分野・異業種連携の強化、

実用化の加速化

基盤技術開発

実用化技術開発

シーズとニーズの
マッチング

＇企業間の連携強
化（

メーカの提案力
強化

メーカの開発
強化

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

新産業分野＇ニーズ（
• 燃料電池
• 情報家電
• ロボット
• 医療福祉機器
• 環境エネルギー機器

ナノテク技術＇シーズ（
• ナノファイバー技術
• ナノインプリント技術
• 薄膜形成技術
• 精密ビーム加工技術

×
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施策＇Market（ 機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

出所：NEDO「ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－窒化物系化合物半導体基板・エピタキシャル成長技術の開発」基本計画」

No.09 ナノテクノロジー・材料分野 MFTツリー ナノエレクトロニクス半導体新材料・ナノデバイス新構造基盤技術

個
別
の
技
術
革
新

ｱｰｷﾃｸﾁｬで実
現

デバプロで実
現 光学部材の

高度化

半導体の高度化
＇高速電子移動（

仮想化

並列化＇ﾏﾙﾁｺｱ/ﾒﾆ
ｺｱ（

システムによ
る実現

部材による
実現

個別チップの
小型化

半導体の高度化
＇微細化（

チップの集積
度の向上

チップへの記
録手法の変更

チップ配置の
工夫

窒化物化合物
半導体の
高度化

ナノエレクトロニクス半導体新材料・ナノデバイス新構造基盤技術
＇窒化物化合物半導体基板・エピタキシャル成長技術の開発（

技術＇Technology（

研究テーマ技術体系

副次的な課題

①高品質大口径単結
晶基板の開発

②高品質大口径エピ
タキシャル成長技
術の開発

③窒化物半導体単結
晶基板上電子デバ
イスの評価

低欠陥高品質GaN、
及び混晶エピ層の実

現

有極性単結晶基板上
FET と無極性単結晶
基板上FET の特性の
差違、及びその利害得

失の明確化

要求スペックを満たし
た４インチ有極性単結
晶基板、及び３～４イ
ンチ無極性単結晶基

板の実現

窒化物単結
晶成長にお
ける基礎技
術の検討

大口径種結
晶の開発

高導電性窒
化物単結晶
基板の開発

高抵抗化窒
化物単結晶
基板の開発

大口径基板
上の高品質
エピタキシ
ャル結晶成
長技術

高In 組成窒
化物層成長
技術

高Al 組成
窒化物層成
長技術

結晶成長そ
の場観察評
価技術

横型電子デバイス
の評価

縦型電子デバイス
の評価

窒化物単結晶基板
上デバイスの優位

性確認

有極性、及び無極
性デバイス構造の

比較

材料開
発

プロセス
開発

優位性
確立＇評
価（

高信頼化

高速化

大容量化

機能性の向上

小型・軽量化

低コスト化
光学部材の
高度化

情報家電領
域

精密機器・
医療機器・
ロボット領域

輸送用機器
領域

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

新エネルギー
創出
＇利用（

エネルギー利
用

効率化

エネルギー送
電時

の効率化

エネルギー発
電時の
効率化

使用時に
おける
効率化

非電池系

電池系

製造段階

利用
段階

非IT

機
器
の

省
エ
ネ

IT

機
器
の

省
エ
ネ

高耐圧化

損失の低減

材料
改良

システ
ム改良

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

事業期間H17~23

国

NEDO

民間団体等

交付

委託補助

ナ
ノ
技
術
と

ｷ
ｰ
ﾃ
ﾞﾊ
ﾞｲ
ｽ

と
の
融
合

川上と川下の連携

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

国
際
競
争
力
の
強
化

副次的な課題出所：事前評価書＇H17（、経済産業省HP

No.09 ナノテクノロジー・材料分野 ロジックモデル

民間事業者

ナノテク・先進部材実用化
研究開発

＇21世紀ナノテクチャレンジ（

ナノテク活用による
材料・部材の高度化
＇先導的研究フェーズ（

①ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙ・ﾅﾉﾌﾟﾛｾｽ技術を

実現する革新的基盤技術の確立

②新素材・先端部材の

機能向上、生産技術の向上、

加工・計測技術等の精度向上

③融合的な研究開発に

よる新たな技術革新の創出

社
会
問
題
の
解
決

（省
エ
ネ
ル
ギ
ー
）

異分野・異業種間の

連携

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

異分野・異業種融合
ナノテクチャレンジ

①異分野・異業種融合の

強化

異分野・異業種連携の
強化、実用化の加速化

＇実用化フェーズ（

民間事業者

事業期間H19~26

H22年度予算案

26億円

国

NEDO

民間団体等

交付

委託補助
＇2/3（
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副次的な課題出所：NEDO基本計画、中間評価報告書など。但し時間軸はNEDOロードマップをもとに記載

No.09 ナノテクノロジー・材料分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

ナノエレクトロニクス

半導体新材料・ナノデバイス

新構造基盤技術開発

ハ
イ
パ
ワ
ー
・超
高
効
率
の

電
力
素
子
の
広
範
な
製
品

へ
の
応
用

プロジェクトの
アウトプット

• 事業期間H19~23

• H22予算額

2.3億円

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

窒化物半導体による
高性能電子デバイスの

実現
民間事業者

①高品質大口径単結晶基板
の開発

②高品質大口径エピタキシャ
ル成長技術の開発

③窒化物半導体単結晶基板
上電子デバイスの評価

低欠陥高品質GaN、及び
混晶エピ層の実現

有極性単結晶基板上FET 
と無極性単結晶基板上

FET の特性の差違、及び
その利害得失の明確化

要求スペックを満たした４イ
ンチ有極性単結晶基板、及
び３～４インチ無極性単結

晶基板の実現

NEDO

民間団体等

委託

経済産業省

運営費

交付金 国
際
競
争
力
の
強
化

社
会
問
題
の
解
決

（省
エ
ネ
ル
ギ
ー
）

‟14年にMOSFET ON抵抗

3 mΩ cm2 @1.2kV
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新産業分野でのナノ技術とキ
ーデバイス技術との融合
新産業分野＇ニーズ（
•燃料電池
•情報家電
•ロボット
•医療福祉機器
•環境エネルギー機器

ナノテク技術＇シーズ（
•ナノファイバー技術
•ナノインプリント技術
•薄膜形成技術
•精密ビーム加工技術

×

異分野異業種融合
ナノテクチャレンジ

H17-H23

トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

事業目標

ナ
ノ
テ
ク
・部
材
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

施策

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

川上・川下の垂直連携

異分野・異業種連携

シーズとニーズの
マッチング

＇企業間の連携促進（

メーカの提案力強化

メーカの開発力強化

情報家電領域

精密機器・医療機器・
ロボット領域

輸送用機器領域

水処理システム
＇食品・医薬品製造（

高速化

大容量化

＇ﾃﾞﾊﾞｲｽの小型化（

機能性の向上

システムによる実現

部材による実現

アーキテクチャ
で実現

デバプロで
実現

半導体の高度化
＇高速電子移動（

チップの集積度の
向上

チップへの記録手法
の変更

個別チップの
小型化

チップ配置の工夫

半導体の高度化
＇微細化（

＇ﾓｼﾞｭｰﾙとしての（

小型化・軽量化

窒化物化合物半導体の

高度化

光学部材の高度化

高信頼化

低コスト化

エネルギー送電時
の効率化

新エネルギー創出
＇利用（

エネルギー発電時の
効率化

エネルギー利用
効率化

使用時におけ
る効率化

動作制御による省エネ

高耐圧化

損失の低減

材料改良

利
用
段
階

製造・焼却段階

IT

機
器

分
野

輸送用機器分野

建材分野

演算・表示部

システム改良

電源部

窒化物化合物半導体の

高度化

情報通信・環境・エネル
ギー・医療等の様々な産
業の基盤技術であり、革
新的な進歩をもたらすナ
ノテクノロジーの技術基
盤を構築し、日本のナノ
テクノロジーを基盤とし
た国際的な産業競争力を
強化する

ナノテク・先進部材
実用化研究開発

H17-H23

①ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙ・ﾅﾉﾌﾟﾛｾｽ技術を
実現する革新的基盤技術の

確立

②新素材・先端部材の機能向
上、生産技術の向上、加工・計

測技術等の精度向上

③融合的な研究開発による新
たな技術革新の創出

①異分野・異業種融合の強化

異分野･異業種間の垣根
を越えた様々な連携等を
活用してﾅﾉﾃｸ研究を応用
分野と結びつける研究に
集中的に支援を行い､新
産業を創出

ハイパワー・超高効率の
電力素子、超高速電子素
子などの作製に必要な窒
化物半導体結晶成長技術
の確立し、日本の消費電
力削減に大きく貢献する

ナノエレクトロニクス
半導体新材料・ナノ
デバイス新構造
基盤技術開発

H19-H23

①高品質大口径単結晶基板の
開発

②高品質大口径エピタキシャ
ル成長技術の開発

③窒化物半導体単結晶基板上
電子デバイスの評価

No.09 ナノテクノロジー・材料分野 ロジックツリー

相
乗

情報通信機器課の「ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造ナノ電子
デバイス技術開発」事業において、シリコンナノワイヤトランジスタの開発や、

CNTトランジスタ、シリコンプラットフォーム上のⅢ-Ⅴ族半導体チャネル
トランジスタの開発を実施中

文部科学省において、「非シリコンデバイス系材料を基盤とした演算デバイスの
開発」事業他を実施中

情報通信機器課での「グリーンITプロジェクト」にて、低損失・高耐電圧シリコン
カーバイドの開発を実施中

新磁気記録媒体の
開発

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

出所：イノベーションプログラム基本計画、技術戦略マップ2009、事前評価書・NEDO基本計画

産総研がダイヤモンドを利用したパワーデバイスの開発を実施中

※これらは基盤的取組みであるため、他の技術課題にも波及的に効果あり

※

※

材料改良
キャパシタ電極への

CNT利用

ファインセラミックス室にて実施中
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No.09 ナノテクノロジー・材料分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

企業間の連携強化は国家プロジェクトとし
て取り組むべき課題

• 国内ナノテク技術の実用化に向け、用途
市場の開拓を目的とした連携強化は国
家プロジェクトとして取り組む意義は大き
い＇H21年度より統合（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

ナノテク・先進部材実
用化研究開発

異分野異業種融合
ナノテクチャレンジ

実用化に向けた時間軸や想定用途の違
いから、複数の材料によりパワーデバイ
スの開発を進めている

• パワーデバイス材料として、本原課で扱
う窒化物半導体と、他原課で取り組むシ
リコンカーバイド、産総研が取り組むダイ
ヤモンドデバイスでは目標とする実用化
時期や想定用途＇目標スペック（が異な
る

• それぞれの目標スペック、実用化時期は
Cool earth計画で定められており、棲み
分けが明確化されている

シーズと
ニーズの
マッチング

川上・川下の
垂直連携

異分野・異業
種の連携

相乗

低消費電力化

高耐圧化/
損失の低減

窒化物半導体の
高度化

低損失・高耐圧
シリコンカーバイドの

開発

情報通信
機器課

ナノテク・材
料戦略室

独立

ダイヤモンドデバイス
の高度化

産総研

独立
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No.09 ナノテクノロジー・材料分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、他原課・他省庁・民間・諸外国との比較、施
策の括り方見直しの観点から、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間との比較

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

民間企業との役割分担の
観点から施策への反映

はないか？

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ ロジックツリーの分析結果および示唆

• 次世代パワーデバイスは、クールアース計画に基づき、実用化に向けた時間軸や
想定用途の違いから複数の材料による開発を進めている

• 今後はダイヤモンドデバイスも国として積極支援していくことが必要になる可能性
もあり

• 民間企業の研究開発が、低コスト化を求めたGaN on Si/SiCに向く中、国家プロ
ジェクトとしてGaN on GaNの開発に注力するべきか検討が必要

– 古河電工、NECなど、GaN on Si ＇Si基盤上へのGaNエピタキシャル成長（デバイス
の開発を進める民間企業が増加する中、国家プロジェクトとしてGaN on GaN＇GaN
基盤上へのGaNエピタキシャル成長（のデバイス開発を進めるできか

諸外国

との比較

窒化物
半導体の
高度化

古河電工、NEC
IMEC、IR

他原課との

比較

省内の他原課との役割分
担の観点から施策への
反映はないか？

施策の括り方の

見直し

市場ﾆｰｽﾞを踏まえると施策

の粒度、各事業の紐づき

は現状のままでよいか？

• 文部科学省との間では、基礎⇒応用における連携を図っている

– 半導体デバイスの高速化や低消費電力化に向けた開発では、文部科学省＝基礎寄り
、経済産業省は応用寄りという連携を図っている

高速化

高耐圧化/
損失の低減

GaN on
GaN

GaN on
Si/SiC

ナノエレクトロニクス半導
体新材料・ナノデバイス
新構造基盤技術開発

高耐圧化/
損失の低減
＇Trの
ｵﾝ抵抗（

低損失・高耐圧
シリコンカーバイドの

開発

窒化物半導体の
高度化

グリーンITプロジェクト
＇情報通信機器課（

ナノエレクトロニクス半導
体新材料・ナノデバイス
新構造基盤技術開発

他省庁

との比較

他省庁の取組みとの整合
性の観点から施策への
反映はないか？

MIRAIプロジェクトなど
＇情報通信機器課（

文部科学省
＇EUV光源開発（高速化/

低消費電力
化

文部科学省
＇非Siデバイス系など（

ﾅﾉｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ半導体新材料・新構造開発
＇ﾅﾉﾃｸ・材料戦略室、情報通信機器課（

トップダウンでの
微細化

＇リソグラフィー等（

ボトムアップでの
微細化

＇自己組織化等（

• 今後も国家間の半導体開発競争は激しいことが予測されるため、その半導体開発
競争状況を把握・明確化した上で、国としての中長期的なアクションを検討していく
ことが有効

– 半導体開発ロードマップITRSが国際的な研究開発指針として存在しているように、海
外でも精力的に研究開発が実施されており、特にIMECは欧州半導体業界の地位低下
を受け、今後より一層の資金投入を計画している

GaN on Siデバイス
の開発

IMEC

など

高速化

高耐圧化/
損失の低減

諸外国との国際競争力上
の観点から施策への反

映はないか？

• 企業間連携の強化に加え、よりマーケットを意識した取り組み＇具体的なコンポー
ネントとそこでの課題の特定（が重要

– 「ナノテク・先進部材実用化研究開発」や「異分野異業種融合ナノテクチャレンジ」にて
企業間の縦・横の連携を強化することで新産業を創出する試みがなされている

– 新産業創出に当たっては、ある程度技術開発の進んだ今としては、用途分野＇新産業
分野（における具体的な応用先となるコンポーネントやそこでの課題の特定が重要と
なる＇例えば、カーボンナノチューブ一つを取っても、その応用先と課題は多様（

新産業分野＇ニーズ（
• 燃料電池
• 情報家電
• ロボット
• 医療福祉機器
• 環境エネルギー機器

シーズとニーズのマッチング

ナノテク技術＇シーズ（
• ナノファイバー技術
• ナノインプリント技術
• 薄膜形成技術
• 精密ビーム加工技術

×

具
体
的ｺﾝ

ﾎ
ﾟｰ
ﾈ
ﾝ
ﾄ

に

落
と
し
た
議
論
が
必
要

ダイヤモンドデバイス
＇パワーデバイス（の

開発
産総研が研究中

時
間
軸
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参考（NEDOロードマップ2009 半導体分野

ワイドギャップ半導体＇窒化物など（パワーデバイスのスペック目標＇低損失（として、’14年に
MOSFET ON抵抗 3 mΩ cm2 @1.2kVが掲げられている。
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ナノ粒子の特性評価手法開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

化
学
物
質
管
理
分
野
１

安
心
・安
全
の
担
保

ナノ粒子の
安全性確立

研究テーマ

①工業ナノ粒子の

キャラクタリゼーション手法の

開発

②工業ナノ粒子の

暴露評価手法の開発

③工業ナノ粒子の

有害性評価手法の開発

粒径10～100ｎm程度の工

業ナノ粒子を対象として試料
調製技術と試験校正技術を
含むキャラクタリゼーション
手法の手順書を取りまとめる

キャラクタ
リゼーション手法の

確立

暴露評価手法の

確立

工業ナノ粒子の挙動につい
ての動的論理モデルの構築
、排出シナリオの作成から暴
露概念を取りまとめる

動物を用いた吸入暴露試験
などを行い、有害性評価の
枞組みと取りまとめる

工業ナノ粒子の

リスク評価の枞組み検討、

課題抽出

技術体系

出所：事前評価書 副次的な課題

有害性評価手法の
確立

リスク評価
手法の確立

④工業ナノ粒子のリスク評価

及び適正管理の考え方構築

No.10 化学物質管理分野１ MFTツリー ナノ粒子の特性評価手法開発

肉体的な害を
低減＇安全（

精神的な害を
低減＇安心（

他から害を受ける
際の防御の高度化

有害物の発生を抑
制

有害化学物質を
事前に把握

CO/メタンガスの
検知

有害物の発生を高
精度で検知

害を加える際＇手術
時（の低侵襲化

ダイオキシン・環境ホ
ルモンの検知

有害物の排除
＇無害化（

物理的な害を抑制

化学的な害を抑制

有害物の
代替材料利用

有害物の進入防止

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

• 事業期間H18~22

• H22年度予算案

4.0億円

国

NEDO

独立行政法人

交付

委託 有
害
化
学
物
質
の

抑
制

ナノ粒子の

安全性確立

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

副次的な課題

出所：事前評価書、評価用資料、NEDO基本計画など。

但し普及開始の時間軸はNEDOロードマップをもとに作成

No.10 化学物質管理分野１ ロジックモデル

国

ナノ粒子特性評価手法の
研究開発

ｷｬﾗｸﾀﾘｾﾞｰｼｮﾝ手法の

確立

有害性評価手法の確立

①工業ナノ粒子のキャラクタ

リゼーション手法の開発

②工業ナノ粒子の

暴露評価手法の開発

③工業ナノ粒子の有害性

評価手法の開発

暴露評価手法の確立

④工業ナノ粒子のリスク評価

及び適正管理の考え方構築
リスク評価手法の確立

社
会
問
題
の
解
決

（環
境
汚
染
）

‟15年にナノ粒子

リスク評価が普及開始



173

トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

事業目標

化
学
物
質
管
理
分
野
１

事業＇PRJ（ 概要目標

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

施策

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

肉体的な害を
低減＇安全（

精神的な害を
低減＇安心（

他から害を受ける際の
防御の高度化

有害物の発生を抑制
有害化学物質を
事前に把握

ナノ粒子の安全性確立

CO/メタンガスの
検知

有害物の発生を高精度
で検知

害を加える際＇手術時（
の低侵襲化

ダイオキシン・環境ホ
ルモンの検知

有害物の排除
＇無害化（

物理的な害を抑制

化学的な害を抑制 ナノ粒子の生体試料中及
び環境中での測定技術の
確立、生体影響評価手法
、暴露評価手法及びリス
ク評価手法を開発すると
ともに、ナノ粒子による
リスク不安に対処するリ
スク管理手法の開発を行
う

ナノ粒子の特性評
価手法開発

H18-H22

①工業ナノ粒子のキャラクタリ
ゼーション手法の開発

②工業ナノ粒子の暴露評価手
法の開発

③工業ナノ粒子の有害性評価
手法の開発

④工業ナノ粒子のリスク評価及
び適正管理の考え方構築

経済協力開発機構＇OECD（や国際標準化機構＇ISO（等の場において国際的な
検討が開始している

No.10 化学物質管理分野１ ロジックツリー

文部科学省において、「ナノマテリアル安全性評価のための技術基盤の構築」
＇「ナノマテリアルの社会受容のための基盤技術開発」に改題（事業を実施中

＇H19~H22（

厚生労働省にて、化学物質リスク研究「ナノマテリアルのヒト健康影響の評価手
法の開発のための有害性評価及び体内動態評価に関する基盤研究」を実施中

＇H18~H21（

有害化の
代替材料利用

有害物の進入防止

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

出所：イノベーションプログラム基本計画、技術戦略マップ2009、事前評価書・NEDO基本計画
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No.10 化学物質管理分野１ 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、他原課・他省庁・民間・諸外国との比較、施
策の括り方見直しの観点から、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ ロジックツリーの分析結果および示唆

未着手領域の

明確化

民間との比較

既存の事業でカバーされていな
い課題について、新たに事業を

企画すべきか？

民間企業との役割分担の観点
から施策への反映はないか？

他原課との

比較

省内の他原課との役割分担の
観点から施策への反映はない

か？

• 経済産業省としては、関係の深い工業ナノ粒子に限定した施策を展開するが、文
部科学省や厚生労働省と重複領域があるように推察される

– 本原課では、“産業”に大きく関わる工業ナノ粒子を対象とした、人に対する安全性確
立に向けた施策を実施している。一方で、文部科学省や厚生労働省では、ナノマテリ
アル全般を対象とした同様の施策を実施しており、本原課施策との重複領域が存在す
る可能性がある

• 省を跨いだトップダウン的な施策として括りなおす必要はないか

– 各省での施策は、ボトムアップ的なものであるように推察される。各施策は共に評価手
法の確立や評価の実施が目的であるため、府省連携プロジェクトとして各施策を整理
した上で、トップダウン的に施策を各省へ展開する必要はないか

諸外国

との比較

施策の括り方の

見直し

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

N/A

ナノ粒子の
安全性確立
＇対 ヒト（

他省庁

との比較

他省庁の取組みとの整合
性の観点から施策への
反映はないか？

• 国際的な場でも検討が始まった課題であり、国家プロジェクトとして取り組む意義は
大きい。ISOなどの動向を把握した上でのアクションを検討するべき

– 欧米を中心に工業ナノ粒子の健康面での課題に対する関心が高まり、経済開発協力
機構＇OECD（や国際標準化機構＇ISO（において国際的な検討が始まった段階

– 国内に閉じた課題ではないため、ISOなどの国際的な標準化団体の動向を把握した上
で、経済産業省としての評価手法の確立を進めていくべき

諸外国との国際競争力上
の観点から施策への反

映はないか？

経済産業省
「ナノ粒子の特性評価手法開発」

H18~H22

文部科学省
「ナノマテリアルの社会受容のための

基盤技術開発」
H19~H22

厚生労働省
「ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙのヒト健康影響の評価手
法の開発のための有害性評価及び
体内動態評価に関する基盤研究」

H18~H21

工業ナノ粒子

ナノ粒子全般

対象ナノ粒子主な施策

工業
ナノ粒子の
安全性確立
＇対 ヒト（

日本
経済産業省

海外
経済開発協力機構(OECD)や国際標準化機構(ISO)等
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参考（NEDOロードマップ2009 化学物質総合管理分野

’15年頃にナノ粒子リスク評価の普及が開始されることが目標として掲げられている。
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グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

研究テーマ技術体系

出所：NEDO「グリーン・サステナイブルケミカルプロセス基盤技術開発」基本計画、NEDO「21年度新規研究開発プロジェクト＇案（概要」他 副次的な課題

No.11 化学分野 MFTツリー グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発

①有害な化学物質を

削減できる、又は

使わない革新的

プロセス及び化学品の

開発

③資源生産性を

向上できる革新的

プロセス及び

化学品の開発

②廃棄物、副生成物を

削減できる革新的

プロセス及び化学品の

開発

水、アルコール

等で機能する

触媒反応や

無溶媒反応の

工業プロセス化

水、アルコール等で機能する触媒の
高機能化、回収・再生、及び製造に

関する共通基盤技術

高機能不均一触媒の開発と
環境調和型化学プロセスの研究開発

革新的アクア・固定化触媒
プロセス技術開発

新規な触媒固定化技術による生産プロ
セス技術に関する共通基盤技術開発

高選択酸化技術による生産プロセス
技術に関する共通基盤技術開発

触媒を用いる革新的ナフサ分解
プロセス基盤技術開発

規則性ナノ多孔体精密分離膜部材
基盤技術の開発

副生ガス高効率分離・精製プロセス
基盤技術開発

化学品製造

プロセスでの

有害な有機溶媒

の使用量低減

触媒活性の向上

選択性の向上

触媒寿命・耐久性の
向上

生成物と触媒との
分離・精錬技術開発

スケールアップ等の
生産システム化

デバイス
技術開発

プロセス
技術開発

化学品製造

プロセスでの

廃棄物・副生成

物の削減

有機合成反応の

触媒反応への

置き換え

安定性・耐久性の
優れた触媒の開発

高活性、高選択な
触媒の開発

回収・再利用可能な
対象触媒の
固体化技術

デバイス
技術開発

プロセス
技術開発

酸化プロセスに

おける高選

択酸化触媒の

開発

新規な高性能
触媒の開発

触媒回収・再生
技術開発

スケールアップ等の
生産システム化

デバイス
技術開発

プロセス
技術開発

熱分解プロセスの

触媒プロセスへの

転換

触媒の性能向上
＇高収率、高選択等（

プロセス内での
エネルギー消費

最適化

デバイス
技術開発

プロセス
技術開発

副生ガスの高効率

回収

副生ガスの分離・
精錬材料の開発

副生ガスによる
グリーンプロセス開発

デバイス
技術開発

プロセス
技術開発

副生ガスの

有効利用

新部材＇膜（

の開発

分離用セラミック
多孔質基材の開発

分離膜の
モジュール化

デバイス
技術開発

プロセス
技術開発

エネルギー送電時の
効率化

新エネルギー創出
＇利用（

エネルギー発電時の
効率化

エネルギー利用
効率化

使用時におけ
る効率化

製
造

段
階

特
定
産
業
領
域

水処理領域

窯業領域

金属領域

繊維領域

化
学
品
・医
薬
品

領
域

ナフサ分解
工程

副生ガスの
低減

分離・精錬
ﾌﾟﾛｾｽ

工
程

特
化

工
程

横
断
的

領域横断的

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

利用段階

焼却段階

水質汚染の防止

CO2の削減

土壌汚染の防止

大気汚染の防止

化学品製造プロセスで
の有害物の削減

汚染物質の除去

汚染物質の発生抑制

環
境
制
約
の
克
服

化学反応の
効率化

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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半導体機能性材料の高度評価基盤開発

次世代高度部材開発評価基盤の開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

研究テーマ技術体系

出所：NEDO「次世代高度部材開発評価基盤の開発」、「半導体機能性材料の高度評価基盤開発」基本計画 副次的な課題

No.11 化学分野 MFTツリー 次世代高度部材開発評価基盤の開発・半導体機能性材料の高度評価基盤開発

①接合素子を含む

材料評価用配線TEG

の開発

③半導体プロセス

全体を考慮した

材料評価基盤の開発

②材料による金属

汚染、応力影響の

評価方法の開発

配線からパッケージまでの
一貫した材料評価の確立

信頼性への
影響評価の確立

配線工程から組立工程に
至る要素技術および材料
開発支援ツールの開発

半導体デバイス性能に直
結する接合素子の信頼性
への影響を直接評価する
ために、ﾌﾛﾝﾄｴﾝﾄﾞからパッ
ケージまで評価できるツー

ルの開発

多層配線形成工程での
材料評価の確立

多層配線形成工程に用い
られる材料とプロセス条件
をセットにした部材を提供
するための、基盤となる評
価技術および開発支援ツ
ール＇TEG*（の開発

* TEG: Test Element Group

次世代高度部材開発

評価基盤の開発

次世代半導体ナノ材料

高度評価プロジェクト

接合素子を含んだ材料
評価用TEGの開発

接合素子上の配線でのゲ
ート絶縁膜の耐圧やリーク
電流特性を評価することに
よる、重金属汚染、応力に
よるリーク電流の増大や接
合耐圧の低下の把握

TEGを利用しで、配線工程
での金属汚染・応力による

影響評価

フロントエンドからバックエ
ンド、パッケージまでの半
導体プロセスにおいて次世
代半導体以降にも対応す
る材料を一貫して評価でき

る評価基盤の確立

製造工程全体での
一貫した材料評価の確立

研究テーマ技術体系

シーズとニーズ
のマッチング
＇企業間の連携

促進（

評価技術・開発

ツールの開発

評価技術・開発

ツールの開発

メーカの
提案力強化

メーカの
開発力強化

半導体機能性
材料領域

半導体機能性
材料領域

次世代電池領
域

蓄電池材料の性能
や特性の共通的評
価技術の確立

材料・プロセスの
統合的ｿﾘｭｰｼｮﾝ

の実現

開発期間の
短縮化

成
長
基
盤
の
整
備

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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超フレキシブルディスプレイ部材技術開発

インク化検討

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

個
別
の
技
術
革
新

技術体系

出所：NEDO「超フレキシブルディスプレイ部材技術開発」基本計画 副次的な課題

巻き取り可能な超フレキシ
ブルディスプレイとして期
待される200ppiのバックプ

レーンの開発

No.11 化学分野 MFTツリー 超フレキシブルディスプレイ部材技術開発

デバイス開発

研究テーマ

①有機TFTアレイ化

技術の開発

②マイクロコンタクト

プリント技術の開発

③高度集積部材の

開発

④ロール部材

パネル化

要素技術の開発

有機半導体部材

絶縁部材

ｿｰｽ・ﾄﾞﾚｲﾝ電極部材

配線部材

画素電極部材

層間絶縁部材

保護膜部材

版材の開発

＇高転写性能・位置合わ
せ性能（

各種フロントパネル
への適用性検討

各種有機TFT部材
の開発

有機TFTアレイ化
技術の開発

μCP法等による成膜

μCP法に適した有機
TFTの素子構造検討

既存方式の表示材料と
の整合性確認

パターンニング技術の

開発

コンタクトプリンターの

開発

バックプレーンパネル化

技術の開発

プロセス開発

新規のμCP法の開
発

μmオーダの精度の大画面

印刷を可能とする新規の
μCP法の開発

印刷機の開発

パネル作製の実現

バックパネルの
開発

ディスプレイ化
に向けた開発

フロントプレーン高
度集積部材の開発

バックライト高度集
積部材の開発

バックプレーン高度
集積部材の開発

偏光フィルム・カラーフィ
ルタ等

バックライト用光学フィ
ルム等

無機半導体材料から作
製したTFT等

デバイス開発

＇プラスチック
フィルム基盤を
ベースとした

ロール部材開発（

プラスチックフィルム基盤
をベースとしたロール部材
、ロール to ロールプロセ

ス開発

配向膜、シール材、液
晶層

フロントプレーンと

バックプレーン

各種ロール部材

各種ロール部材

プロセス開発

＇パネル化の
一連の工程に
関するプロセス（

各部材形成技術

開発

貼合技術開発

切断技術開発

洗浄技術開発

配向膜形成時の

インライン検査
検査装置の開発

③で開発された各種高度
集積部材を液晶ディスプレ
イとして実用化するための
、高精度な貼り合せを実現
するパネル化の一連の工
程での要素技術の開発

大容量化

＇ﾃﾞﾊﾞｲｽの小
型化（

機能性の

向上

情報家電
領域

デバイスレ
イヤーでの
機能向上

モジュール
レイヤー
での機能向

上

ディスプレ
イモジュー

ル

フレキシブル
化

レンズ
モジュール

フレキシブル
ディスプレイの

開発精密機器・
医療機器・ロ
ボット
領域

輸送用機器
領域

水処理
システム
＇食品・医薬
品製造（

高速化

高信頼化

小型化・軽量
化

低コスト化

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

環
境
制
約
の
克
服

研究テーマ技術体系

出所：NEDO「循環社会構築型光触媒産業創製プロジェクト」基本計画、H21年度実施方針 副次的な課題

①光触媒共通

サイエンスの構築

光触媒の高度化
＇特に可視光下での
反応性向上（

No.11 化学分野 MFTツリー 循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト

可視光照射下における
高感度光触媒の開発

②光触媒基盤技術の

研究開発

基盤
技術開発

製造プロセスの開発

内装部材への応用
＇室内環境でも高い
光触媒機能を発揮する

部材の創出（

③高感度可視光応筓

型光触媒利用内装部材

の開発

新物質の開発

新物質の具現化

新物質の実用化

バンド構造制御による高感度化に
向けた設計指針の確立

高感度化因子の解明
＇不純物ドープ（

可視光吸収材料＇金属、金属錯体、
金属酸化物など（との複合化

光触媒合成手法の開拓

各種表面処理手法の開拓

最適なナノ構造＇酸化チタン（の
設計

高結晶性かつ大面積の
光触媒調整法の開発

酸化還元エネルギーの
備蓄、有効活用

高品質・低コストの
両立

高感度光触媒の大量合成技術

高分散で安定なコーティング液の
開発

大面積を高速で成膜できる
インライン製造プロセスの開発

用途への対応 VOC除去、抗菌・抗ウィルス用

要求される硬度、透明性、意匠性
の確保

利用環境への対応

⑤光触媒新産業分野

開拓

* VOC：Volatile Organic Compound ** PFC：Perfluoro. Compound

その他用途への応用
＇新用途探索（

VOCやPFC等の除去システム

土壌浄化システム

実環境におけるウィルス不活性化
システム

④酸化チタンの

新機能創出
酸化チタン＇光触媒（
の新機能創出

撥水性チタンの開発

親水－撥水変換技術の開発

超音波照射等の光照射以外の
励起源を用いる技術開発

実用化
技術開発

複合金属汚染土壌
のオンサイト処理用

材料の開発

＇室内での（
VOC除去、抗菌・
抗ウィルス

安
心
・安
全
の
担
保

水質汚染の防止

CO2の削減

土壌汚染の防止

大気汚染の防止

汚染物質の除去

汚染物質の
発生抑制

有害物の発生を
抑制

有害物の発生を
高精度で検知

有害物の排除

物理的な害を
抑制

化学的な害を抑制

有害物の進入防止

VOC

有害金属

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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革新的マイクロ反応場利用部材技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

研究テーマ技術体系

①マイクロリアクター

技術

No.11 化学分野 MFTツリー 革新的マイクロ反応場利用部材技術開発

②ナノ空孔技術

③協奏的反応場技術

④マイクロリアクター

技術、ナノ空孔技術、

協奏的反応場技術を

利用したプラント技術の

開発

活性種の生成場と反応場
を分離し、独立に制御

ナノ空孔反応場と分子触媒の協
働作用技術の開発

＇情報電子関連機能性化学品（

マイクロリアクター
技術の高度化

＇急速熱交換、急速混合、
精密温度制御、

極短滞留時間など（

活性種の生成場と反応場
の分離が効果のある対象
化合物群の明確化

活性種生成場と反応場を
分離した反応装置設計と生

産システム化

ナノ空孔反応場の
活用

＇選択性向上（

ナノ空孔反応場と酵素の協働作
用技術の開発

＇食品関連機能性化学品（

ナノ空孔固体化触媒の開発

＇医薬品中間体（

ナノ空孔反応場を利用した

反応制御技術の確立

＇用途横断的（

協奏的反応場の
利用

＇高速化（

高温高圧、反応媒体＇超臨
界流体、極性溶媒等（等の

反応場を利用

マイクロ波、光、電場等の
外部エネルギー供給手段
等の特異効果を発現でき
る独立した反応場を利用

ﾏｲｸﾛﾘｱｸﾀｰにおける協奏
的反応場技術の開発

ナノ空孔における協奏的
反応場技術の開発

高選択性を有する
分子触媒、酵素等
との反応制御技術

の開発

活性種生成場と反応場を
分離したマイクロプラントの

構築

ナノ空孔反応場と分子触媒、酵
素を利用したﾌﾟﾗﾝﾄ技術の開発

基盤
技術開発

実用化
技術開発

基盤
技術開発

実用化
技術開発

協奏的反応場で行う

パイロットﾌﾟﾗﾝﾄの構築
実用化
技術開発

基盤
技術開発

出所：NEDO「革新的マイクロ反応場利用部材技術開発」基本計画 副次的な課題

特殊な反応場の
利用

個
別
の
技
術
革
新

情報家電領域

精密機器・医
療機器・

ロボット領域

輸送用機器
領域

水処理
システム

＇食品・医薬品
製造（

機能性の向上

＇ﾓｼﾞｭｰﾙと

しての（

小型・軽量化

高速化

大容量化

＇ﾃﾞﾊﾞｲｽの小型化（

高信頼化

低コスト化

反応環境の改
良

材料の改良

デ
バ
イ
ス
レ
イ
ヤ
ー

で
の
機
能
発
現

モジュールレイヤーでの
機能発現

半導体部材

光学
部材

エネルギー送電時の
効率化

新エネルギ
ー創出
＇利用（

エネルギー発電時の
効率化

エネルギー
利用
効率化

使用時におけ
る効率化

製
造

段
階

特
定
産
業
領
域

水処理領域

窯業領域

金属領域

繊維領域

化
学
品
・医
薬
品

領
域 副生ガスの

低減

工
程

特
化

工
程

横
断
的

領域横断的

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

利用段階

焼却段階

化学反応の
効率化

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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超ハイブリッド材料技術開発

技術＇Technology（

研究テーマ技術体系

①超ハイブリッド材料

創製技術開発当該技術

②、③、④の成果を基に、
市場評価が可能な成果物
を供試し、市場から客観的
な実用化研究開発課題を

抽出

No.11 化学分野 MFTツリー 超ハイブリッド材料技術開発

②相反機能発現

基盤技術開発

③相反機能材料創製

プロセス基盤技術開発

④材料設計に資する

統合評価・支援技術

開発

相反機能を発現する、材
料・部材の基本構造の特
性解析及び設計に関する
統合評価・支援技術の確

立

有機・無機材料界面の

制御技術

従来材料では実現できな
かったトレードオフを解消
するために、相反機能発
現に必要な界面制御、分
散・配向制御等の基盤技

術の開発・確立

官能基導入ナノ粒子等の
高効率合成プロセス及び
均一分散・配向・配列プロ
セスの基盤技術の開発、
これらのﾌﾟﾛｾｽが連動した
相反機能材料創製プロセ
ス基盤技術の開発・確立

達成手法の選択

試作・評価

＇市場評価可能な成果物の
供試（

ナノ空間制御技術

ナノ構造制御技術

ナノ空間・構造制御最適化

技術

官能基導入無機ナノ粒子

等合成プロセス技術

高分子中ナノ粒子等均一

分散・配向・配列プロセス
技術

実用化に
向けた開発

既存材料の
複合化を分子
レベルで制御
＇表面・界面を

ナノレベルで制御（

プロセス最適化技術
各制御方法の
最適化

制御技術の
開発

出所：NEDO「超ハイブリッド材料技術開発」基本計画 副次的な課題

新規複合材料の
開発

制御技術の
開発

各制御方法の
最適化

デバイス技術
開発

プロセス技術
開発

評価・解析
技術開発

表面・界面の構造・状態の

ナノレベル計測

計測データの体系化

施策＇Market（ 機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

有機・無機ハイブ
リッド材料の性能

向上

個
別
の
技
術
革
新

情報家電領域

精密機器・医
療機器・

ロボット領域

輸送用機器
領域

水処理
システム

＇食品・医薬品
製造（

機能性の向上

＇ﾓｼﾞｭｰﾙと

しての（

小型・軽量化

高速化

大容量化

＇ﾃﾞﾊﾞｲｽの小型化（

高信頼化

低コスト化

反応環境の
改良

材料の改良

デ
バ
イ
ス
レ
イ
ヤ
ー

で
の
機
能
発
現

モジュールレイヤーでの
機能発現

半導体部材

光学
部材

ガラス材料の
改良

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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先端機能発現型新構造繊維部材基盤技術の開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

研究テーマ技術体系

No.11 化学分野 MFTツリー 先端機能発現型新構造繊維部材基盤技術の開発

出所：NEDO「先端機能発現型新構造繊維部材基盤技術の開発」基本計画 副次的な課題

②ナノ溶融分散紡糸法

による炭素超極細繊維

製造技術の開発

③高性能、高機能電池

用部材の開発

電界紡糸法を
活用した

超極細繊維開発

ナノ溶融分散紡糸
法を活用した
超極細繊維開発

基盤技術開発

実用化技術開発
パッシブ型燃料

電池の開発

超極細炭素繊維複合電極に
おける超極細構造効果発現の

実用化技術の開発

ナノ溶融分散紡糸法による

炭素超極細繊維製造技術
の開発

基盤技術開発

大型装置による
製造技術確立

製造時間の短縮・
低コスト化

超極細繊維の
高機能化

実用化技術開発
小型蓄電池の

開発

超極細繊維のナノ孔構造
制御技術の開発

薄型電池の

開発

超極細炭素繊維との高次
複合化によるラジカル
ポリマーの導電性向上

電界紡糸法を
活用した

超極細繊維開発

大型電界紡糸装置

基盤技術の開発

電界紡糸法における

繊維高機能化技術の開発

大型装置による
製造技術確立 ①電界紡糸法における

繊維高機能化、大型

装置化技術の開発

④高性能、高機能

フィルター用部材の開発

⑤高性能、高機能医療

衛生・産業用部材の

開発

超極細繊維の
高機能化

基盤技術開発

実用化技術開発

不溶出性基材による

超極細繊維の製造

超超純水用ﾌﾟﾛｾｽ
フィルターの開発

超極細繊維への有害物質
除去機能の付与

超耐熱性無機
フィルターの開発

セラミックス系材料を用いた
超極細繊維製造・紡糸

条件設定

耐熱性有機
フィルターの開発

アラミド系高分子を用いた
超極細繊維製造・紡糸

条件設定

スーパークリーン
ルーム用部材の

開発

超極細繊維と賦活化処理し
た超極細炭素繊維との一

体成形

ﾋｭｰﾏﾝｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
医療衛生部材の

開発

抗菌・消臭機能を有する平
面型高機能部材の開発、
立体型高機能部材の開発

高速化

大容量化

機能性の向上

情報家電領域

ｶｰﾄﾞｺﾈｸﾀの小
型化・高性能化

小型化・軽量化
筐体の

小型・軽量化

構成部品の
小型・軽量化

電池の小型化

炭素繊維を用いた
超小型化DMFC

の開発

ユビキタス端末用
薄型電池の開発

高信頼化

低コスト化

精密機器・医療機
器・ロボット領域

小型化

超微小モータの

利用
超々精密ギヤの

利用

筐体の
小型・軽量化

構成部品の
小型・軽量化

電池の小型化
炭素繊維を用いた
超小型化DMFC

の開発

炭素材料を

用いた超極細

繊維開発

輸送用機器領域

水処理
システム

小型化・軽量化 材料代替

サイズ低減 電池の小型化
HEV、燃料電池車
用電池へ炭素繊

維適用

低コスト化

高性能化

不純物除去機能
向上

水処理フィルタ
ーの高度化

超超純水用フィル
ターの開発

高分子材料や
無機材料を用
いた超極細繊
維開発

エネルギー送電時
の効率化

エネルギー発電時
の効率化

エネルギー利用
効率化

使用時にお
ける効率化

焼
却
段
階

利用段階

製造段階

焼却炉排気ｶﾞｽの
冷却工程不要化

超断熱性無機
フィルターの開発

有害物の発生を抑
制

有害物の発生を高
精度で検知

有害物の排除
＇無害化（

VOC除去、抗菌・
抗ウィルス

物理的な害を抑制

化学的な害を抑制

有害物の進入防止

有害化学物質を
事前に把握

有害物の
代替材料代替

ガラス繊維の代替
繊維開発

フィルターの精度
向上

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

創ｴﾈ

層における凡例

本原課で着手している課題
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次世代蓄電池材料評価基盤技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

研究テーマ技術体系

出所：平成22年度概算要求における科学技術関連施策＇エネルギー分野（＇新規案件（ 副次的な課題

No.11 化学分野 MFTツリー 次世代蓄電池材料評価基盤技術開発

新しい蓄電池材料の性能
や特性を共通的に評価で
きる基盤技術を確立し、材
料開発の効率を抜本的に
向上・加速化させる

次世代高度部材開発

評価基盤の開発

シーズとニーズ
のマッチング
＇企業間の連携

促進（

評価技術・開発
ツールの開発

評価技術・開発
ツールの開発

メーカの
提案力強化

メーカの
開発力強化

半導体機能性
材料領域

半導体機能性
材料領域

次世代電池領
域

蓄電池材料の性能
や特性の共通的評
価技術の確立

材料・プロセスの
統合的ｿﾘｭｰｼｮﾝ

の実現

開発期間の
短縮化

成
長
基
盤
の
整
備

Ｌｉイオン電池材料

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

技術体系

出所：省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業制度評価＇中間（報告書

No.11 化学分野 MFTツリー 省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業

省エネルギー技術戦略2008「技術マップ」

化学プロセスの

省エネルギー化

半導体プロセスの

省エネルギー化

自動車の

燃費向上

民生用途

＇自動車以外（での

省エネルギー化

低温・定圧・高選択・

高速化技術

燃焼の高度化、

複雑化技術
超燃焼システム

技術

次世代省エネ
デバイス技術

蓄電技術

ディスプレイ技術

デバイス製造技術

低温・定圧・高選択・

高速化技術

燃焼の高度化、
複雑化技術

超燃焼システム

技術

次世代省エネ

デバイス技術

デバイス製造技術

パワーデバイス技術

レーザー応用技術

先進交通社会

確立技術
電気動力化技術

抵抗削減技術

車両システム技術

創エネ

低温・定圧・高選択・
高速化技術

燃焼の高度化、
複雑化技術 超燃焼システム

技術

次世代省エネ

デバイス技術

デバイス製造技術

パワーデバイス技術

光化技術

光半導体技術

有機半導体技術

次世代省エネ

デバイス技術

デバイス製造技術

パワーデバイス技術

研究テーマ

高効率酸化プロセス技術の開発

プラント運転高度安定化技術の開発

高機能石灰省エネ製造技術の開発

高性能分離膜およびシステムの開発

クロマトグラフィー材料の高効率合成法の開発

微結晶複合酸化物の開発

光応筓性と耐久性に優れた
有機感光体ドラム材料の開発

次世代半導体製造用低発塵部材の開発

高機能コンデンサ等電子部材の開発

非晶質金属酸化物薄膜化技術の開発

高機能性フッ化物単結晶材料技術開発

高機能電解質膜技術の開発

次世代封止材用高機能シリカの開発

高耐候通気性ﾌｨﾙﾑの開発

自動車用高機能プラスチック・ゴム材料の開発

高感度二酸化炭素濃度測定器の開発

新規光電変換デバイス材料の開発

省エネルギー型有機素子材料創成技術の開発

高機能コンデンサ等電子部材の開発

省エネルギー型有機素子材料創成技術の開発

H20年度までに終了した施策 H21年度終了予定の施策

エネルギー送電時
の効率化

新エネルギー創出
＇利用（

エネルギー発電時
の効率化

エネルギー利用
効率化

燃料電池利用

太陽電池利用

バイオマス等利用

有機太陽電池の開発

使用時にお
ける効率化

ディーゼル用PM等酸
化技術の開発

高性能炭化水素系

電解質膜の開発

利
用
段
階

焼却段階

製
造
段
階

非IT

機
器
の

省
エ
ネ

IT

機
器
の

省
エ
ネ

輸送用機
器分野

住宅分野

燃費の向上 燃料電池の効率
化・利用促進

ディーゼルエンジ
ンの利用促進

車体の軽量化

水処理領
域

窯業領域特
定
産
業
領
域

金属領域

繊維領域

化
学
品
・医
薬

品
領
域

ナフサ分解
工程

副生ガスの
低減

高性能ナノ多孔体分離
膜の開発

分離・精錬
ﾌﾟﾛｾｽ

工
程

特
化

工
程

横
断
的

高効率タンパク質膜の
開発

領域横断的

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

化学反応の
効率化

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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高効率金属処理剤研究開発

高効率酸化触媒を用いた環境調和型化学プロセス
技術開発プロジェクト

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

研究テーマ技術体系

出所：戦略重点科学技術「エネルギーの面的利用で飛躍的な省エネの街を実現する都市システム技術」＇国土交通省、環境省（、「新利用形態燃料電池標準化等技術開発」事業原簿 副次的な課題

No.11 化学分野 MFTツリー 高効率酸化触媒を用いた環境調和型化学プロセス技術開発プロジェクト 高効率金属処理剤研究開発

含酸素化合物
製造プロセスの
CO2排出量削減

高効率酸化触媒を

用いた環境調和型

化学プロセス技術開発

酸化反応触媒である
N－ヒドロキシ

フタルイミド(NHPI)
の適用

合成樹脂や合成繊維の原
料となるカルボン酸、ケト
ンなどの含酸化化合物製
造プロセスに対して、革新
的な酸化反応触媒である
NHPI等を適用し、温室効
果ガスの排出削減を図る

高効率重金属

処理剤研究開発

重金属等によって汚染さ
れた土壌、飛灰、ばいじん
、排水・廃液等を安全かつ

経済的に処理する技術開
発として、尐量の使用で重
金属等を安定的かつ効率
的に捕捉できる複合金属
汚染土壌のオンサイト処
理に適した高性能の無機
系重金属等処理剤及び自
然環境への負荷が尐ない
新規有機系処理剤を開発

高性能な無機系
重金属処理剤の開発

自然環境への負荷が
尐ない新規有機系
処理剤の開発

複合金属汚染土壌の
オンサイト処理用
材料の開発

研究テーマ技術体系

水質汚染の防止

CO2の削減

土壌汚染の防止

製造プロセスでの
CO2削減

製鉄プロセスでの
CO2削減

運搬プロセスでの
CO2削減

大気汚染の防止

化学プロセスでの
CO2削減

含酸素化合物製造
プロセス

環
境
制
約
の
克
服

汚染物質の除去

汚染物質の発生抑制

光触媒の高度化

有害金属

VOC

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

事業期間H20~2７

H22年度予算案

10.8億円

国

NEDO

民間団体等

交付

水
質
汚
染
の
防
止

化学品製造プロセス

での有害物の削減

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題出所：事前評価報告書、NEDO「グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発」基本計画、内閣府「研究支援策データベース」など

No.11 化学分野 ロジックモデル

化学メーカ
プラントメーカ

グリーン・サステイナブル
ケミカルプロセス基盤技術開発

水、アルコール等で機能

する触媒反応や無溶媒

反応の工業プロセス化

①有害な化学物質を削減で

きる、又は使わない革新的

プロセス及び化学品開発

②廃棄物、副生成物を削減

できる革新的プロセス及び化

学品の開発

③資源生産性を向上できる

革新的プロセス及び化学品

の開発

有機合成反応の触媒反

応への置き換え

酸化プロセスにおける高

選択酸化触媒の開発

委託補助

ナフサ分解工程での

エネルギー消費低減
化
学
品
製
造
工
程
で
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の

効
率
化

熱分解プロセスの触媒

プロセスへの転換

分離・精錬工程用

新部材＇膜（の開発

副生ｶﾞｽの高効率回収、

有効利用技術の開発

社
会
問
題
の
解
決

環
境
制
約
の
克
服

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

分離・精錬工程での

エネルギー消費低減

化学品製造工程での

横断的な

エネルギー消費低減

化学メーカ
プラントメーカ

化学メーカ
プラントメーカ

化学メーカ
プラントメーカ
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半導体機能性材料の
高度評価基盤開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

事業期間H18~20

H18~20総予算額

7.5億円

国

NEDO

民間団体等

交付

メ
ー
カ
の

提
案
力
強
化

材料・プロセスの統

合的ｿﾘｭｰｼｮﾝの実現

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題

No.11 化学分野 ロジックモデル

半導体材料メーカ

次世代高度部材開発
評価基盤の開発

配線からパッケージまで

の一貫した材料評価技

術・開発ツールの開発

次世代高度部材開発

評価基盤の開発

①接合素子を含む材料評価

用配線TEGの開発

補助

開発期間の短縮化

メ
ー
カ
の

開
発
力
強
化

信頼性への影響評価の

確立

＇開発ツールの開発（

分離・精錬工程用

新部材＇膜（の開発

製造工程全体での一貫

した材料評価の確立

国
際
競
争
力
の
強
化

成
長
基
盤
の
整
備

半導体材料メーカ

出所：NEDO「次世代高度部材開発評価基盤の開発」・事後評価報告書、「半導体機能性材料の高度評価基盤開発」基本計画、内閣府「研究支援策データベース」など

②材料による金属汚染、応

力影響の評価方法の開発

③半導体プロセス全体を考

慮した材料評価基盤の開発

事業期間H21~23

H22年度予算案

39百万円

国

NEDO

民間団体等

交付

補助
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

事業期間H18~21

H18予算額

5.4億円

H19予算額

6.2億円

H20予算額

6.2億円

H21予算要求額

5.4億円

国

NEDO

民間団体等

交付

フレキシブル

バックパネルの開発

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題出所：H21年度科学技術関係予算案、NEDO「超フレキシブルディスプレイ部材技術開発」基本計画、他

No.11 化学分野 ロジックモデル

化学メーカ
半導体メーカ

超フレキシブル
ディスプレイ部材技術開発

200ppiの

バックプレーンの開発

①有機TFTアレイ化

技術の開発

②マイクロコンタクト

プリント技術の開発

④ロール部材パネル化

要素技術の開発

μmオーダの精度の大画
面印刷を可能とする新
規のμCP法の開発

プラスチックフィルム基

盤をベースとしたロール

部材開発

委託補助

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ化

技術の開発

フ
レ
キ
シ
ブ
ル

デ
ィ
ス
プ
レ
イ
の
実
現

パネル化の一連の工程

に関するプロセスの開発

国
際
競
争
力
の
強
化

情
報
家
電
領
域
で
の

機
能
性
向
上

③高度集積部材の

開発
化学メーカ
半導体メーカ



190

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

事業期間H19~23

H22年度予算案

6.7億円

国

NEDO

民間団体等

交付

光触媒の高度化

＇特に可視光下での
反応性向上（

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題

No.11 化学分野 ロジックモデル

化学メーカ
部材メーカ

循環社会構築型光触媒産業
創生プロジェクト

可視光照射下における

高感度光触媒の開発

①光触媒共通

サイエンスの構築

②光触媒基盤技術の

研究開発

③高感度可視光応筓型

光触媒利用内装部材の開発

高品質・低コストな

製造プロセスの開発

酸化チタン＇光触媒（の

新機能創出

委託補助
土
壌
の
汚
染
物
質
の

除
去

内装部材への応用

社
会
問
題
の
解
決

環
境
制
約
の
克
服

④酸化チタンの

新機能創出

⑤光触媒新産業分野

開拓
新用途の開拓

室
内
で
のV

O
C

除
去
、

抗
菌
・抗
ウ
ィ
ル
ス

安
心
・安
全
な
社
会
の

実
現

出所：NEDO「循環社会構築型光触媒産業創製プロジェクト」基本計画、H21年度実施方針、中間評価報告書など
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

事業期間H18~22

H22年度予算案

3.1億円

国

NEDO

民間団体等

交付

特殊反応場の

高度化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題

No.11 化学分野 ロジックモデル

素材加工メーカ

革新的マイクロ反応場
利用部材技術開発

マイクロリアクター

技術の高度化

①マイクロリアクター技術

②ナノ空孔技術

④マイクロリアクター技術、ナ

ノ空孔技術、協奏的反応場

技術を利用したプラント技術

の開発

ナノ空孔反応場利用

技術の開発

協奏的反応場利用

技術の開発

委託補助

③協奏的反応場技術

出所：NEDO「革新的マイクロ反応場利用部材技術開発」基本計画、中間評価報告書など

化
学
反
応
の
効
率
化

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

化
学
品
製
造
プ
ロ
セ
ス
の

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化

社
会
的
問
題
の
解
決

電
子
材
料
・製
品
の

機
能
性
向
上

国
際
競
争
力
の
強
化
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

事業期間H19~22

H22年度予算案

4.6億円

国

NEDO

民間団体等

交付

材料の分子レベルで

の複合化技術の開発

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題

No.11 化学分野 ロジックモデル

素材＇加工（メーカ

超ハイブリッド材料技術開発

達成手法の選択、

試作・評価

①超ハイブリッド材料

創製技術開発当該技術

②相反機能発現

基盤技術開発

④材料設計に資する

統合評価・支援技術開発

界面制御、分散・配向制

御等の基盤技術の開発

・確立

高効率合成プロセス

及び均一分散・配向・配

列プロセスの基盤技術

の開発

委託

国
際
競
争
力
の
強
化

電
子
材
料
・機
能
性

化
学
材
料
の

高
性
能
・高
機
能
化

③相反機能材料創製

プロセス基盤技術開発

出所：NEDO「超ハイブリッド材料技術開発」基本計画、中間評価報告書など

統合評価・支援技術の

確立

有機半導体の開発

電
子
材
料
・機
能
性

化
学
材
料
の

低
コ
ス
ト
化

 例えば、有機半導体はフレキシブル性などの機能面や、製造プロセスの簡易化に
よる低コスト化・省エネ化が期待されるが、技術的な難易度が高い。そのため、国
として取り組む価値は存在。例えば印刷技術等我が国の強みを活かした革新的な
技術開発を行っていく必要があるのではないか。

 また、米国NSTでの「Technological Challenges in Organic Electronics, 

Photonics and Magnetics」など、海外での取り組み事例も存在する

⇒新技術領域であり、海外での施策が存在する有機半導体やそれに係るプロセス技
術への研究開発投資を行う必要はないか＇例えば、印刷技術を活用した製造基盤
技術開発等（
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題

No.11 化学分野 ロジックモデル

出所：NEDO「先端機能発現型新構造繊維部材基盤技術の開発」基本計画、中間評価報告書、 H21年度科学技術関係予算案など

事業期間H18~22

H22年度予算案

4.8億円

国

NEDO

民間団体等

交付

超極細繊維を

用いた電池の開発化学・繊維メーカ

先端機能発現型新構造
繊維部材基盤技術の開発

ナノ溶融分散紡糸

法を活用した

超極細繊維開発

②ナノ溶融分散紡糸法

による炭素超極細繊維

製造技術の開発

③高性能、高機能電池

用部材の開発

④高性能、高機能

フィルター用部材の開発

電池への超極細

繊維の適用

電界紡糸法を

活用した

超極細繊維開発

委託補助

国
際
競
争
力
の
強
化

個
別
の
技
術
革
新

①電界紡糸法における

繊維高機能化、大型

装置化技術の開発

フィルターへの超極細

繊維の適用

⑤高性能、高機能医療

衛生・産業用部材の開発

医療用部材への

超極細繊維の適用

化学・繊維メーカ

化学・繊維メーカ

超極細繊維を

用いた水処理用フィ

ルターの開発

電
池
の

小
型
化

水
処
理

シ
ス
テ
ム
の

高
性
能
化

焼
却
工
程
で
の

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化

超極細繊維を

用いた超断熱性無機

フィルターの開発

社
会
問
題
の
解
決

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

有
害
物
の
体
内
へ
の

進
入
防
止

安
心
安
全
な
社
会
の

実
現

ガラス繊維の

代替繊維の開発
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

事業期間H22~26

H22予算額

1.3億円

国

NEDO

民間団体等

交付

開発期間の短縮

＇擦り合わせ不要（

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題出所：H22年度産業技術関連概算要求の概要、平成22年度概算要求における科学技術関連施策＇エネルギー分野（＇新規案件（など

No.11 化学分野 ロジックモデル

材料メーカ
＇電池メーカ（

次世代蓄電池材料
評価基盤技術開発

蓄電池材料の性能や特

性の共通的評価技術の

確立

次世代高度部材開発

評価基盤の開発

メ
ー
カ
の
開
発
力
強
化

国
際
競
争
力
の
強
化

成
長
基
盤
の
整
備
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

分離・精錬プロセスで

の省エネルギー化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題

No.11 化学分野 ロジックモデル

民間事業者

省エネルギー型化学技術
創成研究開発補助事業

ディーゼル用PM 等酸化

技術の開発

高効率酸化プロセス技術の

開発

高性能分離膜および

システムの開発

新規光電変換デバイス材料

の開発

高効率タンパク質膜の

開発

高性能炭化水素系

電解質膜の開発

事業期間H16~21

H16~19総予算額

74.3億円

国

民間団体等

補助金

自
動
車
の
燃
費
向
上

高機能電解質膜技術の開発

有機太陽電池の開発

高燃費のディーゼル

エンジンの利用促進

燃料電池の利用促進

高効率太陽電池の

開発

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
創
出

社
会
問
題
の
解
決

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

民間事業者

民間事業者

民間事業者

化
学
品
製
造
プ
ロ
セ
ス

で
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化

出所：省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業制度評価＇中間（報告書
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高効率金属処理剤研究開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

化
学
品
製
造
プ
ロ
セ
ス

で
のC

O
2

削
減

含酸素化合物

製造プロセスの

CO2排出量削減

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題

No.11 化学分野 ロジックモデル

化学メーカ
プラントメーカ

高効率酸化触媒を用いた
環境調和型化学プロセス
技術開発プロジェクト

酸化反応触媒である

NHPIの適用

高効率酸化触媒を

用いた環境調和型

化学プロセス技術開発

高効率重金属

処理剤研究開発

事業期間H17~20

H17~20総予算額

4.0億円

国

民間団体等

補助金

複合金属汚染土壌の

オンサイト処理の実現

土
壌
汚
染
の
防
止

高性能な無機系

重金属処理剤の開発

社
会
的
問
題
の
解
決

環
境
制
約
の
克
服

化学材料メーカ
事業期間H15~20

H15~20総予算額

不明

国

民間団体等

補助金

出所：戦略重点科学技術「エネルギーの面的利用で飛躍的な省エネの街を実現する都市システム技術」＇国土交通省、環境省（、「新利用形態燃料電池標準化等技術開発」事業原簿

自然環境への負荷が

尐ない新規有機系

処理剤の開発
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Part 1

Part 2

Part 3

Part 4

Part 4

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

トップダウン ボトムアップ
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

ナ
ノ
テ
ク
・部
材
分
野

事業＇PRJ（目標施策

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

肉体的な害を
低減＇安全（

精神的な害を
低減＇安心（

シーズとニーズのマッチング

メーカの提案力強化

メーカの開発力強化

物理的な害を抑制

化学的な害を抑制

情報家電領域

精密機器・医療機器・ロボット領域

輸送用機器領域

水処理システム＇食品・医薬品製造（

新エネルギー創出＇利用（

エネルギー利用効率化

水質汚染の防止

CO2の削減

土壌汚染の防止

大気汚染の防止

水資源

鉱物資源

石油資源

ナノ技術とキーデバイス技術との融合

材料・プロセスの統合的ｿﾘｭｰｼｮﾝの実現

開発期間の短縮化

他から害を受ける際の防御の高度化

有害物の発生を抑制

有害物の発生を高精度で検知

害を加える際＇手術時（の低侵襲化

有害物の排除＇無害化（

有害物の進入防止

高速化

大容量化＇ﾃﾞﾊﾞｲｽの小型化（

機能性の向上

＇ﾓｼﾞｭｰﾙとしての（小型化・軽量化

小型化

高信頼化

低コスト化

小型化・軽量化＇低炭素化（

低コスト化

高性能化

エネルギー送電時の効率化

エネルギー発電時の効率化

燃料電池利用

太陽電池利用

バイオマス等利用

使用時における効率化
利用段階

焼却段階

製造段階

製造プロセスでのCO2削減

運搬プロセスでのCO2削減

探鉱開発の推進

リサイクルの推進

代替材料の開発・使用量低減

レアメタルの備蓄

水利用の効率化

水生成の効率化

天燃ガスの利用

製造プロセスでの汚染物質削減

汚染物質の除去

汚染物質の発生抑制

汚染物質の除去

汚染物質の発生抑制

副次的な課題ナノテク施策として着手されていない課題

次世代高度部材開発評価基盤の開発
H18-H20

半導体機能性材料の高度評価基盤開発
H21-H23

次世代蓄電池材料評価基盤技術開発

H22-H26

超フレキシブルディスプレイ部材技術開発
H18-H21

革新的マイクロ反応場利用部材技術開発
H18-H22

超ハイブリッド材料技術開発
H19-H23

先端機能発現型新構造繊維部材基盤技術の開発

H18-H22

省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業
H16-H21

グリーン・サステイナブルケミカルﾌﾟﾛｾｽ基盤技術開発
H20-H27

高効率酸化触媒を用いた環境調和型化学プロセス技術開発プロジェクト
H17-H20

循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト
H19-H23

高効率金属処理剤研究開発
H15-H23

No.11 化学分野 ロジックツリー 簡略版

詳細版との対応
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トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

事業目標

ナ
ノ
テ
ク
・部
材
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

施策

No.11 化学分野 ロジックツリー 詳細版 Part 1

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

シーズとニーズの
マッチング

＇企業間の連携促進（

評価技術・開発

ツールの開発

評価技術・開発

ツールの開発

メーカの提案力強化

メーカの開発力強化

半導体機能性材料
領域

半導体機能性材料
領域

次世代電池領域
蓄電池材料の性能や特性

の共通的評価技術の確立

材料・プロセスの
統合的ｿﾘｭｰｼｮﾝの実現

開発期間の短縮化

高機能性材料およびそれ
を用いた半導体製造工程
が半導体に及ぼす影響を
簡便かつ正確に把握でき
る材料評価専用の回路パ
ターン＇TEG)を開発し、そ
れを用いて材料評価基盤
を確立する

半導体機能性材料
の高度評価
基盤開発

H21-H23

①接合素子を含む材料評価用
配線TEGの開発

②材料による金属汚染、応力
影響の評価方法の開発

③半導体プロセス全体を考慮
した材料評価基盤の開発

ﾅﾉﾚﾍﾞﾙでの材料間の相
互作用までを含めた部材
の最適化等の統合技術、
回路部材の評価基盤を開
発･整備する

次世代高度部材開発評価基盤の開発

H18-H20

新しい蓄電池材料の性能
や特性を共通的に評価で
きる基盤技術を確立し、
材料開発の効率を抜本的
に向上・加速化させる

次世代蓄電池材料
評価基盤技術開発

H22-H26

次世代高度部材開発

評価基盤の開発

相
補

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

Part 2

Part 3

Part 4

Part 4
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Part 3

Part 4

Part 4

トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

ナ
ノ
テ
ク
・部
材
分
野

目標

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

施策

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

高速化

大容量化

＇ﾃﾞﾊﾞｲｽの小型化（

機能性の向上情報家電領域

ｶｰﾄﾞｺﾈｸﾀの小型化
・高性能化

＇ﾓｼﾞｭｰﾙとしての（

小型化・軽量化

筐体の
小型・軽量化

デバイスレ
イヤーで
の機能向
上

構成部品の
小型・軽量化

モジュールレイヤー
での機能向上

ディスプレイ
モジュール

フレキシブル化

電池の小型化 炭素繊維を用いた超
小型化DMFCの開発 炭素材料を用いた超極細

繊維開発
ユビキタス端末用薄
型電池の開発

レンズ
モジュール

フレキシブル
ディスプレイの開発

精密機器・医療機器・
ロボット領域

輸送用機器領域

水処理システム
＇食品・医薬品製造（

小型化

超微小モータの

利用
超々精密ギヤの利用 金属ガラスの利用

筐体の
小型・軽量化

構成部品の
小型・軽量化

電池の小型化 炭素繊維を用いた超
小型化DMFCの開発

炭素材料を用いた超極細
繊維開発

高信頼化

低コスト化

小型化・軽量化
＇低炭素化（

材料代替 鉄代替

サイズ低減

電池の小型化
＇高パワー密度化（ HEV、燃料電池車用

電池へ炭素繊維適用
炭素材料を用いた

超極細繊維開発

ガラス代替

炭素繊維強化熱可塑性プ
ラスチックの開発

高性能化
不純物除去機能向上
＇処理工程簡略化（

水処理フィルターの
高度化

超超純水用フィルター
の開発

高分子材料や無機材料を
用いた超極細繊維開発

先端機能発現型
新構造繊維部材
基盤技術の開発

H18-H22

電界紡糸や溶融紡糸等に
より創製される極微細な
繊維状材料に対して高度
な界面加工や複合化を行
い高機能ﾌｨﾙﾀｰや高性能
電極部材等の高機能新材
料を創出するため、繊維
の極微細加工と高次複合
化を可能とする基盤技術
等の開発を行う

②ﾅﾉ溶融分散紡糸法による炭
素超極細繊維製造技術の開発

③高性能、高機能電池

用部材の開発

①電界紡糸法における繊維高
機能化、大型装置化技術開発

④高性能、高機能

フィルター用部材の開発

⑤高性能、高機能医療衛生・
産業用部材の開発

液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ等の表示ﾃﾞ
ﾊﾞｲｽ製造の際の環境・ｴﾈ

ﾙｷﾞｰに対する負荷を抜本
的に削減するため､低負
荷かつ高効率で生産でき
る製造技術や部材、基盤
技術を開発する

超フレキシブル
ディスプレイ

部材技術開発

H18-H21

①有機TFTアレイ化

技術の開発

②マイクロコンタクト

プリント技術の開発

③高度集積部材の開発

④ロール部材パネル化

要素技術の開発

事業目標 事業＇PRJ（ 概要

半導体
部材

光学
部材 材料の改良

反応環境の改良

有機・無機ハイブリッド
材料の性能向上

ガラス材の改良

既存材料の複合化を
分子レベルで制御

特殊な反応場の利用

化学ﾌﾟﾛｾｽにおける反応
時に消費するｴﾈﾙｷﾞｰ等
の抜本的削減を図るため
､関連技術が協奏的に作
用する反応場を利用した
新たな技術を開発する

革新的
マイクロ反応場

利用部材技術開発

H18-H22

①マイクロリアクター技術

②ナノ空孔技術

③協奏的反応場技術

④マイクロリアクター技術、ナノ
空孔技術、協奏的反応場技術
を利用したプラント技術の開発

従来実現が不可能と考え
られていた相反する複数
機能を両立できる材料を
異種の素材の組合せ(ﾊｲ
ﾌﾞﾘｯﾄﾞ化)により実現する
ため､ﾅﾉﾚﾍﾞﾙよりもさらに
微小な原子･分子ﾚﾍﾞﾙで
のﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ化や構造･配
列制御等を可能とする技
術を開発｡

超ハイブリッド材料
技術開発

H19-H23

①超ハイブリッド材料

創製技術開発当該技術

②相反機能発現

基盤技術開発

③相反機能材料創製

プロセス基盤技術開発

④材料設計に資する

統合評価・支援技術開発

相
乗

繊維課の「サステナブルハイパーコンポジット技術の開発」事業にて、H20~H24
の期間で炭素繊維強化プラスチックの改良に関する開発を実施中

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

No.11 化学分野 ロジックツリー 詳細版 Part 2

Part 1

製造コストの低減 有機半導体の開発

外装

内装

マグネシウム合金の
高度化

『繊維課』にて

記載
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Part 2

Part 4

Part 4

Part 1

先端機能発現型
新構造繊維部材
基盤技術の開発

H18-H22

省エネルギー型
化学技術創成

研究開発補助事業

H16-H21

グリーン・
サステイナブル
ケミカルプロセス
基盤技術開発

H20-H27

トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

ナ
ノ
テ
ク
・部
材
分
野

目標

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

施策

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

エネルギー送電時
の効率化

新エネルギー創出
＇利用（

エネルギー発電時の
効率化

エネルギー利用
効率化

燃料電池利用

太陽電池利用

バイオマス等利用

有機太陽電池の開発

使用時における
効率化

高分子材料や無機材料を

用いた超極細繊維開発

ディーゼル用PM＇粒子状

物質（等酸化技術の開発

高性能炭化水素系

電解質膜の開発

利
用
段
階

焼
却
段
階

製
造
段
階

非IT
機
器
の

省
エ
ネ

IT

機
器
の

省
エ
ネ

輸送用機器
分野

住宅分野

燃費の向上
燃料電池の効率化・

利用促進

ディーゼルエンジンの
利用促進

車体の軽量化 輸送用機器の

小型・軽量化

焼却炉排気ガスの
冷却工程不要化

超断熱性無機
フィルターの開発

水処理領域

窯業領域
特
定
産
業
領
域

金属領域

繊維領域

化
学
品
・
医
薬
品

領
域

ナフサ分解
工程

副生ガスの
低減

熱分解ﾌﾟﾛｾｽの触媒
ﾌﾟﾛｾｽへの転換

高性能ナノ多孔体分離膜の
開発

副生ガスの高効率回収、
有効利用

分離・精錬
ﾌﾟﾛｾｽ

工
程

特
化

工
程

横
断
的

高効率タンパク質膜の開発

領域横断的

化学反応プロセスにおけ
る環境調和型の資源・エ
ネルギーの高効率利用と
大幅な生産性向上＇資源
生産性、土地生産性、時
間生産性、エネルギー生
産性（を可能とする技術基
盤の開発を行う

①有害な化学物質を削減でき
る、又は使わない革新的プロセ

ス及び化学品の開発

②廃棄物、副生成物を削減で
きる革新的プロセス及び化学

品の開発

③資源生産性を向上できる革
新的ﾌﾟﾛｾｽ及び化学品の開発

省エネルギーのポテンシ
ャルが大きいにもかかわ
らず開発リスクが大きいこ
と等がネックになり十分な
研究開発費が投じられて
いない技術に対して、戦
略的な研究開発支援を実
施することにより、化学産
業のみならず各種最終製
品や他産業において抜本
的なエネルギー効率の改
善を促進する

高性能分離膜およびシステム
の開発

高効率酸化プロセス技術の

開発

高機能電解質膜技術の開発

新規光電変換デバイス材料の
開発

電界紡糸や溶融紡糸等に
より創製される極微細な
繊維状材料に対して高度
な界面加工や複合化を行
い高機能ﾌｨﾙﾀｰや高性能
電極部材等の高機能新材
料を創出するため、繊維
の極微細加工と高次複合
化を可能とする基盤技術
等の開発を行う

②ﾅﾉ溶融分散紡糸法による炭
素超極細繊維製造技術の開発

③高性能、高機能電池

用部材の開発

①電界紡糸法における繊維高
機能化、大型装置化技術開発

④高性能、高機能

フィルター用部材の開発

⑤高性能、高機能医療衛生・
産業用部材の開発

事業目標 事業＇PRJ（ 概要

化学反応の
効率化

特殊な反応場の利用

化学ﾌﾟﾛｾｽにおける反応
時に消費するｴﾈﾙｷﾞｰ等
の抜本的削減を図るため
､関連技術が協奏的に作
用する反応場を利用した
新たな技術を開発する

革新的
マイクロ反応場

利用部材技術開発

H18-H22

①マイクロリアクター技術

②ナノ空孔技術

③協奏的反応場技術

④マイクロリアクター技術、ナノ
空孔技術、協奏的反応場技術
を利用したプラント技術の開発

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

No.11 化学分野 ロジックツリー 詳細版 Part 3
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Part 2

Part 1

Part 3

トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

ナ
ノ
テ
ク
・部
材
分
野

目標

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

施策

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

水質汚染の防止

CO2の削減

土壌汚染の防止

製造プロセスでの
CO2削減

製鉄プロセスでの
CO2削減

運搬プロセスでの
CO2削減

大気汚染の防止

化学品製造プロセス
での有害物の削減

有害な有機溶媒の
使用量削減

廃棄物・副生成物の
排出量削減

光触媒の高度化汚染物質の除去

汚染物質の発生抑制

汚染物質の除去

汚染物質の発生抑制

化学プロセスでの
CO2削減

含酸素化合物製造
プロセス

複合金属汚染土壌のオンサ

イト処理用材料の開発

含酸素化合物製造プロセス
での高効率触媒利用

肉体的な害を
低減＇安全（

精神的な害を
低減＇安心（

有害物の発生を抑制

有害物の発生を高精度
で検知

有害物の排除
＇無害化（

＇室内での（VOC除去
、抗菌・抗ウィルス

光触媒の高度化

物理的な害を抑制

化学的な害を抑制

化学反応プロセスにおけ
る環境調和型の資源・エ
ネルギーの高効率利用と
大幅な生産性向上＇資源
生産性、土地生産性、時
間生産性、エネルギー生
産性（を可能とする技術基
盤の開発を行う

グリーン・
サステイナブル
ケミカルプロセス
基盤技術開発

H20-H27

①有害な化学物質を削減でき
る、又は使わない革新的プロセ

ス及び化学品の開発

②廃棄物、副生成物を削減で
きる革新的プロセス及び化学

品の開発

③資源生産性を向上できる革
新的ﾌﾟﾛｾｽ及び化学品の開発

我が国で先行的に開発さ
れた光触媒技術による新
産業分野の開拓を推進す
るため､現在の紫外光の
みならず､可視光ﾚﾍﾞﾙで
の性能･機能の飛躍的な
向上を図るための技術基
盤を構築し、これにより､
医療関連分野や環境関連
分野等においても自然ｴﾈ
ﾙｷﾞｰを活用した安全･安
心な環境を提供可能な光
触媒技術を開発

循環社会構築型
光触媒産業創成

プロジェクト

H19-H23

①光触媒共通

サイエンスの構築

②光触媒基盤技術の

研究開発

③高感度可視光応筓型光触媒
利用内装部材の開発

⑤光触媒新産業分野

開拓

④酸化チタンの

新機能創出

合成樹脂や合成繊維の原
料となるカルボン酸、ケト
ン等の含酸化化合物製造
プロセスに対して、革新的
な酸化反応触媒である
NHPI等を適用し、温室効
果ガスの排出削減を図る

高効率酸化触媒を用いた環境調和型化学プロセス
技術開発プロジェクト

H17-H20

尐量の使用で重金属等を
安定的かつ効率的に捕捉
できる複合金属汚染土壌
のオンサイト処理に適した
高性能の無機系重金属等
処理剤及び自然環境への
負荷が尐ない新規有機系
処理剤を開発する

高効率重金属処理剤研究開発

H15-H20

事業目標 事業＇PRJ（ 概要

有害物の進入防止

有害化学物質を
事前に把握

有害物の
代替材料代替

ガラス繊維の代替
繊維開発

高分子材料や無機材料を

用いた超極細繊維開発

高分子材料や無機材料を

用いた超極細繊維開発
フィルターの精度向上

先端機能発現型
新構造繊維部材
基盤技術の開発

H18-H22

電界紡糸や溶融紡糸等に
より創製される極微細な
繊維状材料に対して高度
な界面加工や複合化を行
い高機能ﾌｨﾙﾀｰや高性能
電極部材等の高機能新材
料を創出するため、繊維
の極微細加工と高次複合
化を可能とする基盤技術
等の開発を行う

②ﾅﾉ溶融分散紡糸法による炭
素超極細繊維製造技術の開発

③高性能、高機能電池

用部材の開発

①電界紡糸法における繊維高
機能化、大型装置化技術開発

④高性能、高機能

フィルター用部材の開発

⑤高性能、高機能医療衛生・
産業用部材の開発

即
率

VOC

有害金属

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

No.11 化学分野 ロジックツリー 詳細版 Part 4
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No.11 化学分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

ナノテク材料の機能性向上を、デバイス＇
材料（・プロセス＇反応場（の双方の高度
化により実現を目指す

• プロセスの高度化は「革新的マイクロ反
応場利用部材技術開発」事業で、デバイ
スの高度化は「超ハイブリッド材料技術
開発」事業にてそれぞれ実施中

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

実施した施策の成果をうまく活用した上で
、表出された課題を解決する施策を次期
の施策として実施

• 半導体産業の成長に向け、メーカの提
案力強化を目的に「次世代高度部材開
発評価基盤の開発」を実施。施策の中で
材料評価方法を開発

• 上記施策の中で浮かび上がった課題で
ある信頼性評価の確立を、追加施策とし
て「半導体機能性材料の高度評価基盤
の開発」事業として実施中

同課題へアプローチするが、対象土壌や
実現形態が異なるため独立

• 両施策が対象としている土壌＇あるいは
水（は異なると推察される。また、実現方
法も、フィルター/処理剤と異なり、同時に
採用されることはない

＇半導体産業の（
成長基盤の整備

メーカの
提案力
強化

メーカの
開発力
強化

開発期間の短縮

材料・ﾌﾟﾛｾｽの統合ソ
リューションの実現

次世代高度
部材開発評
価基盤開発

半導体機能
性材料の高
度評価基盤
開発

相乗

＇情報家電領域材料の（
機能性向上

半導体部材

光学部材
材料の改良

＇デバイス高度化（

反応環境の改良
＇プロセス高度化（

革新的マイク
ロ反応場利
用部材技術
開発

超ハイブリッ
ド材料技術開

発

相乗

土壌＇水質（
汚染の
防止

VOC

有害金属

循環社会構
築型光触媒
産業創成プロ
ジェクト

高効率重金
属処理剤研
究開発
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未着手領域の

明確化

既存の事業でカバーされていな
い課題について、新たに事業を

企画すべきか？

No.11 化学分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、他原課・他省庁・民間・諸外国との比較、施
策の括り方見直しの観点から、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ ロジックツリーの分析結果および示唆

• フレキシブルディスプレイに関しては、海外競合メーカが注力する中、日本
としての競争力強化は必須であるが、国家プロジェクトとしての位置づけ
は明確化する必要あり

– E-inkやSamsung,LGなど海外メーカが多数開発を進める中で、日本として強みを持
つエレクトロニクス・材料領域としての競争力強化は必須

– 一方で国内でもソニーやシャープ、凸版印刷など、多数の企業かつ多用な産業・レイ
ヤーのプレーヤが開発を進める中で、国家プロジェクトとしての実施は開発動向も踏
まえた継続検討が必要

情報家電
分野

半導体評価技術の
確立

＇基盤領域（

半導体の機能・性能
向上

＇アプリ領域（

化学課

情報通信機器課

N/A
他省庁

との比較

他省庁の取組との整合性の観点

から施策への反映はないか？

民間との比較
民間企業との役割分担の
観点から施策への反映

はないか？

他原課との

比較

省内の他原課との役割分
担の観点から施策への
反映はないか？

諸外国

との比較

施策の括り方の

見直し

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

諸外国との国際競争力上
の観点から施策への反

映はないか？

フレキシブル
ディスプレイ

官

民

超フレキシブル
ディスプレイ
部材技術開発

E-ink
ソニー、シャープ
Samsung 他多数

情報家電・半導体

情報家電・半導体

• 半導体の評価技術の確立を、アプリケーションを念頭においた形で実現
するためには、原課間での連携強化も重要

– 半導体の評価技術の確立に向けた施策は、過去より化学課にて実施

– 一方、半導体を利用するアプリケーション領域では情報通信機器課が主に施策を実
施している。アプリケーションを念頭においた信頼性評価などの実現に向けては、評
価技術の確立に向けた施策を情報通信機器課等とうまく連携することも重要

• アプリケーションとしては情報通信機器領域となるため、エンドニーズや他
の半導体部材との技術連携を踏まえると、情報通信機器課等との連携も
重要

– 競争力強化に向けては、最終セット製品まで視野にいれた開発が必須であり、情報通
信機器課等関係原課との連携も重要

情報通信
機器関連

軽量かつ折り曲げ
に強い製造技術

従来にない新機能を
発現する製造技術

超フレキシブルディスプ
レイ部材技術開発

先端機能発現型新構造
繊維部材基盤技術の開発

低コスト化・省エネ化
に資する製造技術

次世代印刷エレクトロニ
クス材料・プロセス基盤

技術開発

• 新技術領域であり、海外での施策が存在する有機半導体やそれに係るプロセス技術への研
究開発投資を行う必要はないか＇例えば、印刷技術を活用した製造基盤技術開発等（

– 例えば、有機半導体はフレキシブル性などの機能面や、製造プロセスの簡易化による低コスト化・
省エネ化が期待されるが、技術的な難易度が高い。そのため、国として取り組む価値は存在。例え
ば印刷技術等我が国の強みを活かした革新的な技術開発を行っていく必要があるのではないか。

– また、米国NSTでの「Technological Challenges in Organic Electronics, Photonics and 
Magnetics」など、海外での取り組み事例も存在する

情報家電・半導体
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No.11 化学分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、他原課・他省庁・民間・諸外国との比較、施
策の括り方見直しの観点から、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ ロジックツリーの分析結果および示唆

• 蓄電池関連の施策では、各施策を総合した技術開発のロードマップが必要

– 蓄電池関連の施策は、本原課で進める「次世代蓄電池材料評価基盤技術開発」の他
に、「革新型蓄電池先端科学技術基礎研究事業」、「次世代蓄電システム実用化戦略
的技術開発」事業など、経済産業省内にも複数存在

– 各施策が連携し、日本の当該領域における競争力強化に向けては、技術的な連携を
目的とした各施策を総合した開発ロードマップの策定が必要

前述

蓄電池の
高度化

基礎研究

評価技術確立

実用途展開

革新型蓄電池先端科学
基礎研究事業

次世代蓄電池材料評価
基盤技術開発

次世代蓄電システム実
用化戦略技術開発

繊維課

化学課

炭素繊維強化
プラスチックの開発

超極細繊維
＇ナノファイバー（の開発

繊維
関連施策

炭素繊維製造の
省エネルギー化

蓄電池

繊維

未着手領域の

明確化

既存の事業でカバーされていな
い課題について、新たに事業を

企画すべきか？

他省庁

との比較

他省庁の取組みとの整合性の
観点から施策への反映はない

か？

民間との比較 民間企業との役割分担の観点
から施策への反映はないか？

他原課との

比較

省内の他原課との役割分
担の観点から施策への
反映はないか？

諸外国

との比較

施策の括り方の

見直し

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

諸外国との国際競争力上の観
点から施策への反映はないか

？

• 繊維関連施策の原課間の連携も重要

– 繊維関連の施策は、従来の合成繊維よりもはるかに微細で、繊維の表面や内部が
微細加工された革新的繊維（ナノファイバー）に係る技術開発を過去より化学
課にて実施

– 一方、炭素繊維に係る省エネルギー化やプラスチック開発の施策は繊維課にて実施
している。繊維関連分野の競争力強化のためには、繊維課等関係原課との連携も重
要
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経済産業省内の蓄電池に関連した施策は以下の通り。

出所：経済産業省「電池の研究開発を巡る現状」

参考（No.11 化学分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析
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施策＇Market（ 機能＇Function（

住
宅
産
業
窯
業
建
材
分
野

個
別
の
技
術
革
新

出所：NEDO「三次元光デバイス高効率製造技術」基本計画 副次的な課題

No.12 住宅産業窯業建材分野 MFTツリー 三次元光デバイス高効率製造技術

三次元光デバイス高効率製造技術

技術＇Technology（

研究テーマ

①デバイス化

加工用

ガラス材料技術

③三次元加工

システム応用

デバイス技術

②三次元加工

システム技術

技術体系

三次元光学
デバイス用ガラス
材料技術開発

光学ローパス
フィルタ用

ガラス材料開発

三次元光回路
導波路デバイス用
ガラス材料技術開発

光学デバイス
用ガラス材料
の開発

三次元光回路
導波路デバイス
の導波路用

ガラス材料開発

光カプラ＇スプ
リッタ（導波路
デバイス用

ガラス材料開発

光回路
デバイス用
ガラス材料
の開発

基本
回路

応用
回路

フェムト秒
レーザーによる

点描

ホログラム等を
使用した
一括照射

波面制御三次元
加工システム
技術開発

空間光変調器
三次元加工
システム技術

加
工
技
術
開
発

シ
ス
テ
ム
開
発

波面制御素子
設計用ｼｽﾃﾑの

開発

光変調器の
開発

ステージ移動に

よる三次元加工

ではなく波面制御

による一括造形

＇フェムト秒

レーザー技術の

活用（

光学系、波面
制御素子設計用
ｼﾐｭﾚｰﾀの開発

形状計測技術
の開発

光学系、位相
変調型液晶空間
光変調器の開発

空間光変調器を
用いた位相変調
技術の開発

シ
ス
テ
ム
の
有
用
性
検
証

三次元光学
デバイス技術開発

三次元光回路
導波路デバイス
技術開発

光学ローパス
フィルタの開発

光学デバイス
の開発

光回路
デバイスの開発

三次元加工
システムを
利用した

デバイス開発

光カプラ＇スプ
リッタ（導波路
デバイスの開発

情報家電領域

精密機器・医
療機器・

ロボット領域

輸送用機器
領域

水処理
システム

＇食品・医薬品
製造（

＇光デバイス用（
ガラス材料の機

能発現

高速化

大容量化

＇ﾃﾞﾊﾞｲｽの小型
化（

システムによる
実現

部材による実
現

アーキテクチ
ャ

で実現

デバプロで
実現

半導体の高度化

デ
バ
イ
ス
レ
イ
ヤ
ー

で
の
機
能
発
現

モジュールレイ
ヤーでの
機能発現

光学部材
の高度化

機能性の向上

＇ﾓｼﾞｭｰﾙと

しての（

小型・軽量化

高信頼化

低コスト化
製造コストの

削減
製造の
高速化

半導体の製造
高速化

光学部材の製
造高速化

＇光デバイス用（
ガラス材料の
加工高速化

通信用

演算用
＇光回路（

半導体
部材

光学
部材

反応環境の改
良

材料の改良

ガラス材料の改良

有機・無機ハイブリッド
材料の性能向上

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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施策＇Market（ 機能＇Function（

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

出所：NEDO「革新的ガラス溶融プロセス技術開発」基本計画 副次的な課題

No.12 住宅産業窯業建材分野 MFTツリー 革新的ガラス溶融プロセス技術開発

技術＇Technology（

ガラス溶融工程
でのエネルギー
消費低減

革新的ガラス溶融プロセス技術開発

研究テーマ技術体系

①気中溶解＇インフライト

メルティング（技術開発
気中溶解プロセス制御方

法を確立する

カレット融液を効率的に生
成させる最適な高速加熱

方法を開発

カレットなしでの
気中溶解法確立

溶解プロセス
制御

技術の確立

気中融解法の
確立

②ガラスカレット＇再生材（

高効率加熱技術開発

③ガラス原料融液と

カレット融液との

高速混合技術開発

カレットを適用した
気中溶解の
省エネ化

カレットの加熱
エネルギー削減

カレット融液との混合・均質
化を短時間で可能とする新
たな撹拌技術の開発

高速高効率加熱技術の開発

カレット超加熱技術の開発

カレット・原料混合気中溶解法

カレット加熱法

プラズマ・酸素燃焼炎加熱技術の開発

複合加熱の高安定化

プラズマ比率低減策

電極の長寿命化

高付加価値ガラスへの適用性評価

共通基盤技術

気中溶解特有の現象
と融液挙動の解明

シミュレーション技術

超高効率気中加熱技術の開発

溶解試験炉設計・製作と改良

炉条件適正化

搬送気体量低減

炉材評価

原料・ガラス品質評価

ガラス原料融液と
カレット融液との
混合・均質化を
短時間で実現

撹拌技術の開発

均質性評価技術の開発

エネルギー送電
時の効率化

新エネルギー
創出＇利用（

エネルギー発電
時の効率化

エネルギー利用
効率化

使用時に
おける効率

化

利用段階

製
造
段
階

水処理領
域

窯業領域

特
定
産
業
領
域

金属領域

繊維領域

コンクリート
資材製造

ガラス製造

セメント製造

領域横断的

化学品・
医薬品領
域

CO2の削減

環
境
制
約
の
克
服

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

住
宅
産
業
窯
業
建
材
分
野
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次世代光波制御材料・素子化技術

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

出所：NEDO「次世代光波制御材料・素子化技術」基本計画 副次的な課題

①高屈折・低屈伏点

ガラスの研究

高い屈折率と広い透過
波長域および低い屈伏
点を有する、モールドに
よる成型に適した新規ガ

ラス材料の開発

サブ波長深溝周期構造
によって発現する屈折率
異方性を利用した偏光
分離素子の開発

ガラス表面への
微細構造転写の

高度化

ガラスによる
光波制御機能
の発現

＇樹脂代替（ ②サブ波長微細構造

成型技術の研究

③偏光分離素子の開発

屈折機能と回折機能を
同時に発現するレンズ

No.12 住宅産業窯業建材分野 MFTツリー 次世代光波制御材料・素子化技術

④屈折・回折複合素子

の開発

⑤広帯域無反射素子の

開発

表面にサブ波長錘形が2

次元的に形成された広
帯域無反射レンズの開

発

高屈折率ガラス
組成の実現

低温度で成型可能
なガラス組成
の実現

広い透過波長域を
有するガラス
組成の実現

表面に微細構造が
形成された耐熱性
の高い平面形状

あるいは曲面形状の
モールド及び成型
プロセスの開発

光波シミュレーション
技術開発

ガ
ラ
ス
組
成

ガ
ラ
ス
成
型
用
モ
ー
ル
ド
開
発

モールド材料の表面に
波長レベル以下の微細
構造を形成しガラスに
転写するプロセス技術

の開発

偏光分離素子への
応用

＇光メモリディスクの
ピックアップ等への
搭載有用性検証（

ガラスにサブ波長構造
を形成

屈折・回折素子
への応用

＇ガラスレンズの
実機搭載による
有用性検証（

レンズ表面への
微細な回折格子形成

広帯域の無反射
ガラス素子への

応用
＇撮像光学系への
実機搭載による
有用性検証（

光デバイス表面への
サブ波長構造を形成

基盤技術
開発

実用化技術
開発

次世代
光波素子の
創製

個
別
の
技
術
革
新

高速化

大容量化

＇ﾃﾞﾊﾞｲｽの小型
化（

情報家電領域

精密機器・医
療機器・

ロボット領域

輸送用機器
領域

水処理
システム

＇食品・医薬品
製造（

機能性の向上

＇ﾓｼﾞｭｰﾙと

しての（

小型・軽量化

高信頼化

低コスト化

デバイス
レイヤーでの
機能向上

モジュール
レイヤーでの
機能向上

ディスプレイ
モジュール

レンズ
モジュール

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

住
宅
産
業
窯
業
建
材
分
野
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革新的セメント製造プロセス基盤技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

出所：平成22年度概算要求における科学技術関連施策＇エネルギー分野（＇新規案件（ 副次的な課題

①クリンカ＇セメント中間

製品（の焼却温度の

低温化

クリンカ生成反応の
シミュレーション解析

技術の開発

②焼却時間の短縮化

No.12 住宅産業窯業建材分野 MFTツリー 革新的セメント製造プロセス基盤技術開発

クリンカ＇セメントの
中間製品（の焼却
温度の低温化

クリンカ＇セメントの中
間製品（の焼却プロ
セスでの消費電力削

減

焼却時間の
短縮化

キルン＇クリンカの
焼却炉（内部反応
の計測技術の開発

鉱化剤＇焼却温度の
低温化等の効果が

ある物質（の開発・選定

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

エネルギー送電
時の効率化

新エネルギー
創出＇利用（

エネルギー発電
時の効率化

エネルギー利用
効率化

使用時に
おける効率

化

利用段階

製
造
段
階

水処理領
域

窯業領域

特
定
産
業
領
域

金属領域

繊維領域

コンクリート
資材製造

ガラス製造

セメント製造

領域横断的

化学品・
医薬品領
域

CO2の削減

環
境
制
約
の
克
服

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

住
宅
産
業
窯
業
建
材
分
野
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

• 事業期間H18~22

• H22予算案

2.48億円

国

NEDO

民間団体等

交付

情
報
家
電
の

高
速
化
・高
機
能
化

＇光デバイス用（

ガラス材料の機能発現

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題出所：中間評価報告書、NEDO「三次元光デバイス高効率製造技術」基本計画など

No.12 住宅産業窯業建材分野 ロジックモデル

光学部材メーカ
製造装置メーカ

三次元光デバイス
高効率製造技術

波面制御により一括造形

可能な三次元加工技術の

確立

①デバイス化加工用

ガラス材料技術

②三次元加工システム技術

③三次元加工システム

応用デバイス技術

国
際
競
争
力
の
強
化

上記加工技術に必要な

システム技術確立

①・②で確立したシステム

の有用性確認

委託補助

＇光デバイス用（

ガラス材料の加工高速化

情
報
家
電
の

低
コ
ス
ト
化
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

• 事業期間H18~22

• H22予算案

1.46億円

国

NEDO

民間団体等

交付

情
報
家
電
の

機
能
性
向
上

ガラスによる光波

制御機能の発現

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題出所：中間評価報告書、NEDO「次世代光波制御材料・素子化技術」基本計画など

No.12 住宅産業窯業建材分野 ロジックモデル

光学部材メーカー

次世代光波制御材料・
素子化技術

ガラス表面への微細構造

転写の高度化

①高屈折・低屈伏点

ガラスの研究

②サブ波長微細構造

成型技術の研究

③偏光分離素子の開発

国
際
競
争
力
の
強
化

光メモリディスクの

ピックアップ等への

搭載有用性確認

委託補助

④屈折・回折複合素子

の開発

⑤広帯域無反射素子の

開発

屈折機能・回折機能を発現

するガラスレンズの実機

搭載による有用性確認

撮像光学系への広帯域

無反射レンズの

有用性確認
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

• 事業期間H20~24

• H22年度予算案

3.58億円

国

NEDO

民間団体等

交付

製
造
工
程
で
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
低
減

ガラス溶融工程での

消費電力削減

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題出所：中間評価報告書、NEDO「革新的ガラス溶融プロセス技術開発」基本計画、平成22年度概算要求における科学技術関連施策＇エネルギー分野（＇新規案件（等

No.12 住宅産業窯業建材分野 ロジックモデル

窯業メーカー

革新的ガラス溶融

プロセス技術開発

気中溶融

プロセス技術の確立

①気中溶解＇インフライト

メルティング（技術開発

②ガラスカレット＇再生材（

高効率加熱技術開発

③ガラス原料融液と

カレット融液との

高速混合技術開発 社
会
問
題
の
解
決

カレットの加熱エネルギー

削減方法の確立

ガラス融液とカレット融液

の撹拌技術の確立

委託

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

• 事業期間H20~26

• H22総予算額

1.4億円

国

NEDO

民間団体等

交付

クリンカ＇セメントの中間
製品（の焼却プロセスで
の消費電力削減

セメントメーカー

革新的セメント製造
プロセス基盤技術開発

クリンカの焼却温度の

低温化の実現

①クリンカ＇セメント中間

製品（の焼却温度の低温化

②焼却時間の短縮化
焼却時間の

短縮化の実現

委託
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トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

事業目標

住
宅
産
業
窯
業
建
材
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

施策

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

高速化

大容量化

＇ﾃﾞﾊﾞｲｽの小型化（

機能性の向上

システムによる実現

部材による実現
アーキテクチャ

で実現

デバプロで
実現

半導体の高度化

チップの集積度の
向上

チップへの記録手法
の変更

個別チップの
小型化

チップ配置の工夫

半導体の高度化
＇微細化（

情報家電領域

＇ﾓｼﾞｭｰﾙとしての（

小型化・軽量化

次世代光波制御素子
の創製

金属ガラスの利用

デバイスレ
イヤーで
の

機能向上

モジュールレイヤー
での機能向上

ディスプレイ
モジュール

光学部材
の高度化

ガラス材料の機能発現

光学部材の高度化

レンズ
モジュール

ガラスによる光波
制御機能の発現
＇樹脂代替（

精密機器・医療機器・
ロボット領域

輸送用機器領域

水処理システム
＇食品・医薬品製造（

高信頼化

低コスト化

エネルギー送電時
の効率化

新エネルギー創出
＇利用（

エネルギー発電時の
効率化

エネルギー利用
効率化

使用時におけ
る効率化

利用段階

製
造
段
階

水処理領域

窯業領域

特
定
産
業
領
域

金属領域

繊維領域

繊維代替
コンクリート
資材製造

ガラス製造 ガラス溶融工程でのエネル
ギー消費低減

セメント製造
クリンカ＇セメント中間製品
（焼却プロセスのエネルギ

ー消費低減

領域横断的

化学品・医薬
品領域

CO2の削減

No.12 住宅産業窯業建材分野 ロジックツリー

ガラス材料に関する精密
モールド技術を確立し、機
能性の高い光波制御素子
を低コストで生産できるプ
ロセス技術を開発すること
で部材の小型化・高機能
化、省エネルギーを図る

次世代光波

制御材料・

素子化技術

H18-H22

①高屈折・低屈伏点ガラスの

研究

②サブ波長微細構造成型

技術の研究

③偏光分離素子の開発

④屈折・回折複合素子の開発

⑤広帯域無反射素子の開発

プラズマ等による高温を
利用し瞬時にガラス原料
をガラス化することにより
、極めて効率的にガラスを
溶融＇インフライトメルティ
ング法（し省エネに資する
革新的ガラス溶融プロセ
ス技術を開発する

革新的ガラス

溶融プロセス

技術開発

H20-H24

①気中溶解＇インフライトメルテ
ィング（技術開発

②ガラスカレット＇再生材（高効
率加熱技術開発

③ガラス原料融液とカレット融
液との高速混合技術開発

エネルギー多消費産業

の一つであるセメント産業
の更なる省エネ・低炭素
化を図るため、クリンカ＇セ
メントの中間製品（を焼成
する温度の低温化や焼成
時間の短縮化等の非従来
型の革新的なセメント製
造プロセスの基盤技術の
開発を行う

革新的セメント

製造プロセス

基盤技術開発

H22-H26

①クリンカ＇セメントの

中間製品（の焼却温度の

低温化

②焼却時間の短縮化

波面制御素子あるいは空
間光変調器を用いた空間
光変調技術を確立し、フェ
ムト秒レーザーを用いてガ
ラス中に三次元造形を高
精度・高速に形成できるプ
ロセス技術を開発する。こ
れらの技術を用いて具体
的な光デバイスを作製し、
有用性の確認と市場への
早期参入のための基盤技
術を確立する

三次元

光デバイス

高効率

製造技術

H18-H22

①デバイス化加工

ガラス材料技術

②三次元加工システム技術

③三次元加工システム応用

デバイス技術

住宅産業窯業建材課にてH12~H17の期間で、「ナノガラス技術」プロジェクトを
実施

製造コスト削減

ガラス材料の加工高速化

半導体の製造
高速化

光学部材の製造
高速化

加工の高速化

ガラス材料の機能発現

H17~H19の期間で、「エネルギー使用合理化技術戦略的開発プロジェクト」に
お

いて気中溶解＇インフライトメルティング（法による省エネルギー型ガラス溶解技
術の先導的技術を開発

相
補

相
補

新記録媒体の開発

新原理の活用(光など)

通信用

演算用
＇光回路（

半導体
部材

光学
部材 材料の改良

反応環境の改良 有機・無機ハイブリッ
ド材料の性能向上

ガラス材料の改良

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

出所：イノベーションプログラム基本計画、技術戦略マップ2009、事前評価書・NEDO基本計画
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No.12 住宅産業窯業建材分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

既に終了したプロジェクトの成果を転用す
ることで、技術的な連携を確立

• 住宅産業窯業建材課でH17までに行っ

た「ナノガラス材料」プロジェクトで得られ
た基盤技術を、加工技術へ発展させよう
とする試みを現在実施している

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

ナノガラス材料
プロジェクト
H12~H17

三次元光デバイス

高効率製造技術

H18~H22

既に終了したプロジェクトの成果を転用す
ることで、技術的な連携を確立

• H19までに行った「エネルギー合理化技

術戦略的開発プロジェクト」にて先導的
研究を手がけ有用性を確認した気中溶
解法によるガラス融解を、具体的な目標
を設定した「革新的ガラス融解プロセス
技術開発」事業にて加速させる試みを実
施している

ガラス材料の
機能発現

＇三次元加工（

基盤技術

加工技術

相補

ｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化
技術戦略的開発プロ

ジェクト
H17~H19

革新的ガラス溶融プ
ロセス技術開発

H20~H24

＇気中溶解法を
用いた（ガラス
融解工程での省
エネルギー化

先導的
研究

目的実現に
向けた研究

相補
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ガラス材料の
高機能化

成膜の高度化/
金属の微細加工

No.12 住宅産業窯業建材分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、諸外国との比較、施策の括り方見直しの観点から、今後の施策・
事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ ロジックツリーの分析結果および示唆

諸外国

との比較

施策の括り方の

見直し

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

N/A

未着手領域の

明確化

民間との比較

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

民間企業との役割分担の
観点から施策への反映

はないか？

他原課との

比較

省内の他原課との役割分
担の観点から施策への
反映はないか？

他省庁

との比較

他省庁の取組みとの整合
性の観点から施策への
反映はないか？

• 「三次元光デバイス高効率製造技術」で利用されるフェムト秒レーザー技術の応用
先拡大に向けては、本原課＇ガラス材料（に閉じない素材への適応を検討する必要
はないか＇そのために施策を括りなおす必要はないか（

– ヨーロッパではフェムト秒レーザーの熱を介さない特長を活かして、成膜技術への展開
や金属の微細加工に関する開発を進めている

– 実際にドイツではフェムト秒レーザー加工によりディーゼルエンジンの燃焼噴霧口をよ
り微細なものとし、排出されるススを低減させる研究などを国家プロジェクトとして進め
ている

フェムト秒
レーザー技術

諸外国との国際競争力上
の観点から施策への反

映はないか？ 三次元光デバイ
ス高効率製造技

術

新用途探索
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革新的省エネセラミックス製造技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

技術体系

出所：NEDO「革新的省エネセラミックス製造技術開発」基本計画 副次的な課題

No.13 ファインセラミックス室 MFTツリー 革新的省エネセラミックス製造技術開発

大型で複雑・精密
な形状を有する部
材を得るための製
造プロセスの確立

研究テーマ

①ニアネット成形・

接合技術の開発

③革新的省エネ

セラミックスの

部材化技術開発

②ユニットの

高機能化技術の

開発

設計・造形基盤技術

想定される用途別
に必要な部材施策
と性能評価を実施

セラミック部材

の低コスト化

セラミック部材の

高機能化

歩留まりの

向上

＇生産用部材

の大型化・

複雑形状化（

用途に応じたユニット形状、
分割位置、接合面構造の設計

流動性と粒子充填状態の
制御プロセスの確立

ユニット寸法・形状、及び焼成面の
特性等を考慮した焼成条件の検討

異形複雑形状品への適用

接合技術

接合界面制御のための
条件＇材料、温度など（解析

大面積かつ複雑形状体の
均一接合技術の検討

接合部品の高効率複合
非破壊検査技術の開発

ユニット成形・焼結
過程において
ひずみを最小化

焼成後加工の
最小限に留める

セラミック部材

の大型化

ユニットと呼ばれる
小さく精密な構造を
持つブロックの
組み上げ・一体化

用途に応じた
接合技術の開発

セラミック部材

の複雑・精密

形状への対応

難濡れ性の
向上

断熱性

軽量化

高剛性化

耐環境性
向上

＇耐酸化・耐食性（

難濡れ、耐酸化耐食性向上

高温熱反射材料の開発

熱・化学の製造ラ
インに求められる
生産部材の開発

部材試作・評価

高耐性部材

高温断熱部材

高比剛性部材

鋼板の熱処理用搬送ロール、ラジアン
トチューブ、プラント用配管用途

アルミ溶湯用の部材、工業用断熱材
用途

テーブル、ステージ、ガイドあるいは
工作用定盤用途

実用化技術

開発

共通基盤

技術開発

セラミック

部材の改良

使用時に
おける
効率化

エネルギー
送電時の
効率化

新エネルギー
創出
＇利用（

エネルギー
発電時の
効率化

エネルギー
利用効率化

製
造
段
階

特定産業領
域

領域横断的

利用・焼却
段階

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

CO2の削減

環
境
制
約
の
克
服

リサイクル

プロセスの

省エネ

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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マルチセラミックス膜新断熱材料の開発

技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

出所：NEDO「マルチセラミックス膜新断熱材料の開発」基本計画 副次的な課題

No.13 ファインセラミックス室 MFTツリー マルチセラミックス膜新断熱材料の開発

①多孔質セラミックス

粒子合成技術の開発

③透明多孔質

セラミックス合成技術の

開発

②ナノ構造セラミックス

膜コーティング技術の

開発

熱伝道の三要素

＇格子振動、対流、

輻射（をいずれも

抑えるマルチ

セラミックス膜の開発

＇デバイス技術開発（

実用化技術

開発

共通基盤

技術開発

セラミックス膜

断熱材の開発

④複合化技術および

真空セグメント化技術の

開発

⑤超断熱壁材料の

開発

⑥超断熱窓材料の

開発

壁用途

窓用途

複合化・真空化・

セグメント化技術の

開発

＇プロセス技術開発（

壁用途

窓用途

ナノ多孔質構造を
有するセラミックス
粒子合成技術開発

シリカ粒子の組成

シリカに添加物を加えた新たな
組成のセラミック粒子の組成

ナノ多孔質粒子粉体に微量の
遠赤外線高吸収ナノ粒子を
添加した複合粉体の組成

ナノ構造を有する
セラミックス膜の

コーティング技術開発

PVD法での合成条件＇電子
ビーム出力、基材の温度や

回転等（の調査

膜の構造解析、熱伝導率と
真空度の関係把握、圧縮特性

の測定

透明＇透明性（
多孔質セラミックス
合成技術開発 測定結果から

合成条件＇組成、混合等（の
精密制御と最適化の実現

作製した透明多孔質セラミックス
の構造解析、光透過率等の測定

複数粒子の
組成

合成条件の
調査

膜特性の測定

透明膜の
作製・順次測定

合成条件の
最適化

セラミックスをポリマー

膜にて被服し、内部を

真空化する技術の開発

施工時の加工において

真空封止する空間を

セグメント化する技術開発

最適な構造材料
の検討

ポリマー単層、ポリマー複層、
ポリマー/無機複合層の中から検討

真空封止技術
開発

ポリマー層等にて効率的に
真空封止する技術など

真空封止材料
・方法の検討

長期間の断熱性能を維持する
ための真空封止材料、方法の検討

透明多孔質セラミックスを

封止した後、内部を

真空化する技術の開発

適正なガラスやガラス

板などのスペックを

設計

透明性、強度、生産性を
考慮した設計

ガラス板とセラミックス層の
複合化方法の検討

複合化方法の
検討

複合化時の接着材料・方法の
検討

①、②、④で開発した断熱材料技術
を用いて優れた断熱性能と機械的
強度をかね備えた超断熱材料の開

発

壁用途

多孔質セラミックス粒子の

連続生産プロセスの開発

真空包装セグメント化

プロセスの開発

②、③、④で開発した断熱材料技術
を用いて優れた断熱性能と窓ガラス
の本質的機能である透明性をかね

備えた断熱窓材料の開発

複層化技術および真空

排気・封止するための

技術開発
窓用途

利
用
段
階

非IT

機
器
の

省
エ
ネ

IT

機
器
の

省
エ
ネ

輸送機器
分野

住宅
分野

非電池系

電池系

製造・焼却
段階

施策＇Market（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

使用時に
おける
効率化

エネルギー
送電時の
効率化

新エネルギー
創出
＇利用（

エネルギー
発電時の
効率化

エネルギー
利用効率化

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

CO2の削減

環
境
制
約
の
克
服

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト

技術＇Technology（

研究テーマ技術体系

出所：NEDO「カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト」基本計画 副次的な課題

①カーボンナノチューブ

量産化技術開発

キャパシタ応用に最適な
高純度で高配向性を有し
た長尺の単層カーボンナノ
チューブ構造体の大量合

成技術の開発

カーボンナノチューブ
でのキャパシタ電極構築

キャパシタ電極への
高配向性長尺

カーボンナノチューブ
構造体の利用

No.13 ファインセラミックス室 MFTツリー カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト

②カーボンナノチューブ

キャパシタ開発

カーボンナノチューブ電極
の高密度化や、集電体開
発、電極接合技術開発な
ど、革新的性能をもった新
規材料に最適なデバイス
構造設計技術の開発

電極体積占有率の

向上

高配向性・長尺の
単層カーボン

ナノチューブの量産化

単層カーボン

ナノチューブの直径、

長さ制御技術

高効率合成技術

キャパシタ用
カーボンナノチューブの

低コスト化

セル抵抗の低減

電極の高密度化

集電体の開発

電極接合技術の

開発

電流引出に関する

技術

キャパシタ用
カーボンナノチューブの
高エネルギー密度化

コンポジット電極活物
質の添着技術開発

高密度充填技術の

開発

高エネルギー
密度化

高耐久性

低内部抵抗化

機能＇Function（

利
用
段
階

非IT

機
器
の

省
エ
ネ

IT

機
器
の

省
エ
ネ

輸送機器
分野

住宅
分野

非電池系

電池系

製造・焼却
段階

施策＇Market（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

使用時に
おける
効率化

エネルギー
送電時の
効率化

新エネルギー
創出
＇利用（

エネルギー
発電時の
効率化

エネルギー
利用効率化エ

ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

CO2の削減

環
境
制
約
の
克
服

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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セラミックリアクター開発

試作・性能評価

デバイス開発

技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

出所：NEDO「セラミックリアクター開発」基本計画 副次的な課題

①高性能材料

部材化

技術の開発

低温作動電解質・低温活
性電極等の材料開発及び

部材化技術開発

セラミックリアクター
の改良

No.13 ファインセラミックス室 MFTツリー セラミックリアクター開発

ミリメートル以下のユニット
セルをキューブとして集積
化・モジュール化し、体積
反応効率の飛躍的な向上
による小型軽量化の実現
、熱機械特性の改善

プロセス開発

電解質・電極材料の

開発

界面構造の制御等に

よる部材性能の向上
低温動作可能化

モジュールの加熱や
放熱制御

②ミクロ集積化

及びセルスタック

モジュール化技術

の開発

③評価解析

技術開発及び

プロトタイプ実証

モジュール部材の電気・機
械的な解析評価技術を確
立し、想定用途に対するシ
ステム設計条件を基にした

性能評価を実施

革新的材料の探索

ナノ－ミクロスケール
を中心とした内部構

造制御

薄膜化技術の高度化

電極－電解質界面

インターコネクタ界面

急速起動停止性能
＇分～秒単位（の実現

インターフェースの構
築技術の確立

ミクロの単位構造をセ
ル～キューブ～モジュ
ールに配列・集積化

各キューブへの燃料
供給・集電

自動車APU

＇補助電源（

家庭用コジェネ

システム

ポータブル電源

小型高効率

SOFC向け

排ガス浄化向け

水素製造・原料合成

向け

新エネルギー
創出
＇利用（

エネルギー利
用効率化

燃料電池利用

太陽電池利用

発電の高効率
化

水素製造の効
率化

SOFCの適
用範囲拡大

バイオマス等
利用

施策＇Market（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

CO2の削減

環
境
制
約
の
克
服

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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高感度環境センサ部材開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

ナ
ノ
テ
ク
・部
材

安
心
・安
全
の
担
保

技術体系

出所：事前評価書、中間評価報告書 副次的な課題

セラミックス電極の微細構
造・形状制御により高感度
セラミックセンシング材料

技術の開発

生体分子の表面修飾等に
よる高感度セラミックス電
極への配置・固定化技術

の開発

基盤技術
開発

生体分子による
｢分子認識機能」と
無機化合物による
「信号変換機能」

の融合

高感度
環境センサの

開発

No.13 ファインセラミックス室 MFTツリー 高感度環境センサ部材開発

研究テーマ

①高感度セラミック

センシング材料の

開発

③生体分子利用

技術の開発

②生体分子固定

技術の開発

④センシングチップ

デバイス化技術の

開発

有害な物質を捕らえる生
体分子＇抗体、DNA、受容

体等（の適正化技術の開
発

装置の小型化に資するセ
ンシングチップデバイス化

技術の開発

小型・携帯型計測器
での実用化

有機有害物質と生体分子
との結合有無・量を

電流信号に変換

微量有害有機物質を

高選択に捕捉

生体分子をセラミックス

電極に固定

センシング
材料開発

材料複合化
技術開発

１枚のチップへの

マイクロ流路の装備
実用化技術開発

肉体的な
害を低減
＇安全（

精神的な
害を低減
＇安心（

有害物の発生を
抑制

CO/メタンガス
の検知

有害物の発生を
高精度で検知

ダイオキシン・
環境ホルモン
の検知

有害物の排除
＇無害化（

物理的な害を
抑制

化学的な害を
抑制

有害物の進入
防止

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

事業期間H21~25

H21~H25総予算要求額

12億円

国

NEDO

民間団体等

交付

製
造
工
程
の
省
エ
ネ
化

生産用部材の

大型化・複雑形状化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題出所：事前評価書、 NEDO「革新的省エネセラミックス製造技術開発」基本計画

No.13 ファインセラミックス室 ロジックモデル

材料メーカ
製造装置メーカ

革新的省エネセラミックス
製造技術開発

セラミック部材の

低コスト化

①ニアネット成形・

接合技術の開発

②ユニットの

高機能化技術の開発

③革新的省エネセラミックス
の部材化技術開発

セラミック部材の

大型化

セラミック部材の

複雑・精密形状への対応

委託

セラミック部材の

難濡れ性、耐熱性、

耐環境性向上

部材の有用性確認

社
会
問
題
の
解
決

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

事業期間H19~23

H19~H21総予算額

10.4億円

H22~H24総予算要求額

11.5億円

国

NEDO

民間団体等

交付

住
宅
分
野
で
の

省
エ
ネ

セラミックス膜

断熱材の開発

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題出所：中間評価報告書、 NEDO「革新的省エネセラミックス製造技術開発」基本計画

No.13 ファインセラミックス室 ロジックモデル

材料メーカ

マルチセラミックス膜
新断熱材料の開発

熱伝道の三要素

＇格子振動、対流、輻射（

をいずれも抑えるマルチ

セラミックス膜の開発

＇デバイス技術開発（

①多孔質セラミックス

粒子合成技術の開発
委託補助

複合化・真空化・

セグメント化技術の開発

＇プロセス技術開発（

実用化材料＇壁用（の

開発

社
会
問
題
の
解
決

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

②ナノ構造セラミックス

膜コーティング技術の開発

③透明多孔質

セラミックス合成技術の開発

④複合化技術および

真空セグメント化技術の開発

⑤超断熱壁材料の

開発

⑥超断熱窓材料の

開発

実用化材料＇壁用（の

開発

材料メーカ
製造装置メーカ
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

事業期間H18~22

H18~H20総予算額

12.3億円

国

NEDO

民間団体等

交付

電
源
の

低
消
費
電
力
化

キャパシタ電極への

高配向性長尺

カーボンナノチューブ

構造体の利用

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題

出所：中間評価報告書、 NEDO「カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト」基本計画。

但し、時間軸についてはNEDOロードマップを参照

No.13 ファインセラミックス室 ロジックモデル

材料メーカ
電源メーカ

カーボンナノチューブ
キャパシタ開発プロジェクト

①カーボンナノチューブ

量産化技術開発

委託

キャパシタ用カーボン

ナノチューブの低コスト化

＇量産化技術確立（ 社
会
問
題
の
解
決

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

②カーボンナノチューブ

キャパシタ開発

カーボンナノチューブ

でのキャパシタ電極構築

キャパシタ用

カーボンナノチューブの

高エネルギー密度化

2015年頃
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

事業期間H17~21

H17~H19総予算額

12.3億円

国

NEDO

民間団体等

交付

燃
料
電
池
の

効
率
化

SOFC＇高効率（の

適用範囲拡大

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題

出所：中間評価報告書、 NEDO「セラミックリアクター」基本計画。

但し、時間軸についてはNEDOロードマップを参照

No.13 ファインセラミックス室 ロジックモデル

材料メーカ
電源メーカ

セラミックリアクター開発

①高性能材料部材化

技術の開発

委託
低温動作可能化

技術の確立

社
会
問
題
の
解
決

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

②ミクロ集積化及び

セルスタックモジュール

化技術の開発

急速起動停止性能

＇分～秒単位（の実現

有用性確認
③評価解析技術開発

及びプロトタイプ実証
【想定用途】

• 住宅

• ポータブル電源

• 自動車
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
・

環
境
ホ
ル
モ
ン
の

高
精
度
検
知

高感度環境センサの

実現

＇生体分子による

｢分子認識機能」と

無機化合物による

「信号変換機能」

の融合（

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題

No.13 ファインセラミックス室 ロジックモデル

材料メーカ
センサメーカ

高感度環境センサ部材開発

①高感度セラミック

センシング材料の開発

センシング材料の開発 安
心
安
全
な
社
会
の

実
現

③生体分子利用

技術の開発

材料複合化技術の開発
②生体分子固定技術の

開発

④センシングチップ

デバイス化技術の開発

小型・携帯型計測器

での実用化

事業期間H18~22

H18~H20総予算額

4.5億円

国

民間団体等

委託費

出所：事前評価書、中間評価報告書
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トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

事業目標

ナ
ノ
テ
ク
・部
材
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

施策

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

エネルギー送電時
の効率化

新エネルギー創出
＇利用（

エネルギー発電時の
効率化

エネルギー利用
効率化

燃料電池利用

太陽電池利用

発電の高効率化

水素製造の効率化

SOFCの適用範囲
拡大

セラミックリアクターの改良

バイオマス等利用

使用時におけ
る効率化

セラミックス断熱材の開発利
用
段
階

製
造
段
階

IT

機
器

分
野

輸送用機器
分野

建材分野
生活環境における
冷暖房の省エネ

演算・表示
部

電源部 材料改良
キャパシタ電極への

CNT利用

大気汚染の防止

水質汚染の防止

CO2の削減

土壌汚染の防止

特定産業領域

生産用部材の
大型化・複雑形状化

セラミック部材の改良領域横断的

肉体的な害を
低減＇安全（

精神的な害を
低減＇安心（

有害物の発生を抑制

CO/メタンガスの
検知

有害物の発生を高精
度で検知

ダイオキシン・環境ホ
ルモンの検知

高感度環境センサの開発
＇生体分子・ｾﾗﾐｯｸ利用（

有害物の排除
＇無害化（

物理的な害を抑制

化学的な害を抑制

従来の固体酸化物形燃料
電池(SOFC)等で使用され
ているｼﾞﾙｺﾆｱ系材料では
困難であった中温域で作動
するﾘｱｸﾀｰ用材料を開発す
ることにより､急速な起動･停
止を可能とする高出力密度
の次世代型ｾﾗﾐｯｸﾘｱｸﾀｰの
実現に向けた研究開発を実
施

セラミック

リアクター開発

H17-H21

①高性能材料部材化

技術の開発

②ミクロ集積化及びセルスタッ

クモジュール化技術の開発

③評価解析技術開発

及びプロトタイプ実証

高機能中空小型ユニットの
一体化技術＇モジュール型
セラミックス製造技術（を基
に、従来ファインセラミックス
材料では作成が困難であっ
た複雑形状付与や大型化を
容易にし、製造プラントの省
エネ化と製品の品質向上に
貢献しうる製造プラント用省
エネセラミックス部材の製造
技術を開発する

革新的省エネ

セラミックス

製造技術開発

H21-H25

①ニアネット成形・

接合技術の開発

②ユニットの

高機能化技術の開発

③革新的省エネセラミック
スの部材化技術開発

セラミックスのナノ多孔体構
造およびセラミックス・ポリマ
ー複合化構造等からなるマ
ルチセラミックス膜アセンブ
リ技術によって、熱を伝える
三要素＇格子振動、対流、
輻射（の何れも抑えるマル
チセラミックス膜新断熱材料
技術の開発を行い、住宅や
ビル等の冷暖房における大
幅な省エネルギーを実現す
る画期的な断熱性能を示す
壁および窓材料の実用化を
目指す

マルチ

セラミックス膜

新断熱材料の

開発

H19-H23

①多孔質セラミックス

粒子合成技術の開発

②ナノ構造セラミックス

膜コーティング技術の開発

③透明多孔質

セラミックス合成技術の開発

④複合化技術および

真空セグメント化技術の開発

⑤超断熱壁材料の開発

⑥超断熱窓材料の開発

キャパシターの電極材料と
して活性炭に代わりカーボ
ンナノチューブを用いること
により、高出力かつ高エネ
ルギー密度の電気二重層
キャパシターを開発する。こ
れにより、プリンタ・コピー機
用予熱電源等の需要に対
応し、省エネルギー効果を
上げる

カーボンナノ

チューブ

キャパシタ開発

プロジェクト

H18-H22

①カーボンナノチューブ

量産化技術開発

②カーボンナノチューブ

キャパシタ開発

ダイオキシンをはじめとする
微量有害有機物質を高感
度・高選択・安価・迅速に計
測するため、分子認識部位
として生体分子を用い、有
害有機物質の結合の有無・
量を直接電気信号に変換す
るセラミックスセンシング材
料＇電極材料（を用いたセン
サ部材を開発する

高感度環境

センサ部材開発

H18-H22

①高感度セラミック

センシング材料の開発

③生体分子利用

技術の開発

②生体分子固定技術の

開発

④センシングチップ

デバイス化技術の開発

No.13 ファインセラミックス室 ロジックツリー

焼却段階

歩留まりの向上

リサイクルプロセス
の省エネ

文部科学省の「高信頼性・高安全性を確保する材料の研究開発」事業において
高安全性を確保するために高選択性・高応筓性・高敏感性を有するセンサの

開発を実施している

文部科学省ではH19~H23の期間で「カーボンナノチューブナノエレクトロニクス」
事業を進めている。理論的な研究が中心

有害物の進入防止

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

出所：イノベーションプログラム基本計画、技術戦略マップ2009、事前評価書・NEDO基本計画

【想定用途】
• 住宅
• ポータブル電源
• 自動車
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No.13 ファインセラミックス室 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

セラミックスの応用先として有望で、且つ
それぞれ独立した用途に関する施策を
実施中

• 市場側のニーズが存在し、且つセラミッ
クスの改良でニーズに応えられる＇可能
性のある（用途に向けた施策を実施中

• セラミックスの用途や応える市場ニーズ
に、施策間での重複は無い

セラミックリアクター

開発

革新的省エネセラミッ
クス製造技術開発

SOFCの
適用範囲拡大

電解質膜
としての

セラミック材料

生産用部材
としての

セラミック材料

製造時の
歩留まり向上

マルチセラミックス膜
新断熱材料の開発

断熱材
としての

セラミック材料

住宅での
冷暖房の
省エネ

高感度環境センサ

部材開発

センサ部材
としての

セラミック材料

有害物の
検知

カーボンナノチューブ
キャパシタ開発プロジ

ェクト

電極材
としての

ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉﾁｭｰﾌﾞ

電池の
高効率化

それぞれ独立した用途
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No.13 ファインセラミックス室 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、民間、他省庁、他原課との比較、施策の括り方見直しの観点から、
今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ ロジックツリーの分析結果および示唆

諸外国

との比較

N/A

未着手領域の

明確化

民間との比較

既存の事業でカバーされていな
い課題について、新たに事業を

企画すべきか？

民間企業との役割分担の
観点から施策への反映

はないか？

他省庁

との比較

他省庁の取組みとの整合
性の観点から施策への
反映はないか？

• 文科省でも環境センサに対する施策を実施しているが、本原課の施策は実用化に
向けた「簡便なセンサ」であるという点で文科省のものと棲み分けが図られている

– 文部科学省では「高信頼性・高安全性を確保する材料の研究開発」事業においてセン
サの開発を進めているが、「高精度なもの」を対象としていると推察される

– 一方、本原課で開発を進める環境センサは「現場で使える簡便なもの」であり、より実
用化を重視している点で棲み分けが図られている

諸外国との国際競争力上の観点
から施策への反映はないか？

• カーボンナノチューブは民間企業の研究開発事例は多いが、コストがネックとなり
実用化に結びついていない状況。国家プロジェクトとして量産化技術の確立を目指
すことに意義はある

– 電気的・熱的・強度的などの特性で非常に優れたカーボンナノチューブの普及が進まな
い要因の一つに、コストが挙げられる

– 原理も未だ未解明な部分が多い中で、個別企業が量産化＇による低コスト化（に踏み切
ることは難しいと考えられる

• 文部科学省は基礎、経済産業省は応用という連携を取っている
– 文部科学省では、H19より「カーボンナノチューブナノエレクトロニクス」事業を実施中

– 事業では理論的解明に関連する研究が中心となっている

経済産業省

ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉ

ﾁｭｰﾌﾞｷｬﾊﾟｼﾀ

開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

産 学 官

CNTの理論研究

CNTのデバイス開発
＇応用技術（

CNTの量産化開発

○ ◎

◎ ○ ○

○

文部科学省

ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉﾁｭｰﾌﾞ

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

各大学

日機装

昭和電工

ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉﾁｭｰﾌﾞ

環境センサ

ダイオキシン・環境
ホルモンの検知

有害物の検知

高感度環境センサ部材の開発
＇経済産業省（

文部科学省

施策の括り方の

見直し

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

他原課との

比較

省内の他原課との役割分
担の観点から施策への
反映はないか？

• カーボンナノチューブの応用先は幅広いため、応用先や課題の全体像を把握でき
る施策の括りにする必要はないか

– 現状では“原課毎”に自らの領域で対応可能か＇あるいは自領域にとって影響が大きい
か（見定めた上で施策として実施しているように拝察される。例えば、半導体における
配線でのカーボンナノチューブ利用などは情報通信機器課の「MIRAI」プロジェクトで進
められている、など

– カーボンナノチューブの応用先候補は次から次への挙がって来ている状況であることも
考えると、ナノテクアリーナ構想も含め、各原課および文部科学省が連携を図り、施策
としての抜け漏れや重複を回避しつつ施策を進めることが重要。そのために施策を括
り直すというのも一案と拝察

キャパシタ電極

半導体配線

センサ

ファインセラミックス室

情報通信機器課

不明

・・・
・・・

カ
ー
ボ
ン
ナ
ノ
チ
ュ
ー
ブ

用
途
横
断
的
な
施
策

（あ
る
い
は
各
施
策
を
管

轄
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉﾁｭｰﾌﾞ

凡例

◎・○は注力度合い
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参考（NEDOロードマップ2009 ナノテクノロジー分野 カーボンナノチューブ

NEDOロードマップにおけるCNTの実用化シナリオでは、’15年の燃料電池電極触媒の実用が
目標とされている。
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参考（NEDOロードマップ2009 エネルギー分野 SOFC

NEDOロードマップでは’18年頃からSOFCの用途が広がっていくことが目標とされている。
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高機能複合化金属ガラスを用いた革新的部材技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

素
形
材
分
野

個
別
の
技
術
革
新

研究テーマ技術体系

出所：NEDO「高機能複合化金属ガラスを用いた革新的部材技術開発」基本計画 副次的な課題

No.14 素形材分野 MFTツリー 高機能複合化金属ガラスを用いた革新的部材技術開発

①複合化金属ガラスに

よる硬磁性・ナノ構造

部材技術

②複合化金属ガラスに

よる高強度・超々精密

部材技術

③複合化ガラスによる

高強度・高導電性

部材技術

硬磁気特性、かつ粘性流
動加工性を有する複合化
金属ガラス合金の創製

金属ガラス母相の
一部結晶化による

複合化

ナノパターンを

作成可能な微細

金型加工技術開発

硬磁性複合化
金属ガラス合金

の創製
＇磁気特性強化（

ナノパターンが作成可能な
超微細金型の加工技術及
び金属ガラスを被転写材と
した、ナノインプリント技術

の開発

超々精密ギヤ等が

作製可能な複合化金属ガ
ラス合金の創製

金属ガラス母相中
に微細な結晶粒子
を析出分散

成形加工技術の

開発

塑性変形能を
付与した複合化
金属ガラス合金

の創製

スパッタリングに
よる複合化

硬磁性部材
開発

金属ガラスへの

ナノインプリント技術

金属ガラスに
よる超高密度
パターン形成
技術開発

高強度・超々
精密部材技術

開発

超精密プレスによる超々
精密ギヤ等の成形のため

の基盤技術開発

銅－ベリウム合金に比べ、
引張強度･導電性の高い

複合化金属ガラス合金の

創製

精密圧延による精密薄板
作製の基盤技術開発

金属ガラス母相中
に微細な結晶粒子
を析出分散

強度と電気
伝導性を併せ
持つ複合化金属
ガラスの創製

精密圧延技術の

開発

高強度・高
導電性部材
技術開発

④次世代高密度磁気

記録媒体の開発

記録密度が１平方インチ
当たり２テラビットの超高
密度磁気記録媒体の実現

超精密プレスによる超々
精密ギヤ等の成形のため

の基盤技術開発

高密度磁気
記録媒体の
試作

＇成立性の検証（

超微小モータ
の試作

⑤超微小モータ用

部材の開発

微細カード
コネクタの試作

携帯電話等に用いられる
小型カードコネクタの小型
化・高性能化の実現

⑥高強度・高導電性

電気接点部材の開発

高速化

大容量化

機能性の

向上

チップの集積度
の向上

チップへの記録
手法の変更

個別チップの
小型化

チップ配置の
工夫

半導体の高度
化＇微細化（

情報家電領域

ｶｰﾄﾞｺﾈｸﾀの
小型化・高性

能化
金属ガラスの利用

小型化・

軽量化

筐体の
小型・軽量化

マグネシウム合金
の高強度化

金属ガラスの利用

窒化物化合物半導
体の高度化

構成部品の
小型・軽量化

電池の
小型化

精密機器・医療
機器・ロボット領

域

輸送用機器領
域

水処理システム

小型化

超微小モータ
の利用

超々精密ギヤ
の利用

金属ガラスの利用

マグネシウム合金
の高強度化

筐体の
小型・軽量化

構成部品の
小型・軽量化

電池の小型
化

高信頼化

低コスト化

小型化・
軽量化

軽量材料の
利用

金属材料の
利用

マグネシウム合金
の高強度化

サイズ低減
プラスチック

利用

炭素繊維強化熱可
塑性プラスチックの

開発

基盤技術開発

実用化技術開発

基盤技術開発

実用化技術開発

実用化技術開発

デバイス開発

プロセス開発

デバイス開発

プロセス開発

デバイス開発

プロセス開発

新磁気記録媒
体の開発

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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マグネシウム鍛造部材技術開発プロジェクト

基盤技術開発

基盤技術開発

技術＇Technology（

研究テーマ技術体系

出所：NEDO「マグネシウム鍛造部材技術開発プロジェクト」基本計画 副次的な課題

No.14 素形材分野 MFTツリー マグネシウム鍛造部材技術開発プロジェクト

①マグネシウム試作

鍛造部品の評価、

解析、データ収集

モデル鍛造部材の微構造
評価・解析、特性評価・解
析、また素材特性・加工条
件・部品特性の関連性整

理とデータ集積

鍛造加工における微細組
織と変形機構との関係性

の解明

鍛造部材製造に必
要な素材の組成、
組織と鍛造条件
の設定方法の確立

②マグネシウム合金

鍛造加工における

微組織と変形機構の

関連性の解明

④マグネシウム合金の

鍛造用ビレット

調製技術開発

⑦マグネシウム合金の

リサイクルに係る

技術開発

微構造
評価・解析

特性の
評価・解析

各種特性・加工
条件のデータ集積

鍛造素材の微細
組織と鍛造特性
との関係解明

鍛造加工
マップの整備

耐クリープ性向上

③マグネシウム合金の

リサイクルに係る

課題抽出

リサイクルに
係る

課題抽出

循環型素材としての特性
解明、コスト低減の観点か
らリサイクルに係る課題抽
出/解決のための技術開発

不純物除去
技術の開発

安全性評価方法
の開発

リサイクル
前処理技術開発

リサイクル材の
特性評価

鍛造用ビレットの
調製技術開発

耐熱性向上

結晶の平均粒径が50μm

以下の凝固組織を持つ耐
熱合金ビレットの連続鍛造

技術の開発

⑤マグネシウム合金の

鍛造部材開発＇輸送用

機器、ロボット（

強度を確保
できる部材の
製造技術開発

⑥マグネシウム合金の

鍛造部材開発＇情報

家電用機器（

強度が求められる自動車・
ロボット部品での実用化

微細組織を有する
ビレットからの
型鍛造

ダイガスト鍛造と
鍛造加工を組み合
わせた複合鍛造

自動車・
ロボット向け

開発

複雑な形状に
対応できる
成形技術開発

情報家電用
機器向け開発

精度が求められる情報家
電用機器での実用化

ダイガスト鋳造と
鍛造加工の
組み合わせ

プレス加工と鍛造
加工の組み合わ

せ

マグネシウム合金の
リサイクル促進

リサイクルの
実用化

表面付着物除去
装置の開発

有用性検証

リサイクル
前処理の実用化

工場内スクラップの
リサイクルへ適用

リサイクル前処理技術を実
用化し、表面付着物除去

技術を開発

現状では利用不可能な不
純物を多く含む工場内スク
ラップのリサイクルへ適応

特性・加工
条件の

関係性解明

＇強度（
特性の
向上

基盤技術開発

実用化技術開発

施策＇Market（ 機能＇Function（

個
別
の
技
術
革
新

高速化

大容量化

機能性の

向上

情報家電領域

小型化・

軽量化

筐体の
小型・軽量化

マグネシウム合金
の高強度化

構成部品の
小型・軽量化

精密機器・医療
機器・ロボット領

域

輸送用機器領
域

水処理システム

小型化

マグネシウム合金
の高強度化

筐体の
小型・軽量化

構成部品の
小型・軽量化

高信頼化

低コスト化

小型化・
軽量化

材料代替
金属材料の
利用

マグネシウム合金
の高強度化

サイズ低減 電池の小型化

プラスチック
利用

炭素繊維強化熱可
塑性プラスチックの

開発

エネルギー送電
時の効率化

新エネルギー
創出＇利用（

エネルギー発電
時の効率化

エネルギー利
用効率化

使用時に
おける
効率化

利用段階・
焼却段階

製
造
段
階

特定産業
領域

領域横断
的

リサイクルプロセ
スの省エネ
歩留まりの
向上

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

素
形
材
分
野
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

• 事業期間H19~23

• H22年度予算案

2.8億円

国

NEDO

民間団体等

交付

エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

製
品
の
大
容
量
化

高密度磁気記録

媒体の開発

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題出所：事前評価書、NEDO「高機能複合化金属ガラスを用いた革新的部材技術開発」基本計画など

No.14 素形材分野 ロジックモデル

民間事業者

高機能複合化金属ガラスを

用いた革新的部材技術開発

硬磁性部材開発

超微小モータの試作

＇成立性の検証（

①複合化金属ガラスによる

硬磁性・ナノ構造部材技術

④次世代高密度磁気

記録媒体の開発

②複合化金属ガラスによる
高強度・超々精密部材技術

国
際
競
争
力
の
強
化

微細カードコネクタの

試作＇成立性の検証（

⑤超微小モータ用

部材の開発

③複合化ガラスによる高強度

・高導電性部材技術

⑥高強度・高導電性

電気接点部材の開発

高密度磁気記録媒体の

試作＇成立性の検証（

高強度・超々精密

部材技術開発

高強度・高導電性部材

技術開発

民間事業者

民間事業者

超微小モータ用

部材の開発

＇超精密ギヤ等（

カードコネクタの

小型化・高性能化

モ
ー
タ
の

小
型
化
の
達
成

医
療
機
器
の
高
度
化

（低
侵
襲
化
）

エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

製
品
の
小
型
化

国
際
競
争
力
の
強
化

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

委託補助
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

• 事業期間H18~22

• H22年度予算案

1.5億円

国

NEDO

民間団体等

交付

委託補助

マグネシウム合金の

高強度化に向けた

基盤技術構築

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題出所：事前評価書、NEDO「マグネシウム鍛造部材技術開発プロジェクト」基本計画など

No.14 素形材分野 ロジックモデル

材料メーカ
加工メーカ

マグネシウム鍛造部材

技術開発プロジェクト

特性・加工条件の

関係性解明

情報家電向け

高精度マグネシウム

合金の開発

①マグネシウム試作鍛造部品

の評価、解析、データ収集

②マグネシウム合金鍛造加工

における微組織と変形機構の

関連性の解明

④マグネシウム合金の鍛造
用ビレット調製技術開発

工場内スクラップへの

リサイクル適用

⑤マグネシウム合金の鍛造部

材開発＇輸送用機器、ロボット（

⑥マグネシウム合金の鍛造部

材開発＇情報家電用機器（

③マグネシウム合金の

リサイクルに係る課題抽出

マグネシウム合金の

＇強度（特性の向上

自動車・ロボット向け

高強度マグネシウム

合金の開発

リサイクル時の

課題抽出

セットメーカ
加工メーカ

加工メーカ

マグネシウム合金の

産業用途への応用

マグネシウムの

リサイクル実用化

情
報
家
電
・自
動
車
・

ロ
ボ
ッ
ト
領
域
で
の

ﾏ
ｸ
ﾞﾈ
ｼ
ｳ
ﾑ

合
金
利
用
活
性
化

リ
サ
イ
ク
ル
の

効
率
化

国
際
競
争
力
の
強
化

⑦マグネシウム合金の

リサイクルに係る技術開発

情
報
家
電
・自
動
車
・

ロ
ボ
ッ
ト
の

小
型
・軽
量
化

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現
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トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

事業目標

素
形
材
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

施策

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

高速化

大容量化

＇ﾃﾞﾊﾞｲｽの小型化（

機能性の向上

チップの集積度の
向上

チップへの記録手法
の変更

個別チップの
小型化

チップ配置の工夫

半導体の高度化
＇微細化（

情報家電領域

ｶｰﾄﾞｺﾈｸﾀの小型化
・高性能化

金属ガラスの利用
＇ﾓｼﾞｭｰﾙとしての（

小型化・軽量化

筐体の
小型・軽量化

マグネシウム合金の
高強度化

金属ガラスの利用

構成部品の
小型・軽量化

電池の小型化 炭素繊維を用いた超
小型化DMFCの開発 炭素材料を用いた超極細

繊維開発
ユビキタス端末用薄
型電池の開発

精密機器・医療機器・
ロボット領域

輸送用機器領域

水処理システム
＇食品・医薬品製造（

小型化

超微小モータの

利用
超々精密ギヤの利用 金属ガラスの利用

マグネシウム合金の
高強度化

筐体の
小型・軽量化

構成部品の
小型・軽量化

電池の小型化 炭素繊維を用いた超
小型化DMFCの開発

炭素材料を用いた超極細
繊維開発

高信頼化

低コスト化

小型化・軽量化 材料代替 金属材料の利用
マグネシウム合金の

高強度化

サイズ低減

電池の小型化
＇高パワー密度（

プラスチック利用
炭素繊維強化熱可塑性プ

ラスチックの開発
＇成形・加工性改良（

エネルギー送電時
の効率化

新エネルギー創出
＇利用（

エネルギー発電時の
効率化

エネルギー利用
効率化

使用時におけ
る効率化

利用段階・
焼却段階

製
造
段
階

特定産業領域

生産用部材の
大型化・複雑形状化

領域横断的

CO2の削減

リサイクルプロセス
の省エネ

＇リサイクルに要するエネル
ギーの尐ない（マグネシウ

ム合金の利用

歩留まりの向上

肉体的な害を
低減＇安全（

精神的な害を
低減＇安心（

他から害を受ける際の
防御の高度化

害を加える際＇手術時（
の低侵襲化

超小型＇低侵襲（医療
機器利用

超微小モータの

利用
超々精密ギヤの利用 金属ガラスの利用

物理的な害を抑制

化学的な害を抑制

高機能複合化金属ガラス
を創製して、高機能高密
度記録媒体、超微尐モー
タ部材及び高強度・高導
電性電気接点部材の開発
を実施することにより高機
能複合化ガラスを適用し
た製品の早期の実用化、
産業化を促進する

高機能複合化

金属ガラスを

用いた革新的

部材技術開発

H19-H23

①複合化金属ガラスによる
硬磁性・ナノ構造部材技術

④次世代高密度磁気

記録媒体の開発

②複合化金属ガラスによる
高強度・超々精密部材技術

⑤超微小モータ用

部材の開発

③複合化ガラスによる高強
度・高導電性部材技術

⑥高強度・高導電性

電気接点部材の開発

高機能部材としてのﾏｸﾞﾈ
ｼｳﾑ部材を産業展開し自
動車や家電といった川下
産業の技術革新を支えて
いくための製品歩留が高
く､高耐疲労製を付与する
鍛造技術を開発し､循環
型素材としてのﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金部材の特性を活かし
て､ﾘｻｲｸﾙ材の鍛造用ﾋﾞﾚ
ｯﾄ化に係る課題抽出を実

マグネシウム

鍛造部材

技術開発

プロジェクト

H18-H22

①マグネシウム試作鍛造
部品の評価、解析、デー

タ収集

②マグネシウム合金鍛造
加工における微組織と変
形機構の関連性の解明

④マグネシウム合金の鍛
造用ビレット調製技術開

発

⑤マグネシウム合金の鍛
造部材開発＇輸送用機器

、ロボット（

⑥マグネシウム合金の鍛
造部材開発

＇情報家電用機器（

③マグネシウム合金のリ
サイクルに係る課題抽出

⑦マグネシウム合金のリ
サイクルに係る技術開発

No.14 素形材分野 ロジックツリー

新原理の活用(光など)

文部科学省にてH17~H22の期間で、「金属ガラス・無機材料接合開発共同研
究

プロジェクト」を実施中

新磁気記録媒体の
開発

文部科学省にてH17より、「高密度情報メモリの開発」事業で超光情報メモリの
開発を実施中＇多値位相ホログラム体積記録システム（

情報通信機器課にて、「ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造ナノ電子デ
バ

イス技術開発」事業や、「次世代半導体材料・プロセス基盤(MIRAI)プロジェクト
」

にて高密度メモリに向けた半導体微細化技術の開発を実施中

文部科学省にてH19~H21の期間で、「マグネシウム合金の次世代型製品開発」
事業を実施中＇高腐食性、成形性（

繊維課にてH20~H24の期間で「サステナブルハイパーコンポジット技術の開発」
事業を実施中

独
立

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

出所：イノベーションプログラム基本計画、技術戦略マップ2009、事前評価書・NEDO基本計画
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No.14 素形材分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

想定される用途の異なる素材の開発を独
立して実施中

• 素形材産業室では現在、金属ガラスとマ
グネシウム合金を対象素材としている

• それぞれの素材が活用され得る用途は
異なる

金属ガラス
高機能複合化金属ガ
ラスを用いた革新的部

材技術開発

H19~H23

マグネシウム合金
マグネシウム鍛造部材
技術開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

H18~H22
輸送用機器/精密機械/

医療機器領域

大容量化

小型化 構成部品

筐体

小型化 構成部品

筐体

情報家電領域
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次頁

No.14 素形材分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、民間、他原課、他省庁との比較、施策の括り方見直しの観点から、
今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ ロジックツリーの分析結果および示唆

施策の括り方の

見直し

市場ニーズを踏まえると施策の
粒度、各事業の紐づきは現状

のままでよいか？

他原課との

比較

省内の他原課との役割分
担の観点から施策への
反映はないか？

他省庁

との比較

他省庁の取組みとの整合
性の観点から施策への
反映はないか？

諸外国

との比較

N/A

未着手領域の

明確化

既存の事業でカバーされていな
い課題について、新たに事業を

企画すべきか？

諸外国との国際競争力上の観点
から施策への反映はないか？

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

• 文部科学省でもマグネシウム合金の利用促進に向けた施策は行われているが、目的は高腐
食性・高成形性と、本原課の高強度化とは異なるものの、技術的連携・技術の転用を図る必
要はないか

– 文部科学省にてH19~H21の期間で「マグネシウム合金の次世代型製品開発」事業を
実施中

民間との比較
民間企業との役割分担の
観点から施策への反映

はないか？

• 強度が課題のマグネシウム合金の鍛造製法開発に取り組む民間企業は尐なく、国家プロジ
ェクトとして取り組む意義はあるが、市場ニーズ・潮流と合致しているかの確認は必要

– 自動車などの軽量化に向け、アルミからマグネシウム合金へのシフトが進みつつある

– マグネシウム合金は強度が課題となっているが、鍛造＇強度が得られる（方法を開発す
る民間企業は尐ない

– 鉄やアルミの領域でも低コスト化を目的とした鍛造から鋳造へのシフトが起きている中
、“マグネシウム合金が今度強度が必要となる部分でも利用されだすか”、“鋳造技術
の発展により強度を確保することはできないか”、については精査が必要

– また、マグネシウム合金はコストも課題であるが、国家プロジェクトとして意識する必要
はないか

鍛
造

鋳
造

鉄 アルミ ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

今の主流軽量化

軽量化 低
コ
ス
ト

軽量化

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ鍛造部材
技術開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

高
強
度

素形材産業室

繊維課

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の利用

プラスチック＇樹脂（の
利用

自動車の
軽量化

＇アルミ代替（

素形材産業室

文部科学省

高強度化

高腐食性
マグネシウム
合金の
利用促進

高成形性

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金 • 自動車の軽量化に向けたアルミ代替では、繊維課でも樹脂利用に向けた施策を実施中。樹
脂との棲み分けを視野に入れた開発目標の設定が必要か

– 繊維課ではH20~H24の期間で、「サステイナブルハイパーコンポジット技術の開発」事
業の中で、自動車部品の樹脂利用に向けた開発を推進している

– マグネシウム化が進む部品、樹脂化が進む部品を明確化した上で、具体的な開発目
標を定める必要はないか

金属ガラス

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
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No.14 素形材分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、他原課、他省庁との比較、施策の括り方見直しの観点から、今後
の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ ロジックツリーの分析結果および示唆

諸外国

との比較

施策の括り方の

見直し

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

前頁

未着手領域の

明確化

民間との比較

既存の事業でカバーされていな
い課題について、新たに事業を

企画すべきか？

民間企業との役割分担の観点
から施策への反映はないか？

他原課との

比較

省内の他原課との役割分
担の観点から施策への
反映はないか？

他省庁

との比較

他省庁の取組みとの整合
性の観点から施策への
反映はないか？

諸外国との国際競争力上の観点
から施策への反映はないか？

大
容
量
化

（高
密
度
メ
モ
リ
）

半導体の微細化

新磁気記録媒体の開発

新原理＇光（の活用

情報通信機器課

素形材産業室

文部科学省

高集積化

新記録方法

短
期

中
期

長
期

金属ガラス

素形材産業室

文部科学省

金属ガラスの改良

無機金属による補完
＇無機金属との接合（

金属ガラスの
機能性向上

• 高密度メモリの開発は情報通信機器課や文部科学省でも進められている
が、本原課とは実現を目指す時間軸が異なるものと理解

– 経済産業省情報通信機器課では、「ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造ナノ電
子デバイス技術開発」事業や、「次世代半導体材料・プロセス基盤(MIRAI)プロジェクト
」にて高密度メモリに向けた半導体微細化技術の開発を実施中

– また文部科学省でもH17より、「高密度情報メモリの開発」事業で超光情報メモリの開
発を実施中

– 情報通信機器課での施策は加工方法の改良＇微細化（であり短期的、本原課での施策
は材料の改良であり中期的、文部科学省の施策は記録方法の変更＇多値位相ホログ
ラム体積記録システム（であり長期的な位置づけであると推察される

• 文部科学省でも金属ガラスの機能性向上に向けた開発に関する施策を進
めており、アプローチは異なるが技術的な連携を図れることで開発を加速
させることはできないか

– 文部科学省でばH17~H22の期間で、「金属ガラス・無機材料接合開発共同研究プロジ
ェクト」を実施中

– 本原課では金属ガラス材料の改良による機能性付与に重きを置いている一方、文部科
学省ではセラミックとの接合による機能性付与に重きを置いている

金属ガラス
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サステナブルハイパーコンポジット技術の開発

プロセス
技術開発

デバイス
技術開発

各種高速接合方法
の適用

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

繊
維
分
野

個
別
の
技
術
革
新

研究テーマ技術体系

出所：NEDO「サステナブルハイパーコンポジット技術の開発」基本計画 副次的な課題

No.15 繊維分野 MFTツリー サステナブルハイパーコンポジット技術の開発

⑤易加工性自動車用

モジュール構造部材の

開発

一方向性CFRTP中間
基材の開発

①易加工性CFRTP

＇炭素繊維強化熱

可塑性プラスチック（

中間基材の開発

面内等方性を持つ
CFRTP中間基材の

実現

金属並みの
易加工性の達成

炭素繊維の表面処
理技術開発

繊維の分散と配向
のコントロール技術

炭素繊維の表面処
理技術開発

炭素繊維への含浸
性と物性を両立す
る熱可塑性樹脂の

開発

高強度・
高弾性率の実現

中間基材の
開発

基盤技術
開発

②易加工性CFRTPの

成形技術の開発

①で開発される
CFRTP中間基材を用

いた自動車構造材の
高速成形加工技術

④易加工性CFRTPの

リサイクル技術の開発

⑥易加工性自動車

一次構造材用閉断面

構造部材の開発

成形
加工技術開発

高速スタンピング
成形技術開発

高速内圧成形
技術開発

高速成形の
実現

溶接技術開発
③易加工性CFRTPの

接合技術の開発

ｽﾁｰﾙ並みの
高速溶接の実現

ｽﾁｰﾙ並みの高
強度溶接の実現

①②で開発される各
種CFRTP部材に対し

て、各種溶着等による
高速接合方法の適合

性を検討

熱板溶着

超音波溶着

振動溶着

誘電溶着
炭素繊維強化
熱可塑性

プラスチック開発
CFRTP
＇改質時の

エポキシ樹脂の
未使用（

低コスト化

高速成形性
向上

複合材料内で
の繊維含有率
の向上

＇含浸性・接着性
の向上（

リサイクル
技術開発

強度特性の
向上

等方性CFRTP中間基
材のリペア技術開発

リペア
技術開発

射出成形部材のリサ
イクル性を向上させる

技術の開発

リサイクル後の
性能保持率向上

リサイクル可能
回数の向上

実用化技術
開発

モジュール化
への対応

複雑形状への
適応性向上

不連続繊維の
利用 ①②③＇④（で開発し

た技術を融合し、

フロントモジュール、ド
アモジュールなどを構

築する

等方性CFRTP中間
基材の利用

高強度・高精度
な成形

高速成形技術の
活用

モジュール化 溶接技術の活用

一次構造材
＇剛性・強度が
必要（への適用

①②③＇④（で開発し
た技術を融合し、フロ
ント及びリアサブフレ
ームなどの自動車一
次構造材用閉断面構

造部材を開発

一方向性CFRTP
中間基材の利用

高速成形技術の
活用

溶接技術の活用

モデル材構築

情報家電領
域

精密機器・
医療機器・ロ
ボット領域

輸送用機器
領域

水処理シス
テム

＇食品・医薬
品製造（

小型化・軽量
化

材料代替 金属材料の
利用

サイズ低減

プラスチック
利用

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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エネルギー合理化繊維関連次世代技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

繊
維
分
野

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の
克
服

研究テーマ技術体系

出所：経済産業省「平成20年度繊維関連予算の概算要求について」 副次的な課題

No.15 繊維分野 MFTツリー エネルギー使用合理化繊維関連次世代技術開発

①炭素繊維製造

エネルギー低減技術の

研究開発

炭素繊維製品から炭素繊
維を回収し、リサイクルを
図るための技術開発

化学繊維と天然繊維の混
紡の分離技術と、分離され
た天然繊維からｾﾙﾛｰｽﾊﾟ
ｳﾀﾞｰを高効率に生産する

技術開発

②廃棄衣料の

リサイクル技術及び

高付加価値商品の開発

③排水処理における

余剰汚泥の減容化

技術開発

⑥VOC含有廃棄物の

溶剤回収及び再利用

処理技術の開発

汚泥を減容する排水処理
法＇余剰汚泥減容法（の

開発

④次世代資材用繊維

の開発

⑤ポリエチレン

テレフタレート製造

エネルギー低減技術

の開発

炭素繊維原料の
使用量の低減

炭素繊維の
リサイクルの

実現

混紡の
分離技術開発

ｾﾙﾛｰｽﾊﾟｳﾀﾞｰの
高効率生産技術

廃棄衣料の
リサイクルの

実現

天然繊維＇または
ｾﾙﾛｰｽﾊﾟｳﾀﾞｰ（
の使用量低減

汚泥の減容
汚泥の焼却
エネルギーの

低減

ナイロンや
ポリエステル等
を主体とした
資材用繊維の
消費耐久性向上

繊維による
代替

海浜や河川で使用される
コンクリート製資材を代替
する消費耐久性＇耐疲労
性など（の高い資材用繊維

の開発

新規触媒の
開発

PET製造時のエネルギー

低減を実現する、重合時
の反応温度低減や反応速
度短縮を可能とする新規

触媒の開発

重合時の
反応温度低減

重合時の
反応速度短縮

廃棄物に含まれる
VOC＇揮発性有機
化合物（への対応

繊維製造時の廃棄物から
VOCを分離回収するととも

に燃料として利用する技術
開発

繊維製造時の
廃棄物からの
VOC有機溶剤
分離回収

回収した
VOC有機溶剤
の燃料利用

繊維製造プロセス
での汚染物質削減

エネルギー送電時
の効率化

新エネルギー創出
＇利用（

エネルギー発電時の
効率化

エネルギー利用
効率化

使用時におけ
る効率化

利用段階
焼却段階

製
造
段
階

水処理領域

窯業領域

特
定
産
業
領
域

主
工
程

金属領域

繊
維
領
域

副
次
的

工
程

領域横断的

化学品・医薬
品領域

炭素繊維製造

衣料用繊維製造

PET繊維製造

染色排水処理

廃棄物処理

コンクリート
資材製造

ガラス製造

セメント製造

環
境
制
約
の
克
服

CO2の削減

水質汚染の防止

土壌汚染の防止

大気汚染の防止
製造プロセスでの
汚染物質削減

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

• 事業期間H20~24

• H22年度予算案

6.0億円

国

NEDO

民間団体等

交付

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題出所：事前評価書、NEDO「サステナブルハイパーコンポジット技術の開発」基本計画など

No.15 繊維分野 ロジックモデル

素材メーカ

サステナブルハイパー

コンポジット技術の開発

リサイクル・リペア技術

の確立

＇低コスト化の実現（

①易加工性CFRTP＇炭素繊維

強化熱可塑性プラスチック（

中間基材の開発

②易加工性CFRTPの

成形技術の開発

③易加工性CFRTPの

接合技術の開発

国
際
競
争
力
の
強
化

自動車一次構造材への

適用

④易加工性CFRTPの

リサイクル技術の開発

⑤易加工性自動車用

モジュール構造部材の開発

⑥易加工性自動車

一次構造材用閉断面

構造部材の開発

高速成形の実現

ｽﾁｰﾙ並みの

高速・高強度溶接の実現

自動車部材の

モジュール化へ対応

加工メーカ

自動車部材への

CFRTP適用
輸
送
時
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

削
減

自
動
車
の

小
型
・軽
量
化
の
実
現

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

社
会
問
題
の
解
決

委託

金属並みの

易加工性の達成

高強度・

高弾性率の実現

安
全
性
を
確
保
し
た

車
体
の
軽
量
化

金属

代替

マグネシウム合金

の高度化

ガラス

代替
 自動車の軽量化は、低炭素社会の実現と、日本
の産業競争力強化の視点で重要な課題。そのた
め、国家プロジェクトとして取り組む意義が存在

 自動車の軽量化に向けては、金属＇鉄・アルミ（代
替に向けた他金属利用やプラスチック化が国家プ
ロジェクトとして進められているが、ガラスの代替
もインパクトは十分にあり、技術的にまだ実現でき
ていない領域であるため国として支援する価値は
あると推察
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

• 事業期間H17~21

• H17~H21総予算額

20.5億円

国

民間団体等

補助金

炭素繊維の製造

エネルギー低減

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題出所：経済産業省「平成17～21年度繊維関連予算の概算要求について」

No.15 繊維分野 ロジックモデル

素材メーカ
プラントメーカ

エネルギー合理化繊維関連

次世代技術開発

炭素繊維の

リサイクルの実現

反応温度低減や

反応速度短縮に貢献

する新規触媒の開発

①炭素繊維製造エネルギー

低減技術の研究開発

②廃棄衣料のリサイクル技術

及び高付加価値商品の開発

③排水処理における余剰汚
泥の減容化技術開発

④次世代資材用繊維

の開発

⑤ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾃﾚﾌﾀﾚｰﾄ製造

エネルギー低減技術の開発

⑥VOC含有廃棄物の溶剤回
収及び再利用処理技術の開

発

廃棄衣料の

リサイクルの実現

染色排水処理工程での

汚泥の減容

社
会
問
題
の
解
決

製
造
プ
ロ
セ
ス
で
の

消
費
電
力
削
減

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

ナイロンやポリエステル

等を主体とした資材用

繊維の消費耐久性向上

衣料繊維＇または

食品等（の製造

エネルギーの低減

繊維染色排水の

処理エネルギーの

低減

素材代替によるコン

クリート製資材の

製造エネルギーの低減

PET＇ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ

ﾃﾚﾌﾀﾚｰﾄ（製造時

のエネルギー低減

素材メーカ
プラントメーカ

素材メーカ
プラントメーカ

素材メーカ

素材メーカ

繊維製造時の廃棄物

からのVOC有機溶剤
分離回収

繊維製造プロセス

での汚染物質削減
素材メーカ
プラントメーカ

VOCの燃料利用
廃棄物の

処理エネルギー低減
素材メーカ
プラントメーカ

繊
維
製
造
時
の

消
費
電
力
削
減

繊
維
代
替
に
よ
る

他
材
料
（ｺﾝ

ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ

資
材
）

製
造
時
の
消
費
電
力
削
減

大
気
汚
染
の
防
止

環
境
制
約
の

克
服
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エネルギー使用

合理化繊維関連

次世代技術開発

H17-H21

トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

事業目標

繊
維
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

施策

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

情報家電領域

精密機器・医療機器・
ロボット領域

輸送用機器領域

水処理システム
＇食品・医薬品製造（

小型化・軽量化 材料代替
金属＇鉄・アルミ（

代替
マグネシウム合金の

高強度化

サイズ低減

電池の小型化
＇高パワー密度（ HEV、燃料電池車用

電池へ炭素繊維適用
炭素材料を用いた
超極細繊維開発

ガラス代替

炭素繊維強化熱可塑性プラ
スチックの開発＇熱硬化性か
らの成形・加工性改良（

エネルギー送電時
の効率化

新エネルギー創出
＇利用（

エネルギー発電時の
効率化

エネルギー利用
効率化

使用時における
効率化

利用段階
焼却段階

製
造
段
階

水処理領域

窯業領域

特
定
産
業
領
域

主
工
程

炭素繊維原料の
使用量低減

金属領域

繊
維
領
域

副
次
的

工
程

炭素繊維製造

天然繊維の使用量低減衣料用繊維製造

反応温度低減・反応速度短
縮

PET繊維製造

汚泥の焼却エネルギー低減染色排水処理

VOCの燃料利用廃棄物処理

繊維代替
コンクリート
資材製造

ガラス製造

セメント製造

領域横断的

化学品・医薬
品領域

大気汚染の防止

水質汚染の防止

CO2の削減

土壌汚染の防止

VOCへの対応
製造プロセスでの
汚染物質削減

繊維製造プロセスで
の汚染物質削減

No.15 繊維分野 ロジックツリー

製造エネルギーの低減を
図ることができる革新的な
繊維製品製造技術の開発
やエネルギー消費の低減
が可能となる新たな繊維
製品を開発することにより
、地球環境を低減しつつ、
エネルギーの使用合理化
を目指す

①炭素繊維製造エネルギー低
減技術の研究開発

②廃棄衣料のﾘｻｲｸﾙ技術及び
高付加価値商品の開発

③排水処理における余剰汚泥
の減容化技術開発

④次世代資材用繊維の開発

⑤ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾃﾚﾌﾀﾚｰﾄ製造エネ
ルギー低減技術の開発

⑥ＶＯＣ含有廃棄物の

溶剤回収及び

再利用処理技術の開発

循環型社会に対応し、環
境負荷・エネルギー低減
を図るために、金属材料
以上の易加工性を有する
複合材料を炭素繊維と熱
可塑性樹脂から製造する
サステナブルで高機能な
繊維複合材料＇サステナ
ブルハイパーコンポジット
（製造技術を開発する

サステナブル

ハイパー

コンポジット

技術の開発

H20-H24

①易加工性CFRTP＇炭素繊維
強化熱可塑性プラスチック（中

間基材の開発

②易加工性CFRTPの

成形技術の開発

③易加工性CFRTPの

接合技術の開発

④易加工性CFRTPの

リサイクル技術の開発

⑤易加工性自動車用

モジュール構造部材の開発

⑥易加工性自動車一次構造材
用閉断面構造部材の開発

素形材産業室にてH18~H22の期間で「マグネシウム鍛造部材技術開発ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸ

ﾄ」にて自動車の軽量化に向けたマグネシウム合金の高強度化を目指す事業を
実施中

化学課にてH18~H22の期間で「先端機能発現型新構造繊維部材基盤技術の
開

発」事業を実施中

独
立

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

出所：イノベーションプログラム基本計画、技術戦略マップ2009、事前評価書・NEDO基本計画

金属で代替

プラスチック化
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No.15 繊維分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

異なる技術レイヤー、異なる課題に対する
2施策を実施中

• 一つは特定の高機能繊維材料の開発、
一つは繊維製造でのエネルギー低減の
ためのリサイクル技術・触媒技術の開発
であり、技術レイヤーが異なる

エネルギー使用の
効率化

エネルギー使用合
理化繊維関連次世
代技術開発

H18~H22

輸送用機器の
軽量化

炭素繊維強化
プラスチックの
高機能化

繊維の製造
工程での

エネルギー低減

サステナブルハイ
パーコンポジット技

術の開発

H20~H24

繊維材料・プロセス開発

周辺＇リサイクル等（技術開発
独立
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No.15 繊維分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、他原課との比較、施策の括り方見直しの観点から、今後の施策・
事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ ロジックツリーの分析結果および示唆

施策の括り方の

見直し

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

N/A

他原課との

比較

省内の他原課との役割分
担の観点から施策への
反映はないか？

未着手領域の

明確化

既存の事業でカバーされて
いない課題について、新た
に事業を企画すべきか？

他省庁、

民間との比較

他省庁、民間企業との役割分担
の観点から施策への反映はな

いか？

諸外国

との比較
諸外国との国際競争力上の観点
から施策への反映はないか？

• 化学課においても炭素超極細繊維開発に向けた施策を実施している。繊
維課と化学課との間で、“繊維”関連の施策は明確な定義のもと切り分け
られているか

– 化学課ではH18~H22の期間で「先端機能発現型新構造背に部材基盤技術の開発」事
業にて、炭素繊維や高分子繊維の超極細化技術の開発を行っている

素形材産業室

繊維課

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の利用

プラスチック＇樹脂（の
利用

鉄・アルミの
代替による
自動車の
軽量化

繊維課

化学課

炭素繊維強化
プラスチックの開発

炭素超極細繊維の開発

炭素繊維
関連施策

• 自動車軽量化に向けたアルミ代替では、素形材産業室でもマグネシウム
合金利用に向けた施策を実施中。マグネシウム合金との棲み分けを視野
に入れた開発目標の設定が必要か

– 素形材産業室ではH18~H22の期間で、「マグネシウム鍛造部材技術開発プロジェクト
」事業の中で、自動車部品のマグネシウム合金利用に向けた開発を推進している

– マグネシウム化が進む部品、樹脂化が進む部品を明確化した上で、具体的な開発目
標を定める必要はないか

炭素繊維製造の
省エネルギー化

繊維課

素形材産業室

化学課

材料の改良

サイズの小型化

自動車の
軽量化

鉄・アルミの
代替

ガラスの
代替 N/A

• 自動車軽量化に向けては、鉄・アルミ代替のみではなく、ガラス代替もイン
パクトが大きく、国家プロジェクトとして取り組む必要はないか

– 自動車の軽量化は、低炭素社会の実現と、日本の産業競争力強化の視点で重要な課
題。そのため、国家プロジェクトとして取り組む意義が存在

– 自動車の軽量化に向けては、金属＇鉄・アルミ（代替に向けた他金属利用やプラスチッ
ク化が国家プロジェクトとして進められているが、ガラスの代替もインパクトは十分にあ
り、技術的にまだ実現できていない領域であるため国として支援する価値はあると推察
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参考（NEDOロードマップ2009 ファイバー分野

CFRTPの自動車応用は’18年頃が目標の模様。
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次世代高信頼性ガスセンサー技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

ガ
ス
安
全
分
野

資
源
制
約
の
克
服

研究テーマ

①次世代ガスセンサー

開発のための特性変化

要因・メカニズムの解明

②次世代ガスセンサー

開発のための加速

評価基盤技術の確立

③超低消費電力高信頼性

ガスセンサーの開発

メタン及びCOセンサーの特

性変化の要因及びその影響
度の解析、メカニズムの解明

センサー特性解明

信頼性加速度評価

技術確立

実用化技術
開発

基盤技術開発

技術体系

出所：NEDO「次世代高信頼性ガスセンサー技術開発」基本計画 副次的な課題

No.16 ガス安全分野 MFTツリー 次世代高信頼性ガスセンサー技術開発

長期信頼性を加速評価の基
盤技術確立

0.1mW以下の超低消費電力
＇現在の数千分の１（、寿命5

年以上の信頼性＇低故障率（
の実現

消費電力削減
＇長期間の

電池駆動の実現（

信頼性確立

＇安全駆動（

長寿命化

水資源

鉱物資源

石油資源 天燃ガスの利用
民生用途での
天然ガス利用

促進

産業用途での
天然ガス利用

促進

都市ガス警報
器の普及

有害物の発生を
抑制

CO/メタンガス
の
検知

都市ガス利用下で
のCO/メタンセンサ

の高度化

有害物の発生を
高精度で検知

ダイオキシン・
環境ホルモンの

検知

有害物の排除
＇無害化（物理的な害を抑

制

化学的な害を抑
制

安
心
安
全
の
実
現

有害物の
進入防止

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

• 事業期間H20~23

• H22年度予算案

85百万円

国

NEDO

民間団体等

交付

補助
天
然
ガ
ス
の

利
用
促
進

都市ガス利用下での

ガス警報器の普及

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題出所：事前評価書、NEDO「次世代高信頼性ガスセンサー技術開発」基本計画など

No.16 ガス安全分野 ロジックモデル

センサメーカ
センサモジュールメーカ

次世代高信頼性
ガスセンサー技術開発

センサー特性の解明

信頼性確保のための

加速度評価技術の確立

①次世代ガスセンサー

開発のための特性変化

要因・メカニズムの解明

②次世代ガスセンサー

開発のための加速

評価基盤技術の確立

③超低消費電力高信頼性

ガスセンサーの開発

社
会
問
題
の
解
決

（省
エ
ネ
ル
ギ
ー
）

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

低消費電力＇長期間の

電池駆動の実現（、

5年以上の寿命の実現

石
油
枯
渇
を
克
服
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トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

技術＇国の事業（

＇Technology （

事業目標

ガ
ス
安
全
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・革
新
的
部
材
の
確
立

施策

“部材”産業の
国際競争力維持

・強化

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速

産業全体として
の国際競争力
維持・強化

幅広い産業の
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力

強化

製造業＇ハイテク
産業（の

産業競争力確保

希尐金属の需要
拡大を背景に、
＇需要変動やカ
ントリーリスク等
による（調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服

希尐金属や水の
需要拡大を背景
とした資源制約
の打破、圧倒的
な省エネルギー
社会の実現など
、解決困難な社
会的課題の克服

安心・安全な国
民生活の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
効
率
の
改
善

安
心
安
全
な

国
民
生
活
の
実
現

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る

環
境
に
貢
献
す
る

人
の
豊
か
さ
に

貢
献
す
る

成
長
基
盤
の

整
備

個
別
の
技
術
革
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服

資
源
制
約
の
克
服

環
境
制
約
の
克
服

安
心
・安
全
の
担
保

水資源

鉱物資源

石油資源 天燃ガスの利用
民生用途での

天然ガス利用促進

産業用途での
天然ガス利用促進

都市ガス警報器の
普及

都市ガス利用下でのCO/メ
タンセンサの高度化

No.16 ガス安全分野 ロジックツリー

肉体的な害を
低減＇安全（

精神的な害を
低減＇安心（

有害物の発生を抑制

CO/メタンガスの
検知

都市ガス利用下でのCO/メ
タンセンサの高度化

有害物の発生を高精度
で検知

ダイオキシン・環境ホ
ルモンの検知

有害物の排除
＇無害化（物理的な害を抑制

化学的な害を抑制

半導体式COセンサー、電
気化学式COセンサー、薄
膜マイクロメタンセンサー
等について、ナノレベルで
のメカニズム解析及び開
発設計を行い、革新的な
次世代高信頼性ガスセン
サーの開発を行う

次世代高信頼性
ガスセンサー

技術開発

H20-H23

①次世代ガスセンサー

開発のための特性変化要因・メ
カニズムの解明

②次世代ガスセンサー

開発のための加速

評価基盤技術の確立

③超低消費電力高信頼性

ガスセンサーの開発

文部科学省ではH18~H23の期間で、「多種類の危険・有害ガスに対する携帯
型

高感度ガスセンサーシステム」開発事業を実施中

有害物の進入防止

層における凡例

ナノテク施策として着手されていない課題

ナノテク施策として他の原課で着手している課題

本原課で着手している課題

出所：イノベーションプログラム基本計画、技術戦略マップ2009、事前評価書・NEDO基本計画
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No.16 ガス安全分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、民間、他省庁との比較の観点から、今後の施策・事業のあり方に
関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ ロジックツリーの分析結果および示唆

諸外国

との比較
N/A

未着手領域の

明確化

民間との比較

既存の事業でカバーされていな
い課題について、新たに事業を

企画すべきか？

民間企業との役割分担の
観点から施策への反映

はないか？

施策の括り方の

見直し

市場ニーズを踏まえると施策の
粒度、各事業の紐づきは現状

のままでよいか？

他原課との

比較
省内他原課との役割分担の観点
から施策への反映はないか？

諸外国との国際競争力上の観点
から施策への反映はないか？

他省庁

との比較

他省庁の取組みとの整合
性の観点から施策への
反映はないか？

• 文部科学省との連携を取る＇深める（ことで、当該領域での技術開発を加
速させることはできないか、検討が必要

– 文部科学省では「多種類の危険・有害ガスに対する携帯型高感度ガスセンサーシステ
ム」開発事業を実施中＇H18~H23（。その他の安心・安全に繋がるセンサについても開
発に向けた施策を進めている

CO/メタンガス

有害物の検知

次世代高感度
ガスセンサ技術開発
＇経済産業省（

文部科学省

電池式

AC電源

CO・火災 都市ガス 複合

次世代高感度
ガスセンサ技
術開発

パナソニック電工/ホーチキ/

新コスモス電機/矢崎総業/

＇東京ガス/大阪ガス（

• 電池式の都市ガス警報器の開発を促す施策は、国家プロジェクトとして進
める意義が存在

– 民間企業の製品を見ると、都市ガス警報器や都市ガス・火災・一酸化炭素の複合警報
器は共に電池式が殆どない状況

– 都市ガス警報器の普及には、AC電源利用に伴う施工の必要性が阻害の要因だと考え
られている

※なお単独事業であるため、STEP4の分析は実施不要と判断
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生活支援ロボ
ットの導入

生活支援ロボット実用化プロジェクト

No.17 産業機械分野 MFTツリー 生活支援ロボット実用化プロジェクト

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

産
業
機
械
分
野

安全技術を導入した人
間装着＇密着（型生活支
援ロボットの開発

安全技術を導入した
搭乗型生活支援ロボット

の開発

安全性の検証
方法の確立

生活支援ロボットの安全
性検証手法の研究開発

安全技術を導入した
移動作業型＇操縦中心（
生活支援ロボットの

開発

安全技術を導入した
移動作業型＇自律中心（
生活支援ロボットの

開発

出所：NEDO基本計画 副次的な課題

安
全
要
素

技
術

リ
ス
ク
低
減

技
術

リスクアセスメント手法の開発

安全性基準に関する適合性評価
手法の研究開発

安全性検証
方法の開発

適合性評価
手法の開発

機械・電気安全、機能安全等ロボットの安全性試験評
価方法の開発

操縦

移動・作業技術

安全性検証

安全技術の開発

ﾕｰｻﾞｰｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ技術

ﾕｰｻﾞーへの適用＇ﾌｨｯﾃｨﾝｸﾞ（技術

安全な退避技術

ユーザー拘束時の安全開放技術

安全性試験

実証試験

安定走行技術

人・障害物回避技術

自律走行技術

自己診断技術

危険予防技術

自己位置認識技術

安全環境認識技術

環境地図生成技術

動的動作計画技術

安全技術の開発

安全性検証
安全性試験

実証試験

自律

装着時機能安定技術

制御技術

安全管理技術

自己診断技術

安全要素技術

安全技術の開発

安全性検証
安全性試験

実証試験

人間装着型

安
全
要
素

技
術

リ
ス
ク
低
減
技
術

安定走行技術

人・障害物回避技術

自律走行技術

操縦者の意図推定、操縦支援技術

協調走行技術

自己位置認識技術

地図情報生成技術

動的経路計画技術

姿勢安定化技術

自己診断技術安全技術の開発

安全性検証
安全性試験

実証試験

搭乗型

移動作業
型

産業用ロボット
及び生活、医
療・福祉、公共
分野の次世代
ロボットの開発

次
世
代
ロ
ボ
ッ
ト
開
発
・多
用
途
展
開

多用途展開に
向けた要素基盤技

術開発

実用化に向けた
開発

タイプに応じた
安全性の確立

対人安全の
確保

本施策で着手している課題
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基盤ロボット技術活用型オープンイノベーション促進プロジェクト

No.17 産業機械分野 MFTツリー 基盤ロボット技術活用型オープンイノベーション促進プロジェクト

技術＇Technology（

研究テーマ技術体系

RT) ロボット技術

要素部品の共
通化・標準化

基盤通信モジュー
ルの開発

開発したRT要素部品
群を用いてRTシステム
を構築し有効性を検証

基盤通信モジュール及
び開発ツールの開発

基盤通信モジュールを用
いたＲＴ要素部品の開発

ＲＴ要素部品群によるＲＴ
システムの開発・実証

要素部品をRTコン
ポーネント化するモ
ジュール開発

ネットワーク接続
及びシステム化を
可能とする「ＲＴ要素
部品」の開発

有効性検証

開発ツールの
開発

出所：NEDO基本計画 副次的な課題

産
業
機
械
分
野

産業用ロボット
及び生活、医
療・福祉、公共
分野の次世代
ロボットの開発

次
世
代
ロ
ボ
ッ
ト
開
発
・多
用
途
展
開

多用途展開に
向けた要素基
盤技術開発

実用化に向け
た開発

個別要素技術の
高度化・モジュー

ル化

五感系
＇画像・音声認識/

センサ（

筋肉系
＇動作/

アクチュエータ（

神経系
＇通信/ネットワーク（

脳系
＇知能化/

ソフトウェア（

開発基盤の整備
＇知能モジュール化（

個別の知能化技術の
開発

既存の他機器・
センサ・モータとの
接続方法統一

＇RTコンポーネント化（

RTミドルウェアの構
築

基盤通信モジュールのイメージ

施策＇Market（ 機能＇Function（

本施策で着手している課題

骨格系
＇構造（
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次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト

No.17 産業機械分野 MFTツリー 次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト

技術＇Technology（

技術体系

出所：NEDO基本計画

研究テーマ

知能化技術のモジュール化
＇RTミドルウェアの改良を含む（

ＲＴコンポーネント開発支援機能開発

応用ソフトウェア開発支援機能開発
ロボットシステム設計支援機能開

発

ロボット知能ソフトウェ
アプラットフォームの

開発

作業知能＇生産分野（
の開発

ロボット知能ソフトウェ
ア再利用性向上技術

の開発

作業知能（社会・生
活分野）の開発

移動知能（サービス
産業分野）の研究開

発

作業知能

高速移動知能（公共
空間分野）の開発

移動知能

コミュニケー
ション知能

ソフトウェア
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
開発

有効性検証

検証用知能モジュール群の開発

リファレンスハードウェアの開発
ソフトウェアプラットフォームの

検証

ロボット知能モジュールの開発体制の整備

ロボット知能モジュールの再利用環境構築

「知能モジュール・ライフサイクル」
の効果的・効率的な工程管理及び
品質管理が可能な開発環境の構築

生産分野 知能モジュー
ル群の開発

教示支援

チョコ停対応

認識

有効性検証

作業計画知
能の開発

有効性検証

作業遂行知
能の開発

社会・生活分
野

移動環境認識
知能の開発

有効性検証

作業計画

作業対象物追跡・位置管理

作業対象物認識

対人作業

人環境安全
移動知能の
開発

自己位置認識

地図情報生成

人・障害物認識

安全移動制御

動的経路計画
サービス産業

分野

公共空間分野
高速移動知
能の開発

交通状況認知

知識共有

交通支援

有効性検証

操縦移動知
能の開発

有効性検証

自律移動知
能の開発

安定走行

障害物回避

操縦者の意図推定・操縦支援

自律帰還

自律走行
社会・生活分

野

協調走行

移動知能（社会・生
活分野）の開発

環境・状況・対象認識知能モジュール群の開発

有効性検証

対話制御知
能の開発 対話履歴管理

対話対象同定

社会・生活分
野

コミュニケーション
知能（社会・生活分

野）の開発

対話支援知
能の開発

音声合成

音声認識

行動理解

対話制御知
能の開発 対話制御

対話コンテンツ管理

副次的な課題

産
業
機
械
分
野

産業用ロボット
及び生活、医
療・福祉、公共
分野の次世代
ロボットの開発

次
世
代
ロ
ボ
ッ
ト
開
発
・多
用
途
展
開

多用途展開に
向けた要素基
盤技術開発

実用化に向け
た開発

個別要素技術の
高度化・モジュー

ル化

五感系
＇画像・音声認識/

センサ（

筋肉系
＇動作/

アクチュエータ（

神経系
＇通信/ネットワーク（

脳系
＇知能化/

ソフトウェア（

開発基盤の整備

個別の知能化技術
の開発

施策＇Market（ 機能＇Function（

本施策で着手している課題

骨格系
＇構造（
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戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト

No.17 産業機械分野 MFTツリー 戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト

技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

出所：NEDO基本計画

柔軟物も取扱える生産用
ロボットシステム

人間・ロボット協調型セル
生産組立システム

片付け作業用マニピュレ
ーションＲＴシステム

高齢者対応コミュニケー
ションＲＴシステム

ロボット搬送システム

被災建造物内移動ＲＴ
システム

建設系産業廃棄物処理
ＲＴシステム

製造業で利用

サービス業で
利用

生産工程での
柔軟物の取り扱い

自動化

多品種尐量ラインでの
人とロボットの協働

片付け作業の
自動化

高齢者対応
コミュニケーション

オフィス・施設での
搬送自動化

被災建造物内
移動

建造物解体

マニュピレーション技術の開発技
術
開
発

センサ利用技術の開発

次世代教示機能の開発

試作・実証

安全管理技術技
術
開
発

作業支援技術

作業情報提示技術

試作・実証

マニピュレーション技術の開発技
術
開
発

空間構造化技術

器用なハンドおよび軽量高剛性マニピュレータの
開発

試作・実証

コミュニケーション技術の開発

技
術
開
発

ヒューマンロボットインタラクション技術の開発

空間構造化技術の開発

試作・実証

簡単な作業を自律的に実行する技術の開発

自律移動する技術技
術

開
発 安全＇事故防止（技術

試作・実証

障害物環境で半自律走行できる移動技術

技
術
開
発

複数ロボットの同時遠隔操作技術

遠隔操作用映像などのリアルタイム伝送を可能と
する通信技術

試作・実証

測位技術とＧＩＳ技術

廃棄物材質の判定手法
技
術
開
発

解体・選別作業を行う技術

次世代マニピュレータの開発

試作・実証

ヒューマンインタフェースの開発

特殊環境作業で
利用

副次的な課題

産
業
機
械
分
野

産業用ロボット
及び生活、医
療・福祉、公共
分野の次世代
ロボットの開発

次
世
代
ロ
ボ
ッ
ト
開
発
・多
用
途
展
開

施策＇Market（

本施策で着手している課題

多用途展開に
向けた要素基
盤技術開発

実用化に向け
た開発

個別要素技術の
高度化・モジュー

ル化

五感系
＇画像・音声認識/

センサ（

筋肉系
＇動作/

アクチュエータ（

神経系
＇通信/ネットワーク（

脳系
＇知能化/

ソフトウェア（

骨格系
＇構造（
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異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト

No.17 産業機械分野 MFTツリー 異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト

技術＇Technology（機能＇Function（

技術体系

出所：NEDO基本計画

研究テーマ

産
業
機
械
分
野

界面及びナノ間隙における制
御プロセス技術

バイオ・有機材料融合プ
ロセス技術の開発

マイクロ・ナノ構造大面
積・連続製造プロセス

技術の開発

３次元ナノ構造形成プロ
セス技術の開発

異分野融合型次世代デ
バイス製造技術知識デ

ータベースの整備

ナノ界面融合プロセス
技術

バイオ・有機高次構造
形成プロセス技術

3次元構造形成や革新的機能
・諸特性のMEMSへの付与

超低損傷・高密度３次
元ナノ構造形成技術

異種機能集積３次元ナ
ノ構造形成技術

３次元構造表面に均一にナノ
構造を転写形成する技術

宇宙適用３次元ナノ構
造形成技術

複雑な３次元ナノ構造を形成
できる技術の開発

３次元ナノ構造表面を局所
的に修飾する技術

メーター級大面積デバイスの高
機能化、低コスト化

非真空高品位ナノ機能
膜大面積形成プロセス

技術

大面積基板にマイクロ・ナノ構
造を有する高品位機能膜を高

速直接形成する技術

繊維状基材連続微細
加工・集積化プロセス

技術

メーター級のフレキシブルシー
トデバイスを実現する技術

異分野融合型次世代デバイス
製造技術に関する知識体系化

バイオ・有機材料の持つ
特異的な機能を活かす融合

プロセスの開発 同種または異種の
バイオ・有機材料を高次構化
させるプロセスの開発

MEMS技術へ
の挑戦、製造
プロセスの高

度化

製
造
プ
ロ
セ
ス
・装
置
の
技
術
革
新

MEMSの
高付加価値化

MEMSの集積化

ナノ・バイオプロセス
との融合

分析検査の高度化

非接触、高品位、高速
加工の実現

製造プロセス
の高度化

機能発現

大面積化

実用化促進

施策＇Market（

本施策で着手している課題
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高集積・複合MEMS製造技術開発プロジェクト

No.17 産業機械分野 MFTツリー 高集積・複合MEMS製造技術開発プロジェクト

技術＇Technology（機能＇Function（

技術体系

出所：NEDO基本計画

研究テーマ

高集積・複合ＭＥＭＳ製造技術
に関する知識体系化

ＭＥＭＳ／ナノ機能の複
合技術の開発

ナノ材料＇ＣＮＴなど（の
選択的形成技術

ナノ機能を組み込んだ
ＭＥＭＳデバイスの製

造技術

ナノ材料の持つ柔軟性、導電
性、耐摩耗性、耐食性、低摩
擦係数、強靭性などの優れた
機能をＭＥＭＳデバイスに付加

ＲＦ－ＭＥＭＳの高性能化

ＭＥＭＳ－ナノ機能の複合化
＇ナノ機械構造体やナノ材料の
選択的形成による機能の獲得（

ＭＥＭＳの光学的な特性の
向上

選択的ナノ機械構造体
形成技術

バイオ材料＇タンパク質
など（の選択的修飾技

術

MEMSセンシングデバイスの
高性能化

高集積･複合ＭＥＭＳ知
識データベースの整備

高集積・複合ＭＥＭＳシ
ステム化設計プラットフ

ォームの開発

ＭＥＭＳ／半導体の一
体形成技術の開発

先端ＣＭＯＳ・ＬＳＩとセンサを始
めとした様々なＭＥＭＳデバイ
スをモノリシックに集積化

ＭＥＭＳ‐半導体プロ
セス統合モノリシック製

造技術

ＭＥＭＳ－半導体の集積化 ＭＥＭＳ‐半導体縦方
向配線技術

別々に製造されたＣＭＯＳ・ＬＳ
ＩとＭＥＭＳをウェハレベルで多

層に接合

ＭＥＭＳ－半導体横方
向配線技術

別々のウェハ上に製造された
ＭＥＭＳデバイスとＣＭＯＳ・ＬＳ
Ｉをチップレベルで隣接して配
置し、ウェハ状に再配列

ＭＥＭＳ／ＭＥＭＳの高
集積結合技術の開発

異種材料のウェハを、高精度
に位置決め・組立

異種材料多層ＭＥＭＳ
集積化技術

ＭＥＭＳ‐ＭＥＭＳの高集積化 ビルドアップ型多層Ｍ
ＥＭＳ集積化技術

各種加工を施したＭＥＭＳウェ
ハ同士の接合

多層ウェハレベル接合
体の低ストレスダイシ

ング技術

低ストレスで多層ウェハレベル
接合体を切断

高集積・複合MEMSシステム
化設計プラットフォームに関す

る開発

副次的な課題

産
業
機
械
分
野

MEMS技術へ
の挑戦、製造
プロセスの高

度化

製
造
プ
ロ
セ
ス
・装
置
の
技
術
革
新

開発期間の
短縮

実用化の促進

高機能化

MEMSの
高付加価値化

MEMSの集積化

ナノ・バイオプロセス
との融合

分析検査の高度化

非接触、高品位、高速加
工の実現

製造プロセスの
高度化

施策＇Market（

本施策で着手している課題
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高度分析機器開発実用化プロジェクト

No.17 産業機械分野 MFTツリー 高度分析機器開発実用化プロジェクト

技術＇Technology（

技術体系

出所：事前評価書

研究テーマ

超微量分析技術の開発

分散型高度分析検査シ
ステムの開発

超純水モニタリングシ
ステム

循環器疾患の迅速検
査システム

残留農薬検査システム

迅速かつ機動性のある次世代
分散型高度分析検査システム

の開発

微小領域超高感度元
素分析装置の開発

超高感度硫黄分析装
置の開発

超微量分析技術の開発および
超低濃度試料の物質認識技

術の開発

副次的な課題

機能＇Function（

産
業
機
械
分
野

MEMS技術へ
の挑戦、製造
プロセスの高

度化

製
造
プ
ロ
セ
ス
・装
置
の
技
術
革
新

分散型分析技術の
向上

超微量分析技術の
向上

MEMSの
高付加価値化

MEMSの集積化

ナノ・バイオプロセス
との融合

分析検査の高度化

非接触、高品位、高速加工
の実現

製造プロセスの高
度化

施策＇Market（

本施策で着手している課題
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高出力多波長複合レーザー加工基盤技術開発プロジェクト

No.17 産業機械分野 MFTツリー 高出力多波長複合レーザー加工基盤技術開発プロジェクト

技術＇Technology（

技術体系

出所：事前評価書

研究テーマ

レーザー高出力化技術
の開発

レーザー高品位化技術
の開発

半導体ファイバー
レーザー発振技術及
び加工システムの開

発

副次的な課題

多波長複合加工技術の
開発

半導体レーザーの高出力化技
術及び高信頼化技術の開発

半導体レーザーのファイバーカ
ップル技術の開発

ファイバーレーザーの
パルス制御技術の開発

ファイバーレーザーの高性能
化技術の開発

パルスレーザー増幅技術の
開発

高出力波長変換技術の開発

切断接合技術の開発

表面処理技術の開発

粉末成形技術の開発

＇次世代製品に向けた（
レーザー加工の基盤技術

高出力化

高品位化

機能＇Function（

産
業
機
械
分
野

MEMS技術へ
の挑戦、製造
プロセスの高

度化

製
造
プ
ロ
セ
ス
・装
置
の
技
術
革
新 レーザー加工技術

の高度化

MEMSの
高付加価値化

半導体技術・ナノ
技術との融合

ナノ・バイオプロセス
との融合

分析検査の高度化

非接触、高品位、高速加工
の実現

製造プロセスの高
度化

施策＇Market（

本施策で着手している課題

デバイス表面処理

複合材料切断接合

生体材料粉末形成
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No.17 産業機械分野 ロジックモデル 生活支援ロボット実用化プロジェクト

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

生活支援ロボット実用化
プロジェクト

ロ
ボ
ッ
ト
技
術
開
発
の
加

速

生
活
支
援
ロ
ボ
ッ
ト
の
導
入

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者等

製
造
業
の

国
際
競
争
力
強
化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

生活支援ロボットの安全
性検証手法の研究開発

安全技術を導入した
移動作業型＇操縦中心（

生
活支援ロボットの開発

安全技術を導入した
移動作業型＇自律中心（

生
活支援ロボットの開発

安全技術を導入した人間
装着＇密着（型生活支援

ロボットの開発

安全性検証方法の確立

タイプに応じた安全性の
確立

安全技術を導入した
搭乗型生活支援ロボット

の開発

社
会
問
題
の
解
決

（便
利
で
ゆ
と
り
の
あ
る

生
活
の
実
現
）

介
護
現
場
な
ど
に

お
け
る
労
働
力
確
保

国
内
外
の
新
た
な

需
要
に
対
応

出所：NEDO基本計画、平成21年度製造産業関連予算案の概要。時間軸についてはNEDOロードマップを参照

‟15年頃から

国
際
標
準
化
獲
得

検
査
と
認
証
の
確
立

国

NEDO

交付

• 事業期間
H21~H25

• H22年度予算案

15.3億円

民間事業者等

委託
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No.17 産業機械分野 ロジックモデル 基盤ロボット技術活用型オープンイノベーション促進プロジェクト

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

基盤ロボット技術活用型
オープンイノベーション促進

プロジェクト

ロ
ボ
ッ
ト
技
術
開
発
の

加
速

既存の他機器・センサ・モ
ータとの接続方法統一
＇RTコンポーネント化（

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者等

製
造
業
の

国
際
競
争
力
強
化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

基盤通信モジュール及び
開発ツールの開発

基盤通信モジュールを用
いたＲＴ要素部品の開発

ＲＴ要素部品群によるＲＴ
システムの開発・実証

要素部品をRTコンポー
ネント化するモジュール

開発

開発したRT要素部品群
を用いてRTシステムを
構築し有効性を検証

ロ
ボ
ッ
ト
・

ロ
ボ
ッ
ト
技
術
の

多
用
途
展
開 国

内
外
の
新
た
な

需
要
に
対
応

ネットワーク接続及びシ
ステム化を可能とする「
ＲＴ要素部品」の開発

出所：NEDO基本計画、平成21年度製造産業関連予算案の概要。時間軸についてはNEDOロードマップを参照

安
心
・安
全
な
社
会
の

実
現

‟15年頃から

国

NEDO

交付

• 事業期間
H20~H22

• H22年度予算案

1.0億円

民間事業者等

委託
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No.17 産業機械分野 ロジックモデル 次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

次世代ロボット知能化
技術開発プロジェクト

知能化に向けた
開発基盤の整備

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者等

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

ロボット知能ソフトウェア
プラットフォームの開発

ロボット知能ソフトウェア
再利用性向上技術の開

発

作業知能＇生産分野（の
開発

知能技術の
モジュール化

作業知能の高度化

作業知能（社会・生活
分野）の開発

移動知能（サービス産
業分野）の研究開発

高速移動知能（公共空
間

分野）の開発

移動知能（社会・生活
分野）の開発

コミュニケーション知
能

（社会・生活分野）の
開発

「知能モジュール・ライフサ
イクル」の効果的・効率的な
工程管理及び品質管理が
可能な開発環境の構築

移動知能の高度化

コミュニケーション
知能の高度化

民間事業者等
知能化に向けた

個別要素技術の確立

出所：NEDO基本計画、中間評価報告書。時間軸についてはNEDOロードマップを参照

ロ
ボ
ッ
ト
技
術
開
発
の

加
速

製
造
業
の

国
際
競
争
力
強
化

ロ
ボ
ッ
ト
・

ロ
ボ
ッ
ト
技
術
の

多
用
途
展
開

国
内
外
の
新
た
な

需
要
に
対
応

‟15年頃から

国

NEDO

交付

• 事業期間
H19~H23

• H22年度予算案

9.1億円

民間事業者等

委託
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No.17 産業機械分野 ロジックモデル 戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

戦略的先端ロボット要素
技術開発プロジェクト

生産工程での
柔軟物の取り扱い

自動化

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者等

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

柔軟物も取扱える生産用
ロボットシステム

片付け作業用マニピュレ
ーションＲＴシステム

高齢者対応コミュニケー
シ

ョンＲＴシステム

対象ロボットシステムの
技術開発・試作

出所：NEDO基本計画、中間評価報告書。時間軸についてはNEDOロードマップ2009を参照

ロボット搬送システム

被災建造物内移動ＲＴ
システム

建設系産業廃棄物処理
ＲＴシステム

民間事業者等 被災建造物内移動

対象ロボットシステムの
技術開発・試作

対象ロボットシステムの
技術開発・試作

対象ロボットシステムの
技術開発・試作

対象ロボットシステムの
技術開発・試作

対象ロボットシステムの
技術開発・試作

多品種尐量ラインでの人
とロボットの協働

片付け作業の
自動化

高齢者対応
コミュニケーション

オフィス・施設での
搬送自動化

人間・ロボット協調型セル
生産組立システム

対象ロボットシステムの
技術開発・試作

建造物解体民間事業者等

民間事業者等

民間事業者等

民間事業者等

民間事業者等

ロ
ボ
ッ
ト
技
術
開
発
の

加
速

製
造
業
の

国
際
競
争
力
強
化

ロ
ボ
ッ
ト
・

ロ
ボ
ッ
ト
技
術
の

多
用
途
展
開 国

内
外
の
新
た
な

需
要
に
対
応

安
心
・安
全
な
社
会
の

実
現

‟15年頃から

国

NEDO

交付

• 事業期間
H18~H22

• H22年度予算案

4.9億円

民間事業者等

委託
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No.17 産業機械分野 ロジックモデル 異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

異分野融合型次世代
デバイス製造技術
開発プロジェクト

プロジェクトの
アウトプット

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

バイオ・有機材料融合
プロセス技術の開発

マイクロ・ナノ構造大面積
・連続製造プロセス技術

の開発

異分野融合型次世代
デバイス製造技術知識
データベースの整備

バイオ・有機材料の持
つ特異的な機能を活か
す融合プロセスの開発

出所：NEDO基本計画、平成21年度製造産業関連予算案の概要。時間軸についてはNEDOロードマップ2009を参照

革
新
的M

E
M

S

の

実
用
化

メーター級大面積デバ
イスの高機能化、低コ

スト化

異分野融合型次世代デ
バイス製造技術に関す

る知識体系化

MEMSデバイスの
機能発現

MEMSデバイスの
大面積化

新MEMSデバイスの
実用化促進

３次元ナノ構造形成
プロセス技術の開発

3次元構造形成や革新
的機能・諸特性の
MEMSへの付与

民間事業者等

民間事業者等

民間事業者等

製
造
業
の

国
際
競
争
力
強
化

社
会
問
題
の
解
決

（環
境
・エ
ネ
ル
ギ
ー
・

医
療
・福
祉
・安
心
・安
全

分
野
で
の
デ
バ
イ
ス
開
発
）

‟15年頃から

国

NEDO

交付

• 事業期間
H20~H24

• H22年度予算案

8.0億円

民間事業者等

委託
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No.17 産業機械分野 ロジックモデル 高集積・複合MEMS製造技術開発プロジェクト

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

高集積・複合MEMS
製造技術開発プロジェクト

プロジェクトの
アウトプット

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

ＭＥＭＳ／ナノ機能の複
合

技術の開発

ＭＥＭＳ／ＭＥＭＳの
高集積結合技術の開発

高集積･複合ＭＥＭＳ知識
データベースの整備

ＭＥＭＳ－ナノ機能の複
合化技術の確立

出所：NEDO基本計画、中間評価報告書

高
集
積M

E
M

S

の

実
用
化

ＭＥＭＳ‐ＭＥＭＳの高
集積化

高集積・複合ＭＥＭＳ製
造技術に関する知識体

系化

MEMSデバイスの
性能向上

MEMSデバイスの
実用化促進

MEMSデバイスの
開発期間短縮

ＭＥＭＳ／半導体の一体
形成技術の開発

ＭＥＭＳ－半導体の集
積化技術の確立

民間事業者等

民間事業者等

民間事業者等

製
造
業
の

国
際
競
争
力
強
化

高集積・複合ＭＥＭＳシス
テム化設計プラットフォー

ムの開発

高集積・複合MEMSシ
ステム化設計プラットフ
ォームに関する開発

‟10年頃から

国

NEDO

交付

民間事業者等

委託

• 事業期間

H18~H20

• 総事業費

30億円
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高出力多波長複合レーザー
加工基盤技術開発

プロジェクト

No.17 産業機械分野 ロジックモデル 高度分析機器開発実用化PRJ/高出力多波長複合レーザー加工基盤技術開発PRJ

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

高度分析機器開発
実用化プロジェクト

プロジェクトの
アウトプット

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

超微量分析技術の開発
超微量分析技術の開発
および超低濃度試料の
物質認識技術の開発

出所：事前評価書

製
造
プ
ロ
セ
ス
の

高
度
化

分析検査の高度化

分散型高度分析検査
システムの開発

迅速かつ機動性のある
次世代分散型高度分析
検査システムの開発

民間事業者等

高
付
加
価
値
産
業
の
創
出

レーザー高出力化技術の
開発

レーザー高品位化技術の
開発

多波長複合加工技術の
開発

半導体ファイバーレー
ザー発振技術及び加工

システムの開発

＇次世代製品に向けた（
レーザー加工の
基盤技術

民間事業者等

非接触、高品位、
高速加工の実現

製
造
業
の

国
際
競
争
力
強
化

国

民間事業者等

補助金

• 事業期間
H18~H20

• 総事業費

35億円

• 事業期間
H22~H26

• H22年度予算案

7.0億円

国

NEDO

交付

民間事業者等

委託・補助

＇2/3（

デバイス表面処理

複合材料切断接合

生体材料粉末形成
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RTミドルウェアの構築

国際競争力
の強化

日本のもの
づくりを支え
る中核デバ
イス・製造技
術の国際競
争力強化

労働力の
確保

＇社会問題
の解決（

尐子高齢化
・人口減尐を
背景とした
労働力不足
への対応

ロボット技術
の活用

ロボット技術
の高度化を
通じた生産
性と生活の
質の向上

災害に対す
る不安解消

地震などの
大規模災害
の対処にロ
ボットを活用

革新的デバ
イス開発

環境・医療・
安心安全分
野における
課題を革新
的デバイス
で解決する

基盤ロボット技術
活用型オープン
イノベーション

促進プロジェクト

H20~H22

次世代ロボット
知能化技術

開発プロジェクト

H19~H23

生活支援ロボット
実用化

プロジェクト

H21~H25

戦略的
先端ロボット

要素技術開発
プロジェクト

H18~H22

異分野融合型
次世代デバイス
製造技術開発
プロジェクト

H20~H24

高集積・複合
MEMS製造技術
開発プロジェクト

H18~H20

高度分析機器
開発実用化
プロジェクト

H18~H20
高出力多波長

複合レーザー加工
基盤技術開発
プロジェクト

H22~H26

トップダウン ボトムアップ

副次的な課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

産
業
機
械
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
に
よ
る
新
産
業
の
創
出

施策

多用途展開に
向けた要素基盤
技術開発

出所：イノベーションプログラム、ＮＥＤＯ事業・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ紹介など

安全性の検証方法
確立・国際標準化

タイプに応じた
安全性の確立

産業用ロボット
及び生活、介
護・福祉、公共
分野の次世代
ロボットの開発

次
世
代
ロ
ボ
ッ
ト
開
発
・多
用
途
展
開

MEMS技術へ
の挑戦、製造
プロセスの高

度化

製
造
プ
ロ
セ
ス
・装
置
の
技
術
革
新

実用化に向けた
開発

対人安全の確保

MEMSの
高付加価値化

MEMSの集積化

ナノ・バイオプロセス
との融合

高機能化

実用化促進

開発期間短縮

機能発現

大面積化

実用化促進

分析検査の高度化 超微量分析技術の向上

レーザー加工技術の
高度化

非接触、高品位、高速加
工の実現

製造プロセス
の高度化

No.17 産業機械分野 ロジックツリー

開発基盤の整備

個別の知能化技術の
開発

既存の他機器・センサ・
モータとの接続方法統一
＇RTコンポーネント化（個別要素技術の

高度化・モジュール化

五感系
＇画像・音声認識/センサ（

筋肉系
＇動作/アクチュエータ（

神経系
＇通信/ネットワーク（

脳系
＇知能化/ソフトウェア（

製造業で利用

サービス業で
利用

特殊環境作業で
利用

生産工程での柔軟物の
取り扱い自動化

多品種尐量ラインでの
人との協働

片付け作業の自動化

高齢者対応
コミュニケーション

オフィス・施設での搬送
自動化

被災建造物内移動

建造物解体

•RTミドルウェアプロジェクト＇2002-04（

•共通基盤プロジェクト＇2005-07（

生活環境やロボットで使用される
各種要素部品を、RT＇ロボット技
術（を駆使して機能を実現するシ
ステムで利用しやすい共通の接続
方式、制御方式のもとで利用可能
な形で提供＇RTコンポーネント化（
するための基盤を開発する

基盤通信モジュール及び開発ツールの開発

基盤通信モジュールを用いたＲＴ要素部品の開発

ＲＴ要素部品群によるＲＴシステムの開発・実証

生活空間等の状況が変わりやす
い環境下においても、ロボットがロ
バスト性をもって稼働するための、
ロボットの環境・状況認識能力や
自律的な判断能力及び作業の遂
行能力の向上に向けた開発を行う

ロボット知能ソフトウェアプラットフォームの開発

ロボット知能ソフトウェア再利用性向上技術の開発

作業知能＇生産分野（の開発

作業知能＇社会・生活分野（の開発

移動知能＇サービス産業分野（の研究開発

高速移動知能＇公共空間分野（の開発

移動知能＇社会・生活分野（の開発

コミュニケーション知能＇社会・生活分野（の開発

生活支援ロボットとして産業化が
期待されるロボットを対象に本質
安全・機能安全に係る試験を行い
、安全性等のデータを取得・蓄積・
分析し、具体的な安全性検証手法
の研究開発を実施。さらに安全性
基準等の国際標準化を念頭に置
きつつ研究開発を進める

生活支援ロボットの安全性検証手法の研究開発

移動作業型＇操縦中心（生活支援ロボット開発

移動作業型＇自律中心（生活支援ロボット開発

人間装着＇密着（型生活支援ロボット開発

搭乗型生活支援ロボットの開発

今後１０年後以降のロボットの潜
在需要を踏まえ、ロボットが達成す
べき具体的なミッションを設定した
上で、この達成に必要なロボットシ
ステム及び基盤となる要素技術の
開発を関係府省との連携の下、産
学官の連携により行う

柔軟物も取扱える生産用ロボットシステム

人間・ロボット協調型セル生産組立システム

片付け作業用マニピュレーションＲＴシステム

高齢者対応コミュニケーションＲＴシステム

ロボット搬送システム

被災建造物内移動ＲＴシステム

建設系産業廃棄物処理ＲＴシステム

小型・高性能・省エネルギーで、高
信頼性を有する次世代デバイス群
の実現に必要な基盤的製造技術
をナノテク・バイオ・医療等の異分
野技術の融合により開発する

バイオ・有機材料融合プロセス技術の開発

３次元ナノ構造形成プロセス技術の開発

ﾏｲｸﾛ・ﾅﾉ構造大面積・連続製造ﾌﾟﾛｾｽ技術の開発

知識データベースの整備

次世代の基幹部品を支える高集
積･複合MEMS を開発すべく､重
要な技術課題に対して､選択的･集
中的に取り組む｡さらに､本事業の
成果に基づき､新たな産業化を促
進するための環境整備を実施

ＭＥＭＳ／ナノ機能の複合技術の開発

ＭＥＭＳ／半導体の一体形成技術の開発

ＭＥＭＳ／ＭＥＭＳの高集積結合技術の開発

高集積･複合ＭＥＭＳ知識データベースの整備

ＭＥＭＳシステム化設計プラットフォームの開発

燃料電池､情報家電､ﾅﾉﾃｸ等の先
端新産業に向け、局在する超微量
成分分析技術の開発と超低濃度
試料の物質認識技術の開発を実
施

超微量分析技術の開発

分散型高度分析検査システムの開発

複合材料切断接合やデバイス表
面処理、生体材料粉末形成が可
能な半導体ファイバーレーザー発
振技術及びそれを搭載した加工シ
ステムの研究開発を実施

レーザー高出力化技術の開発

レーザー高品位化技術の開発

多波長複合加工技術の開発

分散型分析技術の向上

相補

生活支援ロボットの導
入

本原課で着手している課題

骨格系
＇構造（

デバイス表面処理

複合材料切断接合

生体材料粉末形成

相乗

相乗
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No.17 産業機械分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

過去に実施されたプロジェクト成果をうまく活用しな
がら、目的を明確にしたプロジェクトを実施しており
相乗効果が期待される

• 産総研で研究開発された「RTミドルウェア」などの
成果をうまく活用しながら、ロボットの多様化に向
けた要素基盤技術開発を実施中

産業機械課では、ロボット開発とMEMS分野を中心
とした製造プロセス開発を実施しているが、これら
には長期的にシナジーが期待される

• スケールこそ異なるものの、ロボットもMEMSも機
械システムとしては同じであり、また、MEMSはロ
ボットの五感系として応用できる可能性がある

次世代ロボット
の開発

次世代ロボット知能化
技術開発プロジェクトなど

産業機械課

高集積・複合MEMS製造
技術開発プロジェクト

MEMS技術な
どの開発

相補

MEMSの高付加価値化に向け、エレクトロニクス技
術やバイオ技術との融合を、両面から施策として
推進しており、相乗効果が期待される

• まずはMEMSと近しいエレクトロニクス技術との融
合を図り、更なる高付加価値化に向けバイオ・医療
領域の技術との融合を図る、という施策の展開を
行っている

MEMSの
集積化

高集積・複合MEMS製造
技術開発プロジェクト

MEMSの
高付加価値化

異分野融合型次世代デバ
イス製造技術開発プロジェクト

ナノ・バイオプ
ロセスとの融合

相乗

参考資料②

参考資料①

多用途展開に
向けた要素基盤
技術開発

実用化に向けた
開発

五感系

筋肉系

神経系

脳系

骨格系

共通基盤プロジェクト＇2005-07（

基盤ロボット技術活用型オープン
イノベーション促進プロジェクト

次世代ロボット知能化技術
開発プロジェクト

戦略的先端ロボット
要素技術開発プロジェクト

生活支援ロボット
実用化プロジェクト

RTミドルウェアプロジェクト＇2002-
04（
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No.17 産業機械分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析~ロボット関連~

ロジックツリーの分析により、ロボット領域における未着手領域の明確化、他原課・他省庁・民間
との比較、諸外国との比較の観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

未着手領域の

明確化

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ

他原課との

比較

省内の他原課との役割分
担の観点から施策への
反映はないか？

ロジックツリーの分析結果および示唆

他省庁

との比較

他省庁の取組みとの整合
性の観点から施策への
反映はないか？

• 実用化に向けたロボット開発に関する施策では、これまで実施してきた基盤要素技術をうまく
活かせているか＇あるいは連携を図る必要はあるか（確認が必要

– 多用途展開に向けた開発基盤の整備や要素技術開発はうまく連携が図られていると推察される＇
前頁参照（

– 一方で、実施中の用途に特化した要素技術開発「戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト」
や、市場の導入に向けたロボット開発「生活支援ロボット実用化プロジェクト」において、研究成果で
ある開発基盤や要素技術がうまく活用されているか＇あるいは連携が必要か（確認が必要

諸外国との比較
諸外国との国際競争力上
の観点から施策への反

映はないか？

• 国交省や防衛省、あるいは経済産業省の自動車課でも走行・移動に関する研究開発をして
いるが、これらの課は主には「車両」を想定した取組みとなっているため、産業機械課の取組
みとは趣が異なっている

– 国土交通省では安全走行に向けた研究開発＇AHS研究開発（を実施しており、現在は実用化に向
けた開発を行っている段階。また、防衛省では車両技術として、遠隔操縦技術や追随走行技術な
どの開発を行っている

– 一方、経済産業省内では、自動車課では「エネルギーITS推進事業」にて、省エネを目的とした協
調走行に関する研究開発事業を推進している

• 米国・欧州でも官・民によりロボットの開発プラットフォームへの研究開発が進められおり、国
際標準化に向け、それらの動向の継続的な調査が必要

– 欧州ではテクノロジー・プラットフォーム＇ETP：European Technology Platform（のもとに、欧州ロ
ボット工学プラットフォーム＇EUROP : European Robotics Platform（による産官学共同の研究開
発体制のベース作り、標準化への取組を加速させている

– また、米国ではマイクロソフトがロボットソフトウェアの開発プラットフォームの開発・販売を進めてい
る。ロボット開発全般の基盤となるソフトウェアを提供することで、成長を見せる一般消費者向けロ
ボット業界のあらゆる分野で中心的役割を担うことを狙っている

• 多数の民間企業の声を聞ける体制となっており、開発基盤の整備における方式の擦り合わ
せも可能と考えられる

– 産業機械課で進めるロボット関連施策は、目的やロードマップが技術戦略マップ＇ロボット分野（に
おいて明確に示されている

– 施策の委託先は、大学・研究機関や、民間のソフトウェア・産業機械・自動車メーカなど、幅広い分
野の多数の企業が見られ、ロボット産業の裾野の広さが伺える

– ロボット開発で先行しているホンダの参加は確認されないものの、同社を含む多数の民間企業が
参加するロボットビジネス推進協議会の意見を取り入れられる体制となっている

– 従い、ロボット分野において重要となりうる開発プラットフォームなどの擦り合わせなども可能な体
制であると言える

RTミドルウェアPRJ

戦略的先端ロボット
要素技術開発PRJなど

基盤ロボット技術活用型
オープンイノベーション促進

多用途展開に
向けた

要素技術開発

実用化に向けた開発

共通基盤の
構築

個別要素技
術の開発

委託先企業 非委託先企業

• トヨタ
• 三菱電機
• 安川電機
• オムロン
• NEC
他多数

• ホンダなど

民
間
企
業

民間との比較
民間企業との役割分担の
観点から施策への反映

はないか？

走行・移動に関する技術開発施策

産業機械課
【テーマ】
•移動の知能化
•搭乗型生活支
援ロボットなど

自動車課
【テーマ】
•協調走行
•無人走行

国交省
【テーマ】
•安全走行
•＇AHS研
究開発（

防衛省
【テーマ】
•遠隔操縦
•追随走行

開
発
基
盤
構
築

官主導で
開発基盤整備を

進める

民間企業の
開発基盤構築の

動きあり
＇議会主導に
なりつつある（

官主導で
開発基盤整備を

進める

米国 欧州 日本

参
考
資
料
②

ロ
ボ
ッ
ト
開
発

経済産業省

委託

協議会などで意見交換可能
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No.17 産業機械分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析~MEMS関連~

ロジックツリーの分析により、MEMS領域における他原課・他省庁との比較、施策の括り方、諸
外国との比較の観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

分析・考察の視点 対象の市場課題・アプローチ ロジックツリーの分析結果および示唆

未着手領域の

明確化

民間との比較

既存の事業でカバーされていな
い課題について、新たに事業を

企画すべきか？

民間企業との役割分担の観点
から施策への反映はないか？

N/A

他原課との

比較

省内の他原課との役割分
担の観点から施策への
反映はないか？

他省庁

との比較

M
E

M
S

関
連
施
策

MEMSを用いた
デバイス開発

MEMSの付加価値向上
＇に向けた製造技術開発（

情報通信機器課

産業機械課

• 米国・欧州で本施策と近しい研究テーマの開発を推進しており、特に欧州
が予算規模が大きい。日本としての競争力維持に、予算面も含め、現状
の施策で十分かの検討が必要

– 米国ではDARPAを始め、NSFやDOEでもMEMS関連の施策を推進中

– 欧州ではFP7にてMEMS関連施策を推進しており、初年路予算は100億円を超える

– 中国でもMEMS関連施策が推進中で、予算は年間10億円程度。なお、本原課で進め
るMEMS関連の施策は、年間予算は約20億円

他省庁の取組みとの整合
性の観点から施策への
反映はないか？

• 産業機械課で行うMEMSの製造技術開発は、技術戦略マップのMEMS
項目で明確に目的が示されている

– 一部、情報通信機器課の「立体構造新機能回路＇ドリームチップ（技術開発」事業にお
いて、複数周波数に対応可能な可変RF MEMSデバイスの開発を推進しているが、用
途に向けたデバイス開発であると推察

– MEMSの製造技術開発については、産業機械課で全面的に担当しており、技術戦略
マップにおいてもその目的やロードマップが明確に示されている

諸外国との比較
諸外国との国際競争力上
の観点から施策への反

映はないか？

• 設立が進められている経済産業省/文部科学省によるMEMS研究開発コ
ンソーシアム「JMEC」では、今後の検討会において、本原課でのMEMS
施策＇技術戦略マップでのMEMS項目（や文部科学省の進める個別の
MEMS研究開発の位置づけが明確化されるものと拝察

– JMEC＇コンソーシアム（は経済産業省主導で、主にMEMSを対象とした、国際的にオ
ープンな産学官共同の研究開発拠点となることを目指している。このコンソーシアムは
経済産業省/文部科学省が約360億円投じているナノテク/MEMS関連の研究インフラ
である「つくばナノテク拠点」における、MEMS関連プロジェクトの運営母体となる

– なお、文部科学省ではこれまで多数のMEMS関連の施策を実施している

– MEMSだけに集中した研究コンソーシアムとなる予定で、日本としてのMEMSの研究
開発への傾倒が伺える

M
E

M
S

関
連
施
策

経済産業省

文部科学省

JMEC
＇MEMS関連
研究開発コン
ソーシアム（

予
算 20億円30億円

＇DARPA（
100億円
＇FP7（

10億円

米国 欧州 中国 日本

参
考
資
料
③

参
考
資
料
④

施策の括り方の

見直し

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？
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参考資料①（本原課の施策の位置付け イノベーションプログラム

本原課の推進する施策は、イノベーションプログラムにおける『ロボット・新機械』に位置付けら
れ、製造技術とロボットの2分野を担っている。

出所：経済産業省 第２３回研究開発小委員会資料

ロボット関連

製造技術
＇MEMS（
関連
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• ロボットの基本機能をモジュールとして部品化し再利用を促すことにより、毎度同様の開発をする
必要なく高度なロボットを容易に構成可能とする技術を、一連の要素開発型プロジェクト群として推
進

• 図において、①～④はこれを可能にするプロジェクトを表しており、①において構成技術の基盤を、
②～④においてロボットの機能部品を開発する。

• 現在は③「次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト」＇H19-23（と、④「基盤ロボット技術活用型
オープンイノベーション推進プロジェクト」＇H20-22（を推進中

参考資料②（ロボット関連 国内ロボット関連施策の位置付け

ロボット関連の各事業は、過去に開発されたRTミドルウェアなどの成果を活用しながら実施され
ていると理解される。

• 特に人との関わりが密接で、安全性が最重要となる生活支
援ロボットの、安全性検証手法の研究開発を行う

産業機械分野におけるロボット関連施策の位置づけ

多用途展開に向けた要素技術開発 実用化に向けた開発

対人安全の確保

ロボットの要素技術開発プロジェクトの関係性

出所：事前評価書、各種記事よりADLまとめ

過去の成果を活用しての要素基盤技術開発を推進 さらに実用化に向けた技術開発を推進
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参考資料③（MEMS関連 経済産業省主導のMEMS研究開発拠点「JMEC」

経済産業省主導で、MEMSに特化した研究開発コンソーシアムが始まる。文部科学省で推進中
のMEMS関連プロジェクトも含まれ、今後の検討会にて産業機械課の施策＇技術戦略マップ（と
の関係性が明確化されると拝察。

JMEC＇MEMS研究開発拠点（の設立

MEMSに特化した研究開発拠点の構築を目指す

• 「JMEC」＇仮称（という名のMEMS研究開発コンソーシアムが経済産
業省の主導で始まる。欧州の研究開発コンソーシアムのベルギー
IMEC＇Interuniversity Microelectronics Center（と同様に、国際的に
オープンな産官学共同の研究開発拠点となることを目指す。この設立
に向けた検討会がこのほど立ち上がり、2015年度までの本格稼働を
予定する

• IMECが半導体・ナノテク・MEMSなどマイクロエレクトロニクス全般を
カバーするのに対し、JMECは主にMEMSを対象とする

• JMECは、産業技術総合研究所、物質・材料研究機構、筑波大学が
連携したナノテク関連の研究拠点「つくばナノテク拠点」のうち、
MEMS関連プロジェクトの運営母体となる。つくばナノテク拠点は、経
済産業省に加え文部科学省が361億円を投じるナノテク/MEMS関連
の研究インフラである。このうちMEMS関連に、両省は42億円を投じ
る。このすべてが2010年初めごろから2011年3月末までに実行される
。JMECは、このMEMS関連予算による設備を活用する。名称は、「ジ
ャパンメムス高度化コンソーシアム＇Japan MEMS Enhancement 
Consortium（」の略称

＇Tech-on 2009/08/03（
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• 中国では2005-10年の6年間で45

億円を投じ、MEMS/NEMS 

Electro Mechanical Systems：ナ

ノ電気機械システム（関連研究を
加速させる。

＇技術戦略マップより（

• 経済産業省では、H18-22の期間で「
高集積・複合MEMS製造技術開発
プロジェクト」を、H20-24の期間で異

分野融合型次世代デバイス製造技
術開発プロジェクト」を推進している

- 「高集積・複合MEMS製造技術

開発プロジェクト」では単年の予
算がおよそ10億円弱、「異分野

融合型次世代デバイス製造技
術開発プロジェクト」では単年の
予算がおよそ10億円強となって
いる

約20億円＇経済産業省、単年予算（10億円弱＇6年間で45億円（

概
要

予
算

各国・各地域でMEMS関連の施策が実施されており、米国・欧州では産業機械課で推進するテ
ーマに近しい施策を実施中。特に欧州では予算規模が大きく、注力度合いが伺える。

• 主に経済産業省・文部科学省で
MEMS関連施策を推進中

• 中国でも、05年よりMEMS関連の
施策を推進している

• DARPA＇国防総省高等研究計画局（で
は「Nano-MEMS Program」プロジェクト
を推進。06-09年に128億円を投じている

- 74テーマを推進しており、バイオを含
む多様な機能とLSIなどとの融合を
進めるプロジェクトが多数存在

＇技術戦略マップより（

• NSF＇全米科学財団（では、「Design 

Automation for Micro and Nano 

Systems」プロジェクトで、MEMSやナノメ
ディア領域でのVLSIの設計手法の開発
を推進

• DOE＇エネルギー省（では、「MEMS」、「
MEMS Design Tool」プロジェクトで、セ

ンサ・アクチュエータなどの製造に向けた
MEMS製造技術の開発や立体的なモデ

ルから自動的にマスク製造が可能となる
開発ツールの開発を推進中

＇NSF、DOE HP（

• 欧州の大規模プロジェクトであるFP7＇
Framework Programme（では、マイクロ

・ナノデバイス関連テーマである「ナノサ
イエンス・ナノテク・材料・新生産手法」に
は3,960億円が投じられる＇2007-2013ま
での7年間（

• テーマのキーワードは「コンバージェンス
＇融合（」であり、様々な機能を一つのデ
バイスに集約することを目的としている

＇技術戦略マップより（

• なお、上記「ナノサイエンス・ナノテク・材
料・新生産手法」では、重点課題として
MEMS/NEMS, Nano-Bio融合，大面積

デバイスの３つを挙げており、初年度予
算100億円をこえた規模となっている
＇財団法人マイクロマシンセンター H20/9/22発行

ニュースより（

約30億円＇DARPA、2006-09の4年間で128億円（ 100億円以上＇初年度予算（

• 類似の施策を進めるDARPAを始め、各
機関でMEMSの開発を行う

• FP7にて類似の施策を進めており予算規
模も大きい

米国 欧州 中国 日本

参考資料④（MEMS関連 海外施策比較
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参考（NEDOロードマップ2009 ロボット分野

サービスロボットの本格普及時期は2015年からと想定されている。
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参考（NEDOロードマップ2009 MEMS分野

革新的MEMSの上市は’15年頃からと想定されている。
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No.18地域技術分野 前提条件

地域イノベーション創出研究開発事業の採択案件の内、エネルギー分野の案件を“地域イノベ
ーション創出エネルギー研究開発”に関する研究開発事業として認識。

「地域イノベーション

創出研究開発事業」

採択案件

エネルギー

ライフサイエンス
情報通信
環境

ナノテク・材料
エネルギー
製造技術

エネルギーに関係しないため割愛

コールドスプレー技術による次世代木質バイオマス燃焼装置の開発

有機薄膜太陽電池高効率化用材料の高純度化

木質バイオマスからの新規エタノール低環境負荷前処理技術の開発

高集積熱電変換モジュールによる低密度廃熱回収システムの開発

ダイレクトメタノール型燃料電池向け燃料ポンプ・システムの開発

水素含有ガスからの省エネ型二酸化炭素膜分離プロセスの開発

自己判断機能付き車載用水素センサとガス多項目化の研究開発

ランタンガレート薄膜を用いる車載用補助電源ＳＯＦＣの開発

予測制御と空調システムを用いる農業用環境制御システムの開発

印刷式透明導電膜によるフレキシブル色素増感太陽電池の研究開発

イオン交換樹脂法によるBDF連続製造技術の実用化研究

亜臨界水中燃焼法によるバイオマス廃棄物処理・熱利用技術の開発

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

新エネルギー
の導入促進

省エネルギー
の実現

燃料の多様化

実現上の課題
テーマ名

中部

関東

東北

近畿

中国

九州

地域

一般

農商工連携

農商工連携

東北-1

東北-6

東北-7

関東-10

関東-15

中部-14

近畿-7

近畿-15

中国-8

九州-4

関東-7

九州-3

一般

施策番号技術分野

一般

一般

一般

一般
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地域イノベーション創出エネルギー研究開発

No.18地域技術分野 MFTツリー 地域イノベーション創出エネルギー研究開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

地
域
技
術
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

①木質バイオマス燃焼装置の開発

②バイオマス廃棄物処理・熱利用技術の開発

③木質バイオマスからのエタノール前処理技術
の開発

⑤有機薄膜太陽電池の材料改善

⑥色素増感太陽電池の開発

④イオン交換によるバイオディーゼル製造技術
の開発

⑧低密度排熱回収システムの開発

⑦予測制御・空調システムを用いる農業用環境
制御システムの開発

⑨ダイレクトメタノール燃料電池向けポンプシス
テムの開発

⑩車載用補助電源SOFCの開発

⑪水素ガスからの二酸化炭素膜分離プロセスの
開発

⑫車載用水素センサの開発

バイオエタノール製造技術の確立

高純度水素製造技術

有機薄膜太陽電池の実用化

色素増感太陽電池の実用化

バイオマス燃焼技術の確立

空調制御技術

排熱回収技術の確立

ダイレクトメタノール燃料電池の実用化

SOFCの実用化

水素利用支援技術

新エネルギー
の開発・導入促

進

水素燃料の

活用

バイオマスの導
入促進

省エネルギー
の実現

燃料の
多様化

燃料電池の
実用化

太陽電池の導
入促進

エネルギー消
費の削減

排出エネルギ
ーの活用

新規太陽電池
の実用化

水素燃料

製造技術

水素燃料

利用技術

製造技術

利用技術

排熱再利用

エネルギー
消費最適化

エネルギー分
野における地
域発イノベーシ
ョンの促進

バイオマス熱利用技術の確立

バイオディーゼル製造技術の確立

出所：平成20年度 地域イノベーション創出研究開発事業及び地域資源活用型研究開発事業の採択テーマについて
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No.18地域技術分野 ロジックモデル 地域イノベーション創出エネルギー研究開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

大学、公的
研究機関、

民間団体等

地域イノベーション創出エネ
ルギー研究開発

新エネルギーの普及

プロジェクトの
アウトプット

太陽電池
利用者

• 事業期間 H20

• H20年予算額

概算6.7億円

(エネルギー分野

の案件への割当
予算総額が不明
のため、全体予算
74.7億円に対して

エネルギー分野の
採択件数比率9%

を適用（

産
業
の
国
際
競
争
力
の
強
化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
に
お
け
る
地
域
発
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進

委託

①木質バイオマス燃焼装置の開発

②バイオマス廃棄物処理・熱利用技
術の開発

③木質バイオマスからのエタノール前
処理技術の開発

⑤有機薄膜太陽電池の材料改善

⑥色素増感太陽電池の開発

④イオン交換によるバイオディーゼル
製造技術の開発

⑧低密度排熱回収システムの開発

⑦予測制御・空調システムを用いる
農業用環境制御システムの開発

⑨ダイレクトメタノール燃料電池向け
ポンプシステムの開発

⑩車載用補助電源SOFCの開発

⑪水素ガスからの二酸化炭素膜分離
プロセスの開発

⑫車載用水素センサの開発

バイオエタノール
製造技術の確立

高純度水素製造技術

有機薄膜太陽電池の
実用化

色素増感太陽電池の
実用化

バイオマス燃焼技術の
確立

空調制御技術

排熱回収技術の確立

ダイレクトメタノール燃
料電池の実用化

SOFCの実用化

水素利用支援技術

バイオマス
利用者

バイオ燃料
製造業者

電力会社

農業

製造業メーカー等

燃料電池
メーカー

水素燃料
メーカー

自動車メーカー

省エネルギーの
進展

燃料の多様化

地
域
経
済
の
活
性
化

バイオマス熱利用技術
の確立

バイオディーゼル製造
技術の確立

出所：平成20年度 地域イノベーション創出研究開発事業及び地域資源活用型研究開発事業の採択テーマについて

運輸部門の

石油依存度を

„30年度までに80%に
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No.18地域技術分野 ロジックツリー

トップダウン ボトムアップ
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

地
域
技
術
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
に
お
け
る
地
域
発
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進

施策

地域において新産業・新
事業を創出し、地域経済
の活性化を図るため、産
官学の研究開発資源の
最適な組合せからなる
研究体を組織し、最先端
の技術シーズをもとに新
製品開発を目指す実用
化技術の研究開発支援
を通じて、新たな需要を
開発し、地域の新産業・
新事業の創出に貢献し
うる製品等の開発につな
げる。

地域イノベーシ
ョン創出エネル
ギー研究開発

H20

産業の国際競争
力の強化

副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題
出所：平成20年度 地域イノベーション創出研究開発事業及び

地域資源活用型研究開発事業の採択テーマについて

新エネルギー
の開発・導入

促進

水素燃料の

活用

地域経済の
活性化

バイオマスの
導入促進

バイオエタノール製造技術
の確立

省エネルギー
の実現

燃料の
多様化

燃料電池の
実用化

太陽電池の導
入促進

エネルギー消
費削減

排出エネルギ
ーの活用

新型太陽電池
の実用化

水素燃料

製造技術

水素燃料

利用技術

高純度水素製造技術

木質バイオマス燃焼装
置の開発

木質バイオマスからのエ
タノール前処理技術の
開発

イオン交換によるバイオ
ディーゼル製造技術の
開発

バイオマス廃棄物処理・
熱利用技術の開発

有機薄膜太陽電池の材
料改善

色素増感太陽電池の開
発

予測制御・空調システム
を用いる農業用環境制
御システムの開発

低密度排熱回収システ
ムの開発

ダイレクトメタノール燃料
電池向けポンプシステ
ムの開発

車載用補助電源SOFC
の開発

車載用水素センサの開
発

水素ガスからの二酸化
炭素膜分離プロセスの
開発

有機薄膜太陽電池の
実用化

色素増感太陽電池の実用
化

製造技術

利用技術 バイオマス燃焼技術の確立

空調制御技術

排熱回収技術の確立排熱再利用

ダイレクトメタノール燃料電
池の実用化

SOFCの実用化

水素利用支援技術

エネルギー消
費最適化

バイオディーゼル製造技術
の確立

バイオマス熱利用技術の
確立
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No.18地域技術分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

• 水素燃料の活用に向け、高純度な水素
の製造をテーマとして含んでおり、相補
効果が見込んで連携がなされていると
考えられるが確認は必要か

事業名課題

水素ガスからの二酸化炭素膜
分離プロセスの開発水素燃料の

活用

水素製造・輸送・貯蔵システム
等技術開発

• 固体酸化物形燃料電池の実用化をテー
マとしており、相補効果が見込んで連携
がなされていると考えられるが確認は必
要か

• バイオマスエネルギーの実用化・導入促
進をテーマとしており、相補効果が見込
んで連携がなされていると考えられるが
確認は必要か

車載用補助電源SOFCの開発燃料電池の
実用化

固体酸化物形燃料電池システ
ム要素技術開発

固体酸化物形燃料電池
実証研究

木質バイオマス燃焼装置の開
発

バイオマス廃棄物処理・熱利
用技術の開発バイオマスの

導入促進

セルロース系エタノール革新
的生産システム開発事業

木質バイオマスからのエタノー
ル前処理技術の開発

イオン交換によるバイオディー
ゼル製造技術の開発

新エネルギー技術開発
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No.18地域技術分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 事業名 ロジックツリーの分析結果および示唆

• 科学技術振興機構の「地域イノベーション創出総合支援事業」は、平成22年度以降、
同機構の「研究成果最適展開支援事業」に再構築した上で段階的に終了することが決定
した。経済産業省の当事業の今後の展開においては、科学技術振興機構における当面の
地域イノベーション関連事業との整合性、役割分担を確認しながら、採択案件を精査して
いく必要があるものと思われる。

他省庁との比較

地域イノベ
ーション創出

経済産業省

科学技術振興機構

22年度以降

段階的に終了の予定
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参考（NEDOロードマップ2009 エネルギー分野

運輸部門の石油依存度を2030年度までに80%にすることが目標として掲げられている。
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No. 19 研究開発推進分野 MFTツリー

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

研
究
開
発
推
進
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

非化石エネルギー産業技術研究助成事業
H12～H25

エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業
H12～H25

産業技術研究助成事業
H12～H25

新エネルギー分野の
技術シーズの発掘及び研究人材の育成

省エネルギー分野の
技術シーズの発掘及び研究人材の育成

省エネルギー・新エネルギー以外の分野の
技術シーズの発掘及び研究人材の育成

二酸化炭素排出量の削減
＇省エネルギー（

化石燃料の利用削減

二酸化炭素排出時の
回収・固定

新エネルギー
活用

新エネルギー、省エネル
ギーを除くグリーンイノベー

ションの推進

新エネルギーの
輸送技術の確立

新エネルギーの
獲得技術の確立 ①非化石

エネルギー
産業技術
研究助成

①エネルギー
使用合理化
産業技術
研究助成

①産業技術
研究助成

出所： 「イノベーションプログラム基本計画」、事前評価書
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No. 19 研究開発推進分野 MFTツリー

施策＇Market（ 機能＇Function（

研
究
開
発
推
進
分
野

出所： 「イノベーションプログラム基本計画」、事前評価書

技術＇Technology（

研究テーマ技術体系

低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト

二酸化炭素排出
量の削減

＇省エネルギー（

化石燃料
の利用削
減

電力損失の
低減

省エネデバイ
スの
開発

熱損失の低
減

負荷軽減によ
る効率向上＇
軽量化等（

全体システム
最適化による
効率向上

エネルギー
当たりの化
石燃料利用
量の低減

非化石燃料
からのエネ
ルギーの獲

得

エネルギー
消費量の削

減

仕事に必要
なエネルギ
ーの削減

仕事自体の
削減

エネルギー
利用効率の
向上

エネルギー
損失の低減

二酸化炭
素排出時
の回収・
固定

低電圧ナノデバイス
①超低電圧

デバイスの開発

低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト

SiCウェハ製造技術

SiCデバイス製造技術

①新材料パワー
半導体の開発

低炭素社会を実現する超軽量・高強度な融合材料プロジェクト

CNT製造・分離・
分散技術の開発

①超軽量・高強度
な融合材料の開
発

CNT融合高性能熱伝
導材料

CNT融合高強度炭素
材料

CNT利用省エネ型電子
回路材料

※1: 点線囲みの機能＇Function（は、「エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業」＇p.1 参照（及びNo.21 省エネルギー対策課の各事業＇p.14参照（と結節するが、
本ページの「低炭素社会を実現するプロジェクト」の技術体系とは結節しないため点線で表示した。

※1

※1

※1

※1

※1

※1
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No. 19 研究開発推進分野 ロジックモデル

非化石エネルギー産業技術
研究助成事業

エネルギー使用合理化産業
技術研究助成事業

産業技術研究助成事業

プロジェクトの
アウトプットインプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

二酸化炭素排出量削減
＇省エネルギー（技術の

獲得
民間事業者

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①非化石エネルギー産
業技術研究助成

①エネルギー使用合理
化産業技術研究助成

省エネルギー分野の
技術シーズの発掘及び
研究人材の育成

①産業技術研究助成

エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
多
様
化
・エ
ネ
ル
ギ
ー
の
高
度
利
用

新エネ・省エネ以外の
手段によるグリーンイノベ

ーションの推進

国

民間団体等

交付金

＇事業期間H12~25

H22年度予算案4.65億円（

民間事業者

省エネルギー・新エネル
ギー以外の分野の
技術シーズの発掘及び
研究人材の育成

民間事業者
新エネルギー分野の
技術シーズの発掘及び
研究人材の育成

新エネルギー活用技術
の獲得

＇事業期間H12~25

H22年度予算案8.51億円（

＇事業期間H12~25

H22年度予算案17.7億円（

グ
リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
に
よ
る

低
炭
素
社
会
の
実
現

出所： 「イノベーションプログラム基本計画」、事前評価書など

世
界
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0
5
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年
ま
で
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温
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果
ガ
ス
排
出
量
を
現
状
比
で
半
減

‟50年

エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確
保

NEDO

補助

国

民間団体等

交付金

NEDO

補助

国

民間団体等

交付金

NEDO

補助
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No. 19 研究開発推進分野 ロジックモデル

プロジェクトの
アウトプットインプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

二酸化炭素排出量削減
＇省エネルギー（技術の

獲得

グ
リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
に
よ
る

低
炭
素
社
会
の
実
現

低炭素社会を実現する超低
電圧デバイスプロジェクト

低炭素社会を実現する新材
料パワー半導体プロジェク

ト

低炭素社会を実現する超軽
量・高強度な融合材料プロ

ジェクト

半導体
メーカー

①超低電圧デバイスの
開発

①新材料パワー半導
体の開発

①超軽量・高強度な融
合材料の開発

国

民間団体等

委託

＇事業期間H22~26

H22年度予算案20億円（

材料
メーカー

半導体
メーカー

国

民間団体等

委託

＇事業期間H22~26

H22年度予算案20億円（

国

民間団体等

委託

＇事業期間H22~26

H22年度予算案15億円（

SiCウェハ製造技術

SiCデバイス製造技術

低電圧ナノデバイスの
開発

CNT融合高性能熱伝導
材料

CNT融合高強度炭素材
料

CNT利用省エネ型電子
回路材料

出所： 「イノベーションプログラム基本計画」、事前評価書など

世
界
で2

0
5
0

年
ま
で
に

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を
現
状
比
で
半
減

‟50年
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No. 19 研究開発推進分野 ロジックツリー

トップダウン ボトムアップ
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

研
究
開
発
推
進
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標施策

副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題出所： 「イノベーションプログラム基本計画」、経済産業省平成22年度事前評価書

地球温暖化に
向けた国際的
取り組みの
加速

二酸化炭素
排出量抑制
への取り組み
が加速

資源セキュリ
ティ確保が急

務

BRICS成長
に伴なう非鉄
金属等の希
尐資源の確
保が重要に

エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
多
様
化
・エ
ネ
ル
ギ
ー
の
高
度
利
用

グ
リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
に
よ
る

低
炭
素
社
会
の
実
現

産業技術力強化の観点から、産
業界のニーズや社会のニーズに
応える産業技術シーズの発掘や
産業技術人材の育成を図るため、
技術領域・課題を提示した上で、
大学、独立行政法人等の若手研
究者から研究開発テーマを募集
し、厳正な外部評価により独創的
かつ革新的な研究テーマを選定
し、研究者個人を特定して助成金
を交付する。

産業技術研究助
成事業

H12～H25

IT機器の大幅省エネを
実現するため、超低電
圧＇通常１V以上を0.4V
以下に（で動作するデバ
イスの実用化のための
研究開発を実施。

低炭素社会を実
現する超低電圧
デバイスプロジェ

クト

H22～H26

電力制御に用いられる
パワー半導体を大幅に
省エネ化可能なSiC＇炭
化ケイ素（のウェハ及び
デバイス製造のための
研究開発を実施。

低炭素社会を実
現する新材料パ
ワー半導体プロ

ジェクト

H22～H26

カーボンナノチューブと
既存材料との融合を通
じて、低炭素社会の実
現に貢献する高機能、
高性能な新規融合材料
の開発を目指す。

低炭素社会を実
現する超軽量・高
強度な融合材料
プロジェクト

H22～H26

SiCウェハ製造技術

SiCデバイス製造技術

低電圧ナノデバイスの
開発

産業界から取り組むことが期待さ
れている技術領域･課題を提示し
た上で､大学等の研究者又は研究
ﾁｰﾑから研究開発ﾃｰﾏを募集し､
厳正な外部評価により非化石ｴﾈ
ﾙｷﾞｰへの代替効果があり､独創
的かつ革新的な研究ﾃｰﾏを選定し
､研究者個人に助成金を交付｡

非化石エネルギ
ー産業技術研究
助成事業

H12～H25

新エネルギー分野の
技術シーズの発掘及び研
究人材の育成

本事業は、若手研究者の育成・自
立支援に貢献。現行の科学技術
基本計画でも、若手研究者を対象
として競争的資金の拡充が必要と
していることから、本事業の終期
を延長し、継続するもの。また、今
般策定されたｴﾈﾙｷﾞｰﾏｯﾌﾟの重要
技術を参照しつつｴﾈﾙｷﾞｰ使用合
理化に資する技術の開発を進め
ていく。

エネルギー使用
合理化産業技術
研究助成事業

H12～H25

省エネルギー分野の
技術シーズの発掘及び研
究人材の育成

二酸化炭素排出
量の削減

＇省エネルギー（

化石燃料の利用
削減

二酸化炭素排出
時の

回収・固定

二酸化炭素
回収・貯留可能化

電力損失の低減

省エネデバイスの
開発

熱損失の低減

負荷軽減による効率向
上＇軽量化等（

全体システム最適化によ
る効率向上

仕事量の最適化

エネルギー当たりの化
石燃料利用量の低減

非化石燃料からのエ
ネルギーの獲得

エネルギー消費量の
削減

仕事に必要なエネル
ギーの削減

仕事自体の削減

エネルギー利用効率
の向上

エネルギー損失の低
減

太陽・風力の
活用

バイオマス・廃棄物・
地熱等の活用

電力系統制御・電力
貯蔵

新エネルギー
活用

省エネルギー・新エネル
ギー以外の分野の
技術シーズの発掘及び研
究人材の育成

新エネルギー、
省エネルギーを
除く全てグリーン
イノベーションの

推進

新エネルギーの
輸送技術の確立

新エネルギーの
獲得技術の確立

CNT融合高性能熱伝導
材料

CNT融合高強度炭素材
料

CNT利用省エネ型電子回
路材料
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No. 19 研究開発推進分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

• 低炭素社会を実現するプロジェクト

＇低電圧デバイス、パワー半導体、融合
材料（はいずれも省エネルギーに関連し
た事業であり、「エネルギー使用合理化
産業技術研究助成事業」の採択テーマ
との間で、相互関係や重複、相補等の
連携がとられているかを確認する必要
があると考えられる

事業名課題

エネルギー使用合理化産
業技術研究助成事業

二酸化炭素排出
量の削減

＇省エネルギー（

低炭素社会を実現する超
低電圧デバイスプロジェク

ト

低炭素社会を実現する新
材料パワー半導体プロジェ

クト

低炭素社会を実現する超
軽量・高強度な融合材料プ

ロジェクト
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No. 19 研究開発推進分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析項目 分析・考察の視点 事業名 ロジックツリーの分析結果および示唆

• 産業技術助成事業は、文部科学省の科学研究費補助金と趣旨が近く、採択テーマの重複
や対象研究人材の偏り等を避けるため、両事業の相互関係や重複、相補等の連携がとら
れているかを確認する必要があると考えられる

他省庁との比較

• エネルギー源
の多様化・エ
ネルギーの高
度利用、グ
リーンイノベー
ションの推進
による

• 低炭素社会の
実現

文部科学省
科学研究費補助金

経済産業省
産業技術助成事業

• 低炭素社会を実現するプロジェクト＇超低電圧デバイス、パワー半導体、融合材料（は、
いずれも省エネルギーに関連した事業であり、No.21 省エネルギー対策課の「省エネルギ
ー革新技術開発事業」の採択テーマとの間で、相互関係や重複、相補等の連携がとられ
ているか、また、既存事業からの残課題の引継が行われているかを確認する必要がある
と考えられる

他の原課との関係

二酸化炭素排出
量の削減

＇省エネルギー（

経済産業省
低炭素社会を実現す

るプロジェクト
＇超低電圧デバイス、
パワー半導体、融合

材料（

省エネルギー対策課
省エネルギー革新技

術開発事業
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No. 19 研究開発推進分野 参考（施策の全体像＇27 省エネルギーの推進（

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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No. 19 研究開発推進分野 参考（ ロジックモデル＇27 省エネルギーの推進（

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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No. 19 研究開発推進分野 参考（施策の全体像＇26エネルギー源の多様化、エネルギーの高度利用（
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No. 19 研究開発推進分野 参考（ロジックモデル＇26エネルギー源の多様化、エネルギーの高度利用（
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No. 19 研究開発推進分野 参考（施策の全体像＇02. 技術革新の促進・環境整備（
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No. 19 研究開発推進分野 参考（ ロジックモデル＇02. 技術革新の促進・環境整備（
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環境指導等分野

14 素形材分野 34

化学物質管理分野２

15 繊維分野 35

オゾン分野

16 ガス安全分野 36

アスベスト対策分野

17 産業機械分野 37

バイオ分野

18 地域技術分野

医療・福祉機器分野

19 研究開発推進分野

航空機武器宇宙分野

20 新エネルギー対策分野

30

32

322

332

341

355

372

383

400

413

425

438

450

467

486

497

504

523

537

23

37

55

64

81

131

140

150

162

171

177

207

218

234

243

252

257

283

291

305

2

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････



305

No.20 新エネルギー対策分野 MFTツリー 新エネルギー利用関連

出所：個別事業評価書、中間評価報告書 副次的な課題

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
分
野

研究テーマ技術体系

大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証研究

①大規模電力供給用
太陽光発電系統安定化等実証研究

革新型蓄電池先端科学基礎研究事業

風力発電電力系統安定化等技術開発

①風力発電電力
系統安定化等技術開発

蓄電複合システム化技術開発

①蓄電複合システム化技術開発

次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発＇次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発（

①次世代自動車蓄電池技術開発

次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発＇系統連系円滑化蓄電システム技術開発（

①系統連系円滑化
蓄電システム技術開発

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
の
確
立

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
や
用
途
拡
大
に
必
要
な
技
術
の
導
入

蓄電ｼｽﾃﾑによる出力変動抑制

経年特性分析

系統制御技
術の確立

基礎・実用
化

実証研究

事業化

性能向上

コスト低減

実証研究

事業化

系統安定性の
実証

コスト低減

系統安定性向
上

革新的系統制
御技術実現

電力利用の
多様化に必
要な蓄電技
術の確立

実証研究

事業化

基礎・実用
化

新規

改善

コスト低減

革新的蓄電ｼｽ
ﾃﾑ事業化

性能向上
ｴﾈﾙｷﾞｰ密度

向上

製造コスト低減

革新的蓄電池
開発

電力貯蔵の実
証

信頼性向上

安全性向上

蓄電システム
＇実用化、要素技術開発（

蓄電システム
＇次世代技術開発（

蓄電・新エネ組合せ制御技術

蓄電・新エネ安全性・効率性向上

電力変動抑制システム

大規模PV出力制御ｼｽﾃﾑ

高調波抑制対策ｼｽﾃﾑ

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ手法

周波数抑制システム

高性能ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の開発

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池安全性基準確立

次世代ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池技術確立

革新的二次電池の材料開発

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池反応ﾒｶﾆｽﾞﾑ解明

電気化学反応その場測定法確立

ﾎﾟｽﾄﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池概念提出

系統安定化
用電力貯蔵
技術の確立

改善

実証研究

事業化

性能向上

コスト低減

実証研究

事業化

新型電力貯蔵
技術の実証

コスト低減

電力貯蔵量の
拡大

革新的電力貯
蔵技術事業化

信頼性向上 経年特性向上

①革新型蓄電池
先端科学基礎研究

新規

基礎・実用
化

革新的蓄電池
開発
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No.20 新エネルギー対策分野 MFTツリー 新エネルギー開発関連＇太陽・風力（

出所：個別事業評価書、中間評価報告書 副次的な課題

新エネルギー技術研究開発

施策

＇Market（ 機能＇Function（

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
分
野

技術＇Technology（

研究テーマ技術体系

洋上風力発電実証研究

①洋上風力発電実証研究

風力発電電力系統安定化等技術開発

①風力発電電力
系統安定化等技術開発

新エネルギー技術フィールドテスト事業

①太陽光発電新技術等
フィールドテスト

②太陽熱高度利用システム
フィールドテスト

③風力発電フィールドテスト

①新エネルギーベンチャー
技術革新

③太陽光発電システム未来技術
研究開発

④太陽エネルギー新利用
システム技術研究開発

⑤太陽光発電システム
実用化加速技術開発

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
（太
陽
・風
力
）の
開
発

太
陽
・風
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
開
発

洋上風況観測ｼｽﾃﾑ
技術の確立

洋上風力発電ｼｽﾃﾑ
技術の確立

洋上環境影響評価
手法の確立

太陽光発電ﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄ

太陽熱ﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄ

風力ﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄ

再生可能エネルギー
関連ベンチャー事業化

太陽光発電コスト低減

太陽熱利用システムの
性能・コスト

太陽電池の性能・コスト
改善及び量産化

気象予測システムの開発

性能向上

風力エネルギ
ーの開発

コスト低減

基礎

実証研究

事業化

基礎・実用化

性能向上

太陽光エネル
ギーの開発

コスト低減
基礎

実証研究

事業化

基礎・実用化

性能向上

太陽熱エネル
ギーの開発

コスト低減
基礎

実証研究

事業化

基礎・実用化

風況観測精度向上

環境影響低減

発電効率向上

運用コスト低減

発電効率、環境影響評価

革新的風力発電実現

変換効率向上

製造コスト低減

目標発電コスト達成

革新的太陽光発電実現

太陽熱利用効率向上

製造コスト低減

目標利用効率達成

革新的太陽熱利用実現

②バイオマスエネルギー等
高効率転換技術開発

バイオマスエネルギー高効率
転換技術

信頼性向上 長寿命の実現



307

No.20 新エネルギー対策分野 MFTツリー 新エネルギー開発関連＇バイオマス・雪氷熱（

出所：個別事業評価書、中間評価報告書 副次的な課題

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
分
野

研究テーマ技術体系

セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業

①バイオエタノール一貫生産
システムに関する研究開発

②バイオ燃料の持続可能性に
関する検討

E3地域流通スタンダードモデル創成事業

戦略的次世代バイオマスエネルギー利用開発事業

①バイオマスエネルギー
利用技術開発

バイオマスエネルギー地域システム化実験事業

①地域システム化実験事業

バイオマス等未活用エネルギー実証試験費補助金

バイオマス等未活用エネルギー実証試験事業

新エネルギー技術フィールドテスト事業

①地域バイオマス熱利用
フィールドテスト

新エネルギー技術研究開発

①新エネルギーベンチャー技術革新

②バイオマスエネルギー等
高効率転換技術開発

バイオ燃料
の開発

バイオマスの
開発

実証研究

事業化

基礎・実用化

雪氷冷熱エ
ネルギーの
開発

新規

改善

コスト低減

基礎・実用化

実証研究

事業化

性能向上

コスト低減

基礎

実証研究

事業化

基礎・実用化

性能向上

コスト低減

一貫生産システム
構築

製造コスト低減

性能改善 量産性向上

経済性・運用性実
証

革新的バイオ燃料
実現

化石ｴﾈﾙｷﾞｰ

効率向上

革新的バイオマス
実現

運用性実証

製造コスト低減

転換効率向上

革新的雪氷冷熱

ｴﾈﾙｷﾞｰ実現

経済性・運用性
実証

雪氷冷熱

利用効率向上

収集・運搬コスト
低減

バイオエタノール一貫生産システムの確立

バイオ燃料の持続可能性の明確化

バイオマス液体燃料の製造コスト低減

設備・維持ｺｽﾄ低減

バイオマス収集運搬システム実証

エネルギー転換技術実証

エネルギー利用技術実証

バイオマス熱利用実証

再生可能エネルギー関連ベンチャー事業化

ﾊﾞｲｵﾏｽ高効率転換技術の確立

ランニングコスト

低減

①E3製造に関する実証研究

②E3輸送に関する実証研究

③ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝにおける実証研究

E3輸送実証
ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ実証

E3製造実証

①バイオマス実証試験

②雪氷冷熱ｴﾈﾙｷﾞｰ実証試験

バイオマス実証試験

雪氷冷熱ｴﾈﾙｷﾞｰ実証試験

バ
イ
オ
マ
ス
・バ
イ
オ
燃
料
・雪
氷
熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
開
発

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
（ﾊﾞｲ

ｵ
ﾏ
ｽ

・雪
氷
熱
）の
開
発

①バイオマス実証試験

②雪氷冷熱ｴﾈﾙｷﾞｰ実証試験

バイオマス実証試験

雪氷冷熱ｴﾈﾙｷﾞｰ実証試験
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No.20 新エネルギー対策分野 ロジックモデル 新エネルギー利用関連

インプット

出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書 副次的な課題

国

民間団体等

＇事業期間H18~22

H22年度予算案 2.0億円（

交付
NEDO

＇事業期間H19~23

H22年度予算案 24.8億円（

国

民間団体等

交付
NEDO

＇事業期間H21~27

H22年度予算案 30億円（

国

民間団体等

交付
NEDO

＇事業期間H18~22

H22年度予算案8.0億円（

国

民間団体等

交付
NEDO

＇事業期間H22~26

H22年度予算案43億円（

国

民間団体等

交付
NEDO

＇事業期間H15~20（

国

民間団体等

交付
NEDO

アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

：インプット＇投入資源（
：アクション＇実施（
：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー
：アウトカム
：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

：アクション＇実施（
：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー
：アウトカム
：インパクト
：必要な要員・阻害要因

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減

新エネルギー用
電力品質劣化システム
と出力制御ｼｽﾃﾑ

新エネルギー用
電力貯蔵システムの

実現

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
に
際
し
て
の
電
力
品
質
確
保

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
拡
大運

輸
部
門
へ
の
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
拡
大

次世代蓄電システム
実用化戦略的技術開発
＇系統連系円滑化

蓄電システム技術開発（

①系統連系円滑化
蓄電システム技術開発

蓄電システム
＇実用化、要素技術開発（

蓄電システム
＇次世代技術開発（

蓄電池メーカー

革新型蓄電池
先端科学基礎研究事業

①革新型蓄電池
先端科学基礎研究

電気化学反応その場測定法
確立

ﾎﾟｽﾄﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の
概念の提出

蓄電池メーカー

蓄電複合システム化技術開発

①蓄電複合システム化技術開発

蓄電・新ｴﾈ組合せ制御技術

蓄電・新エネ安全性・効率性
向上

蓄電池メーカー

次世代蓄電システム
実用化戦略的技術開発
＇次世代自動車用高性能
蓄電システム技術開発（

①次世代自動車蓄電池技術開発

高性能ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の開発

次世代ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池技術確立

自動車メーカー革新的二次電池の材料開発

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池安全性基準確立

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池概念提出

大規模電力供給用
太陽光発電系統安定化等

実証研究

①大規模電力供給用
太陽光発電系統安定化等実証研究

電圧変動抑制システム

周波数変動抑制システム

大規模PV出力制御ｼｽﾃﾑ

高調波抑制対策ｼｽﾃﾑ

電力会社

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ手法

風力発電電力
系統安定化等技術開発

①風力発電電力
系統安定化等技術開発

蓄電ｼｽﾃﾑによる出力変動制御
蓄電池メーカー

経年特性分析研究

電気自動車用
高性能蓄電池の実現

エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
確
立
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No.20 新エネルギー対策分野 ロジックモデル 新エネルギー開発関連＇太陽・風力（

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの

アウトプット

出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書、NEDOロードマップ 副次的な課題

＇事業期間H17~19（

＇事業期間H20~25（

国

民間団体等

交付

NEDO

国

民間団体等

交付

NEDO

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減

：インプット＇投入資源（
：アクション＇実施（
：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー
：アウトカム
：インパクト
：必要な要員・阻害要因

風力発電
電力系統安定化等技術開発

①風力発電電力
系統安定化等技術開発 気象予測システムの開発 電力会社

風力発電所
設備効率の
向上

洋上風力発電実証研究

①洋上風力発電実証研究

洋上風況観測ｼｽﾃﾑ
技術の確立

洋上風力発電ｼｽﾃﾑ
技術の確立

洋上環境影響評価
手法の確立

電力会社
洋上風力発電の
利用技術の確立

エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
確
立

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
拡
大

・風
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

経
済
性
・運
用
性
・持
続
性
の
確
立
・
実
証

„10年頃から
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No.20 新エネルギー対策分野 ロジックモデル 新エネルギー開発関連＇太陽・風力（

インプット

出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書 副次的な課題

国

民間団体等

委託

＇事業期間H18~26（

国

民間団体等

委託

＇事業期間H16~24（

*1 “Concentrating Solar Power – 2008 Industry Report”, Prometheus Institute, 2008

アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減

：インプット＇投入資源（
：アクション＇実施（
：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー
：アウトカム
：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

太
陽
・風
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

経
済
性
・運
用
性
・持
続
性
の
確
立
・
実
証

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
拡
大

新エネルギー
製造・利用技術の

確立

新エネルギー技術
フィールドテスト事業

新エネルギー技術研究開発

電力会社

新エネルギー
製造・利用技術の

実証

①太陽光発電新技術等
フィールドテスト

②太陽熱高度利用システム
フィールドテスト

③風力発電フィールドテスト

電力会社

太陽光発電の
実証

太陽熱利用の
実証

風力発電の
実証

太陽熱発電の
実証

目標発電
コスト達成

目標利用
効率達成

発電効率、
環境影響評価

集光性能の
向上など

①新エネルギーベンチャー技術革新

②バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発

③太陽光発電システム未来技術研究開発

④太陽エネルギー新利用システム技術研究開発

⑤太陽光発電システム実用化加速技術開発

革新的風力
発電実現

革新的太陽光
発電実現

太陽熱
利用効率向上

革新的バイオ
燃料実現

転換効率向上

集光性能の
向上など

風力発電の
実証

太陽光発電の
実証

太陽熱利用の
実証

バイオ燃料の
実証

バイオマスの
実証

太陽熱発電の
実証

雪氷冷熱
ｴﾈﾙｷﾞｰの実証

革新的雪氷冷熱
ｴﾈﾙｷﾞｰ実現

製造コスト低減

運用性実証

革新的バイオマス
実現

変換効率向上

製造コスト低減

製造コスト低減

革新的太陽熱
利用実現

 太陽熱発電の効率は、大規模発電プラントでは太陽光発電を上回る
とする報告もあり(*1)、有望な新エネルギーとして海外では取り組み

が活発化している。＇大規模な太陽熱発電所建造を目指している欧
州の「DESERTEC」プロジェクトなど（

 我が国では‟70年代にサンシャイン計画で推進されたものの、出力が
予定を下回ったため、その後は目立った取り組みはない

 太陽熱発電は広い面積の集光装置が必要となるため、その研究開
発・実証試験には大規模な設備投資が必要であり、民間企業が単独
で取り組むには経営リスクが大きすぎるため、国が関与する必然性
が存在するのではないか

石油会社

バイオマス
利用者

エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
確
立
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No.20 新エネルギー対策分野 ロジックモデル 新エネルギー開発関連＇バイオマス・雪氷熱（

インプット

出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書、NEDOロードマップ 副次的な課題

国

民間団体等

＇事業期間H21~25

H21予算7.8億円（

委託

国

民間団体等

＇事業期間H16~24（

委託

国

民間団体等

＇事業期間H18~26（

委託

国

民間団体等

＇事業期間H19~23

H21予算1.3億円（

委託

国

民間団体等

補助

国

民間団体等

＇事業期間H14~17（

委託

国

民間団体等

＇事業期間H17~21（

委託

国

民間団体等

＇事業期間H22~28

H22~H26総予算額112億円（

委託

アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

：インプット＇投入資源（
：アクション＇実施（
：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー
：アウトカム
：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

バイオマス等
未使用エネルギー
製造・利用技術の

確立

バイオマス等
未使用エネルギー
製造・利用技術の

実証

バ
イ
オ
マ
ス
等
未
使
用
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

経
済
性
・運
用
性
・持
続
性
の
確
立
・
実
証

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
拡
大

セルロース系エタノール
革新的生産システム開発事業

①バイオエタノール一貫生産
システムに関する研究開発

②バイオ燃料の持続可能性に
関する検討

バイオエタノール一貫生産
システムの確立

バイオ燃料の持続可能性
の明確化

バイオエタノール
製造業者

新エネルギー技術研究開発
①新エネルギーベンチャー

技術革新

②バイオマスエネルギー高効率
転換技術開発

再生可能エネルギー関連
ベンチャー事業化

ﾊﾞｲｵﾏｽ高効率転換技術
の確立

バイオマス燃料
製造業者

新エネルギー技術
フィールドテスト事業

①地域バイオマス熱利用フィールドテスト バイオマス熱利用実証結果

バイオマス燃料
製造業者

E3地域流通スタンダードモデル
創成事業

①E3製造に関する実証研究

②E3輸送に関する実証研究

③ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝにおける実証研究

E3製造・輸送実証結果

ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ実証

バイオマス燃料
製造業者

バイオマス等未活用エネルギー
実証試験費補助金 バイオマス実証試験

バイオマス等未活用エネルギー
実証試験事業 バイオマス実証試験

バイオマス燃料・
製造業者

バイオマスエネルギー
地域システム化実験事業

①地域システム化実験事業

バイオマス
収集運搬システム

エネルギー転換技術

エネルギー利用技術

バイオマス燃料
製造業者

戦略的次世代バイオマス
エネルギー利用開発事業

①バイオマスエネルギー
利用技術開発

バイオマス液体燃料の
製造コスト低減

設備・維持ｺｽﾄ低減

バイオマス燃料
製造業者

雪氷冷熱ｴﾈﾙｷﾞｰ
実証試験

①バイオマス実証試験

②雪氷冷熱ｴﾈﾙｷﾞｰ実証試験

①バイオマス実証試験

②雪氷冷熱ｴﾈﾙｷﾞｰ実証試験

雪氷冷熱ｴﾈﾙｷﾞｰ
実証試験

雪氷冷熱エネルギー
利用者

バイオマス燃料・
製造業者

雪氷冷熱エネルギー
利用者

„15年頃
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
確
立
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果
ガ
ス
の
削
減
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No.20 新エネルギー対策分野 ロジックツリー

本施策の事業として着手されていない課題

メガソーラーを導入した場合に電力系統
安定化を確保するため、電力品質に悪影
響を及ぼさないシステムや、計画運転を
可能とする出力制御システムを構築し、
有効性と実用性を検証する

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
分
野

エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
確
立

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減

地球温暖化に
向けた国際的
取り組みの
加速

二酸化炭素
排出量抑制
への取り組み
が加速

新エネルギーの
利用技術の向上

エネルギー
セキュリティ
確保が急務

世界的な需要
増による石油
資源の逼迫、
価格高騰、
石油資源の
中東地域へ
の依存

ボトムアップ
技術＇国の事業（

＇Technology （

トップダウン
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

施策 目標

E3社会モデルの確立
E3製造・輸送・利用をモデル化し実証するE3 製造実証研究

E3輸送実証研究

バイオマス実証試験の実施 バイオマスや雪氷冷熱エネルギーの利用
技術を実証する

雪氷冷熱エネルギー実証試験の実施

バイオマスや雪氷冷熱エネルギーの利用
技術を実証する

バイオマス実証試験の実施

雪氷冷熱エネルギー実証試験の実施

バイオマスエネルギーの製造・利用に関
わる技術開発をおこなう

ﾊﾞｲｵﾏｽ液体燃料の製造コスト低減

設備導入コスト低減

ランニングコストの低減

新エネルギーの

開発

太陽光発電ﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄの実施
太陽熱発電
風力FT

バイオマス熱利用FT

新エネルギー利用の実証試験をおこなう

ﾊﾞｲｵﾏｽ高効率転換技術の確立
新エネルギーの製造・利用に関わる技術
開発をおこなう

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ関連ﾍﾞﾝﾁｬｰ事業化

太陽光発電コストの低減
太陽熱利用システムの性能・ｺｽﾄ改善
太陽電池の性能・ｺｽﾄ改善及び量産化

洋上風況観測ｼｽﾃﾑ向けの技術確立

洋上風力発電の実証研究をおこなう
洋上風力発電ｼｽﾃﾑ向けの技術確立

洋上環境影響評価手法の確立

電気自動車等の蓄電池に、新エネルギー
を蓄え、消費するために必要な技術開発
をおこなう

電気自動車用の蓄電池として利用可能な
次世代電池を開発する

電気自動車用の革新的な次世代蓄電池
に向けた基礎研究をおこなう

電力系統安定化に必要な蓄電システム向
けの技術開発をおこなう

ﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ一貫生産ｼｽﾃﾑの確立 セルロース系エタノールの一貫生産シス
テムを開発するバイオ燃料の持続可能性の明確化

バイオマス収集運搬システム実証 バイオマスエネルギーの利用技術を実証
するエネルギー転換技術実証

エネルギー利用技術実証

•風力発電向けに、蓄電システムによる出
力変動抑制を可能とする技術開発をおこ
なう
•気象予測システムを開発する

気象予測システムの開発
蓄電ｼｽﾃﾑによる出力変動制御

経年特性分析

性能向上
太陽光

発電
コスト低減基礎・実用化

実証研究

事業化

性能向上

熱利用 コスト低減
基礎

実証研究

事業化

基礎・実用化

変換効率向上

製造コスト低減

目標発電コスト達成

革新的太陽光発電実現

太陽熱利用効率向上
製造コスト低減

目標利用効率達成

革新的太陽熱利用実現

性能向上
風力発電

コスト低減

基礎

実証研究

事業化

基礎・実用化
風況観測精度向上

環境影響低減
発電効率向上

運用コスト低減

発電効率、環境影響評価

革新的風力発電実現

バイオ燃料の開発

バイオマスの開発

実証研究

事業化

基礎・実用化

雪氷冷熱ｴﾈﾙｷﾞｰの

開発

新規

改善

コスト低減

基礎・実用化

実証研究

事業化

性能向上

コスト低減

基礎

実証研究

事業化

基礎・実用化

一貫生産システム構築

製造コスト低減

性能改善 量産性向上

経済性・運用性実証

革新的バイオ燃料実現

化石ｴﾈﾙｷﾞｰ効率向上

革新的バイオマス実現

運用性実証

製造コスト低減

転換効率向上

革新的雪氷冷熱
ｴﾈﾙｷﾞｰ実現

経済性・運用性実証

雪氷冷熱利用効率向上
収集・運搬コスト低減

性能向上
コスト低減

性能向上発電利用

コスト低減

実証研究

基礎・実用化

設備コスト低減

運営コスト低減

技術の成立性の実証

コストの成立性の実証

集光性能の向上

発電効率＇熱効率（の向上

目標利用効率達成

集熱＇熱変換（性能の向上

反射鏡コスト削減

タワー構造の最適化

ﾒﾝﾃﾅﾝｽｺｽﾄ低減

システムの検証

実運用でのコスト性を実証

他方式への優位性実証

太陽光エネルギ
ーの開発

太陽熱エネルギ
ーの開発

風力エネルギー
の開発

電圧変動抑制対策技術の確立
周波数変動抑制対策技術の確立
大規模PV出力制御技術の確立
高調波抑制対策技術の確立
シミュレーション手法確立

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
（太
陽
・
風
力
）の
開
発

太陽・風力エネル
ギーの開発

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
（ﾊﾞｲ

ｵ
ﾏ
ｽ

・雪
氷
熱
）
の
開
発

バイオマス・バイオ燃
料・雪氷熱エネルギ

ーの開発

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
の
確
立

新エネルギーの
利用や用途拡大
に必要な技術の

導入

蓄電・新エネ組合せ制御技術
蓄電・新エネ安全性・効率性向上

リチウムイオン電池の改善

次世代ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池向け技術確立

革新的2次電池の材料の開発

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の安全性基準確立

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の反応ﾒｶﾆｽﾞﾑの解明

電気化学反応のその場測定法の確立
ﾎﾟｽﾄﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の概念の提出

蓄電ｼｽﾃﾑ＇実用化、要素技術開発（

蓄電システム＇次世代技術開発（

系統制御技術の確立

基礎・実用化

実証研究

事業化

性能向上

コスト低減

実証研究

事業化

系統安定性の実証

コスト低減

系統安定性向上

革新的系統制御技術実現

電力利用の多様化に必要な
蓄電技術の確立

実証研究

事業化

基礎・実用化

新規

改善

コスト低減

革新的蓄電ｼｽﾃﾑ事業化

性能向上 ｴﾈﾙｷﾞｰ密度向上

製造コスト低減

革新的蓄電池開発

新型蓄電池の実証

信頼性向上

安全性向上

系統安定化用

電力貯蔵技術の確立

改善

実証研究

事業化

性能向上

コスト低減

実証研究

事業化

新型電力貯蔵技術の実証

コスト低減

貯蔵電力量の拡大

革新的電力貯蔵技術の事業化

信頼性向上 長寿命の実現

大規模電力供給用
太陽光発電

系統安定化等実証研究
＇H18~H22（

E3地域流通
スタンダードモデル

創成事業
＇H19~H23（

バイオマス等
未活用エネルギー
実証試験費補助金
＇H13~H21（

バイオマス等
未活用エネルギー
実証試験事業
＇H13~H21（

戦略的次世代
バイオマスエネルギー

利用開発事業
＇H22~H28（

新エネルギー技術
フィールドテスト事業

＇H18~H26（

新エネルギー技術
研究開発
＇H19~H25（

洋上風力発電実証研究
＇H21~（

蓄電複合システム化
技術開発
＇H22~H26（

次世代蓄電システム
実用化戦略的技術開発
＇次世代自動車用高性能
蓄電システム技術開発（

＇H19~H23（

革革新型蓄電池
先端科学基礎研究事業

＇H21~H27（

次世代蓄電システム
実用化戦略的技術開発
＇系統連系円滑化

蓄電システム技術開発（
＇H18~H22（

セルロース系エタノール
革新的生産システム

開発事業
＇H21~H25（

バイオマスエネルギー
地域システム化実験事業

＇H17~H21（

風力発電電力
系統安定化等技術開発

＇H15~H20（

信頼性向上 経年特性向上

基礎・実用化

新規 革新的蓄電池開発
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• バイオマスを気体・液体に転換する際
の高効率化・低コスト化をテーマとして
おり、相補効果が見込んで連携がなさ
れていると考えられるが、確認は必要
か

No.20 新エネルギー対策分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

新エネルギー技術研究
開発

戦略的次世代バイオマ
スエネルギー利用開発

事業

再生可能
エネルギーの
利用技術の
確立

事業名

ｱﾌﾟﾛｰﾁしている

課題
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• バイオマス活用の実証試験・実証研究を
テーマとしており、残課題の引継など、

相補効果が見込んで連携がなされてい
ると考えられるが、確認は必要か

No.20 新エネルギー対策分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

バイオマスエネルギー
地域システム化
実験事業

新エネルギー技術
フィールドテスト事業

バイオマス
エネルギー
製造・利用
技術の
実証

事業名

ｱﾌﾟﾛｰﾁしている

課題

バイオマス等未活用エ
ネルギー実証試験費補

助金

バイオマス等未活用エ
ネルギー実証試験事業

戦略的次世代バイオマ
スエネルギー利用開発

事業

H
2
1

年
度
ま
で

H
2
2

年
度
以
降
も
継
続
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• 「蓄電複合システム化技術開発」は、新エ
ネルギーと組み合わせる場合の蓄電シス
テムについての研究であり、蓄電池自体
の改善・革新をテーマとするその他の事業
に対して、相補的な関係にあると考えられ
、その点を留意した事業推進がなされて
いるかの確認が必要か

No.20 新エネルギー対策分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

蓄電複合システム化
技術開発

風力発電電力系統安
定化等技術開発

電力貯蔵

事業名

ｱﾌﾟﾛｰﾁしている

課題

革新型蓄電池先端科
学基礎研究事業

次世代蓄電システム実
用化戦略的技術開発＇
系統連系円滑化（
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• 次世代蓄電池の基礎研究をテーマとし
ており、相補効果が見込んで連携がなさ
れていると考えられるが、確認は必要か

No.20 新エネルギー対策分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

革新型蓄電池先端科学
基礎研究事業

次世代蓄電ｼｽﾃﾑ実用化
戦略的技術開発＇次世代
自動車用高性能蓄電シス

テム技術開発（

電力貯蔵

事業名

ｱﾌﾟﾛｰﾁしている

課題
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• 不安定な新エネルギーの導入による送
電網の変動抑制をテーマとしており、相
補効果が見込んで連携がなされている
と考えられるが、確認は必要か

No.20 新エネルギー対策分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

風力発電電力
系統安定化等技術開発

大規模電力供給用太陽光
発電系統安定化等実証研

究

系統安定化

事業名

ｱﾌﾟﾛｰﾁしている

課題

次世代送配電系
最適制御技術

実証事業費補助金
＇電力基盤整備課（
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No.20 新エネルギー対策分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

分析項目

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 ロジックツリーの分析結果および示唆対象の市場課題

本施策の事業で直接的にカバーされていない課題

• バイオ燃料・バイオマスの普及拡大に向けた研究開発に関しては多数の省庁が関与して
いるが、省庁横断的な会議の下で、省庁間の役割分担や課題共有等の連携が密に取ら
れていると認識。

–内閣府「社会還元加速プロジェクト」の「環境・エネルギー問題等の解決に貢献するバイオ
マス資源の総合利活用」プロジェクトにおいて、経産省、農水省、環境省、国交省、総務省
の間で、横断的な連携が取られている

出所： 資料「社会還元加速プロジェクトに係る施策一覧」

バイオマス・廃棄
物・地熱等の利用

バイオ燃料

バイオマス

電力系統制御・
電力貯蔵・
その他革新的

エネルギー利用に
関する技術

• 「新エネルギー技術研究開発」事業の「研究開発項目① 新エネルギーベンチャー技術革
新事業」において、電力系統制御技術や蓄電システムに関する内容が見られないが、これ
らの研究テーマは研究開発に必要なリソースが多く、ベンチャービジネスの事業化による
技術革新を期待することが困難であり、事業として企画する必要性は小さいと理解。

革新的系統制御
技術の実現
＇事業化（

革新的蓄電システム
事業化

太陽・風力の活用
技術

• サンシャイン計画以降中断している太陽熱発電技術開発について、諸外国での注目が高
まっている中で今後改めて開発を行う必要性・意義について検討が必要。

– 1970年代にサンシャイン計画で太陽熱発電プロジェクトが推進されたものの、出力が予定
を下回ったため、その後の開発は中断されている

– しかし、欧米ではその後も開発が続けられ、大規模発電プラントでは太陽光発電を上回る
とする報告もあり(*1)海外では有望な新エネルギーとして認識されている

– 欧州では政府機関と企業との共同プロジェクト「DESERTEC」といった太陽熱発電所建造
の大規模プロジェクトが計画

太陽熱発電技術
研究開発
＇仮称（

太陽熱発電
フィールドテスト

＇仮称（

*1 “Concentrating Solar Power – 2008 Industry Report”, Prometheus Institute, 2008
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参考（NEDOロードマップ2009 エネルギー分野

運輸におけるバイオマス利用の本格化は約2015年からと想定されている。
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参考（NEDOロードマップ2009 エネルギー分野

風力発電の普及は2010年からと想定されている。
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省エネルギー革新技術開発事業

No. 21 省エネルギー対策分野 MFTツリー 省エネルギー革新技術開発事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

温室効果ガス
排出量低減技術

の開発

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

化
石
燃
料
の
利
用
削
減

二
酸
化
炭
素
排
出
時
の

回
収
・固
定

エネルギー当たり
の化石燃料利用
量の低減

エネルギー供給
時の効率向上

エネルギー消費
時の効率向上

非化石燃料から
のエネルギーの

獲得

非化石燃料の間
接利用

非化石燃料の直
接利用

エネルギー消費
量の削減

仕事に必要なエネ
ルギーの削減

仕事自体の削減

化石燃料による発電
効率向上

化石燃料からの
燃料製造効率向上

非化石燃料からの
発電

非化石燃料からの
燃料利用

エネルギー利用効
率の向上

エネルギー損失の低
減

再生可能エネルギーの直
接利用可能化

仕事量の最適化

二酸化炭素
回収・貯留可能化

化石燃料による発電／送
電の高効率化

化石燃料からの燃料製造
時の低炭素化

エネルギー消費時の
低炭素化

非化石燃料の
燃料利用可能化

再生可能エネルギー発電
の可能化

電力損失の低減

省エネデバイスの開発

熱損失の低減

負荷軽減による効率向上＇
軽量化等（

全体システム最適化に
よる効率向上

原子力エネルギー発電の
改良

高効率天然ガス火力発電技術

高効率石炭火力発電技術

二酸化炭素回収・貯留＇CCS)技術

革新的太陽光発電技術

先進的原子力発電技術

超電導高効率送電技術

高度道路交通システム
＇ITS)技術

燃料電池自動車技術

プラグインハイブリッド自動車・電気自
動車技術

バイオマスからの輸送用代替燃料製
造技術

革新的材料・製造・加工技術

革新的製鉄プロセス技術

省エネ住宅・ビル技術

次世代高効率照明技術

定置用燃料電池技術

超高効率ヒートポンプ技術

省エネ型情報機器・システム技術

HEMS／BEMS／地域レベルのEMS
技術

高性能電力貯蔵技術

パワーエレクトロニクス技術

水素製造・輸送・貯蔵技術

出所： 「Cool Earth – エネルギー革新技術計画」、経済産業省平成22年度事前評価書

①
発
電
・
送
電
部
門
に
お
け
る

低
炭
素
化
技
術

②
運
輸
部
門
に
お
け
る

低
炭
素
化
技
術

③
産
業
部

門
に
お
け

る
低
炭
素

化
技
術

④
民
生
部
門
に
お
け
る

低
炭
素
化
技
術

⑤
部
門
横
断

的
な
低
炭
素

化
技
術
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次世代型ヒートポンプシステム研究開発事業

No. 21 省エネルギー対策分野 MFTツリー 次世代型ヒートポンプシステム研究開発事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

明記されていないが関係があると考えられるもの

温室効果ガス
排出量低減技術の開発

①超高効率
ヒートポンプ技術

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
分
野

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

化
石
燃
料
の
利
用
削
減

二
酸
化
炭
素
排
出
時
の

回
収
・固
定

エネルギー当たり
の化石燃料利用
量の低減

エネルギー供給
時の効率向上

エネルギー消費
時の効率向上

非化石燃料から
のエネルギーの

獲得

非化石燃料の間
接利用

非化石燃料の直
接利用

エネルギー消費
量の削減

仕事に必要なエネ
ルギーの削減

仕事自体の削減

化石燃料による発電
効率向上

化石燃料からの
燃料製造効率向上

非化石燃料からの
発電

非化石燃料からの
燃料利用

エネルギー利用効
率の向上

エネルギー損失の低
減

再生可能エネルギーの直
接利用可能化

仕事量の最適化

二酸化炭素
回収・貯留可能化

化石燃料による発電／送
電の高効率化

化石燃料からの燃料製造
時の低炭素化

エネルギー消費時の
低炭素化

非化石燃料の
燃料利用可能化

再生可能エネルギー発電
の可能化

電力損失の低減

省エネデバイスの開発

熱損失の低減

負荷軽減による効率向上＇
軽量化等（

全体システム最適化に
よる効率向上

原子力エネルギー発電の
改良

出所： 「Cool Earth – エネルギー革新技術計画」、経済産業省平成22年度事前評価書
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No. 21 省エネルギー対策分野 ロジックモデル 省エネルギー革新技術開発事業

プロジェクトの
アウトプットインプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

省エネルギー革新技術開発
事業

電力会社

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

交付

＇事業期間H15~22

H22年度予算案70億円（

出所： 「Cool Earth – エネルギー革新技術計画」、経済産業省平成22年度事前評価書など

二酸化炭素排出量
削減技術

①発電・送電部門における
低炭素化技術

高効率天然ガス火力発電技
術

高効率石炭火力発電技術

二酸化炭素回収・貯留＇
CCS)技術

革新的太陽光発電技術

先進的原子力発電技術

超電導高効率送電技術

②運輸部門における低炭素化
技術

高度道路交通システム
＇ITS)技術

燃料電池自動車技術

プラグインハイブリッド自動
車・電気自動車技術
バイオマスからの輸送用代
替燃料製造技術

③産業部門における低炭素化
技術

革新的材料・製造・加工技
術

革新的製鉄プロセス技術

④民生部門における低炭素化
技術

省エネ住宅・ビル技術

次世代高効率照明技術

定置用燃料電池技術

超高効率ヒートポンプ技術

HEMS／BEMS／地域レベ
ルのEMS技術
省エネ型情報機器・システ
ム技術

⑤部門横断的な低炭素化
技術

高性能電力貯蔵技術

パワーエレクトロニクス技術

水素製造・輸送・貯蔵技術

自動車会社、
石油会社

材料等
各種メーカー

住宅関連
メーカー

エレクトロニクス
メーカ

業務機器メーカー
＇冷凍機等（

温
暖
化
対
策
の
推
進

世
界
で2

0
5
0

年
ま
で
に

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を
現
状
比
で
半
減

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

‟50年

NEDO
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No. 21 省エネルギー対策分野 ロジックモデル 次世代型ヒートポンプシステム研究開発事業

プロジェクトの
アウトプットインプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

次世代型ヒートポンプシステ
ム研究開発事業

委託・補助

＇事業期間H22~24

H22年度予算案4.0億円（

出所： 「Cool Earth – エネルギー革新技術計画」、経済産業省平成22年度事前評価書など

二酸化炭素排出量
削減技術

①超高効率ヒートポンプ技術 超高効率ヒートポンプ技術

住宅関連メーカー
＜家庭部門＞

業務機器メーカー
＇冷凍機など（
＜業務部門＞

材料等
各種メーカー
＜産業部門＞

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

温
暖
化
対
策
の
推
進

世
界
で2

0
5
0

年
ま
で
に

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を
現
状
比
で
半
減

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

‟50年
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No. 21 省エネルギー対策分野 ロジックツリー

トップダウン ボトムアップ
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標施策

副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題出所： 「Cool Earth – エネルギー革新技術計画」、経済産業省平成22年度事前評価書

地球温暖化に
向けた国際的
取り組みの
加速

世界で2050
年までに温室
効果ガス排出
量を現状比で
半減させる

Cool Earth-エネルギー革新技
術計画に貢献する省エネルギー
技術開発を推進するため、革新
研究、先導研究、実用化開発及
び実証研究の４つのフェーズに
より、中長期的視点で技術開発
を行う。

省エネルギー革
新技術開発事業

H15～H22

Cool Earth-エネルギー革新技
術計画が目指す、超高効率ヒー
トポンプ＇ＨＰ（技術は既存技術
の効率をはるかに上回るもの。
機器単体の要素技術の開発だ
けでは限界があり、システム全
体の効率改善なくして達成は困
難である。このため、個々の技
術を統合した次世代型ＨＰシステ
ム開発を行い、エネルギーの高
度利用と導入用途拡大を目指す
。

次世代型ヒート
ポンプシステム
研究開発事業

H22～H24

温
暖
化
対
策
の
推
進

二酸化炭素排
出量の削減

化石燃料の利
用削減

二酸化炭素排
出時の
回収・固定

二酸化炭素
回収・貯留可能化

化石燃料による発電
／送電の高効率化

化石燃料からの燃料
製造時の低炭素化

エネルギー消費時の
低炭素化

再生可能エネルギー
の直接利用可能化

非化石燃料の
燃料利用可能化

再生可能エネルギー
発電の可能化

超高効率ヒートポンプの
開発

高効率天然ガス火力発
電技術

高効率石炭火力発電技
術

二酸化炭素回収・貯留＇
CCS)技術

革新的太陽光発電技術

先進的原子力発電技術

超電導高効率送電技術

高度道路交通システム
＇ITS)技術

燃料電池自動車技術

プラグインハイブリッド自
動車・電気自動車技術

バイオマスからの輸送用
代替燃料製造技術

革新的材料・製造・加工
技術

革新的製鉄プロセス技術

省エネ住宅・ビル技術

次世代高効率照明技術

定置用燃料電池技術

超高効率ヒートポンプ技
術

省エネ型情報機器・シス
テム技術

HEMS／BEMS／地域レ
ベルのEMS技術

高性能電力貯蔵技術

パワーエレクトロニクス技
術

水素製造・輸送・貯蔵技
術

電力損失の低減

省エネデバイスの
開発

熱損失の低減

負荷軽減による効率
向上＇軽量化等（

全体システム最適化
による効率向上

仕事量の最適化

原子力エネルギー発
電の改良

エネルギー当たり
の化石燃料利用量

の低減

エネルギー供給時
の効率向上

エネルギー消費時
の効率向上

化石燃料による
発電効率向上

化石燃料からの
燃料製造効率向上

非化石燃料からの
エネルギーの獲得

非化石燃料の間接
利用

非化石燃料の直接
利用

非化石燃料からの
発電

非化石燃料からの
燃料利用

エネルギー消費量
の削減

仕事に必要なエネ
ルギーの削減

仕事自体の削減

エネルギー利用効
率の向上

エネルギー損失の
低減
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No. 21 省エネルギー対策分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

• 省エネルギー革新技術開発事業の採択
テーマにはヒートポンプが多数含まれて
おり、H22年度以降実施予定の次世代

型ヒートポンプシステム開発事業に、残
課題が引継がれているか等、両事業の
連携を確認する必要があると考えられる
。

事業名課題

省エネルギー革新技術開
発事業

＇H15~H22（超高効率ヒート
ポンプ技術の

確立 次世代型ヒートポンプシス
テム研究開発事業
＇H22~H24（
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No. 21 省エネルギー対策分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析項目 分析・考察の視点 事業名 ロジックツリーの分析結果および示唆

• 環境省に於いて省エネルギー技術開発の関連プロジェクトが存在しており、役割分担や残
課題の引継ぎ等が行われているかの確認が必要か

– 環境省は、平成20年度の「地球温暖化対策技術開発事業」のなかで、「エネルギー起源二酸化
炭素の排出を抑制する技術の開発＇省エネルギー対策又は石油代替エネルギー導入に係るも
のに限る。（について、民間企業、公的機関、大学等から技術開発事業の提案を募集し、優れ
た提案内容の事業について支援を行う」としている。

他省庁との比較

二酸化炭素排
出量

削減技術の開
発

環境省
地球温暖化対策
技術開発事業

経済産業省
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No. 21 省エネルギー対策分野 参考（施策の全体像＇27 省エネルギーの推進（

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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No. 21 省エネルギー対策分野 参考（ ロジックモデル＇27 省エネルギーの推進（

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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17 産業機械分野 37

バイオ分野

18 地域技術分野

医療・福祉機器分野

19 研究開発推進分野

航空機武器宇宙分野

20 新エネルギー対策分野

30

32

322

332

341

355

372

383

400

413

425

438

450

467

486

497

504

523

537

23

37

55

64

81

131

140

150

162

171

177

207

218

234

243

252

257

283

291

305
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石油・天然ガス開発・利用促進型特別研究

石油・天然ガス開発・利用促進型大型研究

No.22 石油・天然ガス分野 MFTツリー 石油・天然ガス開発・利用促進型＇特別・大型（研究

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

石
油
・天
然
ガ
ス
の
開
発
・利
用

出所：石油技術協会HP、日本地質学会HP、石油技術協会HP、JOGMECパンフレット等参照 副次的な課題

探
鉱

開
発
・
生
産

利
用

環
境
性
向
上

リモートセンシング技術
の向上・利用拡大

接起震方式による次世代型人工震源の研
究

21年度実施テーマ

21年度新規採択テーマ

石油・天然ガス開発・利用促
進型大型研究

地中メタン再生技術の実用化研究－地中
メタン再生技術の実用化に不可欠な各種
の室内実験データの収集－

流体挙動シミュレーションによるCCS貯留
層評価技術に関する研究

洋上プラントに適用可能な新規合成ガス
製造システム＇A-ATGプロセス（の開発

大水深用フレキシブルパイプの開発調査
研究

接触部分酸化法による合成ガス製造プロ
セスの競争力強化に関する研究

船陸間高速大容量通信ネットワークを用
いた物理探査船の安全・効率的運航を目
的とした協調運航支援システムの研究

石油鉱業で必要とされる高分解能及び高
精度MEMS型加速度センサ素子の開発

21年度実施テーマ

21年度新規採択テーマ

石油・天然ガス開発・利用促
進型特別研究

ＦＬＮＧフローティングホースの実用化研究

原油タンク清掃、油田掘削等において発
生するOily Sludgeの処理における環境配
慮型処理システムの検証

非在来型資源の探鉱

新たな埋蔵
資源の探索

埋蔵資源の
採掘拡大

資源埋蔵地域及び賦存
量の特定

メタンハイドレート賦存
状況探査

技術課題

採掘可能な地域・条件
の拡大

非在来型資源の開発

在来型資源の最大利
用

埋蔵資源の最大利用 EOR技術開発

海底資源開発・生産技
術開発

大深度資源採掘技術
開発

資源回収技術開発採掘技術の確立による
資源利用の実現

採掘資源の輸送技術
開発

回収技術の経済性向
上

物理･化学的探査技術
の向上

探査技術開発による探
鉱精度向上

地表踏査技術の向上・
利用拡大

ボーリング調査技術の
向上・利用拡大

未確認在来型資源の
更なる探鉱

重質油賦存状況探査

採掘資源の
利用効率の
向上

化石燃料開
発・利用の環
境性向上

採掘資源の輸送効率
向上

天然ガスの輸送コスト
低減

ガス液化輸送技術開発
＇GTL、DME等（

ガス個体化輸送技術
＇NGHチェーン等（

利用時の不用排出物
低減

採掘時の不用排出物
低減

CO2の分離・貯蔵
CCS実現に必要な技

術開発

CO2の二次的利用技
術開発

採掘時の不用排出物
低減技術開発

地中メタンの再生技術

クリーン燃料技術開発燃料の不純物低減
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メタンハイドレート開発促進委託費

メタンハイドレート資源開発研究

コンソーシアム

天然ガスの液体燃料化＇GTL（技術開発実証研究

GTL商用化実証研究

No.22 石油・天然ガス分野 MFTツリー 天然ガスの液体燃料化＇GTL（技術開発実証研究、メタンハイドレート開発促進委託費

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

GTL技術実証研究プラントオペレーション技術
の獲得

石
油
・天
然
ガ
ス
の
開
発
・利
用

出所：日本ＧＴＬ技術研究組合、メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアムHP等参照

フェーズ２
＇2009年～2015年（

海洋産出試験による生産技術実証と商
業的産出のための技術課題抽出

経済的かつ効率的な採収法の提示

Japan-GTLプロセスの商用
化のための実証研究

我が国周辺海域でのメタンハイドレート
賦存状況の把握

海洋産出試験を通じた環境影響評価手
法の提示

我が国周辺海域のメタンハイドレート層
が安全かつ経済的に開発できる可能性

の提示

液化プロセス効率
向上

触媒効率の向上

スケールアップ技術確立

探
鉱

開
発
・
生
産

利
用

環
境
性
向
上

リモートセンシング技術
の向上・利用拡大

非在来型資源の探鉱

新たな埋蔵
資源の探索

埋蔵資源の
採掘拡大

資源埋蔵地域及び賦存
量の特定

メタンハイドレート賦存
状況探査

採掘可能な地域・条件
の拡大

非在来型資源の開発

在来型資源の最大利
用

埋蔵資源の最大利用 EOR技術開発

海底資源開発・生産技
術開発

大深度資源採掘技術
開発

資源回収技術開発採掘技術の確立による
資源利用の実現

採掘資源の輸送技術
開発

回収技術の経済性向
上

物理･化学的探査技術
の向上

探査技術開発による探
鉱精度向上

地表踏査技術の向上・
利用拡大

ボーリング調査技術の
向上・利用拡大

未確認在来型資源の
更なる探鉱

重質油賦存状況探査

採掘資源の
利用効率の
向上

化石燃料開
発・利用の環
境性向上

採掘資源の輸送効率
向上

天然ガスの輸送コスト
低減

ガス液化輸送技術開発
＇GTL、DME等（

ガス個体化輸送技術
＇NGHチェーン等（

利用時の不用排出物
低減

採掘時の不用排出物
低減

CO2の分離・貯蔵
CCS実現に必要な技

術開発

CO2の二次的利用技
術開発

採掘時の不用排出物
低減技術開発

地中メタンの再生技術

クリーン燃料技術開発燃料の不純物低減

技術課題

わが国近海での海洋産出
試験、長期的な陸上産出試

験等

フェーズ１
＇2001年～2008年度（

わが国近海での海洋産出
試験、長期的な陸上産出試

験等

フェーズ3
＇2016年～2018年（

商業的産出に必要な技術
の整備
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No.22 石油・天然ガス分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

国

JOGMEC

交付

石油・天然ガス開発・利用促
進型大型研究

基礎～応用段階における
技術課題解決

民間企業等
石
油
・天
然
ガ
ス
等
化
石
燃
料
の
安

定
供
給
確
保

出所：個別事業評価書など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間企業

事業期間：H13-24

H22年度予算案：2.7億円

石油・天然ガス開発・利用促
進型大型研究

接起震方式による次世代型
人工震源の研究

地中メタン再生技術の実用
化研究

流体挙動シミュレーションに
よるCCS貯留層評価技術に

関する研究

石油・天然ガス開発・利用促
進型大型研究

石油・天然ガス開発・利用促
進型特別研究

洋上プラントに適用可能な
新規合成ガス製造システム
開発

大水深用フレキシブルパイ
プの開発調査研究

接触部分酸化法による合
成ガス製造プロセスの競争
力強化に関する研究

協調運航支援システムの
研究

高分解能及び高精度
MEMS型加速度センサ素
子の開発

ＦＬＮＧフローティングホー
スの実用化研究

Oily Sludgeの処理におけ

る環境配慮型処理システム
の検証

民間企業等 応用～実証段階における
技術課題解決

探
鉱

開
発
・
生
産

利
用

環
境
性
向
上

新たな埋蔵
資源の探索

埋蔵資源の
採掘拡大

採掘資源の
利用効率の
向上

化石燃料開
発・利用の環
境性向上

化
石
燃
料
利
用
の
環
境
負
荷
低
減
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No.22 石油・天然ガス分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

国

JOGMEC

交付

天然ガスの液体燃料化
＇GTL（技術開発実証研究

GTL技術の商用化目処民間企業等

出所：個別事業評価書など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間企業

メタンハイドレート
開発促進委託費

民間企業等国

民間企業
等

委託

石
油
・天
然
ガ
ス
等

化
石
燃
料
の
安
定
供
給
確
保

化
石
燃
料
利
用
の
環
境
負
荷
低
減

商用的産出のための技術
整備

事業期間：H18-22

H22年度予算案：25.0億円

事業期間：H14-28

H22年度予算案：45.4億円

GTL技術実証研究

プラントオペレーション技術
の獲得

液化プロセス効率
向上

触媒効率の向上

スケールアップ技術確立

フェーズ２
＇2009年～2015年（

海洋産出試験による生産技
術実証と商業的産出のため

の技術課題抽出

経済的かつ効率的な採収法
の提示

我が国周辺海域でのメタン
ハイドレート賦存状況の把

握

海洋産出試験を通じた環境
影響評価手法の提示

我が国周辺海域のメタンハ
イドレート層が安全かつ経
済的に開発できる可能性の

提示

探
鉱

開
発
・
生
産

利
用

環
境
性
向
上

新たな埋蔵
資源の探索

埋蔵資源の
採掘拡大

採掘資源の
利用効率の
向上

化石燃料開
発・利用の環
境性向上
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No.22 石油・天然ガス分野 ロジックツリー

トップダウン
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

ボトムアップ
技術＇国の事業（

＇Technology （

出所：技術ロードマップ、石油技術協会HP、日本地質学会HP、石油技術協会HP、日本ＧＴＬ技術研究組合、メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアムHP等

石
油
・天
然
ガ
ス
の
開
発
・利
用

石油・天然ガ
ス等化石燃料
の安定供給
確保

世界的な資源
獲得競争が
激化する中で
の資源安定
確保

化石燃料利
用の環境負
荷低減

化石燃料のク
リーン化およ
び有効利用に
よる環境負荷

低減

化
石
燃
料
の
安
定
供
給
確
保
と
有
効
か
つ
ク
リ
ー
ン
な
利
用

事業＇PRJ（事業目標 概要

施策 目標

石油・天然ガス
開発・利用促進
型特別研究

＇H13～H24)

石油・天然ガスの
探鉱開発に関する
技術課題のうち、
基礎～応用段階に
おける独創的・革
新的な技術課題研
究開発を公募によ
り実施する

石油・天然ガス
開発・利用促進
型大型研究

＇H13～H24)

石油・天然ガスの
探鉱開発に関する
技術課題のうち、
応用～実証段階に
おける、即効性が
期待され短期間で
の実用化が見込ま
れる技術課題研究
開発を公募により
実施する

天然ガスの液
体燃料化＇GTL
（技術開発実証

研究

＇H18～H22)

アジア地域を中心
として世界的に原
油需要が急激に拡
大している中で、供
給安定性や環境特
性に優れる天然ガ
スから、輸送用等を
用途とする液体燃
料を製造するＧＴＬ
技術の実用化に向
けた実証研究。

メタンハイドレー
ト開発促進委託

費

＇H14 ～H30 )

将来のエネルギー
資源として利用可
能とするため、資源
量評価、生産手法
開発、環境影響評
価手法の確立を図
り、メタンハイドレー
ト商業的産出のた
めの技術を整備す

る。

探
鉱

開
発
・生
産

利
用

環
境
性
向
上

新たな埋蔵
資源の探索

埋蔵資源の
採掘拡大

採掘資源の
利用効率の
向上

化石燃料開
発・利用の環
境性向上

リモートセンシング技術の向
上・利用拡大

非在来型資源の探鉱 資源埋蔵地域及び賦存量の
特定

メタンハイドレート賦存状況
探査

採掘可能な地域・条件の拡
大

非在来型資源の開発

在来型資源の最大利用

埋蔵資源の最大利用 EOR技術開発

海底資源開発・生産技術開
発

大深度資源採掘技術開発

資源回収技術開発採掘技術の確立による資源
利用の実現

採掘資源の輸送技術開発

回収技術の経済性向上

物理･化学的探査技術の向
上

探査技術開発による探鉱精
度向上

地表踏査技術の向上・利用
拡大

ボーリング調査技術の向上・
利用拡大

未確認在来型資源の更なる
探鉱

重質油賦存状況探査

採掘資源の輸送効率向上 天然ガスの輸送コスト低減
ガス液化輸送技術開発
＇GTL、DME等（

ガス個体化輸送技術
＇NGHチェーン等（

利用時の不用排出物低減

採掘時の不用排出物低減

CO2の分離・貯蔵 CCS実現に必要な技術開発

CO2の二次的利用技術開発

採掘時の不用排出物低減技
術開発

地中メタンの再生技術

クリーン燃料技術開発燃料の不純物低減

メタンハイドレート資源開発研究

コンソーシアム

海洋産出試験による生産技術実証と
商業的産出のための技術課題抽出

経済的かつ効率的な採収法の提示

我が国周辺海域でのメタンハイドレート
賦存状況の把握

海洋産出試験を通じた環境影響評価
手法の提示

我が国周辺海域のメタンハイドレート層
が安全かつ経済的に開発できる可能

性の提示

GTL商用化実証研究

プラントオペレーション技術の獲得

液化プロセス効率
向上

触媒効率の向上

スケールアップ技術確立

接起震方式による次世代型人工震源の研究

地中メタン再生技術の実用化研究

流体挙動シミュレーションによるCCS貯留層
評価技術に関する研究

洋上プラントに適用可能な新規合成ガス製造
システム＇A-ATGプロセス（の開発

大水深用フレキシブルパイプの開発調査研究

接触部分酸化法による合成ガス製造プロセス
の競争力強化に関する研究

船陸間高速大容量通信ネットワークを用いた
協調運航支援システムの研究

石油鉱業で必要とされる高分解能及び高精
度MEMS型加速度センサ素子の開発

ＦＬＮＧフローティングホースの実用化研究

原油タンク清掃、油田掘削等において発生す
るOily Sludgeの処理における環境配慮型処
理システムの検証
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No.22 石油・天然ガス分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

特筆すべき事項は見当たらず。
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No.22 石油・天然ガス分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 対象の市場課題 ロジックツリーの分析結果および示唆

GTL技術の
開発

商業プロジェクトの
実施

• 商業化において、GTLの環境性の高さなどに対する認知度の低さの改善が望
まれる。ディーゼル自動車を多用する各自治体や、企業への採用拡大に向け
た取組みとして、国土交通省が実施している「次世代低公害車開発・実用化促
進プロジェクト」の規模・範囲拡大を進めていくことが望ましいのではないか。

• 非在来型ガス開発は米国に続き、中国、オーストラリア、インドネシアなどアジ
ア諸国でも開発が進む可能性が高い。将来の資源獲得を目的に、採掘開発の
技術支援を進めていくことが有益となると推察。

非在来型資源
の開発

資源回収技術開
発

回収技術の経済
性向上
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参考（NEDOロードマップ エネルギー分野

NEDOロードマップでは化石燃料の安定供給確保とクリーン・有効利用の促進を目的として技術
開発。
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No.23 石油精製備蓄課分野 MFTツリー 高度石油精製技術関連

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

石
油
精
製
備
蓄
課
分
野

高
度
石
油
精
製
技
術

効
率
的
か
つ
多
用
な
原
油
資
源
か
ら
の
石
油
精
製
技
術
の
確
立

出所：個別事業評価書、中間評価報告書 副次的な課題

研究テーマ技術体系

組成制御型高度石油精製技術開発事業

革新的次世代石油精製等技術開発

②オイルサンド油・超重質油等
精製分解技術開発

①重質油対応型高過酷度流動
接触分解＇HS-FCC（技術の開発

②低品位留分の燃料製品への
転換を図る新規プロセス開発

①FCC周辺重質成分の
高度分解制御技術開発組成を目標関数とする石油精製技術の

効率化

一般性状を目標関数とする
石油精製技術の効率化

ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ連携石油安定供給対策事業費補助金＇補助（

精製機能集約強化事業＇補助（

石油精製高度機能融合技術開発

③ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ原料の一括脱硫、
分解残油分解を実施する技術の

開発

①ナフサを一括で脱硫・
分離・供給する技術の開発

②未利用の分解C4成分・水素
を活用する技術の開発

石油・石化装置から得られる
ﾅﾌｻの一括処理技術の開発

石油・石化装置から得られる
C4及び水素の一括処理技術の開発

石油・石化原料の
一括処理技術の開発

①ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ連携による推進

①精製機能集約による
効率化の推進

設備連携による効率化の推進

設備集約による効率化の推進

※ H22年度の実施は見送り

石油・石化原料統合
効率生産技術の確立

副生産物・水素統合
精製高度化技術の確立

ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ原料多様化
最適供給技術の確立

精製効率の
向上

石油精製、
石油化学の
統合化による
利用効率向上

設備効率
改善による
精製効率向上

精製設備の
効率改善

重質油分解制御プロセス

重質油接触分解技術
＇HS-FCC（

超重質油分精製・分解技術

新規触媒による低品位石油留
分転換技術プロセス

分解重油設備・水素回収設備等
連携設備の設置

精製設備の集約

石油精製
設備の

利用効率向上

原油資源の
多様化

超重質油の
利用

精製プロセス
改良による
精製効率向上

精製設備の
利用効率向上

超重質油の
品質規格適合

重質油高度分解・有用化技術

超重質油
分解可能化

超重質油の
利用可能化

分解効率の
向上

転換による効
率向上

重質留分の
精製効率向上

軽質成分の
精製効率向上

脱硫能力の
向上
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No.23 石油精製備蓄課分野 MFTツリー 石油系水素燃料技術関連

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

石
油
精
製
備
蓄
課
分
野

出所：個別事業評価書、中間評価報告書 副次的な課題

将来型燃料高度利用技術開発

研究テーマ技術体系

②有機ハイドライドからの
高純度水素回収技術開発

①製油所での高効率
高純度水素製造技術開発

③ガソリンスタンドでの
高純度水素製造技術開発

石
油
系
水
素
燃
料
技
術

石
油
系
水
素
燃
料
の
供
給
技
術
の
確
立

膜分離技術

水蒸気改質技術

脱硫技術

オフサイト型
水素製造技術の

確立

製油所で製造し
ガソリンスタンドまで
輸送後、供給する

オンサイト型
水素製造技術の

確立

ガソリンスタンドで
製造し供給する

製油所での
水素製造技術の

確立

製油所から
ガソリンスタンドまで
の輸送技術の確立

オンボード型
水素製造技術の

確立

燃料電池車上で
水素を製造し利用する

灯油からの
水素製造技術

灯油以外の石油製
品＇ガソリン、軽油、
潤滑油（からの
水素製造技術

輸送媒体技術の
確立

脱硫技術

製造効率の向上

製造コストの低減

ナフサからの
水素製造技術

ナフサ以外からの
水素製造技術

貯蔵・回収装置の
材料コスト低減

貯蔵・回収効率の
向上

改質技術 改質装置の小型化

改質効率の向上

脱硫レベル向上

水蒸気改質触媒の
低コスト化

膜材料の低コスト化

膜性能の向上
＇膜面積の低減（

脱硫性能の
向上

貯蔵・回収装置の
小型化

改質装置の
材料コスト低減
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No.23 石油精製備蓄課分野 MFTツリー 石油燃料利用技術関連

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

石
油
精
製
備
蓄
課
分
野

石
油
系
水
素
燃
料
技
術

石
油
燃
料
の
高
効
率
・ク
リ
ー
ン
・安
全
な
利
用
の
拡
大
に
向
け
た
技
術

出所：個別事業評価書、中間評価報告書 副次的な課題

研究テーマ技術体系

石油燃料次世代環境対策技術開発

③新燃料技術に対応した
燃料利用技術の確立

①バイオマス燃料
混合利用技術の確立

新燃料技術
＇HCCI等)対応の
燃料利用技術

高濃度
バイオマス燃料
利用技術

②合成燃料・非在来型石油留分
混合利用技術の確立

高濃度
合成燃料・非在来型
石油留分燃料利用技術

超低硫黄軽油導入促進事業費補助金＇補助（

①超低硫黄軽油導入促進

次世代大気環境改善効果分析委託費＇委託（

①次世代大気環境改善効果分析

石油環境対策基等整備事業＇補助（

②潤滑油関連
環境対策・調査・情報整備

①石油関連
環境対策・調査・整備

新燃料技術＇HCCI等（対応の
燃料利用可能化

高濃度バイオマス燃料利用可能化

高濃度合成燃料・非在来型
石油留分燃料利用可能化

超低硫黄軽油の製造装置の導入拡大

排ガスの影響を予測する
次世代大気モデルの構築

環境対応型石油関連調査

潤滑油製造業近代化

潤滑油環境対策

石油関連情報センター整備

石油産業安全基盤整備

クリーン石油燃料
利用法の確立

石油燃料利用に
関する情報把握・

共有
調査の実施

情報共有
基盤の
確立

燃焼効率
向上

石油の利用や
環境への影響に
関する調査の実施

石油の利用や
安全に関する
情報の共有

石油燃料利用の
影響の予測・対策

大気状態
予測技術

石油燃料製造業
の競争力向上

人材育成

制度・標準の
競争力向上

品質・認証の
レベル向上

大気状態の
予測可能化

アンチノック
性能向上

既存石油燃料
の改善

新石油燃料
利用法の確立

クリーン性
向上

不完全燃焼の
低減

アンチノック
性能向上

クリーン性
向上

低炭素化

高オクタン価

維持

高効率燃焼技術の

開発

低硫黄化

その他
大気汚染物質の

低減

燃焼効率
向上
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プロジェクトの

アウトプットインプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

化
石
燃
料
の

安
定
的
な
供
給

多
様
な
原
油
資
源
の

活
用
技
術

重質油・超重質油資源の
精製効率の向上

：インプット＇投入資源（
：アクション＇実施（
：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー
：アウトカム
：インパクト
：必要な要員・阻害要因

石
油
製
品
の

効
率
的
な
生
産
技
術

精
製
効
率
の
向
上

副次的な課題

革新的次世代石油精製等技術開発

石油会社

石油会社

①重質油対応型高過酷度
流動接触分解(HS-FCC)技術開発

②オイルサンド油・超重質油等
精製分解技術開発

組成制御型高度石油精製技術

①FCC周辺重質成分の
高度分解制御技術開発

②低品位留分の燃料製品への
転換を図る新規プロセス開発

新規触媒による低品位石油
留分転換技術プロセス

重質油分解制御プロセス

石油精製高度機能融合技術開発

①ナフサを一括で脱硫・
分離・供給する技術の開発

②未利用の分解C4成分・水素
を活用する技術の開発

③ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ原料の一括脱硫、
分解残油分解を実施する技術の開発

副生産物・水素統合精製
高度化技術

石油・石化原料統合
効率生産技術

ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ原料多様化最適化
供給技術

国

民間団体等

委託

石油化学メーカー

コンビナートにおける
精製設備の利用効率向上

残さ油・低品位留分の
分解・転換技術の確立

原
油
資
源
の
多
様
化

ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ連携石油安定供給
対策事業費補助金＇補助（

精製機能集約強化事業（補助）

国

民間団体等

委託

国

民間団体等

委託

国

民間団体等

補助

国

民間団体等

補助

石油会社

石油化学メーカー

石油会社

分解重油設備・水素回収設
備等連携設備の設置

精製設備の集約

①ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ連携の推進

①精製機能集約による
効率化の推進

精製設備効率改善による
精製効率向上

石油会社

重質油高度分解・有用化技術

重質油接触分解技術
＇HS-FCC)

超重質油分精製・分解技術

‟15年頃から

‟15年頃から

＇事業期間H22~26

H22 ~H26総予算案17億円（

＇事業期間H19~23

H22年度予算額33.8億円

＇事業期間H18~21

H18~H19総執行額125億円

H20~H21総予算額122億円（

＇事業期間H21~25

H21総執行額17億円

H22~H25総予算額149億円（

＇事業期間H22~25

H22~H25総予算額93億円（

出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書など
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

化
石
燃
料
の
有
効
か
つ

ク
リ
ー
ン
な
利
用

プロジェクトの

アウトプット

副次的な課題

オ
フ
サ
イ
ト
型

水
素
利
用
技
術
の
確
立

石油からの
高効率・高純度な

水素製造技術の確立

将来型燃料高度利用技術開発

石油設備を活用した
石油系水素の
輸送技術の確立

国

民間団体等

委託

オ
ン
サ
イ
ト
型

水
素
利
用
技
術
の
確
立

石油会社

①製油所での高効率
高純度水素製造技術開発

②有機ハイドライドからの
高純度水素回収技術開発

③ガソリンスタンドでの
高純度水素製造技術開発

膜材料の低コスト化

膜性能の向上

＇膜面積の低減（

水蒸気改質触媒の
低コスト化

脱硫性能の
向上

石
油
系
水
素
燃
料
の

利
用
普
及

：インプット＇投入資源（
：アクション＇実施（
：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー
：アウトカム
：インパクト
：必要な要員・阻害要因

‟23年頃から

出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書など

＇事業期間H20~22

H22年度予算案4.0億円（
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インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

化
石
燃
料
の
有
効
か
つ

ク
リ
ー
ン
な
利
用

石油燃料利用に
関する情報共有基盤

：インプット＇投入資源（
：アクション＇実施（
：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー
：アウトカム
：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの

アウトプット

次世代大気モデル

石油環境対策基等整備事業＇補助（

石油会社

石油会社

①石油関連
環境対策・調査・整備

次世代大気環境改善
効果分析委託費＇委託（

①次世代大気環境改善効果分析 排ガスの影響を予測する
次世代大気モデルの構築

②潤滑油関連
環境対策・調査・情報整備

国

民間団体等

補助

国

民間団体等

委託

環境対応型石油関連調査

石油関連情報センター整備

石油産業安全基盤整備

潤滑油製造業近代化

潤滑油環境対策

石油燃料製造業の
近代化

石
油
燃
料
利
用
に
関
す
る

情
報
把
握
・
共
有
の
推
進

石油燃料
次世代環境対策技術開発

既存石油製品以外の
燃料との

混合技術の確立

①バイオマス燃料
混合利用技術の確立

②合成燃料・非在来型石油留分
混合利用技術の確立

③新燃料技術に対応した
燃料利用技術の確立

高濃度合成燃料・非在来型
石油留分燃料利用可能化

高濃度バイオマス燃料
利用可能化

新燃料技術
＇HCCI等（対応の
燃料利用可能化

石油会社

国

民間団体等

委託

石
油
燃
料
利
用
に
よ
る

大
気
状
態
の
予
測
可
能
化

石
油
燃
料
の
ク
リ
ー
ン
な

利
用
法
の
獲
得

超低硫黄軽油導入促進
事業費補助金＇補助（

石油会社①超低硫黄軽油導入促進 超低硫黄軽油の製造装置
の導入拡大

国

民間団体等

補助

超低硫黄軽油の
利用拡大

石
油
燃
料
製
造
業
の

競
争
力
向
上

出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書など

＇事業期間H14~23

H22年度予算案7.5億円（

＇事業期間H14~23

H17~H20総執行額75億円

H22~H23総予算額37億円（

＇事業期間H22~23

H22~H23総予算額4億円（

＇事業期間H13~29

H17~H20総執行額10億円

H21~H26総予算額9億円（
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No.23 石油精製備蓄課分野 ロジックツリー

石
油
精
製
備
蓄
課
分
野

化
石
燃
料
の
安
定
的
な
供
給

化
石
燃
料
の
有
効
か
つ
ク
リ
ー
ン
な
利
用

地球温暖化に
向けた国際的
取り組みの
加速

二酸化炭素
排出量抑制
への取り組み
が加速

大気環境負
荷軽減への
要求

窒素炭化物、
粒子状物質
の排出低減
は依然として
強く求められ
ている状況

多様な

原油資源の

活用技術

効率的かつク
リーンな燃料
利用法の開発

石
油
燃
料
利
用
技
術

石油燃料の高効
率・クリーン・安全
な利用の拡大に
必要な技術

高
度
石
油
精
製
技
術

効率的かつ多様
な原油資源からの
石油精製技術の

確立

石油資源
供給・需要の
質的変化へ
の対応

新たに供給さ
れる原油資源
が重質化する
一方で、需要
は軽質油
＇白油（の比
率が増加

石
油
系
水
素
燃
料
技
術

石油系水素燃料
技術の確立

エネルギー
セキュリティ
確保が急務

世界的な需要
増による石油
資源の逼迫、
価格高騰、
石油資源の
中東地域へ
の依存

石油製品の

効率的な

生産技術

ボトムアップ

事業＇PRJ（事業目標 概要

技術＇国の事業（

＇Technology （

トップダウン
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

施策 目標

石油精製業を中心とする石油コンビナート
全体の横断的かつ高度な運営機能の
融合を図り、単独企業のみでは達成困難
なコンビナート域内の省資源、省エネル
ギーの向上を進めるため、異業種異企業
間における限りある貴重なエネルギー資
源の利用効率の高い生産技術に関し技術
の開発・実証を行う。

非在来型原油を含めた重質油を原料として
、製油所におけるﾎﾞﾄﾑﾚｽ、余剰となる分解
留分の高付加価値等のためのﾌﾟﾛｾｽや触
媒技術等の開発を行う。また、次世代の技
術ｼｰｽﾞ創出のため、これまでの技術とは異
なる発想により我が国唯一の革新的な新規
触媒研究、新規膜分技術研究、新規製造ﾌﾟ
ﾛｾｽ研究等を産官学の連携等により実施す
る。

石油精製高度機能
融合技術

開発費補助金

＇H18~H21（

革新的
次世代石油精製等

技術開発

＇H19~H23（

組成制御型
高度石油精製技術

開発事業
＇H22~H26（

分解残さ油の低減や、低品位留分の高品
質化を通じて、原油から得られる石油製品
の生産量を増加させることで、化石エネル
ギー原料の有効利用を促進する。

石油は、その長所として豊富な水素供給
余力と安価な水素製造技術及び全国に展
開した災害に強いガソリンスタンドを保有
している。これら石油の長所を活かした
水素供給システムの確立により、水素社
会の早期実現に貢献するものである。本
事業では、製油所からの高純度水素供給
技術開発とガソリンスタンドを拠点とする
高純度水素製造技術開発を実施する。

将来型燃料
高度利用技術開発

＇H20~H22（

•NEDO 「水素貯蔵材料先端基盤研究事業＇Hydro☆Star（」にて水素貯蔵･回収技術に関わる事業を実施。

副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題

コンビナート連携により、石油精製業を中
心とする分解重油設備、水素回収設備等
連携設備の効果的設置による拡大融合を
即死することで製油所の競争力を強化す
ると共に、石油資源の有効活用を図り原油
処理量を減らす。

ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ連携石油安定供給
対策事業費補助金＇補助（

＇H21~H25（

精製機能の集約により経営基盤を強化す
る事業者に対し、費用の補助を行う。

精製機能
集約強化事業＇補助（

＇H22~H25（

バイオマス燃料から製造した石油製品が自動車排出ガ
スに及ぼす影響、新たな自動車燃焼技術＇自着火燃焼＇
着火までに燃料と空気を十分に混合し、その混合気体を
点火プラグの使用なしで圧縮することにより着火させる燃
焼法でＮＯｘ排出低減、熱効率が高い等の利点がある（（
に適応した燃料に関する技術開発を実施する。また、建
設機械、発電機等のオフロードエンジンの排ガスによる
環境負荷低減や石油燃焼機器の効率的な利用を進める
ための技術開発を実施する。

石油燃料
次世代環境対策技術開発

＇H14~H23（

•国土交通省 「バイオマス燃料対応自動車開発促進事業」にてバイオマス燃料利用の実証試験を実施。

超低硫黄軽油の低廉かつ安定的な供給体
制を整備するため、関連設備建設に関わ
る費用を補助する。

超低硫黄軽油導入促進
事業費補助金＇補助（

＇H13~H29（

自動車排出ガスが大気環境に与える影響
を高精度に予測する次世代大気モデルの
構築を行う。これを元に、大気環境基準化
の動きに対応し将来の大気推計を実施す
ることで、政策に資するﾃﾞｰﾀを提供する。

次世代大気環境
改善効果分析委託費＇委託（

＇H22~H23（

石油精製・利用技術や環境安全対策に関
する情報を収集するとともに今後の環境
安全対策のあり方や方向性について検討
を行う。潤滑油製造事業者の事業環境を
整備するために、品質・認証、規格・標準、
人材育成に関する事業を実施する。潤滑
油類及び使用済み潤滑油における環境対
応及び環境負荷低減等に関する課題につ
いて、環境対策の方法を明らかにする。

石油環境対策基等
整備事業＇補助（
＇H14~H23（

水蒸気改質触媒の
低コスト化

膜材料の低コスト化

膜性能の向上
＇膜面積の低減（

脱硫性能の
向上

新燃料技術＇HCCI等（
対応の利用可能化

高濃度バイオマス
利用可能化

高濃度合成燃料・非在来
型石油留分利用可能化

超低硫黄軽油の製造装置
の導入拡大

排ガスの影響を予測する
次世代大気モデルの構築

環境対応型石油関連調査

潤滑油製造業近代化

潤滑油環境対策

石油関連情報センター
整備

石油産業安全基盤整備

実現上の課題

＇Function（

オフサイト型
水素製造技術の確立

オンサイト型
水素製造技術の確立

製油所での水素製造技術
の確立

製油所からｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞまで
の輸送技術の確立

オンボード型
水素製造技術の確立

灯油からの
水素製造技術

灯油以外の石油製品から
の水素製造技術

製造効率の向上

製造コストの低減

貯蔵・回収装置の
材料コスト低減

貯蔵・回収効率の向上
輸送媒体技術の

確立

脱硫技術

ナフサからの
水素製造技術

ナフサ以外からの
水素製造技術

改質技術

改質装置の小型化

改質効率の向上

脱硫レベル向上

貯蔵・回収装置の小型化

改質装置の
材料コスト低減

クリーン石油燃料
利用法の確立

石油燃料利用に関する情
報把握・共有

調査の実施

情報共有基盤の確立

石油の利用や環境への影
響に関する調査の実施

石油の利用や安全に関す
る情報の共有

石油燃料利用の
影響の予測・対策

大気状態
予測技術

石油燃料製造業
の競争力向上

人材育成

制度・標準の
競争力向上

品質・認証の
レベル向上

大気状態の
予測可能化

既存石油燃料
の改善

新石油燃料
利用法の確立

燃焼効率
向上

アンチノック
性能向上

クリーン性
向上

燃焼効率
向上

アンチノック
性能向上

クリーン性
向上

低炭素化

高オクタン価維持

高効率燃焼技術の
開発

低硫黄化

その他大気汚染物質の
低減

不完全燃焼の低減

石油・石化原料統合
効率生産技術の確立

副生産物・水素統合
精製高度化技術の確立

ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ原料多様化
最適供給技術の確立

重質油分解制御プロセス

重質油接触分解技術
＇HS-FCC（

超重質油分精製・分解技
術

新規触媒による低品位石
油留分転換技術プロセス

分解重油設備・水素回収
設備等連携設備の設置

精製設備の集約

重質油高度分解・有用化
技術

精製効率の
向上

石油精製、石油化学の統合
化による利用効率向上

分解効率の向上

設備効率改善による
精製効率向上

精製設備の効率改善

石油精製設備の
利用効率向上

原油資源の
多様化

超重質油の
利用

精製プロセス改良による
精製効率向上

精製設備の利用効率向上

重質留分の精製効率向上

軽質成分の精製効率向上

超重質油の品質規格適合

超重質油分解可能化

超重質油の
利用可能化

脱硫能力の向上

副次的な課題

転換による効率向上

競
合

競
合
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No.23 石油精製備蓄課分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

革新的次世代石油精製等
技術開発

＇H19～H23（

組成制御型高度石油精製
技術開発事業

• 両事業とも精製プロセスの改良による

精製効率向上をテーマとしており、役割
分担や残課題の共有等がなされている
かの確認が必要と考えられる。

• 「組成制御型高度石油精製技術開発事
業」では、組成を目標関関数とした石油
精製技術に基づく事業である点が「革新
的次世代石油精製等技術開発」と異な
るが、狙いとしては、両事業とも重質油
や低品位軽油＇LCO（を分解・転換する

ことにあるため、相互関係を明確化する
必要があると考えられる。

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

精製プロセス
改良による
精製効率
向上

事業名

ｱﾌﾟﾛｰﾁしている

課題

石油精製高度機能
融合技術開発費補助金

＇H18~H21（

コンビナート連携石油安定
供給対策事業補助金

＇H21~H25（

• コンビナート内の連携・融合による効率
向上をテーマとしているが、「石油精製
高度機能融合技術開発費補助金」は技
術開発が主体、「コンビナート連携石油
安定供給対策事業補助金」は事業補助
が主体となっており、役割分担がなされ
ていると認識。

石油精製・
石油化学等の
統合化による
効率向上
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No.23 石油精製備蓄課分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

分析項目

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 ロジックツリーの分析結果および示唆対象の市場課題

本施策の事業で直接的にカバーされていない課題

• 水素燃料の蓄積・回収技術はNEDOにおいて重要課題として既存の取り組みが存在して
いるが、経済産業省では石油、NEDOはガスからの水素製造を事業目標としており、明確
に役割分担がなされていると認識。

–NEDOは「水素貯蔵材料先端基盤研究事業＇Hydro☆Star（」にて平成19年度から23年度
までの5年間に水素貯蔵に関する基礎研究を推進している

–経済産業省 石油精製備蓄課では石油、NEDO事業はガスからの水素製造を事業目標と
している

石油系水素燃
料技術の確立

水素輸送媒体技術の
確立

• 特に、国土交通省や環境省と連携を取って、バイオマス燃料の普及拡大に向けた利用技
術の研究開発を進めるべきではないか＇要確認（

–国土交通省は平成16年度～18年度にかけて「バイオマス燃料対応自動車開発促進事業」
により高濃度バイオマス燃料の利用や既存ディーゼル車のバイオマス燃料車への改良、車
両対応技術の明確化を実施。本事業での実験結果、明らかになった課題等が省庁間で共有
されているかの確認が必要ではないか

石油燃料利用
技術

高濃度バイオマス
利用可能化

石油系水素燃
料技術の確立

• 製油所においてナフサ以外の石油製品から水素を製造する技術の研究開発に関する事
業は必要か確認が必要ではないか＇要確認（

ナフサ以外からの
水素製造技術

• ガソリンスタンドで得られる灯油以外の石油製品＇ガソリン、軽油等（から水素を製造する
技術の研究開発に関する事業は必要か確認が必要ではないか＇要確認（

灯油以外の石油製品
からの水素製造技術

• オンボード型水素製造技術の研究開発に関する事業が必要か確認が必要ではないか＇要
確認（

オンボード型
水素製造技術

石油燃料
利用技術

• 既存石油燃料のアンチノック性能はこれまでに改善されてきており残課題がないと認識。
既存石油燃料の
ｱﾝﾁﾉｯｸ性能向上

既存石油燃料の
その他大気汚染物質

の低減

• NOx 等、硫黄以外の大気汚染物質の低減に関する取り組みについての対策を推進する
事業が必要ではないか＇要確認（
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No.23 石油精製備蓄課分野 参考（施策の全体像＇25石油・天然ガス・石炭の安定供給確保（

 

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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No.23 石油精製備蓄課分野 参考（施策の全体像＇26エネルギー源の多様化、エネルギーの高度利用（

 

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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石炭生産・利用技術振興

No.24 石炭分野 MFTツリー 石炭生産・利用技術振興

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

石
炭
分
野

出所：H20事前評価書

石炭ガス化複合
発電＇IGCC（の

実現

石
炭
ガ
ス
化

発
電

石炭ガス化燃料
電池複合発電
＇IGFC（の実現

C
O

2

回
収
・貯
留

技術的成立性 石炭ガス化プロセス

CCSとの統合

利用炭種の拡大

商用規模での連続運転

IGCCとしての発電効率向
上

発電プロセス

経済的成立性 発電手段として経済性担保

技術的成立性 分離技術開発分離技術選定

貯留方法の選定 貯留技術開発

貯留ポテンシャル評価

経済的成立性 トータルプロセスでの経済性
担保

CO2分離・回収
、地中・海洋貯

留技術

ガス化エネルギー効率向上

技術的成立性

経済的成立性

商用規模での連続運転

代替燃料としての価格優位
性

石炭液化プロセ
スの開発

石
炭
の
液
化
燃
料
へ

の
転
換

国内技術の発展
と活用促進

国
内
ク
リ
ー
ン
・コ
ー
ル
技
術
の

開
発
・
普
及
促
進

ニーズを知る
CCTに関する市場ニーズ把

握

海外の競合技術の開発状
況把握

最新の技術を知る

普及促進

開発促進

技術を広める
国内CCT技術の国際的認

知を高める

パートナーを獲得する 資源国とのパートナリング

コークス炉にお
ける石炭乾留ガ
ス改質利用

製
鉄
プ
ロ
セ
ス
で
の
石

炭
有
効
利
用

経済的成立性 運転コストの経済性確証

技術的成立性 反応炉の基本設計 反応炉形式の確立

実用化技術の確立 実証計画の立案
実用規模への拡大技

術

運転条件の確立 実証試験の実施

技術的成立性

経済的成立性

商用規模での連続運転

システムとしての経済性確
証

燃料電池との適合性 システムの最適化 ガス化炉システム設計

ガス炉の運転条件実
証

改質プロセス ガス改質プロセス確立

①無触媒石炭乾留ガス改質技術開発

②石炭液化協力事業

③国際石炭利用対策事業

④国際連携クリーンコール開発プロジ
ェクト

⑤クリーンコール技術開発
＇革新的CO2回収型石炭ガス化技術
開発（

⑥クリーンコール技術開発
＇燃料電池対応型石炭ガス化複合発
電最適化調査研究（

⑦クリーンコール技術開発
＇基礎研究等（

わが国の最新技術の海外への
普及可能性の把
展開支援

新規技術開発シーズ発掘のた
めの技術開発動向の把握

コークス炉の実ガスを用いる試
験装置により、実証試験装置設
計に必要なデータを取得

インドネシアでの商業化に向け
た人材育成と1t/dのプロセスサ

ポート装置の設置

CCS-EORの実証研究に向けた
調査等

ゼロエミッション石炭ガス化発電
の最適化モデル検討

燃料電池用ガス化炉
実証プラント試験

ゼロエミッション石炭火力の
フィジビリティースタディー

高効率IGCC等の先端基盤研
究

コークス炉より排出される乾留
ガスのクリーン燃料転換技術開

発

事業性評価＇FS（

インドネシア政府による商業プラ
ント実現プロジェクト支援
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石炭利用国際共同実証事業

No.24 石炭分野 MFTツリー 石炭利用国際共同実証事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

石
炭
分
野

出所：H20事前評価書

石炭ガス化
複合発電＇
IGCC（の実

現

石
炭
ガ
ス
化
発
電

C
O

2

回
収
・貯
留

技術的成立性 石炭ガス化プロ
セス

CCSとの統合

利用炭種の拡大

商用規模での連続運転

IGCCとしての発電効率
向上

発電プロセス

経済的成立性 発電手段として経済性担
保

技術的成立性 分離技術開発分離技術選定

貯留方法の選
定

貯留技術開発

貯留ポテンシャル評価

経済的成立性 トータルプロセスでの経
済性担保

CO2分離・
回収、地中
・海洋貯留
技術

ガス化エネルギー効率向
上

①酸素燃焼国際共
同実証事業

②高効率熱分解石
炭ガス化国際共
同実証事業

③革新的ゼロエミッ
ション石炭火力発
電国際共同事業

酸素燃焼によるCO2
回収および地中貯留

の実証

代替ガス等製造のプ
ロセス技術実証

改質プロセス ガス改質プロセス確立

豪州での酸素燃焼および
CO2輸送固定化実証試験

日豪共同代替天然ガス、メ
タノール等製造実証研究

豪クイーンズランド州
におけるIGCC建設プ

ロジェクトFS

日豪共同でのIGCC、CCS
実証事業



357

石炭利用技術振興費補助金

No.24 石炭分野 MFTツリー 石炭利用技術振興費補助金

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

石
炭
分
野

出所：H20事前評価書

①石炭部分水素化
熱分解技術に関す
る研究

②石炭灰有効利用
促進調査

③石炭ガス化スラグ
の有効利用の技
術開発調査

④高効率褐炭乾燥
システム研究

⑤低品位炭からのク
リーンメタン製造
技術研究

石炭ガス化
炉の
開発

石
炭
ガ
ス
化
に
よ
る
多
目

的
利
用

石炭部分水素化熱分解
プロセス技術確立

ガス化エネルギー
効率向上

ガス化炉の基本
性能確立

生成物の用途開発

スケールアップに必要な
技術要素データ取得

トータルシステムとして
の経済性検討

技術的成立性

経済的成立性

産出ガスの利用

商用規模での連続
運転

運転コスト経済性確
証

石炭灰実態調査

港湾埋立て、陸上盛土
利用のガイドライン作成

CO2固定化能力の高い
フラックス開発

石炭灰･ス
ラグの有効
利用

石
炭
燃
焼
廃
棄
物

有
効
利
用

利用用途開発 需要動向の把握

利用促進策の
推進

有望用途市場

利用用途の展
開

用途展開の促進

利用技術開発 有効利用技術開発

褐炭を乾燥するシステム
の調査・開発・基礎試験

ベンチスケール試験装置
の設計・政策

メタネーション技術の開
発

SNG高カロリー化技術
の研究

低品位炭の性
状改善

除去プロセス開発
褐炭改質技
術開発

低
品
位
炭
の

改
質
・有
効
利
用

含有水分の除去技
術

水分の除去

低
品
位
炭
の

改
質
・有
効
利
用

低品位炭＇褐
炭（のガス化
による多目的

利用

技術的成立性

ガス化炉の基本
設計

ガス化炉プラン
ト実用化

ガス化炉としての性
能確立

長時間運転の実証

経済的成立性 既存燃料に対す
る優位性

運転コストの経済性
確証

生成ガス変換技
術の確立

ガス改質プロセスの
確立
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石炭生産技術開発振興費補助金

No.24 石炭分野 MFTツリー 石炭生産技術開発振興費補助金

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

石
炭
分
野

出所：H20事前評価書

改質褐炭＇
UBC（技術に
よる低品位炭
利用拡大

低
品
位
炭
の

改
質
・有
効
利
用

低発熱量高水分性
の改質

技術的成立性

経済的な改質技術
の確立

経済的成立性

自然発火性の改質

燃料性能
の改善技術

燃料取扱い
の改善技術

①低品位炭改質技術

②未利用炭有用資源化
技術開発

低品位炭改質商用プラ
ントの製造技術確立

低品位炭ガス化炉の実
証試験による実用化技

術開発

低品位炭＇褐
炭（のガス化
による多目的

利用

技術的成立性
ガス化炉の基本

設計

ガス化炉プラン
ト実用化

ガス化炉としての性
能確立

長時間運転の実証

経済的成立性 既存燃料に対
する優位性

運転コストの経済性
確証

生成ガス変換技
術の確立

ガス改質プロセスの
確立

商用プラント設計に必
要な運転データ

解析

低品位炭の有効利用
を目的とした実証研究
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No.24 石炭分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

NEDO

交付金

石炭生産・利用技術振興

コ
ー
ク
ス
ガ
ス
資

源
化
技
術
利
用

コークス乾留ガスの資源
化による有効利用

プロジェクトの
アウトプット

民間企業
＇製鉄会社（

• 事業期間H7-H26

• H22年度予算案28

億円

出所：個別事業評価書など

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間団体等

①無触媒石炭乾留ガス改
質技術開発

②石炭液化協力事業

③国際石炭利用対策事業

④国際連携クリーンコール
開発プロジェクト

⑤クリーンコール技術開発
＇革新的CO2回収型石炭ガ
ス化技術開発（

⑥クリーンコール技術開発
＇燃料電池対応型石炭ガス
化複合発電最適化調査
研究（

⑦クリーンコール技術開発
＇基礎研究等（

わが国の最新技術の海外へ
の普及可能性の把展開支援

新規技術開発シーズ発掘の
ための技術開発動向の把握

実証試験装置設計に必要な
データを取得

インドネシアでの商業化に向
けた人材育成と1t/dのプロセ
スサポート装置の設置

CCS-EORの実証研究に向
けた調査等

ゼロエミッション石炭ガス化発
電の最適化モデル検討

燃料電池用ガス化炉
実証プラント試験

ゼロエミッション石炭火力の
フィジビリティースタディー

高効率IGCC等の先端基盤
研究

事業性評価＇FS（

インドネシア政府

国内民間企業

海外研究機関等

民間団体等

民間企業

インドネシアにおける石炭
液化プラント建設

アジア地域におけるモデ
ル事業の実現

海外研究機関とのCCT技
術の共同研究

クリーンコール技術の開
発促進

長期安定
的なエネ
ルギー源
の確保
石炭は電力
供給において
他の化石燃
料に比べて供
給安定性が
高く、経済性
に優れる

石炭の環
境性向上
二酸化炭素
の排出量の
大きさによる
環境面での制
約の改善

高品位石
炭需給の
逼迫

アジアの産炭
国における内
需拡大による
需給逼迫の
懸念

産
炭
国
に
お
け
る

未
利
用
石
炭
利

用
促
進

ア
ジ
ア
地
域
で
の

石
炭
利
用
環
境

性
向
上

C
C

T

技
術
の
向

上

石
炭
資
源
の
有
効

利
用

石
炭
液
化
技
術

利
用

C
C

T

技
術
の
普

及
開
始

2010年

2015年

2015年

2015年

2020年～

2020年



360

No.24 石炭分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

日豪酸素燃
焼実証事業
日本有限責
任事業組合

交付金

石炭利用国際共同
実証事業

低
品
位
炭
の
有
効
利
用

産炭国である豪州おける
クリーンコール技術確立

プロジェクトの
アウトプット

• 事業期間 H19-H28

• H22年度予算案8.7億円

出所：個別事業評価書

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間団体等

長期安定
的なエネ
ルギー源
の確保
石炭は電力
供給において
他の化石燃
料に比べて供
給安定性が
高く、経済性
に優れる

高品位石
炭需給の
逼迫

アジアの産炭
国における内
需拡大による
需給逼迫の
懸念

①酸素燃焼国際共同実証事
業

②高効率熱分解石炭ガス化
国際共同実証事業

③革新的ゼロエミッション石炭
火力発電国際共同事業

酸素燃焼によるCO2回収
および地中貯留の実証

代替ガス等製造のプロセ
ス技術実証

CCS、IGCC実証事業の
ための調査

豪州政府
日本企業

石炭生産技術開発振興費
補助金事業

①低品位炭改質技術

②未利用炭有用資源化技
術開発

低品位炭改質商用プラン
トの製造技術確立

低品位炭ガス化炉の実証
試験による実用化技術開

発

国

＇財（石炭エ
ネルギーセ
ンター

１／２補助

• 事業期間

• (S57-H21)

民間企業
＇神戸製鋼
等（

C
C

S

の
実
現
に
よ
る
石
炭

利
用
の
環
境
性
能
向
上

インドネシア等での日本技
術の利用

インドネシア政府
日本企業

CCSとの統合

将来的にCCSとの統合はCO2

削減の観点からほぼ必須
海外での石炭利用ついても、

CCSとの統合を視野に入れる
必要性があると考えられる

石炭の環
境性向上
二酸化炭素
の排出量の
大きさによる
環境面での制
約の改善

ク
リ
ー
ン
コ
ー
ル
技
術
の

適
用
開
始

2015年

2020年 2025年～
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No.24 石炭分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

２／３

補助

石炭利用技術振興費
補助金

石
炭
資
源
の
有
効
利
用

部分水素化熱分解技術に
よるガス化実現

プロジェクトの
アウトプット

• 事業期間

(H57-H25)

• H17~H20執行総
額30.8億円

• H21~H25予算総
額6.5億円

出所：個別事業評価書

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

長期安定
的なエネ
ルギー源
の確保
石炭は電力
供給において
他の化石燃
料に比べて供
給安定性が
高く、経済性
に優れる

石炭の環
境性向上
二酸化炭素
の排出量の
大きさによる
環境面での制
約の改善

高品位石
炭需給の
逼迫

アジアの産炭
国における内
需拡大による
需給逼迫の
懸念

民間企業等

①石炭部分水素化熱分解
技術に関する研究

②石炭灰有効利用促進調
査

③石炭ガス化スラグの有効
利用の技術開発調査

④高効率褐炭乾燥システム
研究

⑤低品位炭からのクリーン
メタン製造技術研究

石炭部分水素化熱分解プロ
セス技術確立

生成物の用途開発

スケールアップに必要な技術
要素データ取得

トータルシステムとしての経
済性検討

石炭灰実態調査

港湾埋立て、陸上盛土利用
のガイドライン作成

CO2固定化能力の高いフラッ
クス開発

褐炭を乾燥するシステムの調
査・開発・基礎試験

ベンチスケール試験装置の
設計・政策

メタネーション技術の開発

SNG高カロリー化技術の研
究

民間企業等

民間企業等

民間企業等

民間企業等

石炭灰利用の円滑な推進

石炭スラグ有効利用技術
の確立

高効率褐炭システム乾燥
システム技術確立

クリーンメタン製造技術確
立

石
炭
灰
の
有
効
利
用

の
継
続

石
炭
ス
ラ
グ
の
有
効
利
用

の
開
始

褐
炭
利
用
技
術
の
利

用

ガ
ス
化
技
術
に
よ
る
石
炭

の
ク
リ
ー
ン
利
用

CCSとの統合

米国ではCCSとの統
合がほぼ必須となって
いる

将来的に海外での技
術展開を見据えれば、
CCSとの統合を視野
に入れるべき

部
分
水
素
化
技
術
の
適
用

開
始

C
C

S

の
実
現
に
よ
る
石
炭

利
用
の
環
境
性
能
向
上

2015年

2015年

2015年

2020年
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No.24 石炭分野 ロジックツリー

トップダウン
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

ボトムアップ

事業＇PRJ（ 概要

技術＇国の事業（

＇Technology （

石
炭
分
野

長期安定
的なエネ
ルギー源
の確保
石炭は電力
供給において
他の化石燃
料に比べて供
給安定性が
高く、経済性
に優れる

１．わが国にお
ける革新的ク
リーンコールテ
クノロジーの開

発

ク
リ
ー
ン
・コ
ー
ル
技
術
の
開
発
・普
及

施策 目標

石炭の環
境性向上
二酸化炭素
の排出量の
大きさによる
環境面での制
約の改善

高品位石
炭需給の
逼迫

アジアの産炭
国における内
需拡大による
需給逼迫の
懸念

４．石炭利用
に関する情報
発信と人材育
成の強化

３．石炭の安
定供給の確保

出所：エネルギー基本計画、技術戦略マップ2009、クリーンコール部会報告書、NEDO基本計画、プロジェクト中間評価報告書等

２．わが国の
優れたクリー
ン・コールテク
ノロジーの海
外へ技術移転

明記されていないが関係があると考えられるもの本施策の事業として着手されていない課題

石
炭
生
産
・利
用
技
術
振
興

(H
1
5

-H
2
6

)

民間ニーズの動向
を踏まえ、更なる燃
焼効率向上による
CO2削減効果の拡
大、コークスr製造
時に発生する熱を
有効利用する技術

開発等

石
炭
利
用
技
術
振
興
費
補
助
金

(H
5
7

-H
2
5

)

石炭の利用拡大を
積極的に推進する
ため、環境に調和
した石炭利用技術＇
CCT（の技術開発
等を実現する

石炭部分水素化熱分解技術
に関する研究

石炭灰有効利用促進調査

石炭ガス化スラグの有効利
用の技術開発調査

高効率褐炭乾燥システム研
究

低品位炭からのクリーンメタ
ン製造技術研究

無触媒石炭乾留ガス改質技
術開発

石炭液化協力事業

国際石炭利用対策事業

国際連携クリーンコール開発
プロジェクト

クリーンコール技術開発
＇革新的CO2回収型石炭ガ

ス化技術開発（
クリーンコール技術開発

＇燃料電池対応型石炭ガス化
複合発電最適化調査研究（

クリーンコール技術開発
＇基礎研究等（

石炭ガス化複合発電
＇IGCC（の実現

石
炭
ガ
ス
化

発
電

石炭ガス化燃料電池
複合発電

＇IGFC（の実現

C
O

2

回
収
・貯

留

技術的成立性 石炭ガス化プロセス

CCSとの統合

利用炭種の拡大

商用規模での連続運転

IGCCとしての発電効率向上発電プロセス

経済的成立性 発電手段として経済性担保

技術的成立性 分離技術開発分離技術選定

貯留方法の選定 貯留技術開発

貯留ポテンシャル評価

経済的成立性 トータルプロセスでの経済性担保

CO2分離・回収、地
中・海洋貯留技術

ガス化エネルギー効率向上

石
炭
利
用
国
際
共

同
実
証
事
業

(H
1
9

-H
2
8

)

発電からCO2貯留
までのトータルシス
テムのFS、および
システム全体効率
の大幅な向上の研

究

酸素燃焼国際共同実証事業

高効率熱分解石炭ガス化国
際共同実証事業

革新的ゼロエミッション石炭
火力発電国際共同事業

石炭ガス化炉の
開発

石
炭
ガ
ス
化
に

よ
る
多
目
的

利
用

石炭部分水素化熱分解プロセス技術確
立ガス化エネルギー効率向上ガス化炉の基本性能確立

生成物の用途開発

スケールアップに必要な技術要素デー
タ取得

トータルシステムとしての経済性検討

技術的成立性

経済的成立性

産出ガスの利用

商用規模での連続運転

運転コスト経済性確証

技術的成立性

経済的成立性

商用規模での連続運転

代替燃料としての価格優位性

石炭液化プロセスの
開発

石
炭
の
液
化

燃
料
へ
の
転
換

国内技術の発展と活
用促進

国
内
ク
リ
ー
ン
・コ
ー

ル
技
術
の
開
発
・普
及

促
進

ニーズを知る CCTに関する市場ニーズ把握

海外の競合技術の開発状況把握最新の技術を知る

普及促進

開発促進

技術を広める
国内CCT技術の国際的認知を高め

る

パートナーを獲得する 資源国とのパートナリング

わが国の最新技術の海外への普及可
能性の把展開支援

新規技術開発シーズ発掘のための技
術開発動向の把握

コークス炉における
石炭乾留ガス改質利

用

製
鉄
プ
ロ
セ
ス

で
の
石
炭
有
効

利
用

経済的成立性 運転コストの経済性確証

技術的成立性 反応炉の基本設計 反応炉形式の確立

実用化技術の確立 実証計画の立案実用規模への拡大技術

運転条件の確立 実証試験の実施

石炭の安定供給確
保を積極的に推進
するため、石炭生
産技術の研究開発
および情報収集等
を実現する。

石
炭
生
産
技
術
開

発
振
興
費
補
助
金

事
業

(S
5

7
-H

2
3

)

改質褐炭＇UBC（技
術による低品位炭利

用拡大

低
品
位
炭
の

改
質
・有
効
利
用

低発熱量高水分性
の改質

技術的成立性

経済的な改質技術の確立経済的成立性

自然発火性の改質

燃料性能
の改善技術

燃料取扱い
の改善技術

低品位炭改質技術

未利用炭有用資源化技術開
発

低品位炭改質商用プラントの製造技術
確立

低品位炭ガス化炉の実証試験による実
用化技術開発

低品位炭＇褐炭（のガ
ス化による多目的利

用

技術的成立性 ガス化炉の基本設計

ガス化炉プラント実用化

ガス化炉としての性能確立

長時間運転の実証

経済的成立性 既存燃料に対する優位性 運転コストの経済性確証

生成ガス変換技術の確立 ガス改質プロセスの確立

インドネシアでの商業化に向けた人材
育成と1t/dのプロセスサポート装置の設

置

CCS-EORの実証研究に向けた調査等

ゼロエミッション石炭ガス化発電の最適
化モデル検討

技術的成立性

経済的成立性

商用規模での連続運転

システムとしての経済性確証

燃料電池との適合性 システムの最適化 ガス化炉システム設計

燃料電池用ガス化炉
実証プラント試験

ガス炉の運転条件実証

ゼロエミッション石炭火力の
フィジビリティースタディー

高効率IGCC等の先端基盤研究

石炭燃焼時発生微量物質の除去技術

酸素燃焼によるCO2回収および地中貯
留の実証

代替ガス等製造のプロセス技術実証

豪クイーンズランド州におけるIGCC建
設プロジェクトFS

改質プロセス ガス改質プロセス確立

石炭灰実態調査

港湾埋立て、陸上盛土利用のガイドラ
イン作成

CO2固定化能力の高いフラックス開発

石炭灰･スラグの有
効利用

石
炭
燃
焼
廃
棄

物
有
効
利
用

利用用途開発 需要動向の把握

利用促進策の推進

有望用途市場

利用用途の展開 用途展開の促進

利用技術開発 有効利用技術開発

褐炭を乾燥するシステムの調査・開発・
基礎試験

ベンチスケール試験装置の設計・政策

メタネーション技術の開発

SNG高カロリー化技術の研究

低品位炭の性状改善

除去プロセス開発褐炭改質技術開発

含有水分の除去技術水分の除去

コークス炉の実ガスを用いる試験装置
により、実証試験装置設計に必要なデ

ータを取得

事業性評価＇FS（

CCSとの統合

CCSとの統合

相
乗

相
乗
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No.24 石炭分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

事業名

ｱﾌﾟﾛｰﾁしている

課題

石炭利用国
際共同実証
事業

石炭部分水素化
熱分解技術に関
するに研究

• 代替ガス等の製造技術について、相補
効果が見込んで連携がなされていると
考えられるが、確認は必要か。＇異なる
ガス化炉であるがメタネーションプロセス
は共有も可能（

低品位炭からの
クリーンメタン製
造技術研究

代替ガス等製
造プロセス開

発
石炭利用技
術振興費補
助金

高効率熱分解石
炭ガス化国際共
同実証事業
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No.24 石炭分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

•主に石炭の多目的利用に開発されているガス化炉技術＇部分水
素化熱分解技術等（についても、CCSとの統合が研究課題となり
得る。

–SNG、アンモニア製造など多目的ガス化炉として世界で唯一商用運転
を行っているDakota Gasification＇米（ではガス化プロセスにて発生す
るCO2を回収し、EORとして利用している

–米国で計画されているガス化炉プロジェクトでは、CCSの適用が事実
上スタンダード化している。

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 対象の市場課題 ロジックツリーの分析結果および示唆

石炭ガス化
炉の開発

CCSとの統合

石炭ガス化
複合発電の
開発

CCSとの統合

商用規模での連続
運転

ガス化エネルギー
効率向上

•スケールアップと運転実績蓄積の支援、およびCCT有望市場で
ある米国、中国等の展開を視野に入れた施策が必要。

–欧米のガス化炉に比べ、国内技術はスケールアップ、運転実績におい
て遅れをとっているが、実証には多額の費用と期間がかかることから早
期実現に向けた国の支援のニーズは高い。

–豪州、インドネシアなど産炭国との関係を重視したCCTの実証プロジ
ェクトの成果に期待。

–さらに、SNGやIGCCの需要が大きい北米や中国市場における国内
技術の展開を視野に入れた施策にも注力していくことが必要ではない
か。

•油田が尐ない国内においてCCSを実現させるためにはEOR以
外の貯留方法の開発が求められる。

–CO2削減効果の極めて大きいCCT+CCS技術の早期実現に向けて
はCO2の貯留方法の早期選定と開発の必要性が高い。

低品位炭＇褐
炭（のガス化
による多目的

利用

CCSとの統合
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No.24 石炭分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析 [参考] 石炭ガス化プロジェクトにおけるCO2排出対応＇米国（

米国における新たな石炭ガス化プラント計画ではEnhanced Oil Recovery (EOR)によるCO2

活用がほぼ必須となっている模様。

Location In-service Product Gasifires CCS CO2 use

Southwestern

ND
? SNG Lugri Yes EOR

Southwestern

North Dakota
? SNG Lurgi Yes EOR

Saskatchewan

Canada
2013

Ammonia

Electric
GE Yes EOR

Saskatchewan

Canada
2013

Ammonia

Electric
GE Yes EOR

Southwestern

ND
? SNG Lugri Yes EOR

Beaumont

Texas
2011

Methanol

Ammonia
GE Yes EOR

St. James

Louisiana
2010

Methanol

Ammonia
GE Yes

Industry 
use?

Kentucky 2013 SNG E-GAS Yes ?

Henderson

Kentucky
2012

SNG

Electric
? Yes EOR

最近の石炭ガス化プロジェクトとCCS設置状況

• ほとんどのプロジ

ェクトにおいて

CCSとEORが採

用されている。

• 特にテキサス、ル

イジアナでは油田

が多数あり、EOR

の活用機会が多

い。

2006年以降に発表された新規石炭ガス化プラント

“The Gasification Technologies Council” ホームページより

Product

Volume

SNG
30

Bcf/Year

？

300MW

Ammonia

Electric
SNG？

？

50-70

Bcf/Year

?

720MW

Source

LugriLignite

Pet Coke

GELugri?

Pet Coke

Bituminous

Bituminous
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No.24 石炭分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析 [参考] 石炭ガス化技術の応用

石炭ガス化利用により多様な製品への展開が可能。また、ガス化技術を利用することで直接燃
焼に比べてCO2分離は比較的容易に行える。

石炭生産・輸送・ガス化 成分調整① シフト反応不純物除去 成分調整②合成プロセス 最終製品化 ＇用途（

石炭ガス化

脱硫・脱塵、

脱アルカリ、

タール処理、等

CO + H2O 

H2 + CO2

水素

アンモニア

メタノール

SNG*1

DME、その他

FTリキッド

電力 ＇IGCC（

各種合成技術

CO2回収

EOR*2など

CO2分離

ガス化炉 精製 シフト反応炉 CO2分離・回収 触媒合成

合成ガス

＇H2・CO・CO2・CH4 など（

*1: SNG ＇Substitute Natural Gas（、*2: EOR＇Enhanced Oil Recovery（
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No.24 石炭分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析 [参考] 米国における石炭ガス化のプロジェクト計画

Polygeneration of SNG

DE-AM26-99FT40465

米国では天然ガスの需要が逼迫しつつあり、石炭ガス化による代替天然ガスのプロジェクトが
多数計画されている。
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No.24 石炭分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析 [参考] 中国における石炭ガス化のプロジェクト計画

GE

Shell

中国では都市部で急増する天然ガス需要を担保するため、産業用途として需要の大きいアンモ
ニア、メタノール製造を石炭資源で賄うという動きがある。
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参考（技術戦略マップ2009 化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

ク
リ
ー
ン
コ
ー
ル
技
術
の

適
用
開
始

C
C

S

の
実
現
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参考（技術戦略マップ2009 化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用
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低品位鉱石・難処理鉱石に対応した革新的製錬プロセス技術の研究開発

No. 25 鉱物資源分野 MFTツリー 低品位鉱石・難処理鉱石に対応した革新的製錬プロセス技術の研究開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

鉱
物
資
源
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

①前処理プロセスの開発

②低エネルギー製錬プロ
セスの開発

③不純物分離・安定化プ
ロセスの開発

希尐資源
の高効率
・低エネ
ルギー消
費な確保

多様な希尐資源の
確保及びその製錬
処理の高効率・省エ

ネルギー化

未使用鉱石
の確保

未使用鉱石

製錬技術の
改善

前処理の改善

製錬処理の改善

後処理の改善
製錬副産物の分離・安定

化

製錬処理の省エネルギ
ー化

製錬処理の高効率化

前処理改善による
製錬品質の改善

難処理鉱石等の選鉱による製錬プ
ロセスの効率化

難処理鉱石等の製錬前処理による
製錬プロセスの効率化

非鉄製錬における新規貴金属回収
プロセスの開発

銅精鉱の浸出残渣処理プロセスの
開発

精鉱中の不用な元素等不純物を分
離・安定化する技術の確立

出所： 「イノベーションプログラム基本計画」
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希土類金属等回収技術研究開発事業費補助金

No. 25 鉱物資源分野 MFTツリー 希土類金属等回収技術研究開発事業費補助金

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

鉱
物
資
源
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

①レアアース等有用金
属のリサイクル技術の

開発

希尐資源の
高効率・低エ
ネルギー消
費な確保

使用済み希尐資源
の

回収技術の高効率・
省エネルギー化

レアメタル回
収技術の改

善

要素技術の開発
による改善

貴金属
回収技術の
改善

ベースメタル
回収技術の
改善

全体回収プロセ
スの再設計によ

る改善

新回収技術の開発による
効率化

全体回収プロセスの最適
化による効率化

新回収技術の開発による
省エネルギー化

全体回収プロセスの最適
化による省エネルギー化

新回収技術の開発による
低コスト化

ガラス研磨剤からのレアアース回
収プロセスの低コスト化

ガラス研磨剤からのレアアース回
収プロセスのエネルギー使用合理

化

出所： 「イノベーションプログラム基本計画」
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希尐金属等高効率回収システム開発

No. 25 鉱物資源分野 MFTツリー 希尐金属等高効率回収システム開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

鉱
物
資
源
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

①レアメタル回収技術の
省エネルギー・高効率化

希尐資源の
高効率・低エ
ネルギー消
費な確保

使用済み希尐資源
の回収技術の高効
率・省エネルギー化

レアメタル回
収技術の改

善

要素技術の開発
による改善

貴金属
回収技術の
改善

ベースメタル
回収技術の
改善

全体回収プロセ
スの再設計によ

る改善

新回収技術の開発による
効率化

全体回収プロセスの最適
化による効率化

新回収技術の開発による
省エネルギー化

全体回収プロセスの最適
化による省エネルギー化

新回収技術の開発による
低コスト化

廃小型電子・電気機器等からの
レアメタル回収技術の省エネルギ

ー・高効率化

廃超硬工具からのレアメタル回収
技術の省エネルギー・高効率化

出所： 「イノベーションプログラム基本計画」
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No. 25 鉱物資源分野 ロジックモデル 低品位鉱石・難処理鉱石に対応した革新的製錬プロセス技術の研究開発

プロジェクトの
アウトプットインプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

低品位鉱石・難処理鉱石に
対応した革新的製錬プロ
セス技術の研究開発

低品位鉱石・難処理鉱石
の利用可能化

金属メーカー
＇製錬事業（

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①前処理プロセスの開発

②低エネルギー製錬プロ
セスの開発

低品位鉱石・難処理鉱
石に対応した低エネル
ギー・高効率な製錬プロ

セス技術

補助金

③不純物分離・安定化プ
ロセスの開発

希
尐
資
源
の

高
効
率
・低
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
な
確
保

鉱
物
資
源
の
安
定
供
給

二
酸
化
炭
素
排
出
量
削
減

出所： 「イノベーションプログラム基本計画」など。時間軸についてはNEDOロードマップを参照

低品位鉱石・難処理鉱石
の利用に伴なうエネルギ

ーの合理化

＇事業期間H21~24

H22年度予算案2.0億円（

‟30年頃
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No. 25 鉱物資源分野 ロジックモデル 希土類金属等回収技術研究開発事業費補助金

プロジェクトの
アウトプットインプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

希土類金属等回収技術研
究開発事業費補助金

ガラス研磨剤からの省エ
ネルギーなレアアース回

収の可能化

金属メーカー
＇リサイクル事業（

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①レアアース等有用金属の
リサイクル技術の開発

ガラス研磨剤からのレ
アアース回収プロセス

技術

希
尐
資
源
の

高
効
率
・低
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
な
確
保

鉱
物
資
源
の
安
定
供
給

二
酸
化
炭
素
排
出
量
削
減

出所： 「イノベーションプログラム基本計画」など 。時間軸についてはNEDOロードマップを参照

補助金

＇事業期間H21~24

H22年度予算案2.0億円（

‟30年頃
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No. 25 鉱物資源分野 ロジックモデル 希尐金属等高効率回収システム開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

希尐金属等高効率回収シス
テム開発

廃小型電子・電気機器等
及び廃超硬工具からの
省エネルギーなレアアー

ス回収の可能化

プロジェクトの
アウトプット

金属メーカー
＇リサイクル事業（

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①レアメタル回収技術の省エ
ネルギー・高効率化

廃小型電子・電気機器
等及び廃超硬工具から
のレアメタル回収技術
及び全体回収プロセス

希
尐
資
源
の

高
効
率
・低
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
な
確
保

鉱
物
資
源
の
安
定
供
給

二
酸
化
炭
素
排
出
量
削
減

出所： 「イノベーションプログラム基本計画」など 。時間軸についてはNEDOロードマップを参照

補助金

＇事業期間H19~22

H22予算案2億円（

‟30年頃
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No. 25 鉱物資源分野 ロジックツリー

トップダウン ボトムアップ
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

鉱
物
資
源
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標施策

副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題出所： 「イノベーションプログラム基本計画」、経済産業省平成22年度事前評価書

鉱
物
資
源
の
安
定
供
給

二
酸
化
炭
素
排
出
量
削
減

地球温暖化に
向けた国際的
取り組みの
加速

二酸化炭素
排出量抑制
への取り組み
が加速

資源セキュリ
ティ確保が急

務

BRICS成長
に伴なう非鉄
金属等の希
尐資源の確
保が重要に

希尐資源の
高効率・低エ
ネルギー消
費な確保

低品位・難処理鉱石か
ら効率的に有価金属を
回収するための、製錬
前処理技術、高効率有
用金属回収技術、製錬
残渣や有害元素の安定
化技術の開発に取り組
む。

低品位鉱石・難
処理鉱石に対応
した革新的製錬
プロセス技術の
研究開発

H21～H24

今後、普及拡大が見込
まれる製品の製造工程
において排出されるレ
アアースを含む不要物
など技術的・経済的に
抽出が困難なレアアー
ス含有物について、レ
アアース等有用金属の
リサイクル技術の研究
開発を行う。２０年度補
正より事業開始。

希土類金属等回
収技術研究開発
事業費補助金

H21～H24

既存の製錬工程に比較
して､大幅にｴﾈﾙｷﾞｰ消
費量を削減できる湿式
製錬技術を活用し､廃
小型電子･電気機器､廃
超硬工具等に含有され
る希尐金属等を効率的
に回収するｼｽﾃﾑを開
発｡

希尐金属等高効
率回収システム

開発

H19～H22

難処理鉱石等の選鉱に
よる製錬プロセスの効率
化

難処理鉱石等の製錬前
処理による製錬プロセス
の効率化

非鉄製錬における新規
貴金属回収プロセスの開
発

銅精鉱の浸出残渣処理
プロセスの開発

精鉱中の不用な元素等
不純物を分離・安定化す
る技術の確立

ガラス研磨剤からのレア
アース回収プロセスの低
コスト化

ガラス研磨剤からのレア
アース回収プロセスのエ
ネルギー使用合理化

廃小型電子・電気機器等
からのレアメタル回収技
術の省エネルギー・高効
率化

廃超硬工具からのレアメ
タル回収技術の省エネ
ルギー・高効率化

多様な希尐資源の確保

及びその製錬処理の高効
率・省エネルギー化

使用済み希尐資源の

回収技術の高効率・省エネ
ルギー化

未使用鉱石の

確保

未使用鉱石

製錬技術の改善

前処理の改善

製錬処理の改善

後処理の改善
製錬副産物の分離・

安定化

製錬処理の省エネル
ギー化

製錬処理の高効率化

前処理改善による
製錬品質の改善

レアメタル回収技
術の改善

要素技術の開発による
改善

貴金属
回収技術の改善

ベースメタル
回収技術の改善

全体回収プロセスの再
設計による改善

新回収技術の開発に
よる効率化

全体回収プロセスの
最適化による効率化

新回収技術の開発に
よる省エネルギー化

全体回収プロセスの
最適化による省エネ

ルギー化

新回収技術の開発に
よる低コスト化

これまでの利用における主要たる資源であり、回収技術に関する高
効率化・省エネルギー化は、既に取り組まれてきていると認識

これまでの利用における主要たる資源であり、回収技術に関する高
効率化・省エネルギー化は、既に取り組まれてきていると認識
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No. 25 鉱物資源分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

• レアメタルの省エネルギー・高効率な回
収方法をテーマとしており、相補効果が
見込んで連携がなされていると考えられ
るが確認は必要か

事業名課題

希土類金属等回収技術研
究開発事業費補助金レアメタルの

省エネルギー・
高効率な
回収技術の
確立

希尐金属等高効率回収シ
ステム開発
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No. 25 鉱物資源分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析項目 分析・考察の視点 事業名 ロジックツリーの分析結果および示唆

• 環境省におけるリサイクル技術開発関連プロジェクトにおいて希尐資源の回収技術への
取り組み事例が存在しており、環境省との役割分担や残課題の引継ぎ等が行われている
かの確認が必要か

– 環境省は、平成15年度の次世代廃棄物処理技術基盤整備事業助成金のなかで、「プラズマデ
ィスプレイパネルのリサイクル技術開発」に取り組んでおり、ディスプレイパネル解体後の希尐
金属を回収するリサイクル技術を開発している

他省庁との比較

希尐資源の回
収技術の高効
率・省エネル
ギー化 環境省

次世代廃棄物処
理技術基盤整備
事業助成金

経済産業省

希土類金属等回
収技術研究開発
事業費補助金

• ベースメタル＇銅、鉛、亜鉛（や貴金属＇金、銀、白金（は、これまでの利用における主要た
る資源であり、回収技術に関する高効率化・省エネルギー化は、既に取り組まれてきてい
ると認識。

未着手領域の確認

貴金属
回収技術の改善

ベースメタル
回収技術の改善

希尐資源の回
収技術の高効
率・省エネル
ギー化

貴金属
回収技術の改善
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参考（NEDOロードマップ2009

希尐資源の代替・リサイクルの本格化は2030年頃からを想定の模様。
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No.26 電力基盤整備分野 MFTツリー 高効率ガスタービン実用化技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

電
力
基
盤
整
備
分
野

高効率ガスタービン実用化技術開発

研究テーマ技術体系

①1700℃級
ガスタービン技術開発

②高湿分空気利用
ガスタービン技術開発

(AHAT)

低熱伝導率遮熱コーティング

超耐熱材料の開発＇文科省分担（

低ＮＯｘ燃焼システム

高圧力比高性能圧縮機

高負荷・高性能ガスタービン

先進冷却技術の開発

高湿分翼冷却技術の開発

３ＭＷ級検証機を活用した検証

実用化技術総合試験

高湿分圧縮機

高湿分再生熱交換器

高湿分多缶燃焼器＇→低ＮＯｘ（

ＡＨＡＴ特性解析

火
力
発
電
に
お
け
る
発
電
効
率
向
上
と
低
排
ガ
ス
化

排
気
ガ
ス
低
減

統
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
向
上
技
術

温
暖
化
ガ
ス
低
減

熱力学的効率向上

流体力学的効率向
上

システム実現上の
課題解決

低排ガス性能向上

システム改良

水蒸気蒸発効果の活
用技術開発

熱流体の流れ状態の
最適化

高負荷耐久性の向上

システム成立性の

検証

システム性能の評価

低NOx性能向上

高耐熱材料の開発

冷却技術の開発

給気の圧縮比向上技
術

コンバインドサイクル
発電技術の

開発・実証

LNG火力の
効率向上等

出所：事業評価書

高遮熱材料の開発
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先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発費補助金

噴流床石炭ガス化発電プラント開発費補助金

ガス化炉設備の実証

ガス精製設備の実証

複合発電設備の実証

排熱回収ボイラの実証

ボイラ開発＇＋材料開発（

蒸気タービン開発＇＋材料開発（

高温弁の開発

①先進超々臨界圧
火力発電技術の開発

＇A-USC（

①IGCC実証

No.26 電力基盤整備分野 MFTツリー 先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発, 噴流床石炭ガス化発電プラント開発

施策＇Market（ 機能＇Function（

電
力
基
盤
整
備
分
野

研究テーマ技術体系

技術＇Technology（

排
気
ガ
ス
低
減

統
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
向
上
技
術

温
暖
化
ガ
ス
低
減

エ
ネ
ル
ギ
ー
源
多
様
化

熱力学的効率
向上

システム実現上の
課題解決

流体力学的効率
向上

低排ガス性能

向上

ガス化発電による
発電効率向上

石炭火力の
効率向上等

火力発電における

エネルギー源の

多様化

高効率蒸気ター
ビン＇石炭利用（

石炭資源の多様化

＇使用炭種の拡大（

ボイラ耐圧性能向上

タービン高耐熱材料の
開発

高耐熱性主蒸気弁の
開発

システム成立性の検証

システム性能の評価

熱流体の流れ状態の
最適化

高負荷耐久性の向上

低NOx性能向上

ガス化複合発電システ
ムの長期運転信頼性

の検証

低灰融点炭の活用

出所：事業評価書

高灰融点炭の活用
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No.26 電力基盤整備分野 MFTツリー 次世代送配電系最適制御技術実証事業,イットリウム系超電導電力機器技術開発

施策＇Market（ 機能＇Function（

電
力
基
盤
整
備
分
野

出所：事業評価書

次世代送配電系統最適制御技術実証事業費補助金

研究テーマ技術体系

①次世代送配電系統
最適制御技術の開

発

スマートインタフェース
仕様確定

技術＇Technology（

イットリウム系超電導電力機器技術開発

①イットリウム系
超電導電力機器
技術の開発

SMES

超電導電力ケーブル

超電導変圧器

需要家内機器
最適制御方式確立

電圧監視・制御機器
の開発

全体最適需給
運用・制御方式の

開発

需給制御と協調した
系統電圧制御方式

大
容
量
・高
効
率
送
電
技
術

大
容
量
・高
効
率

送
電
技
術
の
確
立

周波数安定化

電圧安定化

配電調整

余剰電力低減

供給調整

需要調整

需要調整

供給調整

電力ケーブルの
大容量化・
低損失化

供給調整
技術の確立

配電調整
技術の確立

電力ケーブルの
大容量化・
低損失化

変圧器の
コンパクト化・
低損失化

需要調整
技術の確立

送電機器の
大容量化・
低損失化

需要調整
技術の確立

周波数調整不足
対策技術開発

電圧上昇
対策技術開発

イットリウム系
超電導線材を

用いた超電導電力
機器の開発

需要調整

供給側の調整

系
統
安
定
化
技
術

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
大
量
導
入
に
よ
る
系
統
不
安
定
化
へ
の
対
策

需要側の調整

送電調整
送電調整
技術の確立



386

No.26 電力基盤整備分野 ロジックモデル 高効率ガスタービン実用化技術開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの

アウトプット

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
確
保
、
環
境
へ
の
適
合

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

高効率ガスタービン
実用化技術開発

火力発電における

発電効率向上と

低排ガス化

①1700℃級
ガスタービン技術開発

②高湿分空気利用
ガスタービン技術開発

＇AHAT)

電力会社

低熱伝導率遮熱コーティ
ング

超耐熱材料の開発＇文科
省分担（

低ＮＯｘ燃焼システム

高圧力比高性能圧縮機

高負荷・高性能ガスタービ
ン

先進冷却技術の開発

高湿分翼冷却技術の開
発

３ＭＷ級検証機を活用し
た検証

実用化技術総合試験

高湿分圧縮機

高湿分再生熱交換器

高湿分多缶燃焼器＇→低
ＮＯｘ（

ＡＨＡＴ特性解析

重電
メーカー

出所：事業評価書

エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
向
上
に
よ
る

化
石
燃
料
の
有
効
利
用

排
気
ガ
ス
低
減
の
実
現

国

民間団体等

補助

＇事業期間H16~23

H22年度予算案30.8億円（
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噴流床石炭ガス化
発電プラント開発費補助金

先進超々臨界圧
火力発電実用化

要素技術開発費補助金

No.26 電力基盤整備分野 ロジックモデル 先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発, 噴流床石炭ガス化発電プラント開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの

アウトプット

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

ガス化炉設備の実証

ガス精製設備の実証

複合発電設備の実証

排熱回収ボイラの実証

ボイラ開発
＇＋材料開発（

蒸気タービン開発
＇＋材料開発（

高温弁の開発

①先進超々臨界圧
火力発電技術の開発

＇A-USC（

①IGCC実証

火力発電における

発電効率向上と

低排ガス化

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
確
保
、
環
境
へ
の
適
合

火力発電における

エネルギー源の

多様化

電力会社

重電メーカー

エ
ネ
ル
ギ
ー
源
多
様
化

出所：事業評価書

エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
向
上
に
よ
る

化
石
燃
料
の
有
効
利
用

排
気
ガ
ス
低
減
の
実
現

＇事業期間H11~21

H16~H19総執行額199億円

H20 ~ H21総予算額28億円（

国

民間団体等

補助

国

民間団体等

補助

＇事業期間H20~28

H22年度予算案7.4億円（
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No.26 電力基盤整備分野 ロジックモデル 次世代送配電系最適制御技術実証事業,イットリウム系超電導電力機器技術開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの

アウトプット

イットリウム系超電導
電力機器技術開発

次世代送配電系
最適制御技術

実証事業費補助金

周波数安定化

大
容
量
・高
効
率
送
電
技
術
の
確
立

①次世代送配電系最適制御技術
の開発

スマートインタフェース
仕様確定

SMES

電力会社、
電力機器メーカー

電力会社、
電力機器メーカー

電力ケーブルの
大容量化・低損失化

送電機器の
大容量化・低損失

超電導電力ケーブル

超電導変圧器

電力会社、
電力機器メーカー

電力会社、
電力機器メーカー

需要家内機器
最適制御方式確立

電圧監視・制御機器
の開発

全体最適需給
運用・制御方式の

開発

需給制御と協調した
系統電圧制御方式

系
統
安
定
化
技
術
の
確
立

配電における

電圧安定化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

送
電
ロ
ス
低
減

電
力
の
安
定
的
供
給
及
び
環
境
へ
の
適
合

出所：事業評価書

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
時
に
向
け
た

系
統
安
定
化
対
策
の
実
現

①イットリウム系
超電導電力機器技術の開発

送電における

電圧安定化

国

民間団体等

補助

＇事業期間H22~24

H22~H24総予算額11億円（

＇事業期間H20~24

H22年度予算案29億円（

国

民間団体等

委託

NEDO

交付
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No.26 電力基盤整備分野 ロジックツリー

電
力
基
盤
整
備
分
野

電
力
の
安
定
的
供
給

地球温暖化に
向けた国際的
取り組みの
加速

二酸化炭素
排出量抑制
への取り組み
が加速

大気環境負
荷軽減への
要求

窒素炭化物、
粒子状物質
の排出低減
は依然として
強く求められ
ている状況

再生可能
エネルギー
大量導入

太陽光発電を
2020年までに

20倍に

エネルギー
セキュリティ
確保が急務

世界的な需要
増による石油
資源の逼迫、
価格高騰、
石油資源の
中東地域へ
の依存

イットリウム系超電導
電力機器技術開発
＇H20~H24（

低コスト、大容量の電力供給が期待できる
ｲｯﾄﾘｳﾑ系線材を用いた超電導電力貯蔵
装置＇ＳＭＥＳ（,超電導ｹｰﾌﾞﾙ、超電導変
圧器の実用化を見通す重要な技術を開発
する。

SMES

超電導変圧器

超電導ケーブル

２０２０年太陽光発電２８００万kwの導入目
標と系統安定化を両立するために、大規模
電源から家庭までの送配電の全体制御・協
調による高信頼度・高品質の低炭素電力
供給システムの構築が必要であり、本事業
では太陽光発電の大量導入時の課題＇①
周波数調整不足、②電圧上昇（を軽減する
ため、各々の対策の開発や検証等を行う。

次世代送配電系
最適制御技術

実証事業費補助金

＇H22~H24（

スマートインタフェース仕様確定

電圧監視・制御機器の開発

全体最適需給運用・制御方式の開発

需給制御と強調した系統電圧制御方式

需要家内機器最適制御方式確立

事業＇PRJ（事業目標 概要

ガス化炉設備の実証

環境に調和した石炭の有効利用を図るた
め､既存の石炭発電技術＇微粉炭火力技
術（に比べ､飛躍的な熱効率の向上が期待
できる石炭ｶﾞｽ化複合発電技術の実証試
験を実施｡

噴流床石炭ガス化
発電プラント開発費

補助金

＇H11~H21（

•No.24「クリーン・コール技術分野」＇石炭生産・利用技術振興（「高効率IGCC等の先端基盤研究」でもIGCC実証に
向けた取り組みを実施

ガス精製設備の実証

複合発電設備の実証

排熱回収ボイラの実証

２０２０年以降増大する経年石炭火力発電
のリプレース需要に対応するため、従来型
石炭火力発電の熱効率の飛躍的な熱効
率の向上が期待できる先進超々臨界圧火
力発電技術＇A-USC)の開発を実施する。

先進超々臨界圧
火力発電実用化
要素技術開発費

補助金
＇H20~H28（

ボイラ開発＇＋材料開発（

蒸気タービン開発＇＋材料開発（

高温弁の開発

省エネルギー及びCO2削減の観点から電
力産業用高効率ガスタービンの実用化を
目指し、大容量機の高効率化のために１７
００℃級ガスタービンの実用化に必要な先
端要素技術を適用した各要素モジュール
の検証等を実施する。22年度は、高負荷・
高性能タービン開発のための高圧燃焼試
験及び高温翼列試験ならびに高圧力比・
高性能圧縮機開発に係る試験を実施する
。また、小中容量機の高効率化のために
有望とされている高湿分空気利用ガスタ
ービンの実用化に必要な多段軸流圧縮機
、多缶燃焼器等の開発を行うとともにシス
テムの信頼性等の検証を実施する。22年
度は、２１年度までの試験を継続して行う
のに加え、実用化技術総合試験実施に必
要な装置を製作する。

高効率ガスタービン
実用化技術開発

＇H16~H23（

低熱伝導率遮熱コーティング

超耐熱材料の開発＇文科省分担（

低ＮＯｘ燃焼システム

高圧力比高性能圧縮機

高負荷・高性能ガスタービン

先進冷却技術の開発

高湿分翼冷却技術の開発

３ＭＷ級検証機を活用した検証

実用化技術総合試験

高湿分圧縮機

高湿分再生熱交換器

高湿分多缶燃焼器＇→低ＮＯｘ（

ＡＨＡＴ特性解析

系
統
安
定
化
対
策

再生可能エネルギー
大量導入による

系統不安定化への対
策

供給調整

需要調整

配電調整

需要調整

発電プラントからの
排気ガスを低減する
ことによる環境負荷の

低減

発電効率の向上によ
るエネルギー効率の

向上

水蒸気蒸発効果の活用技術開発

需要調整技術の確立

需要調整技術の確立

周波数安定化

電圧安定化＇配電網電圧上昇対策（

余剰電力低減

大
容
量
・高
効
率
送
電
技
術

大容量・高効率
送電技術の確立

電力ケーブルの大容量化・低損失化

送電機器の大容量化・低損失

電力ケーブルの大容量化・低損失化

変圧器のコンパクト化・低損失化

供給調整技術の確立

配電調整技術の確立

需要調整

熱力学的効率向上

流体力学的効率向上

石炭火力の効率向上等 熱力学的効率向上

熱流体の流れ状態の最適化

高負荷耐久性の向上

システム実現上の課題解決 システム成立性の検証

システム性能の評価

低排ガス性能向上 低NOx性能向上

ボイラ耐圧性能向上

タービン高耐熱材料の開発

高耐熱性主蒸気弁の開発

システム実現上の課題解決 システム成立性の検証

システム性能の評価

高耐熱材料の開発

冷却技術の開発

給気の圧縮比向上技術

流体力学的効率向上 熱流体の流れ状態の最適化

高負荷耐久性の向上

低排ガス性能向上 低NOx性能向上

1
7
0
0
℃

級G
T

A
H

A
T

A
-U

S
C

IG
C

C

ボトムアップ
技術＇国の事業（

＇Technology （

トップダウン
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

施策 目標 事業＇PRJ（事業目標 概要

出所：エネルギー基本計画、事前評価書 副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題

発電効率の向上の結
果、使用燃料量を低減
することによる排出温
暖化ガスの低減 システム改良 コンバインドサイクル発電技術の開発・実証

ガス化発電による発電効率向上 ガス化複合発電システムの長期運転信頼性の検証

LNG火力の効率向上等

エ
ネ
ル
ギ
ー
源
多
様
化

発電プラントにおける
燃料を多様化すること
によるエネルギー源の

多様化
火力発電における

エネルギー源の

多様化

エネルギー源の
多様化による化石
燃料の安定供給

確保

排
気
ガ
ス
低
減

統
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
向
上
技
術

火力発電における

発電効率向上と

低排ガス化

温
暖
化
ガ
ス
低
減

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
的
供
給
確
保
、

環
境
へ
の
適
合

エネルギー効率
向上による

化石燃料の有効
利用

排出温暖化ガス
低減及び

排気ガス低減

系統送配電・運用
技術の高度化

高遮熱材料の開発

供給調整

石炭資源の多様化
＇使用炭種の拡大（

低灰融点炭の活用

供給側の調整

需要側の調整

高灰融点炭の活用

送電調整 送電調整技術の確立

•コンバインドサイクル発電技術は既に普及しており新たな事業の企画は不要であると認識

•余剰電力低減に向けた取り組みとして、本事業ではないが新エネルギー対策課の他事業で取り組んでいる「蓄電」
以外に、「出力規制」、「新規需要創出」が考え得るが、これについては、現在「次世代送配電ネットワーク研究会」で
検討中であり、その結果を踏まえ新たな技術課題を考慮すべき
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No.26 電力基盤整備分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

電力基盤整備分野
噴流床石炭ガス化
発電プラント開発

石炭課
「クリーン・コール技術分野
」「高効率IGCC等の先端

基盤研究」

• 電力基盤整備課、石炭課共にIGCCの

実用化をテーマとしており、電力基盤整
備課では空気吹き型IGCC、石炭課では
酸素吹き型IGCCが対象技術となってい

る点で役割分担が図られていると認識し
ているが、情報共有がなされているか等
の確認は必要か

エネルギーの
高効率・

クリーン利用
技術開発

事業名

ｱﾌﾟﾛｰﾁしている

課題

高効率ガスタービン
実用化技術開発

＇1700℃ガスタービン（

噴流床石炭ガス化
発電プラント開発

(IGCC)

• 高効率ガスタービンをIGCC発電プラント

に適用することで、相乗効果が得られる
と考えられる。「噴流床石炭ガス化発電
プラント開発」のアウトプットと高効率化
ガスタービンとの整合性が担保されてい
るかの確認は必要か

エネルギーの
高効率・

クリーン利用
技術開発
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No.26 電力基盤整備分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

分析項目

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 ロジックツリーの分析結果および示唆対象の市場課題

本施策の事業で直接的にカバーされていない課題

• コンバインドサイクル発電技術は既に普及しており新たな事業の企画は不要であると認識
高効率

ガスタービン
＇LNG利用（

コンバインドサイクル
発電

• 高効率蒸気タービン＇A-USC（については、既存火力発電設備の低NOx機能が活用可能
なため、低NOx化は課題とする必要がないと認識
※IGCCは新規設備であり、既存火力発電所の低NOx化設備が活用できないため、
低NOx化検討が事業に含まれている

高効率
蒸気タービン
＇石炭利用（

低NOx性能向上

• 高効率蒸気タービン＇A-USC（についても、高効率ガスタービンと同様に、システム成立性
の検証やシステム性能の評価等、システム実現上の課題解決を図る必要があるのではな
いか＇要確認（

システム実現上の
課題解決

IGCC要素技術開発

• 天然ガス資源については低品位資源の活用は課題になってはいないと認識
火力発電における
エネルギー源の多

様化
低品位ガスの活用

• IGCCの要素技術開発は株式会社クリーンコールパワー研究所により1996年までに完了
しており、新たな事業の企画は不要であると認識
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No.26 電力基盤整備分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

分析項目

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 ロジックツリーの分析結果および示唆対象の市場課題

余剰電力低減

出力抑制
新規需要創出

本施策の事業で直接的にカバーされていない課題* 出所：資源エネルギー庁「新エネルギーの大量導入に伴なう影響とその対応策について」＇平成20年9月8日（

蓄電

• 余剰電力低減に向けた取り組みとして、本事業ではないが新エネルギー対策課の他事業
＇注1（で取り組んでいる「蓄電」以外に、「出力規制」、「新規需要創出」が考え得るが、これ
については、現在「次世代送配電ネットワーク研究会」で検討中であり、その結果を踏まえ
新たな技術課題を考慮すべき

＇注1（

• 蓄電複合システム化技術開発＇H22～26（

• 大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証研究＇H18～22（

• 次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発＇系統連系円滑化蓄電システム技術開発（＇H18～22（

• 風力発電電力系統安定化等技術開発＇H15～22（
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No.26 電力基盤整備分野 参考（施策の全体像＇27 省エネルギーの推進（

出所：事前評価書
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No.26 電力基盤整備分野 参考（ロジックモデル＇27 省エネルギーの推進（

出所：事前評価書
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No.26 電力基盤整備分野 参考（施策の全体像＇26 エネルギー源の多様化・エネルギーの高度利用（

出所：事前評価書
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No.26 電力基盤整備分野 参考（ロジックモデル＇26 エネルギー源の多様化・エネルギーの高度利用（

出所：事前評価書
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No.26 電力基盤整備分野 参考（施策の全体像＇28 原子力の推進・電力基盤の高度化（

出所：事前評価書



398

No.26 電力基盤整備分野 参考（ロジックモデル＇28 原子力の推進・電力基盤の高度化（

出所：事前評価書
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全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発補助金事業

No.27 原子力政策分野 MFTツリー 全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発補助金事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①安全設計及び安全評価
原子炉が適正
に制御できる

こと

ウラン燃料と
同等の

安全性確保

原
子
力
政
策
分
野

核特性の違い
の考慮

出所： H22事前評価書、平成20年7月プロジェクト評価＇中間（報告書

Pu同位体組成変動
による核特性パラメ

ータの考慮

フ
ルM

O
X

炉
技
術
の
実
現

軽
水
炉
の
高
度
化
利
用

②原子炉設備の開発

大間原子力発電所
建設に必要な主要
要素技術の開発

MOX燃料装荷によ
る核特性パラメータ

変化の考慮

制御材の反応度価
値低下の考慮

被ばく評価における
Pu核分裂収率の違

いの考慮

大容量逃がし安全
弁の開発試験

インターナルポンプ
システム性能向上
技術開発試験

燃料検査装置開発
試験

高性能原子炉停止
システム開発試験

MOX燃料装荷によ
る核特性の変化の

評価

フルMOXプラ
ントに必要な
主要技術開発

放射線影響の
違いの考慮

炉心の停止余
裕が確保され

ること

公衆被ばく評
価に影響しな

いこと

必要な要素技
術が開発され

ること

制御材の反応度価
値低下の評価

被ばく評価における
核分裂収率の評価
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次世代軽水炉等技術開発補助金事業

No.27 原子力政策分野 MFTツリー 次世代軽水炉等技術開発補助金事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

原
子
力
政
策
分
野

出所：H22事前評価書

次
世
代
軽
水
炉
の
開
発

軽
水
炉
の
安
全
性
・信
頼
性
・経
済
性
向
上

①濃縮度5wt%超燃料を
用いた原子炉系の技術
開発

候補材料の基礎特
性把握試験等

②免震技術による標準化
プラントの技術開発

③構造部材の開発と炉内
環境の最適化のための
技術開発

④斬新な建設技術の適用
のための技術開発

⑤安全システムの最適化
のための技術開発

⑥プラントデジタル化技術
の適用のための技術開
発

候補材の選定及び
長期環境試験等

メンテナンス時の
被ばく線量の大幅低減

建設工期の大幅低減
円筒部試験、基礎
特性把握試験およ
び大規模試験等

確率論的安全性評
価および安全シス
テム開発試験等

全体システム概念
検討、システム

設計

炉心溶融確率
の低減

安全性・信頼
性の向上

炉心安全の向
上

経済性の向上

イニシャルコス
トの低減

ランニングコス
トの低減

建設費用の低
減

メンテナンスコ
ストの低減

設計・製造費
用の低減

燃料利用率の
向上

設備利用率の
向上

設計寿命の延
伸

環境性の向上 廃棄物の減尐 放射性廃棄物
減尐

プラント信頼性
向上

計画外停止の
減尐

作業員被ばく
量低減

被ばく量低減

稼働率と安全性を同時に
向上

免震装置の基礎特
性把握試験、大規
模免震建屋試験等

使用済燃料の大幅削減

世界最高の稼働率実現

免震技術の採用による
立地条件によらない
標準化プラントの実現

プラント設計寿命
80年の実現

世界最高水準の安全性・経
済性の同時実現

濃縮度5wt%超燃
料の利用

希尐材料の
調達力維持

製造技術基盤
の確立

材料調達・加
工技術

機器設計・製
造技術

コア部材加工
技術確立

重要機器設計
技術確立
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革新的実用原子力技術開発費補助金事業

No.27 原子力政策分野 MFTツリー 革新的実用原子力技術開発費補助金事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

国際協力

原
子
力
政
策
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

原子力の平和
利用推進

出所： H22事前評価書

革
新
的
実
用
原
子
力
技
術
開
発
支
援

わ
が
国
の
原
子
力
利
用
技
術
の
高
度
化
と
国
際
展
開 基盤技術

新興経済国へ
の原子力拡大

研究プロジェク
ト振興

大学研究者の
確保

大学等での研究
活動の活性化支

援

中小型原子炉の
技術開発支援

大学等の原子力研究
開発人材育成支援

②基盤技術支援

革新的原子炉
＇第4世代炉（の
技術開発支援

GIF等の国際
協力枞組みへ
の貢献

＇核不拡散の
遵守、

原子炉安全
性・信頼性の
向上（

国際連携を想定した
研究開発の支援 ①国際協力支援
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発電用新型炉等技術開発委託費

No.27 原子力政策分野 MFTツリー 発電用新型炉等技術開発委託費

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

最適プラント出
力規模決定

技術的成立性

原
子
力
政
策
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの

プラントの全体
システム設計

出所： H22事前評価書

プラント規模の比較
検討、革新技術の

検証

高
速
増
殖
炉
の
実
証
炉
開
発

高
速
増
殖
炉
サ
イ
ク
ル
技
術
の
確
立

実証炉の出力規模等
の暫定、革新技術の採

否判断

基本的なシス
テム構成決定

②実証炉の格納容器設
計

③実証炉の耐震評価技
術開発

④高温材料設計技術開
発

⑤プラント保守技術開発

実プラント技術の成立
性、適用可能性の試験

データ取得

格納容器の各種材
料評価試験、構造
の具体設計

格納容器の各種材
料試験、構造設計

実規模の部材製造
技術、LBB評価な
どの指針策定

実プラントにて必要
となる保守、検査技

術の開発

経済的成立性

要素技術の確
立

機器・構造物
の機能･性能

評価

プラント構造物
の材料評価

運転中の保守
・検査技術

設計・建設費
用の低減

イニシャルコス
ト

ランニングコス
ト

O＆Mコストの
低減

保守・検査技術の確立

⑥高クロム鋼製大型構造
物試験

高クロム鋼製大型
構造物の製作性や
組立性に関する試

験

高クロム鋼の材料強度
基準、高温構造設計指
針の整備のための試

験データ取得

①実証プラントの概念設
計
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戦略的原子力技術利用高度化推進費補助金

No.27 原子力政策分野 MFTツリー 戦略的原子力技術利用高度化推進費補助金

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

希尐材料の
調達力維持

製造技術基盤
の確立

原
子
力
政
策
分
野

材料調達・加
工技術

出所： 個別事業要求説明書＇H21.12（

実用化に必要な大規
模確証試験の実施等
費用の一部補助

①希尐コア部材等開発費
用の一部補助

機器設計・製
造技術

コア部材加工
技術確立

重要機器設計
技術確立

次
世
代
軽
水
炉
の
開
発

軽
水
炉
の
安
全
性
・信
頼
性
・経
済
性
向
上
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No.27 原子力政策分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

電源開発株
式会社

１／２補助

全炉心混合酸化物燃料
原子炉施設技術開発補助

金事業

プロジェクトの
アウトプット

電力事業者

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①安全設計及び安全評
価

②原子炉設備の開発 大間原子力発電所建設に必
要な主要要素技術の開発

MOX燃料装荷による核特性
の変化の評価

制御材の反応度価値低下の
評価

被ばく評価における核分裂
収率の評価

立地評価における被ばく評
価の要否の評価

核設計手法の検証

フ
ルM

O
X

プ
ラ
ン
ト
の
運

転
開
始

フルMOX-BWRの建設

2
0
3
0

年
以
後
も
総
発
電
電
力
量
の

3
0
~

4
0
%

程
度
以
上
の
割
合
を
原
子

力
発
電
が
担
う

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
需
給
バ
ラ
ン

ス
の
適
正
化

2030年頃

2015年頃

• 事業期間H8~H23

• H22年度予算案
23.8億円
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No.27 原子力政策分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

新型炉実用化に必要な大
規模確証試験

民間企業等

国

民間団体等

１／２

一部定額

補助

次世代軽水炉等技術開発
補助金事業

①濃縮度5wt%超燃料を
用いた原子炉系の技術
開発

②免震技術による標準化
プラントの技術開発

③構造部材の開発と炉内
環境の最適化のための
技術開発

④斬新な建設技術の適用
のための技術開発

⑤安全システムの最適化
のための技術開発

⑥プラントデジタル化技術
の適用のための技術開
発

使用済み燃料の大幅削減

世界最高の稼働率実現

プラント寿命80年の実現

メンテナンス時の
被ばく線量の大幅低減

建設工期の大幅低減

免震技術の採用による立
地条件によらない標準化プ

ラントの実現

世界最高水準の安全性・経
済性の同時実現

稼働率と安全性を
同時に向上

民間企業等

経済的解体技術確立

解体物運搬・埋設
技術向上

廃炉技術の標準化

被ばく線量の管理
技術確立

クリアランスレベルの
明確化

リサイクル利用技術確立

民間企業等

 廃炉の技術確立は、より発電規模が大き
く更なる安全性・経済性を確立した新規原
子力発電プラントへの立替を促進する上
で必須となる

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト

：必要な要因・阻害要因コア部材製造要件の
クリア

2
0
3
0

年
以
後
も
総
発
電
電
力

量
の3

0
~

4
0
%

程
度
以
上
の

割
合
を
原
子
力
発
電
が
担

う

安
全
審
査
等
プ
ラ
ン
ト

建
設
要
件
の
確
立

2015年まで

次世代軽水炉プラン
トの詳細設計化

商
用
炉
建
設
ベ
ー
ス

で
の
導
入

建
設
に
向
け
た

希
尐
な
コ
ア
部
材
等
製
造

次
世
代
炉
の
新
規
建
設

廃炉の経済性・安全
性の更なる向上

計
画
的
な
廃
炉
の
実

現

ス
ク
ラ
ッ
プ
ア
ン
ド
ビ

ル
ド
の
促
進

2030年頃

2020年頃 2025年頃

2025年頃2020年頃

• 事業期間
H20~H27

• H22年度予算案
19.4億円

戦略的原子力技術利用
高度化推進費補助金

①希尐コア部材等開発費
用の一部補助

• 事業期間H21~H23

• H22年度予算案

16.3億円

国

民間団体等

２／３

一部定額

補助
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No.27 原子力政策分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

大学・研究機
関、民間団
体等

革新的実用原子力技術開
発費補助金事業

原子力研究開発活動
の振興

プロジェクトの
アウトプット

• 事業期間H12~H22

＇見直し（

• H22年度予算案2.6

億円

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

②基盤技術支援
大学での研究活動の

活性化支援

中小型原子炉の技術
開発支援

大学、研究機関等
定額補助

①国際協力支援
革新的原子炉＇第4世
代炉（の技術開発支援

原
子
力
発
電
の
経
済
性
・信

頼
性
等
の
向
上

2
0
3
0

年
以
後
も
総
発
電
電
力
量
の

3
0
~

4
0
%

程
度
以
上
の
割
合
を
原
子
力

発
電
が
担
う

わ
が
国
の
原
子
力
利
用
技

術
の
高
度
化
と
国
際
展
開

2030年頃
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No.27 原子力政策分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

委託

発電用新型炉等技術開発
委託事業

プロジェクトの
アウトプット

• 事業期間H19~H22

• H19~H20執行総額
76.06億円

• H22年度予算案
56.0億円

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間団体等
①プラント出力規模、革新
技術の採用など実証プ
ラントの概念設計

実証炉の出力規模等の暫
定、革新技術の採否判断

②実証炉の格納容器設
計

③実証炉の耐震評価技
術開発

④高温材料設計技術開
発

⑤プラント保守技術開発

実プラント技術の成立性、
適用可能性の試験データ

取得

保守・検査技術の確立

⑥高クロム鋼製大型構造
物試験

高クロム鋼の材料強度基
準、高温構造設計指針の
整備のための試験データ

取得

実証炉の概念設計へ反
映できる技術的根拠

の取得

実
証
炉
の
実
現

高
速
炉
サ
イ
ク
ル
の
実
現
に
よ
る
ウ
ラ
ン

資
源
の
利
用
効
率
の
飛
躍
的
向
上

商
業
ベ
ー
ス
で
の
導
入

2050年頃2025年頃



409

No.27 原子力政策分野 ロジックツリー

トップダウン ボトムアップ

出所：エネルギー基本計画、技術戦略マップ2009、原子力立国計画、原子力大綱、プロジェクト中間評価報告書、個別事業評価書

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

原
子
力
政
策
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

エネルギーの
長期安定確

保
国際的にエネ
ルギー需給が
逼迫する中で
の資源小国で
ある日本の長
期的なエネル
ギー安定確保
が課題

ウラン資源の
逼迫

中国などの原
子力発電活
動の進展によ
る需要増大

施策

地球温暖化
対策

エネルギーに
係る地球温暖
化対策の国
際的責務

海外次世代炉開発状況
• WH＇AP-1000（：NRCのDC取得済み第三世代次世代炉。設計の簡素化、パッシブ安全系による動
的機器削減により大幅な経済性向上を実現

• AREVA＇US-EPR（；フランス、フィンランドで建設中の第三世代炉。炉心設計最適化でウラン使用量
の7%削減、オンラインメンテナンスによる95％以上の利用率達成による経済性向上を実現

海外での高速増殖炉開発状況
フランス：原型炉25万kW(Phenix)2009年停止予定、第4世代原子炉のプロト
タイプを2020年に運転開始計画中
・ロシア：原型炉60万kW(BN-600)運転中、実証炉BN-800の建設を再開
・インド：原型炉50万kW(PFBR)建設中、2020-2030年頃にFBRを商用化、
2050年頃には200GWe程度を目指している
・米国：2014年頃にナトリウム冷却高速炉の先進燃焼試験炉を、2023年頃に
商用の燃焼炉を運転開始の計画

原子力発電の
新・増設、リプ
レース投資の

実現

わが国原子力
産業の国際展
開支援

現
行
水
準
以
上
の

原
子
力
発
電
比
率
の
維
持

高
速
炉
増
殖
炉

サ
イ
ク
ル
の
実
現 高速増殖炉サ

イクルの早期
実用化

次世代軽水炉の
開発

軽
水
炉
の
安
全
性
・信

頼
性
・経
済
性
向
上

国際協力

革新的実用原子
力技術開発支援

わ
が
国
の
原
子
力
利

用
技
術
の
高
度
化
と

国
際
展
開

基盤技術 大学研究者の確保

技術的成立性 プラントの全体システム
設計

高速増殖炉の実
証炉開発

高
速
増
殖
炉
サ
イ
ク
ル
技
術
の

確
立

経済的成立性

要素技術の確立

資本コスト低減

運転コスト低減

研究プロジェクト振興

最適プラント出力規模決定

基本的なシステム構成決定

機器・構造物の機能
･性能評価

プラント構造物の材料評価

運転中の保守・検査技術

設計・建設費用の低減

O＆Mコストの低減

次世代軽水炉等技術
開発補助金事業

H20~H27

2030年前後に見込まれる大
規模な代替炉建設需要に対
応するため、安全性、経済性
、信頼性等に優れ、世界標準
を獲得し得る次世代軽水炉
の技術開発を行う

革新的原子炉
＇第4世代炉（の技術開発支援

大学等での研究活動の活性
化支援

中小型原子炉の技術開発支
援

発電用新型炉等技術
開発委託事業

H19~H22

実証炉の出力規模等の暫定、
革新技術の採否判断

実プラント技術の成立性、適
用可能性の試験データ取得

高クロム鋼の材料強度基準、
高温構造設計指針の整備の
ための試験データ取得

保守・検査技術の確立

革新的実用原子力技
術開発費補助金事業

H12~H22

第４世代原子力システムに関
する国際フォーラム＇ＧＩＦ（や
国際原子力エネルギーパート
ナーシップ＇ＧＮＥＰ（等の国際
協力枞組みにおける国際連
携や我が国の原子力利用技
術の国際的展開を図るため
の研究開発が提案されてい
る技術分野、及び近年希薄
化が懸念される原子力を支え
る基盤技術分野について産
業界の参画やニーズ提示の
もと各分野の目的に沿った革
新的技術開発を推進する

高速増殖実証炉の概念検討
を実施｡また､設計･建設段階
において必要となる実ﾌﾟﾗﾝﾄ
技術として､格納容器設計技
術､耐震性向上技術､高温材
料設計技術､保守･補修技術
、大型構造物製作技術の試
験等を実施

相
乗

核燃料サイク
ルの着実な実

現

ウラン燃料と同等の
安全性確保

核特性の違いの考慮

フルMOX炉技術
の実現

軽
水
炉
の
高
度

化
利
用

フルMOXプラントに必
要な主要技術開発

放射線影響の
違いの考慮

原子炉が適正に制御
できること

炉心の停止余裕が
確保されること

公衆被ばく評価に
影響しないこと

必要な要素技術が
開発されること

全炉心混合酸化物燃
料原子炉施設技術開
発補助金事業

H8~H23

大間原子力発電所建設に必
要な主要要素技術の開発

MOX燃料装荷による核特性
の変化の評価

制御材の反応度価値低下の
評価

被ばく評価における核分裂収
率の評価

既存の原子力発電所に比べ
約3倍のﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑを利用する
ことができる全炉心混合酸化
物燃料原子炉の開発に必要
な要素技術開発を行い、実機
ﾌﾟﾗﾝﾄで特性確認を行い､技
術の確立を図る

軽
水
炉
サ
イ
ク
ル
の
実

現

メンテナンス時の
被ばく線量の大幅低減

建設工期の大幅低減

炉心溶融確率の低減

安全性・信頼性の向上

炉心安全の向上

経済性の向上

イニシャルコストの低減

ランニングコストの低減

建設費用の低減

メンテナンスコストの低減

設計・製造費用の低減

燃料利用率の向上

設備利用率の向上

設計寿命の延長

環境性の向上 廃棄物の減尐 放射性廃棄物減尐

プラント信頼性向上 計画外停止の減尐

作業員被ばく量低減被ばく量低減

稼働率と安全性を同時に向上

使用済燃料の大幅削減

世界最高の稼働率実現

立地条件によらない免震標準
化プラントの実現

プラント設計寿命80年の実現

世界最高水準の安全性・経済
性の同時実現

原子力の平和利用推進

新興経済国への原子力
拡大

GIF等の国際協力枞組みへの
貢献＇核不拡散の遵守、 原
子炉安全性・信頼性向上（

希尐材料の
調達力維持

製造技術基盤の確立

材料調達・加工技術 実用化に必要な大規模確証試
験の実施等費用の

一部補助

機器設計・製造技術

コア部材加工技術確立

重要機器設計技術確立

戦略的原子力技術利
用高度化

推進費補助金
H２１~H2３

我が国原子力産業の持続的
発展に必要な枢要原子力技
術の実用化に必要な研究開
発を支援

相
補

廃炉技術の確立

既
存
発
電
所
の
廃
炉

経済性の向上 経済的な廃炉技術 経済的解体技術

廃炉工事の安全性確保
解体物運搬・埋設技術

安全性の確保

公衆の安全性確保

廃炉技術の標準化

被ばく線量の管理技術

クリアランスレベルの明確化環境性の向上 埋設廃棄物低減

リサイクル利用技術確立
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No.27 原子力政策分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

次世代炉におけるフルMOX炉心適用

• 次世代軽水炉が2030年以降の軽水炉リ

プレース用途を想定した場合において、
MOX炉心への対応が必要と考えられる
が、ABWRフルMOX炉心設計の次世代
炉への活用が可能ではないか。

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

濃縮度５％超の高燃焼
度燃料を用いた
炉心開発

次世代軽水炉等技術開
発補助金事業

全炉心混合酸化物原子
炉施設技術開発補助金

事業

MOX燃料装荷による
核特性の変化の評価

次世代原子炉開発におけるコア部材・機
器等の開発

• コア部材・機器の枢要技術開発の支援
内容の検討は「次世代軽水炉等技術開
発補助金事業」の検討と相補的に行うこ
とが有効と考えられる。

次世代軽水炉等技術開
発補助金事業

建設工期の大幅低減

プラント設計寿命80年
の実現

実用化に必要な大規
模確証試験の実施等
費用の一部補助

戦略的原子力技術利用
高度化推進事業
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• 国内2030年以降のリプレースにおける電力市場のあり姿などの課題対応も考慮
することが有益ではないか。

–人口減尐による電力需要の低成長下における適切なプラント規模の設定

–再生可能エネルギーとの協調＇負荷変動への対応など（

–多様な立地点への対応＇安全性向上による需要地近傍への立地など（

No.27 原子力政策分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 事業名 ロジックツリーの分析結果および示唆

• 海外市場におけるターゲットを明確にし、海外メーカーによる第3世代軽水炉に対
する競争優位性を明らかにするべきではないか。

– WH、AREVAなどは、成長市場である米国や新興国での建設需要をターゲットに、
必要となるプラント出力、安全性向上、経済性向上を図った次世代炉を開発済み。

– 180万kW級大型出力、免震構造、80年寿命などの独自設計に関して、海外市場に
おけるニーズ、競争優位性について明らかにすべきではないか。

• 開発の効率化を目指して高速炉の開発を進める他国との連携は適切に取られて
いる。

–米国・仏国との国際研究開発協力を推進しており、国際協力や国際標準化などが図
られている＇プラント安全評価の標準化、大型試験施設の相互利用など（。

次世代軽水炉等技術開発
補助金事業

H20~H27

発電用新型炉等技術開発委
託事業

H19~H22

• わが国原子力産業の国際競争力向上に向けた戦略目標を具体的にした上で、
必要な育成支援策を検討すべきではないか。

–韓国は2010年1月に「原子力発電輸出産業化戦略」を策定し、2030年までに80基の
原発を輸出し、米、仏に続く20％の世界シェアを獲得する目標を打ち立てた。

–約5,000ウォン＇約404億円（を投じ、国産プラントの経済性、安全性向上のための
R&Dと、人材育成を官民共同で実施する。

戦略的原子力技術利用
高度化推進事業

H21~H23

出所：各種二次情報等を参照

• 2030年頃のリプレースに向けて、安全性・経済性を確保した廃炉技術の更なる高度化が
有効ではないか。

– 国内新規建設のほとんどがスクラップアンドビルドによるものとなることから、廃炉技術の効率
化を目指した更なる高度化を目指すことが有益。

廃炉技術開発推進事業
＇新規事業名仮称（
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プルサーマル燃料再処理確証技術開発委託費

使用済燃料再処理事業高度化補助金

高レベル廃棄物の
ガラス固化処理高度化
＇直接通電加熱方式（

No.28 原子力立地・核燃料サイクル分野 MFTツリー 使用済燃料再処理事業高度化補助金、プルサーマル燃料再処理確証技術開発委託費

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

新型溶融炉の開発

研究テーマ技術体系

②新型ガラス素材に適した溶
融炉の開発

白金族元素を含む
より多くの放射性廃

液の固溶

ガラスの性状
の改善

①より多くの白金族元素等を
溶融できる新型ガラス素材
の開発

現行形式の溶融炉
運転経験の反映

③現行方式の溶融炉の安定
性向上の研究

運転経験の把握
溶融炉の運転安定性

の向上

白金族元素の堆積による
能力低下の改善と処理能

力向上

再処理能力
向上

安全性向上

設備の処理
能力向上

長期安定性

設備の信頼性
向上

処理容量
増大

処理効率
増大

設備の
稼働率向上

ガラス固化体
の安定性向上

原
子
力
立
地
・核
燃
料
サ
イ
ク
ル
分
野

再
処
理

再
処
理
技
術
の
高
度
化

廃棄物の
減量

廃棄物容積
の減量

安全性、安定
性の確保

①使用済みMOX燃料の再処
理に係る技術課題の整理

使用済みMOX燃料特有の
技術的課題の試験・調査

処理特性変化
の検証

再処理燃料種
の多様化
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高速炉再処理回収ウラン等除染開発委託費

高速炉サイクルと軽水炉MOX
サイクルとの並存

No.28 原子力立地・核燃料サイクル分野 MFTツリー 高速炉再処理回収ウラン等除染開発委託費

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

高線量回収ウラン等の
既存軽水炉への活用
に有望な除染技術選定

回収ウラン、Pu
の除染

＇FP,MAの除去（

①除染技術の調査・基礎試験
による有望技術の候補検
討

次世代再処理技術
の開発

②軽水炉サイクルから高速炉
サイクルへの移行シナリオ
の策定

③プルトニウム、ウラン等のマ
スバランス検討

④再処理技術、運転経験の
伝承のための体系化、知
的所有権の整理

高速増殖炉サイク
ル導入＇2050年ご
ろ（までの長期計画

高速炉再処理回収ウラン
等活用の前提条件確証

技術的
成立性確保

回収ウラン等
の除染

原
子
力
立
地
・核
燃
料
サ
イ
ク
ル
分
野

再
処
理
ウ
ラ
ン

高
速
炉
サ
イ
ク
ル
移
行
期
で
の

ウ
ラ
ン
等
資
源
安
定
供
給 サイクルの

成立性確保

マスフローバ
ランスの
成立性

経済的
成立性

マスフローの
整合・妥当性

経済性
の評価
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遠心法ウラン濃縮事業推進費補助金

国際的に比肩しうる経済性と
性能を有する新型遠心分離機

の開発

No.28 原子力立地・核燃料サイクル分野 MFTツリー 遠心法ウラン濃縮事業推進費補助金

遠心分離機の
機械的強度の確

保

①試験片による物性試験
とモデル機での設計妥
当性試験

機器性能を高めた
システム設計

新型遠心分離機に必要
な材料、機器設計

分離性能の確保 ④単機による分離性能試
験

遠心分離機の
UF6

耐候性の確保

②試験片による物性試験
＇加速度試験（

設計妥当性の
確保

③実機流通試験

⑤カスケード試験による
分離性能試験

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

材料開発

材料開発

国際的競争力
のある経済性

確保

ランニングコス
ト

イニシャルコ
スト

設備コスト低減

性能向上 単機での分離
性能向上

カスケードでの
分離性能向上

長寿命化
機械的強度
向上

材料耐久性
向上

原
子
力
立
地
・核
燃
料
サ
イ
ク
ル
分
野

濃
縮

新
型
遠
心
分
離
機
の
開
発
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回収ウラン利用技術開発委託費

再処理工場での回収ウラン
再濃縮による再利用技術開発

No.28 原子力立地・核燃料サイクル分野 MFTツリー 回収ウラン利用技術開発委託費

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

回収ウランの
再濃縮プロセス確立

劣化ウランの
酸化固形化プロセス確

立

酸化固形化技
術確立

劣化ウランを
効率的に利用

UF6ガスの
固体化

回収ウランを
効率的に利用

濃縮における
回収ウラン取

扱い

回収ウランの
濃縮技術

原
子
力
立
地
・核
燃
料
サ
イ
ク
ル
分
野

回収ウランの
必要処理量
＇ニーズ把握（

再転換容量
の拡充検討

再
転
換

国
内
再
転
換
施
設
の
拡
充

回
収
ウ
ラ
ン

回
収
ウ
ラ
ン
の
有
効
利
用

①回収ウランを利用する上で
の前提条件把握

②採用可能な技術の調査お
よび既存施設への影響把
握

③転換プロセス概念の検討お
よび不純物核種の挙動把
握および除染程度の評価

④新型遠心分離機における
内面への不純物の付着お
よび放射線劣化等の評価

再濃縮に必要な
転換プロセスの検討

利用可能な技術の
選定

回収ウラン濃縮用商用
遠心分離機の開発

回収ウラン有効利用
の前提条件の把握

転換における
回収ウラン取り

扱い

回収ウランの
転換技術

技術的
成立性確保

経済的
成立性確保

回収利用
コスト評価

回収ウラン利用の
前提条件の把握

劣化ウランの
必要処理量
＇ニーズ把握（

副次的な課題
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MOX燃料加工事業推進補助金プロジェクト

MOX加工工場で採用する各種
技術の適合性確証、
運転条件確立

No.28 原子力立地・核燃料サイクル分野 MFTツリー MOX燃料加工事業推進補助金プロジェクト

原
子
力
立
地
・核
燃
料
サ
イ
ク
ル
分
野

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①粉末混合設備確証試験

②プレス成型設備確証試験

MOX粉末、UO2粉末
の特性基本データ取得

模擬粉末を用いた要素
試験、実規模のダイ潤

滑プレス試験

燃料粉末の適合性確認
＇燃料品質の担保（

燃料ペレット製造
プロセスの確立

遠隔ペレット加
工技術

安全性確保
製造時の
被曝安全性

品質確保
ペレットの
品質確保

ペレット

③ペレット研削設備確証試験遠隔研削盤の試作およ
び遠隔操作の確証

④グローブボックス耐震性確
証試験

⑤燃料集合体組立て設備確
証試験

グローブボックスの耐
震試験

燃料集合体の遠隔組
立ての精度確証

⑥燃料集合体検査設備確証
試験

遠隔自動検査設備の
試作、試験

吸引式粉末気流輸送シ
ステムの評価

MIMASプロセス
によるMOX粉末の
燃料適合性

安定した品質のペ
レット作成

スクラップ粉末の
安全な輸送

遠隔による研削
作業の実現

地震時のグローブ
ボックスの閉じ込め

能力

燃料組立て装置の
詳細設計

検査装置の
詳細設計

燃料集合体の製造
プロセスの確立

燃料集合体の検査
プロセスの確立

遠隔操作
による製造
プロセス確立

遠隔燃料集合
体製造技術

遠隔燃料検査
技術

燃料集合体
の品質確保

燃料集合体

プ
ル
サ
ー
マ
ル

国
内M

O
X

加
工
工
場
の
技
術
確
証

経済性確保

加工プロセス
コスト削減

製品収率
の向上

設備設計の
最適化

ランニング
コスト

イニシャル
コスト

加工設備の
コスト削減

加工速度
の向上
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No.28 原子力立地・核燃料サイクル分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

国

日本原燃

１／２補助

使用済燃料再処理事業
高度化事業

再
処
理
工
場
の

安
定
的
な
操
業

新型溶融炉による
安定的なガラス固化処理

の実施
日本原燃

国

JAEA

委託

高速炉再処理
回収ウラン等除染開発事業

有望技術による実機
開発の立上げ

第二再処理工場
計画主体

②新型ガラス素材に適し
た溶融炉の開発

①より多くの白金族元素
等を溶融できる新型ガラ
ス素材の開発

①除染技術の調査・基礎
試験による有望技術の
候補検討

②軽水炉サイクルから高
速炉サイクルへの移行
シナリオの策定

③プルトニウム、ウラン等
のマスバランス検討

④再処理技術、運転経験
の伝承のための体系化
、知的所有権の整理

高
レ
ベ
ル
廃
棄
物
の

減
量

高
速
炉
回
収
ウ
ラ
ン
等

の
有
効
利
用
技
術
確

立

軽
水
炉
サ
イ
ク
ル
か
ら

高
速
炉
サ
イ
ク
ル
へ
の

合
理
的
な
移
行

③現行方式の溶融炉の安
全性向上の研究

軽
水
炉
核
燃
料
サ
イ
ク

ル
の
実
現

溶融炉の運転安定性
の向上

白金族元素の堆積による
能力低下の改善と処理能

力向上

高線量回収ウラン等の
既存軽水炉への活用
に有望な除染技術選定

高速炉再処理回収ウラン
等活用の前提条件確証

高
速
増
殖
炉
サ
イ
ク
ル

の
実
現

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プルサーマル燃料再処理確
証技術開発委託費

第二再処理工場
計画主体

使用済みMOX燃料特有の
技術的課題の試験・調査

①使用済みMOX燃料の
再処理に係る技術課題
の整理

MOX燃料再処理技術開
発の立上げ

M
O

X

燃
料
の
再
処

理
技
術
確
立

国

民間企業
等

M
O

X

燃
料
の
再
処

理
施
設
の
実
現

事業期間：H21-H23

事業期間：H22-

事業期間：H19-27
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No.28 原子力立地・核燃料サイクル分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

国

日本原燃

１／２補助

遠心法ウラン
濃縮技術開発事業

軽
水
炉
核
燃
料
サ
イ
ク
ル

の
実
現

国
際
的
に
自
立
し
た

安
定
的
な
燃
料
の
調
達

国産新型遠心分離機
による燃料製造

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

日本原燃
①試験片による物性試験
とモデル機での設計妥
当性試験

④単機による分離性能試
験

②試験片による物性試験
＇加速度試験（

③実機流通試験

⑤カスケード試験による
分離性能試験

回収ウラン利用技術
開発事業

燃
料
資
源
の
有
効

利
用

民間企業

民間企業

経
済
的
な
燃
料
の
調
達

軽
水
炉
の
長
期
的

燃
料
確
保

国

三菱マテリ
アル

委託

機器性能を高めた
システム設計

新型遠心分離機に必要
な材料、機器設計

回収ウランの
再濃縮プロセス確立

劣化ウランの
酸化固形化プロセス確立

回収ウラン利用の
前提条件の把握

①回収ウランを利用する上で
の前提条件把握

②採用可能な技術の調査お
よび既存施設への影響把
握

③転換プロセス概念の検討お
よび不純物核種の挙動把
握および除染程度の評価

④新型遠心分離機における
内面への不純物の付着お
よび放射線劣化等の評価

劣化ウランの酸化
固形化による有効利用

回収ウランの再濃縮
による有効利用

事業期間：H14-H21

事業期間：H21-H22
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No.28 原子力立地・核燃料サイクル分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

日本原燃

MOX燃料加工事業推進
補助金プロジェクト

軽
水
炉
核
燃
料
サ
イ
ク
ル

の
実
現

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の

有
効
活
用

（プ
ル
サ
ー
マ
ル
の
実
現
）

MOX燃料加工工場の
操業

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

プロジェクトの
アウトプット

日本原燃

核
燃
料
廃
棄
物
の
減
量

①粉末混合設備確証試験

②プレス成型設備確証試
験

③ペレット研削設備確証
試験

④グローブボックス耐震
性確証試験

⑤燃料集合体組立て設備
確証試験

⑥燃料集合体検査設備確
証試験

燃料粉末の適合性確認
＇燃料品質の担保（

燃料ペレット製造
プロセスの確立

燃料集合体の製造
プロセスの確立

燃料集合体の検査
プロセスの確立

１／２補助
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No.28 原子力立地・核燃料サイクル分野 ロジックツリー

トップダウン
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

ボトムアップ
技術＇国の事業（

＇Technology （

将来的な課題
副次的な課題

原
子
力
立
地
・核
燃
料
サ
イ
ク
ル
分
野

新型遠心分離機
の開発

国内使用済
燃料の有効
利用

核燃料をリサ
イクル利用す
ることで長期
にわたってエ
ネルギーを確
保する

ウラン資源の
逼迫

中国などの原
子力発電活
動の進展によ
る需要増大

濃
縮

再
転
換

再
処
理
ウ
ラ
ン

再
処
理

国内ウラン濃
縮技術の確立

回収ウランの
有効活用

回収プルトニ
ウムの

有効活用

軽
水
炉
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
の
実
現

プ
ル
サ
ー
マ
ル

高
速
炉
増
殖
炉

サ
イ
ク
ル
の
実
現

軽水炉サイク
ルから高速炉
サイクルへの
合理的な移行

国内再転換施設
の拡充

再処理技術の高度化

国内MOX加工工場
の技術確証

高速炉サイクル移行
期でのウラン等資源

安定供給

事業＇PRJ（事業目標 概要施策 目標

遠心法ウラン濃縮事業推進
費補助金

(H14~H21)

世界最高水準の性
能を有する新型遠
心分離機を開発

溶融炉の運転安定性の
向上

白金族元素の堆積によ
る能力低下の改善と処

理能力向上

機器性能を高めたシス
テム設計

新型遠心分離機に必要
な材料、機器設計

高線量回収ウラン等の
既存軽水炉への活用に
必要な除染技術選定

使用済燃料再処理事業高度
化補助金

＇H21~H23（

高速炉再処理回収ウラン等
除染開発委託費

＇H19~H27（

より高品質なガラス
固化体を製造可能
なガラス固化技術

の開発

高速炉サイクルの
回収ウラン等を既
存軽水炉燃料に利
用可能とする除染
技術の開発

MOX燃料加工事業推進補助
金プロジェクト

＇H11~H19（

MOX加工工場で採
用する各種技術の
適合性確証、運転

条件確立

燃料粉末の適合性＇燃
料品質の担保（

燃料ペレット製造
プロセスの確立

燃料集合体の製造プロ
セスの確立

燃料集合体の検査プロ
セスの確立

経済性確保

ランニングコスト

イニシャルコスト 設備コスト低減

性能向上 単機での分離能力向上

カスケードでの分離性能
向上

長寿命化 機械的強度向上

材料耐久性向上

遠隔ペレット加工技術安全性確保 製造時の被曝安全性

品質確保 ペレットの品質確保ペレット

遠隔操作による製造
プロセス確立

遠隔燃料集合体製造技術

遠隔燃料検査技術

燃料集合体の品質確保燃料集合体

経済性確保

加工プロセスコスト削減 加工収率の向上

設備設計の最適化

ランニングコスト

イニシャルコスト 加工設備のコスト削減

加工速度の向上

回収ウランの必要処理量
＇ニーズ把握（

再転換容量
の拡充検討

劣化ウランの
必要処理量＇ニーズ把握（

高速炉再処理回収ウラ
ン等活用の前提条件確

証

技術的成立性確保 回収ウラン等の除染

サイクルの成立性確保
マスフローバランスの

成立性

経済的成立性

マスフローの
整合・妥当性

経済性の評価

•高速増殖炉サイクルの研究開発方針について＇文部科学省（にて高
速増殖炉サイクルの基礎検討を実施

回収ウランの

有効利用
回収ウラン利用技術

開発委託費

＇H20~H25（

再処理工場での回
収ウランの再濃縮

回収ウランの
再濃縮プロセス確立

劣化ウランの
酸化固形化プロセス確

立

回収ウランを
効率的に利用

濃縮における回収ウラン
取扱い

回収ウランの
濃縮技術

転換における回収ウラン
取り扱い

回収ウランの
転換技術

技術的成立性確保

経済的成立性確保
回収利用
コスト評価

回収ウラン利用の前提
条件の把握

酸化固形化技術確立
劣化ウランを
効率的に利用

UF6ガスの固体化

回
収
ウ
ラ
ン

再処理能力向上

安全性向上

設備の処理能力向上

長期安定性

設備の稼働率向上
設備の信頼性

向上

処理容量増大

処理効率増大

ガラス固化体の安定性向
上

廃棄物の減量廃棄物容積の減量

再処理燃料の多様化 安全性、安定性の確保

プルサーマル燃料再処理確
証技術開発委託費

＇H22~H25（

使用済みMOX燃
料の再処理に係る
技術課題の整理

使用済みMOX燃料特
有の技術的課題の試験

・調査

処理特性変化の検証
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No.28 原子力立地・核燃料サイクル分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

特筆すべき事項は見当たらず。



423

No.28 原子力立地・核燃料サイクル分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 対象の市場課題 ロジックツリーの分析結果および示唆

高速炉サイク
ル回収ウラン
の有効活用

マスフローの
整合・妥当性

新型遠心分
離機の開発

設備コスト低減

•新型遠心分離機の開発は国内濃縮ウランの供給安定性や核燃
料サイクルの自主性向上の観点もあることから費用対効果の評
価は困難であるものの、特に静止部品等のコストは目標を超過し
ていることから、更なる改善が必要とし、引き続き検討が必要とし
ている＇プロジェクト評価＇中間（報告書（。

•マスフローの整合･妥当性の検討については、文部科学省の「高
速増殖炉サイクルの研究開発方針」において実施されている燃
料サイクルの基礎検討と協調が取られていることが必要。＇高速
炉回収ウラン利用は基礎研究でもあり実施主体のあり方検討も
含め（
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地層処分技術等調査等委託費事業

高レベル放射性廃棄物処分技術

No.29 放射性廃棄物処理処分野 MFTツリー 地層処分技術等調査等委託費事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

地上からの地質環境調査に係
る技術基盤の確立

岩盤中物質移行特性評価技
術高度化調査

放
射
性
廃
棄
物
処
理
処
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業要求説明書、プロジェクト評価＇中間（報告書

地
層
処
分
技
術
の
開
発

地
層
処
分
の
実
現

安全性確立

長期的に廃棄
物が漏出しな

い

地質の安定性
確証

長期的な安全
性が検証でき

る

人工バリアの
安定性確証

人工バリア等の定置技術や長
期健全評価等の工学技術

安全評価技術等の高度化開
発

地下水年代測定技術調査

ボーリング技術高度化調査

海底地下水湧出探査技術高
度化調査

塩淡境界面形状把握調査

遠隔操作技術高度化調査

性能評価技術高度化＇バリア
総合調査（

人工バリア材料照射影響評
価

地球科学バリア有効性確証
調査

塩水環境下処分技術調査＇
バリア機能総合調査（

人工バリア長期性能確証試
験

人工バリア・天然バリアガス
移行挙動評価

ヨウ素固定化技術調査

地層処分共通技術

高レベル放射性廃
棄物処分技術

TRU処分技術

TRU廃棄物処分技術

TRU廃棄物固有核種の閉じ込
め技術開発

人工バリア材料の長期評価技
術開発

安全性の評価
手段確立

地質環境評価技術高度化調
査

物理探査技術信頼性確証試
験

バリアシステム核種移行評
価高度化調査

人工バリア特性体系化調査

バリアシステム放射線影響
評価

地下自然環境要因影響調査

放射化金属廃棄物炭素移行
評価技術調査

モニタリング機器技術高度化
調査

旧テーマ構造＇H18年まで（
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地層処分技術調査等委託費事業

高レベル放射性廃棄物処分技術

No.29 放射性廃棄物処理処分野 MFTツリー 地層処分技術等調査等委託費事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

地上からの地質環境調査に係
る技術基盤の確立

放
射
性
廃
棄
物
処
理
処
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業要求説明書、プロジェクト評価＇中間（報告書

地
層
処
分
技
術
の
開
発

地
層
処
分
の
実
現

安全性確立

長期的に廃棄
物が漏出しな

い

地質の安定性
確証

長期的な安全
性が検証でき

る

人工バリアの
安定性確証

人工バリア等の定置技術や長
期健全評価等の工学技術

安全評価技術等の高度化開
発

①ボーリング技術高度化開
発

②岩盤中地下水移行評価技
術高度化開発

③地質環境総合評価技術高
度化開発

④沿岸域塩淡境界・断層評
価技術高度化開発

⑤先進的地層処分概念・性
能評価技術高度化開発

⑥処分システム化学影響評
価高度化開発

⑦処分システム工学要素技
術高度化開発

⑧地下坑道施工技術高度化
開発

⑨人工バリア長期性能評価
技術開発

⑩ヨウ素・炭素処理・処分技
術高度化開発

⑪硝酸塩処理・処分技術高
度化開発

地層処分共通技術

高レベル放射性廃
棄物処分関係

TRU廃棄物処分技
術

TRU廃棄物処分技術

TRU廃棄物固有核種の閉じ込
め技術開発

人工バリア材料の長期評価技
術開発

安全性の評価
手段確立

新テーマ構造＇H19年から（
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ウラン廃棄物共通技術調査等委託費事業

No.29 放射性廃棄物処理処分野 MFTツリー 管理型処分技術調査事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①除染技術開発試験
除染困難な廃棄物を対象
にクリアランスレベルを達
成する除染技術開発

放
射
性
廃
棄
物
処
理
処
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの
出所：個別事業要求説明書、プロジェクト評価＇中間（報告書、技術評価委員会資料

フッ素化除染プロセ
ス設計

廃棄物の線量
低減

廃棄物からの
ウランの除去

除染手法確立

②品質保証高度化

③ラドン挙動調査

測定が困難な廃棄物中の
微量ウラン濃度測定システ

ムの構築

ウラン廃棄物による
ラドンの被曝線量評価のた

めのデータ構築

光中性子法
微量ウラン濃度測
定装置設計

廃棄物ラドン逸散
割合、土壌拡散係
数のデータ測定

アルカリ融解除染
プロセス設計

廃棄物処分の
安全性向上

処分後のウラ
ン子核種拡散
リスク低減

評価手法確立

ラドンの拡散
評価

地下空洞型処分施設性能確証試験事業

①施設の建設・施工技術
に係る試験

施工技術、施工方法の実
施工への適用性確認

実規模地下空洞型
処分施設施工

安全性確立

②施設の核種閉じ込めに
係る初期性能の確認試
験

③施工後における施設性
能に係る観測と評価

施工後の施設の力学安定
性、核種閉じ込めに係る初

期性能の実証
模擬廃棄体の定置

処分施設の周辺岩盤の力
学的安定性、地下水挙動

の評価

長期的に廃棄
物が漏出しな

い

地質の安定性
確証

長期的な安全
性が検証でき

る

人工バリアの
安定性確証

安全性の評価
手法確立

施工技術確立 実施工ができ
ること

廃
棄
物
の
放
射
線
量
低
減
、
お
よ
び
拡
散
リ
ス

ク
評
価
技
術
の
開
発

余
裕
深
度
処
分
技
術
（深
さ5

0
~

1
0
0
m

程
度
）の
開
発

余
裕
深
度
処
分
の
実
現
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放射性廃棄物共通技術調査等委託費事業

No.29 放射性廃棄物処理処分野 MFTツリー 放射性廃棄物共通技術調査等委託費事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

①諸外国における処分計
画、処分技術の調査分
析

諸外国廃棄物処分政策や
技術開発情報のデータベ

ース化

放
射
性
廃
棄
物
処
理
処
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：H22事前評価書

放
射
性
廃
棄
物
処
分
共
通
研
究

共
通
的
な
基
盤
技
術
の
研
究

最新知見の反
映

海外研究開発
状況の把握

③生物圏における放射性
物質の移行パラメータ
の整備

②重要基礎的課題に係る
研究開発

天然現象影響、核種移行
現象や人工バリア長期挙
動等の評価手法検討

安全評価に必要な生物圏
移行パラメータのデータベ

ース化

研究の推進

各国地層処分計画に関す
る最新状況の調査

処分関連現象理解のため
の重要現象理解

生物圏移行パラメータに関
する調査

共通現象の把
握

核種挙動、人
工バリア性能
の把握

放射性核種の
農作物移行の

把握
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No.29 放射性廃棄物処理処分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

委託

地層処分技術調査等
委託費事業

概
要
調
査
と
精
密
調
査
地
区
の
選
定

地層処分に係る調査技術
の信頼性向上

プロジェクトの
アウトプット

処分実施主体
＇NUMO（

• 事業期間
H10~H23

• H17~H20執行額
129.9億円

• H21~H23予算総
額95.49億円

わ
が
国
の
原
子
力
の
研
究
、
開
発
、

利
用
の
推
進

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

放
射
性
廃
棄
物
処
分
の
操
業
開
始

地上からの地質環境調査に係
る技術基盤の確立

人工バリア等の定置技術や長
期健全評価等の工学技術

安全評価技術等の高度化開
発

TRU廃棄物固有核種の閉じ込
め技術開発

人工バリア材料の長期評価技
術開発

岩盤中物質移行特性評価技
術高度化調査

地下水年代測定技術調査

ボーリング技術高度化調査

海底地下水湧出探査技術

塩淡境界面形状把握調査

遠隔操作技術高度化調査

性能評価技術高度化＇バリア
総合調査（

人工バリア材料照射影響調
査

地球科学バリア有効性確証
調査

塩水環境下処分技術調査＇
バリア機能総合調査（

人工バリア長期性能確証試
験

人工バリア・天然バリアガス
移行挙動評価

ヨウ素固定化技術調査

地質環境評価技術高度化調
査

物理探査技術信頼性確証試
験

バリアシステム核種移行評
価高度化調査

人工バリア特性体系化調査

バリアシステム放射線影響
評価

地下自然環境要因影響調査

放射化金属廃棄物炭素移行
評価技術調査

モニタリング機器技術高度化
調査

旧テーマ構造＇H18年まで（

2010年頃～ 2030年以降
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No.29 放射性廃棄物処理処分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

委託

地層処分技術調査等
委託費事業

概
要
調
査
と
精
密
調
査
地
区
の
選
定

最終処分場決定後の精密
調査手法確立

プロジェクトの
アウトプット

処分実施主体
＇NUMO（

• 事業期間
H10~H23

• H17~H20執行額
129.9億円

• H21~H23予算総
額95.49億円

わ
が
国
の
原
子
力
の
研
究
、
開
発
、

利
用
の
推
進

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

放
射
性
廃
棄
物
処
分
の
操
業
開
始

地上からの地質環境調査に係
る技術基盤の確立

人工バリア等の定置技術や長
期健全評価等の工学技術

安全評価技術等の高度化開
発

TRU廃棄物固有核種の閉じ込
め技術開発

人工バリア材料の長期評価技
術開発

①ボーリング技術高度化開
発

②岩盤中地下水移行評価技
術高度化開発

③地質環境総合評価技術高
度化開発

④沿岸域塩淡境界・断層評
価技術高度化開発

⑤先進的地層処分概念・性
能評価技術高度化開発

⑥処分システム化学影響評
価高度化開発

⑦処分システム工学要素技
術高度化開発

⑧地下坑道施工技術高度化
開発

⑨人工バリア材料照射影響
調査

⑩ヨウ素・炭素処理・処分技
術高度化開発

⑪硝酸塩処理・処分技術高
度化開発

新テーマ構造＇H19年から（

2010年頃～ 2030年以降
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No.29 放射性廃棄物処理処分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

委託

地下空洞型処分施設
性能確証試験事業

余
裕
深
度
処
分
の
円
滑
な
推
進

地下空洞型処分施設の
技術的確証

プロジェクトの
アウトプット

電気事業者等

• 事業期間

S57~H23

• H17~H20執行額
16.37億円

• H21~H23予算総
額9.61億円

わ
が
国
の
原
子
力
の
研
究
、
開
発
、

利
用
の
推
進

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①施設の建設・施工技術
に係る試験

②施設の核種閉じ込めに
係る初期性能の確認試
験

③施工後における施設性
能に係る観測と評価

施工技術、施工方法の実
施工への適用性確認

施工後の施設の力学安定
性、核種閉じ込めに係る初

期性能の実証

処分施設の周辺岩盤の力
学的安定性、地下水挙動

の評価

ウラン廃棄物共通技術調査
等委託費事業

• 事業期間

S63~H19

• H

①除染技術開発試験
除染困難な廃棄物を対象
にクリアランスレベルを達
成する除染技術開発

②品質保証高度化

③ラドン挙動調査

測定が困難な廃棄物中の
微量ウラン濃度測定システ

ムの構築

ウラン廃棄物による
ラドンの被曝線量評価のた

めのデータ構築

電気事業者等
ウラン廃棄物の処分

技術確立

国

民間団体等

委託
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No.29 放射性廃棄物処理処分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

１／２

一部定額

補助

放射性廃棄物共通技術調
査等委託費事業

処
分
事
業
の
円
滑
な
推
進

処分事業の基盤となる重
要基礎的課題の情報整理

および研究推進

プロジェクトの
アウトプット

処分実施主体
＇NUMO等（

• 事業期間
H12~H23

• H17~H20執行額
27.04億円

• H21~H23予算総
額14.17億円

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

諸外国廃棄物処分政策や
技術開発情報のデータベ

ース化

天然現象影響、核種移行
現象や人工バリア長期挙
動等の評価手法検討

安全評価に必要な生物圏
移行パラメータのデータベ

ース化

①諸外国における処分計
画、処分技術の調査分
析

③生物圏における放射性
物質の移行パラメータ
の整備

②重要基礎的課題に係る
研究開発

わ
が
国
の
原
子
力
の
研
究
、
開
発
、

利
用
の
推
進
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No.29 放射性廃棄物処理処分野 ロジックツリー

トップダウン ボトムアップ

将来的な課題 副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題

出所：原子力政策大綱、プロジェクト中間評価報告書、個別事業評価書

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

放
射
性
廃
棄
物
処
理
処
分
技
術
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

原子力の開
発利用に伴う
廃棄物の発

生

原子力発電、
核燃料サイク
ル、試験研究
炉、加速器、
医療などにお
ける放射性廃
棄物の処分 高レベル放射

性廃棄物処分

放射能レベル
の比較的高い
廃棄物の処分

放
射
性
廃
棄
物
の
安
全
な
処
理
・処
分
方
法
の
確
立

施策

使用済み燃
料の再処理
工程での高レ
ベル廃棄物の

発生

放射線が強く
、半減期の長
い廃棄物の処
分方法の確

立

地層処分技術等
調査等委託費事

業

H10~H23

高ﾚﾍﾞﾙ放射性廃棄物やＴＲＵ
廃棄物の地層処分技術の信
頼性と安全性向上を目指し、
地質環境の調査技術、人工
バリア等施工の工学技術及
び安全評価技術、ＴＲＵ廃棄
物の処理技術等の高度化開
発を実施

諸外国での放射性廃棄物処分開発状況
• 米国＇直接処分（：DOEからNRCに対してユッカマウンテンサイトに関する
許認可申請取り下げ。

• フィンランド＇直接処分（：オルキルトにて最終処分場建設予定。2020年頃
操業が行われる予定

• スウェーデン＇直接処分（：処分サイトをフォスマルクに決定。2010年末ま
でに処分場の立地・建設の許可申請を行う予定

• スイス＇再処理処分（：2018年ごろに地層処分場候補地を決定。2050年ご
ろからの操業を予定。グリムゼル試験サイト＇結晶質岩（及びモン・テリ岩
盤研究所＇堆積岩のオパリナス粘土（の2カ所の地下研究所が設置

• フランス＇再処理処分（：2015年に処分場の設置許可申請、2025年に処
分場の操業を開始する

地上からの地質環境調査に係
る技術基盤の確立

地層処分技術＇深さ
300ｍ以上（の開発

地
層
処
分
の
実
現

安全性確立

長期的に廃棄物が漏出
しない

地質の安定性確証

長期的に安全性がモニ
タリングできる

人工バリアの安定性確
証

人工バリア等の定置技術や長
期健全評価等の工学技術

安全評価技術等の高度化開発

TRU廃棄物固有核種の閉じ込
め技術開発

人工バリア材料の長期評価技
術開発

安全性の評価手段確立

廃棄物の放射線量
低減、および拡散リ
スク評価技術の開

発

余裕深度処分技術
＇深さ50~100m程度

（の開発余
裕
深
度
処
分
の
実
現

放射性廃棄物処分
共通研究開発

共
通
的
な
基
盤
技

術
の
確
立

除染困難な廃棄物を対象にク
リアランスレベルを達成する除

染技術開発

測定が困難な廃棄物中の微量
ウラン濃度測定システムの構

築

ウラン廃棄物による
ラドンの被曝線量評価のため

のデータ構築

施工技術、施工方法の実施工
への適用性確認

施工後の施設の力学安定性、
核種閉じ込めに係る初期性能

の実証

処分施設の周辺岩盤の力学的
安定性、地下水挙動の評価

諸外国廃棄物処分政策や技術
開発情報のデータベース化

天然現象影響、核種移行現象
や人工バリア長期挙動等の評

価手法検討

安全評価に必要な生物圏移行
パラメータのデータベース化

廃棄物の線量低減

廃棄物処分の安全性向
上

安全性確立

施工技術確立

最新知見の反映

研究開発の推進

廃棄物からのウランの
除去

処分後のウラン子核種
拡散リスク低減

長期的に廃棄物が漏出
しない

長期的に安全性がモニ
タリングできる

共通物理現象の把握

除染手法確立

評価手法確立

ラドンの拡散評価

地質の安定性確証

人工バリアの安定性確
証

安全性の評価手段確立

実施工ができること

海外研究開発状況の把
握

核種挙動、人工バリア
性能の把握

地質特性の把握

地下空洞型処分
施設性能確証試

験事業
＇管理型処分技術
調査の一部（

S57~H22
原子力発電施設及び核燃料
サイクル関連施設から発生す
る放射能レベルが比較的高
い廃棄物の余裕深度処分に
関し、大空洞型処分施設の施
工技術や性能に係る確証試
験を実施

ウラン廃棄物共
通技術調査等委
託費事業＇管理型
処分技術調査の

一部（

S63~H19

放射性廃棄物共
通技術調査等委
託費事業

H12~H23

地層処分から管理型処分に
共通する技術調査として、諸
外国の処分計画や技術の調
査分析、大学等との連携によ
る重要基礎的な研究開発、処
分の安全評価の共通基盤で
ある生物圏移行パラメータ整
備を実施

相
乗

相
乗
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No.29 放射性廃棄物処理処分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

地層処分技術等調査等委
託費事業

放射性廃棄物共通技術調
査等委託費事業

事業名

ｱﾌﾟﾛｰﾁしている

課題

人工バリアの
安定性確証

地下空洞型処分施設性能
確証試験事業

地質の安定性
、核種拡散

• 地質の安定性、核種拡散に関する研究
、及び人工バリアの安定性の研究につ
いて、相互に連携されていると考えられ
るが、どのような考え方で事業ごとの分
担がなされているかの確認が必要

• 処分地での事業化に向けた残課題を明
らかにした上で、大学での基盤技術研究
および日本原子力開発機構＇JAEA（で

の研究テーマの分担がなされていると考
えられるが、確認が必要

＇→関係研究機関が参加する地層処分基

礎研究開発調査会議を通してなされて
いる（
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No.29 放射性廃棄物処理処分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 ロジックツリーの分析結果および示唆

• 海外で先行する埋設処分の研究、開発および事業化における有益な最新知見
獲得のための国際協力が適宜実施されていると認識。

– フィンランドでは最終処分地となるオルキルオトにおいて400m深度の掘削が実施さ
れ、高深度における地下特性調査が行われている。

–スイスでのグリムゼル地下試験サイトにおける研究について、日本が調査活動に参
加している。

対象の市場課題

地層処分技術＇深
さ300ｍ以上（の

開発
地質の安定性確証

余裕深度処分技
術＇深さ50~100m
程度（の開発

地質の安定性確証
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参考（技術戦略マップ2009 技術ロードマップ

放射性廃棄物の地層処分事業は2010年頃から地区選定のための文献調査・概要調査を開始
し、最終的に精密調査により処分地の選定を行い、2030年以降からの処分開始を進めていく予
定。
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エコイノベーション推進のための技術開発・実証事業
＇H20~21（

技術＇Technology（

研究テーマ技術体系

①エコイノベーショ
ン推進

エコイノベーションを創出する
技術開発についての
フィージビリティスタディ

No.30 技術振興分野 MFTツリー エコイノベーション推進のための技術開発・実証事業

施策＇Market（ 機能＇Function（

出所：「エコイノベーション推進事業 公募説明・相談会 資料」、「経済成長戦略大綱」

調査

技術自体の調査

競合技術の調査

技術シーズの

調査

革新的な温暖化対策につなが
る技術シーズについての
フィージビリティスタディ

市場ニーズの

調査

基本原理確認

基礎データの取得

類似技術・先行技術
との比較調査

特許調査

市場動向調査

市場規模調査

事業性評価

技
術
振
興
分
野
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技術＇Technology（

研究テーマ技術体系

No.30 技術振興分野 MFTツリー 産業技術研究開発委託費, 産業技術研究開発委託事業, 中小企業等の研究開発力向上及び実用化推進のための支援事業

施策＇Market（ 機能＇Function（

出所：「経済成長戦略大綱」、事前評価書

①中小企業・ベン
チャー挑戦支援

産業技術研究開発委託費
＇H13~20（

産業技術研究開発委託事業
＇H21（

中小企業等の
研究開発力向上及び

実用化推進のための支援事業
＇H22~26（

実用化リスク低減

高度な技術課題
の
解決

信頼性の付与

技術支援
公的機関による

技術シーズ提供

専門機関等による

技術解決力提供

公的機関による

公的信用力付与

実用化

研究

事業化 市場の創出 公的調達の促進

専門機関等による

開発ノウハウ提供

性能評価
専門機関等による

高度な性能評価

技術シーズの確保

高度な専門機関等
による技術改善

既存技術の改善

開発リスクの低減 公的研究機関によ
る調達及びPR

公的研究機関等と
中小企業との共同
研究の促進

①産業技術研究
開発

①産業技術研究
開発

①中小企業等の
研究開発力向上

及び
実用化推進のた
めの支援

資金提供による
リスク低減資金リスクの低減

技
術
振
興
分
野
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新エネルギー技術実用化補助金, イノベーション実用化助成事業
＇H12～（

技術＇Technology（

研究テーマ技術体系

①イノベーション
実用化

No.30 技術振興分野 MFTツリー 新エネルギー技術実用化補助金, イノベーション実用化助成事業

施策＇Market（ 機能＇Function（

出所：「経済成長戦略大綱」、事前評価書

実用化リスクの
低減

実用化
資金リスクの

低減

資金提供による

リスク低減

補助金による中小企業等
の有する技術の実用化の
促進

技
術
振
興
分
野
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No.30 技術振興分野 ロジックモデル エコイノベーション推進のための技術開発・実証事業

エコイノベーション推進のた
めの技術開発・実証事業

プロジェクトの
アウトプットインプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

委託

①エコイノベーション推進

エコイノベーションを創出する
技術開発についての
フィージビリティスタディ

中小企業・ベンチ
ャー企業

革新的な温暖化対策につな
がる技術シーズについての
フィージビリティスタディ

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

市場ニーズ、市場
ニーズの発見

中
小
企
業
等
の
技
術
の
発
掘
・
実
証
・
実
用
化
・
事
業
化

中
小
企
業
等
の
保
有
す
る
技
術
を
活
用
し
た
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出

エ
コ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進

国
際
競
争
力
の
強
化

地
域
・中
小
企
業
の
活
性
化

出所：「エコイノベーション推進事業 公募説明・相談会 資料」、「経済成長戦略大綱」

事業期間：H20-H21

交付

NEDO
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No.30 技術振興分野 ロジックモデル 産業技術研究開発委託費, 産業技術研究開発委託事業, 中小企業等の研究開発力向上及び実用化推進のための支援事業

国

民間団体等

委託

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの

アウトプット

国

民間団体等

補助

産業技術研究開発委託費

中小企業等の研究開発力向上
及び実用化推進のための支援事業

産業技術研究開発委託事業

国

民間団体等

委託

公的研究機関等と
中小企業との共同
研究の促進

公的研究機関による
調達及びPR

中小企業・ベン
チャー企業

①産業技術研究開発

①産業技術研究開発

①中小企業等の研究
開発力向上及び実用化
推進のための支援

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

中小企業等の有する
技術の改善・実証

中
小
企
業
等
の
技
術
の
実
証
・
実
用
化
・事
業
化

中
小
企
業
等
の
保
有
す
る
技
術
を
活
用
し
た
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出

エ
コ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進

国
際
競
争
力
の
強
化

地
域
・中
小
企
業
の
活
性
化

事業期間：H13-H20

事業期間：H21

事業期間：H22-26
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No.30 技術振興分野 ロジックモデル 新エネルギー技術実用化補助金, イノベーション実用化助成事業

プロジェクトの
アウトプット

新エネルギー技術実用化補
助金, イノベーション実用

化助成事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

交付

①イノベーション実用化 補助金による中小企業等の
有する技術の実用化の促進

中小企業・ベンチ
ャー企業

出所：「経済成長戦略大綱」、事前評価書

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

中小企業等の有する
技術の実用化

中
小
企
業
等
の
技
術
の
実
用
化
・事
業
化

中
小
企
業
等
の
保
有
す
る
技
術
を
活
用
し
た
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出

エ
コ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進

国
際
競
争
力
の
強
化

地
域
・中
小
企
業
の
活
性
化

事業期間：H12-H19

NEDO
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No.30 技術振興分野 ロジックツリー

トップダウン ボトムアップ
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

技
術
振
興
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標施策

副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題

エコイノベーション＇環境重視・人
間重視の技術革新・社会革新（
の実現に資する技術シーズや、
低炭素社会の構築を目指すため
の革新的な温暖化対策技術を公
募により発掘しFS調査を実施す
るとともに、有望なテーマについ
て大規模な実証試験を実施し、
技術が社会を変える様を「見える
化」するモデル策定を目指す。

エコイノベーシ
ョン推進のた
めの技術開発
・実証事業

＇H20~21（

エ
コ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進

地球温暖化に
向けた国際的
取り組みの
加速

世界で2050
年まで温室効
果ガス排出量
を現状比で半
減させる

出所：「経済成長戦略大綱」、事前評価書

エコイノベーションを
創出する技術開発に
ついてのF/S

革新的な温暖化対策
につながる技術シー
ズについてのF/S

研究開発型ベンチャー
企業・中小企業の創出
する高度な製品や技術
について、公的機関に
よる共同研究を通じた
実証試験を行うことで、
それらの製品や技術の
市場への普及促進を目
指す。本事業は平成２０
年度で終了する。

産業技術研究
開発委託費

＇H13~20（

産業技術研究
開発委託事業

＇H21（

中小企業等の
研究開発力向
上及び実用化
推進のための
支援事業

＇H22~26（

革新的な製品や技術に
ついて、公的研究機関
による試作や実証、調
達促進を行うことで、そ
れらの製品や技術の市
場への普及促進を目指
す。

先端的・独創的な技術
を有する中小企業等
が、大学・公的研究機
関の技術・設備等の資
源を活用して行う実用
化に向けた共同研究に
対して補助をする。

民間企業等の優れた先端
的な産業技術を実用化及
び事業化に着実かつ効果
的に結実させるため提案公
募型の技術開発助成を行う
事業。助成事業終了後、短
期＇２～３年程度（で事業化
できる技術課題が対象＇う
ち次世代戦略技術に関して
は中期＇５年程度（。

新エネルギー
技術実用化補
助金, イノベー
ション実用化
助成事業

＇H12～（

高度な技術課題の
解決

信頼性の付与

技術支援

技術自体の調査

競合技術の調査

技術シーズの調査

市場ニーズの調査

基本原理確認

基礎データの取得

類似技術・先行技術と
の比較調査

特許調査

市場動向調査

市場規模調査

事業性評価

公的機関による

技術シーズの提供

専門機関等による

技術解決力の提供

公的機関による
公的信用力付与

調査

研究

事業化 市場の創出 公的調達の促進

性能評価
専門機関等による

高度な性能評価

技術シーズの確保

高度な専門機関等によ
る技術改善

既存技術の改善
国
際
競
争
力
の
強
化

地
域
・中
小
企
業
の
活
性
化

中
小
企
業
等
に
よ
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出

中
小
企
業
等
の
保
有
す
る
技
術
を
活
用
し
た
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出

中
小
企
業
等
の
技
術
の
発
掘
・実
証
・実
用
化
・事
業
化

BRICs、アジ
アの台頭と、
資源・エネル
ギー調達や環
境に関わる制
約増加

国際競争力あ
る新商品・サ
ービスを生み
出すと同時に
生産性の高さ
を維持する必
要あり

地域経済の
停滞

地域における
経済状況や
成長力の回
復に遅れ

実用化リスクの低減実用化
専門機関等による

開発ノウハウの提供
開発リスクの低減

資金リスクの低減
資金提供による

リスク低減

補助金による中小企
業等の有する技術の
実用化の促進

公的研究機関による
調達及びPR

公的研究機関等と
中小企業との共同研
究の促進
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No.30 技術振興分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

• 両事業とも主に中小企業の保有する
技術の実用化を目的に含んでおり、

「中小企業等の研究開発力向上及び実
用化推進のための支援事業」は共同研
究への支援、「新エネルギー技術実用化
補助金, イノベーション実用化助成事業」

は企業への直接的な支援を手段として
いる点が異なるものの、実用化の対象と
なる技術について、重複や相補・相乗等
の観点から、相互関係を確認する必要
があると考えられる＇要確認（

事業名課題

中小企業等の研究開発力
向上及び実用化推進の

ための支援事業

＇H22~26（

中小企業等の
保有する技術を
活用したイノベ
ーションの創出

新エネルギー技術実用化補助
金, イノベーション実用化

助成事業

＇H12～（
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No.30 技術振興分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析項目 分析・考察の視点 事業名 ロジックツリーの分析結果および示唆

• 両原課に含まれる事業は、中小企業等の保有する技術の実用化・事業化を狙いとしており、
「No. 31 技術振興課・大学連携推進課」は主に共同研究に対する支援、No.30 技術課は企業への
直接的な支援である点が異なるものの、実用化の対象となる技術について、重複や相補・相乗等の
観点から、相互関係を確認する必要があると考えられる＇要確認（

他原課との比較

中小企業等の
保有する

技術の実用化
・事業化

技術課

技術振興課・
大学連携推進課
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No.30 技術振興分野 参考（施策の全体像＇02. 技術革新の促進・環境整備（
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No.30 技術振興分野 参考（ ロジックモデル＇02. 技術革新の促進・環境整備（
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有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発

No.31 環境指導等分野 MFTツリー 有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

環
境
経
営
・競
争
力
の
強
化

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：基本計画書、「平成20年度版 有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発プロジェクト」＇NEDO（など

有害物質
による環境
汚染対策
の促進

汎用的な
対策のた
めの基盤
作り

削減対象物
質の抑制

川上側での
対策

選定された
化学物質へ
の対応

削減対象物質を用いないプ
ロセスや代替物質等の開発

①インプラント技術：削減対象物
質を用いないプロセスへの新規
転換技術、及び新規代替物質の
開発等

②エンドオブパイプ技術：回収、
排出抑制、無害化等により、環境
への排出量の削減率９０%以上を
達成できる新規削減技術

③その他：効率的なリスク削減
が可能となる新たな技術(シ
ステム、ソフト)の開発

対応すべき
化学物質の
選定

環境への排
出量の削減＇

90%以上（

川下側での
対策

回収・除去・無害化技術等の
開発

有害化学物質削減支援ツール
の開発

大気圧・空気プラズマを利用し
たVOC無害化装置の開発

デュアルメンブレンシステムに
よるガソリンベーパー回収装
置の開発

含塩素VOC高効率分解固定
化装置＇HVFU（の開発

溶剤フリー塗装装置の開発

有害廃棄物フリー高効率エス
テル合成プロセスの開発

吸着エレメントとプラズマを組
み合わせた難処理有害科学
物質除去装置の開発

吸着層オゾン酸化による有害
物質の完全酸化分解装置の
開発

非フェノール系樹脂を用いたレ
ジスト材料の開発

直接加熱式VOC吸着回収装
置の開発

革新的水性塗料の開発

革新的塗装装置の開発

マイクロバブルの圧壊による有
害化学物質の高効率分解装
置の開発
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環境調和型水循環プラント実証事業

No.31 環境指導等分野 MFTツリー 環境調和型水循環プラント実証事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

明記されていないが関係があると考えられるもの

省水型・環境
調和型の水
処理

要素技術のシス
テム化

要素技術の確立

ニーズの把握

システムの確立

水資源の

有効活用

分離プロセスの
高度化

回収・除去プロ
セスの高度化

①国内外でのフィージビリティスタディ

②必要な要素技術の開発

国内外の水事情やニーズの
把握

システムとしての標準モデル
の確立

③国内外における環境調和型水循環プラントの構築

④新たに開発された省エネ性能を有する分離膜や高効率な
排水処理技術をモデルプラントに適用

⑤環境調和型水循環プラントの最適化システムを達成し、
標準的なモデルを開発

出所：平成22年度主な科学技術関係予算要求施策一覧＇経済産業省（、総合科学会議配布資料＇優先度判定及び改善・見直し指摘の結果（、個別事業要求説明書

環
境
経
営
・競
争
力
の
強
化
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環境調和型水循環技術開発

No.31 環境指導等分野 MFTツリー 環境調和型水循環技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

明記されていないが関係があると考えられるもの

使用における
省エネの実現

非IT機器の省エ
ネの実現

IT機器の省エネ
の実現

民生向け機器

産業向け機器 水処理機器

その他機器

省水型・環境
調和型の水
処理

要素技術のシス
テム化

要素技術の確立

水資源の

有効活用

分離プロセスの
高度化

回収・除去プロ
セスの高度化

④高効率難分解性物質等分解技術＇オゾンや微生物等を用
いた難分解性化学物質等の高効率分解・除去技術開発（

③有用金属分離・回収技術＇排水からの有用金属資源等の
選択的分離・回収技術開発（

②省エネ型膜分離活性汚泥法＇ＭＢＲ（＇膜閉塞しにくい省エ
ネ型有機性排水処理システムの開発（

①革新的膜分離技術＇ナノオーダー以下の配向制御された
細孔を持つ膜開発（

消費電力の低減

高性能分離膜の開発

高性能分離活性汚泥法＇
MBR（の開発

有用物質の分離・回収技術の
開発

高効率分解・除去技術の開発

出所：平成22年度主な科学技術関係予算要求施策一覧＇経済産業省（、総合科学会議配布資料＇優先度判定及び改善・見直し指摘の結果（、個別事業要求説明書

環
境
経
営
・競
争
力
の
強
化
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土壌汚染対策のための技術開発

No.31 環境指導等分野 MFTツリー 土壌汚染対策のための技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：平成22年度新規／拡充研究開発プロジェクト＇案（概要

有害物質
による環境
汚染対策
の促進

特定の対
策の推進

効果的な

土壌汚染

対策の推進

原位置浄化
の高効率化

除去しにくい
重金属への
対応

汚染箇所の
多いVOCへ
の対応

バイオメディ
エーション手
法の推進

原位置処理重金属等
土壌汚染対策技術開発

①物理化学的処理対策技
術の開発

②生物的処理対策技術の
開発

③VOC等浄化生物的処理対策
技術の開発

同手法に用いる菌株の生態
系への影響評価手法の標準

化

物理化学的処理

生物学的処理

電気泳動法・浸透法、土壌洗
浄等の開発

分離･移動促進の効率化

粘性土への対応

高濃度・含有量低減への対応

高蓄積植物、品種改良、遺伝
子組換、栽培技術等の開発

分離･移動促進の効率化

回収までのシステム化

低濃度・溶出量低減への対応

環
境
経
営
・競
争
力
の
強
化
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No.31 環境指導等分野 ロジックモデル 有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

有害化学物質リスク削減基
盤技術研究開発

リスク削減に資するインプ
ラント対策やエンドオブパ

イプ対策の推進

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間

H16-H20

• H16年度実績額

200百万円

• H17年度実績額

437百万円

• H18年度実績額

760百万円

我
が
国
に
お
け
る
環
境
経
営
・競
争
力
の
強

化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

P
R

T
R

対
象
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
削
減

出所：基本計画書

PRTR対象化学物質の
リスク削減手法の確立

①インプラント技術：削減
対象物質を用いないプ
ロセスへの新規転換技
術、及び新規代替物質
の開発等

②エンドオブパイプ技術：
回収、排出抑制、無害
化等により、環境への
排出量の削減率９０%
以上を達成できる新規
削減技術

③その他：効率的なリス
ク削減が可能となる新
たな技術(システム、ソ
フト)の開発

国

民間団体等

交付

NEDO

委託
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No.31 環境指導等分野 ロジックモデル 環境調和型水循環プラント実証事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

環境調和型水循環プラント
実証事業

省エネルギーかつ環境負
荷低減に資する環境調和
型水処理の実用化

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間

H21-H25

• H22年度予算案

700百万円

我
が
国
に
お
け
る
環
境
経
営
・競
争
力
の
強

化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

省
水
型
・環
境
調
和
型
水
循
環
シ
ス
テ
ム
の

国
内
外
へ
の
普
及

出所：平成22年度主な科学技術関係予算要求施策一覧＇経済産業省（、総合科学会議配布資料＇優先度判定及び改善・見直し指摘の結果（、個別事業要求説明書

但し、アウトカムの年次はNEDOロードマップをもとに作成

現地の水事情やニーズ
、水環境管理の実態の

把握

①国内外でのフィージビ
リティスタディ

②必要な要素技術の開
発

③国内外における環境調
和型水循環プラントの
構築

④新たに開発された省エ
ネ性能を有する分離膜
や高効率な排水処理技
術をモデルプラントに適
用

⑤環境調和型水循環プラ
ントの最適化システム
を達成し、標準的なモ
デルを開発

必要な要素技術やシス
テムとしての標準モデ

ルの確立

2020年頃

国

民間団体等

交付

NEDO

委託
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No.31 環境指導等分野 ロジックモデル 環境調和型水循環技術開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

環境調和型水循環技術開
発

省エネルギーかつ環境負
荷低減に資する環境調和
型水処理の実用化

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間

H21-H25

• H22年度予算案

700百万円

我
が
国
に
お
け
る
環
境
経
営
・競
争
力
の
強

化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

水
処
理
に
お
け
る
環
境
負
荷
の
低
減

出所：平成22年度主な科学技術関係予算要求施策一覧＇経済産業省（、総合科学会議配布資料＇優先度判定及び改善・見直し指摘の結果（、個別事業要求説明書

但し、アウトカムの年次はNEDOロードマップをもとに作成

環境調和型水処理技術
の確立

①革新的膜分離技術＇ナ
ノオーダー以下の配向
制御された細孔を持つ
膜開発（

②省エネ型膜分離活性
汚泥法＇ＭＢＲ（＇膜閉
塞しにくい省エネ型有
機性排水処理システム
の開発（

③有用金属分離・回収技
術＇排水からの有用金
属資源等の選択的分
離・回収技術開発（

④高効率難分解性物質
等分解技術＇オゾンや
微生物等を用いた難分
解性化学物質等の高
効率分解・除去技術開
発（

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進

水
処
理
に
お
け
る
消
費
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
低
減

2020年頃

国

民間団体等

交付

NEDO

委託
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No.31 環境指導等分野 ロジックモデル 土壌汚染対策のための技術開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

土壌汚染対策のための技
術開発

VOC等回収浄化機能等を
有する低コストの土壌汚

染対策の推進

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間

H22-H26

• H22予算案

1.9億円

我
が
国
に
お
け
る
環
境
経
営
・競
争
力
の
強

化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

工
場
・事
業
場
の
操
業
中
か
ら
の
自
主
的
な

土
壌
汚
染
対
策
の
促
進

出所：平成22年度新規／拡充研究開発プロジェクト＇案（概要

VOC等回収浄化機能
等を有する低コストの土
壌汚染対策技術

原位置処理重金属等
土壌汚染対策技術開発

①物理化学的処理
対策技術の開発

②生物的処理対策
技術の開発

③VOC等浄化生物的処
理対策技術の開発

本施策の事業として着手されていない課題

国

民間団体等

交付

NEDO

委託・

補助＇2/3（
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環
境
経
営
・競
争
力
の
強
化

事業活動に伴う環境
負荷の評価手法の確
立等により環境関連
のベンチャービジネス
やコミュニティ・ビジネ
スへの投融資を促す
ほか、製品ではなくサ
ービスを活用する循
環利用型製造業の創
出、LCA等を活用した

製品等の
環境負荷の「見える化
」等を推進する

水質汚濁防止法に基
づく排出水の排出、地
下浸透水の浸透等の
規制に係る項目追加

等

廃業時のリスク低減、
事業転換や事業拡大
を図るために操業中
から土壌汚染リスクを
把握、し、早期に対策
を実施することにより
土壌汚染リスクを管
理する企業の自主的
な取組が望まれる。

No.31 環境指導等分野 ロジックツリー

トップダウン ボトムアップ
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

環
境
指
導
等
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標施策

副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題
出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書、基本計画書、

平成22年度産業技術関連予算案の概要＇平成２１年１２月（等

有害物質によ
る環境汚染対
策の促進

汎用的な対策
のための基盤

作り
削減対象物質の

抑制
川上側での対策

選定された化学
物質への対応

削減対象物質を用い
ないプロセスや代替
物質等の開発

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進

省エネルギー対策を
中心として需要面で
のエネルギー利用効
率の向上を図る取組

を推進する
など

特定の対策の
推進

省エネの達成
使用における
省エネの実現

非IT機器の省エ
ネの実現

IT機器の省エネ
の実現

民生向け機器

産業向け機器 水処理機器 消費電力の低減

その他機器

資源の有効活
用の推進

省水型・環境
調和型の水処

理

要素技術のシス
テム化

要素技術の確立

ニーズの把握

システムの確立水資源の

有効活用

国内外の水事情やニ
ーズの把握

システムとしての標
準モデルの確立

高性能分離膜の開発

高性能分離活性汚泥
法＇MBR（の開発

有用物質の分離・回
収技術の開発

高効率分解・除去技
術の開発

分離プロセスの
高度化

回収・除去プロセ
スの高度化

効果的な

土壌汚染

対策の推進

原位置浄化の
高効率化

除去しにくい重金
属への対応

汚染箇所の多い
VOCへの対応

同手法に用いる菌株
の生態系への影響評
価手法の標準化

バイオメディエー
ション手法の推

進

物理化学的処理

生物学的処理

対応すべき化学
物質の選定

環境への排出量
の削減＇90%以上（

川下側での対策 回収・除去・無害化技
術等の開発

• PRTR制度の集計結果などを活用して選定

PRTR対象化学物質のリスク
削減に資するインプラント対
策やエンドオブパイプ対策に
関する研究開発課題を民間
企業等から公募し、抜本的な
リスク削減に資する実用化基
盤技術を開発する。

有害化学物質
リスク削減基
盤技術研究開

発

H16-H20

①インプラント技術：削減対象物
質を用いないプロセスへの新
規転換技術、及び新規代替
物質の開発等

②エンドオブパイプ技術：回収、
排出抑制、無害化等により、
環境への排出量の削減率９
０%以上を達成できる新規削
減技術

③その他：効率的なリスク削減
が可能となる新たな技術(シ
ステム、ソフト)の開発

原位置処理重金属等
土壌汚染対策技術開発

土壌中に存在する重金属や
ＶＯＣ＇揮発性有機化合物（等
を原位置で回収・浄化する低
コストな土壌汚染対策技術を
開発する。

土壌汚染対策
のための技術

開発

H22-H26

①物理化学的処理対策技
術の開発

②生物的処理対策技術の
開発

③VOC等浄化生物的処理対策
技術の開発

我が国が強みを持つ膜技術
や排水処理技術等を活用し
た水循環システムの実証を行
い、省水型・環境調和型水循
環システムの国内外への普
及を推進する。

環境調和型水
循環プラント実

証事業

H21-H25

我が国が強みを有する水処
理に関する技術について、省
エネルギーかつ環境負荷低
減に資する環境調和型水処
理技術を開発する。

環境調和型水
循環技術開発

H21-H25

①国内外でのフィージビリティス
タディ

④高効率難分解性物質等分解
技術＇オゾンや微生物等を用
いた難分解性化学物質等の
高効率分解・除去技術開発（

②必要な要素技術の開発

③有用金属分離・回収技術＇排
水からの有用金属資源等の
選択的分離・回収技術開発（

②省エネ型膜分離活性汚泥法＇
ＭＢＲ（＇膜閉塞しにくい省エ
ネ型有機性排水処理システ
ムの開発（

①革新的膜分離技術＇ナノオー
ダー以下の配向制御された
細孔を持つ膜開発（

③国内外における環境調和型
水循環プラントの構築

④新たに開発された省エネ性能
を有する分離膜や高効率な
排水処理技術をモデルプラ
ントに適用

⑤環境調和型水循環プラントの
最適化システムを達成し、標
準的なモデルを開発
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No.31 環境指導等分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

前掲のロジックツリーに示したように

各事業の目的は明確になっている
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水処理関連

No.31 環境指導等分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 事業名 ロジックツリーの分析結果および示唆

• 国内メーカの海外進出支援に向けては、海外での水処理政策動向を見極めた上で研究開発の目標・
方向性設定が必要となるか

– 浄水処理や下水処理に対しては、クリプト規制やリン・窒素の規制の厳格化が欧州や北米で進みつつあり、
膜ニーズが大きくなっている。一方で中国を始めとするアジア市場では、現状では規制強化の動きは見られ
ず、膜ニーズは低い

• 海外プレーヤの戦い方を念頭においた施策の策定が重要となってくると理解

– 水処理関連市場では、国内プレーヤと海外プレーヤで戦い方＇事業レイヤー（が異なっている。国内プレーヤ
の海外進出支援を念頭においた施策では、この点を念頭においた検討が必要

• 経済産業省では複数の原課が水処理関連の研究開発事業に着手しており、うまく全体の整合性が図
れているかは要確認か

– 化学課ではH18から「先端機能発現型新構造繊維部材基盤技術の開発」、H21から「グリーン・サステイナブ
ルケミカルプロセス基盤技術開発」にて分離膜などの開発が進められている

• また、国土交通省で進められている、分離膜・MBR法を利用した下水処理の実証事業との位置づけ
を明確化する必要あり＇想定用途の違いか（

– 国土交通省では、H21より「季節下水処理施設の改築における膜分離活性汚泥法適用化実証事業」及び「膜
分離活性汚泥法を用いたサテライト処理適用化実証事業」を進めている

対諸外国

対別原課・対他省庁

有害物質対策関連

• 経済産業省では別の原課でも有害物質対策関連の研究開発事業に着手しており、うまく全体の整合
性が図れているかは要確認か

– 化学物質管理課では、「化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発」「構造活性相関手
法による有害性評価手法開発」 「石油精製物質等簡易有害性評価手法開発」といったリスク評価の研究開
発を推進

– また、「石油精製物質代替等技術開発」「有害化学物質代替技術開発」といった代替技術の研究開発を推進

対別原課

水処理
ｼｽﾃの
高性能化

高性能
分離膜開発

化学品製
造の省ｴﾈ

水処理ｼｽ
ﾃﾑの省ｴﾈ

高性能
分離膜開発

高性能
分離膜開発

化学課

産業施設課

事業領域 担当原課

浄水に関する
規制

下水に関する
規制

北米

欧州

アジア

○ ○

○ ○

× ×

○：強化

リスク評価
石油精製物質等簡
易有害性評価手法

開発など

代替 石油精製物質代替
等技術開発など

化学物質管
理課

事業領域 担当原課
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No.31 環境指導等分野 参考（施策の全体像＇３２．環境経営・競争力の強化（

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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No.31 環境指導等分野 参考（ロジックモデル＇３２．環境経営・競争力の強化（

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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No.31 環境指導等分野 参考（施策の全体像＇２７．省エネルギーの推進（

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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No.31 環境指導等分野 参考（ロジックモデル＇２７．省エネルギーの推進（

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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参考（NEDOロードマップ2009 グリーン・サステイナブルケミストリー分野

低環境負荷型＇省エネ・省資源（の廃水処理や次世代NF、RO膜の実用は2020年頃が目標。
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化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発

No.32 化学物質管理分野２ MFTツリー 化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

化
学
物
質
管
理
分
野
２

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：基本計画書

透明性の
ある科学
的根拠に
基づくリス
ク評価手
順とリスク
管理手順

リスクトレ
ードオフ解
析手法に
よるリスク
評価の実
現

基本的なモ
デルの構築

基礎の実現解析手法の
確立

構造活性
相関手法
によるリス
ク評価の
実現

解析手法の
利活用支援

基本的なデ
ータの収集・

整理

応用の実現
情報欠如を
保管する手
法の確立

解析手法の確立

①排出シナリオ文書＇ＥＳＤ（ベース
の環境排出量推計手法の確立

②化学物質含有製品からヒトへの
直接暴露等室内暴露評価手法の
確立

③地域スケールに応じた環境動態
モデルの開発

④環境媒体間移行暴露モデルの開
発

⑤リスクトレードオフ解析手法の確
立

⑥５つの用途群の「用途群別リスク
トレードオフ評価書」の作成

化学物質のECD整備

室内暴露に対する評価手法
の確立

用途別の評価書や評価指針
の公開

地域差に対する評価手法の
確立

環境媒体間移行に対する評
価手法の確立

排出係数の工程・装置・使用状況特
性による分類化

排出係数推算法の構築

ＥＳＤの策定

室内暴露評価ツールの構築

暴露ツールを使うための各種パラメ
ータの整備と推定式の構築

大気モデルの構築

河川・海域モデルの構築

地理情報システム＇ＧＩＳ（データベー
スの構築

農･畜産物流通モデルの構築

地域特性を反映した環境媒体間移
行暴露モデルの構築

有害影響の種類推定手法の開発

有害影響推定手法の開発

リスク比較手法の開発

用途群別リスクトレードオフ評価書
の作成

リスクトレードオフ評価のための指
針作成
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構造活性相関手法による有害性評価手法開発

No.32 化学物質管理分野２ MFTツリー 構造活性相関手法による有害性評価手法開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

化
学
物
質
管
理
分
野
２

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：基本計画書

透明性の
ある科学
的根拠に
基づくリス
ク評価手
順とリスク
管理手順

リスクトレ
ードオフ解
析手法に
よるリスク
評価の実
現

構造活性
相関手法
によるリス
ク評価の
実現

一般論的情
報

化学物質の
肝臓への毒
性に関する
情報の収集

類似物質に
関する知見
の獲得

獲得した知
見の利活用
支援

特殊論的情
報

①毒性知識情報データベースの開
発

②代謝知識情報データベースの開
発

③有害性評価支援システム統合プ
ラットフォームの開発

肝臓における毒性に関する
情報の整理

代謝による毒性変化に関す
る情報の整理

データベースの整備

予測モデル等の組み入れ

反復投与毒性試験データや毒性作
用機序に関する文献情報を収集・
解析・体系化

化学構造との関連付け

ラットの肝臓における既知の代謝反
応情報の格納

代謝経路及び物理化学的特性から
の化学物質の各代謝反応の推定

毒性予測モデルの開発

毒性予測モデルと毒性及び代謝知
識情報データベースの連携
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石油精製物質等簡易有害性評価手法開発

No.32 化学物質管理分野２ MFTツリー 石油精製物質等簡易有害性評価手法開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

化
学
物
質
管
理
分
野
２

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書、平成２１年度化学物質管理関係予算案について

我が国の石油
・天然ガス・石
炭に係る重層
的かつ多様な
セキュリティの

向上

石油精製工程
や石油製品中
の化学物質に
よるリスクの
正確な把握

In vitro＇試験管
内（での評価手
法の確立

In vivo＇生体内（
での評価手法の

確立

従来手法よりも
簡易且つ高精度
な手法の確立

石油等生成物
質によるリス
クの低減

石油精製物質に
おけるリスク低

減

その他有害化学
物質におけるリ
スク低減

①発がん性、催奇形性、免疫毒性を予測するin 
vitro試験手法の開発

②トキシコゲノミクス手法を活用した発がん性試
験手法の開発

試験期間1ヶ月で評価可能な手法の
開発

試験期間1ヶ月で90%以上の精度で
評価可能な手法の開発
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石油精製物質代替等技術開発

No.32 化学物質管理分野２ MFTツリー 石油精製物質代替等技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

化
学
物
質
管
理
分
野
２

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業要求説明書、平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書

我が国の石油
・天然ガス・石
炭に係る重層
的かつ多様な
セキュリティの

向上

石油精製工程
や石油製品中
の化学物質に
よるリスクの
正確な把握

従来手法よりも
簡易且つ高精度
な手法の確立

石油等生成物
質によるリス
クの低減

代替の促進

石油精製物質に
おけるリスク低

減

その他有害化学
物質におけるリ
スク低減

排出の抑制

①代替物質、代替プロセスの開発

②排出抑制技術等の開発

代替物質・プロセスの開発

排出抑制技術の開発
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有害化学物質代替技術開発

No.32 化学物質管理分野２ MFTツリー 有害化学物質代替技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

化
学
物
質
管
理
分
野
２

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：個別事業要求説明書、平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書

我が国の石油
・天然ガス・石
炭に係る重層
的かつ多様な
セキュリティの

向上

石油精製工程
や石油製品中
の化学物質に
よるリスクの
正確な把握

従来手法よりも
簡易且つ高精度
な手法の確立

石油等生成物
質によるリス
クの低減

代替の促進

石油精製物質に
おけるリスク低

減

その他有害化学
物質におけるリ
スク低減

排出の抑制

①代替物質、代替プロセスの開発

②排出抑制技術等の開発

代替物質・プロセスの開発

排出抑制技術の開発
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No.32 化学物質管理分野２ ロジックモデル 化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

国

民間団体等

委託

化学物質の最適管理をめざ
すリスクトレードオフ解析

手法の開発

リスクトレードオフ解析手
法によるリスク評価の実現

プロジェクトの
アウトプット

行政機関など

• 事業期間
H19~H23

• H22年度予算案

76百万円

化
学
物
質
が
、
人
の
健
康
と
環
境
に
も
た
ら

す
著
し
い
悪
影
響
の
最
小
化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①排出シナリオ文書＇ＥＳＤ（
ベースの環境排出量推計
手法の確立

透
明
性
の
あ
る
科
学
的
根
拠
に
基
づ
く
リ
ス

ク
評
価
手
順
と
リ
ス
ク
管
理
手
順
の
普
及

②化学物質含有製品からヒト
への直接暴露等室内暴露
評価手法の確立

③地域スケールに応じた環境
動態モデルの開発

④環境媒体間移行暴露モデ
ルの開発

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書、平成２１年度実施方針、基本計画書など

但し、アウトカムの時間軸はNEDOロードマップを参考に作成

リスクトレードオフ解析
手法によるリスク評価

の確立

⑤リスクトレードオフ解析手法
の確立

⑥５つの用途群の「用途群別
リスクトレードオフ評価書」
の作成

2012年頃から

NEDO

交付
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No.32 化学物質管理分野２ ロジックモデル 構造活性相関手法による有害性評価手法開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

構造活性相関手法による有
害性評価手法開発

構造活性相関手法による
リスク評価の実現

プロジェクトの
アウトプット

行政機関など

• 事業期間
H19~H23

• H22年度予算案

1.43億円

化
学
物
質
が
、
人
の
健
康
と
環
境
に
も
た
ら

す
著
し
い
悪
影
響
の
最
小
化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①毒性知識情報データベ
ースの開発

透
明
性
の
あ
る
科
学
的
根
拠
に
基
づ
く
リ
ス

ク
評
価
手
順
と
リ
ス
ク
管
理
手
順
の
普
及

②代謝知識情報データベ
ースの開発

③有害性評価支援システ
ム統合プラットフォーム
の開発

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書、平成２１年度実施方針、基本計画書など

構造活性相関手法によ
るリスク評価の確立

国

民間団体等

委託

NEDO

交付
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No.32 化学物質管理分野２ ロジックモデル 石油精製物質等簡易有害性評価手法開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

石油精製物質等簡易有害
性評価手法開発

石油精製工程や石油製品
中の化学物質によるリスク

の正確な把握

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間
H18~H22

• 平成22年度予算
案：2.25億円

石
油
・天
然
ガ
ス
・石
炭
の
安
定
供
給
を
確

保

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①発がん性、催奇形性、
免疫毒性を予測するin 
vitro試験手法の開発

我
が
国
の
石
油
・天
然
ガ
ス
・石
炭
に
係
る

重
層
的
か
つ
多
様
な
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
向

上

②トキシコゲノミクス手法
を活用した発がん性試
験手法の開発

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書、平成２１年度化学物質管理関係予算案について など

従来手法よりも簡易且
つ高精度な手法の確立

国

民間団体等

委託

NEDO

交付
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No.32 化学物質管理分野２ ロジックモデル 石油精製物質代替等技術開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

石油精製物質代替等技術
開発

石油生成物質によるリスク
の低減

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間
H22~H26

• 平成22年度予算
額：75百万円

石
油
・天
然
ガ
ス
・石
炭
の
安
定
供
給
を
確

保

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①代替物質、代替プロセ
スの開発

我
が
国
の
石
油
・天
然
ガ
ス
・石
炭
に
係
る

重
層
的
か
つ
多
様
な
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
向

上

②排出抑制技術等の開
発

出所：個別事業要求説明書、平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書、平成22年度予算案事項別表エネルギー対策特別会計＇エネルギー需給勘定（など

代替物質、代替プロセ
ス及び排出抑制技術等

の確立

国
際
的
な
化
学
物
質
規
制
へ
の
対
応

国

民間団体等

委託

NEDO

交付



476

No.32 化学物質管理分野２ ロジックモデル 有害化学物質代替技術開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

有害化学物質代替技術開
発

有害化学物質によるリスク
の低減

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間
H22~H26

• 平成22年度予算
額：44百万円

石
油
・天
然
ガ
ス
・石
炭
の
安
定
供
給
を
確

保

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①代替物質、代替プロセ
スの開発

我
が
国
の
石
油
・天
然
ガ
ス
・石
炭
に
係
る

重
層
的
か
つ
多
様
な
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
向

上

②排出抑制技術等の開
発

出所：個別事業要求説明書、平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書、平成22年度経済産業省関連予算案のPR資料＇一般会計＇産業技術環境局（など

代替物質、代替プロセ
ス及び排出抑制技術等

の確立

我
が
国
産
業
界
の
国
際
競
争
力
強
化

国
内
外
の
化
学
物
質
規
制
へ
の
対
応

国

民間団体等

委託

NEDO

交付
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No.32 化学物質管理分野２ ロジックツリー

トップダウン ボトムアップ
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

化
学
物
質
管
理
分
野
２

事業＇PRJ（ 概要目標

化
学
物
質
が
、
人
の
健
康
と
環
境
に
も
た
ら
す
著
し
い

悪
影
響
を
最
小
化

施策

平成２０年度で約２万
件の新規化学物質が
市場上市前に適正に

審査

事業者による化学物
質の自主管理の改善

の促進

副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題
出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書、基本計画書等

透明性のある
科学的根拠に
基づくリスク評
価手順とリス
ク管理手順

リスクトレード
オフ解析手法
によるリスク
評価の実現

基本的なモデル
の構築基礎の実現

解析手法の確立

解析手法の確立

石
油
・天
然
ガ
ス
・石
炭
の
安
定
供
給
を
確
保

発がん性、変異原性
、生殖毒性を有する
物質はリスクがないこ
とを証明しないと使用
許可にならない

我が国の石油
・天然ガス・石
炭に係る重層
的かつ多様な
セキュリティの

向上

化学兵器に関連する
毒性物質及びその原
料物質の製造・使用
等に対してその毒性
の程度に応じ許可制
に基づく製造等の制
限や届出義務

石油精製工程
や石油製品中
の化学物質によ
るリスクの正確

な把握

石油製品の開発過程での毒
性反応のいち早い検知､予測
による効率的な開発に寄与
する簡易有害性評価手法の
確立を目指し､発がん性､免
疫毒性､催奇形性予測vitro試
験手法等を開発する｡

石油精製物質
等簡易有害性
評価手法開発

H18~H22

有害性が懸念される石油精
製物質＇特に化学物質審査規
制法における第一種特定化
学物質、塩素化パラフィンの
ような第一種監視化学物質
や鉛、水銀等（について、代
替物質、代替プロセス及び排
出抑制技術等を開発する。

石油精製物質
代替等技術開

発

H22~H26

有害性が懸念される化学物
質＇特に化学物質審査規制法
における第一種特定化学物
質、塩素化パラフィンのような
第一種監視化学物質や鉛、
水銀等（について、代替物質
、代替プロセス及び排出抑制
技術等を開発する。

有害化学物質
代替技術開発

H22~H26

①発がん性、催奇形性、
免疫毒性を予測するin 
vitro試験手法の開発

②トキシコゲノミクス手法を
活用した発がん性試験
手法の開発

①代替物質、代替プロセス
の開発

②排出抑制技術等の開発

①代替物質、代替プロセス
の開発

②排出抑制技術等の開発

化学物質のﾗｲﾌｻｲｸﾙに応じ
たあらゆる暴露を考慮した環
境動態解析の実現のため､
ESDﾍﾞｰｽの排出量推計手法
､室内暴露評価手法等を開発
するとともに､事業者等におけ
る代替物質の選択の際のﾘｽ
ｸ相互比較が可能となるﾘｽｸﾄ
ﾚｰﾄﾞｵﾌ解析の実現のため､同
じ用途の化学物質群ごとのﾘ
ｽｸ評価手法､社会経済分析
手法等を開発する｡

化学物質の最
適管理をめざ
すリスクトレー
ドオフ解析手法

の開発

H19~H23

化学物質のﾘｽｸ評価を実施
する上で必要不可欠な有害
性評価について､従来の動物
実験を用いた反復投与毒性
試験に替わり､究極の代替法
の一つである化学物質の構
造情報等から有害性を計算
機上で予測評価する構造活
性相関手法による有害性評
価手法を開発する｡

構造活性相関
手法による有
害性評価手法

開発

H19~H23

①毒性知識情報データベ
ースの開発

②代謝知識情報データベ
ースの開発

③有害性評価支援システ
ム統合プラットフォーム
の開発

①排出シナリオ文書＇ＥＳＤ
（ベースの環境排出量
推計手法の確立

②化学物質含有製品から
ヒトへの直接暴露等室
内暴露評価手法の確立

③地域スケールに応じた
環境動態モデルの開発

④環境媒体間移行暴露モ
デルの開発

⑤リスクトレードオフ解析
手法の確立

⑥５つの用途群の「用途群
別リスクトレードオフ評
価書」の作成

In vitro＇試験管
内（での評価手
法の確立

In vivo＇生体内（
での評価手法の

確立

従来手法よりも
簡易且つ高精度
な手法の確立

石油等生成物
質によるリスク

の低減

代替の促進

代替の促進

代替物質・プロセスの
開発

排出抑制技術の開発

代替物質・プロセスの
開発

排出抑制技術の開発

試験期間1ヶ月で評
価可能な手法の開発

試験期間1ヶ月で
90%以上の精度で評
価可能な手法の開発

石油精製物質に
おけるリスク低減

その他有害化学
物質におけるリ
スク低減

排出の抑制

排出の抑制

安定供給確保を担う
我が国石油産業の供

給基盤強化

構造活性相関
手法によるリ
スク評価の実

現

一般論的情報
化学物質の肝臓
への毒性に関す
る情報の収集

類似物質に関す
る知見の獲得

獲得した知見の
利活用支援

特殊論的情報

肝臓における毒性に
関する情報の整理

代謝による毒性変化
に関する情報の整理

データベースの整備

予測モデル等の組み
入れ

解析手法の利活
用支援

基本的なデータ
の収集・整理

化学物質のECD整
備

応用の実現 情報欠如を保管
する手法の確立

室内暴露に対する評
価手法の確立

用途別の評価書や評
価指針の公開

地域差に対する評価
手法の確立

環境媒体間移行に対
する評価手法の確立

我が国の石油
・天然ガス・石
炭に係る重層
的かつ多様な
セキュリティの

向上

化学物質など
のリスク低減
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No.32 化学物質管理分野２ 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

ロジックツリーに見られる通り、各採択案件間の関係は独立しており、

特筆すべき関係性は見受けられず
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No.32 化学物質管理分野２ 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 事業名 ロジックツリーの分析結果および示唆

• リスクトレードオフに着目した点は先進的であると考えられ、今後の積極的な研
究開発推進に期待

– リスク評価においては欧米が先進的であり、米国では化学物質のリスク情報データ
ベース＇IRIS（も存在する

– しかしながらリスクトレードオフ解析に関してはまだ欧米でも開発途上*であるため、
先進的な取組であると判断される

*独立行政法人産業技術総合研究所化学物質リスク管理研究センター岸本氏

「化学物質のリスクとベネフィットの評価はどこに向かうべきか？」

• 環境省などの他省庁では類似の取組は見受けられない

対諸外国

対他省庁

N / A

米国

欧州

• たびたび提案されて
いるが伝統の重みが
逆に改革の邪魔を

• リスクトレードオフ解
析はLCA＇ライフサイ
クルアセスメント（の枞
内で実施

出所：右記に同じ
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No.32 化学物質管理分野２ 参考（施策の全体像＇１９．化学物質管理（

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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No.32 化学物質管理分野２ 参考（ロジックモデル＇１９．化学物質管理（

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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No.32 化学物質管理分野２ 参考（施策の全体像＇２５．石油・天然ガス・石炭の安定供給確保（

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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No.32 化学物質管理分野２ 参考（ロジックモデル＇２５．石油・天然ガス・石炭の安定供給確保（

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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参考（NEDOロードマップ2009 化学物質総合管理分野

リスクトレードオフに基づくリスク管理は’12年頃からの実用が期待されている。
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ノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発

No.33 オゾン分野 MFTツリー ノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

オ
ゾ
ン
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：基本計画書、実施方針＇平成21年度版（

冷凍空調システ
ムにおける代替
フロン対策の推

進

ルームエアコン、パ
ッケージエアコン等
での新システム開

発

住宅分野

コールドチェーンや
大容量空調機など
での新システム開

発

業務分野

運輸分野

主要用途における
新システムの開発

実用的な性能評価
・安全基準の確立

性能評価手法の確
立

安全性基準の構築

住宅用コンパクト再生方式省エ
ネ型換気空調システムの開発

車両用空調機器の開発

住宅における換気・冷房・暖
房との両立性確保

LCCP評価

燃焼特性試験

有害性評価

暴露性評価

24時間換気の実現

製品寿命機構負荷の低減

低GWP化

高効率化

①住宅分野向けノンフロン型省
エネ冷凍空調システムの開
発

②業務分野向けノンフロン型省
エネ冷凍空調システムの開
発

③運輸分野向けノンフロン型省
エネ冷凍空調システムの開
発

④実用的な性能評価、安全基
準の構築

過冷却回路によるCO2冷凍シ
ステムの高効率化技術の開発

住宅用ノンフロン型省エネ調湿
しステムの開発

低GWP冷媒を使用した省エネ
空調機の研究

低GWP冷媒ルームエアコンの
研究

低GWP冷媒ルームエアコンの
研究
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革新的ノンフロン系断熱材技術開発プロジェクト

No.33 オゾン分野 MFTツリー 革新的ノンフロン系断熱材技術開発プロジェクト

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

オ
ゾ
ン
分
野

明記されていないが関係があると考えられるもの出所：基本計画書、実施方針＇平成21年度版（

断熱材における代替フ
ロン対策の推進

断熱材構造の微細化・多
孔化

新しい評価手法の確立

新しい評価手法の規格・
標準化

各種断熱素材のハイブリ
ッド化

発砲体・低GWP発泡剤の
合成

熱流制御

評価手法の開発

断熱技術の開発

高断熱性ノンフロン押出発泡体
の研究開発

交流温度波の減衰を利用した
断熱材熱伝導率測定ｼｽﾃﾑの
研究開発

微細空間の熱伝導率測定方
法の確立

高性能断熱性能測定方法の
確立

評価手法の規格・標準化

新構造の検討

新コンポジットの検討

低GWP発泡剤の検討

砲径の微細化

①革新的断熱技術開発

②断熱性能等の計測・評価技
術開発革新的ノンフロン系断熱材及び

断熱性能測定技術の実用性評
価

発泡ポリマー＝シリカナノコンポ
ジット断熱材及び連続製造プロ
セスの開発

次世代断熱発泡剤の研究開発

熱伝導率経時低下を抑制したノ
ンフロン断熱材の研究開発

ノンフロンウレタン断熱技術の
研究開発

熱伝導率構造部材に必要な物
性と構造の同定とその創製の
ための基盤研究

新規断熱性向上シートの研究
開発

先進的高機能無機質系断熱材
の研究開発

水発泡＇もしくは超臨界CO2発
泡（による、新規現場発泡高断
熱ウレタン発泡材の技術開発

発泡剤の気相／液相制御技術
等による現場発泡高断熱ウレタ
ンフォームの技術開発

ナノゲル断熱材の研究開発
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No.33 オゾン分野 ロジックモデル ノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

ノンフロン型省エネ
冷凍空調システム開発

エネルギー効率が高く市
場的に有効な冷凍空調の

普及

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間
H17~H22

• H22年度予算案

7.7億円

温
暖
化
対
策
の
推
進

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①住宅分野向けノンフロ
ン型省エネ冷凍空調シ
ステムの開発

代
替
フ
ロ
ン
対
策
の
推
進

②業務分野向けノンフロ
ン型省エネ冷凍空調シ
ステムの開発

③運輸分野向けノンフロ
ン型省エネ冷凍空調シ
ステムの開発

④実用的な性能評価、安
全基準の構築

出所：基本計画書、実施方針＇平成21年度版（など 、但し目標および時間軸はNEDOロードマップをもとに作成

エネルギー効率が高く
市場的に有効な冷凍空
調システム技術の開発

2020年までに
HCFC全廃

国

民間団体等

委託・補助

NEDO

交付
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No.33 オゾン分野 ロジックモデル 革新的ノンフロン系断熱材技術開発プロジェクト

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

革新的ノンフロン系
断熱材技術開発
プロジェクト

現状のフロン系硬質ウレタ
ンフォームと同等以上の
断熱性能を有する、革新
的なノンフロン系断熱材の

普及

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間
H19~H23

• H22年度予算案

1.75億円

温
暖
化
対
策
の
推
進

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

①革新的断熱技術開発
代
替
フ
ロ
ン
対
策
の
推
進

②断熱性能等の計測・評
価技術開発

出所：基本計画書、実施方針＇平成21年度版（など、但し目標および時間軸はNEDOロードマップをもとに作成

現状のフロン系硬質ウ
レタンフォームと同等以
上の断熱性能を有する
、革新的なノンフロン系
断熱材技術の開発

2020年までに
HCFC全廃

国

民間団体等

委託・補助

NEDO

交付
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No.33 オゾン分野 ロジックツリー

トップダウン ボトムアップ
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

温
暖
化
対
策
の
推
進

施策

冷凍空調機器の省エネ
化を図りつつ、フロン類
の着実な生産・使用抑
制という課題を解決する
ための画期的な冷凍空
調システムの技術開発
を行う

ノンフロン型省
エネ冷凍空調
システム開発

H17~H22

温室効果ガス削減約
束の達成

代替フロン等3ガス
▲1.6%

代替フロン等3ガス対
策の実施

①住宅分野向けノンフ
ロン型省エネ冷凍空
調システムの開発

②業務分野向けノンフ
ロン型省エネ冷凍空
調システムの開発

③運輸分野向けノンフ
ロン型省エネ冷凍空
調システムの開発

④実用的な性能評価、
安全基準の構築

副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題
出所：基本計画書、実施方針＇平成21年度版（

代替フロン対
策の推進

冷凍空調シス
テムにおける
代替フロン対
策の推進

断熱材におけ
る代替フロン
対策の推進

断熱材構造の微
細化・多孔化

ルームエアコン、
パッケージエアコ
ン等での新シス
テム開発

断熱性能等に優れた革
新的なノンフロン系の高
性能断熱材の開発を行
う。また、ノンフロン断熱
材の早急な普及を行うた
めの実用化技術の開発
を行う

革新的ノンフロ
ン系断熱材技
術開発プロジェ

クト

H19~H23

①革新的断熱技術開
発

②断熱性能等の計測・
評価技術開発

新しい評価手法
の確立

新しい評価手法
の規格・標準化

微細空間の熱伝導率
測定方法の確立

高性能断熱性能測定
方法の確立

各種断熱素材の
ハイブリッド化

発砲体・低GWP
発泡剤の合成

熱流制御

評価手法の開発

断熱技術の開発

住宅分野

コールドチェーン
や大容量空調機
などでの新シス
テム開発

業務分野

車両用空調機器の開
発

運輸分野

主要用途におけ
る新システムの

開発

実用的な性能評
価・安全基準の

確立

性能評価手法の
確立

安全性基準の構
築

住宅における換気・
冷房・暖房との両立

性確保

LCCP評価

燃焼特性試験

有害性評価

暴露性評価

24時間換気の実現

製品寿命機構負荷の
低減

低GWP化

高効率化

評価手法の規格・標
準化

新構造の検討

新コンポジットの検討

低GWP発泡剤の検
討

砲径の微細化
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No.33 オゾン分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

各事業はそれぞれ冷凍空調と断熱材への応用を想定しているため、

明確な住み分けがなされている
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No.33 オゾン分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 事業名 ロジックツリーの分析結果および示唆

• 他国も新しい空調システムの開発に積極的な姿勢を見せており、我が国としても今後も継
続的な技術開発支援が必要

– 日本と米国に加えて、中国、カナダ、スロベニア、ロシアが磁気冷凍システムを製作し、性能実
験を始めていることが発表された。フランス、スイス、イタリアも基礎実験や性能解析及び設計
が行なわれている。中でも米国アストロノーテック社は、DOE から148 万ドル＇約1.8 億円（の
資金協力を得て、磁気冷凍空調システムの開発を進めている

「ノンフロン型省エネ冷凍空調システムの開発」中間評価報告書

• 現状の事業に加えて、日本の強みを活かした研究開発方向性も検討する余地あり

– 日本企業は自然冷媒を使ったヒートポンプでは世界的にトップクラスのシステム技術を持ってい
る。一方で、フッ素系の新冷媒の開発では米国化学メーカーが主導している面が強い。温暖化
対策に配慮した次世代の冷凍・空調技術では、こうした日本企業の強みを生かせる「自然冷媒
を使いこなす新技術」を発展させる方が、産業競争力の強化という視点からも得策

「ノンフロン型省エネ冷凍空調システムの開発」中間評価報告書

冷凍空調シ
ステムにお
ける代替フ
ロン対策の
推進

主要用途にお
ける新システ
ムの開発

実用的な性能
評価・安全基
準の確立

諸外国も注力

主要用途に
おける新シ
ステムの開

発

自然冷媒

フッ素系

日本が主導

米国が主導
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No.33 オゾン分野 参考（温暖化対策

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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No.33 オゾン分野 参考（ロジックモデル

出所：平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書
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参考（NEDOロードマップ2009

ロードマップでは2020年までのHCFC全廃が目標として掲げられている。
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アスベスト含有建材等安全回収・処理等技術開発事業

No.34 アスベスト対策分野 MFTツリー アスベスト含有建材等安全回収・処理等技術開発事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

ア
ス
ベ
ス
ト
対
策
分
野

出所：ＮＥＤＯ事業・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ紹介など

簡易性向上

アスベストの探知・計
測

①アスベスト含有状況につ
いて簡易かつ確実な探
知、検出、分析手法の開
発

②安全性、信頼性の高い
回収、除去手法の確立

③無害化、再資源化を実
現する関連機器・システ
ムの開発

アスベストの剥離・回
収

アスベストの安全な無
害化・資源化

プロセスの環境
負荷の低減

低温処理処理の低温化

建造物を解体する現場を対象とした湿式吹き付けアスベ
スト建材等の回収・除去を機械化・省力化する技術の開

発

建造物を解体しないリニューアル現場を対象とした湿式
吹き付けアスベスト建材等の回収・除去を機械化・省力

化する技術

保温材などの飛散性アスベストを対象としたオンサイト式
の溶融・無害化処理及び資源化技術の開発

住宅用屋根材、外壁材を対象とした低温無害化処理、再
資源化技術の開発

セメントスレートボード等を対象とした低温過熱蒸気によ
るアスベスト大量無害化処理・再資源化技術の開発

アスベストの無
害化

飛散の防止

プロセスの簡素
化

建造物の解体時

建造物の非解体
＇ﾘﾆｭｰｱﾙ（時

針状結晶の無害化

表面の被覆

表面被覆の浸透固化

アスベストの無
害化

飛散の防止

針状結晶の無害化

表面の被覆

表面被覆の浸透固化

プロセスの効率
性

オンサイト処理

作業負荷の低減

確実性向上 高精度化

測定ばらつき
抑制

リアルタイム化

熟練性の不要化

副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題 平成19年度の採択テーマ例
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No.34 アスベスト対策分野 ロジックモデル アスベスト含有建材等安全回収・処理等技術開発事業

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

アスベスト含有建材等安全
回収・処理等技術開発事

業

建材等のアスベストの対
策の推進

プロジェクトの
アウトプット

民間事業者

• 事業期間
H19~H21

• H21予算額

1.8億円

ア
ス
ベ
ス
ト
の
健
康
被
害
の
リ
ス
ク
低
減

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

アスベストの探知・計測
手法の確立

出所：ＮＥＤＯ事業・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ紹介など。

但し、アウトカムの時間軸はNEDOロードマップを参考に作成

アスベストの安全な無
害化・資源化手法の確

立

①アスベスト含有状況につ
いて簡易かつ確実な探
知、検出、分析手法の開
発

②安全性、信頼性の高い
回収、除去手法の確立

③無害化、再資源化を実
現する関連機器・システ
ムの開発

建造物を解体する現場を対象と
した湿式吹き付けアスベスト建材
等の回収・除去を機械化・省力

化する技術の開発

建造物を解体しないリニューアル
現場を対象とした湿式吹き付け
アスベスト建材等の回収・除去を

機械化・省力化する技術

保温材などの飛散性アスベスト
を対象としたオンサイト式の溶融
・無害化処理及び資源化技術の

開発

住宅用屋根材、外壁材を対象と
した低温無害化処理、再資源化

技術の開発

セメントスレートボード等を対象と
した低温過熱蒸気によるアスベ
スト大量無害化処理・再資源化

技術の開発

アスベストの剥離・回収
手法の確立

2020年頃
＇小規模も含む（

国

民間団体等

委託

NEDO

交付
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No.34 アスベスト対策分野 ロジックツリー

トップダウン ボトムアップ

副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題

必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

事業目標

技術＇国の事業（

＇Technology （

ア
ス
ベ
ス
ト
対
策
分
野

事業＇PRJ（ 概要目標

ア
ス
ベ
ス
ト
の
健
康
被
害
の
リ
ス
ク
低
減

施策

今後大量の排出が予測
されるアスベスト含有建
材の廃棄物等を対象と
して、アスベスト含有状
況について簡易かつ確
実な探知、分析を可能と
し、安全性、信頼性の高
い回収、処理を実現する
関連機器・システムの技
術開発を行う

アスベスト含有
建材等安全回
収・処理等技
術開発事業

H19~H21

簡易性向上

アスベストの探知・計
測

①アスベスト含有状況
について簡易かつ確
実な探知、検出、分
析手法の開発

②安全性、信頼性の高
い回収、除去手法の
確立

③無害化、再資源化を
実現する関連機器・
システムの開発

•従来手法では1500℃以上の高温が必要とされており、省エネ
ルギーの観点から問題があった

アスベストの剥離・回
収

アスベストの安全な無
害化・資源化

民間企業による、
従業員や周辺住
民へのアスベスト
による健康被害の

公表
＇平成17年（

ILO＇国際労働機
関（、WHO＇世界
保健機構（による
アスベストに関す
る癌原性の公表
＇昭和47年（

アスベストに関す
る規制の見直し
＇平成18年（

アスベスト含有製
品の定義が含有
率1wt％から

0.1wt％に変更さ
れ、アスベスト含
有建材等の推定
蓄積量が1億トン
にも達すると推計

アスベスト対策関
係予算として、今
後の被害を未然
に防ぐための対応
に計28.0億円の
予算が配分
＇平成20年（

プロセスの環境
負荷の低減

低温処理処理の低温化

溶融処理

建造物を解体する現場を対象とした
湿式吹き付けアスベスト建材等の回
収・除去を機械化・省力化する技術

の開発

•米国ARIテクノロジーズは1200℃の炉による処理を実用化
＇日経BP社 SAFETY REPORTより（

•環境省では、「アスベスト飛散防止用封じ込め工法の開発」を推
進。解体・撤去時の飛散防止対策及び廃棄物処理の簡素化を
目指す

建造物を解体しないリニューアル現
場を対象とした湿式吹き付けアスベ
スト建材等の回収・除去を機械化・

省力化する技術

保温材などの飛散性アスベストを対
象としたオンサイト式の溶融・無害化

処理及び資源化技術の開発

住宅用屋根材、外壁材を対象とした
低温無害化処理、再資源化技術の

開発

セメントスレートボード等を対象とした
低温過熱蒸気によるアスベスト大量
無害化処理・再資源化技術の開発

アスベストの無
害化

飛散の防止

プロセスの簡素
化

建造物の解体時

建造物の非解体
＇ﾘﾆｭｰｱﾙ（時

針状結晶の無害化

表面の被覆

表面被覆の浸透固化

アスベストの無
害化

飛散の防止

針状結晶の無害化

表面の被覆

表面被覆の浸透固化

プロセスの効率
性

オンサイト処理

平成19年度の採択テーマ例出所：ＮＥＤＯ事業・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ紹介など

•環境省では、「大気中石綿濃度測定のためのサンプリング装置
の開発及び自動計数システムの構築 」を推進。

作業負荷の低減

•環境省では、「空気中繊維状粒子リアルタイム検出法における
アスベスト粒子検出確率向上技術に関する研究 」を推進。

•環境省では、「気中アスベストの位相差顕微鏡自動計数システ
ムの開発に関する研究」を推進。

確実性向上 高精度化

測定ばらつき
抑制

リアルタイム化

熟練性の不要化
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No.34 アスベスト対策分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間の

関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、さらに
全体としての効果が高まる

• 片方の打ち手を支える＇片方の打ち
手を採用した場合の派生課題を解
決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち手が競
い合う関係であり、且つ、双方が同
時採用されることはない

• 片方の打ち手を採用するともう一方
の打ち手が使えなくなる＇同課題だ
けでなく、別課題でもありうる関係性
（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

単独事業であるため、

検討せず
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No.34 アスベスト対策分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 事業名 ロジックツリーの分析結果および示唆

• 環境省でもアスベスト対策のための技術開発を推進しており、経済産業省との関係性につ
いては確認が必要

– 環境省では“アスベストの探知・計測”のために、「気中アスベストの位相差顕微鏡自動計数シ
ステムの開発に関する研究」「大気中石綿濃度測定のためのサンプリング装置の開発及び自
動計数システムの構築 」「空気中繊維状粒子リアルタイム検出法におけるアスベスト粒子検出
確率向上技術に関する研究」を推進。また、“アスベストの剥離・回収”のために「アスベスト飛
散防止用封じ込め工法の開発」を推進

– 一方、経済産業省では“アスベストの探知・計測” “アスベストの剥離・回収”“アスベストの安全
な無害化・資源化”のために「アスベスト含有建材等安全回収・処理等技術開発事業」を推進

他省庁との比較

• 米国民間企業はすでに無害化・資源化の大量処理を実用化しているが、本事業ではさら
に省エネ性能に優れた手法の研究開発を推進している

– 米国ARIテクノロジーズは1200℃の炉による大量処理を実用化している

– しかし、このような従来手法はプロセス上高温が必要とされており、省エネルギーの観点から問
題があった

– 本事業では「セメントスレートボード等を対象とした低温過熱蒸気によるアスベスト大量無害化処理・再資源
化技術の開発」「住宅用屋根材、外壁材を対象とした低温無害化処理、再資源化技術の開発」などの、低
温プロセス実現のための取組をしている

海外との比較

経済産業省

米国ARI

アスベストの探知・計測

アスベストの剥離・回収

アスベストの安全な無害
化・資源化

アスベスト
の安全な
無害化・資
源化

プロセス
の環境
負荷の
低減

低温処理

溶融処理

環境省

経済産業省
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参考（NEDOロードマップ2009 化学物質総合管理分野

アスベスト対策は’20年頃に大規模・小規模を含めて実用化が完了することが目標と理解。
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No.35 バイオ分野 MFTツリー 植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発＇植物利用高付加価値物質製造基盤技術開発、植物利用ｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化工業原料生産技術開発（

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

バ
イ
オ
分
野

植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発
＇植物利用高付加価値物質製造基盤技術開発（

植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発
(植物利用ｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化工業原料生産技術開発)

環
境
調
和
型
の
材
料
プ
ロ
セ
ス
の

実
現

生産性向上のための組
換え植物を作出する

生物機能なら
ではの新材料
・新用途を開
発する

医療用原材料

③閉鎖型人工環境下での組
換え植物栽培システムの構
築

完全制御型植物工場シ
ステムにより有用物質
の生産実用化の目処を

付ける

②有用物質生産のための基
盤植物作出技術の開発

①有用物質を高効率。高生産
する組換え植物作出技術
の開発

②遺伝子組み換え植物から
の高効率・高性能な目的物
質の生産を実現する技術
の開発

①モデル植物＇シロイヌナズ
ナ（に関する物質生産メカ
ニズム等の情報を統合した
データベースの整備

メリットを最大
化する

生物機能を利
用して新材料
を開発する

既存化学品の
生産における
環境特性を向
上する

汎用化学品 生産性向上のための組
換え植物を作出する

植物機能を利用した工
業原料生産プロセスを

開発する

機能性食品原
料

生産性向上のための組
換え植物を作出する

閉鎖型環境下での植物
栽培ｼｽﾃﾑを開発する

医療用原料 有用物質生産のための
基盤植物を作出する

モデル植物を活用した
物質生産機能の解析

統合データベースの構
築

実用植物への目的有用
遺伝子の導入

形質転換体の作出

形質評価・環境影響評
価の実施

植林栽培・実用化の推
進

生物機能を利
用して資源を
再生する

再生プロセス
を確立する

再生技術を課
開発する

再生ﾌﾟﾛｾｽの効
率を向上する

微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発

生産性向上のための組
換え植物を作出する 微生物を利用した有用

物質の生産、排水・廃
棄物処理を実現する技

術を開発する ②微生物群のデザイン化によ
る高効率型環境バイオ処理
技術開発

①微生物機能を活用した高度
製造基盤技術開発

バイオプロセスによる生
産技術の開発

高効率型環境バイオ処
理技術を開発する

バイオプロセスによる廃
水・廃棄物処理技術の

開発
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機能性ＲＮＡプロジェクト

後天的ゲノム修飾のメカニズムを活用した創薬基盤技術開発

No.35 バイオ分野 MFTツリー 機能性ＲＮＡプロジェクト・後天的ゲノム修飾のメカニズムを活用した創薬基盤技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

治
療
に
当
た
っ
て
の
画
期
的
・幅
広
い
医
薬
品

提
供
の
実
現

探索に使用する機器
を開発する

創薬プロセ
スを効率化
する

創薬プロセ
ス初期の効
率を向上す

る

シーズ探索
能力を向上
する

探索能力を向
上する

③機能性RNAの機能の
解明

機能性RNAの推定・
解析支援技術、ツー
ル開発および解析を

行なう

②機能性RNA解析のた
めの支援技術・ツール
の開発

①機能性RNAの探索・解
析のためのﾊﾞｲｵインフ
ォマティクス技術の開発

③探索的実証研究

②後天的ゲノム修飾と疾
患との関連づけ

①後天的ゲノム修飾解析
技術開発

疾
患
の
早
期
発
見
お
よ
び
個
人
の
遺
伝
情
報

に
合
わ
せ
た
医
薬
品
の
投
与
を
可
能
と
す
る

診
断
の
実
現

定期的に診
断して小さな
変化・兆候を
見逃さない

診断能力を
向上する

標的の同定
能力を向上
する

疾患メカニズ
ムを解明する

解析技術を開発する

修飾を制御する化合
物の探索技術を開

発する

探索技術を開発する

疾患原因となる修飾
の構造・機能の解析
技術を開発する

探索技術を開発する

バ
イ
オ
分
野
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化合物等を活用した生物システム制御基盤技術開発

No.35 バイオ分野 MFTツリー 化合物等を活用した生物システム制御基盤技術開発・創薬加速に向けたタンパク質構造解析基盤技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

探索技術を開発する

創薬プロセ
スを効率化
する

創薬プロセ
ス初期の効
率を向上す

る

シーズ探索
能力を向上
する

探索能力を向
上する ③タンパク質相互作用予

測技術の開発

生物機能を制御する
化合物の探索・評価
技術を開発する

②タンパク質相互作用情
報の検証技術の開発

①タンパク質相互作用ネ
ットワーク解析技術の開
発

治
療
に
当
た
っ
て
の
画
期
的
・幅
広
い
医
薬
品

提
供
の
実
現

解析技術を開発する

標的の同定
能力を向上
する

疾患メカニズ
ムを解明する

ﾀﾝﾊﾟｸ質の相互作用
等により創薬ﾀｰｹﾞｯﾄ
候補・疾患ﾒｶﾆｽﾞﾑを
解明する技術を開発

する

創薬プロセ
ス中・後期
の効率を向
上する

⑥化合物等の高機能化
技術の開発

⑤化合物等の探索技術
の開発

④疾患関連遺伝子探索
技術の開発

⑦化合物等の評価技術
の開発

探索技術を開発する
生物機能を制御する
化合物の探索・評価
技術を開発する

バ
イ
オ
分
野

スクリーニン
グ効率を向上

する

創薬加速に向けたタンパク質構造解析基盤技術開発

シミュレーション技術
を開発する

In Silicoｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ等
のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術を

開発する

タンパク質の構造解
析、相互作用解析技
術を開発する ②核磁気共鳴法等による

膜たんぱく質及びその
複合体とリガンドの相互
作用解析技術の開発

①電子線等による膜たん
ぱく質及びその複合体
の構造解析技術の開発

③高精度in silicoスクリー
ニング等のシミュレーシ
ョン技術の開発

製造時の効
率を向上す

る

各部の製造
効率を向上す

る

薬物設計・
最適化能力
を向上する

効能・安全性
の設計能力を
向上する
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幹細胞産業応用促進基盤技術開発

新機能抗体創製基盤技術開発

No.35 バイオ分野 MFTツリー 幹細胞産業応用促進基盤技術開発・新機能抗体創製基盤技術開発・糖鎖機能活用技術開発

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

創薬プロセ
スを効率化
する

創薬プロセ
ス初期の効
率を向上す

る

標的の同定
能力を向上
する

疾患メカニズ
ムを解明する

②iPS細胞等肝細胞の選
別・評価・製造技術等の
開発

①安全かつ効率的なiPS
細胞作成のための基盤
技術の開発

②高効率な抗体分離精製
技術の開発

①系統的な高特異性抗体
創製技術の開発

創薬プロセ
ス中・後期
の効率を向
上する

製造時の効
率を向上す

る

各部の製造
効率を向上す

る

製造技術を開発する
特異性の高い抗体を
作成するための技術

を開発する

治
療
に
当
た
っ
て
の
画
期
的
・幅
広
い
医
薬
品

提
供
の
実
現

ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞに使用す
る機器を開発する

幹細胞を使った創薬
スクリーニングシステ

ムを開発する

抗体製造における低
コストでの分離精製
技術を開発する

薬物設計・
最適化能力
を向上する

効能・安全性
の設計能力を
向上する

スクリーニン
グ効率を向上

する

③iPS細胞等肝細胞を用
いた創薬スクリーニング
システムの開発

バ
イ
オ
分
野

糖鎖機能活用技術開発

③糖鎖の大量合成技術
の開発

②糖鎖の機能解析・検証
技術の開発

①糖鎖マーカーの高効率
な分画・精製・同定技術
の開発

異常の検出能力を
向上する

特異的糖鎖認識プロ
ーブを開発する

製造技術を開発する ヒト型糖鎖の大量合
成法を開発する

探索技術を開発する
疾患に関係する糖鎖
機能の解析技術を

開発する

④糖鎖認識プローブの作
成技術の開発

シーズ探索
能力を向上
する

探索能力を向
上する

遺伝情報の
診断機会を
増大する

診断技術を
向上する

疾
患
の
早
期
発
見
お
よ
び
個
人
の
遺
伝
情
報

に
合
わ
せ
た
医
薬
品
の
投
与
を
可
能
と
す
る

診
断
の
実
現



508

基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発

個別化医療の実現のための技術融合バイオ診断技術開発

No.35 バイオ分野 MFTツリー 個別化医療の実現のための技術融合ﾊﾞｲｵ診断技術開発・基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発・統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

診断能力を向上する

創薬プロセ
スを効率化
する

創薬プロセ
ス初期の効
率を向上す

る

シーズ探索
能力を向上
する

染色体異常の解析
ツールを開発する

②治療に繋がる疾病コン
テンツの開発

①染色体解析技術開発

遺伝情報の
診断機会を
増大する

実用的な診
断機器を開
発する

治
療
に
当
た
っ
て
の
画
期
的
・幅
広
い
医
薬
品

提
供
の
実
現

疾
患
の
早
期
発
見
お
よ
び
個
人
の
遺
伝
情
報

に
合
わ
せ
た
医
薬
品
の
投
与
を
可
能
と
す
る

診
断
の
実
現

前臨床以前のﾌﾟﾛｾｽ
で停滞中の案件の
開発を促進する

新規医療技術の治
療効果等の確認に
目処をつけ、数年後
に臨床試験を開始で
きるレベルへの到達

を目指す

②がん、認知症等の診断
法に関する研究開発

①従来にない効果が期待
される創薬技術に関す
る研究開発

診断効率を向上する

有効性・安全性の評
価技術に関する研究

開発

解析データと診断情
報の関係を明確化す

る

新しい治療・
診断法の実
用化を推進
する

実用化に際しての有
効性・安全性の評価
技術を策定する

停滞中の案件の開
発を促進する＇がん・

再生医療等（

治療に繋が
る疾病コン
テンツを開
発する

データを収集・蓄積
する

データの評価基準を
策定する

創薬プロセ
ス中・後期
の効率を向
上する

開発リソース
を増大する

前臨床・臨
床を突破す
る能力を向
上する

④新規医療機器装置の研
究開発

③再生、細胞医療等、従
来の医療技術では解決
できない疾患治療を可
能とする研究開発

⑤有効性・安全性等の評
価技術に関する研究開
発

バ
イ
オ
分
野



509

No.35 バイオ分野 MFTツリー ﾊﾞｲｵｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ安全対策調査・ﾊﾞｲｵ事業化に伴う生命倫理問題等に関する研究・遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律施行対策

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

バ
イ
オ
分
野

バイオインダストリー安全対策調査

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律施行対策

関連情報へのアクセスを
容易にする

産業利用促進のための情
報提供システムの検討・
既存DBとの相互補完を実

施する
②遺伝子組み換え微生物の第二種利
用基準策定のための調査

①安全性情報基盤拡充のための調査

①遺伝子組換え微生物漏出時の対策
技術＇資料採取、分析手法（および
マニュアル整備

バイオ事業化に伴う生命倫理問題等に関する研究

新技術に対する民間企業
や国民からの理解を獲得

する

GM作物や遺伝子ビジネ
ス等バイオテクノロジーに
関する問題について国民
の理解を得るための研究
・ルール整備・情報発信の

場を創出する ②国民理解の促進のための調査

バイオテクノロジーの産
業の健全な発展に向け
た検討のための調査

管理体制の評価基準を策
定する

リスク検出・対策手法を向
上・整備する

微生物を産業利用する際
の管理手法の基準策定の
ための調査を行なう ③微生物の開放系利用に係る評価手

法策定のための基礎調査

国民理解促進のための
取り組み

①遺伝子・細胞関連ビジネスの発展
基盤の整備のための調査

統合データベースプロジェクト

①経済産業省関連の公的資金研究
から算出される研究データを蓄積し
たデータベースの構築

遺伝子・タンパク質・疾患
等のDBを整備・拡充する

公的資金から算出される
研究データを統合し、産業
界のニーズに合う形で提

供
関連情報へのアクセスを

容易にする

生物多様性条約に基づく遺伝資源へのｱｸｾｽ促進事業

③日本企業による資源国の生物遺伝
資源へのアクセス実施の支援

②資源国の生物遺伝資源へのアクセ
ス実施に必要な国内の制度的基盤
の整備

①日本企業から資源国の生物遺伝資
源へのアクセスを容易にするため
の環境整備

海外の遺伝資源の円滑な
利用＇アクセス（を促進す

る

海外の遺伝資源の円滑な
利用を促進するための事
業環境を整備する

リスクを適切に
管理する

社会のリテラシ
ーを向上させる

新技術に対する民間
企業や国民からの理

解を獲得する

生産者側のリ
スク管理を徹
底する

リスクの検出技術を
向上する

検査体制を強
化する

管理体制の評価基
準を策定する

関連情報へのアクセ
スを容易にする

生物機能等を
利用した技術
の実用化を促
進する

遺伝子・タンパク質・
疾患等のDBを整備・

拡充する

実用化のため
の基盤を整備

する
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No.35 バイオ分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

国

民間企業
等

植物機能を活用した高度モ
ノ作り基盤技術開発

＇植物利用高付加価値物質製造基
盤技術開発（

国

NEDO

植物機能を活用した高度モ
ノ作り基盤技術開発

(植物利用エネルギー使用合理化
工業原料生産技術開発)

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間企業
完全制御型植物工場シス
テムにより有用物質生産の
実用化への目処付け

①有用物質を高効率・高
生産する組換え植物作
出技術の開発

完全制御型植物工場シス
テムにより有用物質生産

の実用化

環
境
調
和
型
の
材
料
等

プ
ロ
セ
ス
の
実
現

環
境
に
優
し
い
製
造
プ
ロ
セ
ス

の
創
造

②有用物質生産のための
基盤植物作出技術の開
発

バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・化
学

物
質
の
リ
ス
ク
を
適
切
に
管
理

す
る
社
会
シ
ス
テ
ム
の
構
築

③閉鎖型人工環境下での
組換え植物栽培システ
ムの構築

民間企業植物機能を利用した工業
原料生産プロセスの開発

①モデル植物＇シロイヌナ
ズナ（に関する物質生
産メカニズム等の情報
を統合したデータベー
スの整備

植物機能を利用した工業
原料生産プロセスの実現

②遺伝子組み換え植物
からの高効率・高性能
な目的物質の生産を実
現する技術の開発

• 事業期間H14-22

• 植物機能を活用
した高度モノ作り
基盤技術開発と
してのH22予算
案10.4億円

出所：個別事業評価書、イノベーションプログラム基本計画、個別事業の基本計画 H22年度バイオ関連予算案の概要＇平成21年12月25日（等

• 事業期間H18-22

• 植物機能を活用し
た高度モノ作り基
盤技術開発として
のH22予算案
10.4億円

民間企業
等

循
環
型
社
会
の
形
成

委託

委託

微生物機能を活用した環境
調和型製造基盤技術開発

民間企業

微生物を利用した有用物
質＇汎用化学品・医療用原
料（の生産、排水・廃棄物
処理を実現する技術の開

発

①微生物機能を活用した
高度製造基盤技術開発 微生物を利用した有用物

質生産、排水・廃棄物処
理技術の実用化

②微生物群のデザイン化
による高効率型環境バ
イオ処理技術開発

• 事業期間H18-23

• H22予算案5.0億円

国

NEDO

民間企業
等

委託

交付
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No.35 バイオ分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

機能性ＲＮＡプロジェクト

後天的ゲノム修飾のメカニ
ズムを活用した創薬基盤

技術開発

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間企業
機能性RNAの推定・解析
支援技術、ツール開発およ

び解析の実施

①機能性RNAの探索・解
析のためのﾊﾞｲｵインフ
ォマティクス技術の開発

機能性RNAの推定・解析
支援技術、ツールの実用

化

治
療
に
当
た
っ
て
の
画
期
的
・幅

広
い
医
薬
品
提
供
の
実
現

健
康
寿
命
の
延
伸

②機能性RNA解析のため
の支援技術・ツールの
開発

Ｑ
Ｏ
Ｌ
の
向
上

③機能性RNAの機能の
解明

民間企業
疾患原因となる修飾の構
造・機能の解析技術の開

発

①後天的ゲノム修飾解析
技術開発

後天的ゲノム修飾の解析
手法・疾患との関連付け

の明確化

②後天的ゲノム修飾と疾
患との関連づけ

• 事業期間H22-25

• H22予算案3.2億円

出所：個別事業評価書、イノベーションプログラム基本計画、個別事業の基本計画 H22年度バイオ関連予算案の概要＇平成21年12月25日（等

• 事業期間H18-21

• H21予算8.0億円

③探索的実証研究 修飾を制御する化合物の
探索技術の開発

民間企業

国

NEDO

バイオ産業
情報化コン
ソーシアム

国

NEDO

民間企業
等

委託

委託

交付

交付
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No.35 バイオ分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

化合物等を活用した生物シ
ステム制御基盤技術開発

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間企業
生物機能を制御する化合
物の探索・評価技術の開

発

①タンパク質相互作用ネ
ットワーク解析技術の開
発

たんぱく質の解析・化合物
の探索技術までの一貫し

た技術の確立

治
療
に
当
た
っ
て
の

画
期
的
・幅
広
い

医
薬
品
提
供
の

実
現

健
康
寿
命
の
延
伸

②タンパク質相互作用情
報の検証技術の開発

Ｑ
Ｏ
Ｌ
の
向
上

③タンパク質相互作用予
測技術の開発

⑤化合物等の探索技術の
開発

出所：個別事業評価書、イノベーションプログラム基本計画、個別事業の基本計画 H22年度バイオ関連予算案の概要＇平成21年12月25日（等

• 事業期間H18-23

• ゲノム創薬加速
化支援バイオ基
盤技術開発とし
てのH22予算
15.7億円

④疾患関連遺伝子探索技
術の開発

ﾀﾝﾊﾟｸ質の相互作用等によ
り創薬ﾀｰｹﾞｯﾄ候補・疾患ﾒｶ
ﾆｽﾞﾑを解明する技術の開

発

民間企業

⑥化合物等の高機能化技
術の開発

⑦化合物等の評価技術の
開発

国

NEDO

民間企業、
大学等

委託

創薬加速に向けたタンパク
質構造解析基盤技術開発

民間企業
タンパク質の構造解析、相
互作用解析技術の開発

①電子線等による膜たん
ぱく質及びその複合体
の構造解析技術の開発

候補化合物の効率的な探
索と実用性の高いリード化
合物への展開等の創薬基

盤技術の実用化
②核磁気共鳴法等による
膜たんぱく質及びその
複合体とリガンドの相互
作用解析技術の開発

③高精度in silicoスクリー
ニング等のシミュレーシ
ョン技術の開発

• 事業期間H20-23

• ゲノム創薬加速
化支援バイオ基
盤技術開発とし
てのH22予算
15.7億円

国

NEDO

民間企業、
大学等

民間企業
In Silicoｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ等のｼﾐｭ

ﾚｰｼｮﾝ技術の開発

交付

委託

交付
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No.35 バイオ分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

幹細胞を使った創薬スクリ
ーニングシステムの実用

化

治
療
に
当
た
っ
て
の
画
期
的
・

幅
広
い
医
薬
品
提
供
の
実

現

健
康
寿
命
の
延
伸

Ｑ
Ｏ
Ｌ
の
向
上

特異性の高い抗体を作成
するための技術及び低コ
ストでの抗体製造技術の

実用化

出所：個別事業評価書、イノベーションプログラム基本計画、個別事業の基本計画 H22年度バイオ関連予算案の概要＇平成21年12月25日（等

薬物設計・最適化能力を
向上する

前臨床・臨床を突破する
能力を向上する

 DDS技術の発達により体

内の薬物分布を空間的
に制御することが可能と
なるため、特定部位にお
いてのみ効果が発現する
ことを前提とした剤形の
設計等が可能となる

疾患に関係する糖鎖機能
の解析・活用するための
技術および基盤を確立

幹細胞産業応用促進基盤
技術開発

新機能抗体創製基盤技術
開発

民間企業幹細胞を使った創薬スクリ
ーニングシステムの開発

①安全かつ効率的なiPS
細胞作成のための基盤
技術の開発

②iPS細胞等肝細胞の選
別・評価・製造技術等の
開発

③iPS細胞等肝細胞を用
いた創薬スクリーニング
システムの開発

民間企業特異性の高い抗体を作成
するための技術の開発

①系統的な高特異性抗体
創製技術の開発

②高効率な抗体分離精製
技術の開発

抗体製造における低コスト
での分離精製技術の開発

• 事業期間H18-22

• H22予算4.3億円

• 事業期間H20-25

• H22予算案9.0億円

国

NEDO

民間企業、
大学等

国

NEDO

民間企業、
大学等

DDS＇ドラッグデリバリーシ
ステム（技術の開発

モデリング’&シミュレーショ
ン、マイクロドーズ技術の

開発

民間企業

民間企業

 モデリング&シミュレーション＇数学的手法による薬物

動態の予測（やマイクロドーズ＇ごく微量の化合物を人
に単回投与することによる新薬候補化合物のスクリー
ニング。現在国内では認められていない（の導入によ
り、臨床試験段階における開発スピード・効率の向上、
開発リスク・費用の低減が期待される

委託

委託

糖鎖機能活用技術開発

民間企業疾患に関係する糖鎖機能
の解析技術の開発

①糖鎖マーカーの高効率
な分画・精製・同定技術
の開発

②糖鎖の機能解析・検証
技術の開発

• 事業期間H18-22

• H22予算7.3億円

③糖鎖の大量合成技術の
開発

ヒト型糖鎖の大量合成法の
開発

民間企業

④糖鎖認識プローブの作
成技術の開発

特異的糖鎖認識プローブ
の開発

民間企業

国

NEDO

民間企業、
大学等

委託

疾
患
の
早
期
発
見
お
よ
び
個

人
の
遺
伝
情
報
に
合
わ
せ

た
医
薬
品
の
投
与
を
可
能

と
す
る
診
断
の
実
現

交付

交付

交付
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基礎研究から臨床研究への
橋渡し促進技術開発

No.35 バイオ分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

個別化医療の実現のため
の技術融合バイオ診断技

術開発

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間企業染色体異常の解析ツール
の開発

①染色体解析技術開発 染色体異常の診断を通じ
た個別化医療の実現

治
療
に
当
た
っ
て
の

画
期
的
・幅
広
い

医
薬
品
提
供
の

実
現

健
康
寿
命
の
延
伸

②治療に繋がる疾病コン
テンツの開発

Ｑ
Ｏ
Ｌ
の
向
上

疾
患
の
早
期
発
見
お
よ
び
個

人
の
遺
伝
情
報
に
合
わ
せ

た
医
薬
品
の
投
与
を
可
能

と
す
る
診
断
の
実
現

出所：個別事業評価書、イノベーションプログラム基本計画、個別事業の基本計画 H22年度バイオ関連予算案の概要＇平成21年12月25日（等。年次についてはNEDOロードマップを参照

• 事業期間H18-20

• H22予算2.3億円

民間企業新規医療技術の開発促進
①従来にない効果が期待
される創薬技術に関す
る究開発

新規医療技術の実用化

②がん、認知症等の診断
法に関する研究開発

③再生、細胞医療等、従
来の医療技術では解決
できない疾患治療を可
能とする研究開発

④新規医療機器装置の研
究開発

⑤有効性・安全性等の評
価技術に関する研究開
発

• 事業期間H19-23

• H22予算25.5億円

解析データと診断情報の関
係の明確化

民間企業

新規医療技術の開発促進

民間企業新規医療技術の開発促進

国

NEDO

民間企業、
大学等

国

NEDO

民間企業、
大学等

委託 ‟15年にがん患者
5年生存率60%

‟15年にがん患者
5年生存率60%

交付

委託

交付
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No.35 バイオ分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

出所：個別事業評価書、イノベーションプログラム基本計画、個別事業の基本計画 H22年度バイオ関連予算案の概要＇平成21年12月25日（＇ただし、遺伝子組換え～の予算については個別事業要求書（等

国

ﾊﾞｲｵｲﾝﾀﾞｽ
ﾄﾘｰ協会

バイオインダストリー安全対策
調査

製品評価技術

基盤機構

遺伝子組換え生物等の使用等
の規制による生物の多様性の
確保に関する法律施行対策

民間企業及び国民等
産業利用促進のための情
報提供システムの検討・既
存DBとの相互補完の実施

①安全性情報基盤拡充のための調査
バイオインダストリーの安

全性の向上
②遺伝子組み換え微生物の第二種利
用基準策定のための調査

民間企業及び国民等

遺伝子組換え微生物漏出
時の対策技術＇資料採取、
分析手法（およびマニュア

ル整備

①遺伝子組換え微生物漏出時の対
策技術＇資料採取、分析手法（およ
びマニュアル整備

生産者側のリスクの適切
な管理

• 事業期間 H16-H20

• H20予算0.1億円

• 事業期間H12-21

国

民間事業者等

バイオ事業化に伴う生命倫理
問題等に関する研究

民間企業及び国民等

バイオテクノロジーに関す
る問題について民間企業
や国民の理解を得るため
の研究・ルール整備・情報

発信の場の創出

①遺伝子・細胞関連ビジネスの発展
基盤の整備のための調査 GM作物や遺伝子ビジネ

ス等バイオテクノロジーに
関する問題についての民
間企業や国民の理解の獲

得②国民理解の促進のための調査

• 事業期間H14-H21

• H21予算0.3億円

③微生物の開放系利用に係る評価手
法策定のための基礎調査

微生物を産業利用する際
の管理手法の基準策定の

ための調査の実施

生物多様性条約に基づく遺伝
資源へのｱｸｾｽ促進事業

民間企業及び国民等
海外の遺伝資源の円滑な
利用を促進するための事

業環境の整備

①日本企業から資源国の生物遺伝資
源へのアクセスを容易にするため
の環境整備

海外の遺伝資源の円滑な
利用の実現

②資源国の生物遺伝資源へのアクセ
ス実施に必要な国内の制度的基盤
の整備

• 事業期間H14-22

• H22予算0.4億円 ③日本企業による資源国の生物遺伝
資源へのアクセス実施の支援

国

ﾊﾞｲｵｲﾝﾀﾞｽ
ﾄﾘｰ協会

民間団体等
統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

民間企業及び国民等公的資金から算出される研
究データ統合DBの構築

①経済産業省関連の公的資金研究
から算出される研究ﾃﾞｰﾀを蓄積し
たﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築

産業界のニーズに合致し
た研究データ提供• 事業期間H20-22

• H22予算0.5億円

国

国

バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
を
用
い

た
事
業
の
創
出

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
に
よ
る

新
産
業
群
の
創
出

委託

委託

委託

委託

委託
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基盤開発

技術開発

エネルギー施策に紐付くため、他課の管轄領域

No.35 バイオ分野 ロジックツリー

トップダウン
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

ボトムアップ
技術＇国の事業（

＇Technology （

バ
イ
オ
分
野

事業＇PRJ（事業目標施策 目標

副次的な課題本施策の事業で直接的にカバーされていない課題出所：個別事業評価書、イノベーションプログラム基本計画、個別事業の基本計画、NEDOロードマップ 等

安
全
・安
心
な
国
民
生
活
の
実
現

健
康
寿
命
の
延
伸

Ｑ
Ｏ
Ｌ
の
向
上

資
源
制
約
の
克
服

環
境
に
優
し
い
製
造

プ
ロ
セ
ス
の
創
造

環
境
と
調
和
し
た
持
続
的

な
経
済
・社
会
の
実
現

循
環
型
社
会

の
形
成

バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・化
学

物
質
の
リ
ス
ク
を
適
切
に
管
理

す
る
社
会
シ
ス
テ
ム
の
構
築

環境調和型の
材料等プロセ
スの実現

治療に当たっ
ての画期的・幅
広い医薬品提
供の実現

疾患の早期発
見および個人
の遺伝情報に
合わせた医薬
品の投与を可
能とする診断
の実現

メリットを最大化する 生物機能を利用して
新材料を開発する

生物機能ならではの
新材料・新用途を開

発する
医療用原材料 生産性向上のための組換え

植物を作出する

機能性食品原料 有用物質生産のための基盤
植物を作出する

閉鎖型環境下での植物栽培
ｼｽﾃﾑを開発する

リスクを適切に管理
する

社会のリテラシーを
向上させる

新技術に対する民間企業や
国民からの理解を獲得する

生産者側のリスク管
理を徹底する

既存化学品の生産に
おける環境特性を向

上する
汎用化学品 生産性向上のための組換え

植物を作出する

リスク検出・対策手法を向上・
整備する

検査体制を強化する 管理体制の評価基準を策定
する

関連情報へのアクセスを容易
にする

生物機能等を利用し
た技術の実用化を促

進する

有用物質生産のための基盤
植物を作出する

医療用原料

プロセスに必要な微生物・酵
素を開発する

エネルギー 生産技術を開発する

再生ﾌﾟﾛｾｽの効率を向上する

解析技術を開発する標的の同定能力を向
上する

疾患メカニズムを
解明する

ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞに使用する機器を
開発する

スクリーニング効
率を向上する

実用的な診断機器を
開発する

診断能力を向上する

診断効率を向上する

治療に繋がる疾病コ
ンテンツを開発する

データを収集・蓄積する

データの評価基準を策定する

生物機能を利用して
資源を再生する 資源再生技術を開発する

資源再生プロセスを
確立する

遺伝情報の診断機会
を増大する

異常の検出能力を向上する診断技術を向上する

概要

機能性ＲＮＡプロジェクト
機能性RNAの探索・機能解析技

術を開発する

機能性RNAの推定・解析支援
技術、ツール開発および解析を

行なう

植物機能を活用した
高度モノ作り基盤技術開発
(植物利用ｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理
化工業原料生産技術開発)

植物機能を利用した工業原料生
産プロセスを開発する

植物機能を活用した環境調和型
の有用物質生産の実現を目指す

植物機能を活用した
高度モノ作り基盤技術開発
＇植物利用高付加価値物質
製造基盤技術開発（

完全制御型植物工場システム
により有用物質の生産実用化

の目処を付ける

遺伝子組み換え技術を用いた植
物工場システムによる有用物質

生産を目指す

生物多様性条約に基づく遺
伝資源へのｱｸｾｽ促進事業

海外の遺伝資源の円滑な利用＇
アクセス（を促進する

海外の遺伝資源の円滑な利用を
促進するための事業環境を整備

する

遺伝子組換え生物等の使用
等の規制による生物の多様
性の確保に関する法律施行

対策

遺伝子組換え微生物漏出時の
対策技術＇資料採取、分析手法

（およびマニュアル整備

対象が遺伝子組み換え生物であ
るかを判断する技術・ノウハウを

蓄積する

バイオインダストリー安全対
策調査微生物を産業利用する際の管

理手法の基準策定のための調
査を行なう

産業利用促進のための情報提
供システムの検討・既存DBとの

相互補完を実施する
バイオインダストリーの安全性確
保のため産業利用の際の管理
手法の策定及び利用に関する情
報提供システムの構築を行なう

バイオ事業化に伴う生命倫
理問題等に関する研究

ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰに関する問題につ
いて民間企業や国民の理解を
得るための研究・ﾙｰﾙ整備・情

報発信の場を創出する

ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰの成果・恩恵を世
の中に還元するため国民からの

理解の獲得を目指す

後天的ゲノム修飾のメカニズ
ムを活用した創薬基盤技術

開発疾患原因となる修飾の構造・機
能の解析技術を開発する

修飾を制御する化合物の探索
技術を開発する

後天的ゲノム修飾の解析手法・
疾患との関連付けを行なう為の
基盤技術開発、探索的実証を行

なう

化合物等を活用した生物シ
ステム制御基盤技術開発

生物機能を制御する化合物の
探索・評価技術を開発する

ﾀﾝﾊﾟｸ質の相互作用等により創
薬ﾀｰｹﾞｯﾄ候補・疾患ﾒｶﾆｽﾞﾑを解

明する技術を開発する

たんぱく質の解析・化合物の探
索技術までの一貫した技術開発

を行なう

微生物機能を活用した環境
調和型製造基盤技術開発

微生物機能を活用した高度製造
基盤技術を開発する

高効率型環境バイオ処理技術
を開発する

微生物を利用した有用物質の生
産、排水・廃棄物処理を実現す

る技術を開発する

新機能抗体創製基盤技術開
発

特異性の高い抗体を作成するた
めの技術を開発する

抗体製造における低コストでの
分離精製技術を開発する

特異性の高い抗体を作成するた
めの技術及び低コストでの抗体

製造技術を開発する

個別化医療の実現のための
技術融合バイオ診断技術開

発解析データと診断情報の関係を
明確化する

染色体異常の解析ツールを開
発する

染色体異常を解析するためのツ
ール・解析データと診断情報の
関係を明確化するための研究開

発を行なう

幹細胞産業応用促進基盤技
術開発

幹細胞を使った創薬スクリーニ
ングシステムを開発する

iPS細胞等の産業応用に関する
基盤技術を開発する

創薬加速に向けたタンパク
質構造解析基盤技術開発

候補化合物の効率的な探索と実
用性の高いリード化合物への展
開等の創薬基盤技術を開発するIn Silicoｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ等のｼﾐｭﾚｰｼ

ｮﾝ技術を開発する

タンパク質の構造解析、相互作
用解析技術を開発する

糖鎖機能活用技術開発

疾患に関係する糖鎖機能の解
析技術を開発する

疾患に関係する糖鎖機能の解析
・活用するための技術および基

盤を確立する
特異的糖鎖認識プローブを開発

する

ヒト型糖鎖の大量合成法を開発
する

統合データベースプロジェク
ト

公的資金から算出される研究デ
ータを統合し、産業界のニーズ

に合う形で提供する

公的資金から算出される研究デ
ータを、有用性を評価した上で

DB化して提供する

基礎研究から臨床研究への
橋渡し促進技術開発

新規医療技術の治療効果等の
確認に目処をつけ、数年後に臨
床試験を開始できるレベルへの

到達を目指す

基礎研究成果の普及や先端技
術の医療現場への普及を促進す
るための橋渡し研究および有効
性・安全性に関する評価技術の

開発を実施する有効性・安全性の評価技術に関
する研究開発

創薬プロセスを効率
化する

創薬プロセス初期の
効率を向上する

シーズ探索能力を向
上する

遺伝子・タンパク質・疾患等の
DBを整備・拡充する

探索技術を開発する

探索に使用する機器を開発
する

探索能力を向上す
る

シミュレーション技術を開発す
る

薬物設計・最適化能
力を向上する

創薬プロセス中・後期
の効率を向上する

効能・安全性の設
計能力を向上する

DDSを開発する剤形の設計・最適
化能力を向上する

前臨床・臨床を突破
する能力を向上する

モデリング‟&シミュレーション
、マイクロドーズを導入する

効率的な開発手法
を開発する

前臨床以前のﾌﾟﾛｾｽで停滞
中の案件の開発を促進する

開発リソースを増
大する

製造時の効率を向上
する

製造技術を開発する各部の製造効率を
向上する

実用化に際しての有効性・安
全性の評価技術を策定する

新しい治療・診断法
の実用化を推進する

停滞中の案件の開発を促進
する＇がん・再生医療等（

環境に優し
い低炭素社
会実現と環
境修復のた
めの技術
開発と実用
化支援

環境問題解
決のためのバ
イオ研究の推

進

医療介護
福祉新技
術イノベー
ションプラ

ン

がん等の戦略
的分野におけ
る医薬品・医
療機器・再生
医療の開発・
橋渡し・実用
化加速

イノベーション
推進による新
産業群の創

出

極めて高い信頼
性が必要とされ
、製造業全体へ
の波及効果の高
い再生医療など
における技術開
発や環境整備を

推進する

実用化のための基盤
を整備する
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No.35 バイオ分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間
の関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、
さらに全体としての効果が高
まる

• 片方の打ち手を支える＇片方
の打ち手を採用した場合の派
生課題を解決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち
手が競い合う関係であり、且
つ、双方が同時採用されるこ
とはない

• 片方の打ち手を採用するとも
う一方の打ち手が使えなくな
る＇同課題だけでなく、別課題
でもありうる関係性（

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

前掲のロジックツリーで示したように、

各事業はそれぞれ異なる技術課題にアドレスしているため、

明確な住み分けがなされている
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No.35 バイオ分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 対象の市場課題 ロジックツリーの分析結果および示唆

環境調和型の
材料等プロセス

の実現

既存化学品
の生産におけ
る環境特性の

向上

• 環境安心イノベーションプログラムにて「環境に優しい製造プロセスの創造」を図る方
策の一つとして「微生物機能を活用した環境調査方製造牙技術開発」が挙げられて
いるものの、「アルコール燃料等のエネルギー資源」に関しては貴課の領域において
現状それほど積極的な動きは見受けられない

⇒エネルギー資源はエネルギー関連施策に紐付いているため、他課の担当領域

新しい治療法の
実用化推進

再生医療技
術・評価技術
の確立

• 医療・福祉機器産業室の「次世代機能代替技術研究開発事業」及び「再生医療評価
研究開発事業」にて、再生技術の確立および評価技術の確立に関する研究開発が
実施されているため、貴課の「基礎権空から臨床研究への橋渡し促進技術開発＇重
点領域として再生医療が明記されている（」との開発領域の違いの確認が必要

⇒基本的には貴課は製薬関連領域への応用を想定しているため、住分けされている

治療に当たって
の画期的・幅広
い医薬品提供
の実現

創薬プロセス
の効率化

• 健康安心イノベーションプログラムにて「健康寿命の延伸」、「QOLの向上」を図る方
策の一つとして「創薬プロセスの効率化」が求められているものの、貴課の領域にお
いて「薬物設計・最適化」フェーズにおける剤系の最適化能力向上および「前臨床・臨
床」フェーズにおける突破能力向上に関して現状それほど積極的な動きは見受けら
れないため、今後は「DDS技術の開発」や「モデリング&シミュレーション、マイクロド
ーズ技術の開発・導入」等の取組みを検討する余地がある

疾患の早期発
見および個人の
遺伝情報に合
わせたい薬品
の投与を可能と
する診断技術の

実現

異常の検出
能力向上、診
断能力・効率
の向上

• 「がんの早期発見」という共通の目標に関して、貴課の「糖鎖機能活用技術開発」の
特異的糖鎖認識プローブ技術は医療・福祉機器産業室の「分子イメージング機器研
究開発プロジェクト」に、「個別改良の実現のための技術融合バイオ診断技術開発」
の遺伝子診断技術は同じく「がん超早期診断・治療機器総合研究開発プロジェクト」
に活用可能と考えられるため、積極的な情報提供・共有がなされることが望まれる

健康寿命の延
伸、QOLの向上

全体
• 上記以外に関しては概ね貴課が「 ＇創薬含む（体内のメカニズムの解析」を行い、医
療・福祉機器産業室がそれらを活用して「機器による診断・治療能力の向上」を担う
という棲み分けが成されていると見受けられる

他課との比較

他課との比較

他課との比較
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参考（22年度施策事前評価書に見られる施策の取組の全体像
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参考（22年度施策事前評価書に見られる施策効果が発現するまでのロジックモデル
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参考（NEDOロードマップ 創薬・診断分野

なお、ロードマップにおいては、’15年に「がん患者5年生存率60%」との目標が描かれている。
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No.36 医療福祉機器分野 MFTツリー 分子イメージング機器研究開発プロジェクト、がん超早期診断・治療機器総合研究開発プロジェクト

分子イメージング機器研究開発プロジェクト

がん超早期診断・治療機器総合研究開発プロジェクト

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

医
療
福
祉
機
器
分
野

疾
患
に
な
っ
た
後

疾
患
の
早
期
診
断

生活習慣病を早期に
診断する

がんを早期に診断す
る

定期的に診
断して小さな
変化・兆候
を見逃さな

い

診断能力を
向上する 薬剤の性能を

向上する

装置の性能を
向上する

がん

生活習慣病 装置の性能を
向上する

がんの低侵襲治療
技術を開発する
＇詳細次頁（

がんを超超早期に診
断する

③補償工学用液晶による
面制御素子の開発

イメージング機器の
高検出感度化

イメージング機器の
高解像度化

薬剤の選択性向上

分解能の向上

②眼底分光技術の開発

①高速・高分解3次元形
態イメージング技術の
開発

血流解析技術の開
発

高解像度眼底イメー
ジング技術の確立

④分子イメージング機器
の開発

⑤プローブ製剤技術の開
発

②超高精度低侵襲治療
機器の研究開発

①超早期高精度診断シス
テムの研究開発

形態画像診断

機能画像診断技術の開発

病理診断技術の開発

血中がん分子・遺伝子診断技術の開発
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がん超早期診断・治療機器総合研究開発プロジェクト＇前頁再掲（

インテリジェント手術機器研究開発プロジェクト

No.36 医療福祉機器分野 MFTツリー 次世代DDS型悪性腫瘍治療システムの研究開発事業、インテリジェント手術機器研究開発プロジェクト

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

医
療
福
祉
機
器
分
野

適
切
な
治
療
法
の
提
供

疾
患
に
な
っ
た
後

患者への負
担を軽減す
る新しい治
療法の確立

次世代DDS型悪性腫瘍治療システムの研究開発事業

DDS型治療システム
を開発する

診断・治療一体
型の医療機器を
開発する

①脳神経外科領域用
内視鏡下手術支援
システムの開発

正常組織にダメージを与えることなくが
んを根治できる治療システムの開発

マイクロバブルの液体前駆体をベース
とした超音波診断・治療統合システム

の薬剤の基本構造の確立

②胸部外科領域用内
視鏡下手術支援シ
ステムの開発

③消化器外科領域用
内視鏡下手術支援
システムの開発

リアルタイムセンシング技術の開発

④トレーニングシステ
ムの開発

統合情報処理技術の開発

精密駆動技術の開発

トレーニング手法の開発

がんの低侵襲治療
技術を開発する

がんを超早期に診断
する＇詳細前述（

②超高精度低侵襲治療
機器の研究開発

①超早期高精度診断シス
テムの研究開発

放射線療法
幹部にピン
ポイントで働
きかける

外科療法

なるべく身体
を大きく切ら
ない＇非・低
侵襲（

放射線を精度
よく適切にコ
ントロールす

る

患部を正しく
見る

手を正しく動
かす

化学療法

狙った作用
以外を起こ
さない＇低副
作用・低拒
絶反応リス

ク（

薬剤と機器の
組合せ

①革新的ＤＤＳと光ファイ
バー技術を融合した光
線力学治療システム

②相変化ナノ液滴を用い
る超音波診断・治療統
合システム

収束超音波装置の開発

次世代放射線治療装置の開発

内視鏡下手術支援システムの開発
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医療機器開発ガイドライン策定事業

再生医療評価研究開発事業

No.36 医療福祉機器分野 MFTツリー 次世代機能代替技術研究開発事業、再生医療評価研究開発事業、医療機器開発ガイドライン策定事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

医
療
福
祉
機
器
分
野

次世代機能代替技術研究開発事業

適
切
な
治
療
法
の
提
供

疾
患
に
な
っ
た
後

有効性・安全性評価
のための技術を開発

する

再生医療の実現に
必要な技術を確立す

る

再生医療技術を融
合した治療技術を確

立する

再生医療の評価に
必要な計測・評価技
術を確立する

医療機器開発や薬
事審査の円滑化・迅
速化に資する開発ガ
イドラインを策定する

医療機器分野への
新規参入環境、関係
者間の情報共有の
あり方等を検討する

高い治療効
果を上げる
新しい治療
法の確立

再生医療

再生医療技
術を融合した
治療技術を確
立する

再生プロセス
の効率性・対
象細胞の移
植妥当性の
評価技術を確
立する

評価に関する
計測機器を開
発する

基準を明確化
する

医療機器市
場の活性化に
より機器開発
を促進する

①次世代再生医療技術
研究開発

①心筋再生治療研究開
発事業

②三次元複合臓器構造
体研究開発事業

これまでに開発された細胞シートに
よる心筋の多層化・高機能化

最新の材料・生物科学と三次元造
型技術、非侵襲評価技術を駆使し

た生体類似組織の構築

③再生医療の早期実用
化を目指した再生評価
技術開発事業

①今後実用化が期待される先進
的な医療機器に関する開発ガ
イドラインの策定

②医療機器分野への参入・部材
供給の活性化を促す方策の検
討

心機能代替治療技
術を開発する

②次世代心機能代替治
療技術研究開発

代替治療 代替治療技
術を確立する

再生医療技
術を確立する

新
し
い
治
療
・診
断
法

の
実
用
化
推
進
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福祉機器情報収集・分析・提供事業

福祉用具実用化推進事業

No.36 医療福祉機器分野 MFTツリー 福祉用具実用化推進事業・福祉機器情報収集・分析・提供事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

研究テーマ技術体系

医
療
福
祉
機
器
分
野

生
活
・社
会
活
動
の
支
援

治
療
後
（安
定
期
）・高
齢
・障
害
を
持
っ
た
時

研究開発費を援助す
る

行為・活動
の支援

状態の改善
・悪化防止

用途・障害
の度合いに
応じた福祉
用具の提供

日常生活の
円滑化

ニーズ・技術
動向を把握す

る

就労の実現

身体機能の
維持・要介
護状態の予

防

研究開発費を
確保する

ニーズ・技術動向を
収集・分析し提供す

る

①適切な助成先・テーマの選定

⑦福祉機器のニーズ・シーズ適合
調査研究

ニーズを調査分析す
る

技術動向を調査する

②在宅健康福祉機器に関するニ
ーズ調査

⑪福祉用具実用化開発助成に関
するフォローアップ調査

⑤支援分野に対応した福祉用具
の研究開発・普及に関する調査

⑩海外における福祉機器開発制
度調査

①高齢者の能動的自立支援に係
る調査研究

④今後の福祉用具産業の発展に
向けた技術動向調査

③障害者のニーズ顕在化等に関
する調査

⑫福祉用具のライフサイクルにお
けるリスクマネジメントに関する
調査

ニーズ・シーズの適
合性を調査する ⑧福祉用具開発に向けたニーズ

及びシーズの現状分析

⑨福祉用具の開発に関わる専門
的知識を有した人材データベー
スの構築

関連情報を調査する

⑬介護サービス分野におけるサー
ビス生産性の向上に向けた福祉
機器開発の調査

⑥介護サービス分野におけるサー
ビス生産性の向上に向けた福祉
機器開発の調査
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No.36 医療福祉機器分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

NEDO

民間企業、

大学等

がん超早期診断・治療機器
総合研究開発プロジェクト

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

疾
患
の
早
期
診
断

健
康
寿
命
の
延
伸

（
が
ん
に
よ
る
死
亡
者

の
減
尐
（20

%

減
）
）

Ｑ
Ｏ
Ｌ
の
向
上

民間企業
診断精度の向上
＇機能画像診断（

①超早期高精度診断シス
テムの研究開発

がんの早期診断の実現
＇機能画像診断（

②超高精度低侵襲治療機
器の研究開発

治療技術の向上 民間企業 がんの治療成績の向上

適
切
な
治
療
法
の

提
供

＇事業期間H22~26

H22年度予算案12.2億円（

出所：個別事業評価書、イノベーションプログラム基本計画、個別事業の基本計画 等。

＇事業期間については平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書を参照、予算についてはH22年度バイオ関連予算の概要＇平成21年12月25日（を参照（

なお、目標値についてはがん対策推進基本計画を参照

委託

インテリジェント手術機器
研究開発プロジェクト

民間企業

民間企業

民間企業

民間企業

診断・治療一体型の医療
機器の実現

＇事業期間H19~21

H21予算額6.0億円（

①脳神経外科領域用内視
鏡下手術支援システム
の開発

②胸部外科領域用内視鏡
下手術支援システムの
開発

③消化器外科領域用内視
鏡下手術支援システム
の開発

リアルタイムセンシング技
術の開発

④トレーニングシステムの
開発

統合情報処理技術の開発

精密駆動技術の開発

トレーニング手法の開発

統合

国

交付

NEDO

民間企業、

大学等

委託

国

交付
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No.36 医療福祉機器分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

次世代DDS型悪性腫瘍治
療システムの研究開発事業

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間企業
次世代のDDS型治療シス

テムの確立
DDS型治療システムの実

現

適
切
な
治
療
法
の

提
供

健
康
寿
命
の
延
伸

Ｑ
Ｏ
Ｌ
の
向
上

＇事業期間H17~21

H21予算額4.3億円（

出所：個別事業評価書、イノベーションプログラム基本計画、個別事業の基本計画 等。

＇事業期間については平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書を参照。予算についてはH22年度バイオ関連予算の概要＇平成21年12月25日（を参照（

①革新的ＤＤＳと光ファイ
バー技術を融合した光
線力学治療システム

②相変化ナノ液滴を用い
る超音波診断・治療統
合システム

分子イメージング機器研究
開発プロジェクト事業

民間企業診断装置の性能向上

①高速・高分解3次元形
態イメージング技術の
開発

生活習慣病の早期診断の
実現

疾
患
の
早
期
診
断

健
康
寿
命
の
延
伸②眼底分光技術の開発

Ｑ
Ｏ
Ｌ
の
向
上

③補償工学用液晶による
面制御素子の開発

④分子イメージング機器
の開発

⑤プローブ製剤技術の開
発

診断装置の性能向上
＇形態画像診断（

がんの早期診断の実現
＇形態画像診断（

薬剤の性能向上

民間企業
＇事業期間H17~21

H21予算8.3億円（

助成率：2/3

NEDO

民間企業、

大学等

委託

国

交付

NEDO

民間企業、

大学等

補助
委託

国

交付
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再生医療評価研究開発事
業

No.36 医療福祉機器分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

次世代機能代替技術研究
開発事業

国

民間企業等

医療機器開発ガイドライン
策定事業

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間企業再生医療技術を融合した
治療技術の確立

①次世代再生医療技術の研究開
発

再生医療の実用化

適
切
な
治
療
法
の

提
供

健
康
寿
命
の
延
伸

Ｑ
Ｏ
Ｌ
の
向
上

②次世代心機能代替治療技術の
研究開発

①心筋再生治療研究開発事業 再生医療の実現に必要な
技術の確立

民間企業

②三次元複合臓器構造体研究開
発事業

③再生医療の早期実用化を目指
した再生評価技術開発事業

①今後実用化が期待される先進
的な医療機器に関する開発ガ
イドラインの策定

医療機器の開発ガイドライ
ンの策定

部品・部材を含む医療機器
分野への参入を促す方策

及び環境の整備

②医療機器分野への参入・部材
供給の活性化を促す方策の検
討

民間企業

民間企業等

新しい治療・診断法の実
用化

心機能代替治療技術の確
立

再生医療の評価に必要な
計測・評価技術の確立

民間企業

民間企業

＇事業期間H22~26

H22予算額4.7億円（

＇事業期間H20~22

H22予算額0.5億円（

＇事業期間H17~21

H21予算額7.5億円（

出所：個別事業評価書、イノベーションプログラム基本計画、個別事業の基本計画 等＇事業期間については平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書を参照。予算についてはH22年度バイオ関連予算の概要＇平成21年12月25日（を参照（ 。なお、年次についてはNEDOロードマップを参照

心機能代替治療の実用化

委託

NEDO

民間企業、

大学等

国

交付

委託

NEDO

民間企業、

大学等

国

交付

新
し
い
治
療
・診
断
法

の
実
用
化
推
進
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No.36 医療福祉機器分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト
プロジェクトの
アウトプット

福祉用具実用化推進事業

福祉機器情報収集・分析・
提供事業

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

民間企業研究開発費の支援①適切な助成先・テーマの選
定

用途・障害の度合いに応
じた福祉用具の開発・提

供

生
活
・社
会
活
動
の

支
援

健
康
寿
命
の
延
伸

Ｑ
Ｏ
Ｌ
の
向
上

民間企業ニーズ情報の提供①高齢者の能動的自立支援
に係る調査研究

②在宅健康福祉機器に関する
ニーズ調査

③障害者のニーズ顕在化等に
関する調査

民間企業技術動向情報の提供④今後の福祉用具産業の発
展に向けた技術動向調査

⑤支援分野に対応した福祉用
具の研究開発・普及に関す
る調査

⑥介護サービス分野における
サービス生産性の向上に向
けた福祉機器開発の調査

民間企業ニーズ・シーズの適合性情
報の提供

⑦福祉機器のニーズ・シーズ
適合調査研究

⑧福祉用具開発に向けたニー
ズ及びシーズの現状分析

民間企業関連情報の提供
⑨福祉用具の開発に関わる専
門的知識を有した人材デー
タベースの構築

⑩海外における福祉機器開発
制度調査

⑪福祉用具実用化開発助成
に関するフォローアップ調査

⑫福祉用具のライフサイクル
におけるリスクマネジメント
に関する調査

⑬介護サービス分野における
サービス生産性の向上に向
けた福祉機器開発の調査

＇事業期間H05~福祉用具法の

適用終了時

H22年度予算案65百万円
助成率は2/3以内（

＇事業期間H05~福祉用具法の

適用終了時

H22年度予算案14百万円

主に委託事業（

出所：個別事業評価書、イノベーションプログラム基本計画、個別事業の基本計画 等。 ＇事業期間については平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書を参照（

補助

NEDO

民間企業、

大学等

国

交付

委託

NEDO

民間調査
機関等

国

交付
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No.36 医療福祉機器分野 ロジックツリー

トップダウン
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

ボトムアップ
技術＇国の事業（

＇Technology （

医
療
福
祉
機
器
分
野

健康の
維持増進

尐
子
高
齢
化
の
下
で
、
国
民
が

健
康
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会
の
実
現

事業＇PRJ（事業目標 概要施策 目標

日常的に把握して
小さな変化・兆候に
早期に気付く 測定したデータを自動で

記録・分析する

測定機器を人に近づけ
る

分析を自動化する

記録を自動化する

副次的な課題本施策の事業で直接的にカバーされていない課題将来的な課題 出所：個別事業評価書、イノベーションプログラム基本計画、個別事業の基本計画 等

疾患の
早期診断

適切な治
療法の提
供

生活・社会
活動の支
援

疾
患
に
な

る
前

疾
患
に
な
っ
た
後

治
療
後
（安
定
期
）・

高
齢
・障
害
を
持
っ
た
時

対象者の行動変容を
促す

健康増進に資する場・
機会を提供する

日々のﾊﾞｲﾀﾙﾃﾞｰﾀを可視
化・分析しｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行なう

休息の取りやすい環境、運
動・ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞの受けられ

る場を提供する

別課＇情報処理振興課情報大航海プロジェクト（で着手中人の周りに多く設置する

人に近づける＇ｳｪｱﾗﾌﾞﾙ（

健康
寿命
の延
伸

ＱＯＬ
の向
上

健康長寿

個々の住
民の意向
やニーズに
応じた健康
サービスを
医療機関
等とも連携
しつつ提供

地域住民
の健康長
寿促進に向
けた取組

健康サービ
ス産業群の
連携の構
築・維持、
健康情報
のやりとり
やサービス
提供による
「地域総合
健康サービ
ス産業群」
を創出

定期的に診断して小さ
な変化・兆候を見逃さな

い

診断への参加率を向上
する

診断能力を向上する

診断を低コスト化する

診断を受けるための場・機
会を充分提供する

薬剤の性能を向上する

装置の性能を向上する

がん

生活習慣病 装置の性能を向上する

受診を義務化する

診断を受けやすくする

診断を義務化する

高い治療効果を上げる
新しい治療法の確立

放射線療法

患者への負担を軽減す
る新しい治療法の確立

幹部にピンポイントで働
きかける

外科療法

化学療法

なるべく身体を大きく切
らない＇非・低侵襲（

再生医療

狙った作用以外を起こさ
ない＇低副作用・低拒絶

反応リスク（

基準を明確化する

放射線を精度よく適切にコ
ントロールする

患部を正しく見る

手を正しく動かす

再生医療技術を融合した
治療技術を確立する

再生プロセスの効率性・対
象細胞の移植妥当性の評

価技術を確立する

評価に関する計測機器を
開発する

行為・活動の支援

状態の改善・悪化防止

用途・障害の度合いに
応じた福祉用具の提供

日常生活の円滑化

ニーズ・技術動向を把握す
る就労の実現

身体機能の維持・要介
護状態の予防

研究開発費を確保する

がんの治療

医療機器市場の活性化に
より機器開発を促進する

分子イメージング機器研究開
発プロジェクト

疾患に特異な生体分
子の動き等を可視化
して映像化する装置
等の研究開発を実施

生活習慣病を早期に診断す
る

がんを早期に診断する
＇形態画像診断（

がん超早期診断・治療機器総
合研究開発プロジェクト

がん発症の超早期の
段階で高い信頼性を
持って診断し、発見し
たがんの状態に合わ
せた治療を行なう技術

の開発を実施
がんの治療技術を開発する

がんを早期に診断する
＇機能画像診断（

次世代DDS型悪性腫瘍治療
システムの研究開発事業

機器・薬剤技術を組み
合わせたDDS型治療
システムの開発を実

施

DDS型治療システムを開発
する

インテリジェント手術機器研究
開発プロジェクト

手術中に病巣部を正
確に把握し、最小限
の切除で確実な治療
を可能とする医療機
器の研究開発を実施

診断・治療一体型の医療機
器を開発する

福祉用具実用化推進事業 福祉用具の研究開発
費用を補助する

研究開発費を援助する

福祉機器情報収集・分析・提
供事業

福祉機器に関する情
報の収集・分析・提供

を実施する

ニーズ・技術動向を収集・分
析し提供する

医療機器開発ガイドライン策
定事業

今後実用化が期待さ
れる先進的な医療機
器に関する開発ガイド
ラインを策定、医療機
器分野への企業参入
促進策の検討を実施

する

医療機器開発や薬事審査の
円滑化・迅速化に資する開発
ガイドラインを策定する

医療機器分野への新規参入
環境、関係者間の情報共有
のあり方等を検討する

再生医療評価研究開発事業

再生評価技術ならび
に計測機器を開発す
ると共に、それらの標
準化を推進する

再生医療の実現に必要な技
術を確立する

再生医療の評価に必要な計
測・評価技術を確立する

次世代機能代替技術研究開
発事業

再生技術・機能代替
治療技術を確立する
と共に移植適合性の
評価のための技術開
発を実施し、国際標準

化等を目指す

有効性・安全性評価のための
技術を開発する

再生医療技術を融合した治
療技術を確立する

心機能代替治療技術を開発
する

非技術課題

創薬に資する基盤技術の
開発

代替治療 代替治療技術を確立する

創薬
生物化学産業課
が主に担当

薬剤と機器の組合せ

再生医療技術を確立する

相
乗

新しい治療・診断
法の実用化推進
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No.36 医療福祉機器分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間
の関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、
さらに全体としての効果が高
まる

• 片方の打ち手を支える＇片方
の打ち手を採用した場合の派
生課題を解決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち
手が競い合う関係であり、且
つ、双方が同時採用されるこ
とはない

• 片方の打ち手を採用するとも
う一方の打ち手が使えなくな
る＇同課題だけでなく、別課題
でもありうる関係性（

考えられる関係性

事業名
ｱﾌﾟﾛｰﾁして
いる課題

次世代DDS型悪性腫
瘍治療システムの研究

開発事業

がん超早期診断・治療
機器総合研究開発プロ

ジェクト

新しいが
んの低侵
襲治療法
を確立す
る

次世代機能代替技術
研究開発事業

再生医療評価研究開
発事業

確認・検討すべき事項

• 放射線・外科・化学療法の併用による治療効果の向上・患者の負担軽
減などが期待される

• 但し、そのためには両事業の成果のより積極的な活用を促進するため
新たな治療方針ガイドライン＇クリティカルパス等（の検討などが必要とな
る可能性あり

• 「再生医療評価研究開発事業」では生体外での長期培養を行う技術だ
が、「次世代機能代替技術研究開発事業」は生体外での培養を行わな
い、または短期培養の尐量細胞から、生体内での自律的成熟を行うデ
バイス開発を実施

• したがって、評価技術も、前者は移植前細胞の評価であり、後者は移植
後の成熟状況の評価を前提としている

再生医療
に関する
評価技術
を開発す
る

インテリジェント手術機
器研究開発プロジェク

ト
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No.36 医療福祉機器分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

分析項目

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 対象の市場課題 ロジックツリーの分析結果および示唆

疾患の

早期診断
分子イメージング
機器の開発

適切な治療法
の提供

再生医療技術の確
立

がんの治療技術の
向上

障害者の自立支援
機器・技術の開発

生活・社会活
動の支援

• 文部科学省「分子イメージ
ング研究プログラム」＇疾患
診断基盤技術の開発（

• 厚生労働省「構成科学基
盤研究分野、再生医療実
用化研究経費」＇再生医療
の臨床研究及び治験等の
実用化を目指した研究を実
施（

• 厚生労働省「疾病･障害対
策研究分野、がん臨床研
究経費」＇効果的な保健医
療技術の確立を目指した
臨床研究を実施（

• 厚生労働省「障害者保険
福祉事業、障害者自立支
援機祈祷研究開発プロジ
ェクト」＇障害者等が実際に
使いやすい機器等の開発
を実施（

【医療機器開発における考え方】

• 厚生労働省では、主に医療機関を対象に、新たな医
療技術の有効性や安全性を確かめる臨床研究の推
進や、そのための研究拠点の整備を中心とした事業
を実施

• 文部科学省では、主に大学等の研究機関を対象に
、有望な基礎研究シーズの支援や、そのための研
究拠点の整備を中心とした事業を実施

• 経済産業省では、医療機器産業の競争力強化を目
指し、革新的な医療機器の研究開発を進めるため、
医療機器メーカを中心とし、これに臨床現場のニー
ズを熟知した臨床研究者も含めた医工連携コンソー
シアムを形成して研究開発プロジェクトを実施

他省庁の取組み 経済産業省と他省庁の違い

【福祉機器開発における考え方】

• 経済産業省では福祉機器の技術シーズに着目して
開発助成を行い、厚生労働省では高齢者・障害者等
のニーズに着目して開発助成を実施
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参考（22年度施策事前評価書に見られるサービス産業に対する社会の5つの期待に応える政策の展開
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参考（22年度施策事前評価書に見られる施策効果が発現するまでのロジックモデル



536

Contents

2 調査結果

1 調査の背景及び進め方

1 自動車分野 21 省エネルギー対策分野

2 情報処理分野 22 石油・天然ガス分野

3 情報政策分野 23 石油精製備蓄分野

4 情報ｾｷｭﾘﾃｨ分野 24 石炭分野

5 情報通信機器分野 25 鉱物資源分野

6 産業施設分野 26 電力基盤分野

7 製鉄分野 27 原子力政策分野

8 非鉄金属分野 28 原子力立地・核燃料サイクル分野

9 ナノテクノロジー・材料分野 29 放射性廃棄物等対策分野

10 化学物質管理分野１

11 化学分野 31

技術振興分野

12 住宅産業窯業建材分野

13 ファインセラミックス分野 33

環境指導等分野

14 素形材分野 34

化学物質管理分野２

15 繊維分野 35

オゾン分野

16 ガス安全分野 36

アスベスト対策分野

17 産業機械分野 37

バイオ分野

18 地域技術分野

医療・福祉機器分野

19 研究開発推進分野

航空機武器宇宙分野

20 新エネルギー対策分野

30

32

322

332

341

355

372

383

400

413

425

438

450

467

486

497

504

523

537

23

37

55

64

81

131

140

150

162

171

177

207

218

234

243

252

257

283

291

305

2

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････

･･････････････



537

No.37 航空機武器宇宙分野 MFTツリー 炭素繊維複合材成形技術開発事業、炭素繊維複合材耐雷技術開発事業

炭素繊維複合材耐雷技術開発事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

炭素繊維複合材成形技術開発事業

研究テーマ技術体系

①炭素繊維複合材
成形技術開発

輸送機械対応
炭素繊維複合材成形技術の

開発

輸送機械への
炭素繊維複合材適応

可能化

低コスト形成技術

確立

①炭素繊維複合材
耐雷技術開発

炭素繊維複合材
耐雷対策技術の開発

構造部への
炭素繊維複合材
活用方法確立

輸送機械への

炭素繊維複合材適応

可能化

研究テーマ技術体系

航
空
機
武
器
宇
宙
分
野

機体の軽量化
＇主に構造部（

経済性向上
＇事業性向上（

所要時間に
対する
燃費改善

航空機の
長寿命化

構造部への
炭素繊維複合材
活用方法確立

複合材料の
成形コスト低減

運航コスト
低減

航空機
製造コスト
低減

運航売上向上

製造コスト
低減

ﾒﾝﾃﾅﾝｽｺｽﾄ
低減

中
核
的
要
素
技
術

要
素
技
術
で
の
優
位
性
獲
得

出所：個別事業評価書、中間評価報告書 副次的な課題
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No.37 航空機武器宇宙分野 MFTツリー 次世代航空機用構造部材創製・加工技術開発事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

次世代航空機用構造部材創製・加工技術開発事業

複合材料活用のための
技術課題

研究テーマ技術体系

複合材料の
安全性判定技術確立

複合材料の
成形コスト低減

③複合材料の構造健全性診断
実用化技術の開発

①電子線硬化ﾌﾟﾛｾｽによる
航空機構造部材の開発

複合材構造部材の
構造健全性診断技術の開発

光＇紫外線等（硬化ﾌﾟﾛｾｽ

技術の開発

電子線硬化ﾌﾟﾛｾｽ技術の
開発

②光＇紫外線等（硬化ﾌﾟﾛｾｽ
による航空機構造部材の開発

⑤次世代ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
粉末合金部材の開発

④次世代ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
鋳造合金部材の開発

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑの粉末製造を
活用した成形ﾌﾟﾛｾｽ技術

の開発

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑの
精密鋳造ﾌﾟﾛｾｽ技術の開発

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金活用のための
技術課題

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑの
加工性向上

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の

強度・耐食性向上

機体の軽量化
＇主に構造部（

経済性向上
＇事業性向上（

所要時間に
対する
燃費改善

航空機の
長寿命化

運航コスト
低減

航空機
製造コスト
低減

運航売上向上
ﾒﾝﾃﾅﾝｽｺｽﾄ

低減

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑの
加工ﾌﾟﾛｾｽ高度化

複合材料の
非加熱成形技術確立

中
核
的
要
素
技
術

要
素
技
術
で
の
優
位
性
獲
得

出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書 副次的な課題

⑦軽量耐熱複合材CMC技術
の開発

⑥次世代チタン合金等の
燻製技術の開発

セラミックス複合材＇CMC（の
成形加工技術の開発

新チタン合金等創製技術・
低コストプロセス技術の開発

チタン合金の
適用可能化

タービン翼への

CMC活用可能化

機体の軽量化
＇主にｴﾝｼﾞﾝ部（

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ
容易化

安全性向上

メンテナンス
高精度化

破損検知
高精度化

ﾋｭｰﾏﾝｴﾗｰ
防止

機体安全性
確保

故障確率低減

航
空
機
武
器
宇
宙
分
野
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No.37 航空機武器宇宙分野 MFTツリー 航空機用先進システム基盤技術開発事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

航空機用先進システム基盤技術開発事業

研究テーマ技術体系

安全性向上

完全電動化の実現
のための技術課題

電源管理電動化
の信頼性向上

電源系統制御技術の
開発

④先進空調システムの
技術開発

③電源系統制御システムの
技術開発

ｴﾝｼﾞﾝ内の壁圧変化計測
の高精度化

ノンブリード空調システム
技術の開発

ｴﾝｼﾞﾝｽﾄｰﾙ

予兆検知の高精度化
⑤エンジンストール予兆検知

システムの技術開発

電源系統操作表示装置の
開発

操縦時の
操作性向上

主要駆動部電動化
の信頼性向上

②機内信号伝送システムの
技術開発

①電子制御小型アクチュエータ
の技術開発

高速及び波長多重
光伝送システム技術の開発

主舵面及び脚システムの
完全電動化用ｱｸﾁｭｴｰﾀ技術

の開発

伝送の高速化

伝送の高信頼化
＇耐ノイズ性向上（

ｴﾝｼﾞﾝｽﾄｰﾙ予兆探知
ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑの確立

ｴﾝｼﾞﾝのﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ化
＇ｴﾝｼﾞﾝ効率向上（

ｴﾝｼﾞﾝｽﾄｰﾙﾏｰｼﾞﾝ
の縮小

ｴﾝｼﾞﾝｽﾄｰﾙの
事前検知可能化

誤操作防止 操作性向上

機体の軽量化
＇主に駆動部（

経済性向上
＇事業性向上（

所要時間に
対する
燃費改善

運航コスト
低減

航空機
製造コスト
低減

運航売上向上
長寿命化/
ﾒﾝﾃﾅﾝｽｺｽﾄ

低減

ｴﾈﾙｷﾞｰ
変換ﾛｽ低減
＇ｼｽﾃﾑ電動化（

機体の軽量化
＇主にｴﾝｼﾞﾝ部（

ﾋｭｰﾏﾝｴﾗｰ
防止

機体安全性
確保

中
核
的
要
素
技
術

要
素
技
術
で
の
優
位
性
獲
得

出所：個別事業評価書、中間評価報告書 副次的な課題

⑥先進パイロット支援システム
の開発

⑦航空機システム先進材料の
開発

⑧航空機システム
革新技術開発

⑨耐雷・帯電特性解析手法

知的飛行制御システム等の
開発

通信ｱﾝﾃﾅ、気象用ﾚｰﾀﾞｰ
の高性能化

太陽電池、燃料電池、ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ
の航空機への適用検討

機体構造の耐雷・帯電特性
のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術の開発

故障・突風対応
操縦支援可能化

通信の信頼性
向上

新ｴﾈﾙｷﾞｰﾃﾞﾊﾞｲｽの
実用化

耐設計の容易化
耐雷設計技術の

確立

電力源の獲得設計・開発ｺｽﾄ
低減

航
空
機
武
器
宇
宙
分
野
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No.37 航空機武器宇宙分野 MFTツリー 先進空力設計等研究開発事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

先進空力設計等研究開発事業

研究テーマ技術体系

設計・製造ﾌﾟﾛｾｽ
高効率化

②先進的空力設計、
開発・生産システムの確立

①ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術等を活用した
空力設計技術開発

高効率開発・生産システムの
開発

高度な空力設計技術の
開発

経済性向上
＇事業性向上（

運航コスト
低減

航空機
製造コスト
低減

運航売上向上

設計・開発ｺｽﾄ
低減

製造ｺｽﾄ低減

機体形状最適化
機体形状による
空気抵抗低減

機体形状による
騒音低減

環境適応性
向上

機体
騒音低減

騒音低減

排出量
低減

ｴﾈﾙｷﾞｰ
変換ﾛｽ低減
＇揚抗比向上（

所要時間に
対する
燃費改善

航空機の
長寿命化

ﾒﾝﾃﾅﾝｽｺｽﾄ
低減

中
核
的
要
素
技
術

要
素
技
術
で
の
優
位
性
獲
得

出所：個別事業評価書 副次的な課題

航
空
機
武
器
宇
宙
分
野
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No.37 航空機武器宇宙分野 MFTツリー 環境適応型小型航空機用エンジン研究開発事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

環境適応型小型航空機用エンジン研究開発事業

競争力のある
国産エンジン開発
のための技術課題

研究テーマ技術体系

③騒音、Nox等の
環境負荷対応に優れた

環境対策技術
エンジン内ファンの

低騒音化
ファン騒音低減技術の開発

シンプル低Nox燃焼技術の
開発

燃焼効率の高効率化

必要機能/性能の
明確化

②エネルギー使用効率を
大幅に向上する構造設計技術

＇シンプル化技術（

①小型航空機用エンジンの
動向調査

シンプル化構造設計技術の
開発

小型航空機用エンジンの
将来的な要求仕様の明確化

構成部品点数・工数
の低減

エンジンシステム
インテグレーション技術の確立

及び信頼性実証

⑥インテグレーション技術
＇エンジンシステム技術（

④予知的ヘルスモニタリング等の
インテリジェント化技術

高性能化＇高効率化等（
技術の開発

劣化 / 故障自動検知技術の
開発

⑤高効率要素設計技術等の
高性能化技術エンジン高性能化

劣化 / 故障部位検知
の容易化

要素技術統合
可能化

環境適応性
向上

経済性向上
＇事業性向上（

Nox排出量
低減

CO2排出量
低減

エンジン
騒音低減

騒音低減

排出量
低減

機体の軽量化
＇ｴﾝｼﾞﾝ部（

所要時間に
対する
燃費改善

航空機の
長寿命化

運航コスト
低減

航空機
製造コスト
低減

運航売上向上
ﾒﾝﾃﾅﾝｽｺｽﾄ

低減
ﾒﾝﾃﾅﾝｽ
容易化

製造ｺｽﾄ低減
＇ｴﾝｼﾞﾝ部（

全機開発技術
確立

要素ｼｽﾃﾑ開発
可能化

ｼｽﾃﾑ統合技術
確立

ｴﾝｼﾞﾝ開発
可能化

ｴﾝｼﾞﾝ
統合企画・設計

可能化

ｴﾝｼﾞﾝ
IF接続技術
確立

中
核
的
要
素
技
術

要
素
技
術
で
の
優
位
性
獲
得

全
機
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
技
術

全
機
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン

技
術
の
確
立

出所：個別事業評価書、中間評価報告書、NEDO基本計画 副次的な課題

航
空
機
武
器
宇
宙
分
野
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No.37 航空機武器宇宙分野 MFTツリー 小型民間輸送機等開発調査事業

小型民間輸送機等開発調査事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

国産民間航空機開発
のための事業的課題

研究テーマ技術体系

要求仕様の明確化

事業計画検討・評価

適用可能技術の探索

機体構想検討・基礎評価
①民間航空機
実現技術調査

エアライン調査の実施

需要予測

機体仕様の
策定

事業成立性の
検証

販売予測

市場調査

機体計画

適用可能技術の

調査研究

総合調査研究

市場ニーズの

把握

国産民間航空機開発
のための技術的課題

既存技術の

適用方法の把握

個別作業

フロー

経済性向上
＇事業性向上（

運航コスト
低減

航空機
製造コスト
低減

運航売上向上

製造ｺｽﾄ低減

民間航空機
機体仕様の
確定

全機開発技術
確立

要素ｼｽﾃﾑ開発
可能化

ｼｽﾃﾑ統合技術
確立
＇全機（

統合企画・設計
可能化

IF接続技術
確立

全
機
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
技
術

全
機
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン

技
術
の
確
立

中
核
的
要
素
技
術

要
素
技
術
で
の
優
位
性
獲
得

出所：個別事業評価書、中間評価報告書 副次的な課題

航
空
機
武
器
宇
宙
分
野
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No.37 航空機武器宇宙分野 MFTツリー 超高速輸送機実用化開発調査事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

超高速輸送機実用化開発調査事業

研究テーマ技術体系

③軽量・低コスト大型構造
設計製造技術の開発

構造配置・様式の
最適化

軽量化構造設計技術開発

低コスト製造技術開発
低ｺｽﾄ材料・成形手法

の選定

要求仕様の明確化

②遷・超音速域
空力設計技術の開発

①機体統合企画・設計技術の
開発

主翼・胴体等の
機体形状の最適化

運用性・経済性検討に
基づく機体統合設計

機体形状の最適化

SST機体仕様の確定

経済性向上
＇事業性向上（

運航コスト
低減

航空機
製造コスト
低減

運航売上向上

所要時間に
対する
燃費改善

航空機の
長寿命化

ﾒﾝﾃﾅﾝｽｺｽﾄ
低減

機体軽量化
＇構造部（

製造ｺｽﾄ低減

SST開発技術
確立

要素ｼｽﾃﾑ開発
可能化

SST機体形状
最適化

エンジン等の
高性能化

中
核
的
要
素
技
術

要
素
技
術
で
の
優
位
性
獲
得

出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書 副次的な課題

⑤マイクロジェット噴射技術の
開発

④複合材一体成形技術
の開発

ジェット騒音
低減技術開発

複合材部品の
一体成形技術の確立

ジェット騒音
低減

構造部への複合材の
適用可能化

環境適合性向上
騒音低減

ｴﾝｼﾞﾝ騒音低減

航
空
機
武
器
宇
宙
分
野
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No.37 航空機武器宇宙分野 MFTツリー 先進操縦システム等研究開発事業

施策＇Market（ 技術＇Technology（機能＇Function（

先進操縦システム等研究開発事業

研究テーマ技術体系

高効率な
システム・製造工程設計技術

の開発

設計・製造工程の

短縮

⑤大規模機械システムの
設計・製造の短時間化のための

最新のCAD/CAM技術

人間特性にマッチした
表示・認識ｻﾎﾟｰﾄ技術の開発 ③画像・情報処理技術を

活用して、
操縦容易性を向上させる
コックピット・システム技術低誤操作性

操作機器設計技術
操縦時の
操作性向上

大型構造部への
一体化技術の活用

①軽量化に資する
先進材料/加工・成形技術

＇FSWによる（
金属一体構造技術の開発

＇VaRTM等による（
複合材料部材製造技術の開発

②低抵抗化を実現する
先進空力設計技術

機体の高揚抗比化

＇主に主翼の（
設計ｺｽﾄ低減

高揚抗比設計技術の開発

揚抗比推定技術の開発

④電子制御技術を活用した
軽量の操縦システム技術

低誤操作性
操縦ｼｽﾃﾑ構築技術の開発

操縦ｼｽﾃﾑの軽量化
軽量

操縦ｼｽﾃﾑ構築技術の開発

経済性向上
＇事業性向上（

運航コスト
低減

航空機
製造コスト
低減

運航売上向上

設計・開発ｺｽﾄ
低減

所要時間に
対する
燃費改善

航空機の
長寿命化

ﾒﾝﾃﾅﾝｽｺｽﾄ
低減

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ
容易化

機体軽量化

ｴﾈﾙｷﾞｰ
変換ﾛｽ低減
＇揚抗比向上（

安全性向上

誤操作/誤判断
防止

操作性/
判断容易性
向上

ﾋｭｰﾏﾝｴﾗｰ
防止

機体安全性
確保

製造ｺｽﾄ低減

中
核
的
要
素
技
術

要
素
技
術
で
の
優
位
性
獲
得

構造部への
複合材料活用方法

確立

出所：個別事業評価書、NEDO基本計画 副次的な課題
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No.37 航空機武器宇宙分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

＇事業期間H11~23

H22年度予算案386百万円（

国

民間団体等

委託

航空機メーカ

エアライン

国
際
的
競
争
力
の
強
化

低
運
航
コ
ス
ト
の

航
空
機
製
造
技
術
獲
得

機
体
の
大
幅
軽
量
化
に
よ
る

燃
料
消
費
量
低
減

航空機構造への
軽量な複合材・ﾏｸﾞﾈｼｳﾑの
適用可能範囲の拡大

航空機システムの
完全電動化

ﾋｭｰﾏﾝｴﾗｰの低減

：インプット＇投入資源（
：アクション＇実施（
：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー
：アウトカム
：インパクト
：必要な要員・阻害要因

次世代航空機用構造部材
創製・加工技術開発事業

航空機用先進システム基盤技術
開発事業

①電子制御小型アクチュエータ
の技術開発

②機内信号伝送システムの
技術開発

③電源系統制御システムの
技術開発

④先進空調システムの
技術開発

⑤エンジンストール予兆検知
システムの技術開発

プロジェクトの

アウトプット

メンテナンス時間の
短縮

先
進
的
基
盤
技
術
の
獲
得

安
全
性
向
上

国

民間団体等

委託

＇事業期間H11~24

H22年度予算案368百万円（

整
備
コ
ス
ト
低
減

ｴ
ﾝ
ｼ
ﾞﾝ

効
率
向
上
に
よ
る

燃
料
消
費
量
低
減

部品・素材
メーカ

エアライン

①電子線硬化ﾌﾟﾛｾｽによる
航空機構造部材の開発

②光＇紫外線等（硬化ﾌﾟﾛｾｽ
による航空機構造部材の開発

③複合材料の構造健全性診断
実用化技術の開発

④次世代ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金部材の開発

⑤次世代ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
粉末合金部材の開発

複合材料の
安全性判定技術確立

光硬化に適した
樹脂及びプリプレグ、
硬化プロセス技術

複合材料の
成形コスト低減

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の

強度・耐食性向上

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑの
加工性向上

出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書など 副次的な課題

⑦軽量耐熱複合材CMC技術
の開発

⑥次世代チタン合金等の
燻製技術の開発

タービン翼への

CMC活用可能化

チタン合金の
適用可能化

⑥先進パイロット支援システム
の開発

⑦航空機システム先進材料の
開発

⑧航空機システム革新技術開発

⑨耐雷・帯電特性解析手法

伝送の高信頼化
＇耐ノイズ性向上（

操縦時の
操作性向上

電源管理電動化
の信頼性向上

伝送の高速化

主要駆動部電動化
の信頼性向上

ｴﾝｼﾞﾝのﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ化
＇ｴﾝｼﾞﾝ効率向上（

ｴﾝｼﾞﾝｽﾄｰﾙの
事前検知可能化

ｴﾝｼﾞﾝｽﾄｰﾙﾏｰｼﾞﾝ
の縮小

故障・突風対応
操縦支援可能化

通信の信頼性向上

耐雷設計の容易化

電力源の獲得
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No.37 航空機武器宇宙分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

＇事業期間H15~25

H22年度予算案534百万円（

国

NEDO

民間団体等

交付

1/2補助

航空機メーカ

エアライン

航空機メーカ

国
際
的
競
争
力
の
強
化

国
産
小
型
航
空
機
用

エ
ン
ジ
ン
の
開
発

環境適応型小型航空機用
高性能ｴﾝｼﾞﾝ開発可能化

市場にマッチした
機体開発・防衛省機の
民間転用の可能化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

環境適応型小型航空機用エンジン
研究開発事業

①小型航空機用エンジンの
動向調査

②エネルギー使用効率を
大幅に向上する構造設計技術

＇シンプル化技術（

⑤高効率要素設計技術等の
高性能化技術

③騒音、Nox等の
環境負荷対応に優れた

環境対策技術

④予知的ヘルスモニタリング等の
インテリジェント化技術

小型民間輸送機等開発調査事業

①民間航空機
実現技術調査

民間航空機
機体仕様の確定

プロジェクトの

アウトプット

メンテナンス時間の
短縮

国

民間企業

1/2補助

＇事業期間H14~23

H22年度予算案66百万円（

整
備
コ
ス
ト
低
減

市
場
競
争
力
の
あ
る

国
産
民
間
航
空
機
の

機
体
設
計

⑥インテグレーション技術
＇エンジンシステム技術（

官
需
機
活
用
民
間
航
空
機

全
機
開
発

低
運
航
コ
ス
ト
の

国
産
小
型
航
空
機

全
機
開
発

エンジン内ファンの
低騒音化

構成部品点数・工数
の低減

必要機能/性能の
明確化

燃焼効率の高効率化

エンジン高性能化

劣化 / 故障部位検知
の容易化

要素技術統合
可能化

既存技術の

適用方法の把握
航空機メーカ

新規開発技術の
低減

開
発
コ
ス
ト
低
減

コ
ス
ト
競
争
力
強
化

副次的な課題出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書、NEDO基本計画など
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No.37 航空機武器宇宙分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

部品・素材メーカ

国
際
的
競
争
力
の
強
化

航空機構造への
軽量な複合材・ﾏｸﾞﾈｼｳﾑの
適用可能範囲の拡大

航空機構造への
軽量な複合材・ﾏｸﾞﾈｼｳﾑの
適用可能範囲の拡大

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー

：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

先進操縦システム等研究開発
事業

①軽量化に資する
先進材料/加工・成形技術

②低抵抗化を実現する
先進空力設計技術

プロジェクトの

アウトプット

国

民間団体等

1/2補助

＇事業期間H20~25

H22年度予算案14.6億円（

④電子制御技術を活用した
軽量の操縦システム技術

③画像・情報処理技術を
活用して、

操縦容易性を向上させる
コックピット・システム技術

⑤大規模機械システムの
設計・製造の短時間化のための

最新のCAD/CAM技術

設
計
・製
造
コ
ス
ト
の
低
減

炭素繊維複合材
成形技術開発事業

①炭素繊維複合材成形技術
開発

部品・素材
メーカ

炭素繊維複合材
耐雷技術開発事業

①炭素繊維複合材耐雷技術
開発

構造部への
炭素繊維複合材
活用方法確立

燃
料
消
費
量
低
減

エアライン

先
進
的
基
盤
技
術
の
獲
得

安
全
性
向
上

ﾋｭｰﾏﾝｴﾗｰの
低減

低
運
航
コ
ス
ト
の

航
空
機
製
造
技
術
獲
得

コ
ス
ト
競
争
力
強
化

国

民間団体等

1/2補助

＇事業期間H20~21（

＇事業期間H20~25

H22年度予算案55億円（

国

NEDO

民間団体等

出資

委託

部品・素材
メーカ

構造部への
炭素繊維複合材
活用方法確立

複合材料の

成形コスト低減
航空機メーカ 設計時間の短縮 製

造
コ
ス
ト
の
低
減

構造部への
複合材料活用方法確立

大型構造部への
一体化技術の活用

機体の高揚抗比化

＇主に主翼の（
設計ｺｽﾄ低減

操縦時の
操作性向上

操縦ｼｽﾃﾑの軽量化

設計・製造工程の短縮

航空機メーカ 設計・製造時間の短縮

航空機メーカ
軽量・高揚抗比な
機体設計の可能化

副次的な課題出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書、NEDO基本計画など
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No.37 航空機武器宇宙分野 ロジックモデル

インプット アクション カスタマー 直接アウトカム 中期のアウトカム・インパクト

航空機メーカ

航空機メーカ

航空機メーカ

国
際
的
競
争
力
の
強
化

市場にマッチした
超音速機要求仕様の
明確化・最適設計

空力設計の
高精度化

：インプット＇投入資源（

：アクション＇実施（

：アウトプット＇成果（

：直接カスタマー
：アウトカム

：インパクト
：必要な要員・阻害要因

超高速輸送機実用化開発調査
事業

①機体統合企画・設計技術の
開発

②遷・超音速域
空力設計技術の開発

SST機体仕様の確定

先進空力設計等研究開発事業

①ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術等を活用した
空力設計技術開発

機体形状による
空気抵抗低減

プロジェクトの

アウトプット

超音速機の
機体の軽量・低コスト化

国

民間企業

1/2補助

＇事業期間H20~25

H22年度予算案33.3億円（

③軽量・低コスト大型構造
設計製造技術の開発

構造配置・様式の
最適化

超
音
速
機
の
実
現

②先進的空力設計、
開発・生産システムの確立

設計・製造ﾌﾟﾛｾｽ
高効率化

輸
送
機
器
・
風
車
等
の

性
能
向
上

（
低
燃
費
・
低
騒
音
等
）

低
運
航
コ
ス
ト
の

航
空
機
製
造
技
術
獲
得

航空機メーカ
工業製品の
生産性向上 設

計
・製
造
コ
ス
ト
の
低
減

コ
ス
ト
競
争
力
強
化

国

民間団体等

1/2補助

＇事業期間H14~23

H22年度予算案134百万円（

機体形状による
騒音低減

低ｺｽﾄ材料・成形手法
の選定

副次的な課題出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書など

④複合材一体成形技術
の開発

⑤マイクロジェット噴射技術の
開発

構造部への複合材の
適用可能化

ジェット騒音
低減

航空機メーカ
超音速機の

環境適応性向上
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No.37 航空機武器宇宙分野 ロジックツリー 簡略版

燃費向上

長寿命化

安全性向上

経済性向上＇事業性向上（

環境適合性向上

機体軽量化
＇ｴﾝｼﾞﾝ効率向上含む（

ｴﾈﾙｷﾞｰ変換ﾛｽ低減

メンテナンス高精度化

故障確率低減

ヒューマンエラー防止 誤操作/誤判断防止

運航コスト低減

＇ランニングコスト（

自動化による
人的影響範囲の限定

メンテナンスコスト低減

稼働率向上

稼働可能数向上

省エネ化

ＣＯ２・ＮＯx排出量低減

騒音低減

燃費向上

システム統合技術確立

IF接続技術確立

全機統合企画・設計可能化

全機開発技術確立

運航売上向上

航空機製造コスト低減

＇イニシャルコスト（
設計・開発コスト低減

製造コスト低減

要素システム開発可能化

＇主にｴﾝｼﾞﾝ（

SST開発技術確立 SST機体形状最適化要素システム開発可能化

エンジン等の
高性能化

経済性・安全性・

環境適合性向上

エンジン開発可能化

メンテナンス容易化

各部品の長寿命化

機体安全性確保

ボトムアップ

事業＇PRJ（事業目標 概要

技術＇国の事業（

＇Technology （

トップダウン
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

別の枝にマージ 副次的な課題本施策の事業で直接的にカバーされていない課題

事前評価書・中間報告書・NEDO事業基本計画書よりｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・技術戦略マップより ADL解釈

将来的な課題 出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書、NEDO基本計画

従来の方法に比べ、低コスト成形を行うこ
とができるVaRTM＇バータム（法等の炭素
繊維複合材成形技術の研究開発・実証

炭素繊維複合材
成形技術開発
＇H20~H25（

構造部への
炭素繊維複合材活用方法確立

複合材料の成形ｺｽﾄ低減

空力設計、開発・生産ｼｽﾃﾑ等に係る先進
的技術の研究開発・実証を通じて、製造業
全体の開発・生産ﾌﾟﾛｾｽ等の高度化を図る

先進空力設計等
研究開発
＇H20~H25（

機体形状による空気抵抗低減

機体形状による騒音低減

開発・製造ﾌﾟﾛｾｽの高効率化

ｴﾈﾙｷﾞｰ使用効率を大幅に向上し、環境対
策にも優れた次世代小型航空機用ｴﾝｼﾞﾝ
の開発にとって重要な要素技術の研究開
発

＇ 「環境適応型高性能小型航空機」に搭載
される燃費効率・静粛性を向上させたｴﾝｼﾞ
ﾝの国際共同開発において、日本企業が
分担する分野の技術を開発（

環境適応型小型航空機用
エンジン研究開発

＇H15~H25（

ｴﾝｼﾞﾝの必要機能/性能の明確化

構成部品点数・工数の低減

エンジン高性能化

エンジン内ファン低騒音化

燃焼効率の高効率化

劣化 / 故障部位検知の容易化

ｴﾝｼﾞﾝｼｽﾃﾑ要素技術統合可能化

日本主導の機体開発実現のため、小型民
間輸送機等の開発可能性を検討すべく市
場調査及び要素技術開発等を実施

小型民間輸送機等
開発調査
＇H14~H23（

民間航空機機体仕様の確定

既存技術の適用方法の把握

炭素繊維複合材を用いた製品の耐雷対策
のための先進的技術の研究開発・実証

炭素繊維複合材
耐雷技術開発＇H20~H25（

構造部への
炭素繊維複合材活用方法確立

操縦ｼｽﾃﾑ、ｺｯｸﾋﾟｯﾄｼｽﾃﾑに係る先進的技
術の研究開発・実証を通じて、製造業全体
の開発・生産ﾌﾟﾛｾｽ等の高度化等を図る

先進操縦システム等
研究開発

＇H20~H25（

機体の高揚抗比化

操縦時の操作性向上

操縦ｼｽﾃﾑの軽量化

設計・製造工程の短縮

＇主に主翼の（設計ｺｽﾄ低減

大型構造部への一体化技術の活用

構造部への複合材料活用方法確立

•NEDO「環境適応型高性能小型航空機プロジェクト」＇環境適応型小型航空機用ｴﾝｼﾞﾝ研究開発、先進操縦システム
等研究開発（にて、実施。

•「将来型航空機運航自律制御支援システム技術研究調査」事業＇H14~15（、「先進操縦システム等研究開発」事業＇
H15~25（等にて、将来的には操縦自動化システム開発も視野に入れつつ、操縦支援システムの開発・実証を実施。

•航空機分野では、長寿命化・故障率低減はどの技術課題においても前提条件

•“稼働可能数向上”は、「超高速輸送機実用化開発調査」事業にて、検討中か。航空輸送ｼｽﾃﾑの高効率化による課
題解決へのアプローチもあり、検討が必要か。“稼働率向上”はｴｱﾗｲﾝの事業的課題の色合いが強いか。＇要確認（

相
補

競
合

航空機の環境適合性、運航経済性、安全
性といった要請に対応した、軽量・低ｺｽﾄ・
高安全性の先進的な航空機用ｼｽﾃﾑを開
発

航空機用
先進システム基盤技術

開発

ｴﾝｼﾞﾝのﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ化
＇ｴﾝｼﾞﾝ効率向上（

完全電動化の実現

操縦時の操作性向上

主要駆動部電動化の信頼性向上

ｴﾝｼﾞﾝｽﾄｰﾙﾏｰｼﾞﾝの縮小

ｴﾝｼﾞﾝｽﾄｰﾙの事前検知可能化

通信の信頼性向上

故障・突風対応操縦支援可能化

電力源の獲得

耐雷設計の容易化

先進複合材料及び先進金属材料について
部材開発、設計試作及び評価を実施。軽
量化によりｴﾈﾙｷﾞｰ使用効率を大幅に向上
させる革新的構造部材創製・加工技術を
開発

次世代航空機用
構造部材

創製・加工技術開発
＇H11~H24（

構造部への複合材料活用可能化

複合材料の安全性判定技術確立

構造部へのﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金活用可能化

チタン合金の適用可能化

タービン翼へのCMC活用可能化

遷・超音速領域の飛行を想定した超高速
機について、市場ﾆｰｽﾞ及び経済性への要
求に関する検討・技術課題抽出・各要素技
術開発等を実施

超高速輸送機
実用化開発調査
＇H14~H23（

SST機体仕様の確定

低ｺｽﾄ材料・成形手法の選定

構造配置・様式の最適化

構造部への複合材の適用可能化

ジェット騒音低減

航
空
機

民間航空機
需要の拡大

航空機産業
は今後20 年
間で約300兆
円の市場規
模への拡大
が予想されて
いる成長産業

製造業全体
の高度化に繋
がる波及効果

広い裾野産業
を伴うため、
高度信頼性
産業を中心と
した産業基盤
全体の高度
化や中小企
業雇用への
貢献を期待

我が国主導の

民間機開発の

実現

施策 目標

安全保障の
基盤を形成

航空機は重
要な防衛装備
の一つであり
、安全保障の
観点から産業
として、維持・
育成が必要

低炭素社会
への貢献

運輸部門全
体、航空産業
共に、ＣＯ２排
出量は増加
傾向にあり、
環境問題に対
応した技術開
発が必要

中
核
的
要
素
技
術

要素技術での

優位性獲得

ｴﾝｼﾞﾝ要素技術開発

装備品＇ｼｽﾃﾑ（技術開発

空力技術開発

材料・構造技術開発

全
機
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
技
術

全機ｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ
技術の確立

機体の
ｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ技術確立

ｴﾝｼﾞﾝの
ｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ技術確立

防衛省機開発技術の
民間転用による
有効活用

安全性・
経済性の
両立

航空機そのも
のへの社会ニ
ーズとして、
高い安全性と
経済性の両
立が存在

国際共同開発に
おける役割の拡大

部品・素材産業の
一層の高度化



550

No.37 航空機武器宇宙分野 ロジックツリー 詳細版

トップダウン
必要とされる施策

＇Market（

市場ニーズ

＇背景（

実現上の課題

＇Function（

ボトムアップ

事業＇PRJ（事業目標 概要

技術＇国の事業（

＇Technology （

燃費向上

長寿命化

安全性向上

経済性向上＇事業性向上（

機体軽量化 構造部材軽量化

ｴﾈﾙｷﾞｰ変換ﾛｽ低減

駆動部軽量化

エンジン軽量化
＇エンジン効率向上（

システム電動化

機体本体長寿命化

メンテナンスによる長寿命化 各部品交換可能化

構造部材長寿命化

駆動部・エンジン長寿命化

メンテナンス高精度化

故障確率低減

ヒューマンエラー防止

破損検知高精度化

構造部材の破損確率低減

誤操作/誤判断防止

運航コスト低減
＇ランニングコスト（

自動化による
人的影響範囲の限定

駆動部・ｴﾝｼﾞﾝの故障確率低減

操作性/判断容易性向上

メンテナンスコスト低減

稼働率向上

稼働可能数向上

快適性向上

所要時間短縮

搭乗可能客数増加

環境適合性向上 省エネ化 燃費向上

ＣＯ２・ＮＯx排出量低減

騒音低減

エンジン燃焼の最適化

機体騒音低減

エンジン騒音低減

機体開発可能化

エンジン開発可能化

システム統合技術確立

IF接続技術確立

全機統合企画・設計可能化

ソフトウェアIF接続技術確立

ハードウェアIF接続技術確立

全機開発技術確立

メンテナンス時間短縮

キャビン容量拡大

飛行時間短縮

メンテナンスの容易化

運航売上向上

航空機製造コスト低減
＇イニシャルコスト（ 設計・開発コスト低減

製造コスト低減 機体製造コスト低減

エンジン製造コスト低減

設計・開発コスト低減

顧客満足度向上

要素システム開発可能化

システムの自動化

SST開発技術確立 SST機体形状最適化要素システム開発可能化

エンジン等の高性能化
経済性・安全性・

環境適合性向上

揚抗比向上

全機統合企画・設計可能化

機体安全性確保

機体開発可能化

ｴﾝｼﾞﾝ統合企画・設計可能化

ｴﾝｼﾞﾝＩＦ接続技術確立

事前評価書・中間報告書・NEDO事業基本計画書よりｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・技術戦略マップより ADL解釈

別の枝にマージ 副次的な課題本施策の事業で直接的にカバーされていない課題将来的な課題 出所：個別事業評価書、個別事業要求説明書、中間評価報告書、NEDO基本計画

遷・超音速領域の飛行を想定した超高速機
について、市場ﾆｰｽﾞ及び経済性への要求
に関する検討・技術課題抽出・各要素技術
開発等を実施

超高速輸送機

実用化開発調査

従来の方法に比べ、低コスト成形を行うこと
ができるVaRTM＇バータム（法等の炭素繊
維複合材成形技術の研究開発・実証

炭素繊維複合材

成形技術開発

航空機の環境適合性、運航経済性、安全性
といった要請に対応した、軽量・低ｺｽﾄ・高安
全性の先進的な航空機用ｼｽﾃﾑを開発

航空機用

先進システム基盤技術

開発

空力設計、開発・生産ｼｽﾃﾑ等に係る先進
的技術の研究開発・実証を通じて、製造業
全体の開発・生産ﾌﾟﾛｾｽ等の高度化を図る

先進空力設計等

研究開発

ｴﾈﾙｷﾞｰ使用効率を大幅に向上し、環境対
策にも優れた次世代小型航空機用ｴﾝｼﾞﾝの
開発にとって重要な要素技術の研究開発

＇ 「環境適応型高性能小型航空機」に搭載
される燃費効率・静粛性を向上させたｴﾝｼﾞﾝ
の国際共同開発において、日本企業が分担
する分野の技術を開発（

環境適応型小型航空機用

エンジン研究開発

日本主導の機体開発実現のため、小型民
間輸送機等の開発可能性を検討すべく市場
調査及び要素技術開発等を実施

小型民間輸送機等

開発調査

炭素繊維複合材を用いた製品の耐雷対策
のための先進的技術の研究開発・実証

炭素繊維複合材
耐雷技術開発

先進複合材料及び先進金属材料について
部材開発、設計試作及び評価を実施。軽量
化によりｴﾈﾙｷﾞｰ使用効率を大幅に向上さ
せる革新的構造部材創製・加工技術を開発

次世代航空機用

構造部材

創製・加工技術開発

操縦ｼｽﾃﾑ、ｺｯｸﾋﾟｯﾄｼｽﾃﾑに係る先進的技
術の研究開発・実証を通じて、製造業全体
の開発・生産ﾌﾟﾛｾｽ等の高度化等を図る

先進操縦システム等

研究開発

SST機体仕様の確定

低ｺｽﾄ材料・成形手法の選定

構造配置・様式の最適化

構造部への炭素繊維複合材活用

複合材料の成形ｺｽﾄ低減

ｴﾝｼﾞﾝのﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ化＇ｴﾝｼﾞﾝ効率向上（

完全電動化の実現

操縦時の操作性向上

主要駆動部電動化の信頼性向上

ｴﾝｼﾞﾝｽﾄｰﾙﾏｰｼﾞﾝの縮小

ｴﾝｼﾞﾝｽﾄｰﾙの事前検知可能化

機体形状による空気抵抗低減

機体形状による騒音低減

開発・製造ﾌﾟﾛｾｽの高効率化

ｴﾝｼﾞﾝの必要機能/性能の明確化

構成部品点数・工数の低減

エンジン高性能化

エンジン内ファン低騒音化

燃焼効率の高効率化

劣化 / 故障部位検知の容易化

ｴﾝｼﾞﾝｼｽﾃﾑ要素技術統合可能化

民間航空機機体仕様の確定

既存技術の適用方法の把握

構造部への炭素繊維複合材活用

構造部への複合材料活用可能化

複合材料の安全性判定技術確立

構造部へのﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金活用可能化

機体の高揚抗比化

操縦時の操作性向上

操縦ｼｽﾃﾑの軽量化

設計・製造工程の短縮

＇主に主翼の（設計ｺｽﾄ低減

大型構造部への一体化技術の活用

構造部への複合材料活用方法確立

•NEDO「環境適応型高性能小型航空機プロジェクト」＇環境適応型小型航空機用ｴﾝｼﾞﾝ研究開発、先進操縦システム
等研究開発（にて、実施。

•“稼働可能数向上”は、「超高速輸送機実用化開発調査」事業にて、検討中か。航空輸送ｼｽﾃﾑの高効率化による課
題解決へのアプローチもあり、検討が必要か。“稼働率向上”はｴｱﾗｲﾝの事業的課題の色合いが強いか。＇要確認（

•航空機分野では、長寿命化・故障率低減・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ精度向上はどの技術課題においても前提条件

•「将来型航空機運航自律制御支援システム技術研究調査」事業＇H14~15（、「先進操縦システム等研究開発」事業＇
H15~25（等にて、将来的には操縦自動化システム開発も視野に入れつつ、操縦支援システムの開発・実証を実施。

•コスト増大を抑えてエンジン高性能化を行っており、製造コスト低減の工夫は常になされている

競
合

相
補

通信の信頼性向上

故障・突風対応操縦支援可能化

電力源の獲得

耐雷設計の容易化

チタン合金の適用可能化

タービン翼へのCMC活用可能化

構造部への複合材の適用可能化

ジェット騒音低減

航
空
機

民間航空機
需要の拡大

航空機産業
は今後20 年
間で約300兆
円の市場規
模への拡大
が予想されて
いる成長産業

製造業全体
の高度化に繋
がる波及効果

広い裾野産業
を伴うため、
高度信頼性
産業を中心と
した産業基盤
全体の高度
化や中小企
業雇用への
貢献を期待

我が国主導の

民間機開発の

実現

施策 目標

安全保障の
基盤を形成

航空機は重
要な防衛装備
の一つであり
、安全保障の
観点から産業
として、維持・
育成が必要

低炭素社会
への貢献

運輸部門全
体、航空産業
共に、ＣＯ２排
出量は増加
傾向にあり、
環境問題に対
応した技術開
発が必要

中
核
的
要
素
技
術

要素技術での

優位性獲得

ｴﾝｼﾞﾝ要素技術開発

装備品＇ｼｽﾃﾑ（技術開発

空力技術開発

材料・構造技術開発

全
機
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
技
術

全機ｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ
技術の確立

機体の
ｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ技術確立

ｴﾝｼﾞﾝの
ｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ技術確立

防衛省機開発技術の
民間転用による
有効活用

安全性・
経済性の
両立

航空機そのも
のへの社会ニ
ーズとして、
高い安全性と
経済性の両
立が存在

国際共同開発に
おける役割の拡大

部品・素材産業の
一層の高度化
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No.37 航空機武器宇宙分野 調査結果の分析 STEP4：複数事業間の関係性

ロジックツリーより、各事業にて実施されている打ち手間の関係性を分析し、原課とのヒアリング
において確認・検討すべき事項を整理。

複数事業間の関係性において確認・検討すべき事項

説明

予想される

打ち手間
の関係性

相乗

相補

独立

競合

相殺

• 双方の打ち手を採用すると、
さらに全体としての効果が高
まる

• 片方の打ち手を支える＇片方
の打ち手を採用した場合の派
生課題を解決するなど（

• お互いに関係なし

• 同じ課題に対し、複数の打ち
手が競い合う関係であり、且
つ、双方が同時採用されるこ
とはない

• 片方の打ち手を採用するとも
う一方の打ち手が使えなくな
る＇同課題だけでなく、別課題
でもありうる関係性（

• 全機開発技術獲得を目指した事
業であるが、防衛省機の転用、小
型航空機の新規開発の両アプロ
ーチが競合関係にあるのではな
いか

• 両者の位置付けを明確にする必
要があるのではないか

考えられる関係性 確認・検討すべき事項

環境適応型
高性能

小型航空機
プロジェクト

小型民間輸送機等
開発調査

環境適応型
小型航空機
用ｴﾝｼﾞﾝ
研究開発

先進操縦
ｼｽﾃﾑ等
研究開発

全機統合
企画・設計
可能化

事業名
ｱﾌﾟﾛｰﾁして
いる課題

• 全機開発技術獲得という目的は
同一だが、対象とする機体のサイ
ズ・用途に違いが存在

• 「小型民間輸送機等開発調査」で
は、MRJよりも大型で貨物輸送や

救難目的の機体に関して調査を
実施

炭素繊維複合材
成形技術開発

炭素繊維複合材
耐雷技術開発

• 炭素繊維複合材の有効活用をテ
ーマとしており、相補効果が見込
んで連携がなされていると考えら
れるが、確認は必要か

• 主翼素材をアルミに変更したMRJ

開発との関係を考えると、航空機
分野で研究開発を続けるか検討
の余地があるか

次世代航空機用
構造部材

創製・加工技術開発

機体軽量化
＇ｴﾝｼﾞﾝ効率
向上含む（

• 炭素繊維複合材に関する事業間
では連携を確認

• 航空機への炭素繊維複合材適用
は全世界のトレンドであり、継続
的な航空機産業での国際競争力
獲得のために事業継続が必要

• 次世代構造部材＇チタンやマグネ
シウム等（は複合材との相性が良
く、創製・加工技術の開発は重要

確認内容＇原課コメント（
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No.37 航空機武器宇宙分野 調査結果の分析 STEP5：今後に向けての初期分析

ロジックツリーの分析により、未着手領域の明確化、民間や他省庁、海外との比較、および施策
の括り方見直しという観点で、今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆を整理。

今後の施策・事業のあり方に関する有用な示唆

未着手領域の

明確化

民間や他省庁、

諸外国との比較

施策の括り方の

見直し

分析項目

既存の事業でカバーされ
ていない課題について、
新たに事業を企画

すべきか？

国と民間の役割分担、他
省庁の取組みとの整合性
、諸外国との国際競争力
上の観点から施策への
反映はないか？

市場ニーズを踏まえると
施策の粒度、各事業の紐
づきは現状のままでよい

か？

分析・考察の視点 ロジックツリーの分析結果および示唆＇原課コメント反映済み（対象の市場課題

出所：航空科学技術に係る日米欧の研究開発動向＇文部科学省科学技術政策研究所（、官民の共同研究プログラム「クリーンスカイ」JTI が離陸＇ＮＥＤＯ海外レポート ＮＯ.1019（

• 国内で開発実績のない操縦ｼｽﾃﾑ分野に関して、今後の航空機市場への本格参入を見越
し、現在実施されている操縦支援ｼｽﾃﾑ開発事業を、操縦自動化ｼｽﾃﾑ開発へと展開する
事業の企画が必要

要素技術での
優位性獲得

自動化による
人的影響範囲
の限定

• 特に、文部科学省と連携を取って、特に、欧州・米国共に注目している環境負荷低減技術
に関して国際競争力向上を目指すべき

– EUは、官民の共同研究ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ「ｸﾘｰﾝｽｶｲJTI」を発足。2008～2014年の期間中に、CO2 の
排出量を40％、NOxを40％、騒音ﾚﾍﾞﾙを20dB低減することを目指し、固定翼航空機・ﾘｰｼﾞｮﾅﾙ
航空機、ｴﾝｼﾞﾝ、運航ｼｽﾃﾑ＇SESAR（等の研究開発を実施

– 米国は、亜音速、超音速、極超音速機に関する研究開発を実施。また、代替燃料開発、燃料効
率の大幅な改善等による環境負荷低減を目指す

– 文部科学省は、全機開発技術獲得に貢献すべく、JAXAを中心に、環境適合性を重視した航空
機・ｴﾝｼﾞﾝの高性能化・差別化技術の研究開発を推進。また、超音速機・極超音速機技術の研
究開発を積極的に推進

要素技術での
優位性獲得

全機開発技術確立

環境適合性向上

SST開発技術確立

全機ｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ
技術の確立

• 次世代航空輸送ｼｽﾃﾑは、基本的に国土交通省の担当。必要があれば協力して取り組む

– EUは、官民の共同研究ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ「ｸﾘｰﾝｽｶｲJTI」内で、運航ｼｽﾃﾑ＇SESAR（等の研究開発を実
施

– 米国は、NASAを中心に、次世代航空輸送ｼｽﾃﾑ＇NextGen（の開発を推進

– 文部科学省は、安全・高効率運航を可能とする次世代の航空輸送ｼｽﾃﾑの研究開発を実施

– 国土交通省は、「将来の航空交通システムに関する研究会」を平成21年4月より定期的に開催

要素技術での
優位性獲得

稼働可能数向上

稼働率向上

• 航空機分野では、長寿命化・故障率低減・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ精度向上はどの技術課題においても
前提条件

要素技術での
優位性獲得 故障確率低減

各部品の長寿命化

• NEDO「環境適応型高性能小型航空機プロジェクト」＇環境適応型小型航空機用ｴﾝｼﾞﾝ研
究開発、先進操縦システム等研究開発（にて要素技術開発を行っているが、IF接続技術を
テーマとしては取り扱っていない

• IF接続技術の開発は、必ずしも国が主導権を持って実施すべきことではないが、民間のプ
ロジェクトを通して、国全体として培っていくべき

全機ｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ
技術の確立 IF接続技術確立

• コスト増大を抑えてエンジン高性能化を行っており、製造コスト低減の工夫は常になされて
いる

要素技術での
優位性獲得 エンジン製造コスト低減

本施策の事業で直接的にカバーされていない課題
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参考（航空機・宇宙産業イノベーションプログラム プログラムマップ

出所：経済産業省 第２７回研究開発小委員会資料
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参考（技術戦略マップ2009 航空機分野の導入シナリオ

出所：経済産業省 技術戦略マップ２００９「航空機分野」


